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みずほフィナンシャルグループ社長からみなさまへのご報告

みなさまには、平素より私どもみずほフィナンシャル

グループをお引き立ていただき、誠にありがとうござい

ます。

平成19年度の成果

平成19年度は、『“Channel to Discovery”Plan』

の総仕上げの年として、「ビジネスポートフォリオ戦略」

の実行による収益力の強化と「コーポレートマネジメ

ント戦略」の推進による内部管理態勢のさらなる強化

等により、企業価値の増大に努めました。

「ビジネスポートフォリオ戦略」においては、お客さま

ニーズに基づき構築した3つのグローバルグループ

が、それぞれの特色を活かして、お客さまに最適な商

品･サービス、ソリューションの提供に取り組みました。

「グローバルコーポレートグループ」では、海外拠点の

開設やアジアの有力金融機関との戦略的提携等、グ

ローバルなソリューションを提供する体制の構築等に

取り組みました。「グローバルリテールグループ」では、

個人のお客さまに重点を置いた店舗「みずほパーソ

ナルスクエア」の拡充や「みずほマイレージクラブ」の

サービス向上により、個人のお客さまに高い利便性を

提供するとともに、法人のお客さまの資金需要に積極

的にお応えしました。「グローバルアセット＆ウェルス

マネジメントグループ」では、財産管理部門の強化や

グループ各社との連携を一層進めました。

「コーポレートマネジメント戦略」においては、米国

会計基準に則した情報開示を行う体制の整備や米国

サーベンス・オクスリー法に準拠した開示体制および

内部統制の構築に取り組みました。また、金融教育支

援、環境負荷低減に向けた取り組み、店舗のバリアフ

リー化等により、CSR（企業の社会的責任）を推進し

ました。

平成19年度の業績

平成19年度の業績については、注力分野である個

人部門の収益や、市場部門の収益は増加しましたが、

サブプライム問題を契機とする金融市場の混乱によ

り、グループ全体で約6,450億円の損失を計上しまし

た。この結果、連結当期純利益は3,112億円と前年を

大きく下回りました。

財務面については、平成20年3月末現在、連結自己

資本比率（第一基準）は11.70%と十分な水準を確保

しており、不良債権比率も1.61％となる等、引き続き

高い財務健全性を維持しております。

サブプライム問題を契機とする
金融市場混乱の影響

金融市場の大きな混乱のなかで、みずほ証券が多額

の損失を計上したことを主因として、当初の業績予想

を大幅に下回る結果となりましたことは、誠に遺憾で

あります。当グループでは、こうした事態の原因となっ

た問題点を徹底的に検証したうえで、リスク管理等の

内部管理態勢を抜本的に見直し、今後のグループ経営

管理に活かしてまいります。特に、みずほ証券におい

ては、リスク管理態勢を強化するとともに、平成20年
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4月に公表した「事業改革プログラム」を速やかに実施

することで、業務運営体制の抜本的な改革に努めてま

いります。

なお、みずほ証券と新光証券との合併につきまして

は、金融市場の混乱が継続していること、平成21年

1月には株券電子化の実施も予定されていることから、

平成21年5月（予定）に延期することにいたしました。

資本政策について

当社第十一回第十一種優先株式（発行総額9,437

億円）の取得請求期間が平成20年7月に開始となる

ことに伴い、普通株式の潜在的な希薄化の影響を抑

制する観点から、平成19年9月に、当社普通株式の

取得･消却（約1,500億円）を実施しました。さらに、

平成20年5月には、1,500億円を上限とする自己株

式（普通株式）の取得枠（取得期間：平成20年6月か

ら11月）を設定しました。今後とも、2年程度での希

薄化対策の完了を目指して、市場環境や当社の収益

動向等をふまえつつ、さらなる自己の株式の取得･消

却を実施してまいります（平成20年度約4,000億円

めど）。

平成19年度の期末配当金については、連結業績や

内部留保の状況等を勘案しつつ、普通株式の配当金を

10,000円へ増配するとともに、優先株式は所定の配

当を実施しました。

今後の取り組み

＜みずほ＞では、引き続き3つのグローバルグルー

プが、それぞれの特色を活かしたビジネス戦略を着実

に実行してまいります。同時に、グループ各社の連携

を強化し、お客さまに最高の金融サービスを提供して

まいります。

「グローバルコーポレートグループ」は、足元の不

透明な市場環境を十分に見極めながら、強固なリスク

管理態勢のもと、銀行・証券連携による総合的な投資

銀行ビジネスを展開するとともに、中国をはじめとす

る海外拠点の拡充や海外金融機関との戦略的提携等

により、引き続きグローバル化を推進してまいります。

また、平成21年5月（予定）のみずほ証券と新光証券

との合併を円滑に実現すべく万全の準備を進めてまい

ります。

「グローバルリテールグループ」は、有人拠点の拡充、

フィナンシャルコンサルタントの増員、「プラネットブー

ス」（みずほ銀行とみずほインベスターズ証券との共同

店舗）の積極展開、信託機能の強みを活かしたコンサ

ルティング型営業の推進等により、個人のお客さまに

対するコンサルティング力を強化し、預かり資産の増強

に努めてまいります。また、法人のお客さまに対しまし

ては、グループの銀行・証券・信託銀行等との連携によ

り、最高品質のソリューションを提供してまいります。

「グローバルアセット＆ウェルスマネジメントグルー

プ」は、コンサルティング力や商品開発力を一層強化

し、みずほ銀行をはじめとするグループ会社のお客さ

まに、信託機能をはじめとする高度な専門機能を提供

してまいります。

当グループは、「お客さまのより良い未来の創造に貢

献するフィナンシャル･パートナー」を目指し、強固な内

部管理態勢のもとでビジネス戦略を着実に遂行すると

ともに、社会的責任と公共的使命を果たしつつ、企業

価値のさらなる向上に邁進してまいりますので、引き

続き一層のご支援を賜りますようお願い申しあげます。

平成20年7月

株式会社 みずほフィナンシャルグループ

取締役社長
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平成19年度決算の概要

収益の状況

平成19年度のみずほフィナンシャルグループの連

結業務純益（※1）は、前年度に比べ4,804億円減少し

5,111億円となりました。これは､サブプライム問題を

契機とする金融市場の混乱の影響を受け､みずほ証券

が損失を計上したこと等によるものです（連結経常利

益 前年度比4,799億円減少）。

一方、みずほ銀行、みずほコーポレート銀行、みず

ほ信託銀行合算（3行合算）の実質業務純益について

は､期初予想を上回り、前年度に比べ171億円増加し

8,617億円となりました。これは､銀行間の競争激化

等により顧客部門収益が減少したものの､市場部門収

益が好調であったことによるものです。

みずほフィナンシャルグループの連結当期純利益

は､株式関係損益の回復はあったものの､サブプライム

問題を契機とする金融市場の混乱による影響を主因

として､前年度に比べ3,097億円減少し3,112億円

となりました。平成19年度における上記影響額はグ

ループ全体で約△6,450億円となりました。

また､与信関係費用については､景気が先行き不透

明ななか､みずほ銀行において低格付先を中心に見直

しを図ったことに加え､貸出債権の売却に係る損失等

もあり､3行合算で、前年度に比べ692億円増加し

925億円となりました。

※1．連結業務純益＝連結粗利益－経費（除く臨時処理分）＋持分法に

よる投資損益等連結調整

●金利収支の状況

平成19年度下期の3行合算の貸出金平均残高は､

同年度上期に比べ0.8兆円減少し64.3兆円となりま

したが、為替影響控除後の残高は、海外向けを中心に

引き続き増加しています。

また､同期における国内業務部門の預貸金利回差

も、0.03%改善し1.47%になりました。

平成19年度のみずほフィナンシャルグループ連結

ベースの資金利益は、前年度に比べ266億円減少し

1兆636億円となりましたが、3行合算では利回差

の改善等を受け、14億円増加し9,540億円になり

ました。

※2.貸出金残高は、3行合算（銀行勘定）の期中平均残高。みずほ

フィナンシャルグループ向け貸出金を除く。

※3.預貸金利回差は、みずほ銀行、みずほコーポレート銀行の国内業

務部門合算。みずほフィナンシャルグループ向け、預金保険機構

および政府等向け貸出金を除く。

※4.1Q：第１四半期、2Q：第2四半期、3Q：第3四半期、4Q：第4四

半期

●非金利収支の状況

平成19年度の3行合算の役務取引等利益は､前年

度に比べ491億円減少し3,517億円となりました。

個人部門の投信・年金保険関連手数料は､下期にお

ける金融市場混乱の影響等を受け前年度実績を下回

りましたが､年金保険の残高は増加しています。
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●自己株式（普通株式）の取得・消却（優先株式に係る

希薄化対策）

平成20年5月15日の取締役会において、1,500

億円を上限とする自己株式（普通株式）の取得枠を

設定しました。これは、第十一回第十一種優先株式

（発行総額9,437億円）の取得請求期間が平成20年

7月1日に開始となることに伴い、発行済普通株式数

が増加する可能性を勘案し、その潜在的な希薄化

（発行済株式総数の増加により1株当たりの当期純利

益等が減少すること）の影響を抑制する等の観点か

ら、平成19年度より実施しているものです（平成19

年度の実施額1,499億円）。

みずほフィナンシャルグループでは、市場環境や収

益動向等をふまえ､さらなる自己株式の取得枠の設

定、および自己株式の取得･消却を実施することで、

今後2年程度での完了を目指して希薄化対策に取り

組んでいきます（平成20年度約4,000億円めど）。

また､法人部門等では、銀行間の競争激化等を背景

に､ソリューション関連手数料や外為関連収益等が減

少しています。

財務の健全性

株式市況の低迷を受け､その他有価証券評価差額

は減少し､繰延税金資産純額は増加していますが､みず

ほフィナンシャルグループの連結自己資本比率（第一

基準）は11.70%と十分な水準を確保している等、引

き続き高水準の財務の健全性を維持しています。

なお、平成20年3月末の証券化商品の残高は、グ

ループ全体で4.4兆円、うち外貨建てのRMBS（住宅

ローン担保証券）・CDO（債務担保証券）の残高は

0.5兆円となっています（管理会計・時価ベース）。

（注）金融安定化フォーラム（FSF）による提言をふまえた証券化商品の

保有状況等の詳細情報については、144～149ページをご覧く

ださい。

規律ある資本政策の推進

●優先出資証券の発行

平成20年1月、当グループは、今後の資本政策に

係る機動性確保と柔軟性向上のため、自己資本充実

に資するTier1資本増強策として、海外特別目的子会

社を通じて総額2,745億円の優先出資証券を発行し

ました。

また、平成20年7月には、海外特別目的子会社を

通じて、総額3,030億円の優先出資証券を発行しま

した。

●優先出資証券の任意償還

平成20年6月に任意償還が可能となった優先出資

証券（1,185億円、26億米ドル）について、全額償還

しました。
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みずほ銀行頭取

“我が国最強のリテール・バンク”を目指して

昨年度を振り返って
～磐石な事業成長トレンドの実現に向けて

みなさまには、平素よりみずほ銀行をお引き立てい

ただき、誠にありがとうございます。

昨年度は、グループの事業戦略『“Ｃｈａｎｎｅｌｔｏ

Ｄｉｓｃｏｖｅｒｙ”Ｐｌａｎ』の最終年度にあたり、これまでの

取り組みの効果を最大限発揮し、着実かつ安定的な事

業の成長を実現していくために、1. お客さまからの最

高の信頼の獲得、2. 磐石な事業成長トレンドの実現、

3. 最適なビジネスインフラの追求、の3つの柱を掲げ

て経営の舵を取ってまいりました。

当行は、約2,500万人の個人のお客さまに口座を

保有していただき、約10万社にのぼる中堅・中小企業

のお客さまに融資先としてお取引いただいております

が、個人・法人を問わず、ニーズはますます多様化、高

度化しています。そのニーズに対して、グループ連携

を強化しながらきめ細かくスピーディにお応えすると

ともに、一層のサービスの向上に努めてまいりました。

同時に、コンプライアンスの徹底や、ＣＳＲ活動を積極

的に進めてまいりました。

●個人のお客さまへのサービス

当行は、昨年度に芦屋、学園前、千里中央、武蔵境

の4拠点に新規出店する等、個人のお客さまの利便性

により重点をおいた拠点｢みずほパーソナルスクエア

（愛称）｣を積極的に展開しています。また、コンサル

ティング体制の整備のため、あらゆる専門的なご相談

にも対応できる「ＦＣ（フィナンシャルコンサルタント）」

を全国の支店に約2,800名配置するとともに、ご相談

専用ブース「プレミアムサロン」を全国的に拡大してま

いりました。さらに、当行ロビー内に、みずほインベス

ターズ証券の「プラネットブース｣の設置を一層進め、

証券サービスのニーズに対してワンストップ型で対応

できるよう努めました。

マスリテール商品については、手数料の優遇をはじ

め、各種機能を提供する「みずほマイレージクラブ」の

商品性向上に引き続き取り組み、会員数は500万人

を超えました。また、お客さまに安心してお取引いた

だくために、ＩＣキャッシュカードならびに指静脈生体認

証の活用を推進する一方、偽造・盗難カード被害への

対応につきましても、「預金者保護法」をふまえ、補償

対応を行っています。平成20年4月には、盗難通帳

被害やインターネットバンキングの不正利用による被

害への補償も開始しました。

また、平成20年6月に振り込め詐欺救済法が施行さ

れましたが、当行としましても、振り込め詐欺の防止な

らびに被害者救済に積極的に取り組んでいます。

ローン商品につきましては、住宅ローンに関する

サービスの充実に努めたほか、オリエントコーポレー

ションとの提携等により、無担保ローンも含めて幅広く

ローンニーズにお応えする体制の構築を進めました。

●法人のお客さまへのサービス

法人分野においては、新規取引の推進強化を含め、

中堅・中小企業マーケットにおいて資金調達ニーズに

幅広くお応えしつつ、事業承継やＭ＆Ａ、ビジネスマッチ

ング、海外事業展開支援をはじめとするソリューション

お客さまとともに成長していくことで
『最高のパートナー』と心から思って
いただけるように。
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ビジネスを積極的に推進しました。ビジネスマッチング

では、中堅・中小企業のお客さまの環境対策ニーズへの

対応を目的とし、今年2月に｢環境ビジネスマッチング

イベント｣を開催し、ご好評をいただきました。ソリュー

ションビジネスの営業体制は、本部の専門スタッフと営

業店が一体となる運営とし、お客さまの多岐にわたる

経営課題・ニーズに対応できるよう努めました。また、

グループの総合力を活用し、ＩＰＯ（新規株式公開）や事

業承継のニーズに対して、みずほインベスターズ証券

やみずほキャピタル、みずほ信託銀行等のグループ各

社と有機的に連携して対応してまいりました。

小規模法人のお客さまに対しては、総勢600名を

超えるベテランスタッフを配置した融資業務専門子会

社｢みずほビジネス金融センター｣が資金需要に積極

的に対応しています。

また、個人・法人のお客さまを問わず、インターネット

バンキングのレベルアップや携帯電話を活用したサー

ビスの向上に積極的に取り組みました。

●平成20年度を迎えて～今後の取り組み

当行は、平成20年度を“我が国最強のリテール・バ

ンク”の確立へ向けたスタートダッシュの年と位置づ

けています。“我が国最強のリテール・バンク”とは、

1. 強固な｢顧客基盤｣、2. 強力な｢人材基盤｣、3. 強靭

な｢収益基盤｣の3つの経営基盤を強化し、個人のお客

さま、中堅・中小企業ならびにその経営者のお客さま

から『最高のパートナー』と評価いただけることです。

1. 強固な｢顧客基盤｣とは、お客さまとの絶対的な

信頼関係を構築し、お客さま満足を確立することです。

2. 強力な｢人材基盤｣とは、あらゆる分野で一流と評さ

れる人材集団であることです。3. 強靭な｢収益基盤｣

とは、磐石なコスト構造を作りあげ、高効率なビジネス

モデルを確立することです。また、以上3つの経営基

盤の大前提として、コンプライアンス・お客さま保護の

実践を引き続き徹底していくことに加え、「ハートフル

プロジェクト」に代表されるCSR活動にも積極的に取

り組んでまいります。

個人分野においては、より一層マーケティングを強

化し、預り資産を中心に、お客さまとの接点の拡大や、

「みずほマイレージクラブ」に代表される基盤商品のレ

ベルアップに努め、飛躍的な拡大を目指します。人材

面では、「ＦＣ（フィナンシャルコンサルタント）」を3年

後に4,000名体制とし、ＦＣの質も高めてまいります。

有人拠点については、個人営業店の出店を進めること

により、今年3月末時点の423拠点を、3年後に500

拠点まで拡大します。

法人分野においては、人材力・与信管理力を強化し、

グループの総合金融力を活用して着実な成長を目指

してまいります。人材面では、昨年度より開始したプ

ロフェッショナル人材の育成プロジェクトをさらに強化

し、お客さまとのリレーションシップを深めてまいりま

す。また、みずほインベスターズ証券、みずほ信託銀

行との連携を、人材交流を含めて引き続き強化し、グ

ループ総合力を最大限活用してまいります。

グループ連携については、さらなるレベルアップを

目指して取り組んでまいります。本年4月に、企業オー

ナーが抱えている企業経営者としてのニーズ、オーナー

個人としてのニーズの両方に対応していくための組織

として、「総合コンサルティング部」を設置し、また、み

ずほコーポレート銀行を含む職域マーケットでの営業

を所管する「職域営業部」を新設する等、「法個連携」、

「グループ連携」を強みとして確立してまいります。

お客さまから、「みずほ銀行は最高のパートナー」と

心から思っていただけるように、全役職員が一丸と

なって全力で取り組んでまいりますので、一層のご支

援を賜りますようお願い申しあげます。

平成20年7月

株式会社 みずほ銀行　　　

取締役頭取
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みずほコーポレート銀行頭取

「グローバル投資銀行」としてのトップブランドの確立を目指して

みなさまには、平素よりみずほコーポレート銀行を

お引き立ていただき、誠にありがとうございます。

当行は、「グローバルコーポレートグループ」の中核

をなす銀行として、世界の金融機関に伍していくため

に、グローバルなネットワークの拡充と投資銀行業務の

展開が不可欠と考えており、「グローバル宣言」、「投資

銀行宣言」のもと、商業銀行業務と投資銀行業務を並

進・融合するというビジネスモデルを展開しております。

こうした「グローバル投資銀行」の実現に向けた取り

組みのなか、米国のサブプライム問題がグローバルな

金融市場に深刻な影響を与えており、その影響は欧米

ほどではないものの日本の金融、経済にも及びつつあ

ります。残念ながら当グループにおいても保有する証

券化商品等の関連損失を計上するに至りました。

かかる状況をふまえ、当行は、足元の不透明な市場

環境を十分に見極めながら経営資源の選別的・機動

的な投入等を行い、「グローバル戦略」、「投資銀行戦

略」を引き続き推進してまいります。さらに、リスク管理

等グローバルベースの経営インフラ構築を推進し、み

ずほ証券とも連携して日本No.1の「グローバル投資

銀行」を目指してまいります。

グローバル化のさらなる推進

当行は、グローバル化のさらなる推進に向けて、「グ

ローバル戦略」を一段と加速しております。

海外拠点ネットワークの拡充という点では、昨年度

は4月のイタリアのミラノ支店を皮切りに、3支店・4出

張所を開設し営業を開始しました。平成20年度も引

き続き、戦略的かつ機動的に拠点ネットワークを拡充

してまいります。特に中国においては、昨年6月に「み

ずほコーポレート銀行（中国）」が営業を開始、邦銀とし

て初めて現地法人に移行しました。現地法人化により、

新設支店の人民元業務取扱や、新規業務ライセンス取

得の早期化を実現するとともに、中国内拠点拡充も加

速させております。

一方、当グループのネットワークでカバーできない地

域やプロダクツについては、各国地場金融機関との提

携や出資を通じた戦略的関係強化を推進しています。

さらに、平成18年の米国における金融持株会社

（Financial Holding Company＝ＦＨＣ）の資格取得

により、日本・欧州・アジア地域に加え、世界で最大級

の市場規模を有する米国においても、みずほ証券とと

もに銀行・証券連携による総合的な投資銀行ビジネス

を展開することが可能となりました。すでに、米国みず

ほ証券が米民間企業の社債発行の主幹事を邦銀系と

して初めて獲得する等、米国事業債や株式の引受等の

分野で着実に実績を積みあげています。米国金融市場

の不透明感が続く環境下ではありますが、そのなかで

ビジネスチャンスの獲得、拡大を目指してまいります。

お取引先に最も信頼される「Long Term Partner」へ

昨今の国内外の経済・金融環境を見てみますと、

わが国においては円高進行による輸出金額の鈍化や

原油価格、原材料価格高騰の影響等により企業業績が

弱含みで推移する等、景況感は悪化傾向にあります。

「グローバル戦略」と「投資銀行戦略」の

一層の加速化・深化へ
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また、世界経済においても、米国経済がサブプライム

問題等の影響により急速に減速したことに加えて、欧

州でも景気の減速感が強まりつつあり、世界経済全体

への波及が懸念されています。

こうした環境において、大企業・グローバル企業等の

お取引先は、資金調達や財務効率化といった財務課題

にとどまらず、環境問題・国内少子化等、中期的・構造

的な諸課題に加え、円高、エネルギー・原材料高等、対

応をすべき課題は大きく広がっており、とりわけ国内営

業基盤を固める一方で、新たな成長を海外市場に求め

る動きを顕著にしています。

かかる環境認識のもと、当行は、お取引先の経営諸

課題に対し、従来の発想・枠組みを超えた多面的なア

プローチで、迅速かつ的確な最先端のソリューション

を提供すべく、グローバルベースで投資銀行業務を本

格展開しております。

すでに、当行は、国内トップシェアを続ける本邦シン

ジケートローン（平成19年）に加え、プロジェクトファ

イナンス（世界第5位、米州地域第1位：平成19年）の

分野で、世界でもトップクラスの実績を有しております。

また、関係当局の認可を条件に、来年5月にはみずほ

証券と新光証券が合併し、大手3社に迫る総合証券会

社が誕生する予定です。銀行と証券のファイヤーウォー

ル規制見直しが検討されるなか、これが実現すれば銀

行・証券の連携モデルがさらに強化されます。

当行は、こうした金融プロダクツ提供力のさらなる

強化をベースに、強固なコンプライアンス態勢のもと、

みずほ証券との連携強化等を通じ、最も信頼される

「Long TermPartner」としてお取引先の多様化・高度

化する経営課題、金融ニーズに即応した先進的・総合

的な金融ソリューションビジネスをグローバルに展開

してまいります。

グローバルレベルの経営インフラの構築

当行は、グローバルレベルのビジネス展開に即した

経営インフラの構築も進めています。

第一に、リスク管理態勢の高度化をベースとしたリ

スクコントロール強化への取り組みです。サブプライ

ム問題に端を発した金融市場混乱の影響をふまえ、変

化の激しいグローバル金融市場において不可欠な信

用リスク管理や市場リスク管理等を一段と高度化さ

せ、リスクコントロールのさらなる強化に取り組んでま

いります。

第二に、人材力の強化です。人材力をより一層強化

すべく、専門性強化やナショナルスタッフの海外拠点

長登用等ビジネスモデルの進化に対応した変革を進め

ています。引き続き国内外の多様な人材を育成・登用

するという観点から、グローバル人材や女性の活躍促

進に向けた諸施策を本格展開してまいります。

第三にビジネスモデルに即した高度なコンプライア

ンス態勢の構築です。銀行・証券のファイヤーウォール

規制見直しを見据えた対応等、金融機関としての社会

的責任を十分に認識したうえで、一層高度な態勢構築

を目指してまいります。

世界の金融機関の競争はますます激化の様相を示

しており、グローバルな投資銀行としてのプレゼンス

を確立するためには、強固なリスク管理とコンプライア

ンス態勢のもとで、当行独自のビジネスモデルを構築

することが必要であると考えております。

当行は、これまで申しあげてきたグローバル戦略を

本格展開し、「グローバル投資銀行」としてのトップブ

ランド確立を目指してまいります。役職員一同が意識

を共有して、進化するビジネスモデルの推進に努めて

まいりますので、みなさまにおかれましては、今後とも

一層のご支援を賜りますようお願い申しあげます。

平成20年7月

株式会社 みずほコーポレート銀行　　

取締役頭取
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証券業務、信託業務、資産運用業務への取り組み

証券業務の基本戦略
当グループは、グループ内の銀行・証券の連携強化

によるシナジー効果を追及するため、顧客セグメント

に基づく銀行・証券の一体運営を推進し、グループ証

券各社がそれぞれの強み・特色を活かして、グループ

としての総合力を発揮していくことを目指しています。

グループ証券3社の強み・特色

みずほ証券

みずほ証券は、国内外機関投資家や事業法人、金融

法人、公共法人を中心としたお客さまの幅広いニー

ズにお応えする、高度な専門性を持ったホールセー

ル証券会社です。

債券引受業務では、大手証券にならぶ地位を占め

ており、債券売買の分野でも高いプレゼンスを示し

ています。株式関連業務においても、フルラインの

サービスを提供する体制を強化し、大手証券に次ぐ

ポジションまで市場における地位を高めています。

さらに、本邦系のお客さまに関するＭ＆Ａ等財務

アドバイザリー業務については、すでにトップレベル

のプレゼンスを確立しており、ストラクチャードファ

イナンスの分野でも、これまで多数の実績をあげ、

日本におけるマーケットリーダーとしての役割を果

たしています。

また、海外証券現地法人のネットワークを活用した

内外一体的なビジネス展開にも注力し、国内外に発展

するお客さまの多様なニーズにお応えしていきます。

みずほインベスターズ証券

みずほインベスターズ証券は、みずほ銀行との共同

店舗を積極的に展開しており、今後ともさらなる連携

チャネルの拡充を進めるとともに、同行との金融商品

仲介業務、みずほ信託銀行の信託代理店業務、ＩＰＯ

（新規株式公開）等におけるグループ各社との協働等、

グループ連携を積極的に強化しています。こうした営

業基盤をもとに、お客さまの資産運用ニーズにお応え

する各種証券関連商品の提供や資金調達ニーズにか

かる株式・債券の引受業務および資本政策等のコン

サルティング業務等、きめ細かく質の高い商品・証券

サービスをスピード感をもって提供することで、「お客

さまに最も信頼される証券会社」を目指しています。

新光証券

新光証券は、全国ネットの総合証券会社として、引

受業務からブローカレッジ業務にいたる総合サービス

を提供しています。ラップ口座の販売についてみずほ

銀行と連携しているほか、みずほ信託銀行の信託代

理店業務を開始する等、グループ各社と機動的かつ

効率的な連携を図りながら、ミドル・リテール分野を

中心とする幅広いお客さまに対して、フルライン機能

を活かした金融商品・サービスの提供を幅広く行って

います。

なお、金融市場の混乱が継続していること、平成21

年1月には株券電子化の実施も予定されていることか

ら、みずほ証券と新光証券との合併については、平成

20年5月から、平成21年5月（予定）に延期することに

いたしました。合併後の新会社「みずほ証券」は、みず

ほ証券の投資銀行業務におけるグローバルなプラット

フォームと、新光証券の全国規模の顧客基盤とフルラ

インの総合証券ネットワークという強みを活かし、グ

ローバルベースで競争力のある、最先端の総合金融

サービスを提供していきます。

信託業務の基本戦略
当グループは、「グローバルアセット＆ウェルスマ

ネジメントグループ」の中核であるフルラインの信託

サービスを提供するみずほ信託銀行と、高度なカスト

ディサービスを提供する資産管理サービス信託銀行
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を通じて、お客さまに対して最適なソリューションを

提供しています。また、銀行、証券、資産運用会社等

グループ各社とのさらなる協働体制の推進や外部と

の業務提携等を通じた商品・サービスの提供等によ

り、お客さまニーズの多様化、高度化に対して迅速

かつ的確にお応えしています。

みずほ信託銀行

みずほ信託銀行は、お客さまの声・ご要望をしっか

りと把握し、長年にわたり培ってきた高い専門性・コ

ンサルティング力と豊富なノウハウを駆使した独自の

商品・サービスでスピーディかつ的確にソリューショ

ンを提供することを第一と考え、お客さまからの評

価向上を実現することにより「お客さまから最も信頼

される信託銀行」を目指しています。

個人のお客さまに対しては、お客さまの財産全体の

運用・管理に関するコンサルティングや遺言書の管

理・執行、各種ローン商品、預金・投資信託のほか、信

託機能を駆使した資産運用商品等、ウェルスマネジメ

ント業務に係るあらゆるサービスを提供しています。

特に、遺言信託については、経験豊富な専門スタッ

フのきめ細かなサービスが高い評価をいただいてお

り、みずほ銀行の信託代理店網も活用した、より多く

のお客さまへのサービスの提供により、受託件数残

高は業界トップクラスとなっています。

法人のお客さまに対しては、不動産売買の媒介、流

動化等の不動産業務、信託スキームを最大限に活用

し資産流動化に関する新商品等を提供するストラク

チャードプロダクツ業務、年金をはじめとする各種資

産に関する運用業務、年金信託受託やコンサルティン

グ、数理、管理等の年金業務、投資信託の受託や有

価証券運用・管理等の資産管理業務、株式法務等に

関するアドバイザリーを提供する株式戦略業務等、お

客さまのアセットマネジメントに関する広範なサービ

ス・最適なソリューションを提供しています。

信託業務をとりまく環境が大きく前進するなか、み

ずほ信託銀行は、法改正等環境変化の機会を的確に

とらえ、みずほグループ各社との協働をさらに推し進

めることにより、お客さまのニーズに適った新商品、新

サービスの開発・提供に積極的に取り組んでいきます。

資産管理サービス信託銀行

資産管理サービス信託銀行は、先進の事務・システム

基盤と厳格な内部管理態勢をベースに、金融機関・機関

投資家等のお客さまに対して、高品質・高付加価値の信

託・カストディサービス、包括的有価証券管理アウトソー

シングサービス等を提供しています。また、証券決済制

度改革に対応した口座管理機関サービスや、セキュリ

ティーズレンディングサービスの提供等を通じ、お客さ

まの高度なカストディニーズにお応えしていきます。

資産運用業務の基本戦略

当グループは、投信・年金市場において、クオリティ、

預かり資産ともに世界トップクラスを目指しています。

平成19年7月1日に第一勧業アセットマネジメント

と富士投信投資顧問が合併し、みずほ投信投資顧問と

なりました。また、平成20年1月1日には、興銀第一

ライフ・アセットマネジメントが商号変更を行い、ＤＩＡＭ

アセットマネジメントになりました。

資産運用会社（みずほ投信投資顧問、ＤＩＡＭアセッ

トマネジメント）では、各社の特色を活かし、高品質な

商品・サービスをグループ内外に提供しています。投

資信託の販売業務では、高度化・多様化するお客さま

の資産運用ニーズに対し、バラエティーに富んだ商品

を取り揃えています。

確定拠出年金業務では、個人の老後生活のための資

産形成をサポートし、企業の経営課題に関するソリュー

ションを提供するため、グループの総力を結集して取

り組んでいます。
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＜みずほ＞のビジネス戦略

＜みずほ＞は、平成17年度より3年間、事業戦略

『“Channel to Discovery”Plan』を推進し、収益力

の強化をはかるとともに、強固な内部管理態勢の構築、

ＣＳＲ（企業の社会的責任）の推進、ブランド戦略の強

化に取り組みました。

＜みずほ＞では、引き続き、3つのグローバルグルー

プが、それぞれの特色を活かしたビジネス戦略を着実

に実行すると同時に、グループ各社が相互の連携も強

化し、お客さまに最高の金融サービスを提供すること

で、収益力の増強に取り組んでいます。

また、磐石な法令遵守態勢および高度なリスク管理

態勢等強固な内部管理態勢の構築やCSR活動等の推

進により、国内外のお客さまから、さらに厚い信頼をい

ただけるよう注力しています。

　　みずほフィナンシャルグループ、　　みずほコーポレート銀行、 
　　みずほ銀行、　　みずほインベスターズ証券、 
　　みずほ信託銀行、　　みずほプライベートウェルスマネジメント、　　みずほ投信投資顧問 

店舗のバリアフリー化を促進する「ハートフルプロジェクト」スタート

公的資金の完済

ニューヨーク証券取引所上場

米国の金融持株会社資格（FHC）取得

みずほ銀行ロビー内のみずほインベスターズ証券の
プラネットブース100拠点突破

本部から営業店への300名超の人員シフト等組織改編

財産管理部門粗利益1,000億円突破

みずほコーポレート銀行（中国）設立

みずほマイレージクラブ会員
500万人突破

“Channel to Discovery”Plan終了  
 引き続き3つのグローバルグループがビジネス戦略を
 着実に実行するとともに連携を強化

FG

FG 

BK

BK 

BK 

BK 

BK・IS

IS

グローバルなビジネス展開に
対応する全面的組織改編

大学の寄付講座・寄付講義の開設および
東京学芸大学との金融教育共同研究を開始 FG 

CB 

CB 

CB 

CB

TB 

みずほパーソナルスクエア100拠点突破

みずほ投信投資顧問発足

BK 

AM 

TB PW AM

グループの統一ブランドスローガン“Channel to Discovery”を発表、ブランド戦略を展開

事業戦略“Channel to Discovery”Planスタート
ビジネスポートフォリオ戦略とコーポレートマネジメント戦略を推進

FG 

再生専門子会社の業務終了

みずほプライベートウェルスマネジメント設立PW 

平成17年4月 

平成20年3月 

11月 

7月 

6月 

3月 

4月 

平成19年2月 

12月 

11月 

7月 

4月 

平成18年3月 

11月 

10月 

“Channel to Discovery”Planの主な成果 
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＜みずほ＞のグループ経営体制 

新光証券 

グローバル
コーポレートグループ

グローバル
リテールグループ

グローバル
アセット＆ウェルス
マネジメントグループ

グループ
戦略子会社

み
ず
ほ
フ
ィ
ナ
ン
シ
ャ
ル
グ
ル
ー
プ 

みずほ信託銀行 

みずほフィナンシャルストラテジー 

みずほ総合研究所 

みずほ情報総研 

みずほ銀行 

みずほコーポレート銀行 

みずほインベスターズ証券 

みずほ証券 

資産管理サービス信託銀行 

みずほ投信投資顧問 

DIAMアセットマネジメント 
みずほプライベートウェルスマネジメント 

※両社の株主総会における承認と関係当局の認可を条件として、平成21年5月に合併（予定） 

※ 

 

＜みずほ＞のビジネス戦略

グローバルコーポレートグループの戦略 －「グローバル戦略」と「投資銀行戦略」の推進－

●みずほコーポレート銀行

足元の不透明な市場環境を十分に見極めながら、経

営資源の選別的・機動的な投入等を行い、「グローバ

ル戦略」、「投資銀行戦略」を推進しています。また、リ

スク管理等のグローバルなビジネス基盤の構築を前提

に、みずほ証券とも連携して、「グローバル投資銀行」

としてのトップブランドの確立を目指します。

●みずほ証券

リスク管理等の内部管理態勢を強化するとともに、

「事業改革プログラム」の実施により、業務運営体制の

抜本的な改革に努め、収益力の早期回復・強化を図っ

ています。そのうえで、平成21年5月（予定）に向けて

新光証券との合併を円滑に実現すべく万全の準備を

進めています。

●みずほコーポレート銀行（中国）をベースとして中国国内
拠点の拡充を進める等、成長著しいアジアを中心に拠点
ネットワークを拡充しています。

［主な新設拠点］
（平成19年4月～平成20年6月）
メキシコ出張所、みずほコーポレート銀行（中国）、ドバイ出張

所､天津支店＊、大連経済技術開発区出張所＊、モスクワみずほ

コーポレート銀行、台中支店、青島支店＊等
＊みずほコーポレート銀行（中国）の支店・出張所。平成20年8月をめ

どに広州支店を開設予定。

●拠点ネットワークを補完し、各地域へのお客さまの事
業展開をよりきめ細かくサポートするため、海外金融
機関との戦略的提携を推進しています。

［新たに提携・協力関係を結んだ金融機関］
（平成19年4月～平成20年6月）
中信銀行（中国）、インドステイト銀行（インド）

●米国金融持株会社（FHC）の資格を活用し、み
ずほ証券とともに米国における本格的な投資銀
行ビジネスを展開、米国事業債や株式の引受等
の分野で着実な実績を積みあげています。
●プロジェクトファイナンスの分野で、米州地域第
１位となりました（平成19年）。

みずほコーポレート銀行のグローバル展開
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グローバルリテールグループの戦略 －強固な顧客基盤と強力な人材基盤を背景に、強靭な収益基盤を構築－

●みずほ銀行

（個人のお客さま）

個人のお客さまに重点を置いた拠点の拡充、資産運

用を中心とするお客さまの多様なご相談に対応する

フィナンシャルコンサルタントの増員、みずほインベス

ターズ証券やみずほ信託銀行等との連携により、お客

さまのさまざまなニーズにお応えできるようコンサル

ティング力を強化しています。

（中堅・中小企業のお客さま）

プロフェッショナルな人材の育成とグループの銀行・

証券・信託銀行等との連携強化により、お客さまに最高

品質のソリューションを提供しています。

（個人・法人の枠組みを超えたサービス提供）

企業オーナーのお客さまや企業の役職員のみなさま

等に対し、法人・個人の枠組みを超えて総合的なコンサ

ルティングや最適な商品・サービスを提供しています。

グローバルアセット＆ウェルスマネジメントグループの戦略 －＜みずほ＞のお客さまに高度な専門機能を提供－

●みずほ信託銀行

コンサルティング力・商品開発力の強化と専門性の

高い人材の育成により、みずほ銀行をはじめとするグ

ループ会社のお客さまに対し、遺言信託や不動産業務、

年金業務等、信託銀行ならではの財産管理業務を提供

しています。

●みずほプライベートウェルスマネジメント

企業オーナーに対するコンサルティング機能の強

化、お客さまニーズをふまえた商品・サービスの提供、

専門性の高い人材の育成により、高品質なウェルスマ

ネジメントサービスを提供しています。

●みずほ投信投資顧問、ＤＩＡＭアセットマネジメント

資産運用ビジネスにおいて、＜みずほ＞のお客さま

の幅広いニーズにお応えしています。

0

100

200

300

400

500

有人拠点数（拠点） 
みずほパーソナルスクエア（店） プレミアムサロン（店） 

平成18年3月末 平成19年3月末 平成20年3月末 
0

1,000

2,000

3,000
（人） 

平成18年3月末 平成19年3月末 平成20年3月末 

0

900

1,000

1,100

0

50

60

70

財管部門粗利益（左軸） 比率（財管部門粗利益／粗利益）（右軸） 

（億円） （％） 

平成17年度 平成18年度 平成19年度 

フィナンシャルコンサルタント

財産管理部門粗利益（みずほ信託銀行単体）

有人拠点数、みずほパーソナルスクエア、プレミアムサロン

＜みずほ＞のビジネス戦略

＊みずほパーソナルスクエア：個人のお客さまにより重点を置いた店舗。

＊プレミアムサロン：資産運用等に関する個室タイプのご相談窓口。
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＜みずほ＞では、グループ連携のさらなる強化に取り組み、お客さまのあらゆるニーズを満たす高度な総合金融

サービスを提供しています。

個人のお客さまに向けた連携

●みずほ銀行は、ロビー内にみずほインベスターズ証券

との共同店舗「プラネットブース」の設置を進めています。

●みずほ銀行は、みずほ信託銀行の信託代理店として、遺

言信託等の各種信託商品を全店で取り扱っています。

●みずほ銀行のお客さまにみずほ信託銀行の持つ高

度なコンサルティングサービスを提供するため、相

互の人材交流や店舗の共同化推進を梃子に、両社が

一体となった営業体制を構築しています。

中堅・中小企業のお客さまに向けた連携

●みずほインベスターズ証券は、みずほ銀行と連携し、

ＩＰＯ（新規株式公開）をはじめとする証券サービス

を提供しています。

●みずほ信託銀行は、みずほ銀行と連携し、売掛金一

括支払信託「Noteless（ノートレス）」等の信託機能

を提供しています。

●みずほ銀行は、みずほコーポレート銀行の海外ネット

ワークを活用し、お客さまの海外進出をサポートし

ています。

大企業・グローバル企業等のお客さまに向けた連携

●みずほコーポレート銀行は、銀行と証券のファイアー

ウォール規制見直しの動きを見極めながら、みずほ

証券と連携してグローバルな投資銀行ビジネスを提

供しています。

●みずほコーポレート銀行は、みずほ信託銀行と連携

し、資産流動化における信託スキームや不動産の有

効活用に関する信託機能等を提供しています。

●みずほ銀行は、みずほコーポレート銀行とも連携し

て、お取引先企業等の役職員の方々に、個人向け商

品・サービスを提供しています。

グループ連携強化に向けた取り組み

0

50

100

150
（店） 

平成18年3月末 平成19年3月末 平成20年3月末 

75％ 86％ 54％ 

遺言信託新規受託件数 
（1.32千件） 

証券代行新規受託社数 
（170社） 

不動産業務粗利益 
（367億円） 

みずほ銀行 

みずほ 
インベスターズ証券 みずほ証券 

みずほ信託銀行 

みずほコーポレート銀行 

みずほ銀行とみずほ信託銀行、みずほインベスターズ証券が連携し、 
みずほ銀行のお客さまに対して、専門性の高いコンサルティングサービスを提供しています。 

プラネットブース みずほ信託銀行のグループ連携によるシナジー効果
※比率表示をした部分がみずほ銀行・みずほコーポレート銀行からの紹介案件。

グループ連携の推進
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＜みずほ＞の事業一覧

みずほ銀行 

個人、中堅・中小企業を中心とした 
国内一般事業法人、地方公共団体を 
主要なお客さまとする銀行です。 

みずほ 
コーポレート銀行 

大企業（一部上場企業等）、 
金融法人および 

そのグループ会社、公団・事業団、 
海外の日系・非日系企業を 
主要なお客さまとし、 

コーポレートファイナンスを 
主体とする銀行です。 

みずほ信託銀行 

法人・個人取引 
両分野に強みを持つ 
信託銀行です。 

証券業務 

信託・資産 
運用業務 

海外現地法人 

国内外の機関投資家や 
事業法人・金融法人・ 
公共法人等を 

主要なお客さまとする 
ホールセール 
証券会社です。 

みずほ証券※1

グループの 
シンクタンクです。 

みずほ 
総合研究所 

日本を代表する 
クレジットカード
会社です。 

ユーシー 
カード 

銀行現地法人 
デリバティブ現地法人 
証券現地法人 
信託現地法人 
投資顧問現地法人 

　　　　　　等 

その他の業務 

＜みずほ＞は、グループシナジーを最大限に発揮し、

お客さまのニーズにあった商品・サービス、ソリューションを迅速に提供しています。
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資産管理 
サービス 
信託銀行 

確定拠出 
年金サービス 

高い専門性を持つ 
資産管理専業 
信託銀行です。 

確定拠出年金の 
運営管理 
機関です。 

グループの 
資産運用会社です。 

グループの 
資産運用会社です。 

グループの 
お客さま対応中心の 
証券会社です。 

みずほ 
インベスターズ 

証券 

ミドル・リテール 
業務を中心とした 
総合証券会社です。 

新光証券※1

金融機関向け 
アドバイザリー 
会社です。 

みずほ 
フィナンシャル 
ストラテジー 

金融技術の 
調査・研究・開発 
会社です。 

みずほ第一 
フィナンシャル 
テクノロジー 

グループの 
IT戦略会社です。 

みずほ情報総研 

グループの有力 
ベンチャーキャピタル 

会社です。 

みずほ 
キャピタル 

信用保証・不動産調査
の会社です。 

みずほ 
信用保証 

グループの 
ファクタリング 
会社です。 

みずほ 
ファクター 

ウェルスマネジメント 
サービスを提供する 

会社です。 

グループの 
不動産仲介会社です。 

みずほ 
プライベート 

ウェルスマネジメント 

みずほ信 
不動産販売 

みずほ投信 
投資顧問※2

DIAM 
アセット 

マネジメント※3

※1． みずほ証券と新光証券は、両社の株主総会における承認と関係当局の認可を条件として、平成21年5月7日をめどに合併を予定しています。 

※2． 平成19年7月1日、第一勧業アセットマネジメントと富士投信投資顧問は合併し、みずほ投信投資顧問となりました。 

※3． 平成20年1月1日、興銀第一ライフ・アセットマネジメントは、ＤＩＡＭアセットマネジメントに社名を変更しました。 
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＜みずほ＞のネットワーク

みずほ銀行 179カ店 ／26出張所／30代理店 
（うち振込専用支店16、確定拠出年金支店1、渋谷支店渋谷マイホームプラザ出張所1、   
 「みずほビジネス金融センター」代理店30） 
みずほコーポレート銀行 23カ店 （うち振込専用支店17カ店） 
みずほ証券 1カ店（本社） 
みずほ信託銀行 11カ店 ／2出張所 
みずほインベスターズ証券 13カ店 ／66営業所 

みずほ銀行　　　　　   112カ店／8出張所／9代理店 
（うちインターネット専用支店1、「共同利用ATM」管理専門支店1、 
 「みずほビジネス金融センター」代理店8） 

みずほコーポレート銀行      1カ店 
みずほ信託銀行 9カ店 
みずほインベスターズ証券 14カ店 ／29営業所 

みずほ銀行　　　　　　　490（本支店406、出張所37、代理店47） 
みずほコーポレート銀行　　35（うち振込専用支店17） 
みずほ証券　　　　　　　　 2（本店1、支社1） 
みずほ信託銀行　　　　　  37（本支店35、出張所2） 
みずほインベスターズ証券 186（本支店57、営業所（プラネットブース）129） 

みずほ銀行 5カ店 
みずほコーポレート銀行 1カ店 
みずほ信託銀行 1カ店 
みずほインベスターズ証券 1カ店 

みずほ銀行 9カ店 
みずほコーポレート銀行 1カ店 
みずほ信託銀行 1カ店 
みずほインベスターズ証券 3カ店 

みずほ銀行 16カ店  
みずほコーポレート銀行 2カ店 
みずほ信託銀行 2カ店 
みずほインベスターズ証券 6カ店 ／4営業所 

みずほ銀行 7カ店 
みずほコーポレート銀行 1カ店 
みずほ信託銀行 2カ店 
みずほインベスターズ証券 4カ店 ／3営業所  

みずほ銀行 8カ店 ／1出張所 
みずほコーポレート銀行 1カ店 
みずほ信託銀行 2カ店 
みずほインベスターズ証券   2カ店／2営業所 

みずほ銀行 32カ店 ／1出張所／6代理店 
（うち本店大阪外為サービスオフィス出張所1、 

 「みずほビジネス金融センター」代理店6） 
みずほコーポレート銀行 1カ店 
みずほ証券 1カ店 （1支社） 
みずほ信託銀行 2カ店 
みずほインベスターズ証券 3カ店 ／13営業所 

みずほ銀行 10カ店 ／1出張所／1代理店 
（うち「みずほビジネス金融センター」代理店1） 
みずほコーポレート銀行 1カ店 
みずほ信託銀行 3カ店 
みずほインベスターズ証券 4カ店 ／3営業所 

みずほ銀行　　　　　　    1カ店 

みずほ銀行 22カ店 ／3代理店 
（うち「みずほビジネス金融センター」代理店2） 
みずほコーポレート銀行 2カ店 
みずほ信託銀行 2カ店 
みずほインベスターズ証券 4カ店 ／7営業所 

みずほ銀行 5カ店 
みずほコーポレート銀行 1カ店 
みずほインベスターズ証券    3カ店／2営業所  

外貨両替業務を中心とした出張所を成田空港に3カ所、関西国際空港に2カ所、 
店舗外外貨自動両替機を成田空港に4カ所設置しています。 
また、新宿支店を含む6カ店に「外貨両替業務を専門に手掛けるブース」 
（愛称「外貨両替ショップ」）を設置しています。 

●国内店舗数 

●また、店舗外現金自動設備が28,438カ所あります。 
このうち共同利用ATM（イーネット）が8,468カ所、 
共同利用ATM（ローソン）が5,652カ所、 
共同利用ATM（セブン銀行）が13,158カ所あります。 
 ●みずほインベスターズ証券のプラネットブースは 

　上記129カ店（営業所）の他、みずほ銀行と共同店舗化している支店に 
　併設されたもの12カ所を含め、全国に141カ店開設しています。 

●みずほ銀行にはこのほかに以下の拠点があります。 

国内店舗ネットワーク 
（平成20年6月30日現在） 

●北海道 

●東北 

●関東（除く東京） 

●東京 

●東海 

●近畿（除く大阪） 

●沖縄 

●九州 

●四国 

●北陸・甲信越 

●中国 

●大阪 

＜みずほ＞は、国内全都道府県および海外主要都市に展開するネットワークを活用して、

お客さまの円滑な経済活動を支えるとともに、多様化・グローバル化する金融ニーズにお応えしています。



バハレーン● 

テヘラン● 
ニューデリー● 

●●シドニー 

●ケイマン 

●大連 

●ソウル 

●▲▲上海 

●南京 

●●モスクワ 

●台北 

●高雄 

●マニラ 

●ラブアン 

ジャカルタ● 

シンガポール●▲ 

クアラルンプール●● 

●ホーチミン バンコック●● 

●▲北京 

●天津 

ロスアンゼルス●● 

● 
メキシコ 

サンパウロ●● 

●●▲■ロンドン 

●アムステルダム 

パリ● 

チューリッヒ▲ 

ミラノ● 

●デュッセルドルフ 

●ウィーン 

■ルクセンブルク 

武漢● 

　　● 

広州● 

●●▲香港 

　　● 

●フランクフルト 

●●▲■ニューヨーク 

●●トロント 

シカゴ● 
バンクーバー● 

ハノイ● 

海外拠点ネットワーク 
（平成20年6月30日現在） 

・みずほコーポレート銀行 
　●海外支店 
　●海外出張所 
　●海外駐在員事務所 
　●主要現地法人等 

・みずほ証券 
　▲海外現地法人 
　▲海外駐在員事務所 

・みずほ信託銀行 
　■海外現地法人 
　■海外駐在員事務所 

 

 

●ヒューストン 
●アトランタ 

●無錫 

ブリュッセル● 

ムンバイ● 

ドバイ● 

●青島 

●台中 
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みずほコーポレート銀行の新規拠点開設
（平成19年4月～平成20年6月）

平成19年

ミラノ支店開設 （4月）

メキシコ出張所開設 （5月）

みずほコーポレート銀行（中国）開設 （6月）

ドバイ出張所開設 （6月）

天津支店開設＊ （7月）

大連経済技術開発区出張所開設＊ （10月）

カナダ支店およびバンクーバー出張所開設 （11月）

みちのく銀行（モスクワ）の発行済普通株式を全株取得
（1月。平成20年4月にモスクワみずほコーポレート銀行に名称を変更）

平成20年

台中支店開設 （4月）

青島支店開設＊ （4月）

＊みずほコーポレート銀行（中国）の支店・出張所

※●で表示しているブリュッセルの拠点は、オランダみずほコーポレート銀行の支店です。

※●で表示している中国の拠点（上海・北京・深 ・大連・無錫・天津・青島）は、みずほコーポレート銀行（中国）の本支店または出張所です。
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グローバルグループ別事業への取り組み

グローバルコーポレートグループ

大企業・グローバル企業等のお取引先向け事業への取り組み
事業環境とグローバルコーポレートグループの概要

わが国経済は、円高進行による輸出金額の鈍化や原油価格、原材料価格高騰の影響等により企業業績が弱含みで推

移する等、景況感は悪化傾向にあります。また、世界経済においても、米国経済がサブプライム問題等の影響により急

激に減速したことに加えて、欧州でも景気の減速感が強まりつつあり、世界経済への波及が懸念されています。

こうした環境において、大企業・グローバル企業等のお取引先が金融機関に対して期待することは、資金調達や財務

効率化といった財務課題に関するニーズにとどまらず、環境問題・国内少子化等、中期的・構造的な諸課題に加え、円高、

エネルギー・原材料高等への対応等大きく広がっています。

このようなニーズに対して、銀行・証券・信託等の金融機能を結集し、従来の発想・枠組みを超え、高度で先進的なソ

リューションを提供することが、金融グループとしての競争力を高めるうえで不可欠となっています。

グローバルコーポレートグループでは、大企業やグローバル企業等のお取引先のニーズにお応えするため、グローバ

ルコーポレートバンキング業務とホールセール証券業務の連携を図り、総合金融力を活かした最先端のソリューション

を提供しています。
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GLOBAL CORPORATE GROUP

●みずほコーポレート銀行

みずほコーポレート銀行は、大企業（一部上場企業等）

およびそのグループ会社や金融法人、公共法人ならび

に海外の日系・非日系企業を主要なお取引先としてお

り、高度化・多様化するお取引先の財務的なニーズから

事業戦略上のニーズの双方に対し、最適なソリューショ

ンを提供しています。

具体的には世界水準のサービスでお応えするためグ

ローバル化に向けた組織改編を行う等、金融ソリュー

ション提供能力を抜本的に強化し、みずほ銀行、みずほ

証券、みずほ信託銀行等＜みずほ＞各社の機能の活用

に加え、外資系投資銀行や各種エクイティファンド等とも

幅広く連携し、あらゆる最先端の金融サービス・ソリュー

ションを複合的・連続的に提供する｢ディール・アフター・

ディール営業｣を推進しています。

●みずほ証券

みずほ証券は、国内外の機関投資家や事業法人、金

融法人、公共法人を中心としたお取引先の幅広いニー

ズにお応えし、最適なソリューションを提供するホール

セール証券会社です。

投資銀行部門においては、株式や債券等の引受、株

式公開支援、各種財務・資本政策アドバイザリー、Ｍ＆Ａ

アドバイザリーやストラクチャードファイナンス等のサー

ビスを提供しています。市場・商品部門においては、株

式・債券等のトレーディング、リサーチレポートや運用商

品を提供しています。

●みずほコーポレート銀行

・ミラノ支店、ロンドン支店ドバイ出張所、カナダ支店等

の開設や邦銀初となる中国現地法人銀行を開業しま

した。また、みちのく銀行（モスクワ）の発行済普通

株式を全株取得し、モスクワみずほコーポレート銀行

に名称変更しました。

・インドステイト銀行と包括業務提携する等、各国の金

融機関との提携・出資も推進しています。

・平成18年に邦銀として初めて取得した米国金融持株

会社（FHC）資格を梃子とした本格的投資銀行業務

を展開しています。

・トムソン・ロイター社のプロジェクトファイナンスのア

レンジャーランキングで世界第5位（米州地域第1位）

となりました。

●みずほ証券

・サブプライム問題を契機とする金融市場の混乱が継

続していることや、平成21年1月には株券電子化の

実施も予定されていることを考慮し、本合併の効力発

生日を平成21年5月（予定）に延期することといたし

ました。なお、本合併は両社の株主総会における承認

と関係当局の認可を条件としています。

・平成20年4月に公表した「事業改革プログラム」の実

施により、業務運営体制の抜本的な改革に努めてい

ます。

・100％出資子会社「瑞穂投資諮詢（上海）」を設立し、

中国関連のコンサルティング業務を行っています。

・トムソン・ロイター社から、普通社債（ＳＢ）部門におい

てInnovative Straight Bond Deal of the Year、

サムライ債部門においてSamurai Bond of the

Year を受賞しました。

主なグループ会社 ハイライト グ
ロ
ー
バ
ル
グ
ル
ー
プ
別
事
業
へ
の
取
り
組
み

●

グ
ロ
ー
バ
ル
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
グ
ル
ー
プ
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グローバルグループ別事業への取り組み

グローバルコーポレートグループ
－大企業・グローバル企業等のお取引先向け事業への取り組み－

グ
ロ
ー
バ
ル
グ
ル
ー
プ
別
事
業
へ
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組
み

●

グ
ロ
ー
バ
ル
コ
ー
ポ
レ
ー
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グローバルベースでの戦略展開

市場環境変化等に即したグローバルビジネス強化

みずほコーポレート銀行は、アジア等の成長市場を中

心とした海外ネットワークの拡充とともに、各国の金融

機関との提携や出資を推進しています。

投資銀行業務においては、平成18年に邦銀としては

初めて取得した米国における金融持株会社（Financial

Holding Company＝ＦＨＣ）の資格を活用し、本格的

な投資銀行業務を展開しています。平成19年度は金融

市場混乱の影響がありましたが、銀行と証券の連携を強

化し、米国事業債や株式の引受等で着実に実績をあげ

ています。

ＦＨＣ資格

銀行グループが、米国において、社債・株式等の引受・販売をはじ

めとする各種投資銀行ビジネスを包括的に行うために必要となるス

テータス。

市場環境変化に即応する強固な管理体制の構築

みずほコーポレート銀行は、高度なポートフォリオマネ

ジメントやヘッジ手段の高度化・多様化、また、クレジット

商品の価格変動リスクへの対応力強化により、信用リス

クや市場リスク等、市場環境変化に即応できる強固な管

理体制を構築していきます。

こうした、市場環境変化をふまえたグローバルベース

での戦略展開と強固なリスク管理体制の構築等により、

「グローバル投資銀行」としてのトップブランドを確立し、

お取引先に最も信頼される「ファーストコールバンク」を

目指します。

グローバル化のさらなる推進

グローバルネットワークの強化

みずほコーポレート銀行では、ますますグローバルに

広がりを見せるお取引先のビジネスの動きを受け、海外

現地におけるお取引ニーズへのタイムリーな対応を実

現するため、みずほコーポレート銀行の支店・現地法人

ネットワークの拡充を引き続き進めています。

平成19年度は、ミラノ（4月）とトロント（11月）に支

店を開設しました。また、中国において現地法人「みず

ほコーポレート銀行（中国）」を設立、中国国内5支店

（上海・北京・深 ・大連・無錫）を同社に移行するととも

に（6月）、天津支店（7月）を開設しました。そのほか、

メキシコ（5月）、ドバイ（6月）、バンクーバー（11月）

等にそれぞれ出張所を開設し営業を開始しました。さ

らに、みずほコーポレート銀行とその子会社で、みちの

く銀行（モスクワ）の発行済普通株式を全株取得しまし

た（平成20年4月にモスクワみずほコーポレート銀行に

名称を変更）。

平成20年4月には、台中支店およびみずほコーポレー

ト銀行（中国）の支店として青島支店を開設しました。

当グループでは、今後とも、各地域における中長期的な

経済情勢と顧客動向を入念に分析したうえで、機動的か

つ積極的な拠点ネットワークを展開していきます。

戦略的アライアンスの推進

当グループのネットワークでカバーすることができな

い地域およびプロダクツについては、各国における地場

有力金融機関との提携や出資を通じた関係強化を推進

して補完しています。

平成19年10月には、中国の中信銀行と業務提携に

係る覚書を締結、平成20年1月には、インド最大手銀

行のインドステイト銀行との包括業務提携契約を締結し

ました。今後とも、お取引先ニーズにお応えできるよう

協力関係を構築していきます。

「グローバル宣言」のテレビCM
（左）ドバイ編、
（右上）ブラジル編
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お取引先のグローバルな成長戦略の共有

みずほコーポレート銀行は、「グローバル宣言」および

「投資銀行宣言」のもと、商業銀行業務におけるお取引

先との長期にわたる強固なリレーションを背景に、中長

期的視点からお取引先の企業価値向上に貢献する「ソ

リューション営業」の展開に注力しています。

みずほコーポレート銀行のＲＭ（リレーションシップマ

ネジャー）はグループ全体のＲＭとして、グローバル競争

が高まるなか、お取引先が直面している経営課題を的

確に把握し、「戦略アドバイザリーを起点とするソリュー

ション営業」を行動基準としています。Ｍ＆Ａや各種流動

化、シンジケートローン、年金、キャッシュマネジメントシ

ステム（ＣＭＳ）ほか、銀行・証券・信託等、当グループの

持つ専門機能を結集したフルラインサービスを活用し、

グローバルベースでの最適な「金融ソリューション」を

提供しています。

また、活発化するクロスボーダーでの企業の合従連

衡や、海外新興市場での熾烈なシェア競争等、お取引先

を取り巻く環境は急速に変化しています。みずほコーポ

レート銀行では、長年、国内の産業リサーチをリードして

きた産業調査部の機能をニューヨーク、ロンドン等にも

設置し、産業リサーチ力をグローバルベースで強化する

等、お取引先の経営課題にともに取り組み、グローバル

パートナーとしての機能強化を図っています。

金融法人・公共法人に対するソリューション

●金融法人

みずほコーポレート銀行は、金融法人のお取引先に対

して、財務戦略やリスク管理等、総合的な観点から的確

なソリューション提案を行っています。運用商品の提案

では、お取引先の高度化・多様化する投資ニーズにお応

えするため、クロスボーダーシンジケートローン、オー

ダーメイド型の投資信託、ストラクチャードクレジット商

品等、新たな商品や投資手法の提供に努めています。さ

らに、資本政策、資産オフバランス化、リテール向け商

品の提供、内部管理態勢構築をはじめとするお取引先の

経営基盤強化等の経営課題に対して、グループ各社の

金融機能を結集し、質の高いアドバイザリーやソリュー

ションを提案しています。

●公共法人

地方行財政改革や特殊法人改革等、公的セクターを

巡る改革が進展するなか、多様化・高度化する公共法人

のお取引先のニーズに対し、グループで有する高い専門

性とノウハウを結集して、最適なソリューション提案に努

めています。例えば、ファイナンスニーズの多様化に対

して、ＰＦＩ手法の導入やシンジケートローン、資産流動

化のアレンジを、また、リスク管理の高度化ニーズに対

して、アドバイザリーの受託や各種デリバティブ商品の

提案等を行っています。

カナダ支店開設およびインドステイト銀行との包括業務提携契約締結
を告知するポスター

ＩＢビジネスによるＣＢビジネスの創出・補完

企業価値向上の視点による戦略アドバイザリー

グローバル
成長戦略サポート
（ＩＢビジネス）

グローバル
オペレーションサポート
（CBビジネス）

お取引先の
グローバル
成長戦略
の把握・共有

クロスボーダーM&A
財務ソリューション

貸出・決済

商業銀行（ＣＢ）ビジネスと投資銀行（ＩＢ）ビジネスの
並進・融合
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公社債ビジネスの分野では、リーディングバンクとして

の豊富な経験と実績を活かし、発行体のみなさまの安定

的な資金調達をサポートしています。

グローバルレベルの金融ソリューション
の提供

お取引先ニーズをとらえた高度なファイナンス

●事業ファイナンス

事業ファイナンスの組成においては、事業リスクを見

極める目や高度なフィナンシャルエンジニアリング力、

法務・会計・税務等の専門知識等を融合させた最先端の

金融技術が不可欠です。みずほコーポレート銀行では、

ＳｕｉｃａとＰＡＳＭＯのIＣカード相互利用サービスに係る

システム事業向けに、主幹事として総額約100億円の協

調融資を組成しました。また、事業ファイナンスの一形

態として、ソフトバンクによる旧ボーダフォン買収の1兆

4,500億円の事業証券化において共同主幹事として参

画、グローバル市場でもトップクラスと言える節目の案件

となりました。

●レバレッジドファイナンス

みずほコーポレート銀行では、レバレッジドファイナン

ス業務を推進し、事業再編を通じたお取引先の企業価

値向上にも努めています。とりわけ、ＭＢＯ／ＬＢＯの分

野では、お取引先の事業部門・子会社売却案件等、大規

模な事業再編において、アドバイザリーおよびファイナ

ンスのアレンジメントを行っています。特に近年は、クロ

スボーダー案件も積極的に手掛け、レバレッジドファイ

ナンスのグローバルな展開においても業界トップの実

績を誇っています。

また、グループ会社のみずほコーポレートアドバイザ

リーやみずほキャピタルパートナーズでは、ＭＢＯや財

務戦略のアドバイザリーおよびＭＢＯファンドやメザニ

ンファンドを通じた投資を行い、ますます高度化する

ファイナンスニーズに対応しています。

●プロジェクトファイナンス

案件ごとに異なる事業構造を持つプロジェクトファイ

ナンスの組成には、高いスキルと深い知見を要します。

みずほコーポレート銀行はこの分野においても強みを持

ち、平成19年の組成額は世界第5位、米州第1位となり

ました。

こうした実績を背景に、平成19年のパナマ運河拡張

事業の単独財務アドバイザー（ＦＡ）に続き、平成20年

はシンガポールのエネルギー市場庁より液化天然ガス

受入基地開発の単独ＦＡに選ばれました。国内でも、東

京国際空港国際線地区旅客ターミナルビル等整備・運営

事業向けに、主幹事として総額約900億円の協調融資

を組成しています。

みずほコーポレート銀行は、国内外の各種事業に関す

るリミテッドリコースファイナンスのアレンジ・資金調達

の助言を通じて、お取引先の多様なニーズにお応えでき

るよう、最適なソリューションを提供しています。

会社名 
BNP Paribas 
RBS 
Dexia 
Calyon 
みずほフィナンシャルグループ 
Bank of Scotland 
Societe Generale 
SMBC 
SBI Capital 
Mitsubishi UFJ Financial

金額（百万USドル） 
14,580.2 
11,760.4 
9,230.8 
8,346.3 
7,280.5 
6,551.7 
6,193.1 
4,872.9 
4,870.1 
4,772.2

件数  
94 
68 
61 
55 
51 
31 
42 
49 
16 
33

順位 
1 
2 
3 
4 
5 
6 
7 
8 
9 
10

（平成19年1月～12月）

（出典）トムソン・ロイター 

プロジェクトファイナンスマンデートアレンジャー
リーグテーブル

羽田空港PFIパース図
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●不動産ファイナンス

みずほコーポレート銀行は、｢東京ミッドタウンプロ

ジェクト（防衛庁跡地再開発）｣等の都市再生に係る大規

模開発型ファイナンスの組成等、常に不動産ファイナン

ス分野のリーディングプレーヤーとして最先端のプロ

ジェクトに取り組んできました。

グローバル化のもと急速に拡大・変化する不動産マー

ケットにおいて、お取引先の財務・事業戦略、国内外の不

動産案件への取り組み等のニーズに対し、不動産ファイ

ナンスに関する豊富な経験と実績に加え、不動産関連ア

ドバイザリー機能の活用や海外拠点との連携等により、

最適なソリューションを提供しています。

●アセットファイナンス

保有債権の流動化による資金調達手段の多様化ニー

ズや資産オフバランス化による経営指標改善ニーズの

双方に対し、債権流動化プログラムのアレンジによる最

適なソリューションを提供することで、お取引先の財務戦

略をサポートしています。

また、流動化手法を活用した在庫ファイナンスやスト

ラクチャードリース等の幅広いファイナンスソリューショ

ンに加え、シンジケーションの手法も活用し、投資家のさ

まざまなニーズにもお応えする等、高度で専門的な商

品・ソリューションの提供を行っています。

シンジケーションビジネスの高付加価値化、

グローバル化を推進

みずほコーポレート銀行は、発足以来いち早くシンジ

ケーションビジネスに注力し、健全な市場育成の中核的

役割を果たしてきました。市場を育成する一方で、シン

ジケーション機能を積極的に活用した商品、例えば、日

本市場で資金調達を希望する海外企業向けのクロス

ボーダーシンジケートローン（ニンジャ・ローン）、震災時

においてスムーズな借入実行を可能とする震災対応型

コミットメントライン（ルネサンス・コミットメントライン）

等、これまで多くの付加価値の高い商品を提供して

きました。また、金融機関のクレジットポートフォリオマ

ネジメントに有効な貸出債権売買においても、平成19

年度の取扱金額は1兆円近い実績をあげ、貸出債権流

通市場発展に大きく貢献しています。

ニューヨーク、ロンドン、アジアの各拠点にシンジケー

ション専担者を配置し、世界各地域との連携を強化したグ

ローバルシンジケーション体制のもと、グローバルに展開

するお取引先に適切なソリューションを提供しています。

みずほコーポレート銀行では、従来の発想にとらわれ

ず、グローバルな視点でシンジケーション機能を活用し、

お取引先のあらゆる金融ニーズに積極的にお応えして

いきます。

グローバルポートフォリオマネジメントの高度化・

多様化

みずほコーポレート銀行は、資産回転型ビジネスモデ

ル推進の一環として、グローバルポートフォリオマネジメ

ントにも積極的に取り組んでいます。銀行全体の与信ポー

トフォリオ状況や景気動向等の環境変化に応じて、クレ

ジット市場を通じた機動的な資産の入れ替えや信用リス

クコントロールを行うことにより、グローバルな与信ポー

トフォリオの健全性・収益性の維持・向上を図っています。

具体的には、国内外の企業向け与信を対象とした債権

譲渡、クレジットデリバティブや証券化等への取組拡大に

0
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（兆円） 
30
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平成 
14年度 

平成 
15年度 

平成 
18年度 

平成 
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平成 
16年度 

平成 
17年度 

 国内シンジケートローン 
 組成額実績（平成19年度） 

＜みずほ＞ 
シェア 
　約36％ 

（出典）平成10年度～平成14年度：トムソン・ロイター  
　　　平成15年度～：日本銀行貸出債権市場取引動向 
　　　シェアはみずほコーポレート銀行試算 

国内シンジケートローン市場の推移と＜みずほ＞のシェア
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加え、サブプライム問題で顕現化してきたクレジットの価

格変動リスクへの対応等、オペレーションの高度化・多様

化を意識した取り組みを行っています。

ますますグローバル化・多様化するお取引先のファイ

ナンスニーズに柔軟かつ機動的にお応えするため、今後

もグローバルポートフォリオマネジメントへの取り組みを

強化していきます。

グローバルトランザクションビジネスの推進

●ｅ－ビジネス業務

みずほコーポレート銀行は、国内では、Mizuho

Advanced CMSを軸にプーリング・支払代行をはじめ

とした各種資金管理ソリューションを提供し、お取引先

の資金効率化ニーズにお応えしています。

海外に拠点を保有するお取引先には、みずほグローバ

ルＣＭＳやクロスボーダーのプーリングサービスにより、

グローバルベースで高度な資金管理サービスを提供し

ています。

●外為・トレードファイナンス業務

専門部と国内外拠点が連携して、グローバルベースで

のソリューション提案営業を行っています。お取引先の

キャッシュフローやバランスシートに内在する為替リスク

ヘッジに関する提案、エマージング国を中心とした各種

大型輸出関連保証の発行およびプロジェクト口座の提供

に加え、ストラクチャードトレードファイナンス、コモディ

ティファイナンス、ＥＣＡファイナンス（公的な輸出信用機

関と協働したファイナンス。主に発展途上国向け）等の

先進的なトレードファイナンスの提供により、お取引先の

貿易・海外投資に関連するあらゆる金融ニーズにお応え

しています。

●「円」の対外決済業務

みずほコーポレート銀行では、外為円決済、カストディ

等、「円」の対外決済におけるリーディングプレーヤーと

して、今後の資金・証券決済制度改革の進展や多様化す

るお取引先のニーズにお応えするために、システムの高

度化、オペレーションの堅確化・効率化を進め、サービス

クオリティの向上を図っています。また世界最大の国際

証券決済機構ユーロクリアから日本国債決済の独占的

カストディアンに指名されました。

●年金関連業務

グループの総力を結集して年金総合提案営業を行い、

特に注力する確定拠出年金の運営管理においては、国

内トップクラスの受託実績となっています。また、みずほ

信託銀行の代理店業務も行っています。

グローバルオルタナティブインベストメント業務へ

の取り組み

みずほコーポレート銀行は、機関投資家の運用ニーズ

の多様化を背景に、グローバルなホールセール市場に

おいて成長している、機関投資家や年金等「プロの投資

家」向けのオルタナティブな資産運用ビジネスに取り組

んでいます。

平成19年度より市場環境は非常に不安定になって

みずほe-ビジネスサイト 
Mizuho Advanced CMS 
資金管理サービス 
ベストレシーバー 
ファームバンキング 

みずほグローバルＣＭＳ 

子会社 

子会社 

支店 

支店 
お取引先 
本社 

各種商品による 
資金効率化 

海外地域 
統括会社 

海外現地法人 

海外現地法人 

海外子会社 

海外子会社 

海外子会社 

海外資金効率化 

国内資金効率化 

資金管理を 
本社に一元化 

国内本社で 
海外口座の 
照会・資金移動 

＜みずほ＞のＣＭＳネットワーク
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いるものの、機関投資家や年金等においては、運用資産

の多様化・分散化が課題であり、株式・債券等の伝統的

な運用資産との相関性が低いことに着目したヘッジファ

ンド等オルタナティブ商品への需要が継続して見込まれ

ています。

オルタナティブな資産運用ビジネス

株式や債券といった伝統的な運用資産に限らず、コモディティファ

ンド、不動産ファンドやクレジットファンド等の商品や、裁定取引等さ

まざまな運用戦略からなるヘッジファンドといった高度な運用商品を

グローバルな機関投資家の運用ニーズに対して提供するビジネス。

●みずほオルタナティブインベストメンツ社をＳＥＣに登録

平成19年4月、みずほコーポレート銀行とみずほ証券

は共同で、米国に資産運用会社「みずほオルタナティブ

インベストメンツ」を設立し、ＣＬＯ（ローン担保証券）、シ

ステムトレーディングおよびクレジット裁定ファンド等に

関する業務を展開しています。

同社は、オルタナティブ系商品を軸としたアセットマネ

ジメント業務の戦略拠点としてプロダクツの拡充を図る

とともに、運用会社としての体制高度化の一環として、平

成20年2月、「投資アドバイザリー」としてのＳＥＣ（米国

証券取引委員会）への登録を完了しました。

●今後のビジネス展開

昨今の市場環境をふまえ、リスク管理体制の強化を実

施したうえで、お取引先ニーズの変化を確認しつつ、よ

り魅力的な運用商品の創出に向け、東京の運用会社の

新設も含め、さらなるビジネス展開を進めます。

また、みずほ証券、みずほ信託、＜みずほ＞の資産運用

会社等、グループの各種機能とも適切に連携し、グルー

プの総合力を結集したサービスを提供していきます。

グローバルなセールス＆トレーディング力の戦略

的強化

みずほコーポレート銀行では、セールス＆トレーディン

グ分野において、トップレベルの「ソリューションバンク」

としての評価をより確固たるものとするため、お取引先

の多様な財務・事業リスクコントロールニーズに対応で

きるよう、最先端の金融技術を駆使した最適な金融ソ

リューションを提供しています。

リスク誌の「コーポレート・エンドユーザー・ランキング

2008」においても、円金利スワップ、ドル／円通貨ス

ワップ、円金利エキゾチック、円ＦＲＡの4分野でみずほ

コーポレート銀行が欧米投資銀行等のメジャープレー

ヤーに伍して全体でトップ5に入る等、グローバルに高

い評価をいただき、金利・為替関連デリバティブ分野で

世界のトッププレーヤーとしての地位を確立しています。

商品ラインアップを金利・為替というベーシックなもの

から、原油・金属・天候等のコモディティデリバティブや超

長期・低流動性通貨に関するデリバティブ取引等に拡大

するとともに、各国地場通貨建の取扱商品拡大やトレー

ディング力強化等、さらにグローバル化するお取引先の

ニーズに対して常に高品質なソリューションを提供し、

最も信頼される「ファーストコールバンク」となれるよう

取り組みを続けています。

また、グループの金融技術開発専門会社であるみず

ほ第一フィナンシャルテクノロジー社との連携により開

発した、相場観や恣意性を排除した為替リスクの統計

的・確率的ヘッジ手法「為替ダイナミックヘッジ」や、コモ

ディティデリバティブ内在ローンといった伝統的リスクマ

ネジメント手法ではカバーされないような戦略的かつよ

り高度なリスクコントロール手法の紹介も行っています。

成
長
性 

フィー水準 

平
均 

オルタナティブ分野 

ヘッジファンド 

上場投信 

不動産 

クオンツ商品 

プライベート 
エクイティファンド 

伝統的分野 

市場系分野 

大きな 
ポテンシャル 

株式 債券 

マネー 
マーケット 

インデックス 
ファンド 

オルタナティブインベストメント業務の位置づけ
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グローバルコーポレートグループ
－大企業・グローバル企業等のお取引先向け事業への取り組み－
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グローバルに展開するインベストメン
トバンク

みずほ証券は、グローバルに展開するインベストメン

トバンク（投資銀行）として、国内外の機関投資家や事

業法人、金融法人、公共法人を中心としたお取引先の幅

広いニーズにお応えし、最適なソリューションを提供して

います。また、コンプライアンス（法令等遵守）の徹底を

図りつつ、資本市場の育成と発展に寄与し、企業活動を

通じて、より良い社会の実現や永続的な発展に向け、貢

献していきたいと考えています。

内部管理態勢・業務運営体制の強化

みずほ証券は、証券化関連業務で多額の損失を計上

したことをふまえ、すでにリスク管理等内部管理態勢を

見直し、その強化に取り組んでいます。さらに、平成20

年4月に公表した「事業改革プログラム」を速やかに実

施することで、業務運営体制の抜本的な改革に努めます。

具体的には、メリハリをつけた経営資源配分を行って収

益力の回復・強化を図り、市場関連業務におけるリスク

管理態勢・海外拠点管理態勢の強化策も着実に推進しま

す。また、効率的かつ機動的な組織運営を確保するため

に、部室数の5割削減による組織のスリム化を行うとと

もに、希望退職を含めた300人程度の人員削減、みず

ほ証券連結ベースで平成19年度比20％の経費削減、

役員報酬の削減等を早期に実施します。

グローバル投資銀行部門

従来からの強みであるみずほ証券の債券引受業務で

は、強力な債券販売力と投資家の需要を的確に反映し

たプライシング能力や市場変化への迅速な対応力等に

より、業界トップクラスの実績を堅持しており、お取引先

との長期的信頼関係を構築しています。また、戦略分野

として取り組みを強化してきた株式引受業務では、大

型ファイナンスの主幹事を獲得する等、メジャープレー

ヤーの一角を占めるまでに成長しています。

Ｍ＆Ａアドバイザリー業務では、最先端の知識とノウ

ハウを駆使してお取引先の経営戦略に応じたアドバイス

を提供し、Ｍ＆Ａアドバイザリーランキングで常に上位に

位置する等、わが国でもトップクラスの評価と実力をつ

けてきています。今後も、お取引先の事業戦略ニーズに

即した提案力・案件執行能力を強化し、新たなビジネス

機会を創出していくことを目指します。

不動産や金銭債権の流動化・証券化等のストラクチャー

ドファイナンス業務でも、人材とノウハウを活かし、日本

におけるマーケットリーダーとしての役割を果たしてい

きます。

グローバル市場・商品部門

マーケットリーダーとしてのステータスを開業来確立

してきたみずほ証券の債券業務では、お取引先の投資

戦略に即した的確な商品提供、積極的なマーケットメイ

ク、高度な情報提供を行っています。株式業務でも、急

速にマーケットプレゼンスを高め、お取引先の高度化す

るニーズに的確にお応えしています。

今後さらに、海外投資家への販売力の強化、外国株式

証券会社名 

みずほ証券 

三菱UFJ証券 

大和証券エスエムビーシー 

野村證券 

日興シティグループ証券 

主幹事関与額(億円) 

29,166 

25,464 

22,937 

22,900 

13,373

主幹事シェア(%) 

21.46 

18.74 

16.88 

16.85 

9.84

順位 

1 

2 

3 

4 

5

（出典）アイ・エヌ情報センターのデータを元にみずほ証券が作成 

（サムライ債、地方債を含み、個人債を除く）
※主幹事関与額ベース（発行総額135，909億円）
（平成19年4月～平成20年3月）

普通社債総合（ＳＢ）リーグテーブル
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のトレーディング、多様な高付加価値商品の提供等、国

内外で、マーケットプレゼンスの拡大とお取引先のニー

ズへの対応を進めていきます。また、機関投資家、事業

法人等のホールセールのみならず、「貯蓄から投資へ」

という個人のマネーフローの変化に対応し、地方金融

機関等を介した金融商品仲介（証券仲介）も展開してい

きます。

グローバル展開

みずほ証券は、グローバルコーポレートグループの証

券業務を担う中核会社として、英国、米国、香港、スイス

等、海外各金融市場に証券子会社等を配し、株式・公社

債の引受・売買、Ｍ＆Ａアドバイザリー業務等、グローバル

な投資銀行としての運営体制を整えています。平成18

年12月のみずほコーポレート銀行の米国における金融

持株会社（ＦＨＣ）の資格取得に伴い、米国みずほ証券に

おいても総合的な証券業務を展開することが可能とな

りました。

新光証券との合併

みずほ証券と新光証券は、両社間の合併を平成20年

5月に延期し、合併比率等の見直しに関する協議を行っ

てきました。しかしながら、サブプライム問題を契機とす

る金融市場の混乱が継続していること、平成21年1月

には株券電子化の実施も予定されていることを考慮し、

本合併の効力発生日を平成21年5月7日（予定）に延期

することにいたしました。

なお、本合併は両社の株主総会における承認と関係当

局の認可を条件としています。
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グローバルリテールグループ

個人および中堅・中小企業のお客さま向け事業への取り組み
事業環境とグローバルリテールグループの概要

●個人のお客さまをとりまく環境

少子高齢化に伴う社会構造の変化や近年の金利動向、経済環境変化を背景に、多様化・高度化するお客さまのニーズ

に対し、規制緩和の進展のもとでさまざまな銀行商品・サービスが生まれています。近年のインターネット等の技術発展

がこうした流れを促す一方、個人情報の取り扱いやセキュリティ等の面で新たな課題も生じています。このように、複雑

化する金融社会において、銀行には、お客さまのライフステージに的確に対応した商品、優れたセキュリティ機能、利便

性の高いチャネルネットワークの提供や、説明責任に基づく誠実なコミュニケーションによるお客さまとの一層強固な信

頼関係の構築が求められています。

●中堅・中小企業のお客さまをとりまく環境

近時の円高や原油・原材料価格の高騰、個人消費の低迷等により、景況感は悪化傾向にありますが、日本経済を活性化

するためには、成長性に富む中堅・中小企業や革新的でチャレンジ精神に溢れるベンチャー企業の育成・創業の促進が必

要です。こうした企業のお客さまの「安定した貸出ニーズ」と「経営課題解決ニーズ」に迅速にお応えすることが、銀行に

強く求められています。

グローバルリテールグループでは、ますます多様化・グローバル化する個人および中堅・中小企業のお客さまのニー

ズにお応えするため、＜みずほ＞各社および国内外のトップブランド各社との連携を活用し、グローバルレベルの商品・

サービスを提供しています。
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●みずほ銀行

みずほ銀行の個人向け事業については、個人のお客

さまの利便性により重点をおいた店舗「みずほパーソナ

ルスクエア」を積極的に展開しています。また、コンサル

ティング営業を強化するため、ＦＣ（フィナンシャルコンサ

ルタント）の育成やグループ会社等との連携も活かした

競争力ある商品提供体制を拡充しています。個人ロー

ンについても、お客さまのニーズに柔軟に対応した商品

開発等により増強を図っています。さらに、個人のお客

さま向け会員制サービス「みずほマイレージクラブ」に

よりお取引の深化・成長を促すとともに、みずほダイレク

ト・ＡＴＭ等の決済チャネルの利便性向上、セキュリティ

強化に取り組んでいます。

中堅・中小企業のお客さまの資金調達ニーズと経営課

題解決ニーズに対しては、＜みずほ＞各社の金融機能と

ネットワークの活用や事業提携を通じて、創業期のお客

さまから事業のさらなる拡大をお考えのお客さままで、

最適な商品・サービス、ソリューションを提供しています。

●みずほインベスターズ証券

みずほインベスターズ証券は、「お客さまに最も信頼

される身近な証券会社」を目指し、みずほ銀行との共同

店舗化や金融商品仲介業務の推進、株式公開をはじめ

とするグループ各社との協働等により、お客さまの幅広

い証券取引ニーズにお応えしています。

●ユーシーカード

ユーシーカードは、クレディセゾンとの戦略的業務提

携により、日本初の加盟店事業・プロセシング事業専業

会社として、最強のクレジットカード事業体制を構築し、

革新的で利便性の高いサービスを提供しています。

●みずほキャピタル

みずほキャピタルは、ベンチャーキャピタルとして国

内トップクラスの実績を有し、豊富なノウハウと＜みず

ほ＞内外のネットワークをフルに活用して、投資ならび

にコンサルティングを積極的に行っています。

●みずほ銀行

個人のお客さま向け事業への取り組み

・「みずほマイレージクラブ」の会員が500万人を突破

しました。

・個人のお客さまにより重点をおいた店舗「みずほパー

ソナルスクエア」は4支店の新設を含め、135拠点と

なりました。

・全国312拠点で「プレミアムサロン」の設置を進める

等、引き続きコンサルティング力の強化に注力してい

ます。

・みずほ銀行とみずほインベスターズ証券の共同店舗

「プラネットブース」が134拠点となりました。

・住宅ローンをご利用のお客さま向け新サービス「子育

て応援サービス」の取り扱いを開始しました。

中堅・中小企業のお客さま向け事業への取り組み

・業務経験を有する本部人員を戦略的に営業店へ配置

転換することにより、お客さまとの接点を強化してい

ます。

・環境に配慮する経営に取り組まれている中堅・中小企

業のお客さまを支援する取り組みを強化しています。

「法人」・「個人」の枠組みを超えたサービス提供の推進

・中堅・中小企業のお客さまや個人のお客さまの多様

化するニーズに柔軟に対応するため、「総合コンサル

ティング部」と「職域営業部」を新設しました。
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グローバルリテールグループ
－個人および中堅・中小企業のお客さま向け事業への取り組み－
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みずほパーソナルスクエアの展開

みずほ銀行は、『個人のお客さまが、よりご来店・ご相

談しやすい魅力ある店舗づくり』を基本コンセプトとし

た店舗「みずほパーソナルスクエア（愛称）」を積極的に

展開しています。

平成19年度には、首都圏の武蔵境、関西地区の芦屋、

学園前、千里中央に、合計4つの支店を新規開設した

ほか、16の出張所を支店に変更する等、既存店舗のリ

ニューアルもあわせて、順次「みずほパーソナルスクエア」

を拡大しています（平成20年3月末現在、135拠点）。

また、個人のお客さまに対するサービス強化の一環と

して、「平日は多忙で銀行にいけない」、「休日に夫婦

揃ってゆっくり相談したい」等の資産運用や住宅ローン

に関する休日相談ニーズにお応えするため、土曜日営業

拠点を展開しています（平成20年3月末現在、17拠点。

一部は日曜日も営業）。

今後も、個人のお客さまに、より便利にご利用いただ

けるよう、店舗ネットワークやサービスを積極的に拡充

していきます。

新たなマーケティング手法（ＥＢＭ）に
基づく商品・サービスのご案内

みずほ銀行では、新たなマーケティング手法である

ＥＢＭ（イベントベーストマーケティング）を通じて、真に

お客さまのお役に立ち、ご満足いただける提案を行うこ

とに取り組んでいます。

ＥＢＭとは、お客さまのお取引の状況から、金融ニーズ

およびそのニーズが高まるタイミングを推定し、適切な

金融商品・サービスを適切なタイミングでご案内するも

のです。

商品・サービスのご案内は、みずほ銀行の各支店、コー

ルセンター、ダイレクトメール等を通じて行います。コー

ルセンターやダイレクトメール等を通じてご案内する場

合でも、お取引店との緊密な連携により、お客さまのご

相談ニーズにスムーズに対応するよう努めています。

みずほマイレージクラブによる
サービスの向上

個人のお客さま向けの戦略商品である会員制サービ

ス「みずほマイレージクラブ」は、平成19年11月に会

員数が500万人を超えました。

同年10月には、全日本空輸（ANA）との提携により、

生体認証機能付きＩＣキャッシュカード・ＩＣクレジットカー

ド・ＡＮＡマイレージクラブ・電子マネーＥｄｙ機能が1枚

個人のお客さま向け事業への取り組み

平成19年度新規開設支店

みずほパーソナルスクエア
学園前

支店名 愛称 開設日

芦屋支店 みずほパーソナルスクエア芦屋 平成19年7月17日

学園前支店 みずほパーソナルスクエア学園前 8月27日

千里中央支店 みずほパーソナルスクエア千里中央 平成20年1月15日

武蔵境支店 みずほパーソナルスクエア武蔵境 1月28日
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のカードに搭載された年会費無料の「みずほマイレージ

クラブカード/ＡＮＡ」の取り扱いを開始しました。

平成20年1月からは、みずほマイレージクラブカード

/ＡＮＡ発売開始を記念した“旅”をテーマとするお客さ

ま参加型オープンキャンペーン「みずほＨＡＰＰＹ旅フォ

トコンテスト」を実施し、1万1千点を超えるご応募をい

ただきました。

また同年2月から4月末まで、若年層を中心に強い支

持を得ているセレクトショップ“ＢＥＡＭＳ
ビ ー ム ス

”との提携により、

オリジナルトートバック、タンブラー、ブックカバーのいず

れかをプレゼントするキャンペーンを行う等、お客さまの

ニーズにあわせた取り組みを継続的に実施しています。

みずほ銀行では今後とも、お客さまのニーズに即した

利便性の高いサービスとして「みずほマイレージクラブ」

の機能拡充を進めていきます。

コンサルティングニーズへの対応

コンサルティング力の強化

みずほ銀行では、資産運用を中心とする多様なご相談

ニーズに的確にお応えすることで、お客さまとの長期的

な信頼関係を構築するコンサルティング力の強化に取り

組んでいます。

専門的なご相談に対し的確な提案でお応えすることが

できるＦＣ（フィナンシャルコンサルタント）の育成に継

続的に努めているほか、ゆったりとくつろいだ雰囲気で

ご相談いただけるよう、全国312店舗（平成20年3月

末現在）に個室タイプの窓口「プレミアムサロン」を設置

しています。

また、お客さまにお気軽にご参加いただける「資産運

用セミナー」や「相続遺言セミナー」等、各種セミナーを

開催するとともに「資産運用休日相談会」等の個別相談

会も随時実施しています。

みずほマイレージクラブカード/ANA店頭掲示ポスター

本店プレミアムサロン

資産運用の店頭掲示ポスターがんばれ！新生活キャンペーン！テレビＣＭ

みずほHAPPY旅フォトコンテスト入賞作品集
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第二のスタート応援プラン

みずほ銀行は、ご退職により新たなライフステージを

迎える世代のみなさまを対象に、退職金運用の総合提案

として「第二のスタート応援プラン」を提供しています。

ご退職後の生活設計や退職金運用に関するご相談ニー

ズをお持ちのお客さまに対しては「マネーライフシミュ

レーション」や情報誌「第二幕」での情報提供を行ってい

ます。

退職金の運用を具体的にお考えのお客さまには「みず

ほマネープランセット退職金運用プラン」や「退職金定

期預金特別金利プラン」といった各種運用プランを提案

しています。

資産運用商品・預金商品の拡充

みずほ銀行では、お客さまの資産運用ニーズにお応え

するため、投資信託、保険商品、外貨預金等の商品ライン

アップの拡充に取り組んでいます。

投資信託では、環境資源関連株ファンド「フィデリティ・

スリー・ベーシック・ファンド（愛称：水と大地とエネル

ギー）」、海外債券ファンド「世界債券ファンド（愛称：ド

リームハーモニー）」、「ＤＩＡＭエマージング債券ファンド

（愛称：ライジングネクスト）」の取り扱いを開始しました。

保険商品では、変額個人年金保険「ねんきん便り」（引

受保険会社：第一フロンティア生命保険）の取り扱いを

開始しています。また、銀行窓口における保険商品販売

の全面解禁に伴い、変額個人年金保険と終身医療保険

を組みあわせた「ながいき設計」（引受保険会社：アリコ

ジャパン）、および「すこやかライフ」（引受保険会社：住

友生命保険）の2商品の取り扱いも開始しました。

さらに、多様化するお客さまのニーズをふまえ、金利

情勢に応じて金利を見直す変動金利定期預金の取り扱

いを再開しました。

グループ会社との連携による総合サービスの拡充

みずほ銀行は、グループ会社との連携による総合金融

サービスの向上に努めています。

銀行ロビー内に設置しているみずほインベスターズ証

券の「プラネットブース」は、平成20年3月末現在、全国

134拠点となり、銀行・証券に関するお客さまニーズに

ワンストップで対応できるサービスの全国展開を積極的

に進めています。

また、みずほ銀行のすべての本支店は、みずほ信託

プラネットブース高槻（みずほ銀行高槻支店ロビー内）

「第二のスタート応援プラン」の情報誌「第二幕」

投資運用商品パンフレット
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銀行の信託代理店として遺言信託等の信託商品を取り

扱っており、なかでも煩雑な相続手続きをお手伝いする

「遺言信託」や「遺産整理業務」のご相談件数は年々増

加しています。

個人ローンへの取り組み

住宅ローンへの取り組み

みずほ銀行では、住宅ローンに関するお客さまの多様

なニーズに柔軟にお応えするため、ライフステージや金

利環境の変化に対応したさまざまな商品・サービスを提

供しています。

平成19年12月には、住宅ローンをご利用いただい

ているお客さま向けの新サービスとして、「［住宅ロー

ン利用者専用］子育て応援サービス」の取り扱いを開始

しました。本サービスは、子育ての各種イベント等でご

利用が可能な金融商品・非金融サービスの利用資格を

提供することにより、お客さまの「子育て」を応援する

ものです。

また、みずほダイレクト［インターネットバンキング］で

の住宅ローン金利方式切替や一部繰上返済の受付を開

始する等、お客さまの利便性向上に努めています。

無担保ローンへの取り組み

みずほ銀行は、無担保カードローン「みずほオリコ

カードローン」のご利用者拡大を進めるため、インター

ネット広告や電車内・駅での広告等に積極的に取り組ん

でいます。

また、ご入学シーズンにあわせて、みずほ教育ローン

金利優遇キャンペーンを実施する等、お客さまの幅広い

ニーズにお応えしていきます。

住宅ローン店頭掲示ポスター

みずほオリコカードローン交通広告
※みずほオリコカードローン交通広告の金利は平成20年5月末日現在の
利率です。
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みずほ銀行では、中堅・中小企業のお客さまのさまざ

まなニーズに対して各種ソリューションを提供し、お客さ

まの成長をサポートするとともに、将来的に安定した収

益基盤の拡充に向けた取り組みを強化することにより、

「最高の信頼獲得」と「磐石な顧客基盤の確立」を目指し

ています。

お客さまとの接点・提案力の強化

みずほ銀行では、中堅・中小企業のお客さまの多様

化・高度化するさまざまなニーズにお応えするためのソ

リューション営業推進体制を構築し、専門性の高いサー

ビスを提供しています。

営業拠点においては、既存店舗網の見直しや専門性

の高いＲＭ（リレーションシップマネジャー）の再配置等

により、専門性の高いサービスを提供できる体制を構築

していくとともに、業務経験を有する本部人員を戦略的

に営業店へ配置転換することにより、従来以上にお客さ

まとの接点を強化しています。こうした積極的な営業推

進体制の構築により、資金調達のみならず資金運用に

関するご相談、決済関連業務の効率化・経営課題等への

提案等、幅広い分野において力を発揮しています。

資金調達ニーズへの取り組み

みずほ銀行では、中堅・中小企業のお客さまの資金需

要に積極的かつスピーディーにお応えするため、総額１兆

円の戦略貸出ファンド「スーパーワイド」をはじめ、地震や

罹災時に想定される資金需要に対応した資金枠を提供

する「震災ファイナンス」、環境良化に繋がる設備投資資

金需要に対し金利優遇を行う「みずほエコアシスト」等、

お客さまのニーズに的確にお応えできる商品ラインアッ

プの拡充に努めています。

また、バランスシートコントロールを切り口とした債権

流動化スキームの提案や、機械設備等の動産を活用した

「機械担保ローン」、売掛金や在庫等の事業収益資産を

担保にするアセットベーストレンディング等、不動産担保

や個人保証に過度に依存しない新たな貸出商品の開発・

提供を積極的に行うほか、知的財産権活用スキーム等の

ニュービジネス向け資金ニーズへの対応等、さまざまな

資金調達スキームの開発に取り組んでいます。

小規模法人のお客さまに対する取り組み

みずほ銀行では、融資業務専門子会社である「みずほ

ビジネス金融センター」に小規模法人のお客さまに対す

る融資業務全般を集約し、貸出業務に積極的に取り組ん

でいます。

みずほビジネス金融センターは、融資業務に精通した

ベテランスタッフを中心とした総勢600名を超える体制

で、保証協会保証付貸出を中心に、小規模法人のお客さ

まの資金需要に積極的にお応えしています。

また、みずほビジネス金融センターのお客さまを対象

とした経営に役立つ情報提供サービス「みずほビジネス

チャネル」を、みずほ総合研究所と共同して提供する等、

小規模法人のお客さまの経営全般のサポートに努めて

います。

中堅・中小企業のお客さま向け事業への取り組み
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さまのさまざまな経営課題に対し、みずほ銀行の幅広い

ネットワークと経験を活かして真に有効なアドバイスや

サポートを実施する等、戦略的な事業ソリューションを

提供しています。

特に、環境に配慮した企業経営を実践する法人のお客

さまに対するサポートを実施するため、「～みずほ地『救』

プロジェクト～環境ビジネスマッチング」の取り扱いを開

始し、＜みずほ＞と取引がある高いソリューションを持つ

環境装置メーカー等を紹介することにより、環境改善に

取り組むお客さまのご要望にお応えしています。平成

20年2月には、東京で「環境ビジネスマッチングイベン

ト」を開催し、約800社のお客さまが来場され、多くの

お客さまの環境問題への取り組みを支援しました。

また、法人のお客さま同士で個別にご商談をいただく

イベント型商談会「ビジネスマッチングフォーラム」もお

客さまにご好評をいただいています。

各種ソリューションビジネスへの取り組み

ソリューション営業の推進

みずほ銀行では、中堅・中小企業を対象とするソリュー

ション支援専門スタッフを本部に配置し、営業店と一体に

なって、中堅・中小企業のお客さまの事業・財務戦略を

はじめとする幅広い経営課題にお応えしています。

具体的には、各種ストラクチャードファイナンスやシン

ジケートローンといったファイナンス提案のほか、事業承

継やＭ＆Ａ、ビジネスマッチングといった事業戦略に関す

るソリューション、海外事業展開に関するアドバイザリー

サービス等、提供するソリューションは非常に多岐にわ

たります。

事業承継にかかわる支援については、平成20年4月

に「総合コンサルティング部」を新設し、法人・個人の枠

組みを超えたコンサルティング機能の強化に取り組んで

います。

ビジネスマッチング

みずほ銀行では、新たな販売先や仕入先の紹介、コスト

削減に際してのパートナー企業の紹介等、お客さまのあら

ゆる事業ニーズに適した「みずほのお取引先」を紹介する

ビジネスマッチングサービスを積極的に展開しています。

さらに、新製品の開発や事業多角化、物流体制の効率

化、業務のＩＴ化、環境に配慮した社内態勢作り等、お客

●中堅・中小企業のお客さま向け新聞広告（平成19年度）

IPO（4月7日） 事業承継（4月16日） 環境ビジネスマッチング
（2月15日）

確定拠出年金（4月23日）

※（ ）内は広告掲載日です。

環境ビジネスマッチングイベント
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確定拠出年金

みずほ銀行では、「税制適格退職年金の廃止」、「Ｍ＆Ａ

による年金制度の統合」といった環境変化に関するお

客さまの企業年金制度再構築ニーズに対し、「確定拠出

年金室」において、確定拠出年金制度を中心とした年金

コンサルティング、制度導入サポート、運用商品の提供、

ご加入者へのアフターケア等、制度の検討から導入・運

営管理まで一貫したサービスを提供しています。

また、中小企業向けの「みずほ総合型ＤＣ」、個人向け

の「みずほ個人型プラン」等、さまざまなニーズに対応す

る確定拠出年金制度の導入サポートも行っています。

金融商品仲介業務への取り組み

法人のお客さまに対する金融商品仲介業務の取り扱い

により、従来は証券会社のみが取り扱っていた仕組債等

の勧誘・取り次ぎについても銀行本体で行い、お客さま

の多様な運用ニーズに積極的にお応えしています。

法人のお客さまの運用ニーズに対するソリューション

提案を行う「法人運用室」では、専門スタッフが、お客さ

まのニーズに応じて、証券商品を中心に運用商品を提供

しています。

グループ力の結集

●ＩＰＯ（新規株式公開）支援

ＩＰＯを展望されるお客さまのニーズに対して、証券会

社として幅広い公開支援を行うみずほインベスターズ証

券、ベンチャーキャピタルとして投資および公開に向け

たアドバイスを行うみずほキャピタル、株式実務のアドバ

イス・代行を行うみずほ信託銀行等、＜みずほ＞各社と

の有機的な連携によりお応えしています。

●ニュービジネスへのサポート

ニュービジネスマーケットにおいて、みずほ銀行は高度

のノウハウを有しています。

先端科学技術や知的財産権等のニュービジネスマー

ケットに関する知識に精通した専門スタッフが、お客さま

の事業そのものの将来性をさまざまな視点から分析し、

真の意味で理解することにより、次世代を担うお客さま

の事業成長、資金調達を積極的にサポートしています。

●海外事業展開支援

ますます活発となっているお客さまの海外進出や、

すでに進出されているお客さまの海外事業展開に関する

各種ニーズにお応えするため、邦銀最大級の＜みずほ＞

のアジアネットワークを活用して、お客さまの海外プロ

ジェクトの推進を積極的に支援しています。

海外事業に精通した国内外の専門スタッフが、お客さ

まの海外での「現地調査」、「海外事業戦略立案」、「現地

法人設立」、「設立後の事業運営」等の各ステージおよび

ニーズにあわせて、最適な情報とサービスを的確かつ迅

速に提供しています。

さらに、海外子会社の資金管理、輸出・輸入取引に関す

る貿易実務サポート、為替リスク軽減ニーズ等、お客さま

の海外ビジネスにかかわる幅広いニーズに対しても、専

門スタッフがグローバルCMS等の各種商品の提供をはじ

めとして積極的に対応しています。

お客さまのさまざまな課題の一つひとつに対して、親

身できめ細かなサポートを心がけ、＜みずほ＞の総合力

で、お客さまのグローバル戦略を力強くバックアップして

います。

海外事業展開に関するお客さまへの情報提供ツール
「mizuho global news」
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GLOBAL RETAIL GROUP

「総合コンサルティング部」の設置

中堅・中小企業のお客さまや個人のお客さまのニーズ

の多様化に伴い、金融機関には、「法人」・「個人」の枠組

みではとらえきれないニーズにも柔軟に対応することが

求められています。

例えば、中堅・中小企業のお客さまにとって重要な経

営課題の1つである事業承継は、法人の経営権の承継に

係る課題であると同時に、法人オーナーご自身の資産承

継に係る課題でもあります。

こうしたニーズに対し、法人・個人の枠組みを超えて

スピーディにお応えするために、みずほ銀行では、各部に

分散していた法人・法人オーナー等のお客さまに対する

コンサルティング機能、富裕層のお客さまに対するプラ

イベートバンキング機能、信託連携推進機能を集約し、

「総合コンサルティング部」を新設しました。

みずほ銀行は、法人・個人双方のニーズをふまえた

総合的なコンサルティングや、みずほ信託銀行・みずほ

インベスターズ証券等のグループ会社との連携による

総合金融サービスの提供により、お客さまのあらゆる

ニーズにお応えしていきます。また、こうした取り組み

により、お客さまとの永続的なリレーションを構築し、わ

が国最強のリテールバンクの地位を確固たるものにし

ていきます。

｢職域営業部｣の設置

みずほ銀行では、みずほ銀行およびみずほコーポレー

ト銀行とお取引をいただいている企業等の役職員のみ

なさまに対し、ライフイベントにおいて発生するさまざま

なニーズにお応えできる商品・サービスを提供できるよ

う、｢職域営業部｣を設置しました。

退職後の生活設計や退職金の運用に関する総合的な

提案、住宅を新たに購入される際の住宅ローンに関す

るご相談への対応等、お客さまのニーズにあった商品・

サービスを提供し、役職員のみなさま一人ひとりにご満

足いただけるよう努めています。

また、役職員のみなさまの多種多様なニーズに迅速

かつ丁寧にお応えできるよう、全国6カ所に分室を設置

し、サービス向上にも取り組んでいます。

「法人」・「個人」の枠組みを超えたサービス提供の推進

0 10 20 30 40 50

事業の将来性 
後継者の力量不足 

後継者を支える幹部社員の不在 
後継者候補の不在 
借入の個人保証 
社員との信頼関係 

個人資産の取り扱い（相続） 
取引先・金融機関との信頼維持 

幹部・役員の処遇 
先代の影響力 

その他 

（％） 

（出典）ベンチャー・リンク調べ（平成20年1月） 

事業承継における主な課題（複数回答）
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グローバルアセット＆ウェルスマネジメントグループ

お客さまの財産管理・資産運用のご要望に対する取り組み
事業環境とグローバルアセット&ウェルスマネジメントグループの概要

少子高齢化に伴う社会構造の変化や企業を巡る法制度・会計制度の改正を背景に、個人・法人を問わず、財産管理・資

産運用に対するニーズが高まっています。

また、信託業界においては、平成16年12月に信託業法が改正され、受託可能財産の制限撤廃や、信託代理店の範囲

や取扱業務の拡大等が認められました。さらに、平成18年12月には、信託法の改正により、目的信託等の新たな利用

形態も認められ、信託機能を活用したソリューション提供の機会はますます増加しています。

グローバルアセット&ウェルスマネジメントグループでは、トラスト&カストディ分野やプライベートバンキング分野にお

いて、お客さまの多様かつ高度化するニーズにお応えするため、グローバルレベルの商品・サービスを提供しています。
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●みずほ信託銀行

信託銀行は、銀行業務のほかに信託業務および併営業

務も行うことができます。特にお客さまの財産の管理・

運用を行う財産管理機能は信託銀行の特色と言えます。

みずほ信託銀行は、個人および法人のお客さま向けに

フルラインの信託サービスを提供しており、年金、資産

運用、不動産、資産流動化、証券代行等の財産管理部門

の強化に取り組んでいます。

●資産管理サービス信託銀行

資産管理サービス信託銀行は、高い専門性を持つ資産

管理専業信託銀行として、金融機関・機関投資家等のお

客さまに対して、高品質・高付加価値の信託・カストディ

サービス等を提供しています。

●資産運用会社

当グループの資産運用会社であるみずほ投信投資顧

問※およびＤＩＡＭアセットマネジメント※は、投資信託・投

資顧問の両分野で常に最良の投資成果を追求し、多様

化・高度化するお客さまの資産運用ニーズに的確にお応

えしています。

※ハイライトご参照。

●みずほプライベートウェルスマネジメント

本格的ウェルスマネジメントサービスを提供する「み

ずほプライベートウェルスマネジメント」は、お客さま一

人ひとりのあらゆるニーズに対応し、最適かつ最高水準

の商品・サービスを包括的・一元的・継続的に提供して

いきます。

●みずほ信託銀行

・遺言信託の受託残高は、12,500件を超えました。

・不動産流動化の受託残高は、平成19年度1年間で

約6,000億円増加し、5兆3,000億円まで伸長しま

した。

・年金資産の受託残高は、20兆円の大台に乗りました。

●資産管理サービス信託銀行

・預かり資産残高が、平成18年度に比べ87兆円増加

し、287兆円となりました。

●資産運用会社

・平成19年7月1日、第一勧業アセットマネジメントと

富士投信投資顧問は合併し、みずほ投信投資顧問に

なりました。

・平成20年1月1日、興銀第一ライフ・アセットマネジ

メントは、ＤＩＡＭアセットマネジメントに社名を変更し

ました。

・上記両社は、複数の投資信託評価機関より表彰を受

けました。

主なグループ会社 ハイライト

GLOBAL ASSET & WEALTH MANAGEMENT GROUP
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グローバルグループ別事業への取り組み
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信託マーケットの拡大

「信託」とは、その言葉の示す通り「自分（委託者）の

信頼できる人（受託者）に財産を引き渡し、一定の目的

（信託目的）に従い、ある人（受益者）のために、その財

産（信託財産）の管理や運用を委託する」制度です。大

正11年に「信託法」、「信託業法」が制定されて以来、金

銭信託や有価証券信託等、「信託」は日本の国民生活に

大きな貢献をしてきました。

平成16年12月に「信託業法」の改正が行われ、今ま

で金銭や土地等の6種類に限定されていた受託可能財

産の制限が撤廃され、著作権等の知的財産権等も受託

することが可能になりました。また、従来は実質的に金

融機関にしか参入が認められていなかった信託業の一般

事業会社への開放や、信託代理店の範囲や取扱業務の

拡大等が認められました。さらに、平成18年12月には

「信託法」の改正が行われ、受託者の義務の合理化や受

益者の権利行使の実効性・機動性を高めるための規律の

整備が行われ、目的信託等の新しい類型の信託も認め

られるようになりました。これらにより、信託の仕組み

が今まで以上に広く一般に普及することで、信託マー

ケットのさらなる拡大が期待されています。

みずほ信託銀行では、信託マーケットの拡大を新たな

ビジネスチャンスとして位置づけ、＜みずほ＞のお客さ

まに高度な信託ソリューションを提供していきます。

高度な信託ソリューション

アセット・マネジメント・トラスト

みずほ信託銀行の「アセット・マネジメント・トラスト」

は、有価証券（株式や債券）等を中心にお預かりし、お客

さまごとに単独で信託を設定する商品です。信託銀行と

しての資産管理業務で培ったノウハウ等を駆使して、資

産の管理・運用のサポートから、取得または売却にあたっ

て特別な注意を要する自社株への対応まで、さまざまな

課題に対して信託機能を活用したソリューションを提供

します。

遺言信託業務

みずほ信託銀行では、遺言信託業務として、「遺言執

行引受予諾業務」、「遺言書管理信託」、「遺産整理業務」

を取り扱っています。現在わが国では、少子高齢化の進

展や個人の権利意識の高まり等を背景に、相続を巡るト

ラブルが増加傾向にあります。この相続トラブルを未然

に防ぐために、信託銀行の遺言信託業務を利用するお客

さまが年々増えています。平成20年3月末現在、みずほ

信託銀行では12,500件を超える遺言書を大切にお預

かりし、お客さまのかけがえのないご家族の将来のため

の資産承継をお手伝いしています。

委託者 受益者 受託者 

元本・収益 
の交付 

信託契約・遺言 

財産権の移転、 
管理・運用の指示 

信託の目的 

信託財産 

信託の仕組み

0

 

11,000

11,500

12,000

12,500

13,000
（件） 

平成18年3月末 平成19年3月末 平成20年3月末 

遺言信託受託件数残高
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金銭債権等の流動化

みずほ信託銀行では、信託機能をフルに活用した安定

的な資産流動化スキームをオーダーメイドで開発して提

案しています。

豊富な実績で培った高度なストラクチャリング力を

駆使し、企業等のお客さまの資金調達、資産・負債の圧

縮、財務指標の改善等のニーズに対しさまざまなソリュー

ションを提案することにより、平成20年3月末の金銭債

権等の受託残高は7兆円を上回っています。

なかでも、業界に先駆けて開発した一括支払信託

「Noteless（ノートレス）」は、大企業とお取引のあるお

客さまから売掛金を一括して信託を受け、支払期日にお

ける売掛金の回収や、支払期日前の資金化等のサービ

スを提供する商品ですが、手形発行コストの削減や、手

形割引に比べて有利な条件での資金調達が可能になる

こと等が高く評価され、平成20年3月末の受託残高は1

兆5千億円を超え、12万社以上のお客さまにご利用い

ただいています。

一方、投資家に対しては、新たな運用商品である資産

流動化商品を提供しています。特に、自動車ローン債権

等を流動化し、個人のお客さまに提供している「貯蓄の

達人」は、安全性と収益性のバランスを重視した商品性

が高く評価され、平成20年3月末の販売残高は7,000

億円を超えています。

みずほ信託銀行の遺言信託業務

●遺言執行引受予諾業務

遺言書作成のきめ細かなご相談、遺言書の保管、

財産の変動や遺言内容の定期的な確認を行います。

相続の開始にあたっては、みずほ信託銀行が遺言執

行者として、相続財産の目録作成や名義変更、換金

処分等を執行します。

●遺言書管理信託

遺言書を安全・確実にお預かりする業務です。ご

自宅で遺言書を保管された場合、火災・盗難・紛失

等の恐れがあります。また、相続の開始にあたって

は、遺言書の発見の遅れ等により、ご意思が実現で

きないことも考えられます。遺言書管理信託は、こ

のような事態を未然に防ぐことができます。

●遺産整理業務

相続開始後の必要な諸手続の代行を引き受ける

業務です。遺産の分割手続には、限られた期間内に

多くの公的書類や手続等が必要です。みずほ信託

銀行では、専門の担当者が、財産目録の作成から遺

産の引き渡し、名義の変更等、面倒で複雑な手続き

を代行します。

⑧期日代金支払 

①
商
品
等
の
納
入 

③
信
託
受
益
権 

④支払確定金額連絡 

⑥（
受
益
権
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込
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⑤
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②信託契約 
　基本協定 

（　　　　　　　） 

納入企業（委託者） 

投資家 

みずほ信託銀行 
（受託者） 支払企業 

発生予定の売掛 
債権を信託 

一括支払信託（ノートレス）の仕組み
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不動産流動化

資産の効率的な利用と資金運用・調達ニーズの多様

化、また会計制度等ビジネス環境の変化に対応する所

有不動産に関する戦略の見直し等を背景に、不動産の

流動化は、近年活発に利用されています。

みずほ信託銀行では、長年培ってきたノウハウを存分

に活用し、オフィスビルや商業施設等、数多くの流動化

案件を取り扱うとともに、流動化の仕組みを利用した不

動産の開発手法にも積極的に取り組んでいます。みずほ

信託銀行の不動産流動化に関するアレンジメント能力や

実績は、国内外の投資家や格付機関をはじめとする各方

面から高い評価を受けています。不動産流動化の受託残

高は平成19年度1年間で約6,000億円増加し、平成

20年3月末現在、5兆3,000億円まで伸長しました。

今後も、このアレンジメント能力と金融機能を複合した

総合力を発揮することにより、不動産に関するあらゆる

ニーズにお応えできるよう、高度な提案を行っていきます。

年金業務への取り組み

少子高齢化が進むなか、団塊の世代の大量退職を迎

えたわが国企業にとって人材確保が重要な課題となって

おり、その観点で企業年金の重要性が改めて注目されて

います。

みずほ信託銀行では、年金制度の設計から加入者・年金

受給者の管理、資産運用および資産管理にいたるまで、

企業年金制度において求められるサービスやプロダクツ

をパッケージとして提供しています。また、多様化する

お客さまのニーズにきめ細かく対応するため、サービス

メニューの充実を図り、確定給付型・確定拠出型の総合

的なコンサルティングサービスにおいて、「年金」に特化

した専門研究機関の「みずほ年金研究所」と連携し、お

客さまのご要望にお応えしています。こうした取り組み

の結果、平成20年3月末の年金資産受託残高は、20兆

円の大台に乗りました。

資産管理サービス信託銀行、
業界トップクラスの預かり資産残高

資産管理サービス信託銀行は、＜みずほ＞各社とも

連携し、金融機関や機関投資家等のお客さまとのお取

引の拡大に努めた結果、平成20年3月末において預か

り資産残高が287兆円となり（前年度実績比87兆円）、

資産管理専業信託銀行のなかでトップクラスの実績を

維持しています。引き続き、預かり資産をベースとした
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（兆円） 

平成18年3月末 平成19年3月末 平成20年3月末 
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資産管理サービス信託銀行の預かり資産残高

（指定単＋年金信託＋年金特金、簿価ベース）
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不動産流動化受託残高
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スケールメリットを発揮し、お客さまのニーズにあわせ

た、高品質・高付加価値な信託・カストディサービスを提

供していきます。

＜みずほ＞の資産運用に対する高い評価

＜みずほ＞の運用会社は、運用の専門性や商品の独

自性に対し、投資信託評価機関より高い評価を受けてい

ます。

これからも各社の専門性を発揮した運用商品の提供に

より、お客さまの資産運用ニーズにお応えしていきます。

本格的なウェルスマネジメントサービス
の提供

当グループでは、個人のお客さまの多様なニーズに対

し、最適なソリューションを提供しています。

みずほプライベートウェルスマネジメントは、ウルトラ

ハイネットワースのお客さま※に日本の法制度のもとで、

欧米金融機関を凌駕する包括的・一元的・継続的サービ

スを提供しています。

これからも、「お客さまのためにより良いものを世界中

から」というオープンアーキテクチャーの考え方に基づ

き、最高水準の商品・サービスを提供していきます。

また、非金融サービスについても、一流会社との連携

等により、アート・自動車等に関するお客さまの多様な

ニーズに対してプレミアムサービスを提供するほか、

フィランソロピーやコンシェルジュサービス等について

も、質の高いソリューションを提供していきます。

※＜みずほ＞に極めて多額の運用資産をお預けいただいているお客

さま

ウ
ル
ト
ラ
ハ
イ
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ス
の
お
客
さ
ま

商品・サービス提供会社

ベストソリューションの提供（金融／非金融サービス）

［提供商品・サービスのコンセプト］

コンサルティング

お客さまのニーズ

業務提携等

オーダーメイド

オープンアーキテクチャー

金融/非金融サービス
に関する総合コンサ
ルティング（含むフォ
ローアップ）を実施 

商品・サービスラインナップ

銀行商品 

証券商品 

信託商品 

オフショア商品 

保険商品 

不動産 

アートアドバイザリー 

モーターアドバイザリー 

フィランソロピー 

コンシェルジュサービス 

みずほプライベート
ウェルスマネジメント

共立インシュアランス・ 
ブローカーズと提携 

日動画廊と提携 

CORNES&CO.と提携 

みずほプライベートウェルスマネジメントのお客さま向けサービス

みずほ投信投資顧問※

ＤＩＡＭアセットマネジメント※

リッパー社ファンドアワードジャパン2008
・最優秀ファンド賞 

モーニングスター社ファンドオブザイヤー2007 
・最優秀ファンド賞 
・優秀ファンド賞 

リッパー社ファンドアワードジャパン2008 
・最優秀ファンド賞 

投資信託評価機関による受賞内容

※平成19年7月1日、第一勧業アセットマネジメントと富士投信投資顧

問は合併し、みずほ投信投資顧問になりました。また、平成20年1

月1日、興銀第一ライフ・アセットマネジメントは、ＤＩＡＭアセットマネ

ジメントに社名を変更しました。
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セキュリティ強化への取り組み

「便利」と「安心」をお客さまへ

当グループでは、お客さまに便利で安全なお取引を

行っていただくために、キャッシュカード取引・インター

ネットバンキング取引等におけるセキュリティ強化に積

極的に取り組んでいます。

キャッシュカード取引におけるセキュリティ強化

●指静脈生体認証の導入

みずほ銀行では、平成18年8月より、指静脈認証方式

による生体認証機能付きICキャッシュカードの発行を開

始しました。

生体認証をご利用いただけるATMは、みずほ銀行の

すべてのATMコーナーに約2,000台を設置しているほ

か、同じ指静脈認証方式を採用するゆうちょ銀行や他金

融機関の生体認証対応ATMもご利用いただけます。

また、みずほコーポレート銀行においても、平成18年

10月より指静脈生体認証を導入しました。実際にカードを

ご利用になるご担当者の生体認証情報を事前にご登録い

ただくことにより、みずほ銀行に設置された生体認証対応

ＡＴＭにて指静脈認証方式でのお取引が可能となります。

みずほ信託銀行でも、平成19年4月より指静脈生体

認証を導入し、同時に、全てのＡＴＭを生体認証対応

ATMとしました。

指静脈生体認証方式

ATMのご利用時に従来の暗証番号に加え、一人ひとり異なるお客

さまの手の指の静脈パターンの情報により本人確認を行う認証方式。

従来の暗証番号のみによる本人確認に比較して、第三者による不

正な成りすましや、偽造が極めて困難といわれており、高セキュリティ

な本人認証方式です。

●総合口座貸越選択サービスの開始

みずほ銀行では、平成19年9月より、ATMやみずほ

ダイレクトでのお取引について、お客さまが総合口座貸

越の利用を選択できる「総合口座貸越選択サービス」を

開始しました。

ＡＴＭでのキャッシュカード引出し時等の取引において

は、自動融資の機能によらず、普通預金の残高の範囲内

でのお取引となるため、万一、不正払出しの被害に遭わ

れた場合にも、被害を限定的にする効果があります。

●キャッシュカードのIC化

みずほマイレージクラブカードをはじめとしたICキャッ

シュカードを650万枚以上発行しているみずほ銀行では、

生体認証機能付きICキャッシュカードの発行開始と同時に

ICキャッシュカードのラインアップを大幅に拡充し、これま

で以上に多くのお客さまにICキャッシュカードによる安全

なお取引を行っていただくための施策を推進しています。

また、みずほ信託銀行・みずほコーポレート銀行におい

てもICキャッシュカードの発行を行い、＜みずほ＞全体

でキャッシュカードのIC化を推進しています。

インターネットバンキング取引におけるセキュリティ強化

●みずほダイレクト（みずほ銀行の個人のお客さま向け）

みずほ銀行では、ソフトウェアキーボードの導入やログ

インパスワードの桁数を拡大する（英数6桁～32桁）等、

積極的にセキュリティ対策を行っています。

また、さらなるセキュリティ強化策として、「ワンタイム

パスワード」と「EV SSL証明書」を平成20年3月に導

入しました。

また、国内のインターネットバンキングでは初の事例と

なる｢リスクベース認証｣についても、平成20年6月より順

次導入を開始しています。

ワンタイムパスワード

取引ごとに異なる「使い捨て方式」のパスワードをワンタイムパス

ワードといいます。

窓口での生体認証情報登録の
お手続き

生体認証対応ATMでのご利用

ワンタイムパスワードの専用表示端末
（トークン）
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インターネットバンキング等でお申し込みいただいたお客さまに

パスワード表示専用端末（トークン）をお配りし、従来の第2暗証番号

に代えて、トークンに表示されるパスワードを入力していただきます。

これにより、万が一、パスワードを不正に盗まれたとしても、毎回の

お取引ごとに異なるパスワードでの認証が必要となるため、第三者

による不正取引の防止に効果があります。

EV SSL証明書

SSL（Security Sockets Layerの略）とは、インターネットのデー

タを暗号化して送受信するための通信規格です。EV SSL証明書と

は、SSL通信でウェブサイトを認証する証明書の新規格であり、対応

しているブラウザでアクセスすると、アドレスバーが緑色に変わり右

側にサイトを運営している企業名が表示される等、本物と偽物のサイ

トが見分けやすくなります。

リスクベース認証

お客さまが普段利用するインターネットプロバイダーのIPアドレス

情報やパソコンの設定情報等の「インターネットバンキングのご利用

環境」を総合的に分析・リスク計量する新しい認証方式です。

不正利用が懸念されるアクセスを検知した場合には、合言葉によ

る追加認証を行いますので、万が一パスワードを不正に盗まれたとし

ても、インターネットカフェ等、お客さまが普段利用されている環境と

は異なるパソコンからの不正取引を防止できます。

●みずほビジネスＷＥＢ

（みずほ銀行の法人のお客さま向け）

中小企業・個人事業主向けのインターネットバンキン

グである「みずほビジネスＷＥＢ」は、「ソフトウェアキー

ボード」の導入や電子証明書による本人認証に加え、携

帯電話からの操作によるサービスログインのロック機能

やEV SSL証明書を装備し、安全性の高いサービスを提

供しています。

●みずほ e-ビジネスサイト

（みずほ銀行・みずほコーポレート銀行の法人のお客さま向け）

法人のお客さま向けインターネットバンキングである

「みずほ e-ビジネスサイト」では、「ソフトウェアキーボード」

の導入や電子証明書による本人認証に加え、お客さまによ

るきめ細かなオペレーション権限設定や承認の二重化等

の機能を装備し、安全性の高いサービスを提供しています。

個人のお客さまの不正な払い戻し被害への補償対応

みずほ銀行・みずほ信託銀行は、「預金者保護法」※を

ふまえ、個人のお客さまの偽造・盗難カード被害への補

償対応を行っています。

また、みずほ銀行は、平成20年2月に全国銀行協会が

決定した自主ルールをふまえ、平成20年4月より、個人

のお客さまの盗難された通帳や「みずほダイレクト」の不

正利用による被害への補償を開始しています。

被害にあわれたお客さまからのご相談窓口として、み

ずほ銀行は、専門コールセンター「セキュリティサポート

センター」（ 0120-868-715（注））を設置し、みず

ほ信託銀行では、「セキュリティ対策室」をご相談窓口と

しています。

※預金者保護法：「偽造カード等及び盗難カード等を用いて行われる不

正な機械式預貯金払戻し等からの預貯金者の保護等に関する法律」。

注）受付時間：月曜日～金曜日 9：00～17：00（銀行休業日を除きます）

●お客さまへの金融犯罪に関する注意喚起

みずほ銀行では、キャッシュカードやインターネットバ

ンキングに関する金融犯罪とその予防策についてわかり

やすく解説した「セキュリティガイド」をホームページ上

に掲載しているほか、キャッシュカードについては、冊子

も発刊する等、お客さまへの注意喚起に積極的に取り組

んでいます。

振り込め詐欺救済法への対応

「振り込め詐欺救済法」※をふまえ、みずほ銀行では、

被害にあわれたお客さまからのご相談窓口として、「振り

込め詐欺資金返還コールセンター」（ 0120-233-

862（注））を設置しています。

みずほ銀行・みずほ信託銀行は、振り込め

詐欺等の防止ならびに被害者救済に取り組

んでいます。

※振り込め詐欺救済法：「犯罪利用預金口座等に係る資

金による被害回復分配金の支払等に関する法律」。

注）受付時間：月曜日～金曜日 9:00～17:00（銀行休

業日を除きます）

インターネットバンキング
セキュリティガイド

キャッシュカード
セキュリティガイド

振り込め詐欺
注意喚起パネル
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CS（お客さま満足）向上への取り組み

3つのCSを軸に、もう1つのCSを展望

当グループでは、以下の3つのCSを柱として、お客

さま満足（Customer Satisfaction）の向上を追求す

ることが、もう1つのCS（Company Success）につな

がるとの考え方のもと、CSを経営の最重要課題の1つ

として位置づけています。今後さらに、全社的なCSマ

インドの向上を図るとともに、お客さまとのさまざまなコ

ミュニケーションツールを充実させていきます。

「CSトップ」を目指す経営

当グループは、「お客さまを第一と考える」ことを行動

の基本とし、常にお客さまのニーズを満たす最高水準の

「総合金融サービス」を提供することを目指しています。

また、お客さまから寄せられるご不満やご批判等の「お客

さまの声」については、これを真摯に受け止め、迅速かつ

適切に対応して問題解決を図ります。こうした「お客さま

の声」は、経営資源の１つとしてとらえ、問題の原因調査・

分析を行い、課題を明確化し、発生の未然防止および商

品・サービスの改善につなげていきます。

当グループはすべての業務が、お客さまの満足と信頼

を得ることにつながっていることを自覚し、長期的な信頼

関係を築いていきます。

最高品質の商品・サービス提供によるお客さま満足・ロイヤルティの向上 

●「お客さまの声カード」 
●「コールセンター」の活用 
●「お客さま満足度調査」の実施 

●スピーディーな提案や情報提供 
●高度な専門性のあるコンサルティング 
●ソリューション機能の充実 

●部門横断的CS推進体制の構築 
●CS教育研修の実施 
●グループ共通CS向上ツールの作成 
●インセンティブ施策の実施 

●情報発信ツールの充実 
　（ウェブサイト、ダイレクトメール等） 
●広報・広告宣伝の積極活動 

お客さまにとって価値ある 
商品・サービスの提供 

グループ全社員のCS意識の向上 

【お客さまの声を集める仕組み】 【お客さまへ発信する仕組み】 

お客さまとの双方向 
コミュニケーション体制の確立 

みずほフィナンシャル 
グループ各社 

［持株会社］ 
みずほフィナンシャルグループ 

お客さま 

「ＣＳトップ」を目指す経営

お客さま中心の判断軸の徹底 
CS意識の向上 

（Customer-centric Sense） 

お客さまとの双方向 
コミュニケーション体制の構築 

（Communication System） 

マーケティング活動を通じた 
価値ある商品・サービスの提供 
（Customer Strategy） 

Company Success（企業の繁栄・存続） 
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ブランド戦略の展開

＜みずほ＞は、世界をリードするフィナンシャルグルー

プにふさわしいブランドを確立するための戦略を展開して

います。

このブランド戦略では、＜みずほ＞は、お客さまにどの

ような価値を提供する存在であるかを明確に表明してい

きます。それが「＜みずほ＞の約束」です。

みずほフィナンシャルグループは、

今を切り拓く熱意にあふれ

柔軟で開放的なマインドを備えた

未来を輝かせる光を持つプロフェッショナルとして、

フルラインのサービスを提供することで、

個人・法人から海外のお客さまが、それぞれの夢を実現し、

より良い未来を創造できるようお手伝いをしてまいります。

■ ＜みずほ＞の強みと課題

■ ＜みずほ＞の約束

しかし、「約束」を言葉で表明するだけでは、価値の提

供についてお客さまから評価を得ることはできません。

そこで＜みずほ＞は、「躍動的な、オープンな、先見性の

ある」という「＜みずほ＞の強みと課題」をグループの役

職員一人ひとりが日々の業務のなかで共有・実践していき

ます。

躍動的な

「躍動的」とは、今を切り拓く情熱とチカラ

を持っているということです。

私たちひとりひとりが、社会やお客さまか

らその時々に求められていることを読み

取り、気概とパッションをもって、行動し続

けます。

オープンな

「オープン」とは、マインドが柔軟であり、

開放的で風の通りが良いということです。

私たちひとりひとりが、社会やお客さまの

声に誠実に耳を傾け、公正さと優しさを

もって、誰に対してもわかりやすく身近で

あり続けます。

先見性のある

「先見性のある」とは、未来を輝かせる光を

持っているということです。

私たちひとりひとりが、社会やお客さまの

変化を予見し、プロフェッショナルとして

の自覚と技術をもって、より良い未来の創

造に貢献していきます。

その「躍動的な、オープンな、先見性のある」を

お客さまに感じていただいた時に、「約束」が実行

され、「＜みずほ＞ のめざすべき姿」である「お客

さまのより良い未来の創造に貢献するフィナンシャ

ル・パートナー」になれると考えます。

＜みずほ＞は、これからもさまざまなコミュニ

ケーションを通じて「約束」を表明していきます。

その際の統一ブランドスローガンが「Channel to

Discovery」です。

お客さまが、いまある夢を実現するだけでなく、

その先に広がる新しい可能性を見つけ出し、より良い未来を創造していく。

そのために＜みずほ＞が果たす役割を表しています。

Discovery（ディスカバリー）は

「お客さまの夢の実現、新しい可能性の発見」を、

Channel（チャネル）は

「そのための道筋・手段となる＜みずほ＞の役割」を示しています。
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CSR（企業の社会的責任）への取り組み

企業活動の領域の拡大や市場のグローバル化の進展

にともない、企業の役割期待として、より社会や環境に

配慮した取り組みが求められています。

社会と共生し、ともに持続的に発展していくために、

＜みずほ＞はCSRへの取り組みを不可欠な要素と考え、

ステークホルダーのみなさまと継続的な対話を繰り返し

ながら活動を推進していきます。

＜みずほ＞は、質の高い最先端の金融商品・サービス

を提供するにとどまらず、経済・社会のインフラとして

公共的使命を十分に認識し、金融の円滑化を図るととも

に内外の経済や社会の健全な発展に貢献することが、本

来業務における責任と考えています。

こうした本来業務における責任の遂行に加え、本業に

付随した取り組みを行うことにより、社会的責任を果たし

た企業活動を展開していきます。

詳細についてはCSRレポートをご参照ください。

ウェブサイトURL：

http://www.mizuho-fg.co.jp/csr/report/

本業における本源的責任

○信用を維持し預金者等の保護を確保。

○金融の円滑化を図り、責任ある投融資を行うことによ

る、世界経済の健全かつ持続可能な発展への貢献。

○健全かつ適切な経営によって、業務の確実な遂行と

お客さまをはじめとする社会からの揺るぎない信頼

の確立。

環境への取り組み

○地球環境への負荷の抑制・軽減を社会の共通課題と捉

え、温暖化防止等の環境政策に即した金融サービスを

提供するとともに、自らも地球資源の消費削減を実践。

金融教育の支援

○将来を担う次世代に対する金融教育の支援を通じ、金

融知識の習得のみならず、日常生活で直面する諸課題

に対応できる能力を育成。

ガバナンスの高度化

○誠実かつ公正な企業活動を持続的に行うため、グロー

バルな金融・資本市場においても高い評価を得られる

ガバナンス体制を確立。

高感度コミュニケーションの実現

○情報開示の一層の強化を通じて企業活動の透明性を

確保し、お客さま、株主さま、地域社会、従業員等の

ステークホルダーとの対話重視型のコミュニケーショ

ンを実現。

＜みずほ＞の重点取組分野

大学への寄付講座・寄付講義の開設

＜みずほ＞は、京都大学、慶應義塾大学、東京大学、一橋大学、早稲田大学で

それぞれ寄付講座・寄付講義を開設し、金融ビジネスの最先端で働く＜みずほ＞

の役職員が講義をしています。

小・中学校への金融教育の実践

東京学芸大学との共同研究で開発したテキスト・用語集・指導案を活用し、＜みずほ＞の職員が授業にも参加して

います。

大学で講義をする＜みずほ＞の職員
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本業を通じた環境への取り組み

当グループでは、環境の維持・保全が、社会・経済の持続的発展の基盤であると認識しており、金融サービスを通

じた取り組みの充実をはかっています。

〇環境ビジネスへの融資

みずほコーポレート銀行は、風力発電等の再生可能エネルギー事業に対

し積極的に取り組み、融資残高は700億円（平成20年3月末現在）を超え

ています。また、循環型社会の形成に向けて、廃棄物処理施設向け融資も

推進しています。

〇みずほ地『救』プロジェクト

みずほ銀行は、お客さまの環境対策ニーズへの対応を推進するために、

「みずほ地『救』プロジェクト」を立ちあげました。平成20年2月には、環境

をテーマとしたビジネスマッチング（＜みずほ＞のお取引先紹介）イベント

を開催し、多数のお客さまにご来場いただきました。

〇排出権ビジネス

グループ各社（みずほコーポレート銀行、みずほ信託銀行、みずほ情報総研）において、さまざまな角度から排出

権ビジネスについての取り組みを推進しています。

ユーラスヒッツ北野沢クリフ風力発電所
（青森県東通村）

バリアフリー化への取り組み

みずほ銀行では、「年齢、性別、障害の

有無等にかかわらず、誰にでも利用し

やすい銀行」を目指し、「ハートフルプ

ロジェクト」として、ハード・ソフト・ハー

ト面における多面的なバリアフリー化

を推進しています。

このプロジェクトでは、ユニバーサ

ルデザイン等に関する有識者の指導の

もと、店舗・設備・機器類等のバリアフ

リー化、分かりやすい商品パンフレット

やウェブサイトの作成、お客さまへの接

遇向上を目的とする教育の推進等に取

り組んでいます。

お客さま用多機能トイレ 車いす使用のお客さま用駐車場

バリアフリー整備状況（平成20年3月末現在の有人店舗422店舗の整備状況）

入口の自動ドア設置 

段差解消 

通路幅整備 

視覚障害者誘導設備 

車いす使用者用駐車場設置 

お客さま用エレベーター設置※ 

 車いす対応エレベーター設置※ 

お客さま用トイレ設置 

 多機能または車いす対応トイレ設置 

視覚障害者対応ATM設置 

0 100 200 300 400 500
（店舗数） 

377 415

388

418

409

159

189

130

304

175

353

333

312

155

180

120

285

158

410

※1階のみにお客さま窓口がある等、 
　設置不要な店舗は含まれません。 

整備済店舗数 
整備対象店舗数 
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経営体制

■コーポレートガバナンス

基本的な考え方

当グループは、経営体制のスリム化とスピード経営の実

践に努めるとともに、社外取締役の招聘等によりコーポ

レートガバナンスの強化に取り組んでいます。今後も引

き続き、透明で効率性の高い企業経営を目指すとともに、

コンプライアンスの徹底を経営の基本原則として位置づ

け、あらゆる法令やルールを厳格に遵守し、社会的規範

にもとることのない誠実かつ公正な企業活動を遂行して

いきます。

また、当グループは、「みずほの企業行動規範」を制定

し、以下の基本方針を定めています。

コーポレートガバナンス体制

●取締役および取締役会

みずほフィナンシャルグループの取締役会は、9名によ

り構成し、同社ならびにグループの経営方針その他の重

要事項を決定するとともに、取締役および執行役員の職

務の執行を監督しています。なお、社外取締役3名が業

務執行から独立した立場で取締役会に加わることにより、

取締役会の経営監督機能の一層の強化を図っています。

さらに、取締役人事および報酬に対する透明性・客観性

を確保する観点から、社外取締役を含めた取締役を構成

員とする指名委員会、報酬委員会を取締役会の諮問機関

として設置しています。

●監査役

みずほフィナンシャルグループは監査役制度を採用し

ており、監査役5名のうち3名は社外監査役です。監査役

会は、監査に関する重要な事項について報告を受け、協

議または決議を行っています。

監査役は、取締役会その他の重要な会議に出席し、取

締役等から事業の報告を聴取するとともに、重要書類の

閲覧、監査業務部や子会社、会計監査人からの報告聴取

等を実施することにより、業務および財産の状況調査を

行い、取締役の職務執行を監査しています。

●業務執行

経営の監督機能と業務執行を分離し、権限と責任を明

確化するため、執行役員制度を導入しています。

業務執行においては、みずほフィナンシャルグループ社

長が、取締役会の決定した基本方針に基づき、業務執行

上の最高責任者としてみずほフィナンシャルグループの

業務を統括しています。なお、社長の諮問機関として経営

会議を設置し業務執行に関する重要な事項を審議すると

ともに、以下の経営政策委員会を設置し各役員の担当業

務を横断する全社的な諸問題について総合的に審議・調

整を行っています。

＜経営政策委員会＞

ポートフォリオマネジメント委員会

ポートフォリオの基本方針や、その運営に関する審議・調整および

ポートフォリオモニタリング等を行っています。

社会的責任と公共的使命

日本を代表する総合金融グループとして、社会的

責任と公共的使命の重みを常に認識し、自己責任に

基づく健全な経営に徹します。また、社会とのコミュ

ニケーションを密にし、企業行動が社会常識と調和

するよう努めます。

お客さま第一主義の実践

お客さまを第一と考え、常に最高のサービスを提

供します。また、お客さまの信頼を得ることが、株主、

地域社会その他全てのステークホルダー（利害関係

者）から信頼を得るための基盤と考えます。

法令やルールの遵守

あらゆる法令やルールを厳格に遵守し、社会的規

範にもとることのない、誠実かつ公正な企業活動を

遂行します。また、国際ルールや世界の各地域にお

ける法律の遵守はもちろん、そこでの慣習・文化を

尊重します。

人権の尊重

お客さま、役員および社員をはじめ、あらゆる人

の尊厳と基本的人権を尊重して行動するとともに、

人権尊重の精神に溢れた企業風土を築き上げます。

反社会的勢力との対決

市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的

勢力とは、断固として対決します。
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ＡＬＭ・マーケットリスク委員会

ＡＬＭに係る基本方針やリスク計画、資金運用調達、マーケットリ

スク管理に関する審議・調整および実績管理等を行っています。

コンプライアンス委員会

外部の専門家（弁護士1名、公認会計士1名）が特別委員として参

加し、コンプライアンス統括や反社会的勢力への対応、事故処理

に関する審議・調整等を行っています。

情報管理委員会

情報管理に関する各種施策の推進状況や情報セキュリティにかか

るリスク管理、個人情報保護法対応、情報管理に関する各種規程

類等についての審議・調整等を行っています。

ディスクロージャー委員会

情報開示に係る基本方針や、情報開示態勢に関する事項の審議・

調整等を行っています。

ＣＳＲ委員会

ＣＳＲに関する各種施策の取組状況や要対応事項、取組方針、開

示報告書に関する審議・調整等を行っています。

また、経営政策委員会とは別に、特定の諸課題につい

て以下の5つの委員会を設置し、それぞれの所管する業

務について、協議、周知徹底、推進を行っています。

事業継続管理委員会

「事業継続管理の基本方針」にかかわる業務運営についての方針

の協議、周知徹底、推進を行っています。

人権啓発推進委員会

人権問題への取り組みに関する方針の協議、周知徹底、推進を

行っています。

障害者雇用促進委員会

障害者の雇用ならびに職場定着推進に関する方針の協議、周知徹

底、推進を行っています。

社会貢献委員会

社会貢献活動に関する方針の協議、周知徹底、推進を行ってい

ます。

環境問題委員会

地球環境問題への取り組みに関する方針の協議、周知徹底、推進

を行っています。

●内部監査部門等

みずほフィナンシャルグループは、社長傘下の内部監査

機関として、業務監査委員会を設置しています。業務監

査委員会は、取締役会の決定した基本方針に基づき、監

査に関する重要な事項の審議・決定を行い、業務監査委

員会の決定事項については、すべて取締役会に報告し

ています。

なお、内部監査機能の被監査業務からの独立性確保を

目的として、内部監査部門を被監査部門から分離のうえ、

業務監査委員会傘下の独立部門としています。業務監査

委員会には、専門性の補強、客観性の確保の観点から、外

部の専門家（弁護士1名、公認会計士1名）が特別委員と

して参加しています。

みずほフィナンシャルグループは、内部監査のための組

織として、監査業務部を設置し、取締役会で定める内部監

査の基本方針および内部監査規程に基づき同社の内部監

査を実施するとともに、主要グループ会社からの内部監

査の結果や問題点のフォローアップ状況等の報告に基づ

いて各社の内部監査と内部管理体制を検証することによ

り、主要グループ会社における内部監査の実施状況を一

元的に把握・管理しています。

当グループの内部監査の結果については、担当役員で

ある内部監査部門長が定期的および必要に応じて都度、

業務監査委員会に報告する体制としています。

なお、みずほフィナンシャルグループでは、内部監査部

門、監査役および会計監査人は、定期的かつ必要に応じて

意見・情報交換を行い、監査機能の有効性・効率性を高め

るため、相互に連係強化に努めています。

※主要グループ会社：

みずほ銀行、みずほコーポレート銀行、みずほ信託銀行、みずほ証

券、みずほインベスターズ証券、資産管理サービス信託銀行、みずほ

投信投資顧問、DIAMアセットマネジメント、みずほ総合研究所、みず

ほ情報総研、みずほフィナンシャルストラテジー、みずほプライベート

ウェルスマネジメント

株主総会 

取締役会 

社外取締役 社外取締役 社外監査役 

外部特別委員を含む 

業務監査委員会 
経営会議 

経営政策委員会 

社　長 

企画グループほか 

グループ各社 

監査役・監査役会 指名委員会 
報酬委員会 

内部監査部門 

監督 

監
査 

みずほフィナンシャルグループのコーポレートガバナンス体制

（平成20年6月26日現在）
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■収益管理体制

顧客セグメント別・機能別の法的分社経営をベース

にした収益管理体制

当グループでは、「収益増強とコスト削減の徹底等によ

る強靭な財務体質の構築」に向け、みずほフィナンシャル

グループを中心に、主要グループ会社を主体として、グ

ループとしての収益管理を行っています。

具体的には、グループとしての事業ポートフォリオ戦略

を基本に、主要グループ会社各社のグループ内での戦略

上の位置づけを明確に定めたうえで、自主性・自律性を

与え、それをみずほフィナンシャルグループの強いグルー

プ求心力によりまとめることで、グループの企業価値の極

大化を目指します。

みずほフィナンシャルグループは、主要グループ会社を

基本的な単位として、

・業務粗利益・業務純益・当期純利益等の計画策定およ

び実績管理、

・投資･経費、人員、リスクキャピタル、リスクアセット等

の経営資源配分、

・自己資本等を原資としたリスクキャピタル配賦に基づ

くリスク制御と収益性評価、

等を行い、これらを通じて事業ポートフォリオの最適化に

取り組んでいます。

また、主なグループ会社各社では、みずほフィナンシャ

ルグループが策定した経営方針、全体収益計画・経営資源

配分をふまえ、社内の各グループやユニット等の各部門・

部店ごとに収益計画の策定と実績管理を行っています。

同時に、当グループの重要な経営管理の枠組みであるリ

スクキャピタルの配賦をそれぞれの各社内においても実

施し、各グループやユニットは、配賦されたリスクキャピタ

ルの範囲内で事業活動を行うとともに、リスクキャピタル

と収益の対比によるパフォーマンス評価を、ＲＡＲＯＣ等の

指標を用いて行っています。

RAROC（Risk Adjusted Return on Capital）

配分された資本に対する収益力を示しており、資本効率を評価する

のに用いる指標。統計的に予想されるリスクを調整したリスク修正後

収益を、資本で除して算出します。

なお、各社においては、基本的には共通の収益管理体

制および枠組みとしていますが、具体的な運営について

は、それぞれのビジネスモデルにあわせ、柔軟かつ機動的

に行っています。

連結ベースの収益管理

当グループでは、主要グループ会社がそれぞれ収益力

を向上させていくとともに、グループ全体として、バラン

スのとれた最適な事業ポートフォリオを構築し、資本効率

の向上を図るため、連結ベースでの収益管理を実施して

います。

具体的には、主要グループ会社に加えて戦略上重要な

子会社についても、関係会社収益としてそれぞれ収益計

画策定および実績管理を行っています。

また、みずほフィナンシャルグループでは、3つのグロー

バルグループを軸とした事業セグメントごとの収益管理

を実施しており、｢グローバルグループ別事業セグメント

情報｣や｢部門別ＲＡＲＯＣ｣等の対外開示を行っています。

（平成20年6月26日現在）

みずほ銀行、みずほコーポレート銀行等の 
主要グループ会社 

主要グループ会社各社の子会社等 

各社内ではグループ・ユニット・部店別等で管理 

みずほフィナンシャルグループ 

・収益計画、実績管理  
・経営資源配分  
・リスク制御と収益性評価 

収益管理体制
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■人事制度

活力あふれる企業風土の確立

「お客さま第一の徹底」、「変革への挑戦意欲」、「合理

的で公正な行動」、「スピードの重視」、「主体的で責任あ

る行動」を当グループ共通の行動面における規範として

設定し、この5項目を評価軸とした所属長による人事評価

や「360度評価」※を通じ、グループ全社員への浸透・定

着化を図っています。

※部下や業務上関係の深い他部署の社員による評価。

各社の独自性とグループシナジー効果の発揮

社員については各社ごと（みずほフィナンシャルグルー

プ、みずほ銀行、みずほコーポレート銀行、みずほ信託銀

行、みずほ証券、みずほ情報総研）の雇用とし、独自性や

スピードを最大限に発揮する専門家集団を目指します

が、一方で基本的処遇を共通化（プラットフォーム化）し

会社間異動（転籍異動）による人的シナジー効果を高め、

グループ内の適材適所を実現します。

「プロフェッショナル職」の導入

マーケットプライスを尊重した年俸制の「プロフェッショ

ナル職」を導入する等、多様な処遇形態を設計し、社員の

ニーズや流動化する労働市場にも対応しています。

若手層の積極登用と専門性の追求

若手層の早期育成と積極的登用の観点から、平成15

年1月より支店長公募制度を導入し、平成20年5月末ま

でに30歳台の若手・中堅社員61名の合格者を出し、順

次支店長に登用して組織の若返りを図っています。

また、社員が自らのキャリアを追求しより高い専門性の

獲得を目指す目的で、グループ横断での「ジョブ公募制度」

や人事異動を経験していない若手社員向けの「ルーキー

ジョブリクエスト制度」を導入していますが、今後さらに、

「ジョブ公募制度」の対象とする職務を拡大する等、一層

の制度の拡充を図ります。

ポジティブアクションへの取り組み

女性社員の積極的登用による組織の活性化と、女性社

員のモラルアップを目的に、当グループの共通施策とし

て、以下の目標を掲げ、ポジティブアクション※に取り組ん

でいます。

※雇用の場における男女労働者間の事実上の格差を解消し、女性の能力

発揮を促進するため、企業が積極的かつ自主的に取り組むこと。

人材投資
のROE

人事ビジョン＝人材投資のROE

当グループでは、永続的な価値創造のために、

『人材投資のＲＯＥ』を高め、魅力に富んだ働き甲斐

のある環境を作りあげることを会社と社員がともに

目指しています。

「ＲＯＥ」には、以下の意味が込められています。

Responsibility 自主性と自己責任原則の徹底

Opportunity 公正な機会の提供

Employability 市場競争力のある専門性の追求

目標

① 基幹職女性の採用比率を20％以上とする。

② 管理職に占める女性比率を平成16年4月から

平成21年3月までに1.5倍とする。

③ 各社のビジネスモデルを活かした効果的な女

性配置を実践する。

みずほ銀行 
みずほ 

コーポレート 
銀行 

みずほ 
情報総研 

みずほ証券 みずほ信託銀行 
みずほ 

フィナンシャル 
グループ 

市
場
価
値
・
リ
ス
ク 

リ
タ
ー
ン
構
造
・ 

付
加
価
値
等
に
よ
り
、 

各
社
の
独
自
性
を
反
映 

経営層のプラットフォーム 

会社ごとのカルチャーや独立性を維持しつつ 
ポータブルな退職金制度等により会社間人事交流を実施 

積極的な会社間異動 

共
通
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム 「福利厚生」のプラットフォーム（健康保険組合、企業年金基金・確定拠出年金、カフェテリアプラン等） 

「人事制度のフレームワーク」のプラットフォーム（職系、職階、職務グループ、資格制度、職務等級制度、グループ内公募制度等） 

人事の共通プラットホーム

（平成20年6月26日現在）
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■ コンプライアンス（法令等遵守）態勢

基本的な考え方

当グループは、わが国を代表する総合金融グループと

しての社会的責任と公共的使命の重みを常に認識し、

「法令・諸規則を遵守し、社会的規範にもとることのない

誠実かつ公正な企業活動を実践すること」をコンプライ

アンスと考えています。そして、コンプライアンスの徹底

を、経営の基本原則として位置づけ、コンプライアンスの

推進に努めるとともに、みずほフィナンシャルグループが

示す基本方針に則り、当グループの各社がおのおののコ

ンプライアンス態勢を確立しています。

コンプライアンスの運営体制

みずほフィナンシャルグループ、みずほ銀行およびみず

ほコーポレート銀行では、社長・頭取がコンプライアンス

を統括するとともに、コンプライアンス委員会（委員長：社

長・頭取）にて重要事項の審議を行っています。また、コ

ンプライアンス担当役員のもとにコンプライアンスの企

画・推進を行うコンプライアンス統括部署を設けていま

す。さらに、各社の部室店では、その長がコンプライアン

スの責任者として指導・実践するとともに、コンプライア

ンス管理者を配置し、遵守状況をチェックする運営体制と

しています。

そのほか、コンプライアンス上の問題につき、社員が直

接通報できるように、各社コンプライアンス統括部署およ

び外部の法律事務所に、コンプライアンス・ホットラインを

設けています。また、みずほフィナンシャルグループは、

社内外から通報を受けつける「会計、財務報告に係る内

部統制、監査に係るホットライン」も設置しています。

みずほ信託銀行・みずほ証券等、その他の主要グルー

プ会社においても、各業態の特性を勘案したコンプライ

アンス運営体制を構築しています。

当グループのコンプライアンス管理については、みず

ほフィナンシャルグループは、主要グループ会社のコンプ

ライアンスの遵守状況を報告等により把握し、必要に応じ

て適切な対応を行っています。主要グループ会社各社の

グループ会社については、主要グループ会社を通じて管

理しています。

コンプライアンス活動

当グループでは、倫理面での具体的な行動基準を示した

「みずほの企業行動規範」※を策定し、当グループの役員・

社員一人ひとりに配付のうえ、周知徹底を図っています。

※「みずほの企業行動規範」については、54ページをご覧ください。

また、コンプライアンスを徹底するための具体的な手引

書として、業務遂行上遵守すべき法令諸規則および実践

するコンプライアンス活動をわかりやすく明示したコンプ

ライアンス・マニュアルを各社にて策定するとともに、役

員・社員に対するコンプライアンス研修等によりその内容

の周知徹底を図っています。

さらに、コンプライアンスの遵守状況をチェックする体

制として、各部署自らが行うチェックに加え、コンプライア

ンス統括部署がモニタリングを実施することにより、コン

プライアンスの徹底に努めています。

このようなコンプライアンスにかかるさまざまな体制整

備、研修、チェック等を実施するための具体的な実践計画

として、各社は、コンプライアンス・プログラムを年度ごと

に策定し、その実施状況を半年ごとにフォローアップして

います。

近年、金融機関におけるコンプライアンスの重要性はま

内部管理態勢

取締役会 

コンプライアンス管理者 部室長 

各部室 

社長・コンプライアンス委員会（委員長：社長） 

コンプライアンス統括グループ長 
（担当部：法務・コンプライアンス部） 

みずほ銀行、みずほコーポレート銀行等の
主要グループ会社

みずほフィナンシャルグループ 

各社のグループ会社

コンプライアンス運営体制
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すます高まる傾向にあります。当グループとしては、銀行

法や金融商品取引法をはじめとする関係法令の遵守はも

とより、反社会的勢力の排除や、マネーローンダリングの防

止等にも取り組んでいます。また、預金保険法対応等の観

点から、お客さまの預金口座の名寄せを推進しています。

（平成20年6月26日現在）

■ お客さま保護等管理態勢

基本的な考え方

当グループは、お客さまを第一と考え、お客さまの信頼

を得ることこそが、健全経営を確保し、ひいては他のステー

クホルダーからの信頼を得るための基盤となるとの考え

に基づき、コンプライアンスはもとより、業務の適切性の

確保、お客さまの利便性向上のために、お客さまの視点

から当グループの業務の検証・改善を継続的に行い、グ

ループ統一的にお客さま保護等管理に取り組んでいます。

お客さま保護等管理態勢の概要

当グループでは、「お客さま保護等管理」を次の通り定

め、グループ経営管理態勢、管理方法等を明確化し、お客

さま保護等管理関連規程を各社で制定しています。

また、各社のお客さま保護等管理統括部門をコンプラ

イアンス統括部門とするほか、商品等説明管理、お客さ

まサービス管理、お客さま情報管理、外部委託管理（以下、

各管理項目）のそれぞれに担当部門を定め、管理体制を

構築しています。

会計、財務報告に係る内部統制、監査に係るホットライン

通報事項：

みずほフィナンシャルグループは、会計、財務報告に係る

内部統制、監査に係る不適切な事項について、社内外

から通報を受けつけるホットラインを設置しています。

通報先：

本ホットラインは、社外の法律事務所に設置しています。

通報する場合には、手紙または電子メールを利用して

ください。

手紙：〒102-0082

東京都千代田区一番町13番地 ラウンドクロス一番町6階

太田・石井法律事務所内「みずほ会計ホットライン」宛

電子メール：mizuho-kaikei@ohta-ishii.com 

○受けつけた通報が通報事項に該当する場合、事実調査

を行い、結果を回答するよう努めます。

○匿名の通報も可能です。ただし、事実調査が制約され

たり、回答ができない等、通報の趣旨に十分お応えでき

ない場合があります。

○通報者に関する情報は、本人の同意をいただいている

場合や法令等に基づく場合等を除き、当グループ以外の

第三者に開示しません。

「お客さま保護等管理」とは、当グループのお客さ

まの保護および利便の向上の観点から、以下の事項

を達成するために必要となる管理をいいます。

1．お客さまに対する取引または商品等の説明およ

び情報提供（商品等説明）の適切性および十分性

の確保。

2．お客さまの相談・苦情等の対応（お客さまサービ

ス）の適切性および十分性の確保。

3．お客さまの情報の管理（お客さま情報管理）の適

切性の確保。

4．当グループの業務を外部委託する場合における

お客さま情報やお客さまへの対応の管理（外部

委託管理）の適切性の確保。

取締役会 

社長 経営会議 

お客さまサービス管理 商品等説明管理 

外部委託管理 お客さま情報管理 

各担当部門 

お客さま保護等管理統括責任者 
（担当部：法務・コンプライアンス部） 

みずほ銀行、みずほコーポレート銀行等の
主要グループ会社

みずほフィナンシャルグループ 

各社のグループ会社

お客さま保護等管理体制

内
部
管
理
態
勢
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持株会社であるみずほフィナンシャルグループでは、社

長が当グループの適切なお客さま保護等管理を推進する

ためのお客さま保護等管理統括責任者を任命し、法務・

コンプライアンス部が管理統括を担当して、各管理項目

における管理の状況等を把握しています。各管理項目の

担当部門は、所管する管理項目に関する企画立案、推進

を行います。また、主要グループ会社のお客さま保護等

管理の状況を一元的に把握・管理しています。さらに主

要グループ会社各社のグループ会社については、主要グ

ループ会社を通じて管理しています。

（平成20年6月26日現在）

■ 情報管理態勢

基本的な考え方

高度情報通信社会の進展に伴い、情報の利用が著しく

拡大するなか、企業が保有する情報資産を適切に保護す

ることは企業の社会的責任であり、情報資産を適切に利

用することは企業の競争力の源泉です。特に、国内外に

おいて総合金融サービスを提供する当グループにとって、

情報資産の適切な保護と利用は極めて重要であると考え

ています。

当グループは、情報管理を、情報セキュリティ対策の実

施等を通じた情報資産の機密性・完全性・可用性の確保、

個人情報にかかる情報主体からの開示等の請求等への対

応等、当グループの情報資産の適切な保護と利用にかか

る全ての行為と定め、情報管理態勢強化に努めています。

情報管理態勢の概要

当グループでは、情報管理に関するグループ経営管理

態勢、管理方法等を明確化し、情報管理関連規程を各社

で制定しています。また、各社の情報管理統括部門をコ

ンプライアンス統括部門と定め、情報管理体制を構築し

ています。

持株会社であるみずほフィナンシャルグループでは、社

長が当グループの情報管理全般に係る企画・立案および

推進を統括する情報管理統括責任者を任命し、情報管理

委員会において当グループの情報管理全般に関する事項

の組織横断的な審議・調整を行います。また、情報管理

に特化した専担組織（情報管理室）を法務・コンプライア

ンス部内に設置して、主要グループ会社の情報管理の状

況を一元的に把握・管理しています。さらに主要グループ

会社各社のグループ会社については、主要グループ会社

を通じて管理しています。そのほか、各部室においては、

部室長が情報管理について責任を負うとともに、情報管

理責任者を設置し、情報の取扱状況の点検、安全管理措

置の周知徹底・教育等を行っています。

このような情報管理態勢のもと、「個人情報の保護に関

する法律」を遵守し、プライバシーポリシー※を制定・公表

取締役会 

社長 経営会議 

情報管理委員会 

情報管理責任者 部室長 

各部室 

情報管理統括責任者 
（担当部：法務・コンプライアンス部情報管理室） 

みずほ銀行、みずほコーポレート銀行等の
主要グループ会社

みずほフィナンシャルグループ 

各社のグループ会社

情報管理体制

情報セキュリティ管理の認証取得について

みずほフィナンシャルグループでは、全部門にお

いて情報セキュリティ管理の国際規格であるＩＳO/

IEC 27001:2005と国内規格であるJISQ

27001:2006の認証を取得しています。主要グ

ループ会社においても、特定業務で認証を取得する

等、当グループでは、認証取得・拡大を推進し、情報

管理態勢の一層の強化に努めています。
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するとともに、開示等請求の受付体制を構築し、安全管

理措置の強化に取り組んでいます。

※プライバシーポリシーは、個人情報保護に関する取組方針および個人

情報の取り扱いに関する考え方を定めたものであり、当グループ各社

において制定し、ホームページ等で公表しています。また、みずほフィ

ナンシャルグループのプライバシーポリシーについては、本誌でも公

表しています。

（平成20年6月26日現在）

■ 情報開示統制の強化

基本的な考え方

当グループは、株主、市場から高く評価され、わが国を

代表する総合金融グループとして、広く社会から信頼さ

れることを目指し、国内外における多数のお客さま・株

主・投資家のみなさまが当グループの実態を正確に認

識・判断できるよう、継続して、公平かつ適時・適切な情報

開示に努めることを経営上の最重要課題の１つに位置づ

けています。そのために、情報開示に関する国内外の関

係法令および証券取引所規則等を遵守するとともに、適

切な情報開示統制の構築・運用に取り組んでいます。

情報開示統制の概要

●情報開示統制の構築・運用等

当グループにおける「情報開示統制」は、国内外の関係

法令および証券取引所規則等を遵守するとともに、当グ

ループの企業情報等の公平かつ適時・適切な情報開示を

実施するために構築され、当グループの役職員によって

遂行されるプロセスを指し、財務諸表等に係る信頼性を

確保するための「財務報告の内部統制」を含みます。

当グループでは、情報開示統制の基本的考え方やグ

ループ各社を含めた管理の枠組みを規定する情報開示統

制関連規程を制定し、情報開示統制の構築、運用および

継続的な改善に努めています。また、みずほフィナンシャ

ルグループでは情報開示統制に関する審議・調整を行う

経営政策委員会としてディスクロージャー委員会を設置

しています。

●情報開示統制の有効性評価

当グループにおいては、情報開示統制における手続を

文書化し、その内容と実施状況を検証すること等によっ

て情報開示統制全般の有効性を定期的に評価していま

す。また、情報開示統制の有効性および適切性の確認は、

内部監査等を通じて実施しています。

●その他

当グループの財務関連役職員が遵守すべき規範を示す

「財務関連役職員に係る倫理規範」を制定しています。ま

た、「会計、財務報告に係る内部統制、監査に係るホットラ

イン」を設置し（59ページ参照）、社内外からの通報制度

を整備しています。

なお、当グループの情報開示に関する基本的考え方や

情報開示統制の枠組み等についてまとめた「ディスクロー

ジャー方針」を制定し、本誌並びにホームページで公表し

ています。

（平成20年6月26日現在）

取締役会 

社長 ディスクロージャー委員会 

情報開示統制責任者 部室長 

各部室 

財務･主計グループ長(情報開示統制担当) 
および各業務所管グループ長 

みずほ銀行、みずほコーポレート銀行等の
主要グループ会社

みずほフィナンシャルグループ 

各社のグループ会社

情報開示統制の体制

内
部
管
理
態
勢



62

内
部
管
理
態
勢

基本方針の提示 
リスク管理に関する指示 

リスク管理状況の報告 リスク管理状況の報告 

グループ全体のリスク管理 

主要グループ会社のリスク管理 

主要グループ会社 

みずほ銀行 
みずほコーポレート銀行 
みずほ信託銀行 
みずほ証券　等 

リスク管理に関する指示 

主要グループ会社 
が管理する 
グループ会社 

みずほ 
フィナンシャルグループ 

リスク管理態勢

■ リスク管理態勢

リスク管理への取り組み

基本的な考え方

金融の自由化、国際化が一層進展するなか、金融業務

は急速に多様化・複雑化しており、金融機関は信用・市

場・流動性をはじめ、事務・システム・法務・決済等、多様

なリスクを抱えています。当グループでは、グループ全体

およびグループ会社各社の経営の健全性・安定性を確保

しつつ企業価値を高めていくために、業務やリスクの特

性に応じてこれらのリスクを適切に管理し、コントロール

していくことを経営上の最重要課題の1つとして認識し、

リスク管理態勢の整備に取り組んでいます。

みずほフィナンシャルグループでは、各種リスクの明確

な定義、適切なリスク管理を行うための態勢の整備と人

材の育成、リスク管理態勢の有効性および適切性の監査

の実施等を内容とした、当グループ全体に共通するリス

ク管理の基本方針を取締役会において制定しています。

当グループは、この基本方針に則りさまざまな手法を活

用してリスク管理の高度化を図る等、リスク管理の強化に

努めています。

リスク管理態勢の概要

当グループにおいては、グループ内の各社において業務

内容や保有するリスクの規模・態様に応じた適切なリスク

管理を行うとともに、みずほフィナンシャルグループが当

グループ全体のリスク管理を統括する態勢としています。

具体的には、みずほフィナンシャルグループは、主要グ

ループ会社からリスク管理の状況等について定期的およ

び必要に応じて報告・申請を受けるとともに、主要グルー

プ会社に対してリスク管理に関する適切な指示を行って

います。

バーゼルⅡへの取り組み

平成4年から適用されている銀行の健全性につい

ての国際標準の規制であるBIS規制が、リスク管理

手法の発展等を反映し、よりリスクの実態に即した

「バーゼルⅡ」（新BIS規制）に改定されました。バー

ゼルⅡは、銀行が保有するリスクに対して保有すべき

最低所要自己資本を定めた「第一の柱」、最低所要

自己資本規制だけでは把握しきれないリスクの評価

等について監督当局が行う検証プロセスを定めた

「第二の柱」、適切な開示に基づいた市場による評価

を受ける市場規律について定めた「第三の柱」から

成り立っています。「第一の柱」では、信用リスクの

計測手法が見直されるとともに、オペレーショナルリ

スクが対象に追加されました。

当グループでは各リスクの計測手法について当局

の承認を受け、本邦での適用開始時点である平成

19年3月末よりバーゼルⅡに基づき自己資本比率を

算出しています。さらに、信用リスクおよびオペレー

ショナルリスクについて、当グループのリスクプロファ

イルをより的確に反映することが可能な先進的な手

法に移行することを計画し、準備を進めています。
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さらに、主要グループ会社においても、それぞれが各

種リスクの管理態勢を整備し、自社のグループ会社から

リスクの状況等について定期的および必要に応じて報告

を受けるとともに、自社のグループ会社に対してリスク管

理に関する適切な指示を行っています。

総合的なリスク管理について

基本的な考え方

当グループでは、当グループで発生するリスクを、リス

クの要因別に｢信用リスク｣、｢市場リスク｣、｢流動性リス

ク｣、｢オペレーショナルリスク｣等に分類し、各リスクの特

性に応じた管理を行っています。

また、当グループでは、各リスク単位での管理に加え、

リスクを全体として把握・評価し、必要に応じて定性・定量

それぞれの面から適切な対応を行い、経営として許容で

きる範囲にリスクを制御していく、総合的なリスク管理態

勢を構築しています。

当グループでは、みずほフィナンシャルグループが定め

た総合的なリスク管理に関する基本的な方針のもと、リ

スクを幅広く多面的に捉え、複数のリスクが内在する業

務等（決済業務・信託業務等）のリスク管理方法も含めた

リスク管理の高度化に積極的に取り組んでいます。

リスクキャピタル配賦

当グループでは、グループ全体が抱えているリスクを可

能な限り把握し、リスクキャピタル配賦の枠組みのもと、

その総量を当グループの財務体力の範囲内にとどめる運

営を実施しています。

具体的には、みずほフィナンシャルグループが主要グ

ループ会社に対しておのおののグループ会社分も含めた

リスクキャピタルを配賦し、各社のリスク上限としてリス

ク制御を行うとともに、当グループ全体（連結ベース）と

して保有するリスクが資本勘定等の財務体力を超えない

ように経営としての許容範囲にリスクを制御しています。

みずほフィナンシャルグループおよび主要グループ会社

は、この枠組みのもとで経営の健全性を確保するために

リスクキャピタルの使用状況を定期的にモニタリングし、

各社内の取締役会等に報告をしています。なお、みずほ

銀行、みずほコーポレート銀行、みずほ信託銀行、みずほ

証券に対しては、各リスクカテゴリー別にリスクキャピタ

ルを配賦するとともに、各社内において業務運営単位等

でリスクキャピタルを配賦する枠組みを構築しています。

当グループの財務体力 

みずほフィナンシャルグループ（持株会社） みずほ銀行 

みずほコーポレート銀行 

みずほ証券 

みずほ信託銀行 

当グループが保有するリスク 

資本勘定　等 

主
要
グ
ル
ー
プ
会
社
が
保
有
す
る
リ
ス
ク 

配
賦
リ
ス
ク
キ
ャ
ピ
タ
ル 

みずほ銀行 

みずほ証券 

みずほ信託銀行 

みずほ 
コーポレート銀行 

信用リスク 

業務運営単位に 
配賦 

株価リスク 

オペレーショナル 
リスク 

グループ会社　等 

市場リスク 

その他のリスク 

（例） 

※各主要グループ会社が管理するグループ会社が保有するリスクを含む。 

リスクキャピタルをベースとしたリスク上限等を設定し、 
各種リスクに対する制御を実施。 

※ 

リスクキャピタル配賦の仕組み

内
部
管
理
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信用リスク管理について

基本的な考え方

当グループでは、信用リスクを、「与信先の財務状況の

悪化等により、資産（オフバランス項目を含む）の価値が

減少または消失し、当グループが損失を被るリスク」と定

義しています。金融の自由化や国際化・高度化等によっ

て複雑となった信用リスクを、当グループとして把握・管理

するための手法や体制を整えています。

当グループの信用リスク管理は、みずほフィナンシャル

グループが統括しています。具体的には、信用リスク管理

を相互に補完する2つのアプローチによって実施していま

す。1つは、信用リスクの顕在化により発生する損失を抑

制するために、お取引先の信用状態の調査を基に、与信

実行から回収までの過程を個別案件ごとに管理する「与

信管理」です。もう1つは、信用リスクを把握し適切に対

応するために、信用リスク顕在化の可能性を統計的な手

法によって把握する、「クレジットポートフォリオ管理」です。

信用リスク管理態勢

●みずほフィナンシャルグループにおける信用リスク管理

みずほフィナンシャルグループでは、取締役会が信用リ

スクに関する重要な事項を決定します。また、ポートフォ

リオマネジメント委員会において、信用リスクにかかわる

基本的な方針や当グループのポートフォリオ運営・モニ

タリング等を、総合的に審議・調整します。リスク管理グ

ループ長は、信用リスク管理の企画運営に関する事項を

所管します。総合リスク管理部と与信企画部は協働して、

信用リスクのモニタリングと分析・提言、信用リスク管理

に関する基本的な事項の企画立案・推進を行います。

●主要グループ会社における信用リスク管理

主要グループ会社では、みずほフィナンシャルグループ

で定めた「信用リスク管理の基本方針」に則り、保有する

信用リスクの規模・態様に応じて管理を行います。また、

各社の取締役会が、信用リスクに関する重要な事項を決

定します。

みずほ銀行、みずほコーポレート銀行、みずほ信託銀行

（以下、3行）では、経営政策委員会を設置し、おのおのの

クレジットポートフォリオ運営、与信先に対する取引方針

について総合的に審議・調整を行います。リスク管理担当

役員は、信用リスク管理の企画運営に関する事項を所管

します。信用リスク管理担当部署は、与信管理ならびに

信用リスクの計測・モニタリング等を行い、みずほフィナン

シャルグループに対して定期的にリスク管理状況を報告

しています。審査担当各部は、信用リスク管理の基本方

針で定められた権限体系に基づき、個別与信案件の決裁

を行います。また、牽制機能強化の観点から、業務部門

から独立した内部監査部門として資産監査部を設置して

います。

●与信業務規範

当グループでは、全ての役職員が与信業務に取り組む

際の基本姿勢等を「与信業務規範」として定めています。

そこでは、銀行の公共的・社会的役割を自覚した運営に努

めるべく、「公共性の原則」、「安全性の原則」、「成長性の

原則」、「収益性の原則」等に照らした運営を与信業務の

基本方針として定めています。

左記以外の 
主要グループ 
会社 

みずほ 
コーポレート 
銀行 

みずほ証券 
みずほ 
信託銀行 みずほ銀行 

主要グループ会社 

3行 

取締役会 

社長 

ポートフォリオマネジメント委員会 

総合リスク管理部・与信企画部 

経営会議 

リスク管理グループ長 

取締役会 

頭取・社長 

経営政策委員会 

信用リスク管理担当部署 
（総合リスク管理部・与信企画部） 

経営会議 

リスク管理担当役員 

みずほフィナンシャルグループ 

●基本方針の提示 
●リスク管理に関する指示 

●リスク管理状況の報告 

信用リスク管理体制
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●内部格付制度

3行では、信用リスク管理の重要なインフラとして、信用

格付とプール割当で構成される「内部格付制度」を活用し

ています。まず、信用格付は、債務者の信用リスクの水準

を表す債務者格付と、担保・保証の種類や優先・劣後関係

等を考慮した、債権ごとの最終的な損失発生の可能性を

表す案件格付とで構成されます。債務者格付の付与は、

原則すべての与信先を対象として、与信先の決算状況等

を速やかに反映するため最低年1回の定例見直しを行う

とともに、与信先の信用状況の変化があった場合は随時

見直しを行い、個別の与信先や銀行全体のポートフォリオ

の状況をタイムリーに把握できる態勢としています。また、

債務者格付の付与を、次に述べる自己査定の一次作業と

しても位置づけていることから、債務者格付は資産の自己

査定における債務者区分とリンクしたものとなっています

（図表「債務者格付と自己査定の債務者区分、金融再生法

債務者格付と自己査定の債務者区分、金融再生法開示債権、リスク管理債権の債権区分の関係

自己査定
（債務者区分）

破綻懸念先

金融再生法
開示債権区分

リスク管理
債権区分

危険債権

延滞債権

要管理債権

貸出条件緩

和債権

3カ月以上

延滞債権

格付表記 債務者格付の定義

正常先

要注意先

正常債権

A1ーA3
債務履行の確実性が非常に高く、与信管理

上の安全性が非常に優れた水準にある先。

F1

現在、経営破綻の状況にはないが、経営難

の状態にあり、経営改善計画等の進捗状況

が芳しくなく、今後、経営破綻に陥る可能性

が大きいと認められる債務者（金融機関等

の支援継続中の債務者を含む）。

実質破綻先 破産更生債

権及びこれ

らに準ずる

債権

G1

法的・形式的な経営破綻の事実は発生して

いないものの、深刻な経営難の状態にあり、

再建の見通しがない状況にあると認められ

る等実質的に経営破綻に陥っている債務者。

破綻先債権破綻先 H1
法的・形式的な経営破綻の事実が発生して

いる債務者。

B1ーB2
債務履行の確実性に当面問題なく、与信管

理上の安全性が十分な先。

C1ーC3
債務履行の確実性と与信管理上の安全性に

当面問題がない先。

D1ーD3

E1

債務履行の確実性に現状問題はないが、将

来の環境変化に対する抵抗力が低い先。

E2   R

金利減免・棚上げを行っている等貸出条件に

問題のある先、元金返済もしくは利息支払

いが事実上延滞している等履行状況に問題

のある先のほか、業績が低調ないしは不安

定な先または財務内容に問題がある先等、

今後の管理に注意を要する債務者。

償却・引当の実施方法

行内格付毎の債権額に、今後1年間の倒産確率に基づき算定された予想損失率を乗じた金額を「一般貸倒引当金」として計上。

債権額に、今後3年間の倒産確率に基づき算定された予想損失率を乗じた金額を「一般貸倒引当金」として計上。

なお、要管理先債権については、与信額が一定額以上の大口債務者のうち、債権の元本の回収及び利息の受け取りに係るキャッシュフローを合理的

に見積もることができる債権については、キャッシュフロー見積法（DCF法）による引当を実施。

債権額から、担保の処分可能見込額及び保証等による回収可能見込額を控除した残額のうち､a)債務者の支払能力を総合的に判断して算定した金

額、b)当該残額に今後3年間の倒産確率に基づき算定された予想損失率を乗じた金額、のいずれかを「個別貸倒引当金」等として計上。

なお、与信額が一定額以上の大口債務者のうち、債権の元本の回収及び利息の受け取りに係るキャッシュフローを合理的に見積もることができる債

権については、キャッシュフロー見積法（DCF法）による引当を実施。

債権額から、担保の処分可能見込額及び保証等による回収可能見込額を控除した残額全額を、「個別貸倒引当金」として計上、ないしは直接償却を

実施。

正常先

要注意先

破綻懸念先

実質破綻先

破綻先

預金担保等

優良担保・

保証等でカ

バーされた

与信。

全与信。

不動産担保

等一般担保・

保証等でカ

バーされた

与信。

Ⅰ分類以外

の与信。

担保の評価額

と時価との差

額部分（最終

の回収懸念が

あり、損失発生

の可能性が見

込まれるもの）。

Ⅰ・Ⅱ分類以

外の与信。

Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ分類

以外の与信

（回収不能

または無価

値と判定さ

れるもの）。

Ⅰ分類
（非分類）

Ⅱ分類 Ⅲ分類 Ⅳ分類

内
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開示債権、リスク管理債権の債権区分の関係」参照）。

次に、プール割当は、一定の残高に満たない小口の与

信先等を対象に、リスク特性の類似する与信先や債権の

集合体（プール）を組成したうえで、その組成したプール

ごとにリスクを把握し、管理する手法です。プールごとに

十分な小口分散を図ることにより、効率的な信用リスク管

理および与信管理を行っています。

なお、債務者格付、プール割当についての妥当性および

有効性の検証を、予め定められた手続に則り、原則年1回

実施しています。

●自己査定、償却・引当

資産の自己査定は、信用リスク管理の一環であるとと

もに、企業会計原則等に基づいた適正な償却・引当の準

備作業として、資産の実態把握を行うものです。具体的

には、与信企画部が資産の自己査定全般の統括を行い、

貸出資産・有価証券等の資産ごとに定めた管理・運営部署

と連携して自己査定の実施・運営を行うことで、資産内容

の実態を把握・管理する態勢としています。

「償却・引当」は、原則として、自己査定の結果に基づく

債務者区分と分類区分をベースに実施されます。

なお、平成20年3月末における償却・引当の結果は、

151ページの通りとなっています。

●案件審査

貸出資産の質を維持するためには、日常の与信管理を

通じて不良債権の新規発生を未然に防止することが極め

て重要となります。

案件審査については、基本的には、個別案件ごとに担当

営業部店において厳正に分析・審査を行い、営業部店長の

権限を超えるものについては本部の審査部門が審査を行

う態勢をとっています。審査部門においては、業種や規

模・地域等の切り口で専門の審査担当部を設置しており、

顧客やマーケットの特性に応じて専門的かつ迅速な審査

の実施、営業部店への適切なアドバイスを行うことができ

る態勢を整えています。

また、不良債権の新規発生を未然に防止する観点から、

特に、ダウンサイドリスクの高い低格付先に対しては、営

業部店と審査担当部が一体となり与信方針を明確化する

とともに、早い段階でのお取引先の健全化に向けた支援

を行う運営としています。

●不良債権への対応

当グループでは、専門部署による集中管理により企業再

生に向けた取り組みや回収努力を継続して行い、不良債

権のオフバランス化を進めています。

とりわけ、企業の再生努力をサポートすることは、金融

機関にとっての重大な使命であると考えており、再生に取

り組む企業の事業計画の検証、再生手法のアドバイス、

ならびに営業譲渡やM&A等の企業再生スキームの活用

等にグループの総力をあげて取り組んでおり、着実に実

績をあげてきています。

その他、不良債権一括売却（バルクセール）やグループ

のサービサーであるみずほ債権回収の活用等により、不良

債権の最終処理に効率的かつ迅速に取り組んでいます。

ポートフォリオ管理

●リスク計測

当グループは、統計的な手法によって、今後1年間に予

想される平均的な損失額（＝信用コスト）、一定の信頼区

間における最大損失額（＝信用VAR）、および信用VARと

信用コストとの差額（＝信用リスク量）を計測し、ポートフォ

リオから発生する貸倒損失の可能性を管理しています。

与信取引における取引指針を設定する際には、信用コ

ストを参考値として活用する等により、リスクに見合った

適正なリターンを確保する運営を行っています。また、

信用VARは、それが実際に損失として顕在化した場合、

発生頻度 

信用VAR

信用リスク量 

損失額 

信用コスト 

平均値 一定の信頼区間における値 
（例えば信頼区間99％で
あれば、試行1万回のうち
小さい方から9,900番目
の損失額を示します。） 

損失分布



67

自己資本および引当金の範囲内に収まるように、クレジット

ポートフォリオの内容をさまざまな観点からモニタリング

し、必要に応じてポートフォリオに制約を設定しています。

●リスク制御手法

当グループにおいては、全体の信用リスクを特定企業

への与信集中の結果発生する「与信集中リスク」と、企業

グループ・業種等への与信集中の結果発生する「連鎖デ

フォルトリスク」に分解しています。それぞれのリスクを

制御するために各種ガイドラインを設定し、リスク管理を

行っています。また、これらの各種ガイドラインの遵守状

況について、信用リスク管理担当部署がモニタリングし、

経営政策委員会にて報告しています（図表「配賦リスク

キャピタルと信用VARの制御」参照）。

●主なグループ会社のポートフォリオ

みずほ銀行のポートフォリオは、個人、中堅・中小企業を

中心とする国内一般事業法人、公共法人のお取引先を中

心に、小口に分散化されているという特徴を持っています。

みずほコーポレート銀行のポートフォリオは、国内の大企

業（一部上場企業等）および海外の一般事業法人を主要な

お取引先とし、国内外に分散している特徴を持っています。

それぞれのポートフォリオ特性を活かし、信用コストの削

減を図ると同時に、金融技術を駆使し、資産の取得・売却

等を戦略的に行っています。また、信用リスク量に留意し

ながら、当グループ全体の資本効率および収益力、株主

価値の向上を目指しており、その基盤としての信用リスク

管理をより一層高度化するよう努力しています。

みずほ信託銀行・みずほ証券については、特定企業の

与信集中をコントロールするために、お取引先の信用力

に応じて取引限度額を定めて、その遵守状況を確認し、

適切なポートフォリオ管理を行っています。

与信集中リスク相当分 

与信集中リスク 

連鎖デフォルトリスク相当分 

連鎖デフォルトリスク 

信用VAR配賦リスクキャピタル 

①格付別個社与信ガイドライン 
②企業グループ別与信ガイドライン 
③地域・国別与信ガイドライン 
④業種別与信ガイドライン 

み　ず　ほ　銀　行：①②④を設定 
みずほコーポレート銀行：①②③④を設定 
み ず ほ 信 託 銀 行：①②④を設定 

≧ 

制御 

配賦リスクキャピタルと信用VARの制御

北米 

アジア 

欧州 

その他 

日本 

公共法人 

個人 

国内一般事業法人 

その他 

みずほ銀行のクレジットポートフォリオ

みずほコーポレート銀行のクレジットポートフォリオ
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市場リスク・流動性リスク管理について

基本的な考え方

当グループでは、市場リスクを「金利・株価・為替等の変

動により損失を被るリスク」とし、「市場の混乱等で市場

において取引ができなくなったり、通常より著しく不利な

価格での取引を余儀なくされることにより損失を被るリス

ク（市場流動性リスク）を含む」と定義しています。また、

流動性リスクを「当グループの財務内容の悪化等により

必要な資金が確保できなくなり資金繰りがつかなくなる

場合や、通常より著しく高い金利での資金調達を余儀な

くされることにより損失を被るリスク」と定義しています。

当グループの市場リスク・流動性リスク管理は、みずほ

フィナンシャルグループが統括しています。具体的には、

市場リスク・流動性リスク管理に関する当グループ全体の

基本的な方針を定め、主要グループ会社の管理を行い、

あわせて、当グループ全体の市場リスク・流動性リスク管

理の状況をモニタリングし管理する体制となっています。

市場リスク管理態勢

●みずほフィナンシャルグループにおける市場リスク管理

みずほフィナンシャルグループにおいては、取締役会が

市場リスク管理に関する重要な事項を決定します。また、

ALM・マーケットリスク委員会において、ALMにかかわ

る基本的な方針・リスク計画・市場リスク管理に関する事

項や、マーケットの急変等緊急時における対応策の提言

等、総合的に審議・調整等を行います。リスク管理グルー

プ長は市場リスク管理の企画運営に関する事項を所管し

ます。総合リスク管理部は、市場リスクのモニタリング・報

告と分析・提言、諸リミットの設定等を担い、市場リスク管

理に関する企画立案・推進を行います。

総合リスク管理部は、当グループ全体の市場リスクの

状況を把握・管理するとともに、主要グループ会社からの

市場リスク管理に関する報告により、リスクの状況等を把

握し、社長への日次報告や、取締役会および経営会議等

に対する定期的な報告を行っています。

市場リスクの管理方法としては、主要グループ会社の

おのおののリスクプロファイルを勘案し、配賦リスクキャ

ピタルに対応した諸リミット等を設定し、保有する市場リ

スクが資本勘定等の財務体力を超えないようにリスクを

制御しています。なお、市場リスクの配賦リスクキャピタ

ルの金額は、VARとポジションをクローズするまでに発生

する追加的なリスクを対象としています。トレーディング

業務およびバンキング業務については、ＶＡＲによる限度

および損失に対する限度を設定しています。また、バンキ

ング業務等については、必要に応じ、金利感応度等を用い

たポジション枠を設定しています。

諸リミットは、業務戦略や、過去の枠使用率、リスク負

担能力（収益・自己資本・リスク管理体制）、収益目標、商

品の市場流動性等を考慮し、ＡＬＭ・マーケットリスク委員

会での審議・調整および経営会議での審議を経て社長が

決定します。

左記以外の 
主要グループ 
会社 

みずほ 
コーポレート 
銀行 

みずほ証券 
みずほ 
信託銀行 みずほ銀行 

主要グループ会社 

主要グループ会社 

拠点 

取締役会 

社長 

ALM・マーケットリスク委員会 

総合リスク管理部 

経営会議 

リスク管理グループ長 

取締役会 

頭取・社長 

ALM・マーケットリスク委員会等 

総合リスク管理部 

経営会議 

リスク管理担当役員 

みずほフィナンシャルグループ 

●基本方針の提示 
●諸リミットの承認 
●リスク管理に関する指示 

●リスク管理状況の報告 
●諸リミットの申請 

ミドルオフィス 

フロントオフィス 

市場・流動性リスク管理体制
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●主要グループ会社における市場リスク管理

当グループの市場リスクの大宗を占めるみずほ銀行、

みずほコーポレート銀行、みずほ信託銀行およびみずほ

証券等では、みずほフィナンシャルグループで定めた「市

場リスク管理の基本方針」に則った基本方針を制定し、市

場リスク管理に関する重要な事項については、基本方針

に則り、取締役会が決定し、頭取・社長が市場リスク管理

を統括しています。また、市場リスク管理等について総合

的に審議・調整を行う経営政策委員会（ALM・マーケット

リスク委員会等）を設置しています。同委員会は、ALM

にかかわる基本的な方針・リスク計画に関する事項・市場

リスク管理に関する事項の審議・調整や、マーケットの急

変等緊急時における対応策の提言等を行います。リスク

管理グループを担当する役員は、市場リスク管理の企画

運営に関する事項を所管します。また、当グループ共通

のリスクキャピタル配賦制度のもとで、市場リスクに対し

て、みずほフィナンシャルグループから配賦されるリスク

キャピタルに応じて諸リミットを設定し管理しています。

これらの各社には、市場リスクの一元的なモニタリン

グ・報告と分析・提言、諸リミットの設定等、市場リスク管

理に関する企画立案・推進を担う、全社的な市場リスク管

理の専門部署を設置しています。同部署は市場リスク管

理の状況等を、頭取・社長をはじめ経営陣には日次で、ま

た、取締役会および経営会議等の場において定期的に報

告しています。また、みずほフィナンシャルグループに対

しても、定期的に報告を実施しています。さらに、市場性

業務に関しては、フロントオフィス（市場部署）やバックオ

フィス（事務管理部署）から独立したミドルオフィス（リス

ク管理専担部署）を設置し相互に牽制が働く体制として

います。ミドルオフィスは、VARに加えて、取引実態に応

じて10BPV（ベーシスポイントバリュー）等のリスク指標

の管理、ストレステストの実施、損失限度の設定等により、

VARのみでは把握しきれないリスク等もきめ細かく管理

しています。「市場流動性リスク」については、金融商品ご

とに市場での取扱高等を勘案したポジションのモニタリン

グを行っています。

流動性リスク管理態勢

●みずほフィナンシャルグループにおける流動性リスク管理

流動性リスク管理体制は、基本的に前述の市場リスク

管理体制と同様ですが、これに加え、財務・主計グループ

長が資金繰り管理の企画運営に関する事項を所管し、財

務企画部が、資金繰り運営状況の把握・調整等を担い、

資金繰り管理に関する企画立案・推進を行います。資金

繰りの状況等については、ALM・マーケットリスク委員会、

経営会議および社長に報告しています。

流動性リスクの計測は、市場からの資金調達にかかる

上限額等、資金繰りに関する指標を用いています。流動性

リスクにかかるリミット等は、ALM・マーケットリスク委員

会での審議・調整および経営会議の審議を経て社長が決

定します。さらに、資金繰りの状況に応じた「平常時」・

｢懸念時｣・｢危機時｣の区分、および「懸念時」・「危機時」

の対応について定めています。これに加え、当グループの

資金繰りに影響を与える「緊急事態」が発生した場合に応

じた行動計画等を定め、緊急事態が発生した際に、迅速な

対応を行うことができる体制を構築しています。

●主要グループ会社における流動性リスク管理

みずほ銀行、みずほコーポレート銀行、みずほ信託銀

行およびみずほ証券等における流動性リスク管理体制は、

基本的に前述の市場リスク管理体制と同様ですが、リスク

管理を担当する役員は流動性リスク管理の企画運営に関

する事項を所管し、市場・ALM部門を担当する役員が資

金繰り管理の企画運営に関する事項を担っています。

管理手法としては、市場からの資金調達についての限

度額等、資金繰りにかかる管理指標を制定し、流動性リス

クを的確にコントロールしています。みずほフィナンシャ

ルグループと同様に、上記各社では、資金繰りの状況に応

じた「平常時」・｢懸念時｣・｢危機時｣の区分、および「懸念

時」・「危機時」の対応について定めています。

各社においては、流動性リスク管理および資金繰り管

理の状況について、経営政策委員会（ALM・マーケットリ

スク委員会等）、経営会議および頭取・社長に報告する等、

厳格な管理を行っています。

内
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みずほフィナンシャルグループにおける市場リスクの状況

●市場リスクの状況

バンキング業務

平成19年度のバンキング業務における市場リスク量

（VAR）の状況は以下の通りとなっています。

当グループの市場リスクの大宗を占める金利リスクにつ

いては、金利感応度による分析も行っています。下の表は、

平成20年3月末時点のバンキング業務における円金利リ

スクにかかわる金利感応度を期間別に示したものです。

トレーディング業務

平成19年度の当グループのトレーディング業務におけ

る市場リスク量（VAR）の状況およびVARのリスクカテ

ゴリー別内訳は、以下の通りとなっています。

●バックテスト

みずほフィナンシャルグループでは、VARによる市場

リスク計測の有効性を確認するため、VARと損益を比較

するバックテストを定期的に行っています。

次ページ上のグラフは、トレーディング業務における平

成19年度の日々のＶＡＲと対応する損益を対比したもの

注）バンキング業務には、政策保有株式を含みません。 

（VAR：億円） （％） 

VAR 5年物国債金利 

バンキング業務における市場リスク量（ＶＡＲ）の年度別推移 

 

年度末日 

最大値 

最小値 

平均値 

バンキング業務のＶＡＲ計測手法 
線　形リスク ： 分散・共分散法 
非線形リスク ： モンテカルロシミュレーション法 
ＶＡＲ ： 線形リスクと非線形リスクの単純合算 
定量基準 ： ① 信頼区間　片側99％ 
  ② 保有期間　1カ月 
  ③ 観測期間　1年 

平成17年度 

2,586 

3,039 

1,605 

2,268

（単位：億円） 
平成18年度 

1,528 

2,472 

1,528 

2,139

平成19年度 

2,132 

2,515 

1,031 

1,794

増　減  
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平成19年度 みずほフィナンシャルグループにおける
VARの状況（バンキング業務）

（VAR：億円） 

トレーディング業務における市場リスク量（VAR）の年度別推移 

 

年度末日 

最大値 

最小値 

平均値 

トレーディング業務のＶＡＲ計測手法 
ＶＡＲ計測手法 
線　形リスク ： 分散・共分散法 
非線形リスク ： モンテカルロシミュレーション法 
ＶＡＲ ： 線形リスクと非線形リスクの単純合算 
定量基準 ： ① 信頼区間　片側99％ 
  ② 保有期間　1日 
  ③ 観測期間　1年 

トレーディング業務 
業務目的 ： 市場価格の短期的な変動、市場間の価格差等を利用して 
  利益を得る業務 
計測範囲 ： 特定取引勘定等、トレーディング業務の目的で行われた取引 

平成17年度 

67 

79 

30 

44

（単位：億円） 

平成18年度 

51 

55 

20 

32

39 

65 

32 

43

平成19年度 増　減  

28 

14 

△2 

1

合　計 

　金利リスク 

　為替リスク 

　株価リスク 

　商品リスク 

平成18年度 

（単位：億円） 

平成19年度 

年度 
末日 

最大値 

 

最小値 

 

平均 

 

年度 
末日 

最大値 最小値  
 

43 

23 

12 

18 

2
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16 

2
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3

 
 

65 

39 

40 

35 

4

 
 

32 

14 

5 

7 

0

 

構成比 

ー 

52％ 

46％ 

36％ 

5％ 

平均 

注）最大値および最小値のカテゴリー別／合計のＶＡＲは、それぞれ、別々の日となっています。
また、リスクカテゴリー別ＶＡＲの単純合計は、相互に一部リスクを打ち消しあうため合計
とは一致しません。 
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平成19年度 みずほフィナンシャルグループにおける
トレーディング業務のVARの状況

合　計 

　1年以内 

　1年超から5年以内 

　5年超 

平成18年3月末 

（単位：10億円） 

平成19年3月末 

△27 

  △7 

△14 

  △6

増　減 

0 

△1 

7 

△7

平成20年3月末 

△48 

  △6 

△21 

  △20

△48 

  △7 

△14 

  △27

平成19年度 みずほフィナンシャルグループにおける
期間別金利感応度(10BPV)

みずほフィナンシャルグループにおける
トレーディング業務のリスクカテゴリー別VARの状況
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ですが、期間中に損益がVARを上回った日はありません

でした。バックテストに使用するVARと対比する損益は、

一般市場リスクを対象とした仮想損益を使用しています。

●欧米金融市場混乱（「サブプライム問題」）への対応

米国の低所得者層向け住宅ローン（サブプライムロー

ン）の延滞率が上昇したことに伴い、これらの証券化商品

の価格が急落しました。その後、欧米金融市場において、

サブプライム関連商品以外も含めた証券化商品等の価格

が市場流動性の枯渇を伴い急落する等、平成19年度の

欧米金融市場は過去に例を見ないストレス的な混乱に見

まわれました。

このような市場環境において、過去のデータに基づく

VARによる市場リスク計測および管理には限界があるた

め、証券化商品等に対し、①保有上限残高枠管理の強化、

②市場流動性枯渇をふまえたストレステストの実施等の

対応を行いました。

●ストレステスト

VARは、統計的な仮定に基づく市場リスク計測方法で

あるため、仮定した水準を超えて市場が急激に変動した

場合にどの程度の損失を被るかについてのシミュレー

ションとして、ストレステストを定期的に行っています。

ストレステスト手法としては、過去5年の最大変動を基に

損失額を算出する方法、過去の市場イベント時の市場変動

を基に損失額を算出する方法等を実施しています。また、

証券化商品等について、サブプライム問題を起因とする市

場流動性枯渇をふまえたストレステストを追加しています。

左下の表は、トレーディング業務における、上記手法に

よる損失額の結果です。

●アウトライヤー基準

自己資本比率規制において、一定のストレス的な金利

変動シナリオを想定した場合にバンキング業務から発

生する損失額を算出し、その損失額と広義の自己資本

（Tier1:基本的項目＋Tier2：補完的項目）を比較、その比

率が20％を超える場合、「アウトライヤー」と見なされ、

リスク量の縮小等対応が求められる可能性があります。

みずほフィナンシャルグループでは、ストレステストの一環

として、月次にてバンキング業務から発生する損失額の

計測を行っています。

下の表は、ストレス的な金利変動シナリオが発生した場

合のバンキング業務における損失額です。バンキング業

務から発生する損失額は、広義自己資本の8.8％であり、

「アウトライヤー」と見なされる20％を大幅に下回ってお

り、バンキング業務におけるリスクが、十分にコントロー

ルが可能な金額であること（「アウトライヤー」に該当しな

いこと）を示しています。なお、平成18年度に比べ自己

資本に対する割合が増加しましたが、これは、主に平成

19年度の円およびドル金利低下局面において、金利リス

クを拡大したこと等によるものです。

●マーケット・リスク相当額

みずほフィナンシャルグループでは、自己資本比率規制

におけるマーケット・リスクに対する所要自己資本（マー

ケット・リスク相当額）を算出する方法として、基本的に

（仮想損益：億円） 

（VAR：億円） 
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平成19年度 みずほフィナンシャルグループにおける
バックテスト結果

想定最大損失 

ストレステストによる最大の損失（保有期間１カ月） 

証券化商品等の市場流動性枯渇をふまえた 
ストレステスト（保有期間１年） 
 

平成20年3月末基準（単位：億円） 

 

482 

424

平成19年度 みずほフィナンシャルグループにおける
ストレステストの結果

 

平成18年3月末基準 

平成19年3月末基準 

平成20年3月末基準 

　うち円金利の影響 

　　　ドル金利の影響 

　　　ユーロ金利の影響 

 

損失額  

（単位：億円） 

広義自己資本 自己資本に対する割合 

89,932 

88,413 

77,083

1,613 

6,261 

6,793 

3,912 

2,302 

443

1.8％ 

7.1% 

8.8%

注）上記損失額において、明確な金利改定間隔がなく、預金者の要求によって随時払い出さ
れる当座預金や普通預金等の一部については、コア預金として認識のうえ、適切な方法に
より計測を行っています。 

みずほフィナンシャルグループにおける
「アウトライヤー基準」結果

内
部
管
理
態
勢
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内
部
管
理
態
勢

一般市場リスクは内部モデル方式、個別リスクは標準的

手法を適用しています。また、内部モデル方式は、特定

取引等のトレーディング取引を対象としています。

「アウトライヤー基準」におけるストレス的な金利変動シナリオ

過去6年間の日々の金利データを用い、年次ベースの変動データ

（5年分）を作成し、99％の信頼区間に相当する実際の変動データを金

利変動シナリオとする。

コア預金

コア預金は、対象となる当座預金や普通預金等の預金残高の①過去

10年間における最低残高、②過去5年の最大年間流出量を現残高か

ら差し引いた残高、または③現残高の50％相当額のうち、最低残高を

上限とし、最長5年（平均期間2.5年）の取引として取り扱っています。

ＡＬＭ（Asset Liability Management）

金融機関が、リスクの適正化と収益の極大化を目指して、保有する資

産および負債を総合して管理のうえ、それらに内在する金利リスクおよ

び流動性リスクをコントロールすることです。

トレーディング業務

トレーディング業務とは、特定取引勘定等、市場価格の短期的な変

動、市場間の価格差等を利用して利益を得る業務です。トレーディン

グ業務の取引は、市場流動性等をふまえた適切な市場価格等により評

価を行っています。

ＶＡＲ（Value at Risk）

市場の動きに対し、一定期間（保有期間）・一定確率（信頼区間）のもと

で保有ポートフォリオが被る可能性のある想定最大損失額で、市場リスク

量を計測する方法です。ＶＡＲの金額は保有期間・信頼区間の設定方法、

市場の変動の計測手法（計測モデルと呼びます）によって異なります。

10ＢＰＶ（Basis Point Value）

金利感応度の指標で、金利水準が10ベーシスポイント（＝0.1％）上昇

する場合に、保有するポジションの価値（時価評価額）がどれだけ増減す

るかを示した数値。きめ細かなポジション運営を行うために、金利関連ポ

ジション枠ごとに通常その上限として設定しています。

マーケット・リスク相当額（内部モデル方式）

内部モデル方式によるマーケット・リスク相当額の算出方法は、算出

基準日のVARと算出基準日を含む直近60営業日のVARの平均に

バックテストの超過回数により決定される乗数（3.00から4.00まで

の値）を乗じた額のいずれか大きい額。

個別リスク

自己資本比率規制におけるマーケット・リスク相当額では、市場全体

の共通の要素（金利、為替等）の変動により発生するリスクを一般市場

リスク、一般市場リスク以外により発生するリスクを個別リスクとして

います。個別リスクの主な要因は、債券や株式等において銘柄固有の

信用力や市場流動性等により発生するリスクです。

オペレーショナルリスク管理について

基本的な考え方

当グループでは、オペレーショナルリスクを「内部プロ

セス・人・システムが不適切であることもしくは機能しない

こと、または外生的事象が生起することから当グループ

に生じる損失にかかるリスク」と定義しています。

当グループは、オペレーショナルリスクについて、シス

テムリスク、事務リスク、法務リスク、人的リスク、有形資

産リスク、規制・制度変更リスク、レピュテーショナルリス

クの各リスクを含む幅広いリスクと考え、管理体制や管理

方法に関するリスク管理の基本方針をそれぞれのリスクに

ついて定めています。みずほ銀行、みずほコーポレート銀

行、みずほ信託銀行、みずほ証券、みずほインベスターズ

マーケット・リスク相当額 

　うち標準的手法 

　　　内部モデル方式 

（単位：億円） 

平成20年3月末 

1,642 

1,129 

512

増　減 

△107 

△253 

145

平成19年3月末 

1,749 

1,382 

367

マーケット・リスク相当額の算出に使用した内部モデル方式の 
VAR計測手法 
線　形リスク ： 分散・共分散法 
非線形リスク ： モンテカルロシミュレーション法 
VAR　　　  ： 線形リスクと非線形リスクの単純合算 
定量基準　　： ①信頼区間　片側99％ 
 ②保有期間　10日 
 ③観測期間　1年 

マーケット・リスク相当額

みずほ銀行 
みずほコーポレート銀行 
みずほ信託銀行 
みずほ証券　等 

主要グループ会社 

オペレーショナルリスク管理 
（所管部：総合リスク管理部） 

システムリスク管理所管部 

事務リスク管理所管部 

・・・・・・・・・・・ 
各リスク 
管理所管部 

取締役会 

社長 経営会議 

リスク管理を担当する各役員 

●基本方針の提示 

●リスク管理に関する指示 
●リスク管理状況の報告 

みずほフィナンシャルグループ 

オペレーショナルリスク管理体制
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証券、および資産管理サービス信託銀行でも、同様に各リ

スク管理の基本方針を定め、リスクを適切に把握・管理し

ています。

オペレーショナルリスク管理態勢

みずほフィナンシャルグループ、みずほ銀行、みずほ

コーポレート銀行、みずほ信託銀行、みずほ証券、みずほ

インベスターズ証券、および資産管理サービス信託銀行

では、データ収集ルールを制定し、グループ共通の各種

データベースの整備を図るとともに、今後起こり得る損

失事象や業務環境・内部管理上の変化を織り込んだ形で、

オペレーショナルリスク量を定期的に把握しています。

当グループでは、統制自己評価の実施や計量化手法の

向上を通じて、金融業務の高度化・多様化、およびシステ

ム化等の進展に伴い生じるさまざまなオペレーショナル

リスクを、適切に特定、評価・計測、モニタリング、コント

ロールするための管理手法・管理態勢の整備・強化に取り

組んでいます。

なお、平成18年度より、新しい自己資本比率規制（バー

ゼルⅡ）が実施され、オペレーショナルリスクが対象に追

加されました。当グループでは、自己資本比率規制にお

けるオペレーショナルリスクに対する所要自己資本（オペ

レーショナル・リスク相当額）を算出する方法として、粗利

益配分手法を用いています。具体的には、粗利益を業務

区分に配分したうえで、当該業務区分に応じて定められ

た掛目を乗じて得た額を合計して算出する方法です。

統制自己評価（コントロールセルフアセスメント）

業務に内在するリスクを特定し、管理を行ってもなお残存するリス

クを評価・把握したうえで、必要なリスク削減策を策定し実行してい

く自律的なリスク管理手法。

各リスクの定義と主な管理手法

当グループでは、下の表に示した通り、オペレーショナ

ルリスクとして取り扱う各リスクを定義し、各リスクの規

模や性質に適した管理手法を策定し管理を行っています。

法務リスク

主な管理手法

システムリスク

事務リスク

コンピュータシステムのダウン・誤作動等のシステム不備やシ

ステムの不正使用により、お客さまへのサービスに混乱をき

たす等、お客さまや当グループに損失が発生するリスク。

法令や契約等に反すること、不適切な契約を締結すること、

その他の法的要因により当グループに損失が発生するリスク。

人的リスク

人材の流出・喪失、士気の低下、不十分な人材育成、不適切な

就労状況・職場・安全環境、人事運営上の不公平・不公正、差別

的行為等により、当グループに損失が発生するリスク。

・遵守すべき具体的な基準の制定とリスクの把握、評価結果に応じた

リスク軽減策の実施。

・システム開発における工程管理・品質管理等のプロジェクト管理の徹底。

・情報漏えいを防ぐためのセキュリティ強化。

・バックアップシステムの整備や障害訓練等、緊急時対応の実効性向上。

・事務の取扱方法を明確にした事務手続の制定。

・事務処理状況の定期的点検。

・本部による教育研修、事務指導の実施。

・事務処理に関するシステム化・機械化・集中化等の推進。

・緊急時対応に向けた障害訓練等の実施。

・重要な意思決定、契約、対外文書等についての適法性を含む法的問

題の検証・確認。

・法務関連情報の収集・発信、社内教育研修等の実施。

・訴訟についての問題点等の分析および対応。

・職場意識実態調査の実施。

・休暇取得状況の把握。

・自己都合退職状況の把握。

有形資産リスク

災害、犯罪または、資産管理の瑕疵等の結果、有形資産（動

産・不動産・設備・備品等）の毀損や執務環境等の質の低下に

より、当グループに損失が発生するリスク。

・設備更新、営繕工事等の主要工事計画策定と進捗状況の管理。

・自然災害等による有形資産毀損状況の把握と、適切な対応。

規制・制度変更リスク
法律、税制、会計制度等の各種規制・制度が変更されることに

より、当グループに損失が発生するリスク。

・業務運営や財務状況等に多大な影響を及ぼす可能性のある重要な規

制・制度変更の内容の、適時かつ正確な把握。

・規制・制度変更にともなう影響度分析や対応方針の策定。

・上記の対応状況に係る継続的なモニタリング。

レピュテーショナル
リスク

当グループの営業活動に関連して現実に生じた各種のリスク

事象、または虚偽の風説・悪意の中傷等が報道されたり市場関

係者等が知ることで、結果的に当グループの信用または『みず

ほ』ブランドが毀損し、当グループに損失が発生するリスク。

・経営に大きな影響を及ぼすと判断される情報等の一元的な把握・管

理と、規模・性質等に応じた適切な管理態勢の構築。

・風評・風説の早期発見と、緊急度・影響度等の観点からの適切な対応

による損失極小化。

役職員が正確な事務を怠る、あるいは不正や過失等に起因し

て不適切な事務が行われることにより、お客さまへのサービ

スに混乱をきたす等、お客さまや当グループに損失が発生す

るリスク。

定　義

上記各リスクにまたがって構成される複合的なリスクである、「情報セキュリティに係るリスク」と「コンプライアンスリスク」についても、オペレーショ

ナルリスクとして把握・管理しています。

内
部
管
理
態
勢

（平成20年6月26日現在）
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■ 内部監査態勢

基本的な考え方

当グループでは、「内部監査」は、業務ラインから独立

した立場で内部管理の主要目的（リスク管理の適切性、

業務運営の効率性と有効性、財務報告の信頼性、法令等

および社内諸規程の遵守等）の達成状況を客観的・総合

的に評価し、課題解決のための助言・是正勧告まで実施

する一連のプロセスとして位置づけています。

当グループの内部監査はこの一連のプロセスの遂行を

通じて、当グループ各社の取締役会が自己責任原則経営

の責務を効率的かつ有効に成し遂げることを支援します。

具体的には、当グループでは、みずほフィナンシャルグ

ループが「内部監査の基本方針」を定め、この基本方針

に則って主要グループ会社が各社のグループ会社を含め

て内部監査を実施する態勢としています。

また、グループ会社をまたがるリスク項目については、

各社内部監査部門が協力しグループ会社共通テーマ監査

を実施する等、グループとしてのリスクコントロール状況

も検証しています。

当グループの内部監査の運営体制

●みずほフィナンシャルグループ

みずほフィナンシャルグループでは、業務部門から独立

した業務監査委員会（委員長：社長）を設置し、内部監査

に関する重要事項の審議・決定を行っています。

内部監査については、主要グループ会社からの内部監

査の結果や問題点のフォローアップ状況等の報告に基づ

いて各社の内部監査と内部管理態勢を検証することによ

り、主要グループ会社における内部監査の実施状況を一

元的に把握・管理しています。

また、それらの検証結果および当グループの内部監査

にかかわる重要事項については、業務監査委員会にて審

議・決議を行い取締役会に報告しています。

●みずほ銀行・みずほコーポレート銀行

みずほ銀行とみずほコーポレート銀行でも、業務部門

から独立した業務監査委員会を設置し、内部監査部門の

独立性を確保しています。

両行では業務監査部ならびに資産監査部を設置し、国

内外営業拠点・本部各部室・グループ会社等の内部監査

を実施しています。具体的には、業務監査部は、コンプラ

イアンスやリスク管理等に関する業務運営状況の適切

性・有効性を検証しています。資産監査部は、自己査定監

査に加え信用格付監査・与信管理状況監査を実施し、資

産の健全性確保の観点から必要とされる事項についてそ

の正確性・適切性を検証しています。

●その他の主要グループ会社

みずほ信託銀行・みずほ証券等、その他の主要グルー

プ会社においても、おのおのの業態の特性を勘案した効

果的・効率的な内部監査体制を構築しています。

（平成20年6月26日現在）

取締役会 

監査 
社内 
各部 

社長 

（業務監査委員会） 委員長 

業務監査委員会 

内部監査部門長 
（担当部：監査業務部） 

みずほフィナンシャルグループ 

みずほ銀行、みずほコーポレート銀行等の
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みずほフィナンシャル 
グループが管理 
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みずほフィナンシャルグループのコーポレートデータ

グループの沿革

平成11年
（1999年）

12月 ●第一勧業銀行、富士銀行、日本興業銀行の3行による、
全面的統合に関する契約の締結

9月 ●みずほホールディングスの普通株式を東京証券取
引所、大阪証券取引所に上場

●みずほホールディングス設立

10月 ●みずほ証券発足

●みずほ信託銀行発足

3月 ●みずほホールディングスの普通株式をロンドン証券
取引所に上場

4月 ●損害保険窓口販売開始（第一勧業銀行・富士銀行）

5月 ●みずほ証券、主要な投資銀行業務をフルラインで取
り扱い開始

11月 ●確定拠出年金業務開始

4月 ●会社分割および合併により、3行をみずほ銀行、みず
ほコーポレート銀行に統合・再編

●みずほ証券とみずほ信託銀行、みずほホールディン
グスの直接子会社に

●みずほ銀行、みずほコーポレート銀行とみずほ信託
銀行との間で信託代理店制度導入

10月 ●変額個人年金保険窓口販売開始（みずほ銀行）

●証券会社との同一フロアでの共同店舗開始（みずほ銀行）

1月 ●みずほフィナンシャルグループ設立

3月 ●みずほホールディングスの普通株式の東京証券取引
所、大阪証券取引所、ロンドン証券取引所上場廃止

●グループ経営体制の再編

・みずほフィナンシャルグループの普通株式を東京証券取
引所、大阪証券取引所に上場

・みずほホールディングス、銀行・証券持株会社として、中間
持株会社に

・みずほインベスターズ証券、みずほ銀行の子会社に

・みずほ証券、みずほコーポレート銀行の子会社に

・みずほ信託銀行、みずほアセット信託銀行が合併、みずほ
信託銀行に

平成12年
（2000年）

平成13年
（2001年）

平成14年
（2002年）

平成15年
（2003年）

3月 ・みずほホールディングス、みずほ信託銀行、戦略子会社等※

を、みずほフィナンシャルグループの直接の子会社または
関連会社に

●みずほフィナンシャルグループ発行の、第十一回第
十一種優先株式、第十二回第十一種優先株式、第十
三回第十三種優先株式の総額1兆819億3千万円
の払込手続き完了

5月 ●みずほプロジェクト、みずほコーポレート、
みずほグローバル、みずほアセット設立

6月 ●みずほアドバイザリー設立

3月 ●みずほ証券、海外証券現地法人を完全子会社化

●みずほ証券、農中証券から営業のすべての譲り受け
を完了

7月 ●みずほ銀行、オリエントコーポレーションとリテール
分野における包括的業務提携の基本合意書を締結

8月 ●みずほ証券、マネックス・ビーンズ・ホールディングス・
グループと株式の販売委託業務等に関する業務提携
契約を締結

9月 ●みずほ証券、農林中央金庫から749億円の第三者
割当増資を受け入れ

10月 ●第一勧銀情報システム、富士総合研究所、興銀シス
テム開発が統合し、みずほ情報総研に

12月 ●みずほ銀行、みずほインベスターズ証券と証券仲介
業務に関する業務委託契約を締結し、証券仲介業務
を開始

●みずほ銀行、システム統合を完了

●みずほフィナンシャルグループとみずほ銀行とユー
シーカード、クレディセゾンと包括的業務提携基本契
約書を締結

1月 ●みずほ銀行、みずほ信託銀行と遺言信託業務に関す
る代理店契約を締結し、遺言信託業務の取り扱いを
開始

●みずほコーポレート銀行とみずほ証券、日興コーディ
アルグループおよび日興コーディアル証券と業務提
携契約を締結

3月 ●当グループの公的資金劣後債を完済

●みずほ銀行、東日本旅客鉄道とカード事業における
業務提携につき基本合意書を締結

※資産管理サービス信託銀行、第一勧業アセットマネジメント、
富士投信投資顧問、興銀第一ライフ・アセットマネジメント、
ユーシーカード、みずほ総合研究所、第一勧銀情報システム、
富士総合研究所、興銀システム開発、みずほキャピタル

平成16年
（2004年）

平成17年
（2005年）
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4月 ●みずほコーポレート銀行、みずほ証券および新光証
券と証券仲介業務に関する業務委託契約を締結し、
証券仲介業務を開始

●みずほフィナンシャルグループ、事業戦略『“Channel
to Discovery”Plan』を発表
（骨子）公的資金の完済、新たなビジネスポートフォ
リオ戦略（当グループを「グローバルコーポレート」、
「グローバルリテール」、「グローバルアセット＆ウェ
ルスマネジメント」の3つのグローバルグループに再
編）の展開、新たなコーポレートマネジメント戦略
（ニューヨーク証券取引所への上場、CSR（企業の
社会的責任）活動の推進、ブランドの確立）の展開、
中期経営計画

●みずほ銀行、ワコビア銀行およびウェルズファーゴ銀
行と顧客相互紹介、キャッシュマネジメントプロダク
ト、トレードファイナンス、投資信託販売(日本国内)、
ウェブサイトの相互リンク（ワコビア銀行のみ）に関
する業務提携契約をそれぞれ締結

●みずほ信託銀行、バンク・オブ・ニューヨークと「みず
ほーバンク・オブ・ニューヨークグローバル運用」の立
ちあげ、投資信託販売（日本国内）、およびそれらの
グローバルカストディ分野に関する業務提携契約を
締結。なお、投資信託販売については、みずほ銀行
もバンク・オブ・ニューヨークと業務提携契約を締結

8月 ●みずほコーポレート銀行、米国にニューヨーク支店
ヒューストン出張所を開設

9月 ●みずほフィナンシャルグループ、情報セキュリティマ
ネジメントシステムの第三者認証（ISMS、BS7799）
を全部門で取得

10月 ●再生専門子会社4社（みずほプロジェクト、みずほ
コーポレート、みずほグローバル、みずほアセット）
は、各々の親銀行であるみずほ銀行、みずほコーポ
レート銀行およびみずほ信託銀行と合併

●みずほフィナンシャルグループとみずほホールディン
グスと共同で、「富裕個人関連連携推進営業」を会社
分割し、新設のみずほプライベートウェルスマネジメ
ントに承継

●みずほフィナンシャルストラテジー（旧みずほホール
ディングス）が保有するみずほ銀行およびみずほコー
ポレート銀行の株式の全てをみずほフィナンシャル
グループが取得

●ユーシーカードとみずほキャピタル、みずほ銀行の
子会社に

11月 ●みずほフィナンシャルグループ、みずほフィナンシャル
ストラテジーが保有するみずほフィナンシャルグルー
プの普通株式について、グローバルオファリングによ
り763,000株（総額5,316億円）の売出しを実施

2月 ●みずほコーポレート銀行、米国にニューヨーク支店ア
トランタ出張所を開設

3月 ●みずほ銀行とユーシーカード、エヌ･ティ･ティ･ドコモ
とおサイフケータイ○Ｒを活用したクレジットサービス
「iD」の推進に関する業務提携の実施等、包括的業
務提携契約を締結

●みずほ銀行、個人のお客さまに特化した新型拠点を
六本木ヒルズに開設

●みずほコーポレート銀行、グローバルなビジネス展
開に対応する全面的な組織改編を実施

●みずほアドバイザリー解散

4月 ●みずほフィナンシャルグループ、一橋大学を皮切りに
寄付講座・寄付講義の開設を開始

●みずほフィナンシャルグループ、東京学芸大学との金
融教育に関する共同研究を開始

5月 ●みずほコーポレート銀行、インドにニューデリー支店
を開設

6月 ●みずほコーポレート銀行、中国に無錫支店を開設

7月 ●オランダみずほコーポレート銀行、ベルギーにブ
リュッセル支店を開設

●みずほフィナンシャルグループ、公的資金優先株式
を完済し、これにより、当初公的資金残高2兆
9,490億円を完済

●みずほコーポレート銀行、英国において資産運用会
社「みずほインベストメント・マネジメント（UK）」を
設立

●みずほフィナンシャルグループ、東京大学経済学部
金融学科新設に向けた協力を開始

8月 ●みずほ銀行、生体認証機能付きICキャッシュカードの
発行を開始

9月 ●みずほコーポレート銀行とみずほ証券、韓国の韓国
産業銀行との戦略的業務提携契約を締結

●みずほコーポレート銀行とみずほ証券、韓国の新韓
銀行およびグッドモーニング新韓証券と業務協力協
定を締結。みずほコーポレート銀行、新韓金融持株
会社に出資

10月 ●みずほコーポレート銀行、ベトナムにホーチミン支店
を開設

●みずほ銀行、個人のお客さまにより重点を置いた店
舗「パーソナルスクエア」の展開を開始

11月 ●みずほフィナンシャルグループ、ニューヨーク証券取
引所に米国預託証券（ADR）を上場

●みずほ銀行、全国700店舗でATMの利用時間を平
日7:00～24:00に順次延長と発表

●みずほ信託銀行、相談型の新型店舗「自由が丘トラ
ストオフィス」を開設

12月 ●みずほコーポレート銀行、米国銀行持株会社法に基
づく「金融持株会社」（FHC）の資格を取得

平成18年
（2006年）
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みずほフィナンシャルグループのコーポレートデータ

1月 ●みずほ銀行とユーシーカード、クレジットカード事業
において、クレディセゾンと共同プロセシング会社の
設立を含む「統合・再編」を行うことで基本合意

2月 ●みずほ銀行ロビー内のみずほインベスターズ証券の
ご相談ブース「プラネットブース」が100拠点に

●みずほコーポレート銀行、ブラジルにニューヨーク
支店サンパウロ出張所を開設

3月 ●みずほ銀行、300名を超す本部から営業店への人
員シフトを含む組織改編を実施

●みずほコーポレート銀行、グローバル戦略の実現に
向けた組織改編を実施

4月 ●みずほコーポレート銀行とみずほ証券、米国におい
て資産運用会社「みずほオルタナティブインベストメ
ンツ」を設立

●みずほ信託銀行、生体認証機能付きICキャッシュカー
ドの発行を開始

●みずほコーポレート銀行、イタリアにミラノ支店を開設

5月 ●みずほフィナンシャルグループ、みずほフィナンシャ
ルストラテジーが保有する残存自己株式すべての買
戻し・消却を完了

●みずほコーポレート銀行、ニューヨーク支店メキシコ
出張所を開設

6月 ●みずほコーポレート銀行、みずほコーポレート銀行
（中国）を設立。中国の5支店（上海・北京・深 ・大
連・無錫）を同社に移行

●みずほコーポレート銀行、アラブ首長国連邦にロン
ドン支店ドバイ出張所を開設

7月 ●第一勧業アセットマネジメントと富士投信投資顧問が
合併し、みずほ投信投資顧問に

●みずほコーポレート銀行（中国）、天津支店を開設

●みずほ銀行の「みずほパーソナルスクエア」が100
拠点を突破

9月 ●みずほフィナンシャルグループ、第十一回第十一種優
先株式に係る希薄化対策として、自己株式（普通株
式）の取得・消却を開始（1,499億円）

●みずほコーポレート銀行、中国輸出入銀行および国
際協力銀行と、中国における省エネルギー・環境分
野での協力に関する覚書を締結

10月 ●みずほ銀行、UCカード、クレディセゾンと共同で総合
プロセシンクサービス会社「キュービタス」を設立

●みずほコーポレート銀行（中国）、大連支店大連経済
技術開発区出張所を開設

●みずほコーポレート銀行、中国の中信銀行と業務提
携に係る覚書を締結

11月 ●みずほコーポレート銀行、カナダ支店およびカナダ支
店バンクーバー出張所を開設

●みずほ銀行の「みずほマイレージクラブ」の会員が
500万人を突破

12月 ●みずほ銀行、銀行窓口における保険商品販売の全面
解禁に伴い、変額個人年金保険と終身医療保険を組
み合わせた新商品の販売を開始

1月 ●興銀第一ライフ・アセットマネジメントがDIAMアセッ
トマネジメントに社名を変更

●みずほコーポレート銀行、みちのく銀行（モスクワ）
の発行済普通株式を全株取得。4月にモスクワみず
ほコーポレート銀行に社名を変更

●みずほコーポレート銀行、インドステイト銀行と包括
業務提携契約を締結

4月 ●みずほコーポレート銀行、台湾に台中支店を開設

●みずほ信託銀行、中央三井信託銀行と共同で証券代
行業務に関する合弁会社「日本株主データサービス」
を設立

●みずほコーポレート銀行（中国）、青島支店を開設

（平成20年6月26日現在）

平成20年
（2008年）

平成19年
（2007年）
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（平成20年6月26日現在）

みずほフィナンシャルグループは､銀行持株会社として、

銀行、長期信用銀行、証券専門会社、その他銀行法により

子会社とすることができる会社の経営管理ならびにこれに

附帯する業務を行うことを事業目的としています。

当社は、グループ全体の経営戦略の企画立案、グループ会

社間のシナジー効果実現の推進、リスク管理・コンプライアン

みずほフィナンシャルグループの主要な事業の内容

ス・内部監査体制の強化を通じて、適切な経営管理機能を発

揮し、グループ総合力の向上に努めています。また、主要グルー

プ会社への直接的な経営管理を通じて、共通インフラの活用

等の経営合理化を推進しています。

みずほフィナンシャルグループの役員

取締役
取締役社長 前

まえ

田
だ

晃
てる

伸
のぶ

（代表取締役）

取締役副社長 財務・主計グループ長 塚
つか

本
もと

隆
たか

史
し

（代表取締役）

常務取締役 企画グループ長兼 本
もと

山
やま

博
ひろ

史
し

IT・システム・事務グループ長

常務取締役 内部監査部門長 森
もり

田
た

庸
つね

夫
お

取　締　役 齋
さい

藤
とう

宏
ひろし

取　締　役 杉
すぎ

山
やま

清
せい

次
じ

取　締　役 野
の

見
み

山
やま

昭
あき

彦
ひこ

取　締　役 大
おお

橋
はし

光
みつ

夫
お

取　締　役 安
あん

樂
らく

兼
かね

光
みつ

（平成20年6月26日現在）

注）1. ＊の取締役は執行役員を兼務しています。
2. 取締役のうち、野見山昭彦、大橋光夫および安樂兼光の3氏は、会社法第2条第15号に定める社外取締役です。
3. 監査役のうち、野　幸雄、関正弘および石坂匡身の3氏は、会社法第2条第16号に定める社外監査役です。

監査役
常勤監査役 杉

すぎ

田
た

義
よし

明
あき

常勤監査役 宗
むね

岡
おか

恒
つね

雄
お

監　査　役 野
の ざき

幸
ゆき

雄
お

監　査　役 関
せき

正
まさ

弘
ひろ

監　査　役 石
いし

坂
ざか

匡
まさ

身
み

執行役員
常務執行役員 リスク管理グループ長兼 齊

さい

藤
とう

肇
はじめ

人事グループ長兼
コンプライアンス統括グループ長

執 行 役 員 コーポレート・コミュニケーション部長 村
むら

上
かみ

政
まさ

徳
のり

執 行 役 員 グループ戦略部長 広
ひろ

井
い

秀
ひで

美
み

執 行 役 員 秘書室長 岡
おか

部
べ

俊
とし

胤
つぐ

＊

＊

＊

＊
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みずほフィナンシャルグループのコーポレートデータ

株
主
総
会 

監
査
役
・
監
査
役
会 

監
査
役
室 

経
営
政
策
委
員
会 

経
営
会
議 

報
酬
委
員
会 

指
名
委
員
会 

取
締
役
会 

社
長 

秘書室 

経営企画部 

グループ戦略部 

コーポレート・ 
コミュニケーション部 

管理部 

財務企画部 

主計部 

IR部 

総合リスク管理部 

与信企画部 

人事部 

IT・システム企画部 

事務企画部 

法務・コンプライアンス部 

○（株）みずほ銀行の連結子会社 
　・みずほ信用保証（株） 
　・みずほファクター（株） 
　・みずほキャピタル（株） 
 
○（株）みずほ銀行の関連会社 
　・ユーシーカード（株） 
 
○（株）みずほコーポレート銀行の 
　連結子会社 
　・オランダみずほコーポレート銀行 
　・カナダみずほコーポレート銀行 
　・インドネシアみずほコーポレート銀行 
　・米国みずほコーポレート銀行 
　・ドイツみずほコーポレート銀行 
　・みずほコーポレート銀行（中国）有限公司 
　・みずほキャピタル・マーケッツ・コーポレーション 
　・みずほインターナショナル 
　・スイスみずほ銀行 
　・米国みずほ証券 
 
○（株）みずほコーポレート銀行の 
　関連会社 
　・新光証券（株） 
 
○（株）みずほ銀行および 
　（株）みずほコーポレート銀行の 
　関連会社 
　・確定拠出年金サービス（株） 
 
○みずほ信託銀行（株）の連結子会社 
　・米国みずほ信託銀行 
　・ルクセンブルグみずほ信託銀行 

リスク管理 
グループ 

財務・主計 
グループ 

人　事 
グループ 

IT・システム・ 
事務グループ 

コンプライアンス 
統括グループ 

内部監査部門 

企　画 
グループ 

監査業務部 

主な子会社等 当　社 

注）DIAMアセットマネジメント（株）
は、当社の関連会社です。 

（株）みずほ銀行 

みずほ情報総研（株） 

（株）みずほコーポレート銀行 

みずほ証券（株） 

みずほ信託銀行（株） 

みずほ総合研究所（株） 

（株）みずほフィナンシャルストラテジー 

（株）みずほプライベートウェルスマネジメント 

資産管理サービス信託銀行（株） 

DIAMアセットマネジメント（株） 

みずほ投信投資顧問（株） 

みずほインベスターズ証券（株） 

業
務
監
査
委
員
会 

注） 

みずほフィナンシャルグループの組織図およびグループ事業系統図

（平成20年6月26日現在）

当社および当社の主な子会社等を事業セグメント別に区分すると、下記の通りとなります。

銀行業：（株）みずほフィナンシャルグループ、（株）みずほ銀行、（株）みずほコーポレート銀行、みずほ信託銀行（株）、資産管理

サービス信託銀行（株）、（株）みずほフィナンシャルストラテジー、みずほ信用保証（株）、オランダみずほコーポレート銀行、

カナダみずほコーポレート銀行、インドネシアみずほコーポレート銀行、米国みずほコーポレート銀行、ドイツみずほコー

ポレート銀行、みずほコーポレート銀行（中国）有限公司、みずほキャピタル・マーケッツ・コーポレーション、米国みず

ほ信託銀行、ルクセンブルグみずほ信託銀行

証券業：みずほインベスターズ証券（株）、みずほ証券（株）、みずほインターナショナル、スイスみずほ銀行、米国みずほ証券、新光証券（株）

その他：みずほ投信投資顧問（株）、DIAMアセットマネジメント（株）、みずほ総合研究所（株）、みずほ情報総研（株）、（株）みずほ

プライベートウェルスマネジメント、みずほファクター（株）、みずほキャピタル（株）、ユーシーカード（株）、確定拠出年金

サービス（株）
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みずほ銀行のコーポレートデータ

主要な業務の内容

（1）預金業務

①預金

当座預金、普通預金、通知預金、定期預金、別段預金、

納税準備預金、非居住者円預金および外貨預金等を

取り扱っています。

②譲渡性預金

譲渡可能な定期預金を取り扱っています。

（2）債券業務

利付みずほ銀行債券および割引みずほ銀行債券の発行

を行っています。

（3）貸出業務

①貸付

手形貸付、証書貸付および当座貸越を取り扱っていま

す。

②手形の割引

銀行引受手形、商業手形および荷付為替手形の割引

を取り扱っています。

（4）商品有価証券売買業務

国債等公共債の売買業務を取り扱っています。

（5）有価証券投資業務

預金の支払準備および資金運用のため、国債、地方債、

社債、株式およびその他の証券に投資しています。

（6）内国為替業務

送金為替、当座振込および代金取立等を取り扱っていま

す。

（7）外国為替業務

輸出、輸入および外国送金その他外国為替に関する各

種業務を取り扱っています。

（8）社債受託および登録業務

担保付社債信託法による社債の受託業務、社債の管理

の受託業務、公社債の募集の受託業務、公社債の登録

業務等を行っています。

（9）附帯業務

①代理業務

（ア）日本銀行代理店、同歳入代理店および同国債代

理店業務ならびに地方公共団体の公金取扱業務

（イ）株式払込金の受入代理業務ならびに株式配当金

および公社債元利金の支払代理業務

（ウ）政府系金融機関の代理貸付に関する業務

（エ）勤労者退職金共済機構等の代理店業務

②保護預りおよび貸金庫業務

③有価証券の貸付

④債務の保証（支払承諾）

⑤金の売買

⑥公共債の引受

⑦国債等の公共債および証券投資信託の窓口販売

⑧コマーシャルペーパー等の取り扱い

⑨金利、通貨、商品等のデリバティブ取引

⑩保険商品の窓口販売

⑪宝くじに関する業務

⑫信託代理店業務

⑬コンサルティング業務

⑭証券仲介業

（平成20年6月26日現在）
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みずほ銀行のコーポレートデータ

組織図

支
店
部 

総
合
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
部 

総
合
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
戦
略
室 

コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
営
業
開
発
部 

ロ
ー
ン
営
業
開
発
部 

業
務
管
理
室 

ロ
ー
ン
業
務
セ
ン
タ
ー 

職
域
営
業
部 

Ｐ
Ｂ
室 

宝
く
じ
部 

法
人
業
務
部 

ビ
ジ
ネ
ス
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
部 

Ａ
・
Ｌ
・
Ｃ
ア
ド
バ
イ
ザ
リ
ー
部 

国
際
営
業
部 

コ
ー
ポ
レ
ー
ト
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
部 

運
用
商
品
開
発
室 

広
告
宣
伝
室 

総
合
資
金
部 

市
場
営
業
部 

市
場
金
融
部 

証
券
業
務
部 

信
託
推
進
室 

ｅ
ビ
ジ
ネ
ス
業
務
部 

個人グループ 戦略連携グループ 法人グループ 

クオリティ 
マネジメント 
部門 

マーケティング部門 

市場・ＡＬＭ 
グループ 

お
客
さ
ま
サ
ー
ビ
ス
部 

個
人
業
務
部 

Ｉ
Ｔ
・
シ
ス
テ
ム
統
括
部 

シ
ス
テ
ム
リ
ス
ク
管
理
室 

ＩＴ・ 
システム 
グループ 

リ
テ
ー
ル
法
人
営
業
推
進
部 

シ
ン
ジ
ケ
ー
シ
ョ
ン
室 

法
人
運
用
室 

店
舗
室 

営業店（公務第一～第三部、大阪公務部を含む） 

株主総会 

取締役会 
監査役室 

業務監査委員会 経営会議 

経営政策委員会 

頭取 

監査役・監査役会 

シ
ス
テ
ム
運
用
部 

シ
ス
テ
ム
セ
ン
タ
ー 

事
業
調
査
室 

公
共
・
金
融
法
人
業
務
室 

第
一
ユ
ニ
ッ
ト
〜
第
七
ユ
ニ
ッ
ト 

確
定
拠
出
年
金
室 

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
営
業
開
発
部 
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企
業
審
査
第
一
部 

企
業
調
査
部 

企
業
審
査
第
二
部 

コーポレート管理部門 内部監査部門 審査部門 

マーケティングサービス部門 

経営企画部 

特許室 

管理部 

財務企画部 ポートフォリオマネジメント室 

主計部 

総合リスク管理部 

与信企画部 

人事部 

事
務
サ
ー
ビ
ス
部 

融
資
・
外
為
事
務
サ
ー
ビ
ス
部 

本
部
事
務
サ
ー
ビ
ス
部 

コンプライアンス統括部 

法務部 

業務監査部 

資産監査部 

オ
ペ
レ
ー
シ
ョ
ン
セ
ン
タ
ー 

渉外室 

市場・証券コンプライアンス室 

情報管理室 

ＩＴ・システム監査室 

営業店監査室 

本部・関連会社監査室 

審
査
第
一
部 

審
査
第
二
部 

審
査
第
三
部 

融
資
部 

外
為
事
務
セ
ン
タ
ー 

企画グループ 

財務・主計グループ 

リスク管理グループ 

人事グループ 

事務グループ 

コンプライアンス統括グループ 

ディスクロージャー管理室 

新ＢＩＳ対応推進室 
公
務
事
務
セ
ン
タ
ー 

関連事業室 

プロセス改革推進室 

事
務
リ
ス
ク
管
理
室 

事
務
セ
ン
タ
ー 

セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
対
策
室 

秘書室 

監査革新室 

スタッフマネジメント室 

人権啓発室 

ダイバーシティ推進室 

人材育成推進室 

（平成20年6月26日現在）
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みずほ銀行のコーポレートデータ

●●みずほインベスターズ証券（株） 
　［証券業務］ 

●●みずほ信用保証（株） 
　［信用保証業務］ 

●●みずほファクター（株） 
　［ファクタリング業務］ 

●●みずほキャピタル（株） 
　［ベンチャーキャピタル業務］ 

　　ユーシーカード（株） 
　［クレジットカード業務］ 

　確定拠出年金サービス（株） 
　［確定拠出年金関連業務］ 
 

み
ず
ほ
銀
行 

営
業
店 

み
ず
ほ
信
託
銀
行 

み
ず
ほ
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
銀
行 

み
ず
ほ
イ
ン
ベ
ス
タ
ー
ズ
証
券 

み
ず
ほ
フ
ィ
ナ
ン
シ
ャ
ル
グ
ル
ー
プ 

みずほ銀行 主な連結子会社等 

戦略連携グループ 

審査部門 

コーポレート管理部門 

内部監査部門 

市場・ALMグループ 

法人グループ 

事務グループ 

IT・システムグループ 

秘書室 

個人グループ 

マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
部
門 

マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
サ
ー
ビ
ス
部
門 

クオリティマネジメント部門 

グループ事業系統図

注）1.主な連結子会社等のうち、●印は連結対象子会社、ほかは持分法適用関連会社です。
2.［ ］内には、主な連結子会社等が営んでいる主要な業務を記載しています。

（平成20年6月26日現在）



取締役

取締役頭取 杉
すぎ

山
やま

清
せい

次
じ

（代表取締役）

取締役副頭取　内部監査部門 小
こ

崎
さき

哲
てつ

資
じ

（代表取締役）

取締役副頭取　コンプライアンス統括グループ、 西
にし

堀
ぼり

利
さとる

（代表取締役） 支店部

常務取締役　戦略連携グループ 吉
よし

田
だ

卓
たく

郎
ろう

常務取締役 リスク管理グループ、人事 灰
はい

本
もと

周
しゅう

三
ぞう

グループ、コンプライアンス
統括グループ（副担当）

常務取締役　市場・ALMグループ 上
うえ

野
の

徹
てつ

郎
ろう

常務取締役 企画グループ 川
かわ

端
ばた

雅
まさ

一
かず

監査役

常勤監査役 木
き

山
やま

博
ひろし

常勤監査役 廣
ひろ

田
た

拓
たく

夫
お

監　査　役 野
の ざき

幸
ゆき

雄
お

監　査　役 長
は

谷
せ

川
がわ

俊
とし

明
あき

執行役員

常務執行役員　審査部門 時
とき

田
た

栄
えい

治
じ

常務執行役員　支店担当 西
にし

名
な

武
たけ

彦
ひこ

常務執行役員 事務グループ、お客さま 吉
よし

留
どめ

学
まなぶ

サービス部、支店担当

常務執行役員 審査部門 惠
え

島
じま

克
かつ

芳
よし

常務執行役員　支店担当 積
つみ

田
た

直
なお

人
と

常務執行役員 支店担当 石
いし

川
かわ

宣
のぶ

博
ひろ

常務執行役員 個人グループ 三
み

津
つ

間
ま

健
たけし

常務執行役員　支店担当 宮
みや

田
た

一
いっ

平
ぺい

常務執行役員　支店担当 鶴
つる

岡
おか

通
みち

敏
とし

常務執行役員　支店担当 長
なが

津
つ

克
かつ

司
じ

常務執行役員 財務・主計グループ 吉
よし

川
かわ

智
とも

三
ぞう

常務執行役員　IT・システムグループ、 福
ふく

沢
ざわ

俊
とし

彦
ひこ

支店担当

常務執行役員　法人グループ 鈴
すず

木
き

直
なお

人
と

執 行 役 員 IT・システム統括部長 萩
はぎ

原
わら

忠
ただ

幸
ゆき

執 行 役 員 新橋支店新橋法人部長 風
かざ

間
ま

省
しょう

三
ぞう

執 行 役 員 法人業務部長 繁
しげ

治
じ

義
よし

信
のぶ

執 行 役 員 渋谷支店長 沢
さわ

井
い

良
よし

之
ゆき

執 行 役 員 日本橋支店長 木
き

住
し

野
の

福
ふく

寿
じゅ

執 行 役 員 融資・外為事務サービス部長　兼 野
の

村
むら

謙
けん

吉
きち

融資・外為事務サービス部東京外為
センター所長　兼　融資・外為事務
サービス部大阪外為センター所長

執 行 役 員 小舟町支店長 中
なか

野
の

武
たけ

夫
お

執 行 役 員 本店長 矢
や

野
の

正
まさ

敏
とし

執 行 役 員 大阪支店長 近
こん

藤
どう

邦
くに

弘
ひろ

執 行 役 員 コーポレートファイナンス部長 古
ふる

谷
たに

昌
まさ

彦
ひこ

執 行 役 員 業務監査部長 中
なか

村
むら

恒
ひさし

執 行 役 員 渋谷中央支店長 中
なか

川
がわ

祐
ゆう

一
いち

執 行 役 員 与信企画部長 杉
すぎ

江
え

誠
まこと

執 行 役 員 支店部長 三
み

浦
うら

由
よし

博
ひろ

執 行 役 員 名古屋中央支店名古屋 西
にし

澤
ざわ

順
じゅん

一
いち

中央法人部長

執 行 役 員 総合コンサルティング部長 川
かわ

久
く

保
ぼ

公
こう

司
じ

執 行 役 員 京橋支店長 竹
たけ

之
の

内
うち

明
あき

男
お

執 行 役 員 審査第一部長 冨
とみ

安
やす

司
し

郎
ろう

執 行 役 員 国際営業部長 高
たか

橋
はし

雄
ゆう

一
いち

郎
ろう

執 行 役 員 銀座支店長 柏
かしわ

崎
ざき

博
ひろ

久
ひさ

執 行 役 員 秘書室長 金
かね

子
こ

基
もと

宏
ひろ

注）1. ＊の取締役は執行役員を兼務しています。
2. 監査役のうち、野　幸雄および長谷川俊明の両氏は、会社法第2条第16号
に定める社外監査役です。

役員

（平成20年6月26日現在）

＊

＊

＊

＊

＊
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馬喰町駅前
（連絡先/横山町支店）JR馬喰町駅

日本橋浜町Ｆタワー
（連絡先/小舟町支店）清洲橋通り沿いFタワープラザ内

堀留
（連絡先/横山町支店）人形町通り、堀留交差点そば

人形町
（連絡先/兜町支店）水天宮交差点角

室町二丁目
（連絡先/日本橋支店）三井ビルディング6号館

茅場町
（連絡先/兜町支店）東京証券会館隣り

兜町中央
（連絡先/兜町支店）東京証券取引所ならび

日本橋中央
（連絡先/八重洲口支店）日本橋高島屋北隣り

銀座線京橋駅
（連絡先/ATM統括支店）地下鉄銀座線京橋駅京橋口後ろ

八丁堀
（連絡先/新川支店）JR/地下鉄日比谷線八丁堀駅
八丁堀交差点角

ＪＲ八丁堀駅前
（連絡先/京橋支店）JR/地下鉄日比谷線八丁堀駅上
本八丁堀交差点角

入船湊
（連絡先/新川支店）入船2丁目

中央区役所
（連絡先/東京中央支店）中央区役所内

築地駅前
（連絡先/築地支店）地下鉄日比谷線築地駅前

国立がんセンター
（連絡先/築地支店）国立がんセンター中央病院1階

ニチレイ東銀座ビル
（連絡先/東京中央支店）ニチレイ東銀座ビル1階

月島
（連絡先/築地支店）地下鉄有楽町線月島駅7番出口･
月島西仲通り商店街

銀座線銀座駅
（連絡先/ATM統括支店）地下鉄銀座線銀座駅松屋口

丸ノ内線銀座駅
（連絡先/ATM統括支店）地下鉄丸ノ内線銀座駅西口横

東銀座駅前
（連絡先/築地支店）地下鉄日比谷線東銀座駅前、NTT
東銀座ビル１階

港区

虎ノ門支店
〒105-0001 東京都港区虎ノ門1-2-3
TEL（03）3501-2331

神谷町支店
〒105-0001 東京都港区虎ノ門5-1-5
TEL（03）3434-2581

新橋支店
〒105-0004 東京都港区新橋2-1-3
TEL（03）3501-7111

新橋中央支店
〒105-0004 東京都港区新橋4-6-15
TEL（03）3431-6151

浜松町支店　芝浦シーバンス出張所
〒105-0023 東京都港区芝浦1-2-2
TEL（03）3436-5011

浜松町支店
〒105-6101 東京都港区浜松町2-4-1
TEL（03）3436-5011
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マクドナルド岩本町店
（連絡先/ATM統括支店）マクドナルド岩本町店内

神田駅東口
（連絡先/神田支店）JR神田駅東口

マクドナルド神田西口店
（連絡先/ATM統括支店）マクドナルド神田西口店内

神保町駅前
（連絡先/九段支店）神保町交差点角・岩波神保町ビル

半蔵門線神保町駅
（連絡先/ATM統括支店）地下鉄半蔵門線神保町駅西口前

明治大学駿河台校舎
（連絡先/神田支店）明治大学駿河台校舎リバティタワー１階

日本歯科大学附属病院
（連絡先/九段支店）日本歯科大学附属病院内

アイガーデンテラス
（連絡先/ATM統括支店）アイガーデンテラス1階

東西線飯田橋駅
（連絡先/ATM統括支店）地下鉄東西線飯田橋駅JR口

九段北
（連絡先/市ヶ谷支店）都営新宿線市ヶ谷駅九段下寄
出口そば九段ビル1階

千代田区役所
（連絡先/東京中央支店）千代田区役所内

オリコ本社ビル
（連絡先/ 町支店）オリエントコーポレーション
本社ビル1階

都道府県会館
（連絡先/本店）都道府県会館1階

中央区

横山町支店
〒103-0003 東京都中央区日本橋横山町4-1
TEL（03）3661-3131

小舟町支店　日本橋浜町出張所
〒103-0007 東京都中央区日本橋浜町2-31-1
TEL（03）3249-2021

日本橋支店
〒103-0022 東京都中央区日本橋室町4-3-18
TEL（03）3241-2321

小舟町支店
〒103-0024 東京都中央区日本橋小舟町8-1
TEL（03）3661-3111

兜町支店
〒103-0026 東京都中央区日本橋兜町4-3
TEL（03）3666-1111

八重洲口支店
〒103-0028 東京都中央区八重洲1-8-17
TEL（03）3272-2071

京橋支店
〒104-0031 東京都中央区京橋2-3-6
TEL（03）3281-1611

新川支店
〒104-0033 東京都中央区新川1-24-8
TEL（03）3552-6881

築地支店
〒104-0045 東京都中央区築地2-11-21
TEL（03）3541-4561

築地支店　東京中央市場内特別出張所
〒104-0045 東京都中央区築地5-2-1
TEL（03）3541-1341

銀座中央支店
〒104-0061 東京都中央区銀座1-7-10
TEL（03）3561-3171

銀座通支店
〒104-0061 東京都中央区銀座5-8-15
TEL（03）3572-5811

国内ネットワーク

東京都　/23区
千代田区

本店
〒100-0011 東京都千代田区内幸町1-1-5
TEL（03）3596-1111

東京中央支店
〒100-0004 東京都千代田区大手町1-5-5
TEL（03）3201-5111
注）2008年7月22日〒103-0028 東京都中央区
八重洲1-2-16へ移転

丸之内支店
〒100-0005 東京都千代田区丸の内1-6-1
TEL（03）3216-1111

銀座支店
〒100-0006 東京都千代田区有楽町1-12-1
TEL（03）3571-2151

◎丸の内中央支店
〒100-8230 東京都千代田区丸の内1-3-3
TEL（03）5200-7200

本店　町村会館出張所
〒100-0014 東京都千代田区永田町1-11-35
全国町村会館内
TEL（03）3581-9245

神田駅前支店
〒101-0044 東京都千代田区鍛冶町2-6-2
TEL（03）3256-5251

九段支店
〒101-0051 東京都千代田区神田神保町2-4
TEL（03）3261-8371

神田支店
〒101-0052 東京都千代田区神田小川町1-1
TEL（03）3255-2351

市ヶ谷支店
〒102-0076 東京都千代田区五番町2-23
TEL（03）3234-2721

町支店
〒102-0083 東京都千代田区麹町3-2
TEL（03）3265-8181

新大手町ビル
（連絡先/ATM統括支店）新大手町ビル１階

鉄鋼ビル
（連絡先/八重洲口支店）八重洲北口第二鉄鋼ビル内

東京駅八重洲北口
（連絡先/ATM統括支店）JR東京駅八重洲北口キッチン
ストリート内

東京駅一番街
（連絡先/ATM統括支店）JR東京駅地下１階東京駅一番街内

丸の内二丁目
（連絡先/丸之内支店）文部科学省ビル内

東京国際フォーラム
（連絡先/東京中央支店）東京国際フォーラム内

中央合同庁舎第5号館
（連絡先/新橋支店）中央合同庁舎第5号館内

日土地ビル
（連絡先/本店）日土地ビル内

グラントウキョウサウスタワー
（連絡先/ATM統括支店）グラントウキョウサウスタワーＢ１階

日比谷線秋葉原駅
（連絡先/ATM統括支店）地下鉄日比谷線秋葉原駅JR口

秋葉原駅東口
（連絡先/上野支店）地下鉄日比谷線秋葉原駅
小伝馬町寄出口そば

（平成20年5月31日現在）

支店・出張所・ATM設置場所
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六本木支店
〒106-0032 東京都港区六本木7-15-7
TEL（03）3405-6611

麻布支店
〒106-0047 東京都港区南麻布2-11-6
TEL（03）3453-0151

広尾支店
〒106-0047 東京都港区南麻布5-15-19
TEL（03）3446-5111

赤坂支店
〒107-0052 東京都港区赤坂4-1-33
TEL（03）3582-2211

外苑前支店
〒107-0061 東京都港区北青山2-5-1
TEL（03）3497-8201

青山支店
〒107-0061 東京都港区北青山3-6-12
TEL（03）3400-8111

芝支店
〒108-0014 東京都港区芝5-34-7
TEL（03）3453-5151

広尾支店　白金出張所
〒108-0071 東京都港区白金台3-16-8
TEL（03）3444-5611

高輪台支店
〒108-0074 東京都港区高輪3-8-15
TEL（03）3445-0231

品川駅前支店
〒108-0075 東京都港区港南1-9-1
TEL（03）3740-7001

銀座線虎ノ門駅
（連絡先/ATM統括支店）地下鉄銀座線虎ノ門駅B口通
路途中

東虎ノ門
（連絡先/虎ノ門支店）地下鉄銀座線虎ノ門駅前･新橋寄り

ＪＴビル第一
（連絡先/東京中央支店）JT本社ビル1階

ＪＴビル第二
（連絡先/虎ノ門支店）JT本社ビル1階

御成門駅前
（連絡先/ATM統括支店）都営三田線御成門駅前

新橋駅前
（連絡先/新橋支店）JR新橋駅日比谷口外堀通り沿い

ニューデイズ新橋店
（連絡先/ATM統括支店）ＪＲ新橋駅烏森口改札前
ニューデイズ新橋店内

新橋駅烏森通り
（連絡先/新橋支店）JR新橋駅烏森口烏森通り

港区役所
（連絡先/東京中央支店）港区役所内

赤羽橋南
（連絡先/芝支店）都営三田線芝公園駅･赤羽橋南交差
点東側

カレッタ汐留
（連絡先/築地支店）カレッタ汐留内

ニューピア竹芝
（連絡先/浜松町支店）東京臨海新交通（ゆりかもめ）
竹芝駅前ニューピア竹芝サウスタワー

汐留メディアタワー
（連絡先/ATM統括支店）汐留メディアタワーＢ1階

南北線六本木１丁目駅
（連絡先/ATM統括支店）地下鉄南北線六本木１丁目駅
改札内

ラピロス六本木
（連絡先/神谷町支店）地下鉄日比谷線六本木駅上
ラピロス六本木1階

六本木ヒルズ
（連絡先/六本木支店）六本木ヒルズウェストウォーク6階

麻布十番
（連絡先/芝支店）麻布十番一の橋交差点

赤坂山王下
（連絡先/赤坂支店）山王下交差点近く

マクドナルド赤坂見附店
（連絡先/ATM統括支店）マクドナルド赤坂見附店内

青山通り
（連絡先/青山支店）青山通り 外苑前交差点

赤坂アークヒルズ
（連絡先/神谷町支店）アークヒルズ内

東京ミッドタウン
（連絡先/ATM統括支店）東京ミッドタウン地下１階エン
トランスロビー

赤坂Bizタワー
（連絡先/ATM統括支店）赤坂Bizタワー内

田町駅前
（連絡先/芝支店）慶応仲通り沿い

田町グランパークタワー
（連絡先/芝支店）田町グランパークタワー内

芝浦
（連絡先/芝支店）JR田町駅東口･芝浦工大向い

港区役所高輪支所
（連絡先/東京中央支店）港区役所高輪支所内

泉岳寺駅前
（連絡先/芝支店）泉岳寺交差点品川駅寄り100m

ニューデイズ品川
（連絡先/ATM統括支店）JR品川駅高輪口側ニューデイ
ズ品川店内

品川プリンスホテル
（連絡先/ATM統括支店）品川プリンスホテル内

品川駅中央改札内
（連絡先/品川支店）JR品川駅中央改札内

アトレ品川
（連絡先/ATM統括支店）アトレ品川店内

品川インターシティ
（連絡先/品川支店）品川インターシティＡ棟1階

お台場海浜公園駅前
（連絡先/本店）台場フロンティアビル内

新宿区

四谷支店
〒160-0004 東京都新宿区四谷3-3-1
TEL（03）3351-6151

新宿中央支店
〒160-0022 東京都新宿区新宿3-4-1
TEL（03）3356-4111

新宿支店
〒160-0022 東京都新宿区新宿3-25-1
TEL（03）3354-0111

新宿西口支店
〒160-0023 東京都新宿区西新宿1-7-2
TEL（03）3342-2211

◎新宿南口支店
〒160-0023 東京都新宿区西新宿1-17-1
TEL（03）3344-6111

新宿新都心支店
〒163-0676 東京都新宿区西新宿1-25-1
TEL（03）3345-1221

東京中央支店　東京都庁出張所
〒163-8001 東京都新宿区西新宿2-8-1
TEL（03）5381-0021

本店　東京都庁公営企業出張所
〒163-8001 東京都新宿区西新宿2-8-1
TEL（03）5320-7580

中井支店
〒161-0032 東京都新宿区中落合1-16-2
TEL（03）3951-9141

早稲田支店
〒162-0045 東京都新宿区馬場下町11-1
TEL（03）3204-0211

飯田橋支店
〒162-0822 東京都新宿区下宮比町2-1
TEL（03）3269-5211

高田馬場支店
〒169-0075 東京都新宿区高田馬場1-26-5
TEL（03）3362-6211

四谷駅前
（連絡先/四谷支店）四谷見附交差点

アトレ四谷
（連絡先/ATM統括支店）アトレ四谷１階

信濃町
（連絡先/四谷支店）JR信濃町駅ビル内

慶応義塾大学病院
（連絡先/ATM統括支店）JR信濃町駅前慶應義塾大学
病院内

新宿区役所
（連絡先/新宿支店）新宿区役所内

マクドナルド新宿歌舞伎町店
（連絡先/ATM統括支店）マクドナルド新宿歌舞伎町店内

西武新宿駅
（連絡先/新宿中央支店）西武新宿駅構内

東新宿駅前
（連絡先/新宿支店）明治通り新宿7丁目交差点

新宿御苑前
（連絡先/新宿中央支店）地下鉄丸ノ内線新宿御苑前駅前

新宿駅東口
（連絡先/新宿中央支店）JR新宿駅東口1階

新宿駅新南口
（連絡先/新宿支店）JR新宿駅新南口

西新宿
（連絡先/新宿西口支店）小田急百貨店横・B1メトロ
食堂街隣り

ルミネ新宿
（連絡先/ATM統括支店）ルミネ新宿2内

ＫＤＤＩビル
（連絡先/新宿南口支店）甲州街道初台方面西新宿
二丁目交差点･KDDIビルアネックス内

新宿カレイドビル
（連絡先/ATM統括支店）新宿カレイドビル１階・新宿
大ガード側

喜楓ビル
（連絡先/新宿新都心支店）小滝橋通り･都税事務所
大ガード寄り

初台
（連絡先/新宿新都心支店）東京オペラシティビル
サンクンガーデン

下落合駅前
（連絡先/中井支店）西武新宿線下落合駅前

下落合
（連絡先/高田馬場支店）目白通り沿い･ピーコックならび

牛込柳町
（連絡先/市ヶ谷支店）市谷柳町交差点前

曙橋駅前
（連絡先/四谷支店）都営新宿線曙橋駅前

東京厚生年金病院
（連絡先/飯田橋支店）東京厚生年金病院内

飯田橋駅東口
（連絡先/飯田橋支店）飯田橋交差点

飯田橋駅西口
（連絡先/飯田橋支店）JR飯田橋駅前・セントラルプラザ内

有楽町線飯田橋駅
（連絡先/ATM統括支店）地下鉄有楽町線飯田橋駅飯田橋口

神楽坂第一
（連絡先/飯田橋支店）神楽坂通り沿い・毘沙門天向い

・ 無人店舗（ATMのみ設置）

・◎ 金融債取扱店
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みずほ銀行のコーポレートデータ

根津駅前
（連絡先/根津支店）地下鉄千代田線・根津神社寄り

東京大学本郷農学部
（連絡先/本郷支店）東京大学本郷キャンパス総合研究
棟１階

水道橋
（連絡先/本郷支店）都営三田線水道橋駅前

順天堂医院
（連絡先/神田支店）順天堂医院内

東大病院外来棟
（連絡先/本郷支店）東大病院外来棟内

台東区

上野支店
〒110-0005 東京都台東区上野3-16-5
TEL（03）3832-0231

稲荷町支店
〒110-0015 東京都台東区東上野5-1-5
TEL（03）3842-3261

雷門支店
〒111-0032 東京都台東区浅草1-1-15
TEL（03）3843-5111

千束町支店
〒111-0032 東京都台東区浅草3-11-1
TEL（03）3872-1131

浅草支店
〒111-0051 東京都台東区蔵前3-21-7
TEL（03）3866-7131

浅草橋支店
〒111-0053 東京都台東区浅草橋1-30-9
TEL（03）3861-5411

鶯谷駅北口
（連絡先/三ノ輪支店）JR鶯谷駅北口

三ノ輪駅
（連絡先/三ノ輪支店）地下鉄日比谷線三ノ輪駅前

入谷駅前
（連絡先/稲荷町支店）言問通り入谷交差点近く

上野広小路
（連絡先/上野支店）アブアブ上野店隣り

仲御徒町
（連絡先/上野支店）昭和通り・蔵前橋通り交差点際

銀座線上野駅
（連絡先/上野支店）地下鉄銀座線上野駅構内

上野駅浅草口
（連絡先/上野支店）JR上野駅浅草口1階

京成上野駅
（連絡先/ATM統括支店）京成上野駅コンコース内

台東区役所
（連絡先/東京中央支店）台東区役所内

鳥越
（連絡先/浅草橋支店）蔵前橋通り鳥越交差点近く

蔵前
（連絡先/浅草支店）蔵前ロータリー前・都営浅草線蔵前駅前

墨田区

押上支店
〒130-0002 東京都墨田区業平3-15-9
TEL（03）3625-2131

錦糸町支店
〒130-0022 東京都墨田区江東橋4-26-5
TEL（03）5600-1151

本所支店
〒130-0021 東京都墨田区緑1-11-2
TEL（03）3631-2121

墨田区役所
（連絡先/本所支店）墨田区役所内

本所吾妻橋駅前
（連絡先/押上支店）都営浅草線本所吾妻橋駅前

神楽坂第二
（連絡先/飯田橋支店）神楽坂通り沿い・毘沙門天向い

市ヶ谷田町
（連絡先/市ヶ谷支店）JR市ヶ谷駅北側外堀通り沿い

マイショップ市谷売店
（連絡先/ATM統括支店）マイショップ市谷売店内

新宿パークタワービル
（連絡先/ATM統括支店）新宿パークタワー1階

都電早稲田駅前
（連絡先/江戸川橋支店）新目白通り沿い・都電早稲田駅前

マクドナルド明治通り新宿ステパ店
（連絡先/ATM統括支店）マクドナルド明治通り
新宿ステパ店内

早大生協理工
（連絡先/高田馬場支店）早稲田大学理工57号館厚生
センター

大久保
（連絡先/新宿西口支店）JR新大久保駅前

高田馬場駅前名店ビル
（連絡先/高田馬場支店）高田馬場駅東側･
バスターミナル前

高田馬場駅東口
（連絡先/高田馬場支店）早稲田通り戸塚第二小学校向い

文京区

江戸川橋支店
〒112-0014 東京都文京区関口1-21-10
TEL（03）3269-2211

駒込支店
〒113-0021 東京都文京区本駒込6-1-1
TEL（03）3941-6161

根津支店
〒113-0022 東京都文京区千駄木2-7-9
TEL（03）3821-8181

動坂支店
〒113-0022 東京都文京区千駄木4-7-8
TEL（03）3821-2171

本郷支店
〒113-0033 東京都文京区本郷3-34-3
TEL（03）3812-3261

春日駅前
（連絡先/本郷支店）都営三田線春日駅前小石川1丁目
交差点

茗荷谷
（連絡先/江戸川橋支店）地下鉄丸ノ内線茗荷谷駅
春日通り小日向4丁目交差点

東京ドームシティラクーア
（連絡先/ATM統括支店）東京ドームシティ ラクーア
2階インフォメーション横

文京区役所
（連絡先/東京中央支店）文京区役所内

マクドナルド水道橋外堀通り店
（連絡先/ATM統括支店）マクドナルド水道橋外堀通り店内

東京ドームシティ
（連絡先/本郷支店）東京ドームシティ黄色いビル2階

護国寺駅前
（連絡先/江戸川橋支店）地下鉄有楽町線護国寺駅前
大塚警察前

白山一丁目
（連絡先/本郷支店）白山1丁目白山通り沿い

文京グリーンコート
（連絡先/駒込支店）文京グリーンコートB1階

本駒込
（連絡先/大塚支店）本郷通り･富士神社前交差点

日本医科大学付属病院
（連絡先/根津支店）日本医科大学付属病院内

白山
（連絡先/本郷支店）都営三田線白山駅白山上交差点

錦糸町オリナス
（連絡先/ATM統括支店）錦糸町オリナス内

アルカセントラル
（連絡先/錦糸町支店）JR錦糸町駅北口

半蔵門線錦糸町駅
（連絡先/ATM統括支店）地下鉄半蔵門線錦糸町駅中央口横

菊川駅前
（連絡先/錦糸町支店）都営新宿線菊川駅前

同愛記念病院
（連絡先/本所支店）同愛記念病院内

向島
（連絡先/押上支店）水戸街道沿い向島交差点そば

東武業平橋駅前
（連絡先/押上支店）東武伊勢崎線業平橋駅前

江東区

東陽町支店
〒135-0016 東京都江東区東陽4-5-18
TEL（03）3699-5651

深川支店
〒135-0034 東京都江東区永代2-36-16
TEL（03）3642-4111

豊洲支店
〒135-6001 東京都江東区豊洲3-3-3
TEL（03）3536-8801

本店　東京ファッションタウン出張所
〒135-8071 東京都江東区有明3-1
TEL（03）5500-2533

亀戸支店
〒136-0071 東京都江東区亀戸1-39-10
TEL（03）3681-5111

亀戸支店　大島駅前出張所
〒136-0072 東京都江東区大島5-10-10
TEL（03）3636-7401

住吉駅前
（連絡先/錦糸町支店）都営新宿線住吉駅前

森下駅前
（連絡先/本所支店）都営新宿線森下駅前

千田町
（連絡先/錦糸町支店）四ツ目通り･千田バス停前

江東区役所
（連絡先/東京中央支店）江東区役所内

木場駅前
（連絡先/深川支店）地下鉄東西線木場駅前

門前仲町駅前
（連絡先/深川支店）地下鉄東西線門前仲町駅前･ジョナ
サン内

癌研究会
（連絡先/ATM統括支店）癌研究会内

東京国際展示場
（連絡先/東京中央支店）東京臨海新交通（ゆりかもめ）
国際展示場正面駅東京国際展示場1階エントランスホール内

ヴィーナスフォート
（連絡先/ATM統括支店）ヴィーナスフォート2階

テレコムセンター
（連絡先/東京中央支店）東京臨海新交通（ゆりかもめ）
テレコムセンター駅前テレコムセンター1階･東棟側

豊洲駅前
（連絡先/豊洲支店）地下鉄有楽町線豊洲駅前･
豊洲センタービルあいプラザ内

サンストリート亀戸
（連絡先/亀戸支店）国道14号線沿い･サンストリート
亀戸内

ダイエー大島店
（連絡先/ATM統括支店）都営新宿線西大島駅前
ダイエー大島店1階

東大島駅前
（連絡先/亀戸支店）都営新宿線東大島駅前メトロード18
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ジャスコ南砂店
（連絡先/深川支店）ジャスコ南砂店内

新木場駅
（連絡先/ATM統括支店）地下鉄有楽町線新木場駅構内

品川区

品川支店
〒140-0004 東京都品川区南品川2-2-7
TEL（03）3474-2401

品川支店　品川区役所出張所
〒140-0005 東京都品川区広町2-1-36
TEL（03）3777-5221

大井町支店
〒140-0014 東京都品川区大井1-6-6
TEL（03）3774-0111

目黒支店
〒141-0021 東京都品川区上大崎3-1-3
TEL（03）3441-5131

五反田支店
〒141-0031 東京都品川区西五反田1-27-2
TEL（03）3492-4541

戸越支店
〒142-0041 東京都品川区戸越4-9-15
TEL（03）3783-6521

荏原支店
〒142-0063 東京都品川区荏原4-4-7
TEL（03）3783-6111
注）2008年6月23日 東京都品川区荏原2-4-45へ移転

天王洲
（連絡先/品川支店）天王洲アイル東京MIビル1階

品川シーサイドフォレスト
（連絡先/ATM統括支店）品川シーサイドフォレスト内

青物横丁駅
（連絡先/品川支店）京浜急行青物横丁駅際

青物横丁駅前
（連絡先/大井町支店）京浜急行青物横丁駅前

大井町駅東口
（連絡先/品川支店）JR大井町駅東口

京急ショップ南大井店
（連絡先/ATM統括支店）京浜急行大森海岸駅北側・
京急ショップ内

大森ベルポート
（連絡先/大森支店）JR大森駅東口･大森ベルポート
D館2階

アトレ大井町
（連絡先/品川支店）JR大井町駅中央口･アトレ大井町内

西大井
（連絡先/大森支店）JR西大井駅前

目黒駅東口
（連絡先/広尾支店）JR目黒駅東口

五反田駅東口
（連絡先/五反田支店）JR五反田駅東口

NTT東日本関東病院
（連絡先/ATM統括支店）NTT東日本関東病院新病棟1階

大崎
（連絡先/五反田支店）JR大崎駅東口・大崎ニューシティ内

大崎駅
（連絡先/ATM統括支店）JR大崎駅構内改札前

五反田ＴＯＣビル
（連絡先/ATM統括支店）ＪＲ五反田駅西口・ＴＯＣビル内

戸越銀座駅前
（連絡先/荏原支店）戸越銀座商店街

荏原中延駅前
（連絡先/戸越支店）東急池上線荏原中延駅前

荏原町駅前
（連絡先/荏原支店）東急大井町線荏原町駅前

武蔵小山駅前
（連絡先/荏原支店）東急目黒線武蔵小山駅前

旗の台駅前
（連絡先/荏原支店）東急池上線旗の台駅前

荏原町駅前商店街
（連絡先/戸越支店）東急大井町線荏原町駅前商店街通り

目黒区

都立大学駅前支店
〒152-0032 東京都目黒区平町1-26-15
TEL（03）5701-6701

自由が丘支店
〒152-0035 東京都目黒区自由が丘1-29-9
TEL（03）3718-4311

池尻大橋支店
〒153-0043 東京都目黒区東山3-3-11
TEL（03）3791-2201

中目黒支店
〒153-0051 東京都目黒区上目黒1-24-11
TEL（03）3715-2211

祐天寺支店
〒153-0052 東京都目黒区祐天寺2-1-6
TEL（03）3711-8181

碑文谷
（連絡先/自由が丘支店）ダイエー碑文谷店前

学芸大学駅前
（連絡先/都立大学駅前支店）東急東横線学芸大学駅東口

西小山駅前
（連絡先/荏原支店）東急目黒線西小山駅前

緑が丘
（連絡先/自由が丘支店）東急大井町線緑が丘駅前

池尻大橋北口
（連絡先/池尻大橋支店）東急田園都市線池尻大橋駅
北口2分･丸正隣り

中目黒駅前
（連絡先/中目黒支店）中目黒駅南側山手通り沿い

目黒区役所
（連絡先/目黒支店）目黒区役所内

三宿病院
（連絡先/世田谷支店）三宿病院内

厚生中央病院
（連絡先/恵比寿支店）厚生中央病院内

大田区

大森支店　大田市場出張所
〒143-0001 東京都大田区東海3-2-1
TEL（03）5492-2511

大森支店
〒143-0023 東京都大田区山王2-5-13
TEL（03）3774-5111

馬込支店
〒143-0022 東京都大田区東馬込2-11-1
TEL（03）3773-0371

羽田支店
〒144-0047 東京都大田区萩中1-7-10
TEL（03）3742-1111

蒲田支店
〒144-0052 東京都大田区蒲田5-17-2
TEL（03）3734-6131

蒲田支店　羽田空港出張所
〒144-6591 東京都大田区羽田空港3-3-2 
私書箱67号
TEL（03）5757-9591

大岡山支店
〒145-0062 東京都大田区北千束3-28-12
TEL（03）3729-2115

上池上支店
〒145-0064 東京都大田区上池台5-37-6
TEL（03）3726-5411

自由が丘支店　田園調布出張所
〒145-0071 東京都大田区田園調布3-24-14
TEL（03）3717-2181

蒲田支店　池上出張所
〒146-0082 東京都大田区池上6-2-26-101
TEL（03）3755-2401

久が原支店
〒146-0085 東京都大田区久が原3-35-11
TEL（03）3751-2151

梅屋敷駅前
（連絡先/大森支店）京浜急行梅屋敷駅前

京急大森
（連絡先/大森支店）京浜急行大森町駅西口

大森北一丁目
（連絡先/大森支店）ＪＲ大森駅東側

大森山王口
（連絡先/大森支店）JR大森駅西口

西馬込駅前
（連絡先/大森支店）都営浅草線西馬込駅前

大鳥居駅
（連絡先/蒲田支店）京浜急行空港線大鳥居駅前

羽田空港2Ｆ
（連絡先/羽田支店）羽田空港ターミナル内2階出発ロビー

羽田空港第１ターミナルB1
（連絡先/ATM統括支店）羽田空港第１ターミナルB1階
東京モノレール改札横

羽田空港第2ターミナル
（連絡先/ATM統括支店）羽田空港第2ターミナルビル内

穴守稲荷駅前
（連絡先/羽田支店）京浜急行空港線穴守稲荷駅前

蒲田駅西口
（連絡先/蒲田支店）JR蒲田駅西口ロータリー

京急蒲田駅前
（連絡先/蒲田支店）京浜急行京急蒲田駅前

大田区役所
（連絡先/蒲田支店）大田区役所内

雑色駅前
（連絡先/蒲田支店）京浜急行雑色駅前

大岡山駅
（連絡先/自由が丘支店）東急大岡山駅改札前

長原駅前
（連絡先/荏原支店）東急池上線長原駅前

洗足池駅前
（連絡先/上池上支店）東急池上線洗足池駅前洗足池
商店街内

石川台駅前
（連絡先/久が原支店）東急池上線石川台駅前

雪が谷大塚駅前
（連絡先/上池上支店）東急池上線雪が谷大塚駅前

鵜の木駅前
（連絡先/久が原支店）東急多摩川線鵜の木駅前

武蔵新田駅前
（連絡先/久が原支店）東急多摩川線武蔵新田駅前

矢口渡駅前
（連絡先/蒲田支店）東急多摩川線矢口渡駅前

世田谷区

世田谷支店
〒154-0004 東京都世田谷区太子堂2-14-8
TEL（03）3410-2211

駒沢支店
〒154-0012 東京都世田谷区駒沢2-17-3
TEL（03）3422-9111

北沢支店
〒155-0031 東京都世田谷区北沢2-25-20
TEL（03）3466-3101

・ 無人店舗（ATMのみ設置）

・◎ 金融債取扱店
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等々力駅前
（連絡先/上野毛支店）東急大井町線等々力駅南側

奥沢
（連絡先/自由が丘支店）東急目黒線奥沢駅北口

二子玉川駅
（連絡先/ATM統括支店）東急二子玉川駅改札前

玉川病院
（連絡先/ATM統括支店）玉川病院内

渋谷区

渋谷支店
〒150-0002 東京都渋谷区渋谷1-24-16
TEL（03）3400-5111

恵比寿支店
〒150-0013 東京都渋谷区恵比寿1-20-22
TEL（03）3442-1131

渋谷中央支店　放送センター出張所
〒150-0041 東京都渋谷区神南2-2-1
TEL（03）3465-2581

渋谷支店　渋谷区役所出張所
〒150-0042 東京都渋谷区宇田川町1-1
TEL（03）3496-9461

渋谷中央支店
〒150-0042 東京都渋谷区宇田川町23-3
TEL（03）3462-0311

恵比寿支店　恵比寿ガーデン出張所
〒150-6003 東京都渋谷区恵比寿4-20-3
TEL（03）5423-5521

笹塚支店
〒151-0073 東京都渋谷区笹塚1-57-7
TEL（03）3377-3151

マクドナルド原宿竹下通り店
（連絡先/ATM統括支店）マクドナルド原宿竹下通り店内

神宮前三丁目
（連絡先/青山支店）明治通り沿い東郷神社前

青山学院大学前
（連絡先/青山支店）JBPオーバルビル1階

渋谷クロスタワー
（連絡先/ATM統括支店）ＪＲ渋谷駅東口・渋谷クロス
タワー2階

宮益坂
（連絡先/渋谷中央支店）渋谷･宮益坂、渋谷郵便局前

並木橋
（連絡先/渋谷中央支店）明治通り沿い､並木橋交差点
渋谷駅寄り

恵比寿駅西口
（連絡先/恵比寿支店）JR恵比寿駅西口

代官山駅前
（連絡先/渋谷支店）東急東横線代官山駅前

アトレ恵比寿
（連絡先/恵比寿支店）JR恵比寿駅､アトレ恵比寿1階

第一共同ビル
（連絡先/渋谷中央支店）第一共同ビル1階正面入口横

道玄坂上
（連絡先/渋谷支店）玉川通り沿い道玄坂上

第三共同ビル
（連絡先/渋谷中央支店）第三共同ビル1階

代々木駅前
（連絡先/新宿新都心支店）JR代々木駅前

新宿マインズタワー
（連絡先/新宿南口支店）JR新宿駅南側新宿マインズ
タワー1階

参宮橋駅前
（連絡先/新宿南口支店）小田急線参宮橋駅前

代々木上原駅前
（連絡先/笹塚支店）小田急線代々木上原駅北側

幡ヶ谷駅前
（連絡先/笹塚支店）京王新線幡ヶ谷駅前

笹塚駅南口
（連絡先/笹塚支店）京王線笹塚駅南口

笹塚駅前
（連絡先/新宿新都心支店）京王線笹塚駅北側

中野区

中野坂上支店
〒164-0012 東京都中野区本町2-46-2
TEL（03）3320-7811

中野支店
〒164-0012 東京都中野区本町4-44-18
TEL（03）3382-1151

沼袋支店
〒165-0025 東京都中野区沼袋3-26-13
TEL（03）3387-2111

中野北口支店
〒165-0026 東京都中野区新井1-9-5
TEL（03）3386-1101

鷺宮支店
〒165-0035 東京都中野区白鷺2-48-1
TEL（03）3330-6121

中野区役所
（連絡先/中野支店）中野区役所内

中野駅前
（連絡先/中野北口支店）JR中野駅北口

東中野駅前
（連絡先/中井支店）JR東中野駅西口

東中野駅東口
（連絡先/中野坂上支店）JR東中野駅東口

新中野駅前
（連絡先/中野坂上支店）地下鉄丸ノ内線新中野駅前

中野新橋駅前
（連絡先/中野支店）地下鉄丸ノ内線中野新橋駅前

佼成病院
（連絡先/中野支店）佼成病院内

新井薬師前駅
（連絡先/中野北口支店）西武新宿線新井薬師前駅北口

野方五丁目
（連絡先/沼袋支店）西武新宿線野方駅前

都立家政
（連絡先/鷺宮支店）家政銀座商店街内

杉並区

高円寺北口支店
〒166-0002 東京都杉並区高円寺北3-45-14
TEL（03）3330-7231

高円寺支店
〒166-0003 東京都杉並区高円寺南3-1-1
TEL（03）3311-1181

阿佐ヶ谷支店
〒166-0004 東京都杉並区阿佐谷南3-1-36
TEL（03）3392-8581

荻窪支店
〒167-0032 東京都杉並区天沼3-4-1
TEL（03）3391-5101

西荻窪支店
〒167-0053 東京都杉並区西荻南3-14-5
TEL（03）3333-2241

方南町支店
〒168-0062 東京都杉並区方南2-12-20
TEL（03）3312-6111

浜田山支店
〒168-0065 東京都杉並区浜田山3-24-2
TEL（03）3302-1191

浜田山支店　高井戸特別出張所
〒168-0071 東京都杉並区高井戸西1-29-4
TEL（03）3334-4411

阿佐ヶ谷駅前
（連絡先/阿佐ヶ谷支店）ＪＲ阿佐ヶ谷駅北口杉並第一
小学校向い

経堂支店
〒156-0051 東京都世田谷区宮坂3-11-12
TEL（03）3420-1171

千歳船橋支店
〒156-0054 東京都世田谷区桜丘2-27-12
TEL（03）3429-1101

烏山支店
〒157-0062 東京都世田谷区南烏山5-16-18
TEL（03）3300-6321

成城支店
〒157-0066 東京都世田谷区成城5-1-25
TEL（03）3482-8611

祖師谷支店
〒157-0073 東京都世田谷区砧6-32-8
TEL（03）3417-4111

上野毛支店
〒158-0093 東京都世田谷区上野毛1-26-1
TEL（03）3702-5111

玉川支店
〒158-0094 東京都世田谷区玉川3-7-18
TEL（03）3700-7221

茶沢通り
（連絡先/世田谷支店）世田谷区役所太子堂出張所入口横

桜新町
（連絡先/世田谷支店）東急田園都市線桜新町駅南口東側

世田谷区役所
（連絡先/世田谷支店）世田谷区役所内

世田谷区役所第二庁舎
（連絡先/世田谷支店）世田谷区役所第二庁舎内

豪徳寺駅前
（連絡先/北沢支店）小田急線豪徳寺駅前

梅ヶ丘
（連絡先/北沢支店）小田急線梅ヶ丘駅南側

三軒茶屋栄通り
（連絡先/世田谷支店）三軒茶屋商店街栄通り

下北沢駅南口
（連絡先/北沢支店）京王線/小田急線下北沢駅南口
ロータリー正面

代田橋駅前
（連絡先/笹塚支店）京王線代田橋駅前

明大前
（連絡先/北沢支店）京王線/京王井の頭線明大前駅前

下高井戸駅前
（連絡先/北沢支店）京王線下高井戸駅西友前

東松原駅前
（連絡先/北沢支店）京王井の頭線東松原駅前

赤堤
（連絡先/経堂支店）赤堤3丁目交差点

桜上水駅前
（連絡先/北沢支店）京王線桜上水駅北口

経堂農大通り
（連絡先/経堂支店）経堂農大通り沿い

上北沢駅前
（連絡先/北沢支店）京王線上北沢駅前

成城ゴルフ前
（連絡先/成城支店）成城通り沿い･成城ゴルフ練習場前

喜多見
（連絡先/成城支店）小田急線喜多見駅前

祖師谷団地前
（連絡先/祖師谷支店）祖師谷団地前

大蔵団地前
（連絡先/祖師谷支店）世田谷通り沿い大蔵団地前

深沢
（連絡先/自由が丘支店）目黒通り･紀ノ国屋等々力店隣り

尾山台駅前
（連絡先/上野毛支店）東急大井町線尾山台駅前
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東高円寺駅前
（連絡先/中野支店）地下鉄丸ノ内線東高円寺駅前

高円寺駅
（連絡先/高円寺北口支店）JR高円寺駅北口交番近く

ニューデイズ高円寺
（連絡先/ATM統括支店）ＪＲ高円寺駅舎内ニューデイズ
高円寺店内

杉並区役所
（連絡先/荻窪支店）杉並区役所内

ニューデイズ阿佐ヶ谷
（連絡先/ATM統括支店）ＪR阿佐ヶ谷駅改札前ニューデ
イズ阿佐ヶ谷店内

下井草駅前
（連絡先/鷺宮支店）西武新宿線下井草駅前

井荻駅前
（連絡先/鷺宮支店）西武新宿線井荻駅前

荻窪駅南口
（連絡先/荻窪支店）JR荻窪駅南口仲通り商店街内

西荻窪駅前
（連絡先/荻窪支店）JR西荻窪駅南口西荻南中央通り

代田橋
（連絡先/笹塚支店）甲州街道･環状7号線交差点角
(大原交差点角)

西永福駅前
（連絡先/北沢支店）京王井の頭線西永福駅前

浜田山駅前
（連絡先/浜田山支店）京王井の頭線浜田山駅前

八幡山駅前
（連絡先/北沢支店）京王線八幡山駅前

芦花公園駅前
（連絡先/烏山支店）京王線芦花公園駅前

宮前
（連絡先/西荻窪支店）井ノ頭通り日通自動車学校前

富士見ヶ丘駅前
（連絡先/西荻窪支店）京王井の頭線富士見ヶ丘駅前

豊島区

大塚支店
〒170-0004 東京都豊島区北大塚2-13-1
TEL（03）3940-1411

池袋支店
〒170-0013 東京都豊島区東池袋1-1-6
TEL（03）3983-7221

池袋西口支店
〒171-0021 東京都豊島区西池袋1-15-2
TEL（03）3984-7111

西巣鴨駅前
（連絡先/池袋西口支店）都営三田線西巣鴨駅前

巣鴨駅前
（連絡先/駒込支店）JR巣鴨駅前

駒込駅前
（連絡先/大塚支店）JR駒込駅南口

駒込駅東口
（連絡先/大塚支店）JR駒込駅東口・駒込銀座通り

新大塚駅前
（連絡先/池袋支店）地下鉄丸ノ内線新大塚駅前

下板橋駅前
（連絡先/池袋西口支店）東武東上線下板橋駅前

豊島区役所
（連絡先/池袋支店）豊島区役所内

サンシャインシティアルパ1Ｆ
（連絡先/ATM統括支店）サンシャインシティアルパ1階

サンシャインシティアルパB1F
（連絡先/ATM統括支店）サンシャインシティアルパB1階
味の小路内

サンシャイン60ビル4Ｆ
（連絡先/ATM統括支店）サンシャイン60ビル4階

東武百貨店本館7Ｆ
（連絡先/池袋西口支店）東武百貨店本館7階

東武百貨店本館Ｂ1
（連絡先/池袋西口支店）東武百貨店本館B1階

東武百貨店Ｂ1
（連絡先/ATM統括支店）東武百貨店地下１階オレンジ
ロード沿い

池袋メトロポリタン
（連絡先/ATM統括支店）池袋メトロポリタン１階

池袋メトロポリタンB1
（連絡先/ATM統括支店）池袋メトロポリタンＢ１階

池袋駅東口
（連絡先/池袋支店）JR池袋駅東口・西武百貨店地下１階

目白
（連絡先/高田馬場支店）JR目白駅西隣り1分

雑司が谷
（連絡先/池袋支店）明治通り鬼子母神西参道商店街入口

要町駅前
（連絡先/池袋西口支店）地下鉄有楽町線要町駅前

千川駅前
（連絡先/池袋西口支店）地下鉄有楽町線千川駅前

椎名町駅前
（連絡先/高田馬場支店）西武池袋線椎名町駅北口

東長崎
（連絡先/江古田支店）西武池袋線東長崎駅南口商店街

北区

王子支店
〒114-0002 東京都北区王子1-10-17
TEL（03）3912-2231

十条支店
〒114-0034 東京都北区上十条2-27-13
TEL（03）3906-1111

赤羽支店
〒115-0045 東京都北区赤羽1-7-8
TEL（03）3903-1131

尾久支店
〒114-0012 東京都北区田端新町2-26-1
TEL（03）3802-5131

東十条駅前
（連絡先/赤羽支店）JR東十条駅北口東十条商店街内

田端銀座
（連絡先/動坂支店）田端銀座中ほど

田端駅前
（連絡先/大塚支店）JR田端駅北口アスカタワー2階

北区役所
（連絡先/王子支店）北区役所内

ニューデイズ赤羽
（連絡先/ATM統括支店）ＪＲ赤羽駅北改札横・ニュー
デイズ赤羽店内

北赤羽駅前
（連絡先/赤羽支店）JR北赤羽駅前･浮間口

荒川区

三ノ輪支店
〒116-0003 東京都荒川区南千住1-32-9
TEL（03）3803-3111

荒川区役所
（連絡先/三ノ輪支店）荒川区役所内

町屋駅前
（連絡先/尾久支店）地下鉄千代田線町屋駅前

小台
（連絡先/尾久支店）都電荒川線小台駅前

熊野前駅前
（連絡先/尾久支店）都電荒川線熊野前駅前

日暮里駅前
（連絡先/尾久支店）JR日暮里駅前・ステーションガー
デンタワー１階

西日暮里駅前
（連絡先/動坂支店）JR西日暮里駅東口

板橋区

板橋支店
〒173-0001 東京都板橋区本町36-7
TEL（03）3962-5111

大山支店
〒173-0023 東京都板橋区大山町6-1
TEL（03）5995-2101

根支店
〒174-0043 東京都板橋区坂下2-33-8
TEL（03）3969-1211

志村支店
〒174-0056 東京都板橋区志村2-1-1
TEL（03）3966-1251

東武練馬支店
〒175-0083 東京都板橋区徳丸2-6-1
TEL（03）3934-1101

成増支店
〒175-0094 東京都板橋区成増2-11-2
TEL（03）3930-5121

中板橋駅前
（連絡先/大山支店）東武東上線中板橋駅前

板橋駅前
（連絡先/板橋支店）JR板橋駅西口

板橋区役所
（連絡先/板橋支店）板橋区役所内

志村三丁目駅
（連絡先/板橋支店）都営三田線志村三丁目駅改札隣り

上板橋駅前
（連絡先/志村支店）東武東上線上板橋駅前イトーヨー
カドー向い

上板橋駅
（連絡先/東武練馬支店）東武東上線上板橋駅北口横

西台駅前
（連絡先/ 根支店）都営三田線西台駅前･
トミコシ会館隣り

新高島平駅前
（連絡先/志村支店）都営三田線新高島平駅北口

高島平駅
（連絡先/ 根支店）都営三田線高島平駅東口

高島平とうきゅう
（連絡先/ATM統括支店）高島平とうきゅう店内

下赤塚駅前
（連絡先/成増支店）東武東上線下赤塚駅前

練馬区

桜台支店
〒176-0002 東京都練馬区桜台1-4-12
TEL（03）3992-2141

江古田支店
〒176-0005 東京都練馬区旭丘2-45-3
TEL（03）3956-9111

練馬富士見台支店
〒176-0021 東京都練馬区貫井3-7-6
TEL（03）3998-1111

練馬富士見台支店　谷原出張所
〒177-0032 東京都練馬区谷原3-1-23
TEL（03）3904-5771

石神井支店
〒177-0041 東京都練馬区石神井町3-27-22
TEL（03）3995-3123

大泉支店
〒178-0063 東京都練馬区東大泉1-37-6
TEL（03）3925-2411

練馬駅前
（連絡先/桜台支店）西武池袋線練馬駅南口

江古田駅前
（連絡先/桜台支店）西武池袋線江古田駅南口江古田銀座内

・ 無人店舗（ATMのみ設置）

・◎ 金融債取扱店



篠崎
（連絡先/小松川支店）都営新宿線篠崎駅北口前

葛西
（連絡先/西　西支店）還7長島町交差点近く

東西線葛西駅
（連絡先/ATM統括支店）地下鉄東西線葛西駅東口改札横

西駅前
（連絡先/西 西支店）地下鉄東西線葛西駅前

マクドナルド 西店
（連絡先/ATM統括支店）マクドナルド葛西店内

東京臨海病院
（連絡先/ATM統括支店）東京臨海病院内

葛西クリーンタウン
（連絡先/西　西支店）葛西クリーンタウンショッピング
センター隣り

ジャスコ 西店
（連絡先/ATM統括支店）ジャスコ 西店内

江戸川区総合区民ホール
（連絡先/小松川支店）都営新宿線船堀駅前江戸川区
総合区民ホール地下1階

23区以外の市町村

吉祥寺支店
〒180-0004 東京都武蔵野市吉祥寺本町2-2-13
TEL（0422）22-5111

武蔵境支店
〒180-0023 東京都武蔵野市境南町2-3-16
TEL（0422）30-2811

三鷹支店
〒181-0013 東京都三鷹市下連雀3-35-1
TEL（0422）43-2171

調布仙川支店
〒182-0002 東京都調布市仙川町3-1
TEL（03）3300-3331

調布支店
〒182-0026 東京都調布市小島町1-14-3
TEL（042）484-2211

府中支店
〒183-0055 東京都府中市府中町1-1-2
TEL（042）364-2121

小金井支店
〒184-0004 東京都小金井市本町5-13-3
TEL（042）381-6301

国分寺支店
〒185-0021 東京都国分寺市南町3-17-3
TEL（042）324-2211

八坂支店
〒187-0031 東京都小平市小川東町2-12-2
TEL（042）345-1121

田無支店
〒188-0011 東京都西東京市田無町2-1-1
TEL（042）461-8271

ひばりが丘支店
〒202-0002 東京都西東京市ひばりが丘北4-3-27
TEL（042）421-1212

久米川支店
〒189-0013 東京都東村山市栄町1-5-1
TEL（042）393-1511

立川支店
〒190-0012 東京都立川市曙町2-4-6
TEL（042）524-3121

日野駅前支店
〒191-0011 東京都日野市日野本町3-11-1
TEL（042）583-1101

高幡不動支店
〒191-0031 東京都日野市高幡1008-6
TEL（042）592-2491

日野支店
〒191-0062 東京都日野市多摩平1-3-1
TEL（042）581-2211
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みずほ銀行のコーポレートデータ

練馬区役所
（連絡先/練馬富士見台支店）練馬区役所内

中村橋駅前
（連絡先/練馬富士見台支店）西武池袋線中村橋駅前

練馬高野台駅
（連絡先/練馬富士見台支店）西武池袋線練馬高野台駅構内

石神井公園駅前
（連絡先/練馬富士見台支店）西武池袋線石神井公園駅南口

上石神井駅前
（連絡先/西荻窪支店）西武新宿線上石神井駅前･
西武バスロータリー向い

武蔵関駅前
（連絡先/吉祥寺支店）西武新宿線武蔵関駅前三浦屋入口

大泉学園町
（連絡先/石神井支店）大泉学園通り沿い

マルエツ大泉学園店前
（連絡先/大泉支店）マルエツ大泉学園店前

大泉学園駅南口
（連絡先/大泉支店）西武池袋線大泉学園駅南口

マルエツ南大泉店前
（連絡先/大泉支店）マルエツ南大泉店前

練馬光が丘第一
（連絡先/練馬富士見台支店）都営大江戸線光が丘駅前

練馬光が丘第二
（連絡先/成増支店）都営大江戸線光が丘駅前

練馬春日町駅前
（連絡先/練馬富士見台支店）都営大江戸線練馬春日町
駅前ショッピングプラザ･エリム春日町内

東武練馬駅南口
（連絡先/東武練馬支店）東武東上線東武練馬駅南口商店街

練馬平和台
（連絡先/成増支店）地下鉄有楽町線平和台駅上

足立区

綾瀬支店
〒120-0005 東京都足立区綾瀬1-39-7
TEL（03）3601-6111

千住支店
〒120-0034 東京都足立区千住2-58
TEL（03）3888-1161

足立支店
〒121-0816 東京都足立区梅島3-32-6
TEL（03）3889-5151

公団東綾瀬団地
（連絡先/綾瀬支店）公団東綾瀬団地中央

綾瀬駅西口
（連絡先/千住支店）地下鉄千代田線綾瀬駅西口前

北綾瀬駅前
（連絡先/綾瀬支店）地下鉄千代田線北綾瀬駅前

足立区役所（1Ｆ）
（連絡先/千住支店）足立区役所1階

足立区役所（2Ｆ）
（連絡先/千住支店）足立区役所2階

五反野駅前
（連絡先/綾瀬支店）東武伊勢崎線五反野駅前

京成関屋駅前
（連絡先/千住支店）京成線京成関屋駅前

竹ノ塚駅
（連絡先/足立支店）東武伊勢崎線竹ノ塚駅西口

竹の塚
（連絡先/足立支店）東武伊勢崎線竹ノ塚駅東口 竹の塚
第5公園前

大師前駅
（連絡先/足立支店）東武大師線大師前駅構内

西新井
（連絡先/足立支店）北千住大師前線バス通り・興野公団
住宅前

梅島駅
（連絡先/足立支店）東武伊勢崎線梅島駅構内

本木
（連絡先/足立支店）東武バス本木新道前

西友加賀鹿浜
（連絡先/足立支店）西友加賀鹿浜店内

飾区

飾支店
〒124-0012 東京都葛飾区立石1-3-12
TEL（03）3694-2211

金町支店
〒125-0041 東京都葛飾区東金町1-23-2
TEL（03）3600-3131

高砂支店
〒125-0054 東京都葛飾区高砂5-43-3
TEL（03）3609-2341

亀有支店
〒125-0061 東京都葛飾区亀有5-33-9
TEL（03）3606-1121

お花茶屋駅前第一
（連絡先/ 飾支店）京成線お花茶屋駅前お花茶屋商店街

お花茶屋駅前第二
（連絡先/ 飾支店）京成線お花茶屋駅前お花茶屋商店街

京成立石駅前
（連絡先/ 飾支店）京成押上線京成立石駅前立石駅
通り商店街内

飾区役所
（連絡先/ 飾支店）葛飾区役所内

新小岩駅前
（連絡先/小松川支店）JR新小岩駅南口前

柴又駅前
（連絡先/高砂支店）京成金町線柴又駅前

東部地域病院
（連絡先/亀有支店）東部地域病院内

ユアエルム青戸店
（連絡先/ATM統括支店）ユアエルム青戸店内（京成
青砥駅改札正面）

青砥駅前
（連絡先/ 飾支店）京成線青砥駅前

江戸川区

小松川支店　瑞江出張所
〒132-0011 東京都江戸川区瑞江2-2-1
TEL（03）3698-3211

小松川支店
〒132-0025 東京都江戸川区松江1-15-18
TEL（03）3656-2211

平井支店
〒132-0035 東京都江戸川区平井3-30-4
TEL（03）3682-2211

小岩支店
〒133-0056 東京都江戸川区南小岩7-13-6
TEL（03）5693-1211

西 西支店
〒134-0088 東京都江戸川区西葛西5-6-2
TEL（03）5696-6001

いなげや江戸川春江
（連絡先/小松川支店）いなげや江戸川春江店内

江戸川区役所
（連絡先/小松川支店）江戸川区役所内

江戸川競艇場
（連絡先/小松川支店）江戸川競艇場内

京成小岩駅前
（連絡先/小岩支店）京成線京成小岩駅前

江戸川病院
（連絡先/ATM統括支店）江戸川病院内

小岩駅北口
（連絡先/小岩支店）JR小岩駅北口･イトーヨーカドー隣り
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八王子支店
〒192-0081 東京都八王子市横山町16-3
TEL（042）623-1111

多摩センター支店　南大沢出張所
〒192-0364 東京都八王子市南大沢2-2
TEL（042）677-7981

八王子南口支店
〒192-0904 東京都八王子市子安町1-3-12
TEL（0426）48-6111

八王子支店　長房出張所
〒193-0824 東京都八王子市長房町545-11
TEL（042）665-1111

町田支店
〒194-8691 東京都町田市森野1-17-1
TEL（042）723-0033

東青梅支店
〒198-0042 東京都青梅市東青梅2-13-1
TEL（0428）23-5141

狛江支店
〒201-0012 東京都狛江市中和泉1-1-1
TEL（03）3489-1251

東久留米支店
〒203-0053 東京都東久留米市本町1-5-1
TEL（042）477-8801

清瀬支店
〒204-0021 東京都清瀬市元町1-10-4
TEL（042）492-5811

多摩支店
〒206-0011 東京都多摩市関戸4-72
TEL（042）374-2121

多摩センター支店
〒206-0033 東京都多摩市落合1-44
TEL（042）373-2511

稲城中央支店
〒206-0804 東京都稲城市百村34
TEL（042）378-3121

築地支店　大島特別出張所
〒100-0101 東京都大島町元町4-1-7
TEL（04992）2-2321

東京中央支店　三宅島出張所
〒100-1102 東京都三宅島三宅村伊豆642
TEL（04994）2-0787

浜松町支店　八丈島特別出張所
〒100-1401 東京都八丈島八丈町大賀郷1524
TEL（04996）2-0640

吉祥寺南口
（連絡先/吉祥寺支店）JR吉祥寺駅南口

吉祥寺駅南口
（連絡先/吉祥寺支店）JR吉祥寺駅南口正面

吉祥寺駅北口
（連絡先/吉祥寺支店）JR吉祥寺駅北口前

武蔵境駅北口第一
（連絡先/三鷹支店）JR武蔵境駅北口

武蔵境駅北口第二
（連絡先/三鷹支店）JR武蔵境駅北口

三鷹台
（連絡先/吉祥寺支店）京王井の頭線三鷹台駅南口

牟礼
（連絡先/三鷹支店）牟礼団地そば

杏林学園
（連絡先/三鷹支店）杏林大学病院新病棟地下1階

三鷹市役所市民センター前
（連絡先/三鷹支店）三鷹市役所横

三鷹市役所
（連絡先/三鷹支店）三鷹市役所内

つつじヶ丘駅前
（連絡先/調布仙川支店）京王線つつじケ丘駅北口ロータリー

柴崎駅前
（連絡先/調布仙川支店）京王線柴崎駅前

スーパートップ深大寺
（連絡先/調布支店）スーパートップ深大寺店内

国領駅前
（連絡先/調布支店）京王線国領駅前

調布駅東口
（連絡先/調布支店）京王線調布駅北口新宿寄り出口そば

調布駅北口
（連絡先/調布支店）京王線調布駅北口前

調布市役所
（連絡先/調布支店）調布市役所内

調布駅南口
（連絡先/調布支店）京王線調布駅南口前

西調布駅前
（連絡先/調布支店）京王線西調布駅南コープとうきょう前

武蔵野台駅前
（連絡先/府中支店）京王線武蔵野台駅前

東府中駅前
（連絡先/府中支店）京王線東府中駅前サミットストア横

多磨霊園駅前
（連絡先/府中支店）京王線多磨霊園駅前

分倍河原
（連絡先/府中支店）JR/京王線分倍河原駅前

府中本町駅
（連絡先/ATM統括支店）JR府中本町駅改札横

天神町
（連絡先/府中支店）いなげや府中天神店前

緑町サンクス
（連絡先/小金井支店）緑町サンクス内

武蔵小金井駅南口
（連絡先/小金井支店）JR武蔵小金井駅南口

京王ストア小金井店前
（連絡先/小金井支店）京王ストア小金井店前

東小金井駅前
（連絡先/小金井支店）JR東小金井駅南口

小金井市役所
（連絡先/小金井支店）小金井市役所内

貫井南町
（連絡先/小金井支店）コープとうきょうコープ小金井
ぬくい坂下店内

国分寺駅ビル
（連絡先/ATM統括支店）JR国分寺駅改札前

西国分寺駅前
（連絡先/小金井支店）JR西国分寺駅前･西国分寺レガ内

国立駅南口
（連絡先/立川支店）JR国立駅南口

鷹の台駅前
（連絡先/国分寺支店）西武国分寺線鷹の台駅前

小平駅前
（連絡先/八坂支店）西武新宿線小平駅前

一橋学園
（連絡先/国分寺支店）西武多摩湖線一橋学園駅前･
学園中央通り沿い

新秋津駅前
（連絡先/新所沢支店）JR新秋津駅前

久米川駅前第一
（連絡先/久米川支店）西武新宿線久米川駅南口

久米川駅前第二
（連絡先/八坂支店）西武新宿線久米川駅南口

イトーヨーカドー東村山店前
（連絡先/八坂支店）西武線東村山駅東口イトーヨーカ
ドー東村山店前

玉川上水駅前
（連絡先/立川支店）西武拝島線玉川上水駅南口

立川市役所前
（連絡先/立川支店）立川市役所入口

立川駅南口
（連絡先/立川支店）JR立川駅南口マクドナルド隣り

イオンモール日の出
（連絡先/ATM統括支店）イオンモール日の出内

コープとうきょう高倉店
（連絡先/八王子支店）コープとうきょう高倉店内

京王八王子駅
（連絡先/ATM統括支店）京王八王子駅バスロータリー

京王八王子駅前
（連絡先/八王子支店）京王線京王八王子駅前

八王子市役所
（連絡先/八王子支店）八王子市役所内

八王子駅
（連絡先/八王子支店）JR八王子駅構内

長崎屋八王子店
（連絡先/八王子支店）長崎屋八王子店入口横

堀之内駅前
（連絡先/多摩センター支店）京王相模原線堀之内駅前

サントクプラザ前
（連絡先/多摩センター支店）スーパーサントクプラザ前

北野
（連絡先/八王子支店）京王線北野駅前コピオ北野１階

ダイエー叶谷店
（連絡先/八王子支店）ダイエー叶谷店入口横

八王子北
（連絡先/八王子支店）横山町3丁目バス停前

西八王子駅南口
（連絡先/八王子支店）JR西八王子駅南口

めじろ台
（連絡先/八王子支店）京王線めじろ台駅前京王めじろ台
マンション内

高尾駅北口
（連絡先/八王子支店）JR高尾駅北口

高尾
（連絡先/八王子支店）京王線高尾駅前

ス－パ－アルプスはざま店
（連絡先/八王子支店）スーパーアルプスはざま店内

東急町田ツインズ
（連絡先/ATM統括支店）東急町田ツインズイースト１階入口

町田忠生
（連絡先/町田支店）ショッピング･センター305内

玉川学園
（連絡先/町田支店）小田急線玉川学園前駅北口階段下

昭和薬科大学
（連絡先/町田支店）昭和薬科大学前

成瀬
（連絡先/町田支店）JR成瀬駅北口住都公団
成瀬駅前ハイツ内

カインズホーム町田多摩境店
（連絡先/ATM統括支店）カインズホーム町田多摩境店内

マルエツ鶴川店
（連絡先/ATM統括支店）小田急線鶴川駅前マルエツ
鶴川店内

ニューデイズ拝島
（連絡先/ATM統括支店）ニューデイズ拝島店内

昭島駅
（連絡先/立川支店）JR昭島駅北口

河辺駅北口
（連絡先/東青梅支店）JR河辺駅北口

いなげや前西野川
（連絡先/狛江支店）いなげや狛江東野川店前

狛江市役所
（連絡先/狛江支店）狛江市役所内

中和泉
（連絡先/狛江支店）小田急バス狛江営業所前

・ 無人店舗（ATMのみ設置）

・◎ 金融債取扱店



相鉄ジョイナス第二
（連絡先/横浜駅前支店）相鉄ジョイナス1階

横浜駅東口ポルタ
（連絡先/ATM統括支店）JR横浜駅東口ポルタ内

横浜ランドマークタワー
（連絡先/ATM統括支店）横浜ランドマークタワー内

大口駅前
（連絡先/横浜駅前支店）JR大口駅前

オルトヨコハマ
（連絡先/鶴見駅前支店）JR新子安駅前オルトヨコハマ
オフィス棟1階

ニューステージ横浜
（連絡先/横浜駅前支店）京浜急行神奈川新町駅東側
ニューステージ横浜1階

白楽駅前
（連絡先/横浜駅前支店）東急東横線白楽駅前

東神奈川駅前
（連絡先/横浜駅前支店）JR東神奈川駅前

菊名駅西口
（連絡先/横浜駅前支店）東急東横線菊名駅西口

新横浜駅
（連絡先/ATM統括支店）JR新横浜駅新幹線改札前

中川駅前
（連絡先/港北ニュータウン支店）横浜市営地下鉄
中川駅前･セントラルフィットネスクラブ向い

センター北駅
（連絡先/港北ニュータウン支店）横浜市営地下鉄
センター北駅あいたいメイト内

北山田
（連絡先/港北ニュータウン支店）ビックヨーサンならび

仲町台駅前
（連絡先/港北ニュータウン支店）横浜市営地下鉄
仲町台駅前

ボナージュ横浜
（連絡先/港北ニュータウン支店）横浜市営地下鉄
仲町台駅･ボナージュ横浜内

IKEA港北
（連絡先/ATM統括支店）IKEA港北内

ららぽーと横浜
（連絡先/ATM統括支店）ららぽーと横浜店内

たまプラーザ東急ショッピングセンター
（連絡先/あざみ野支店）たまプラーザ東急ショッピング
センター横

ハーモス荏田
（連絡先/ATM統括支店）東急田園都市線江田駅
徒歩5分ハーモス荏田内

すすき野団地
（連絡先/あざみ野支店）すすき野団地スーパー共栄前

西友市ヶ尾店
（連絡先/ATM統括支店）東急田園都市線市ヶ尾駅東口
西友市ヶ尾店内

ニューデイズ鴨居
（連絡先/ATM統括支店）ニューデイズ鴨居店内

ニューデイズ中山
（連絡先/ATM統括支店）ニューデイズ中山店内

東京工業大学長津田キャンパス
（連絡先/大岡山支店）東京工業大学長津田キャンパス
正門前

日本体育大学鴨志田
（連絡先/あざみ野支店）日本体育大学横浜健志台　
キャンパス（鴨志田）入口

藤が丘駅前
（連絡先/あざみ野支店）東急田園都市線藤が丘駅前

矢向駅前
（連絡先/川崎支店）JR矢向駅前

ニューデイズ鶴見西口
（連絡先/ATM統括支店）ニューデイズ鶴見西口店内
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みずほ銀行のコーポレートデータ

狛江駅前
（連絡先/狛江支店）小田急線狛江駅前

西友ひばりヶ丘店
（連絡先/ひばりが丘支店）西友ひばりヶ丘店正面入口横

保谷駅
（連絡先/ATM統括支店）西武池袋線保谷駅駅舎内

西武柳沢駅前
（連絡先/田無支店）西武新宿線西武柳沢駅南口ロータリー

マルエツ清瀬中里店
（連絡先/清瀬支店）マルエツ清瀬中里店内

秋津駅前
（連絡先/所沢支店）西武池袋線秋津駅南口前

清瀬駅北口
（連絡先/清瀬支店）西武池袋線清瀬駅北口

小作駅前
（連絡先/東青梅支店）JR小作駅東口

京王聖蹟桜ヶ丘ショッピングセンター
（連絡先/ATM統括支店）京王線聖蹟桜ヶ丘駅前

豊ヶ丘
（連絡先/多摩センター支店）豊ヶ丘団地内

グリナード永山
（連絡先/多摩センター支店）小田急多摩線永山駅前
グリナード1号館内

日本医科大学多摩永山病院
（連絡先/ATM統括支店）永山病院Ａ棟1階

京王多摩センター駅
（連絡先/ATM統括支店）京王相模原線多摩センター駅
改札前

唐木田駅前
（連絡先/多摩センター支店）小田急多摩線唐木田駅前

愛宕
（連絡先/多摩センター支店）都営愛宕団地内

稲城市役所
（連絡先/稲城中央支店）稲城市役所内

京王リトナード稲城
（連絡先/ATM統括支店）京王稲城駅ビル京王リトナード
稲城内

平尾
（連絡先/稲城中央支店）平尾中央通り

村山団地
（連絡先/八坂支店）オリンピック村山店ならび

イオンモールむさし村山ミュー
（連絡先/ATM統括支店）イオンモールむさし村山ミュー
1階ATMコーナー

ダイエー武蔵村山店
（連絡先/ATM統括支店）ダイエー武蔵村山店1階

神奈川県
横浜市

横浜駅前支店
〒220-0004 神奈川県横浜市西区北幸1-2-1
TEL（045）311-1341

横浜東口支店
〒220-0011 神奈川県横浜市西区高島2-13-2
TEL（045）461-1241

横浜駅前支店　菊名出張所
〒222-0011 神奈川県横浜市港北区菊名4-2-8
TEL（045）401-7211

新横浜支店
〒222-0033 神奈川県横浜市港北区新横浜3-18-3
TEL（045）471-2011

綱島支店
〒223-0052 神奈川県横浜市港北区綱島東1-2-18
TEL（045）542-2211

日吉支店
〒223-0061 神奈川県横浜市港北区日吉2-3-1
TEL（045）562-2181

港北ニュータウン支店
〒224-0032 神奈川県横浜市都筑区茅ヶ崎中央20-1
TEL（045）944-2931

あざみ野支店
〒225-0011 神奈川県横浜市青葉区あざみ野2-1-3
TEL（045）902-7141

市が尾支店
〒225-0024 神奈川県横浜市青葉区市ヶ尾町
1063-14
TEL（045）973-4111

鴨居支店
〒226-0003 神奈川県横浜市緑区鴨居3-1-4
TEL（045）934-9311

長津田支店
〒226-0027 神奈川県横浜市緑区長津田4-1-23
TEL（045）983-2831

青葉台支店
〒227-0062 神奈川県横浜市青葉区青葉台1-6-13
TEL（045）983-2111

鶴見支店
〒230-0051 神奈川県横浜市鶴見区鶴見中央4-32-23
TEL（045）502-1711

鶴見駅前支店
〒230-0062 神奈川県横浜市鶴見区豊岡町15-1
TEL（045）571-2341

横浜支店
〒231-0005 神奈川県横浜市中区本町3-33
TEL（045）211-2101

横浜中央支店
〒231-0047 神奈川県横浜市中区羽衣町1-3-1
TEL（045）263-4921

上大岡支店
〒233-0002 神奈川県横浜市港南区上大岡西1-6-1
TEL（045）842-3971

上大岡支店　上永谷出張所
〒233-0013 神奈川県横浜市港南区丸山台1-12-36
TEL（045）845-6505

新杉田支店
〒235-0033 神奈川県横浜市磯子区杉田1-1-1
TEL（045）771-1221

洋光台支店
〒235-0045 神奈川県横浜市磯子区洋光台3-13-3
TEL（045）833-5221

金沢文庫支店
〒236-0016 神奈川県横浜市金沢区谷津町421-6
TEL（045）786-4511

鶴ヶ峰支店
〒241-0022 神奈川県横浜市旭区鶴ヶ峰2-20
TEL（045）371-1151

二俣川支店
〒241-0821 神奈川県横浜市旭区二俣川2-52-15
TEL（045）362-5511

戸塚支店
〒244-0003 神奈川県横浜市戸塚区戸塚町4091-1
TEL（045）871-5551

東戸 支店
〒244-8528 神奈川県横浜市戸塚区品濃町535-1
TEL（045）824-3121

緑園都市支店
〒245-0002 神奈川県横浜市泉区緑園1-1-16
TEL（045）814-9111
注）2008年6月9日新規開店

三ツ境支店
〒246-0022 神奈川県横浜市瀬谷区三ツ境16-4
TEL（045）364-7151

横浜西口
（連絡先/横浜駅前支店）JR横浜駅西口JTBトラベル
ゲート横浜地下１階

相鉄ジョイナス第一
（連絡先/横浜駅前支店）相鉄ジョイナス1階
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京急鶴見駅
（連絡先/鶴見駅前支店）京浜急行京急鶴見駅改札横

大黒パーキングエリア
（連絡先/ATM統括支店）大黒パーキングエリア内

馬場
（連絡先/鶴見駅前支店）FUJI 馬場店前

岸谷
（連絡先/鶴見駅前支店）京浜急行生麦駅北口･岸谷商店街

関内駅前
（連絡先/横浜支店）JR関内駅北口

中華街
（連絡先/横浜中央支店）中華街東門そば

伊勢佐木町
（連絡先/横浜中央支店）京浜急行黄金町駅

本牧
（連絡先/横浜支店）マイカル本牧1番街2階

山手駅前
（連絡先/横浜中央支店）JR山手駅前

南太田
（連絡先/横浜中央支店）FUJI 横浜南店前

上大岡駅
（連絡先/上大岡支店）京浜急行上大岡駅構内

上大岡駅前
（連絡先/上大岡支店）京浜急行上大岡駅前・長崎屋
上大岡店のエントランス

ニューデイズ港南台
（連絡先/ATM統括支店）ニューデイズ港南台店内

野庭
（連絡先/上大岡支店）FUJI 野庭店前

新杉田駅
（連絡先/ATM統括支店）JR新杉田駅ショッピング
センター2階

京急杉田駅前
（連絡先/上大岡支店）京浜急行杉田駅前

京急ショップ金沢文庫店
（連絡先/ATM統括支店）京浜急行金沢文庫駅改札口前
京急ショップ内

ダイエー金沢八景店
（連絡先/ATM統括支店）ダイエー金沢八景店内

京急富岡
（連絡先/上大岡支店）京浜急行京急富岡駅東口・
富岡商和会商店街内

能見台駅
（連絡先/金沢文庫支店）京浜急行能見台駅･駅前ロータリー

天王町サティ
（連絡先/横浜駅前支店）天王町サティ正面

天王町駅前
（連絡先/横浜駅前支店）相鉄線天王町駅前

保土ヶ谷
（連絡先/横浜駅前支店）JR保土ヶ谷駅西口商店街内

新井町
（連絡先/鶴ヶ峰支店）千丸台団地バス停前

鶴ヶ峰駅前
（連絡先/鶴ヶ峰支店）相鉄線鶴ヶ峰駅前

今宿
（連絡先/鶴ヶ峰支店）スーパーオリンピック前

マリアンナ医大横浜市西部病院
（連絡先/鶴ヶ峰支店）マリアンナ医大横浜市西部病院内

二俣川駅
（連絡先/鶴ヶ峰支店）相鉄線二俣川駅改札前

戸　駅東口
（連絡先/戸塚支店）JR戸塚駅東口･ラピス戸塚2内

戸塚モディ
（連絡先/ATM統括支店）JR戸塚駅東口・戸塚モディ内

日立横浜病院
（連絡先/ATM統括支店）日立横浜病院内

東戸塚西武オーロラモール4階
（連絡先/ATM統括支店）東戸塚西武オーロラモール
4階エレベーターホール

東戸塚西武オーロラモール7階
（連絡先/ATM統括支店）東戸塚西武オーロラモール
7階インテリアフロア入口

東戸　駅
（連絡先/東戸　支店）JR東戸塚駅構内

弥生台駅前
（連絡先/二俣川支店）相鉄いずみ野線弥生台駅前

マルエツ瀬谷店
（連絡先/ATM統括支店）マルエツ瀬谷店内

三ツ境駅前
（連絡先/鶴ヶ峰支店）相鉄線三ツ境駅前

Fuji 本郷台店
（連絡先/ATM統括支店）Fuji 本郷台店内

川崎市

川崎支店
〒210-0006 神奈川県川崎市川崎区砂子2-4-10
TEL（044）211-3311

武蔵小杉支店
〒211-0063 神奈川県川崎市中原区小杉町3-419
TEL（044）722-7151

ノ口支店
〒213-0001 神奈川県川崎市高津区溝口1-11-5
TEL（044）833-4121

向ヶ丘支店
〒214-0014 神奈川県川崎市多摩区登戸2779-6
TEL（044）933-1161

新百合ヶ丘支店
〒215-0021 神奈川県川崎市麻生区上麻生1-5-2
TEL（044）952-4421

鷺沼支店
〒216-0004 神奈川県川崎市宮前区鷺沼1-2
TEL（044）877-2251

向ヶ丘支店　マリアンナ医大前出張所
〒216-0015 神奈川県川崎市宮前区菅生2-16-1
TEL（044）976-1511

川崎ＢＥ
（連絡先/川崎支店）川崎駅ビル2階

京町
（連絡先/川崎支店）京町2丁目三の辻バス停前

日本鋼管病院
（連絡先/川崎支店）日本鋼管病院内

新丸子駅前
（連絡先/武蔵小杉支店）東急東横線新丸子駅西口前

新丸子町
（連絡先/武蔵小杉支店）東急東横線新丸子駅前医大通
商店街内

武蔵小杉駅北口
（連絡先/武蔵小杉支店）JR/東急東横線武蔵小杉駅北口

元住吉駅前
（連絡先/武蔵小杉支店）東急東横線元住吉駅前

西友武蔵新城
（連絡先/溝ノ口支店）JR武蔵新城駅西友武蔵新城店内

武蔵中原駅前
（連絡先/武蔵小杉支店）JR武蔵中原駅前

武蔵小杉駅
（連絡先/武蔵小杉支店）東急東横線武蔵小杉駅改札前

ラゾーナ川崎プラザ
（連絡先/ATM統括支店）JR川崎駅西口・ラゾーナ川崎
プラザ１階

ソリッドスクエア
（連絡先/ATM統括支店）JR川崎駅西口・ソリッド
スクエア2階

鹿島田駅
（連絡先/川崎支店）JR鹿島田駅前

溝の口駅
（連絡先/あざみ野支店）東急田園都市線溝の口駅改札前

スリーエフ稲田堤駅前店
（連絡先/ATM統括支店）JR稲田堤駅前スリーエフ
稲田堤駅前店内

読売ランド前駅
（連絡先/向ヶ丘支店）小田急線読売ランド前駅南口

生田駅南口
（連絡先/向ヶ丘支店）小田急線生田駅南口

生田駅北口
（連絡先/向ヶ丘支店）小田急線生田駅北口

新百合ヶ丘駅前
（連絡先/向ヶ丘支店）小田急線新百合ヶ丘駅南口前

マルエツ柿生店
（連絡先/ATM統括支店）小田急線柿生駅前マルエツ
柿生店内

鷺沼駅前
（連絡先/あざみ野支店）東急田園都市線鷺沼駅南口

鷺沼北口
（連絡先/鷺沼支店）さぎ沼北大通り、鷺沼プール入口
交差点

宮前平駅前
（連絡先/鷺沼支店）東急田園都市線宮前平駅前

宮崎台駅前第一
（連絡先/あざみ野支店）東急田園都市線宮崎台駅前

宮崎台駅前第二
（連絡先/鷺沼支店）東急田園都市線宮崎台駅前

その他の神奈川県

相模大野支店
〒228-0803 神奈川県相模原市相模大野3-4-2
TEL（042）742-7111

小田急相模原支店
〒228-0813 神奈川県相模原市松が枝町25-1
TEL（042）745-1511

相模原支店
〒229-0031 神奈川県相模原市相模原3-9-16
TEL（042）751-4311

橋本支店
〒229-1103 神奈川県相模原市橋本3-29-8
TEL（042）771-5151

追浜支店
〒237-0064 神奈川県横須賀市追浜町3-13
TEL（046）865-1241

横須賀支店
〒238-0007 神奈川県横須賀市若松町2-31
TEL（046）825-2411

衣笠支店
〒238-0031 神奈川県横須賀市衣笠栄町2-65
TEL（046）852-3611

大和支店
〒242-0016 神奈川県大和市大和南1-5-1
TEL（046）262-1311

厚木支店
〒243-0018 神奈川県厚木市中町3-5-10
TEL（046）221-6333

大船支店
〒247-0056 神奈川県鎌倉市大船1-24-15
TEL（0467）45-4111

鎌倉支店
〒248-0012 神奈川県鎌倉市御成町11-35
TEL（0467）23-1155

子支店
〒249-0006 神奈川県逗子市逗子1-4-1
TEL（046）873-2111

小田原支店
〒250-0011 神奈川県小田原市栄町2-7-32
TEL（0465）23-1141

・ 無人店舗（ATMのみ設置）

・◎ 金融債取扱店



埼玉県
さいたま市

大宮支店 さいたま新都心出張所
〒330-0843 埼玉県さいたま市大宮区吉敷町4-263-8
TEL（048）645-3331

大宮駅前支店
〒330-0846 埼玉県さいたま市大宮区大門町1-17
TEL（048）641-1111

大宮支店
〒330-0846 埼玉県さいたま市大宮区大門町2-56
TEL（048）641-5311

浦和支店
〒330-0062 埼玉県さいたま市浦和区仲町1-4-9
TEL（048）822-5141

南浦和支店
〒336-0018 埼玉県さいたま市南区南本町1-5-3
TEL（048）863-2111

武蔵浦和支店
〒336-0021 埼玉県さいたま市南区別所7-12-1
TEL（048）866-8751

浦和木崎
（連絡先/浦和支店）木崎交差点北西300ｍ

浦和駅西口
（連絡先/浦和支店）JR浦和駅西口

北浦和駅東口
（連絡先/浦和支店）JR北浦和駅東口駅舎内

北浦和駅西口
（連絡先/浦和支店）JR北浦和駅西口前

ニューデイズさいたま新都心
（連絡先/ATM統括支店）ニューデイズさいたま新都心店内

大宮駅
（連絡先/ATM統括支店）大宮駅西口南改札前

ニューデイズ大宮
（連絡先/ATM統括支店）ＪＲ大宮駅2階コンコース中央
ニューデイズ店内

ニューデイズ大宮3号
（連絡先/ATM統括支店）ＪＲ大宮駅北側改札内のニュー
デイズ大宮3号内

そごう大宮店
（連絡先/ATM統括支店）そごう大宮店1階

ソニックシティ
（連絡先/大宮駅前支店）大宮ソニックシティ2階

社会保険大宮総合病院
（連絡先/ATM統括支店）社会保険大宮総合病院内

南浦和東口
（連絡先/南浦和支店）JR南浦和駅東口・南大通り沿い

中浦和駅前
（連絡先/浦和支店）JR中浦和駅西口浦和東村山線沿い

東浦和駅前
（連絡先/浦和支店）JR東浦和駅前

長崎屋浦和店
（連絡先/浦和支店）長崎屋浦和店内

東大宮駅前
（連絡先/大宮支店）JR東大宮駅前

大和田駅
（連絡先/大宮支店）東武野田線大和田駅前

マルエツ与野店前
（連絡先/浦和支店）マルエツ与野店前

北与野駅
（連絡先/ATM統括支店）ＪＲ北与野駅構内

ニューデイズ南与野
（連絡先/ATM統括支店）ニューデイズ南与野店内

上大久保
（連絡先/浦和支店）大久保団地バス停前

ダイエー西浦和店
（連絡先/ATM統括支店）ダイエー西浦和店1階
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みずほ銀行のコーポレートデータ

沼支店
〒251-0028 神奈川県藤沢市本鵠沼2-14-6
TEL（0466）23-1211

堂支店
〒251-0047 神奈川県藤沢市辻堂1-3-16
TEL（0466）33-4131

◎藤沢支店
〒251-0052 神奈川県藤沢市藤沢107-1
TEL（0466）23-4131

湘南台支店
〒252-0804 神奈川県藤沢市湘南台2-13-6
TEL（0466）43-6111

茅ヶ崎支店
〒253-0044 神奈川県茅ヶ崎市新栄町9-25
TEL（0467）85-8101

平塚支店
〒254-0043 神奈川県平塚市紅谷町2-22
TEL（0463）22-1761

秦野支店
〒257-0035 神奈川県秦野市本町1-10-15
TEL（0463）82-3211

小田急相模原駅前
（連絡先/相模大野支店）小田急線小田急相模原駅前

相武台前駅
（連絡先/小田急相模原支店）小田急線相武台前駅北口
バスロータリー

東建座間ハイツ
（連絡先/小田急相模原支店）スーパーオオゼキ座間店内

東林間駅前
（連絡先/大和支店）小田急江ノ島線東林間駅前

相模大野駅
（連絡先/町田支店）小田急線相模大野駅中央口改札そば

ジャスコ相模原店
（連絡先/町田支店）JR古淵駅前ジャスコ相模原店1階

ニューデイズ淵野辺店
（連絡先/ATM統括支店）JR淵野辺駅北口ニューデイズ
淵野辺店内

アイワ－ルド相模原
（連絡先/橋本支店）アイワールド相模原店新館1階

相模原駅
（連絡先/相模原支店）JR相模原駅ビルナウ内

京王橋本駅
（連絡先/ATM統括支店）橋本駅・京王クラウン街橋本2階
入口

鷹取
（連絡先/追浜支店）京浜急行追浜駅･湘南鷹取･西友向い

神奈川歯科大学
（連絡先/ATM統括支店）神奈川歯科大学付属病院待合室内

モアーズシティ
（連絡先/横須賀支店）京浜急行横須賀中央駅･モアーズ
シティ1階

横須賀堀ノ内
（連絡先/横須賀支店）京浜急行堀ノ内駅前

ショッパーズプラザ横須賀
（連絡先/ATM統括支店）ショッパーズプラザ横須賀内

イオン大和ショッピングセンター
（連絡先/ATM統括支店）イオン大和ショッピングセンター
2階

つきみ野駅前
（連絡先/大和支店）東急田園都市線つきみ野駅前

南林間駅前
（連絡先/大和支店）小田急江ノ島線南林間駅前

中央林間
（連絡先/大和支店）東急田園都市線中央林間駅ビル内

ジャスコ大和店
（連絡先/ATM統括支店）ジャスコ大和店内

桜ヶ丘駅
（連絡先/湘南台支店）小田急江ノ島線桜ヶ丘駅西口

本厚木ミロード
（連絡先/ATM統括支店）小田急線本厚木駅中央改札前
ミロード内

愛甲石田駅前
（連絡先/厚木支店）小田急線愛甲石田駅前

ヨークマート厚木妻田店
（連絡先/厚木支店）ヨークマート厚木妻田店前

海老名サービスエリア上り線
（連絡先/ATM統括支店）東名自動車道 海老名サービス
エリア上り線休憩所内

海老名サービスエリア下り線
（連絡先/ATM統括支店）東名自動車道 海老名サービス
エリア下り線休憩所内

海老名サティ
（連絡先/厚木支店）小田急線/相鉄線海老名駅前サティ
入口横

海老名駅
（連絡先/厚木支店）相鉄線海老名駅構内

大船駅前
（連絡先/大船支店）JR大船駅東口そば

鎌倉駅
（連絡先/鎌倉支店）JR鎌倉駅東口･改札口そば

ニューデイズ鎌倉
（連絡先/ATM統括支店）ニューデイズ鎌倉内

ハイランド
（連絡先/ 子支店）逗子鎌倉ハイランド団地内

東　子駅前
（連絡先/ 子支店）JR東逗子駅前

鴨宮
（連絡先/小田原支店）ダイドープラザ内（イトーヨーカ
ドー隣り）

鵠沼海岸駅前
（連絡先/藤沢支店）小田急江ノ島線鵠沼海岸駅前

堂駅
（連絡先/藤沢支店）JR辻堂駅構内

藤沢本町駅前
（連絡先/藤沢支店）小田急江ノ島線藤沢本町駅前

藤沢駅
（連絡先/藤沢支店）JR藤沢駅北口駅ビル内

リエール藤沢
（連絡先/藤沢支店）リエール藤沢3階

善行駅
（連絡先/藤沢支店）小田急江ノ島線善行駅西口

湘南台駅東口
（連絡先/湘南台支店）小田急江ノ島線湘南台駅東口

長後駅前
（連絡先/湘南台支店）小田急江ノ島線長後駅西口

湘南とうきゅう
（連絡先/藤沢支店）湘南とうきゅう店内

綾瀬タウンヒルズ
（連絡先/ATM統括支店）綾瀬タウンヒルズ１階フードコート横

浜竹
（連絡先/茅ヶ崎支店）たまや浜竹店内

茅ケ崎サティ
（連絡先/茅ヶ崎支店）茅ヶ崎サティ店内

浜見平
（連絡先/茅ヶ崎支店）たまや浜見平店内

ニューデイズ平塚店
（連絡先/ATM統括支店）ＪＲ平塚駅改札横・ニューデイズ
平塚店内

たまや平塚店
（連絡先/平塚支店）たまや平塚店内

オリンピックシティ湘南
（連絡先/平塚支店）オリンピックシティ湘南店内

ジャスコ秦野店
（連絡先/ATM統括支店）ジャスコ秦野店内
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岩槻T－BOX
（連絡先/ATM統括支店）岩槻T－BOX内

岩槻
（連絡先/大宮駅前支店）東武野田線岩槻駅前

その他の埼玉県

川口支店
〒332-0017 埼玉県川口市栄町3-5-1
TEL（048）255-2711

西川口支店
〒332-0034 埼玉県川口市並木3-2-21
TEL（048）256-4111

わらび支店
〒335-0002 埼玉県蕨市塚越1-3-2
TEL（048）443-1521

草加支店
〒340-0015 埼玉県草加市高砂2-7-1
TEL（048）924-1110

三郷支店
〒341-0024 埼玉県三郷市三郷2-2-7
TEL（048）953-2141

越谷支店
〒343-0816 埼玉県越谷市弥生町2-6
TEL（048）966-2211

春日部支店
〒344-0067 埼玉県春日部市中央1-1
TEL（048）754-5511

久喜支店
〒346-0003 埼玉県久喜市中央1-1-20
TEL（0480）22-2311

川越支店
〒350-0043 埼玉県川越市新富町2-1-8
TEL（049）225-2211

川越駅前支店
〒350-1122 埼玉県川越市脇田町105
TEL（049）224-3511

新所沢支店　狭山出張所
〒350-1307 埼玉県狭山市　園4-59
TEL（04）2923-2241

朝霞支店
〒351-0011 埼玉県朝霞市本町2-4-9
TEL（048）466-4611

鶴瀬支店
〒354-0024 埼玉県富士見市鶴瀬東1-7-40
TEL（049）251-2111

上福岡支店　ふじみ野出張所
〒354-0031 埼玉県富士見市大字勝瀬3432
TEL（049）264-6501

上福岡支店
〒356-0004 埼玉県ふじみ野市上福岡1-7-11
TEL（049）263-1111

飯能支店
〒357-0038 埼玉県飯能市仲町10-5
TEL（042）973-3511

新所沢支店
〒359-1111 埼玉県所沢市緑町1-1-20
TEL（04）2923-2241

所沢支店
〒359-1123 埼玉県所沢市日吉町12-1
TEL（04）2923-4111

新所沢支店　小手指出張所
〒359-1141 埼玉県所沢市小手指町1-25-8
TEL（04）2923-2241

熊谷支店
〒360-0037 埼玉県熊谷市筑波3-95
TEL（048）523-5111

上尾支店
〒362-0042 埼玉県上尾市谷津2-1-50-1
TEL（048）773-0331

桶川支店
〒363-0016 埼玉県桶川市寿1-6-3
TEL（048）774-2211

川口駅西口
（連絡先/川口支店）JR川口駅西口

ニューデイズ川口中央
（連絡先/ATM統括支店）JR川口駅改札前ニューデイズ
川口中央店内

Ｂｅａｎｓにしかわぐち
（連絡先/ATM統括支店）ＪＲ西川口駅ビル2階

東川口駅前
（連絡先/浦和支店）JR東川口駅前

西友川口芝
（連絡先/西川口支店）西友川口芝店内

ニューデイズ蕨
（連絡先/ATM統括支店）ＪＲ蕨駅ニューデイズ蕨店内

ニューデイズ北戸田
（連絡先/ATM統括支店）ＪＲ北戸田駅構内ニューデイズ
北戸田店内

イオン北戸田ショッピングセンター
（連絡先/ATM統括支店）イオン北戸田ショッピング
センター1階ATMコーナー

松原団地駅前
（連絡先/草加支店）東武伊勢崎線松原団地駅東口

谷塚駅前
（連絡先/越谷支店）東武伊勢崎線谷塚駅東口

中山ビル前
（連絡先/越谷支店）ベルクス草加松原店前

三郷駅前
（連絡先/新松戸支店）JR三郷駅北口

新三郷
（連絡先/三郷支店）ラパーク長崎屋三郷店1階

ライフ吉川駅前
（連絡先/三郷支店）ライフ吉川駅前店内

大袋駅
（連絡先/越谷支店）東武伊勢崎線大袋駅東口

せんげん台
（連絡先/越谷支店）東武伊勢崎線せんげん台駅西口

せんげん台サティ
（連絡先/春日部支店）せんげん台サティ内

せんげん台駅前
（連絡先/春日部支店）東武伊勢崎線せんげん台駅東口

越谷駅
（連絡先/越谷支店）東武伊勢崎線越谷駅ファイン越谷内

新越谷駅
（連絡先/越谷支店）東武伊勢崎線新越谷駅構内

春日部駅東口
（連絡先/春日部支店）春日部駅東口ロータリー

ララガーデン春日部
（連絡先/ATM統括支店）ララガーデン春日部内

イオンモール羽生
（連絡先/ATM統括支店）イオンモール羽生内

川越市駅
（連絡先/ATM統括支店）東武東上線川越市駅ロータリー

坂戸
（連絡先/川越駅前支店）東武東上線坂戸駅北口

霞ケ関駅前
（連絡先/川越支店）東武東上線霞ヶ関駅前

ニューデイズ川越
（連絡先/ATM統括支店）ＪＲ川越駅西口・ニューデイズ
川越店内

いなげや川越旭町
（連絡先/川越支店）いなげや川越旭町店内

新河岸駅前
（連絡先/上福岡支店）東武東上線新河岸駅前

武蔵野総合病院
（連絡先/ATM統括支店）武蔵野総合病院内

狭山サティ
（連絡先/ATM統括支店）狭山サティ店内

鶴ヶ島駅前
（連絡先/川越支店）東武東上線鶴ヶ島駅東口

北朝霞駅前
（連絡先/朝霞支店）JR北朝霞駅前

和光
（連絡先/成増支店）東武東上線和光市駅前

新座サティ
（連絡先/朝霞支店）東武東上線志木駅南口･新座サティ1階

高坂サービスエリア上り線
（連絡先/ATM統括支店）関越自動車道 高坂サービス
エリア上り線休憩所内

上福岡駅
（連絡先/上福岡支店）東武東上線上福岡駅コンコース内

入間市駅前
（連絡先/新所沢支店）西武池袋線入間市駅南口

ジャスコ入間店
（連絡先/ATM統括支店）ジャスコ入間店内

東所沢駅前
（連絡先/所沢支店）JR東所沢駅前

所沢東口
（連絡先/所沢支店）西武池袋線/西武新宿線所沢駅東口前

所沢ニュータウン
（連絡先/所沢支店）所沢ニュータウン内･西友そば

航空公園駅
（連絡先/所沢支店）西武新宿線航空公園駅東口構内

新所沢駅東口
（連絡先/所沢支店）西武新宿線新所沢駅東口ロータリー

狭山ヶ丘駅
（連絡先/所沢支店）西武池袋線狭山ヶ丘駅北口

西所沢駅前
（連絡先/所沢支店）西武池袋線西所沢駅前

椿峰ニュータウン
（連絡先/所沢支店）椿峰ニュータウン中央公園バス停前

桶川マイン
（連絡先/桶川支店）桶川マイン内

上里サービスエリア下り線
（連絡先/ATM統括支店）関越自動車道 上里サービスエ
リア下り線休憩所内

千葉県
千葉市

千葉支店
〒260-0028 千葉県千葉市中央区新町1000
TEL（043）238-5641

稲毛海岸支店
〒261-0004 千葉県千葉市美浜区高洲1-21-1
TEL（043）278-0001

稲毛支店
〒263-0043 千葉県千葉市稲毛区小仲台2-5-1
TEL（043）253-5211

千葉支店　鎌取出張所
〒266-0011 千葉県千葉市緑区鎌取町786-6
TEL（043）293-2751

千葉中央2丁目
（連絡先/千葉支店）パルコならび

千葉富士見
（連絡先/千葉支店）千葉駅前大通り富士見東電前交差点

ニューデイズ西千葉
（連絡先/ATM統括支店）ニューデイズ西千葉店内

新稲毛
（連絡先/稲毛支店）JR稲毛海岸駅南口・ジャスコ
マリンピア立体駐車場入口横

真砂
（連絡先/稲毛支店）検見川地区サービスセンタービル内

ニューデイズ海浜幕張
（連絡先/ATM統括支店）ニューデイズ海浜幕張店内

・ 無人店舗（ATMのみ設置）

・◎ 金融債取扱店
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みずほ銀行のコーポレートデータ

新検見川駅
（連絡先/稲毛支店）JR新検見川駅南口構内

ダイエー千葉長沼店
（連絡先/ATM統括支店）ダイエー千葉長沼店1階

稲毛スカイタウン
（連絡先/稲毛支店）稲毛スカイタウンコミュニティー
センター前

みつわ台総合病院
（連絡先/ATM統括支店）みつわ台総合病院敷地前

都賀駅前
（連絡先/千葉支店）JR/タウンライナー都賀駅前

その他の千葉県

北小金支店
〒270-0014 千葉県松戸市小金431
TEL（047）342-1131

新松戸支店
〒270-0034 千葉県松戸市新松戸2-113-2
TEL（047）343-6151

五香支店
〒270-2261 千葉県松戸市常盤平5-18-1
TEL（047）387-1111

松戸支店
〒271-0091 千葉県松戸市本町1-5
TEL（047）365-0111

本八幡支店
〒272-0021 千葉県市川市八幡2-5-3
TEL（047）335-5311

市川支店
〒272-0034 千葉県市川市市川1-7-8
TEL（047）326-4341

市川妙典支店
〒272-0111 千葉県市川市妙典5-3-1
TEL（047）359-3251

行徳支店
〒272-0133 千葉県市川市行徳駅前2-1-8
TEL（047）356-8111

船橋支店
〒273-0005 千葉県船橋市本町1-3-1
TEL（047）424-1234

西船橋支店
〒273-0031 千葉県船橋市西船4-17-12
TEL（047）433-9331

船橋支店　鎌ヶ谷出張所
〒273-0113 千葉県鎌ヶ谷市道野辺中央2-8-1
TEL（047）442-1121
注）2008年6月16日より鎌ヶ谷支店へ変更

津田沼支店
〒274-0825 千葉県船橋市前原西2-14-8
TEL（047）476-2151

勝田台支店
〒276-0028 千葉県八千代市村上4502-27
TEL（047）485-2531

八千代支店
〒276-0032 千葉県八千代市八千代台東1-5-3
TEL（047）484-7711

勝田台支店　八千代緑が丘出張所
〒276-0049 千葉県八千代市緑が丘1-2-28
TEL（047）459-8741
注）2008年6月16日より八千代緑が丘支店へ変更
2008年6月16日千葉県八千代市緑が丘1-1-1へ移転

柏支店
〒277-0005 千葉県柏市柏2-2-3
TEL（04）7164-2281

新浦安支店
〒279-0012 千葉県浦安市入船1-5-2
TEL（047）355-2211

本店　成田空港出張所
〒282-0004 千葉県成田市古込字古込1-1
新東京国際空港第2旅客ターミナルビル内
TEL（0476）33-1781
注）外為両替業務のみのお取り扱いとなります

本店　成田空港第二出張所
〒282-0011 千葉県成田市三里塚字御料牧場1-1
新東京国際空港第1旅客ターミナルビル内
TEL（0476）33-1885
注）外為両替業務のみのお取り扱いとなります

本店　成田空港サテライト出張所
〒282-0011 千葉県成田市三里塚字御料牧場1-1
新東京国際空港第1旅客ターミナルビル内
TEL（0476）32-5771
注）外為両替業務のみのお取り扱いとなります

成田支店
〒286-0033 千葉県成田市花崎町816-2
TEL（0476）23-1311

ユーカリが丘支店
〒285-0858 千葉県佐倉市ユーカリが丘3-1-1
TEL（043）461-7111

五井支店
〒290-0081 千葉県市原市五井中央西1-2-5
TEL（0436）21-2111

五井支店　木更津出張所
〒292-0067 千葉県木更津市中央1-3-2
TEL（0438）23-9111
注）2008年6月16日より木更津支店へ変更

北小金駅前
（連絡先/松戸支店）JR北小金駅北口

新松戸西
（連絡先/新松戸支店）ダイエー新松戸店前

流山おおたかの森ショッピングセンター
（連絡先/ATM統括支店）流山おおたかの森ショッピング
センター１階ATMコーナー内

我孫子駅前
（連絡先/柏支店）JR我孫子駅南口ロータリー

千葉ニュ－タウン西の原
（連絡先/勝田台支店）ショッピングモール西の原内

ジャスコ千葉ニュータウン店
（連絡先/ATM統括支店）北総開発鉄道千葉ニュータウン
中央駅北側ジャスコ1階

松戸ニッセイエデンの園
（連絡先/松戸支店）松戸ニッセイエデンの園内

高塚
（連絡先/本八幡支店）スーパーマルエツ高塚店前

西友常盤平
（連絡先/松戸支店）西友常盤平店内

馬橋駅前
（連絡先/松戸支店）JR馬橋駅西口

北松戸駅前
（連絡先/松戸支店）JR北松戸駅東口

ライフ二十世紀ケ丘店前
（連絡先/松戸支店）ライフ二十世紀ケ丘店ならび

松戸駅
（連絡先/松戸支店）JR松戸駅ビル内

ダイエー市川コルトンプラザ店
（連絡先/ATM統括支店）ダイエー市川コルトンプラザ店
2階

行徳東
（連絡先/行徳支店）オリンピックならび

ダイエー南行徳店
（連絡先/ATM統括支店）ダイエー南行徳店内

南行徳駅前
（連絡先/行徳支店）地下鉄東西線南行徳駅前

マツモトキヨシ大野店前
（連絡先/本八幡支店）マツモトキヨシ大野店前

ニューデイズ東船橋
（連絡先/ATM統括支店）ニューデイズ東船橋内

東船橋駅前
（連絡先/船橋支店）JR東船橋駅前

京成船橋駅
（連絡先/ATM統括支店）京成船橋駅舎内

船橋駅北口
（連絡先/船橋支店）JR船橋駅北口

ららぽーと
（連絡先/船橋支店）ららぽーと2 別館1階

下総中山駅前
（連絡先/西船橋支店）JR下総中山駅北口

原木中山駅前
（連絡先/行徳支店）地下鉄東西線原木中山駅前

船橋法典駅前
（連絡先/船橋支店）JR船橋法典駅前

イオン鎌ヶ谷ショッピングセンター
（連絡先/ATM統括支店）１階エスカレーター横

鎌ヶ谷グリーンハイツ
（連絡先/船橋支店）鎌ヶ谷グリーンハイツ内

馬込沢駅
（連絡先/船橋支店）東武野田線馬込沢駅前

マルエツ東習志野店
（連絡先/ATM統括支店）マルエツ東習志野店内

プローラ津田沼
（連絡先/津田沼支店）JR津田沼駅南プローラ津田沼

ホテルメッツ津田沼
（連絡先/ATM統括支店）ホテルメッツ津田沼2階ロビー

イオン津田沼ショッピングセンター
（連絡先/ATM統括支店）イオン津田沼ショッピング
センター1階ATMコーナー

勝田台駅南口
（連絡先/勝田台支店）駅前商店街サンコーポ勝田台
Ｃ棟内

Fululuガーデン
（連絡先/ATM統括支店）東葉高速鉄道村上駅前Fululu
ガーデン内

ユアエルム八千代台
（連絡先/ATM統括支店）京成線八千代台駅前・ユアエルム
八千代台2階入口

マルエツ八千代中央駅前店
（連絡先/ATM統括支店）東葉高速鉄道八千代中央駅前
マルエツ八千代中央駅前店内

増尾
（連絡先/柏支店）東武野田線増尾駅西口

北柏ライフタウン
（連絡先/柏支店）北柏ライフタウン

柏高島屋ステーションモール
（連絡先/ATM統括支店）JR柏駅西口バスロータリー前

イオン柏ショッピングセンター
（連絡先/ATM統括支店）イオン柏ショッピングセンター
1階ATMコーナー

南柏駅西口
（連絡先/柏支店）JR南柏駅西口

マミーマート南柏店
（連絡先/ATM統括支店）マミーマート南柏店内

柏ショッピングセンター前
（連絡先/柏支店）柏ショッピングセンターならび

ジャスコノア店
（連絡先/ATM統括支店）ジャスコノア店内

浦安
（連絡先/新浦安支店）地下鉄東西線浦安駅前･
西友浦安店1階

ニューデイズ新浦安
（連絡先/ATM統括支店）ニューデイズ新浦安店内

アトレ新浦安
（連絡先/新浦安支店）JR新浦安駅前アトレ新浦安内

イクスピアリ
（連絡先/ATM統括支店）イクスピアリ2階
トレイル＆トラック内

成田空港第2旅客ターミナルビル
（連絡先/ATM統括支店）成田空港第2旅客ターミナル
ビル内
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成田空港第1旅客ターミナルビル
（連絡先/ATM統括支店）成田空港第1旅客ターミナル
ビル内

四街道駅前
（連絡先/千葉支店）JR四街道駅前

京成ユーカリが丘駅南口
（連絡先/ATM統括支店）京成線ユーカリが丘駅南口

スカイプラザ
（連絡先/ユーカリが丘支店）スカイプラザ内

ボンベルタ
（連絡先/成田支店）成田ニュータウン内ボンベルタ4階

イオン成田ショッピングセンター
（連絡先/ATM統括支店）イオン成田ショッピングセンター内

茨城県

取手支店
〒302-0024 茨城県取手市新町2-1-3
TEL（0297）73-5111

古河支店
〒306-0011 茨城県古河市東1-1-2
TEL（0280）31-1111

水戸支店
〒310-0021 茨城県水戸市南町3-5-1
TEL（029）224-4151

日立支店
〒317-0073 茨城県日立市幸町1-3-8
TEL（0294）23-3111

牛久駅
（連絡先/ATM統括支店）JR牛久駅牛久アステア内

ニューデイズ取手
（連絡先/ATM統括支店）ニューデイズ取手店内

栃木県

宇都宮支店
〒320-0033 栃木県宇都宮市本町5-14
TEL（028）622-4271

小山支店
〒323-0023 栃木県小山市中央町3-6-16
TEL（0285）25-6111

足利支店
〒326-0814 栃木県足利市通2-12-20
TEL（0284）21-1181

栃木支店
〒328-0015 栃木県栃木市万町1-18
TEL（0282）22-0041

宇都宮市役所
（連絡先/宇都宮支店）宇都宮市役所内

白鴎大学
（連絡先/栃木支店）白鴎大学内本館１階

群馬県

高崎支店
〒370-0824 群馬県高崎市田町63-2
TEL（027）322-2231

前橋支店
〒371-0023 群馬県前橋市本町2-1-14
TEL（027）231-4481

館林支店
〒374-0024 群馬県館林市本町2-9-26
TEL（0276）72-3131

桐生
（連絡先/前橋支店）本町5丁目角

大阪府
大阪市

梅田支店
〒530-0001 大阪府大阪市北区梅田1-11-4-100
TEL（06）6345-6301

堂島支店
〒530-0003 大阪府大阪市北区堂島1-5-17
TEL（06）6341-0235

十三支店
〒532-0024 大阪府大阪市淀川区十三本町1-5-5
TEL（06）6302-5441

京阪京橋支店
〒534-0024 大阪府大阪市都島区東野田町2-2-10
TEL（06）6356-3641

今里支店
〒537-0012 大阪府大阪市東成区大今里3-21-3
TEL（06）6971-4331

天満橋支店
〒540-0032 大阪府大阪市中央区天満橋京町1-1
TEL（06）6942-1361

◎大阪支店
〒541-0042 大阪府大阪市中央区今橋4-2-1
TEL（06）6202-2251

大阪中央支店
〒541-0041 大阪府大阪市中央区北浜3-6-13
TEL（06）6202-1151

船場支店
〒541-0053 大阪府大阪市中央区本町3-4-8
TEL（06）6261-7571

難波支店
〒542-0076 大阪府大阪市中央区難波4-4-1
TEL（06）6633-1171

南船場支店
〒542-0081 大阪府大阪市中央区南船場2-3-2
TEL（06）6262-2201

阿倍野橋支店
〒545-0052 大阪府大阪市阿倍野区阿倍野筋1-5-38
TEL（06）6632-6151

平野支店
〒547-0045 大阪府大阪市平野区平野上町2-10-10
TEL（06）6791-2831

四ツ橋支店
〒550-0013 大阪府大阪市西区新町1-5-7
TEL（06）6532-1312

九条支店
〒550-0027 大阪府大阪市西区九条1-16-28
TEL（06）6581-1141

西野田支店
〒553-0006 大阪府大阪市福島区吉野1-22-15
TEL（06）6443-5371

住吉支店
〒558-0044 大阪府大阪市住吉区長峡町1-6
TEL（06）6673-7661

ハートイン大阪セントラルコート店
（連絡先/ATM統括支店）JR大阪駅中央改札前ハートイン内

ハートイン西梅田店
（連絡先/ATM統括支店）JR大阪駅徒歩5分ハートイン内

大阪ガーデンシティ
（連絡先/ATM統括支店）明治安田生命大阪ビルB1階

堂島地下街
（連絡先/梅田支店）地下鉄四つ橋線西梅田駅南側
ドージマ地下センター内

古河大阪ビル
（連絡先/堂島支店）古河大阪ビル西館1階

天六
（連絡先/梅田支店）天六交差点近く・天神橋筋商店街内

OAP
（連絡先/天満橋支店）大阪アメニティパーク内

西天満
（連絡先/梅田支店）梅田新道東・大阪弁護士ビル内

東梅田駅前
（連絡先/梅田支店）地下鉄東梅田駅前

ピアスタワー
（連絡先/堂島支店）ピアスタワー1階

新大阪駅
（連絡先/ATM統括支店）JR新大阪駅2階味道筋内

ハートイン新大阪店
（連絡先/ATM統括支店）JR新大阪駅中央出口階段下
ハートイン内

ハートイン塚本店
（連絡先/ATM統括支店）JR塚本駅前ハートイン内

京橋駅片町口
（連絡先/天満橋支店）京阪京橋駅片町口改札前

京橋駅
（連絡先/天満橋支店）京阪京橋駅正面改札口

ハートイン京橋店
（連絡先/ATM統括支店）JR京橋駅学研都市線
上りホーム内ハートイン内

ハートイン鴫野店
（連絡先/ATM統括支店）JR鴫野駅前ハートイン内

テレビ大阪
（連絡先/天満橋支店）テレビ大阪１階

北浜
（連絡先/大阪支店）大阪証券取引所南隣り

淀屋橋センタービル
（連絡先/大阪中央支店）淀屋橋センタービル1階

御堂筋本町ビル
（連絡先/船場支店）地下鉄本町駅･御堂筋本町ビル地下1階

萬栄
（連絡先/船場支店）萬栄内

上六
（連絡先/難波支店）上町筋沿い 上本町6丁目交差点近く

クリスタ長堀
（連絡先/四ツ橋支店）地下鉄御堂筋線心斎橋駅北口･
クリスタ長堀地下街

ハートイン玉造店
（連絡先/ATM統括支店）JR玉造駅前ハートイン内

ハートイン鶴橋店
（連絡先/ATM統括支店）ハートイン鶴橋店内

ハートイン寺田町店
（連絡先/ATM統括支店）JR寺田町駅北出口前
ハートイン内

天王寺MIO
（連絡先/阿倍野橋支店）天王寺MIO 1階

ハートイン阿倍野店
（連絡先/ATM統括支店）JR天王寺駅東出口前都ホテル
隣りハートイン内

ハートイン東部市場前店
（連絡先/ATM統括支店）JR東部市場駅東出口
正面ハートイン内

北田辺
（連絡先/阿倍野橋支店）近鉄南大阪線北田辺駅敷地内

イオン喜連瓜破ショッピングセンター
（連絡先/ATM統括支店）イオン喜連瓜破ショッピング
センター1階ATMコーナー

ハートイン肥後橋店
（連絡先/ATM統括支店）地下鉄四つ橋線肥後橋駅
徒歩3分ハートイン内

ハートイン弁天町店
（連絡先/ATM統括支店）JR弁天町駅南出口前
ハートイン内

ハートイン野田店
（連絡先/ATM統括支店）JR野田駅前ハートイン内

西淀川
（連絡先/西野田支店）歌島橋バスターミナル前

・ 無人店舗（ATMのみ設置）

・◎ 金融債取扱店
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みずほ銀行のコーポレートデータ

ヤマダ電機LABI1なんば
（連絡先/ATM統括支店）ヤマダ電機LABI1なんば・1階
店内

鶴見橋
（連絡先/難波支店）鶴見橋商店街

玉出
（連絡先/住吉支店）玉出本通商店街内

津守
（連絡先/難波支店）市バス鶴見橋バス停前

その他の大阪府

大阪支店　関西国際空港出張所
〒549-0001 大阪府泉佐野市泉州空港北1
関西国際空港旅客ターミナルビル内
TEL（0724）56-7016
注）外為両替業務のみのお取り扱いとなります

大阪支店　関西国際空港第二出張所
〒549-0001 大阪府泉佐野市泉州空港北1
関西国際空港旅客ターミナルビル内
TEL（0724）56-7006
注）外為両替業務のみのお取り扱いとなります

千里中央支店
〒560-0082 大阪府豊中市新千里東町1-5-3
TEL（06）4863-2411

池田支店
〒563-0047 大阪府池田市室町1-2
TEL（072）752-3131

吹田駅前支店
〒564-0031 大阪府吹田市元町3-6
TEL（06）6383-2021

江坂支店
〒564-0063 大阪府吹田市江坂町1-23-20
TEL（06）6821-9301

茨木支店
〒567-0829 大阪府茨木市双葉町9-1
TEL（072）632-1601

高槻支店
〒569-0802 大阪府高槻市北園町15-17
TEL（072）685-5581

守口支店
〒570-0038 大阪府守口市河原町8-21
TEL（06）6996-3331

香里支店
〒572-0084 大阪府寝屋川市香里南之町20-3
TEL（072）833-2231

枚方支店
〒573-0031 大阪府枚方市岡本町2-20
TEL（072）843-8251

東大阪支店
〒577-0056 大阪府東大阪市長堂2-16-11
TEL（06）6783-1161

大阪東支店
〒577-0841 大阪府東大阪市足代2-2-23
TEL（06）6728-5501

枚岡支店
〒579-8051 大阪府東大阪市瓢箪山町3-1
TEL（072）982-1181

山本支店
〒581-0013 大阪府八尾市山本町南1-4-7
TEL（072）998-1131

八尾支店
〒581-0803 大阪府八尾市光町1-61
TEL（072）991-2881

堺支店
〒590-0076 大阪府堺市堺区北瓦町2-4-16
TEL（072）238-3361

せんちゅうパル
（連絡先/ATM統括支店）せんちゅうパル１階

千里中央セルシー
（連絡先/江坂支店）北大阪急行千里中央駅前・
セルシー1階

千里中央駅前
（連絡先/ATM統括支店）千里中央駅前セルシー店舗2階

庄内
（連絡先/十三支店）阪急宝塚線庄内駅東口前

カルフール箕面
（連絡先/ATM統括支店）カルフール箕面内

箕面船場
（連絡先/江坂支店）大阪船場繊維卸商団地2号館内

ハートイン岸辺店
（連絡先/ATM統括支店）JR岸辺駅前ハートイン内

ハートイン茨木店
（連絡先/ATM統括支店）JR茨木駅南出口階段下
ハートイン内

ハートイン高槻中央口店
（連絡先/ATM統括支店）ハートイン高槻中央口店内

高槻駅北口
（連絡先/高槻支店）西武百貨店1階

イオン大日ショッピングセンター
（連絡先/ATM統括支店）イオン大日ショッピングセンター
1階ATMコーナー

大和田
（連絡先/守口支店）京阪大和田駅南口前

枚方市駅
（連絡先/香里支店）京阪枚方市駅構内

ハートイン四条畷店
（連絡先/ATM統括支店）JR四条畷駅東出口正面
ハートイン内

ハートイン忍ヶ丘店
（連絡先/ATM統括支店）JR忍ヶ丘駅南出口正面
ハートイン内

ハートイン鴻池新田店
（連絡先/ATM統括支店）JR鴻池新田駅北出口階段下
ハートイン内

松原
（連絡先/阿倍野橋支店）近鉄河内松原駅前上田交差点

河内松原駅
（連絡先/ATM統括支店）近鉄河内松原駅改札横

阿保
（連絡先/阿倍野橋支店）阿保交差点北東角

八尾本町
（連絡先/八尾支店）八尾市役所ならび

ハートイン八尾店
（連絡先/ATM統括支店）JR八尾駅北出口左側
ハートイン内

藤井寺駅前
（連絡先/阿倍野橋支店）藤井寺駅南口 いちょう通り沿い

光丘
（連絡先/堺支店）PL教団本部前バス停そば

ＰＬ病院
（連絡先/ATM統括支店）PL病院内

イトーヨーカドー堺店
（連絡先/堺支店）イトーヨーカドー堺店前

イオンモール堺北花田プラウ
（連絡先/ATM統括支店）イオンモール堺北花田プラウ
１階ATMコーナー

ハートイン鳳店
（連絡先/ATM統括支店）JR鳳駅東出口階段下
ハートイン内

京都府

四条支店
〒600-8002 京都府京都市下京区四条通寺町東入
2丁目御旅町51
TEL（075）211-4441

京都支店
〒600-8008 京都府京都市下京区四条通烏丸東入
長刀鉾町20
TEL（075）221-7291

出町支店
〒602-0822 京都府京都市上京区出町今出川上ル
青龍町259
TEL（075）231-7161

◎京都中央支店
〒604-8161 京都府京都市中京区烏丸通三条南入
饅頭屋町591
TEL（075）221-1121

伏見支店
〒612-8053 京都府京都市伏見区東大手町757
TEL（075）611-2221

長岡天神支店
〒617-0823 京都府長岡京市長岡1-1-1
TEL（075）952-1161

京都駅八条口
（連絡先/ATM統括支店）ＪＲ京都駅構内１階東改札口付近

七条
（連絡先/京都支店）大宮七条交差点南東側

ハートイン西大路店
（連絡先/ATM統括支店）JR西大路駅南出口左側
ハートイン内

京都第二赤十字病院
（連絡先/ATM統括支店）京都第二赤十字病院前

西陣
（連絡先/京都中央支店）堀川今出川交差点西・
今出川通り沿い

ハートイン二条店
（連絡先/ATM統括支店）JR二条駅東出口正面
ハートイン内

京都造形芸術大学
（連絡先/ATM統括支店）京都造形芸術大学内

百万遍
（連絡先/出町支店）東大路通沿い百万遍交差点近く

ハートイン山科店
（連絡先/ATM統括支店）JR山科駅南出口右側
ハートイン内

ハートイン向日町店
（連絡先/ATM統括支店）JR向日町駅西出口正面
ハートイン内

イオン高の原ショッピングセンター
（連絡先/ATM統括支店）イオン高の原ショッピング
センター内

兵庫県

神戸支店
〒650-0021 兵庫県神戸市中央区三宮町1-3-1
TEL（078）331-7921

長田支店
〒653-0036 兵庫県神戸市長田区腕塚町5-5-1
TEL（078）611-2181

垂水支店
〒655-0027 兵庫県神戸市垂水区神田町3-8
TEL（078）706-0281

支店
〒657-0831 兵庫県神戸市灘区水道筋3-10-7
TEL（078）871-5261

芦屋支店
〒659-0092 兵庫県芦屋市大原町10-1-102
TEL（0797）35-3951

尼崎支店
〒660-0881 兵庫県尼崎市昭和通5-158
TEL（06）6411-1501

口支店
〒661-0012 兵庫県尼崎市南塚口町1-1-5
TEL（06）6427-5811

伊丹支店
〒664-0858 兵庫県伊丹市西台1-5-3
TEL（072）772-6071
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姫路支店
〒670-0924 兵庫県姫路市紺屋町55
TEL（079）285-4455

明石支店
〒673-0891 兵庫県明石市大明石町1-5-1
TEL（078）911-0131

ハートイン新神戸
（連絡先/ATM統括支店）ハートイン新神戸店内

三宮
（連絡先/神戸支店）三宮センター街浜側･
ニューミュンヘン神戸大使館南隣り

ハートインビエント神戸店
（連絡先/ATM統括支店）JR神戸駅前ビエント神戸内

そごう神戸店
（連絡先/ATM統括支店）そごう神戸店地下１階

そごう神戸店2階
（連絡先/ATM統括支店）そごう神戸店2階サンファーレ
広場

ハートイン三ノ宮店
（連絡先/ATM統括支店）JR三ノ宮駅中央口正面
ハートイン内

イオン神戸北ショッピングセンター
（連絡先/ATM統括支店）イオン神戸北ショッピング
センター内

ハートイン兵庫店
（連絡先/ATM統括支店）JR兵庫駅前ハートイン内

ハートイン鷹取店
（連絡先/ATM統括支店）JR鷹取駅南出口右側
ハートイン内

マリンピア神戸
（連絡先/ATM統括支店）マリンピア神戸EAST館2階

六甲道駅
（連絡先/ATM統括支店）JR六甲道駅改札横

BB Plaza
（連絡先/ATM統括支店）シマブン本社ビル商業棟3階

ハートイン甲南山手店
（連絡先/ATM統括支店）JR甲南山手駅前ハートイン内

住吉駅
（連絡先/ATM統括支店）JR住吉リブ・シーア内

ハートイン芦屋店
（連絡先/ATM統括支店）JR芦屋駅南出口階段下
ハートイン内

つかしん
（連絡先/ATM統括支店）つかしん東町1階ATMコーナー

西宮
（連絡先/灘支店）阪神西宮駅北口

アステ川西
（連絡先/池田支店）阪急宝塚線川西能勢口駅前
アステ川西１階

ハートイン伊丹店
（連絡先/ATM統括支店）JR伊丹駅西出口階段下
ハートイン内

ハートイン新三田店
（連絡先/ATM統括支店）JR新三田駅前ハートイン内

ハートイン三田店
（連絡先/ATM統括支店）JR三田駅前ハートイン内

ホームセンタームサシ姫路店
（連絡先/ATM統括支店）ホームセンタームサシ姫路店内

ハートイン朝霧店
（連絡先/ATM統括支店）JR朝霧駅北出口左側
ハートイン内

ハートイン明石店
（連絡先/ATM統括支店）JR明石駅北出口左側
ハートイン内

ハートイン東加古川店
（連絡先/ATM統括支店）ハートイン東加古川店

その他の近畿

大津支店
〒520-0041 滋賀県大津市浜町1-1
TEL（077）522-4181

生駒支店
〒630-0245 奈良県生駒市北新町9-12
TEL（0743）75-0211

奈良支店
〒630-8228 奈良県奈良市上三条町13-1
TEL（0742）24-1211

学園前支店
〒631-0036 奈良県奈良市学園北1-8-10
TEL（0742）49-8201

西大寺支店
〒631-0821 奈良県奈良市西大寺東町2-1-51
TEL（0742）33-1211

和歌山支店
〒640-8154 和歌山県和歌山市六番丁1
TEL（073）423-1221

ハートイン大津京店
（連絡先/ATM統括支店）JR大津京駅東出口階段下
ハートイン内

ハートイン大津店
（連絡先/ATM統括支店）JR大津駅北出口左側
ハートイン内

イオン奈良登美ヶ丘ショッピングセンター
（連絡先/ATM統括支店）イオン奈良登美ヶ丘ショッピング
センター内

ハートイン王寺店
（連絡先/ATM統括支店）JR王寺駅北出口階段下
ハートイン内

和歌山赤十字病院
（連絡先/和歌山支店）日本赤十字社和歌山医療センター
ホール横

東海

三島支店
〒411-0855 静岡県三島市本町3-38
TEL（055）972-3911

◎静岡支店
〒420-0853 静岡県静岡市葵区追手町8-1
TEL（054）252-4161

清水支店
〒424-0821 静岡県静岡市清水区相生町4-1
TEL（054）352-2171

浜松支店
〒430-0933 静岡県浜松市中区鍛冶町332-1
TEL（053）452-3111

豊橋支店
〒440-0881 愛知県豊橋市広小路1-39
TEL（0532）55-1511

岡崎支店
〒444-0860 愛知県岡崎市明大寺本町4-40
TEL（0564）22-5631

名古屋駅前支店
〒450-0002 愛知県名古屋市中村区名駅3-25-3
TEL（052）541-3211

◎名古屋支店
〒460-0003 愛知県名古屋市中区錦1-19-24
TEL（052）201-2371

名古屋中央支店
〒460-8688 愛知県名古屋市中区栄3-4-5
TEL（052）262-1231

大曽根支店
〒462-0825 愛知県名古屋市北区大曽根2-8-10
TEL（052）981-8511

豊田支店
〒471-0025 愛知県豊田市西町1-200
TEL（0565）31-7111

一宮支店
〒491-0859 愛知県一宮市本町3-1-1
TEL（0586）73-8111

岐阜支店
〒500-8175 岐阜県岐阜市長住町5-1
TEL（058）262-0161

四日市支店
〒510-0075 三重県四日市市安島1-2-25
TEL（059）352-2101

津支店
〒514-0032 三重県津市中央1-1
TEL（059）226-3121

伊勢支店
〒516-0037 三重県伊勢市岩渕1-16-13
TEL（0596）22-3111

名古屋駅第一
（連絡先/名古屋駅前支店）JR名古屋駅桜通口改札横

名古屋駅第二
（連絡先/名古屋中央支店）JR名古屋駅桜通口改札横

名古屋第一赤十字病院
（連絡先/名古屋駅前支店）名古屋第一赤十字病院内

名古屋金山
（連絡先/名古屋中央支店）地下鉄金山駅ビル内

日土地名古屋ビル
（連絡先/名古屋支店）日土地名古屋ビル内

大須
（連絡先/名古屋支店）地下鉄上前津駅北西側大津通り沿い

ＮＨＫ名古屋放送センタービル
（連絡先/名古屋支店）NHK名古屋放送センタービル
地下1階

小牧
（連絡先/名古屋支店）ラビオ1階ATMコーナー

ヨシヅヤ稲沢店
（連絡先/ATM統括支店）ヨシヅヤ稲沢店内

津島
（連絡先/ATM統括支店）ヨシヅヤ津島北テラス１階
ATMコーナー

北海道

函館支店
〒040-0063 北海道函館市若松町16-6
TEL（0138）22-2111

札幌支店
〒060-0003 北海道札幌市中央区北三条西3-1-44
TEL（011）231-1171

旭川支店
〒070-8691 北海道旭川市四条通9-左9-1
TEL（0166）23-6171

帯広支店
〒080-0012 北海道帯広市西二条南10-17-1
TEL（0155）23-4191

釧路支店
〒085-0015 北海道釧路市北大通7-2
TEL（0154）22-2131

杉並町
（連絡先/函館支店）市電杉並町電停前

ビックカメラ札幌店
（連絡先/ATM統括支店）ビックカメラ札幌店入口横

札幌ステラプレイス
（連絡先/ATM統括支店）札幌ステラプレイス東館Ｂ1階

桑園駅
（連絡先/札幌支店）JR桑園駅構内東口

大通公園
（連絡先/札幌支店）地下鉄大通駅上 三越北隣

・ 無人店舗（ATMのみ設置）

・◎ 金融債取扱店
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みずほ銀行のコーポレートデータ

東北

◎福島支店
〒960-8034 福島県福島市置賜町6-20
TEL（024）522-4131

郡山支店
〒963-8004 福島県郡山市中町7-19
TEL（024）932-6060

会津支店
〒965-0037 福島県会津若松市中央1-1-25
TEL（0242）22-7315

いわき支店
〒970-8026 福島県いわき市平字三町目25
TEL（0246）23-3251

◎仙台支店
〒980-0811 宮城県仙台市青葉区一番町3-1-1
TEL（022）222-9111

山形支店
〒990-0043 山形県山形市本町2-4-8
TEL（023）641-6201

秋田支店
〒010-0001 秋田県秋田市中通1-2-1
TEL（018）833-8371

盛岡支店
〒020-0871 岩手県盛岡市中ノ橋通1-5-8
TEL（019）622-2161

青森支店
〒030-0801 青森県青森市新町2-1-15
TEL（017）722-4361

太田西ノ内病院
（連絡先/郡山支店）太田西ノ内病院内

東北文化学園
（連絡先/ATM統括支店）東北文化学園内

仙台ヒルサイドアウトレット
（連絡先/ATM統括支店）錦ヶ丘・仙台アウトレットヒルズ内

岩手医科大学病院
（連絡先/盛岡支店）岩手医科大学病院内

北陸・甲信越

長野支店
〒380-0834 長野県長野市問御所町1260
TEL（026）227-3101

松本支店
〒390-0811 長野県松本市中央2-5-8
TEL（0263）32-2715

甲府支店
〒400-0031 山梨県甲府市丸の内1-19-10
TEL（055）237-1511

福井支店
〒910-0005 福井県福井市大手3-5-1
TEL（0776）22-3500

金沢支店
〒920-0918 石川県金沢市尾山町3-7
TEL（076）232-1161

◎富山支店
〒930-0004 富山県富山市桜橋通り5-13
TEL（076）441-1111

◎新潟支店
〒951-8061 新潟県新潟市中央区西堀通六番町
5942
TEL（025）229-2331

諏訪
（連絡先/松本支店）セイコーエプソン生協向い

諏訪湖サービスエリア上り線
（連絡先/ATM統括支店）中央自動車道 諏訪湖サービス
エリア上り線休憩所内

談合坂サービスエリア上り線
（連絡先/ATM統括支店）中央高速道路 談合坂サービス
エリア上り線休憩所内

談合坂サービスエリア下り線
（連絡先/ATM統括支店）中央高速道路 談合坂サービス
エリア下り線休憩所内

金沢医科大学病院
（連絡先/金沢支店）金沢医科大学病院内

中国・四国

鳥取支店
〒680-0833 鳥取県鳥取市末広温泉町715
TEL（0857）22-4181

松江支店
〒690-0064 島根県松江市天神町1
TEL（0852）21-5201

岡山支店
〒700-0902 岡山県岡山市錦町1-1-101
TEL（086）224-0281

倉敷支店
〒710-0055 岡山県倉敷市阿知1-7-2-107
TEL（086）422-4545

福山支店
〒720-0064 広島県福山市延広町1-23
TEL（084）921-2411

◎広島支店
〒730-8710 広島県広島市中区紙屋町2-1-1
TEL（082）247-7111

徳山支店
〒745-0032 山口県周南市銀座1-20
TEL（0834）31-3111

北九州支店　下関出張所
〒750-0016 山口県下関市細江町1-2-5
TEL（0832）22-3431

山口支店
〒753-0087 山口県山口市米屋町1-15
TEL（083）922-1600

◎高松支店
〒760-8677 香川県高松市番町1-6-8
TEL（087）821-5051

徳島支店
〒770-0911 徳島県徳島市東船場町1-24
TEL（088）622-7171

高知支店
〒780-0870 高知県高知市本町1-2-10
TEL（088）822-5131

松山支店
〒790-0011 愛媛県松山市千舟町3-3-1
TEL（089）921-7141

今治支店
〒794-0026 愛媛県今治市別宮町1-3-3
TEL（0898）32-3961

倉敷中央病院
（連絡先/倉敷支店）倉敷中央病院内

イオン倉敷ショッピングセンター
（連絡先/ATM統括支店）イオン倉敷ショッピングセンター内

大門町
（連絡先/福山支店）JFEスチール福山製鉄所正門前
駐車場の一角

旭ヶ丘
（連絡先/福山支店）旭ヶ丘ショッピングセンター内

福山コロナワールド
（連絡先/ATM統括支店）福山コロナワールド１階入口横

広島八丁堀
（連絡先/広島支店）八丁堀交差点徒歩3分 八丁堀ビル1階

徳山中央病院
（連絡先/徳山支店）徳山中央病院内

山口県庁
（連絡先/ATM統括支店）山口県庁本館棟1階

山口赤十字病院
（連絡先/山口支店）山口赤十字病院正面入口横

今治国際ホテル
（連絡先/今治支店）今治国際ホテル内

九州

北九州支店　門司出張所
〒801-0863 福岡県北九州市門司区栄町2-2
TEL（093）321-3734

北九州支店
〒802-8688 福岡県北九州市小倉北区京町1-4-17
TEL（093）521-4131

八幡支店
〒805-0019 福岡県北九州市八幡東区中央3-1-1
TEL（093）661-2431

◎福岡支店
〒810-0001 福岡県福岡市中央区天神1-13-1
TEL（092）711-1234

久留米支店
〒830-0017 福岡県久留米市日吉町5-51
TEL（0942）32-4551

佐賀支店
〒840-0825 佐賀県佐賀市中央本町2-23
TEL（0952）24-9281

長崎支店
〒850-0853 長崎県長崎市浜町3-28
TEL（095）822-2151

熊本支店
〒860-0806 熊本県熊本市花畑町3-8
TEL（096）352-3141

大分支店
〒870-0034 大分県大分市都町1-4-2
TEL（097）532-5121

宮崎支店
〒880-0805 宮崎県宮崎市橘通東4-1-7
TEL（0985）24-3131

鹿児島支店
〒892-0828 鹿児島県鹿児島市金生町7-3
TEL（099）226-0161

那覇支店
〒900-0015 沖縄県那覇市久茂地3-1-1
TEL（098）866-0079

門司区役所
（連絡先/ATM統括支店）門司区役所1階

北九州市役所
（連絡先/ATM統括支店）北九州市役所地下1階

黒崎
（連絡先/八幡支店）JR黒崎駅前

スピナ一枝店
（連絡先/ATM統括支店）スピナ一枝店内

スピナマート穴生店
（連絡先/ATM統括支店）スピナマート穴生店内

NHK福岡放送センター
（連絡先/福岡支店）NHK福岡放送センタービル1階

コストコ久山店
（連絡先/ATM統括支店）コストコ久山店内

博多
（連絡先/福岡支店）JR博多駅前・福岡朝日ビル

福岡朝日ビル
（連絡先/ATM統括支店）JR博多駅前・福岡朝日ビル
地下2階

鶴屋百貨店
（連絡先/熊本支店）市電市バス通り町筋鶴屋百貨店内

・ 無人店舗（ATMのみ設置）

・◎ 金融債取扱店
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みずほビジネス金融センター（株）

東京都　/23区

大手町支所 有楽町支所

麹町支所 銀座支所

新宿西口支所 新宿東口支所

飯田橋支所 渋谷支所

渋谷東口支所 青山支所

池袋西口支所 下谷支所

雷門支所 千住支所

足立支所 大森支所

五反田支所 大山支所

亀戸支所 赤羽支所

金町支所 自由が丘支所

深川支所 六本木支所

芝支所

東京都　/23区以外

吉祥寺支所 八王子支所

立川支所 府中支所

町田支所

神奈川県

横浜支所 川崎支所

新横浜支所 茅ヶ崎支所

（平成20年5月31日現在）

銀行代理業者

●このほかにインターネット専用支店として「インターネット支店」、ATM管理専門支店として「ATM統

括支店」、確定拠出年金プラン向け預金専用支店として「確定拠出年金支店」、住宅ローン専用出張所

として渋谷マイホームプラザ出張所、外国為替業務専用出張所として大阪外為サービスオフィス出張

所、振込のみを取り扱う振込専用支店として「シラカバ支店」「ハナミズキ支店」「サツキ支店」「ポプラ

支店」「集中第一支店」「第二集中支店」「第三集中支店」「第四集中支店」「第五集中支店」「第七集中

支店」「第八集中支店」「第九集中支店」「第十集中支店」「みずほインベスターズ支店」、口座振替のみ

を取り扱う口座振替専用支店として「サザンカ支店」「第六集中支店」があります。なお、振込専用支店

および口座振替専用支店は一般の口座開設等にはご利用いただけません。

みずほインフォメーションダイヤル　0120
フリーダイヤル

-3
み

2
ず

4
ほ

2
に

-86
ハロー

携帯電話・ＰＨＳおよび海外からは　042-311-9210
〈受付時間〉月曜日～金曜日　9：00～21：00 土・日曜日　9：00～17：00

※1月1日～3日、5月3日～5日、祝日、振替休日を除く

千葉県

船橋支所

埼玉県

大宮支所 浦和支所

所沢支所

大阪府

北浜支所 難波支所

船場支所 梅田支所

阿倍野橋支所 東大阪支所

兵庫県

神戸支所

京都

京都支所

九州

福岡支所
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みずほ銀行のコーポレートデータ

みずほダイレクト［インターネット/モバイル/テレホンバンキング］

「みずほダイレクト」は1つのご契約で「インターネット/モバイル/テレホンバンキング」の3種類のチャネルがご利用が可能な全店共通のサービスです。
当行にお持ちの複数の口座を「利用口座」としてご登録いただくことにより、当行の全国いずれの支店の口座でも「残高一覧照会」や「口座間振替取引」
（手数料無料）をご利用いただけるようになります。サービス内容においても「残高照会」「振込・振替」はもちろん、「定期預金」「外貨預金」「投資信託」
のほか、みずほ銀行ならではの「宝くじのご購入」など、充実したメニューをご提供しています。

■主なサービス内容

残高照会・入出金明細照会

振込
登録先

登録先以外

振替＊

定期預金・積立定期預金

外貨預金

投資信託

国債

カードローン（借入・返済）

住宅ローン
金利方式切換

一部繰上返済

住所変更

公共料金口座振替

Yahoo! ウォレット口座振替

Pay-easy（ペイジー）税金・料金払込みサービス

ネット振込決済サービス

スーパーデビット

ネット口座振替受付サービス

モバイルSuica銀行口座チャージサービス

みずほダイレクトEdyチャージサービス［モバイル］

宝くじ購入・照会

インターネット モバイル テレホンバンキング
バンキング バンキング 自動音声 オペレーター

○

○

ー

○

ー

（相場・金利照会）

（基準価額照会）

ー

○

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

○

○

○

○

○

○

○

ー

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

ー

ー

○

○

○

○

○

○（定期預入のみ）

○（米ドル定期のみ）

（基準価額照会）

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

○

○

ー

○

○

○

○

＊振替＝代表利用口座・利用口座間の資金移動（手数料無料）
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月曜日～金曜日

土曜日

日曜日

祝　日

手数料

■ATMご利用手数料（１件当たり）
0：00 7：00 8：00 8：45 18：00 21：00 22：00 23：00 24：00

上記のご利用時間は24時間稼働店でのキャッシュカードによるお引出し・お振込の場合です。

店舗・提携金融機関によっては、お取引内容、ご利用可能日、ご利用時間が異なりますのでご注意ください。

＊月曜日の0：00から7：00まではご利用いただけません。

＊第1・第4土曜日の3：00から5：00まではご利用いただけません。

＊祝日が月曜日、土・日曜日に重なる場合は、曜日に応じたご利用時間となります。

＊月曜日から金曜日までの15：00以降、土・日曜日、祝日、振替休日のお振込は翌営業日扱いとなります。

＊お振込の際は、別途、振込手数料が必要となります。

＊コンビニATM（イーネット、ローソン）は、月曜日の0：00から7：00まで、日曜日の21：00から24：00の時間帯についてもご利用いただけます。

＊コンビニATM（イーネット、ローソン）は、別途ご利用手数料が必要となります。

＊みずほキャッシュカード以外の提携金融機関カードをご利用の場合は、別途、手数料がかかる場合があります（みずほコーポレート銀行、みずほ信託銀行、

千葉興業銀行、大垣共立銀行、第三銀行を除く）。

無料 105円（消費税等を含む） 210円（消費税等を含む） ご利用いただけません

窓口での総合振込
（手書き・OCR・金額記入方式）

3万円未満

3万円以上

ー

ー

ー

ー

窓　口
3万円未満 210円

3万円以上 420円

315円

525円

630円

840円

630円

840円

ATM

3万円未満 105円

3万円以上 315円

105円

315円

420円

630円
現　金

3万円未満 0円

3万円以上 0円

105円

210円

210円

420円
キャッシュカード

■振込手数料（1件当たり）
お取扱区分 振込金額 当行同一店内宛 当行本支店宛・みずほコーポレート銀行宛 他行宛（電信） 他行宛（文書）

ー

ー

ー

ー

みずほ
ダイレクト

3万円未満 0円

3万円以上 0円

105円

210円

210円

420円

テレホンバンキング
（自動音声サービス）
インターネットバンキング
モバイルバンキング

105円

315円

105円

315円

420円

630円

テレホンバンキング
（オペレーターサービス）

3万円未満 210円

3万円以上 420円

315円

525円

630円

840円

630円

840円

EB一括伝送
MT/FD
ANSER

3万円未満 0円

3万円以上 0円

210円

420円

525円

735円

525円

735円

手書き・
OCR・
金額記入方式

105円

210円

420円

■給料振込手数料（1件当たり）
お取扱区分 手数料

当行同一支店宛

当行本支店宛・みずほコーポレート銀行宛

他行宛（電信）

EB一括伝送
MT/FD

0円

105円

315円

当行同一支店宛

当行本支店宛・みずほコーポレート銀行宛

他行宛

振込
840円

630円

1,050円

■特殊扱い手数料（1件当たり）
お取扱区分 手数料

組戻料

振込変更手数料

不渡手形返却料

代金取立 1,050円

1,050円

取立手形組戻料

店頭呈示料
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お預り資産ステートメントサービス（年間）

窓口両替
金種指定払戻

お取引いただいた紙幣・硬貨の枚数＊1
（1申し込み当たり）

オーダー手数料＊2
（1申し込み当たり）

0円1～50枚

315円51～500枚

525円

525円

0円

2,100円

501枚～1,000枚

1,001枚以上

1件

2件

当座小切手用紙交付1冊（50枚つづり）

手形用紙交付1冊（50枚つづり）

パーソナルチェック1冊（25枚つづり）

銀行振出小切手（自己宛小切手）用紙（1枚当たり）

残高証明書（個別発行 業務分野単位ごと1通当たり）

残高証明書（定例発行 業務分野単位ごと1通当たり）

取引明細証明書（1カ月単位）

キャッシュカード・通帳・証書再発行（1件当たり）

キャッシュカード（法人用）・キャッシュカード（当座預金法人用）発行

■その他手数料
お取扱区分 手数料

2,100円

当座預金口座開設（1件当たり） 15,750円

3,150円

315円

840円

735円

315円

残高証明書（銀行制定書式以外1通当たり）

残高証明書（監査法人用1通当たり）

1,575円

3,150円

210円

1,050円

取引証明書（海外宛 銀行制定書式1通当たり） 2,625円

取引証明書（海外宛 銀行制定書式以外1通当たり） 5,250円

その他取引証明書（海外宛以外） 1,575円

1,050円

ICキャッシュカード発行（1件当たり） 1,050円

インターナショナルキャッシュカード発行（切替）（1件当たり） 1,050円

3,150円

3,150円3件

1,050円4件以上

＊1 汚損した現金の交換、記念硬貨の交換については無料です。
＊2 両替または払戻時の金種指定について複数のご注文をいただいた場合。

※金額は全て消費税等を含みます。

（平成20年6月26日現在）

1件ごとに

1,000枚ごとに

＊別途、取扱手数料105円（1件当たり）がかかります。

自動送金
サービス

0円

0円

105円

■自動送金サービス振込手数料（1件当たり）
お取扱区分 振込金額 手数料

当行同一支店宛
3万円未満

3万円未満

3万円以上

3万円未満

3万円以上

3万円以上

当行本支店宛・
みずほコーポレート銀行宛

他行宛（電信）

315円

420円

630円

945円

■代金取立手数料（1通当たり）

上記以外

630円

840円

1,050円

お取扱区分 手数料

同一支店内・同一手形交換所内
および相互乗り入れしている手形交換所内

当行本支店が所在する手形交換所内宛

当行本支店が所在しない手形交換所内宛

至急

（注）毎月末の残高1g当たり1円として（6カ月の累計額＋500円）×1.05
ただし上限3,675円

金証書

金地金

（注）

2,100円

6,300円

■金業務関連手数料
お取扱区分 手数料

保護預り手数料（6カ月ごと）

購入・売却手数料（1取引当たり）

地金引出手数料（1本当たり）

6,300円購入・売却手数料（1本当たり）

金積立

1,260円

26円

3,150円

年間手数料

買付委託手数料（1,000円当たり（月額））

引出手数料（1取引当たり）



みずほコーポレート銀行のコーポレートデータ

107

み
ず
ほ
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
銀
行
の
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
デ
ー
タ

主要な業務の内容

（1）預金業務

①預金

当座預金、普通預金、通知預金、定期預金、別段預金、

納税準備預金、非居住者円預金および外貨預金等を

取り扱っています。

②譲渡性預金

譲渡可能な定期預金を取り扱っています。

（2）貸出業務

①貸付

手形貸付、証書貸付および当座貸越を取り扱っています。

②手形の割引

銀行引受手形、商業手形および荷付為替手形の割引

を取り扱っています。

（3）商品有価証券売買業務

国債等公共債の売買業務を取り扱っています。

（4）有価証券投資業務

預金の支払準備および資金運用のため、国債、地方債、

社債、株式およびその他の証券に投資しています。

（5）内国為替業務

送金為替、当座振込および代金取立等を取り扱っています。

（6）外国為替業務

輸出、輸入および外国送金その他外国為替に関する各種

業務を取り扱っています。

（7）社債受託および登録業務

担保付社債信託法による社債の受託業務、社債の管理

の受託業務、公社債の募集の受託業務、公社債の登録業

務等を行っています。

（8）附帯業務

①代理業務

a.日本銀行代理店、同歳入代理店および同国債代理

店業務並びに地方公共団体の公金取扱業務

b.株式払込金の受入代理業務並びに株式配当金およ

び公社債元利金の支払代理業務

c.中小企業金融公庫等の代理貸付業務

②保護預り

③有価証券の貸付

④債務の保証（支払承諾）

⑤公共債の引受

⑥国債等公共債および証券投資信託の窓口販売

⑦コマーシャル・ペーパー等の取り扱い

⑧金利、通貨、商品等のデリバティブ取引

⑨確定拠出年金業務

⑩信託代理店業務

⑪証券仲介業務

（平成20年6月26日現在）
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みずほコーポレート銀行のコーポレートデータ

組織図

株主総会 

取締役会 
監査役室 

業務監査委員会 経営会議 

経営政策委員会 

頭取 

監査役・監査役会 

グローバル 
ポートフォリオ 
マネジメント 
ユニット 

プロフィット部門 

コーポレート 
バンキングユニット 

営業第一部～第十八部 
マルチナショナルコーポレート営業部 
新 宿 営 業 部  
日 本 橋 営 業 部  
兜 町 証 券 営 業 部  
横 浜 営 業 部  
札 幌 営 業 部  
仙 台 営 業 部  
富 山 営 業 部  
浜 松 営 業 部  
名 古 屋 営 業 部  
京 都 営 業 部  
大阪営業第一部～第三部 
神 戸 営 業 部  
広 島 営 業 部  
高 松 営 業 部  
福 岡 営 業 部  

（注）インターナショナルバンキングユニットの地域ユニットにおける部（部内室）は以下の通り。 
　　米州業務管理部、米州営業第一部～第二部、米州プロダクツ営業部、米州レバレッジドファイナンス営業部、 
　　欧州業務管理部、欧州営業第一部～第二部、欧州プロダクツ営業部（クレジット投資管理室）、欧州レバレッジドファイナンス営業部、 
　　アジア業務管理部、アジアレバレッジドファイナンス営業部 

グローバル 
シンジケーション 
ユニット 

シ
ン
ジ
ケ
ー
シ
ョ
ン
部 

グ
ロ
ー
バ
ル
ス
ト
ラ
ク
チ
ャ
リ
ン
グ
部 

デ
ィ
ス
ト
リ
ビ
ュ
ー
シ
ョ
ン
部 

プ
ロ
ダ
ク
ツ
デ
ィ
ス
ト
リ
ビ
ュ
ー
シ
ョ
ン
部 

ス
ト
ラ
ク
チ
ャ
リ
ン
グ
部 

シ
ン
ジ
ケ
ー
シ
ョ
ン
業
務
管
理
部 

グローバルプロダクツユニット 

レ
バ
レ
ッ
ジ
ド
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
営
業
部 

不
動
産
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
営
業
部 

グ
ロ
ー
バ
ル
プ
ロ
ダ
ク
ツ
開
発
部 

ア
セ
ッ
ト
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
営
業
部 

ス
ト
ラ
ク
チ
ャ
ー
ド
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
営
業
部 

グ
ロ
ー
バ
ル
ス
ト
ラ
ク
チ
ャ
ー
ド
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
営
業
部 

プ
ロ
ダ
ク
ツ
業
務
管
理
部 

ク
レ
ジ
ッ
ト
エ
ン
ジ
ニ
ア
リ
ン
グ
部 

戦
略
投
資
部 

ポ
ー
ト
フ
ォ
リ
オ
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
部 

株
式
投
資
室 

フ
ィ
ナ
ン
シ
ャ
ル
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
推
進
室 

インターナショナル 
バンキングユニット 

金融・公共法人 
ビジネスユニット 

ア
ジ
ア
ユ
ニ
ッ
ト 

欧
州
ユ
ニ
ッ
ト 

米
州
ユ
ニ
ッ
ト 

【地域ユニット】 
（注） 

証 券 部  
支 店 、出 張 所  
駐 在 員 事 務 所  

金融法人第一部 
金融法人第二部 
関西金融法人部 

国
際
法
人
営
業
部 

国
際
管
理
部 

エ
ー
ジ
ェ
ン
ト
業
務
室 

業
務
管
理
室 

ロ
ー
ン
ト
レ
ー
デ
ィ
ン
グ
室 

海
外
営
業
推
進
部 
中
国
営
業
推
進
部 

営
業
推
進
室 

ア
ジ
ア
室 

海
外
セ
ミ
ナ
ー
室 

金
融
商
品
仲
介
業
推
進
室 

投
信
営
業
室 

証
券
管
理
室 

金
融
・
公
共
法
人
管
理
部 

資
本
市
場
部 

ア
ジ
ア
室 

グ
ロ
ー
バ
ル
環
境
室 

産
業
調
査
部 

業
務
管
理
部 

関
西
プ
ロ
ダ
ク
ツ
営
業
室 
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（平成20年6月26日現在）

アジア室 

アジア室 

日本橋センター 

外為法令管理室 

大阪センター 

グローバル 
トランザクション 

ユニット 

コーポレート部門 内部監査部門 

秘書室 

大
阪
外
為
営
業
室 

兜
町
証
券
決
済
業
務
室 

欧
州
室 

ア
ジ
ア
室 

Ｇ
Ｃ
Ｍ
Ｓ
推
進
室 

年
金
営
業
部 

外
為
営
業
部 

決
済
営
業
部 

ト
ラ
ン
ザ
ク
シ
ョ
ン
業
務
管
理
部 

グ
ロ
ー
バ
ル
ト
レ
ー
ド
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
営
業
部 

ｅ
ー
ビ
ジ
ネ
ス
営
業
部 

国
際
市
場
事
務
部 

市
場
事
務
部 

国
際
資
金
証
券
部 

資
金
証
券
部 

Ａ
Ｌ
Ｍ
部 

グ
ロ
ー
バ
ル
ク
レ
ジ
ッ
ト
投
資
部 

市
場
営
業
部 

国
際
為
替
部 

シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
資
金
室 

市
場
ク
レ
ジ
ッ
ト
室 

香
港
資
金
室 

欧
州
資
金
室 

米
州
資
金
室 

企画グループ 

管理部 

クレジット管理室 

審査業務室 

関連事業室 

特許室 

ＣＳ推進室 

金融・資本市場競争力強化準備室 

財務・主計グループ 

主計部 ディスクロージャー対応室 

グローバル 
オルタナティブ 
インベストメント 
ユニット 

グ
ロ
ー
バ
ル
オ
ル
タ
ナ
テ
ィ
ブ
イ
ン
ベ
ス
ト
メ
ン
ト
管
理
部 

欧
州
室 

米
州
室 

リスク管理グループ 
総合リスク管理部 

リスク管理業務部 

与信企画部 

国際事務部 

米州事務部 

IT・システムグループ 

事務グループ 

審査グループ 

IT・システム統括部 

米州システム部 

欧州事務・システム部 

人事グループ 

ヒューマンリソースマネジメント部 

システム運用室 

営業事務部 
大阪営業事務部 

システムリスク管理室 

コンプライアンス統括グループ 
コンプライアンス統括部 市場・証券コンプライアンス室 

管理室 

情報管理室 

事務推進部 

事務統括部 

米州コンプライアンス部 
法務部 

米州監査室 
欧州監査室 

香港監査室 

シンガポール監査室 

欧州資産監査室 

米州資産監査室 

資産監査部 

業務監査部 

IT・システム監査室 

グローバルマーケット 
ユニット 

人権啓発室 

グローバル人材室 

女性活躍促進室 キャリア戦略部 

大阪外為事務室 

外為センター 

審査管理部 

国際審査部 

米州審査部 

欧州審査部 

コーポレート審査部 

プロダクツ審査部 

企業調査部 

外為事務部 
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みずほコーポレート銀行のコーポレートデータ

インターナショナルバンキングユニット 

グローバルシンジケーションユニット 

金融・公共法人ビジネスユニット 

コーポレートバンキングユニット 

グローバルポートフォリオマネジメントユニット 

秘書室 

グローバルプロダクツユニット 

●●みずほ証券（株） 
　［証券業務］ 

　　新光証券（株） 
　［証券業務］ 

　確定拠出年金サービス（株） 
　［確定拠出年金関連業務］ 

●●みずほ第一フィナンシャルテクノロジー（株） 
　［金融技術の調査・研究・開発業務］ 

●●みずほインターナショナル 
　［証券業務・銀行業務］ 

●●オランダみずほコーポレート銀行 
　［銀行業務・証券業務］ 

●●スイスみずほ銀行 
　［証券業務・銀行業務・信託業務］ 

●●米国みずほコーポレート銀行 
　［銀行業務］ 

●●ドイツみずほコーポレート銀行 
　［銀行業務・証券業務］ 

●●インドネシアみずほコーポレート銀行 
　［銀行業務］ 

●●みずほコーポレート銀行（中国）有限公司 
　［銀行業務］ 

●●米国みずほ証券 
　［証券業務］ 

●●みずほキャピタル・マーケッツ・コーポレーション 
　［デリバティブズ業務］ 

●●MHCBアメリカ・ホールディングス 
　［持株会社］ 

グローバルトランザクションユニット 

グローバルマーケットユニット 

コ
ー
ポ
レ
ー
ト
部
門 

内
部
監
査
部
門 

主な連結子会社等 

グローバルオルタナティブインベストメントユニット 

プ
ロ
フ
ィ
ッ
ト
部
門 

み
ず
ほ
フ
ィ
ナ
ン
シ
ャ
ル
グ
ル
ー
プ 

み
ず
ほ
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
銀
行 

み
ず
ほ
証
券 

み
ず
ほ
銀
行 

み
ず
ほ
信
託
銀
行 

グループ事業系統図

注）1.  主な連結子会社等のうち、●印は連結対象子会社、他は持分法適用関連会社です。
2.［ ］内には、主な連結子会社等が営んでいる主要な業務を記載しています。 （平成20年6月26日現在）
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役員

（平成20年6月26日現在）

（注）1. ＊印の取締役は執行役員を兼務しています。
2. 監査役のうち、野 幸雄および長谷川俊明の両氏は、会社法第2条第16号
に定める社外監査役です。

＊

＊

＊

＊

＊

＊

＊

常務執行役員 営業担当役員 重
しげ

田
た

敦
あつ

史
し

常務執行役員 欧州地域統括役員 若
わこ

生
う

信
しん

弥
や

執 行 役 員 資金証券部長 西
にし

恵
やす

正
まさ

執 行 役 員 業務監査部長 兼 内部監査部門 川
かわ

岸
ぎし

哲
てつ

哉
や

統括役員付コーポレートオフィサー
兼ヒューマンリソースマネジメント部
審議役

執 行 役 員 インターナショナル・レバレッジド JEREMY
ジ ェ レ ミ ー

GHOSE
ゴ ー シ ュ

ファイナンス業務担当役員 兼 欧州
レバレッジドファイナンス営業部長 兼
アジアレバレッジドファイナンス営業部長

執 行 役 員 営業第五部長 伊
い

東
とう

祐
すけ

弘
ひろ

執 行 役 員 ヒューマンリソースマネジメント部長 間
ま

山
やま

公
きみ

晴
はる

執 行 役 員 営業第十七部長 綾
あや

部
べ

収
しゅう

治
じ

執 行 役 員 中国営業推進部長 中
なか

澤
ざわ

幸
こう

太
た

郎
ろう

執 行 役 員 インターナショナルバンキングユニット 宮
みや

口
ぐち

丈
たけ

人
ひと

統括役員付審議役（みずほコーポ
レート銀行（中国）有限公司出向）

執 行 役 員 営業第十三部長 林
はやし

信
のぶ

秀
ひで

執 行 役 員 企画グループ統括役員付シニア 高
たか

橋
はし

秀
ひで

行
ゆき

コーポレートオフィサー 兼 ヒューマン
リソースマネジメント部審議役

執 行 役 員 秘書室長 安
あ

部
べ

大
だい

作
さく

執 行 役 員 米州営業第一部長 柳
やな

瀬
せ

重
しげ

人
と

執 行 役 員 営業第十六部長 片
かた

山
やま

雄
ゆう

一
いち

執 行 役 員 IT・システム統括部長 兼 形
かた

山
やま

成
しげ

朗
あき

IT・システムグループ統括役員付
コーポレートオフィサー 兼ヒューマン
リソースマネジメント部審議役

執 行 役 員 名古屋営業部長 今
いま

泉
いずみ

泰
やす

彦
ひこ

執 行 役 員 国際管理部長 兼インターナショナル 安
やす

田
だ

幸
ゆき

生
お

バンキングユニット統括役員付
コーポレートオフィサー 兼ヒューマン
リソースマネジメント部審議役

執 行 役 員 国際為替部長 久
く

保
ぼ

浩
こう

一
いち

執 行 役 員 営業第二部長 藤
ふじ

本
もと

聡
さとし

執 行 役 員 台北支店長 二
に

瓶
へい

晴
はる

郷
さと

執 行 役 員 営業第三部長 大
おお

谷
たに

啓
ひらく

執 行 役 員 シンガポール支店長 中
なか

村
むら

康
こう

佐
すけ

執 行 役 員 営業第七部長 末
すえ

廣
ひろ

博
ひろし

執 行 役 員 営業第八部長 神
かん

吉
き

正
ただし

取締役
取締役頭取 齋

さい

藤
とう

宏
ひろし

（代表取締役）

取締役副頭取 黒
くろ

田
だ

則
のり

正
まさ

（代表取締役）

取締役副頭取 内部監査統括役員 佐
さ

藤
とう

康
やす

博
ひろ

（代表取締役）

取締役副頭取 宮
みや

本
もと

裕
ゆたか

（代表取締役）

常務取締役 リスク管理グループ統括役員 藤
ふじ

岡
おか

正
まさ

男
お

兼 人事グループ統括役員

常務取締役 企画グループ統括役員 平
ひら

松
まつ

哲
てつ

郎
お

兼 財務・主計グループ統括役員

常務取締役 コーポレートバンキング 永
なが

井
い

幹
みき

人
と

ユニット統括役員

監査役
常勤監査役 平

ひら

形
かた

光
みつ

男
お

常勤監査役 根
ね

本
もと

啓
けい

三
ぞう

監　査　役 野
の ざき

幸
ゆき

雄
お

監　査　役 長
は

谷
せ

川
がわ

俊
とし

明
あき

執行役員
常務執行役員 グローバルマーケットユニット統括役員 中

なか

島
じま

敬
のり

雄
お

常務執行役員 米州地域統括役員 永
なが

浜
はま

光
みつ

弘
ひろ

常務執行役員 グローバルトランザクションユニット 佐
さ

藤
とう

隆
たかし

統括役員 兼 IT・システムグループ
統括役員 兼 事務グループ統括役員

常務執行役員 営業担当役員 花
はな

井
い

健
たけし

常務執行役員 グローバルポートフォリオマネジメント 永
なが

井
い

素
もと

夫
お

ユニット統括役員 兼 金融・公共法人
ビジネスユニット統括役員 兼
グローバルオルタナティブインベストメント
ユニット統括役員 兼 営業担当役員

常務執行役員 営業担当役員 千
ち

葉
ば

清
せい

一
いち

常務執行役員 グローバルシンジケーションユニット 大
おお

西
にし

節
せつ

統括役員 兼 グローバル
プロダクツユニット統括役員

常務執行役員 インターナショナルバンキング 中
なか

村
むら

英
ひで

剛
たけ

ユニット統括役員

常務執行役員 営業担当役員 瀬
せ

川
がわ

章
あきら

常務執行役員 アジア地域統括役員 大
おお

橋
はし

圭
けい

造
ぞう

常務執行役員 営業担当役員 福
ふく

田
だ

良
よし

之
ゆき

常務執行役員 コンプライアンス統括グループ 本
ほん

田
だ

修
しゅう

一
いち

統括役員 兼 審査グループ統括役員

常務執行役員 営業担当役員 河
こう

野
の

雅
まさ

明
あき

常務執行役員 営業担当役員 種
たね

橋
はし

牧
まき

夫
お
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みずほコーポレート銀行のコーポレートデータ

国内ネットワーク

本店
〒100-8210 東京都千代田区丸の内1-3-3
TEL（03）3214-1111

日本橋営業部
〒103-0028 東京都中央区八重洲1-2-16
TEL（03）5202-3811

新宿営業部
〒160-0023 東京都新宿区西新宿1-17-1
TEL（03）5322-4311

兜町証券営業部
〒103-0026 東京都中央区日本橋兜町6-7
TEL（03）3669-6811

札幌営業部
〒060-0003 北海道札幌市中央区北三条西3-1-44
TEL（011）231-6731

仙台営業部
〒980-0811 宮城県仙台市青葉区一番町3-1-1
TEL（022）713-3311

富山営業部
〒930-0004 富山県富山市桜橋通り5-13
TEL（076）444-3521

みずほコーポレート銀行の海外ネットワーク

アジア・オセアニア
（国または地域）

インド

ムンバイ支店
Mumbai Branch
Maker Chamber III , 1st Floor, Jamnalal Bajaj Road,
Nariman Point, Mumbai, 400021 India
TEL 91-22-2288-6638

ニューデリー支店
New Delhi Branch
4th Floor, East Tower, Sood Tower, 25, 
Barakhamba Road, New Delhi 110 001 India
TEL 91-11-3041-0900

インドネシア

インドネシアみずほコーポレート銀行
PT. Bank Mizuho Indonesia
Plaza Bll Menara 2,  24th Floor, JL., M.H. Thamrin
No.51, Jakarta 10350, Republic of Indonesia
TEL 62-21-392-5222

韓国

ソウル支店
Seoul Branch
19th Floor, Seoul Finance Center, 84 Taepyung-ro
1-ka, Chung-ku, Seoul, Republic of Korea
TEL 822-3782-8500

シンガポール

シンガポール支店
Singapore Branch
168 Robinson Road, #13-00 Capital Tower,
Singapore 068912, Republic of Singapore
TEL 65-6423-0330

タイ

バンコック支店
Bangkok Branch
18th Floor, TISCO Tower, 48 North Sathorn Road,
Silom, Bangrak, Bangkok 10500, Thailand
TEL 66-2-638-0200

みずほコーポレートリーシング（タイランド）
Mizuho Corporate Leasing (Thailand) Co., Ltd.
19th Floor, TISCO Tower 48/44 North Sathorn
Road, Silom, Bangrak, Bangkok 10500, Thailand
TEL 66-2-638-0900

台湾

台北支店
Taipei Branch
2nd Floor, Hung Kuo Building, 167 Tun Hua 
North Road, Taipei 105, Taiwan
TEL 886-2-2715-3911

高雄支店
Kaohsiung Branch
12th Floor, No.2, Chung Cheng 3rd Road,
Kaohsiung 800, Taiwan
TEL 886-7-236-8768

台中支店
Taichung Branch
8th Floor 111-66 Sec.2, Wenshin Road, 
Taichung 407, Taiwan
TEL 886-4-2374-6300

中国

みずほコーポレート銀行（中国）有限公司 本店
Mizuho Corporate Bank (China), Ltd.
Head Office
25th Floor, HSBC Tower, 1000 Lujiazui Ring Road,
Pudong New Area, Shanghai 
200120, The People's Republic of China
TEL 86-21-6841-0001

みずほコーポレート銀行（中国）有限公司 深　支店
Mizuho Corporate Bank (China), Ltd.
Shenzhen Branch
21st Floor, Shenzhen International Financial
Building, Jian She Lu, Shenzhen, Guangdong
Province 518001, The People's Republic of China
TEL 86-755-8222-1918

みずほコーポレート銀行（中国）有限公司 大連支店
Mizuho Corporate Bank (China), Ltd.
Dalian Branch
6th Floor, Senmao Building, Zhongshan 
Road 147, Xigang District, Dalian 116011, 
The People's Republic of China
TEL 86-411-8360-2543

海外ネットワーク〔支店・出張所・駐在員事務所・現地法人〕

横浜営業部
〒231-0005 神奈川県横浜市中区本町3-33 
TEL（045）633-3411

浜松営業部
〒430-0933 静岡県浜松市中区鍛冶町332-1
TEL（053）452-6221

名古屋営業部
〒460-0003 愛知県名古屋市中区錦1-19-24
TEL（052）205-3111

京都営業部
〒600-8008 京都府京都市下京区四条通烏丸東入長刀鉾町20
TEL（075）231-6221

大阪営業部
〒541-0042 大阪府大阪市中央区今橋4-2-1 
TEL（06）6223-6811

神戸営業部
〒650-0021 兵庫県神戸市中央区三宮町1-3-1
TEL（078）333-6431

広島営業部
〒730-0031 広島県広島市中区紙屋町2-1-1
TEL（082）245-5131

高松営業部
〒760-0017 香川県高松市番町1-6-8
TEL（087）823-2011

福岡営業部
〒810-0001 福岡県福岡市中央区天神1-13-1 
TEL（092）734-3211

みずほコーポレート銀行（中国）有限公司
大連経済技術開発区出張所
Mizuho Corporate Bank (China), Ltd.
Dalian Economic & Technological
Development Area Sub-Branch
22nd Floor, Gugeng International Business
Building No.138 Jin Ma Road, Economic and
Technological Development Area Dalian, Liaoning
Province 116600, The People's Republic of China
TEL 86-411-8793-5670 

みずほコーポレート銀行（中国）有限公司 北京支店
Mizuho Corporate Bank (China), Ltd.
Beijing Branch
8th Floor, Chang-Fu-Gong Office Building, Jia 26, 
Jianguomenwai Street, Chaoyang District, 
Beijing 100022, The People's Republic of China
TEL 86-10-6525-1888

みずほコーポレート銀行（中国）有限公司 無錫支店
Mizuho Corporate Bank (China), Ltd.
Wuxi Branch
8th Floor, Wuxi Software Park, No.16 
Changjiang Road, WND, Wuxi, Jiangsu Province
214028, The People's Republic of China
TEL 86-510-8522-3939

みずほコーポレート銀行（中国）有限公司 天津支店
Mizuho Corporate Bank (China), Ltd.
Tianjin Branch
E2ABC-5F, East Wing Binhai Finance Zone, No.20
Xinchengdong Road, TEDA, Tianjin, 300457, 
The People's Republic of China
TEL 86-22-6622-5588

みずほコーポレート銀行（中国）有限公司 青島支店
Mizuho Corporate Bank (China), Ltd.
Qingdao Branch
44th Floor, Qingdao International Finance Center,
59 Hong Kong Middle Road, Qingdao City,
Shandong Province, 266071,
The People's Republic of China
TEL 86-532-8097-0001 

南京駐在員事務所
Nanjing Representative Office
Room 801, Nanjing Grand Hotel, 208 Guangzhou
Road. Nanjing, Jiangsu Province 210024, 
The People's Republic of China
TEL 86-25-8332-9379

（平成20年6月30日現在）

※他に本店と同一住所地の店舗として「内幸町営業部」「大
手町営業部」があります。
振込専用支店として「一号支店」「二号支店」「三号支店」
「四号支店」「五号支店」「六号支店」「七号支店」「八号支
店」「九号支店」「十一号支店」「十二号支店」「十四号支店」
「十五号支店」「日産支店」「ジャックス支店」「新光証券支
店」「JTBトラベランド支店」があります。なお、振込専用
支店は一般口座の開設等にはご利用いただけません。
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北米・中南米
（国または地域）

アメリカ合衆国

ニューヨーク支店
New York Branch
1251 Avenue of the Americas,
New York, NY 10020, U.S.A.
TEL 1-212-282-3000

ニューヨーク支店シカゴ出張所
Chicago Branch
311 South Wacker Drive,Suite 2020, 
Chicago, IL 60606, U.S.A.
TEL 1-312-855-1111

ニューヨーク支店アトランタ出張所
Atlanta Representative Office
3353 Peachtree Road NE, Atlanta Financial Center,
Suite 500, Atlanta, Georgia 30326, U.S.A.
TEL 1-404-364-1550

ニューヨーク支店ヒューストン出張所
Houston Representative Office
5051 Westheimer Road, Galleria Tower II , 
Suite 710, Houston, Texas 77056, U.S.A.
TEL 1-713-499-4800

ロスアンゼルス支店
Los Angeles Agency
350 South Grand Avenue, Suite 1500, 
Los Angeles, CA 90071, U.S.A.
TEL 1-213-243-4500

加州みずほコーポレート銀行
Mizuho Corporate Bank of California
350 South Grand Avenue, Suite 1500, 
Los Angeles, CA 90071, U.S.A.
TEL 1-213-612-2700

加州みずほコーポレート銀行シリコンバレー支店
Mizuho Corporate Bank of California
Silicon Valley Branch
1731 Technology Drive, Suite 100, San Jose,
California 95110, U.S.A.
TEL 1-408-487-1788

米国みずほコーポレート銀行
Mizuho Corporate Bank (USA)
1251 Avenue of the Americas, New York, NY
10020, U.S.A.  
TEL 1-212-282-3030

米国みずほコーポレート銀行 アトランタ出張所
Mizuho Corporate Bank (USA) Atlanta
Representative Office
3353 Peachtree Road NE, Atlanta Financial Center,
Suite 500, Atlanta, Georgia 30326, U.S.A.
TEL 1-404-364-1550 

米国みずほコーポレート銀行 シカゴ出張所
Mizuho Corporate Bank (USA) Chicago
Representative Office
311 South Wacker Drive, Suite 2020, Chicago, IL
60606, U.S.A.
TEL 1-312-855-1111 

米国みずほコーポレート銀行ヒューストン出張所
Mizuho Corporate Bank (USA) Houston
Representative Office
5051 Westheimer Road, Galleria Tower II , 
Suite 710, Houston, Texas 77056, U.S.A.
TEL 1-713-499-4800 

米国みずほコーポレート銀行 ロスアンゼルス出張所
Mizuho Corporate Bank (USA) 
Los Angeles Representative Office
350 South Grand Avenue, Suite 1500, Los Angeles,
CA 90071, U.S.A.
TEL 1-213-243-4500 

みずほキャピタル・マーケッツ・コーポレーション
Mizuho Capital Markets Corporation
1440 Broadway, 25th Floor, New York, NY 10018,
U.S.A.
TEL 1-212-547-1500

武漢駐在員事務所
Wuhan Representative Office
Room 411, Shangri-la Hotel, 700 Jian She Dadao,
Wuhan 430015, The People's Republic of China
TEL 86-27-8578-1155

厦門駐在員事務所
Xiamen Representative Office
Room 2102, The Bank Center, No.189 Xiahe Road,
Xiamen, Fujian 361003,
The People's Republic of China
TEL 86-592-239-5571

広州駐在員事務所
Guangzhou Representative Office
12th Floor, Garden Tower, 368 Huanshi 
Dong Lu, Guangzhou 510064, 
The People's Republic of China
TEL 86-20-8385-8000

フィリピン

マニラ支店
Manila Branch
26th Floor, Citibank Tower, Valero Street corner 
Villar Street, Salcedo Village, 1227 Makati City, 
Metro Manila, Philippines
TEL 63-2-860-3550

ベトナム

ハノイ支店
Hanoi Branch
Suite 403~407, 63 LTT Building, 
63 Ly Thai To Street, Hanoi, 
Socialist Republic of Vietnam
TEL 84-4-9363-123

ホーチミン支店
Ho Chi Minh City Branch
18th Floor, Sun Wah Tower,
115 Nguyen Hue Boulevard, District 1, 
Ho Chi Minh City, Socialist Republic of Vietnam
TEL 84-8-8278-260

香港

香港支店
Hong Kong Branch
17th Floor, Two Pacific Place, 88 Queensway,
Hong Kong, S.A.R., The People's Republic of China
TEL 852-2103-3000

みずほキャピタル・マーケッツ（香港）リミテッド
Mizuho Capital Markets (HK) Limited
16th Floor, Two Pacific Place, 88  Queensway,
Hong Kong, S.A.R., The People's Republic of China
TEL 852-2537-3815

マレーシア

ラブアン支店
Labuan Branch
Level 9（B）&（C）, Main Office Tower, Financial
Park Labuan, Jalan Merdeka, 87000 Federal
Territory of Labuan, Malaysia
TEL 60-87-417766

ラブアン支店クアラルンプール出張所
Labuan Branch, Kuala Lumpur
Marketing Office
Level 34, Menara Maxis, Kuala Lumpur City 
Centre, 50088 Kuala Lumpur, Malaysia
TEL 60-3-2070-6880

クアラルンプール駐在員事務所
Kuala Lumpur Representative Office
ラブアン支店クアラルンプール出張所と同じ
TEL 60-3-2070-6595

オーストラリア

シドニー支店
Sydney Branch
Level 33, 60 Margaret Street, Sydney, N.S.W. 2000,
Australia
TEL 61-2-8273-3888

みずほオルタナティブインベストメンツLLC
Mizuho Alternative Investments, LLC
1251 Avenue of the Americas, New York, NY
10020 U.S.A.
TEL 1-212-282-3871

カナダ

カナダ支店
Canada Branch
100 Yonge Street, Suite 1102, Toronto, Ontario,
Canada, M5C 2W1
TEL 1-416-874-0222

カナダ支店バンクーバー出張所
Vancouver Office
Suite 305, South Tower, 5811 Cooney Road,
Richmond, British Columbia, Canada, V6X 3M1
TEL 1-604-231-3725

カナダみずほコーポレート銀行
Mizuho Corporate Bank (Canada)
100 Yonge Street, Suite 1102, Toronto, Ontario,
Canada M5C 2W1
TEL 1-416-874-0222

カナダみずほコーポレート銀行 バンクーバー出張所
Mizuho Corporate Bank (Canada)
Vancouver Office
Suite 305, South Tower, 5811 Cooney Road,
Richmond, British Columbia, Canada, V6X 3M1
TEL 1-604-231-3725

ケイマン

ケイマン支店
Cayman Branch
Coutts House, 1446 West Bay Road, 
P.O. Box 707GT, Grand Cayman, Cayman Islands,
British West Indies

バハマ

米国みずほコーポレート銀行 ナッソー支店
Mizuho Corporate Bank (U.S.A.) 
Nassau Branch
SG Hambros Building West Bay Street
P.O. Box N-7788 Nassau, Bahamas

ブラジル

ニューヨーク支店サンパウロ出張所
São Paulo  Representative Office
Avenida Paulista, 1274-11, andar, Bela Vista, 
São Paulo, SP, CEP. 01310-925, Brazil
TEL 55-11-3251-4199

メキシコ

ニューヨーク支店メキシコ出張所
Mexico Representative Office
Edificio Omega, Campos Eliseos No.345-11, 
Col. Chapultepec Polanco, Deleg. Miguel 
Hidalgo, 11560 Mexico, D.F., Mexico
TEL 52-55-5281-5037

ヨーロッパ・中近東
（国または地域）

イギリス

ロンドン支店
London Branch
Bracken House, One Friday Street, 
London EC4M 9JA, UK
TEL 44-20-7012-4000

ロンドン支店リバープレートハウス出張所
River Plate House Representative Office
River Plate House, 7-11 Finsbury Circus, London
EC2M 7DH, UK
TEL 44-20-7012-4000

みずほキャピタル・マーケッツ（UK）リミテッド
Mizuho Capital Markets (UK) Limited
River Plate House, 7-11 Finsbury Circus, London
EC2M 7DH, UK
TEL 44-20-7972-9900
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みずほコーポレート銀行のコーポレートデータ

（平成20年6月30日現在）

みずほデスク設置銀行（＊）
（国または地域）

中東欧

提携銀行名

Raiffeisen Zentralbank Osterreich AG
A-1030 Wein, Am Stadpark 9, Austria
TEL 43-1-71707-1375

中東

提携銀行名

Mashreqbank psc
P.O.Box 1250, Omar Bin Al Khatab Rd,
Next to Al Ghurair Centre, Deira, Dubai
TEL 971-4-207-7945, 971-4-207-7267

マレーシア

提携銀行名

Maybank
Menara Maybank, 100 Jalan Tun Perak,
50050 Kuala Lumpur, Malaysia
TEL 60-3-2031-2346

＊みずほデスク：当行の拠点が存在しない地域等に所在す
る有力銀行と提携することにより、現地における各種銀行
サービスをそれぞれの提携銀行がご提供しています（各種
お取引についてはお客さまと各提携銀行との契約となり
ます）。

みずほ証券の海外ネットワーク

みずほフューチャーズシンガポール
Mizuho Futures (Singapore) Pte.
Limited
5 Shenton Way, #15-01 UIC Building 
068808, Republic of Singapore
TEL 65-6221-3633

上海駐在員事務所（※）
Shanghai Representative Office  
24th Floor, HSBC Tower, 1000 Lujiazui Ring Road,
Pudong New Area, Shanghai 200120, 
The People's Republic of China 
TEL 86-21-6841-1000 
※平成20年7月19日より下記の住所に移転を予定しています。

24th Floor, Shanghai World Financial Center,
No.100, Century Ave., Pudong New Area,
Shanghai 200120, The People's Republic of China
TEL 86-21-6877-8000

北京駐在員事務所
Beijing Representative Office  
8th Floor, Chang-Fu-Gong Office Building, Jia26, 
Jianguomenwai Street, Chaoyang District, Beijing
100022, The People's Republic of China 
TEL 86-10-6523-4779 

瑞穂投資諮詢（上海）有限公司（※）
Mizuho Investment Consulting
(Shanghai) Co., Ltd.
Room 012, 28th Floor, HSBC Tower, 1000 Lujiazui
Ring Road, Pudong New Area, Shanghai 200120,
The People's Republic of China
TEL 86-21-6841-5558 

※平成20年7月19日より下記の住所に移転を予定しています。
24th Floor, Shanghai World Financial Center,
No.100, Century Ave., Pudong New Area,
Shanghai 200120, The People's Republic of China
TEL 86-21-6877-5888

みずほセキュリティーズアジア
Mizuho Securities Asia Limited
11th Floor, CITIC Tower, 1 Tim Mei Avenue,
Central, Hong Kong, S.A.R.,
The People's Republic of China
TEL 852-2685-2000

米国みずほ証券
Mizuho Securities USA Inc.
1251 Avenue of the Americas, 33rd Floor,
New York, NY10020, U.S.A.
TEL 1-212-209-9300

ブリッジフォードグループ
The Bridgeford Group, Inc.
445 Park Avenue, 20th Floor, New York, NY
10022, U.S.A.
TEL 1-212-705-0880

みずほインターナショナル
Mizuho International plc
Bracken House, One Friday Street,
London EC4M 9JA, UK
TEL 44-20-7236-1090

スイスみずほ銀行
Mizuho Bank (Switzerland) Ltd
Loewenstrasse 32, 8021 Zurich, Switzerland
TEL 41-44-216-9111

みずほ信託銀行の海外ネットワーク

米国みずほ信託銀行
Mizuho Trust & Banking Co. (USA) 
135 W. 50th Street, 16th Floor, New York, 
NY 10020, U.S.A.
TEL 1-212-373-5900

ロンドン駐在員事務所
London Representative Office
River Plate House, 7-11 Finsbury Circus,
London EC2M 7HB, United Kingdom
TEL 44-20-7588-7400

ルクセンブルグみずほ信託銀行
Mizuho Trust & Banking (Luxembourg) S.A.
1B, Parc d'Activité Syrdall, L-5365 Munsbach,
Grand Duchy of Luxembourg
TEL 352-4216171

DIAMアセットマネジメントの
海外ネットワーク

DIAM シンガポール
DIAM Singapore Pte. Ltd.
2 Shenton Way #12-01 SGX Centre1, 
Singapore 068804
TEL 65-6532-5470

DIAM U.S.A.インク
DIAM U.S.A. Inc.
1133 Avenue of the Americas, 28th Floor,
New York, NY 10036, U.S.A.
TEL 1-212-350-7650

DIAMインターナショナルリミテッド
DIAM International Ltd.
Bracken House, One Friday Street, London, EC4M
9JA, UK
TEL 44-20-7329-3777

みずほインベストメント・マネジメント・ユーケー
Mizuho Investment Management (UK) Ltd.
Bracken House, One Friday Street, 
London, EC4M 9JA, UK
TEL 44-20-7012-4300

イタリア

ミラノ支店
Milan Branch
6th Floor, Largo Augusto 7, 20122 Milan,
Republic of Italy
TEL 39-02-778-0001

オーストリア

みずほコーポレート-BAコンサルティング
Mizuho Corporate Bank-BA
Investment Consulting GmbH
Landhausgasse 4/7, 1010 Vienna, Austria
TEL 43-1-5355868

オランダ

オランダみずほコーポレート銀行
Mizuho Corporate Bank Nederland N.V.
Apollolaan 171, 1077 AS, Amsterdam, 
The Netherlands
TEL 31-20-5734343

ドイツ

デュッセルドルフ支店
Düsseldorf Branch
Königsallee 60 D, 40212 Düsseldorf, 
F.R.Germany
TEL 49-211-13020

ドイツみずほコーポレート銀行
Mizuho Corporate Bank (Germany)
Aktiengesellschaft
Taunustor 2, 60311 Frankfurt am Main, 
F.R. Germany
TEL 49-69-27282-0

フランス

パリ支店
Paris Branch
Washington Plaza 40, rue Washington, 
75408 Paris Cedex 08, France
TEL 33-1-5383-4100

ベルギー

オランダみずほコーポレート銀行
ブリュッセル支店
Mizuho Corporate Bank Nederland N.V.
Brussels Branch
Avenue Louise 480, 1050 Brussels, Belgium
TEL 32-2-645-5280

アラブ首長国連邦

ロンドン支店ドバイ出張所
Dubai Branch
The Gate Village, Building Number 5, Level 2,
Dubai International Financial Centre, P.O.Box
No:506607, Dubai, United Arab Emirates
TEL 971-4-425-9200

イラン

テヘラン駐在員事務所
Tehran Representative Office
3rd Floor, No.1, 14th Street, 
Khaled Eslamboli Avenue, Tehran 15117, Iran
TEL 98-21-8872-6593

バハレーン

バハレーン駐在員事務所
Bahrain Representative Office
Suite 201-202, Entrance 4, 
2nd Floor, Manama Center, Manama, Bahrain
(P.O. BOX5759, Manama, Bahrain)
TEL 973-17-224522

ロシア連邦

モスクワみずほコーポレート銀行
ZAO Mizuho Corporate Bank (Moscow)
37 Bolshaya Ordynka, Moscow, 119017, Russian
Federation
TEL 7-495-729-5858 

モスクワ駐在員事務所
Moscow Representative Office
12 Trubnaya Street, Moscow 107045, Russian
Federation
TEL 7-495-787-2771
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代金取立手数料（1件当たり）

手形用紙交付

■海外送金手数料

■当座小切手・手形用紙交付手数料

当所 630円

840円

1,050円

945円

当行本支店宛
送金手数料（1件当たり）

他行宛

420円

630円

種　　類 手数料

窓口

総合振込※

FＢ一括伝送、
ＭＴ/ＦＤ

3万円未満

3万円以上

3万円未満

3万円以上

3万円未満

3万円以上

振込手数料
（1件当たり）

210円 315円 630円630円

420円 525円 840円840円

210円 315円 630円630円

420円 525円 840円840円

105円 210円 525円525円

315円 420円 735円735円

手数料

■送金為替・代金取立手数料
種　類 金　額 当行同一店内宛 当行本支店宛 他行宛（電信） 他行宛（文書）

（平成20年6月26日現在）

※本支店には、みずほ銀行の本支店も含まれます。
注）本手数料は、日本国内において適用されるものです。なお、上記手数料には消費税相当額が含まれています。

電信送金外国への仕向送金

種　類 手数料

本支店宛 4,000円（外為ＦＢの場合3,500円）

他行宛 4,500円（外為ＦＢの場合4,000円）

当座小切手用紙交付

種　類 金　額

当座小切手帳 1冊（50枚綴） 2,100円

手形帳 1冊（50枚綴） 3,150円

注）なお、上記手数料には消費税相当額が含まれています。

法人キャッシュカード・通帳・証書再発行手数料

■その他手数料

銀行振出小切手発行手数料　

種　類 金　額

1枚 840円

1,050円

当座預金口座開設手数料 国内円、1口座あたり 15,750円

注）なお、上記手数料には消費税相当額が含まれています。

証明書発行手数料

都度発行分 735円

定例発行分 315円

当行制定書式以外 1,575円

監査法人用（公認会計士用）

取引明細証明書（1通あたり）

3,150円

210円

1枚、1通あたり

各種残高証明書
（1通あたり）

他所（本支店あり）※

他所（本支店なし）※

他所至急

同一店内、同一交換所内の取立

当行本支店が所在する交換所を支払地とする取立

当行本支店が所在しない交換所を支払地とする取立

至急分の取立

注）1. みずほ銀行宛のお振込は、当行本支店宛の振込手数料が適用されます。
2. 本手数料は、日本国内において適用されるものです。なお、上記手数料には消費税相当額が含まれています。

※振込一括依頼書（手書方式・金額記入方式）による振込。



MHメザニン投資事業有限責任組合 東京都千代田区丸の内2-3-2
百万円

16,170
ー

平成17年
12月13日

金融業務ー ー

エムエイチカードサービス（株）
東京都港区台場2-3-2
TEL. 03-5531-6160

百万円
100

ー
（100.0）

昭和61年
7月1日

クレジットカード業務
ー

（100.0）
ー

MICアジアテクノロジー投資事業有
限責任組合

東京都港区赤坂1-11-28
百万円
2,300

ー
平成18年
3月31日

金融業務ー ー

エムエイチシーシー第一号投資事業
有限責任組合＊

東京都中央区日本橋兜町4-3
百万円
3,000

ー
平成12年
5月31日

金融業務ー ー

エムエイチシーシー第三号投資事業
有限責任組合＊

東京都中央区日本橋兜町4-3
百万円
3,000

ー
平成12年
5月12日

金融業務ー ー

ー
（66.8）

65.5
（0.0）

ー
（0.0）

ー
（89.8）

ー
89.8
（ー）

100.0
（ー）

ー ー

100.0
（ー）

ー ー

みずほ
銀行

みずほコーポ
レート銀行

みずほフィナン
シャルグループ

（株）アイ・エヌ情報センター
東京都千代田区神田錦町3-7-1
TEL. 03-5281-1100

百万円
400

ー
（30.0）

昭和59年
4月3日

情報サービス業務

ＳＰＩ第一号投資事業有限責任組合＊ 東京都中央区京橋2-8-1
百万円
4,093

ー
平成17年
8月1日

金融業務

子会社・関連会社等〔国内〕

会社名
所在地
電話番号

資本金
または
出資金

議決権の所有割合（％） 設立または
出資年月日

主な業務内容

みずほ証券（株）
東京都千代田区大手町1-5-1
TEL. 03-5208-3210

百万円
395,146 

平成5年
7月2日

みずほインベスターズ証券（株）
東京都中央区日本橋茅場町1-13-16
TEL. 03-5640-5111

百万円
80,288

大正11年
12月14日

証券業務

みずほ情報総研（株）
東京都千代田区神田錦町2-3
TEL. 03-5281-7500

百万円
1,627

91.5
（ー）

昭和45年
5月11日

情報処理サービス業務

みずほ信託銀行（株）
東京都中央区八重洲1-2-1
TEL. 03-3278-8111

百万円
247,231

大正14年
5月9日

信託業務・銀行業務

資産管理サービス信託銀行（株）
東京都中央区晴海1-8-12
TEL. 03-6220-4000

百万円
50,000

平成13年
1月22日

信託業務・銀行業務

みずほ投信投資顧問（株）
東京都港区三田3-5-27
三田ツインビル西館
TEL. 03-5232-7700

百万円
2,045

98.7
（ー）

昭和39年
5月26日

投資信託委託業務・
投資顧問業務

証券業務

（株）みずほフィナンシャルストラテ
ジー

東京都千代田区大手町1-5-5
TEL. 03-3283-3111

百万円
10

100.0
（ー）

平成12年
9月29日

（株）みずほ銀行
東京都千代田区内幸町1-1-5
TEL. 03-3596-1111

百万円
650,000

明治30年
6月7日

銀行業務

（株）みずほコーポレート銀行
東京都千代田区丸の内1-3-3
TEL. 03-3214-1111

百万円
1,070,965

大正12年
5月7日

銀行業務

コンサルティング業務

注）1．「議決権の所有割合」欄の（ ）内は子会社・関連会社による間接所有の割合です。
2．＊については、125、126ページをご覧ください。

ＤＩＡＭアセットマネジメント（株）
東京都千代田区丸の内3-3-1
TEL. 03-3216-0101

百万円
2,000

50.0
（ー）

昭和60年
7月1日

投資信託委託業務・
投資顧問業務

アイビーファイナンス（株）
東京都中央区京橋2-3-19
TEL. 03-5205-1280

百万円
10

ー
（100.0）

昭和57年
1月18日

金融業務

みずほ総合研究所（株）
東京都千代田区内幸町1-2-1
TEL. 03-3591-8800

百万円
900

98.6
（ー）

昭和42年
12月2日

シンクタンク・コンサル
ティング業務

ー ー

（株）みずほプライベートウェルスマネ
ジメント

東京都千代田区内幸町1-1-5
TEL. 03-3596-8000

百万円
500

100.0
（ー）

平成17年
10月3日

総合コンサルティング業務ー ー

69.7
（0.4）

ー
（0.2）

ー
（0.2）

54.0
（ー）

ー ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

5.0
（ー）

ー

ー

ー

ー

100.0
（ー）

ー
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グル－プの子会社・関連会社

（株）インダストリアル・ディシジョンズ
東京都品川区東五反田5-11-1
TEL. 03-3440-7844

百万円
40

ー
（50.0）

平成15年
1月22日

コンサルティング業務ー
ー

（50.0）

（平成20年3月31日現在）



みずほEBサービス（株）
東京都文京区白山5-16-6
TEL. 03-3943-7821

百万円
50

ー
（100.0）

平成3年
6月24日

ソフトウェア業務
100.0
（ー）

ー

みずほインターナショナルビジネス
サービス（株）

東京都中央区月島4-16-13
TEL. 03-5560-1271

百万円
22

ー
（100.0）

平成5年
4月1日

事務受託業務
100.0
（ー）

ー

みずほインベスターズビジネスサー
ビス（株）

千葉県船橋市浜町2-1-1
TEL. 047-432-7201

百万円
100

ー
（100.0）

昭和63年
10月1日

事務代行・人材派遣業務
ー

（100.0）
ー

みずほオフィスマネジメント（株）
東京都千代田区内幸町1-1-5
TEL. 03-3596-5501

百万円
30

ー
（100.0）

平成16年
2月26日

事務受託業務
100.0
（ー）

ー

ベーシック・キャピタル・マネジメン
ト（株）

東京都千代田区丸の内2-2-2
TEL. 03-5288-8811

百万円
100

ー
（100.0）

平成14年
11月26日

金融業務ー
ー

（100.0）

富士銀キャピタル参号投資事業有限
責任組合＊

東京都中央区日本橋兜町4-3
百万円
1,100

ー
平成12年
5月18日

金融業務ー ー

日本ペンション・オペレーション・サー
ビス（株）

東京都中央区日本橋箱崎町24-1
TEL. 03-3639-2644

百万円
1,500

ー
（50.0）

平成16年
12月21日

年金制度管理及び事務執
行

日本産業パートナーズ（株）
東京都千代田区丸の内2-1-1
TEL. 03-6266-5781

百万円
100

ー
（25.0）

平成14年
11月1日

金融業務

（株）日本投資環境研究所
東京都千代田区丸の内1-1-1
TEL. 03-5208-5460

百万円
100

ー
（100.0）

平成13年
9月21日

コンサルティング業務、
情報提供サービス業務

（株）ビジネス・チャレンジド
東京都町田市森野1-13-15
TEL. 042-724-1710

百万円
10

ー
（100.0）

平成10年
12月10日

銀行事務代行業務

ー

ー

ー

ー

ー

ー
（25.0）

ー
（100.0）

100.0
（ー）

（株）キュービタス
東京都豊島区東池袋3-1-1
TEL. 03-5531-2649

百万円
100

ー
（100.0）

平成19年
10月1日

クレジットカード業務
事務計算代行業務

（株）環境エネルギー投資
東京都品川区東五反田5-20-7-102
TEL. 03-5789-9321

百万円
100

ー
（50.0）

平成18年
3月3日

金融業務

ー
（100.0）

ー

ー

ー
（50.0）
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環境エネルギー１号投資事業有限責
任組合

東京都品川区東五反田5-20-7-102
百万円
142

ー
平成19年
9月5日

金融業務ー ー

確定拠出年金サービス（株）
東京都中央区明石町8-1
TEL. 03-3544-7121

百万円
2,000

ー
（60.0）

平成12年
9月11日

確定拠出年金関連業務
25.5
（ー）

25.5
（ー）

日本産業第一号投資事業有限責任
組合

東京都千代田区丸の内2-1-1
百万円
6,333

ー
平成14年
12月10日

金融業務ー ー

日本産業第ニ号投資事業有限責任
組合

東京都千代田区丸の内2-1-1
百万円

13,025
ー

平成17年
2月28日

金融業務ー ー

（株）千葉興業銀行
千葉県千葉市美浜区幸町2-1-2
TEL. 043-243-2111

百万円
57,941

ー
（20.8）

昭和27年
1月18日

銀行業務

ＭＷ１号投資事業組合＊ 東京都中央区日本橋兜町4-3
百万円
330

ー
平成14年
11月22日

金融業務

新光証券（株）
東京都中央区八重洲2-4-1
TEL. 03-5203-6000

百万円
125,167

ー
（27.4）

大正6年
7月16日

証券業務

東京バリュエーションリサーチ（株）
東京都千代田区大手町1-5-1
TEL. 03-3287-4670

百万円
10

ー
（100.0）

平成18年
10月16日

アドバイザリー業務

11.0
（0.0）

9.4
（0.0）

ー

ー

9.4
（ー）

ー

興銀インベストメント（3iBJ）No.2
ファンド＊

東京都中央区日本橋兜町4-3
百万円
5,600

ー
平成5年
6月18日

金融業務ー ー

投資事業有限責任組合エムエイチ
シーシーアイティー弐千＊

東京都中央区日本橋兜町4-3
百万円
5,000

ー
平成12年
5月18日

金融業務ー ー

16.2
（0.1）

ー
（100.0）

（株）都市未来総合研究所
東京都中央区日本橋1-14-7
TEL. 03-3273-1431

百万円
200

ー
（100.0）

昭和62年
12月21日

調査・研究業務ー ー

みずほ
銀行

みずほコーポ
レート銀行

みずほフィナン
シャルグループ

会社名
所在地
電話番号

資本金
または
出資金

議決権の所有割合（％） 設立または
出資年月日

主な業務内容



みずほトラストファイナンス（株）
東京都港区虎ノ門1-1-18
TEL. 03-3593-7217

百万円
1,000

ー
（100.0）

平成元年
4月20日

金融業務ー ー

みずほトラスト保証（株）
東京都港区虎ノ門1-1-18
TEL. 03-3593-2501

百万円
1,900

ー
（100.0）

昭和53年
2月25日

信用保証業務ー ー

みずほデリバリーサービス（株）
東京都渋谷区渋谷2-13-3
TEL. 03-3797-2071

百万円
40

ー
（100.0）

平成20年
1月4日

事務受託業務
100.0
（ー）

ー

みずほキャピタル第3号投資事業有
限責任組合＊

東京都中央区日本橋兜町4-3
百万円
3,300

ー
平成20年
3月11日

金融業務ー ー

みずほ債権回収（株）
東京都中央区日本橋茅場町1-6-10
TEL. 03-5640-4071

百万円
500

ー
（100.0）

平成12年
7月3日

債権管理回収業務

みずほ信不動産販売（株）
東京都中央区日本橋本石町3-1-2
TEL. 03-5200-0531

百万円
1,500

ー
（76.8）

昭和61年
7月15日

不動産仲介業務

100.0
（ー）

ー

ー

ー

みずほコーポレートアドバイザリー（株）
東京都千代田区丸の内2-3-2
TEL. 03-3284-1611

百万円
300

ー
（100.0）

平成11年
12月3日

企業財務アドバイザリー
業務

みずほ信用保証（株）
東京都千代田区神田錦町3-13
TEL. 03-5217-1811

百万円
13,281

ー
（100.0）

昭和49年
11月29日

信用保証業務

みずほスタッフ（株）
東京都千代田区内神田1-1-7
TEL. 03-3219-1131

百万円
90

ー
（100.0）

昭和58年
5月20日

人材派遣業務

みずほゼネラルサービス（株）
東京都新宿区下宮比町2-1
TEL. 03-3268-8251

百万円
20

ー
（100.0）

平成8年
3月28日

事務受託業務

みずほ第一フィナンシャルテクノロ
ジー（株）

東京都千代田区大手町1-1-3
TEL. 03-5219-2311

百万円
200

ー
（60.0）

平成10年
4月1日

金融技術の調査・研究・開
発業務

みずほ代行ビジネス（株）
東京都江東区佐賀1-17-7
TEL. 03-3643-3945

百万円
30

ー
（100.0）

平成7年
8月1日

事務代行業務

ー

100.0
（ー）

100.0
（ー）

100.0
（ー）

ー

ー

100.0
（ー）

ー

ー

ー

60.0
（ー）

ー

みずほクレジット（株）＊
東京都港区西新橋1-11-4
TEL. 03-3593-1601

百万円
30

ー
（100.0）

平成11年
4月1日

金融業務
100.0
（ー）

ー

みずほ証券・新光プリンシパルイン
ベストメント（株）＊

東京都中央区京橋2-8-1
TEL. 03-5203-2280

百万円
1,000

ー
（100.0）

平成17年
7月1日

金融業務ー
ー

（100.0）

みずほオペレーションサービス（株）
東京都港区西麻布2-26-23
TEL. 03-5468-1591

百万円
20

ー
（100.0）

昭和60年
6月24日

システム運営・管理業務
100.0
（ー）

ー

みずほキャピタルパートナーズ（株）
東京都千代田区丸の内2-3-2
TEL. 03-3284-1632

百万円
10

ー
（100.0）

平成12年
2月22日

企業財務アドバイザリー
業務

ー
（50.0）

50.0
（ー）

みずほギャランティ（株）
東京都千代田区神田錦町3-13
TEL. 03-5217-1864

百万円
2,300

ー
（100.0）

昭和63年
7月28日

信用保証業務
100.0
（ー）

ー
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グル－プの子会社・関連会社

（株）みずほトラストシステムズ
東京都調布市国領町8-2-15
TEL. 03-3430-8181

百万円
100

ー
（70.2）

昭和47年
12月4日

計算受託・ソフトウェア開
発業務

ー ー

みずほキャピタル（株）＊
東京都中央区日本橋兜町4-3
TEL. 03-3664-3441

百万円
902

ー
（49.9）

昭和58年
7月27日

ベンチャーキャピタル業
務

49.9
（ー）

ー

みずほキャピタル第１号投資事業有
限責任組合＊

東京都中央区日本橋兜町4-3
百万円

11,600
平成15年
6月19日

金融業務ー ー ー

みずほキャピタル第2号投資事業有
限責任組合＊

東京都中央区日本橋兜町4-3
百万円

18,600
平成17年
3月15日

金融業務ー ー ー

（株）みずほデータプロセシング
東京都港区西麻布2-26-9
TEL. 03-5466-6760

百万円
50

ー
（100.0）

平成元年
8月9日

情報処理サービス業務ー ー

みずほ
銀行

みずほコーポ
レート銀行

みずほフィナン
シャルグループ

会社名
所在地
電話番号

資本金
または
出資金

議決権の所有割合（％） 設立または
出資年月日

主な業務内容

注）1．「議決権の所有割合」欄の（ ）内は子会社・関連会社による間接所有の割合です。
2．＊については、125、126ページをご覧ください。



みずほドリームパートナー（株）
東京都文京区白山5-16-6
TEL. 03-3564-5180

百万円
10

ー
(100.0)

平成11年
8月17日

宝くじ証票整理業務
100.0
（ー）

ー
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みずほビジネスサービス（株）
東京都渋谷区渋谷2-13-3
TEL. 03-3797-2575

百万円
90

ー
（100.0）

平成13年
6月29日

事務受託業務

みずほヒューマンサービス（株）
東京都千代田区内幸町1-1-5
TEL. 03-3596-4300

百万円
10

ー
（100.0）

昭和63年
3月11日

事務受託業務

みずほファクター（株）
東京都千代田区丸の内1-6-2
TEL. 03-3286-2200

百万円
1,000

ー
（100.0）

昭和52年
4月1日

ファクタリング業務

みずほ不動産調査サービス（株）
東京都中央区日本橋堀留町2-3-3
TEL. 03-5644-0212

百万円
60

ー
（100.0）

平成3年
10月7日

担保不動産調査・評価業務

みずほマーケティングエキスパーツ（株）
東京都港区西新橋1-11-4
TEL. 03-3506-2730

百万円
20

ー
（100.0）

昭和54年
10月1日

窓口相談等業務
人材派遣業務

みずほローンエキスパーツ（株）＊
東京都千代田区大手町1-5-5
TEL. 03-3215-7851

百万円
10

ー
（100.0）

昭和63年
3月18日

ローン事務受託業務

モバイル・インターネットキャピタル（株）
東京都港区赤坂1-11-28
TEL. 03-3568-2170

百万円
100

ー
（30.0）

平成11年
11月11日

ベンチャーキャピタル業務

100.0
（ー）

100.0
（ー）

100.0
（ー）

100.0
（ー）

100.0
（ー）

100.0
（ー）

ー

ー

ー

ー

ー

ー

みずほマネジメントアドバイザリー（株）
東京都千代田区丸の内2-3-2
TEL. 03-3218-3761

百万円
100

ー
（100.0）

平成17年
4月18日

企業財務アドバイザリー
業務

50.0
（ー）

ー
（50.0）

ー

ー
（30.0）

（株）みずほ年金研究所 東京都江東区佐賀1-17-7
TEL. 03-3643-3811

百万円
200

ー
（100.0）

昭和51年
4月26日

年金及び資産運用の研究ー ー

みずほビジネス金融センター（株）
東京都千代田区大手町1-5-5
TEL. 03-3201-0197

百万円
10

ー
（100.0）

平成15年
10月28日

銀行代理業務
100.0
（ー）

ー

ユーシーカード（株）
東京都千代田区内幸町1-1-5
TEL. 03-5531-6000

百万円
500

平成17年
10月1日

クレジットカード業務
ー

（38.9）
38.9
（ー）

ー

みずほ
銀行

みずほコーポ
レート銀行

みずほフィナン
シャルグループ

会社名
所在地
電話番号

資本金
または
出資金

議決権の所有割合（％） 設立または
出資年月日

主な業務内容

ー
（100.0）

ー
ー

（100.0）
Crystal Fund
クリスタルファンド

P.O. Box 1034, Harbour Place 4th
FL,103 South Church Street, Grand
Cayman, Cayman Island B.W.I

千米ドル
1

平成9年
12月19日

資産運用業務

ー
（26.0）

ー
26.0
（ー）

Asian-American Merchant
Bank Limited
アジアン･アメリカン･マーチャント
バンク･リミテッド

9 Raffles Place, #18-00, Republic
Plaza Tower 1, Singapore 048619,
Republic of Singapore

千シンガ
ポールドル
3,200

昭和47年
11月9日

銀行業務

ー ー ー
AArdvark ABS CDO 2007-1
アドバーク ABS CDO 2007-1

Walker House, 87 Mary Street,
George Town, Grand Cayman KY1-
9002, Cayman Islands

千米ドル
1 

平成19年
1月17日

金融業務

ー ー ー
Capell Farm Finance Limited
カペルファームファイナンスリミテッド

Narrow Quay House, Narrow Quay,
Bristol BS1 4AH U.K.
TEL. 44-117-902-2722

千英ポンド
1 

平成18年
2月8日

金融業務

ー ー ー
B/F Trust 02-C
B/Fトラスト 02-C

c/o Bank of Tokyo Mitsubishi Trust
Company, 1251 Avenue of the
Americas, New York, NY 10020,
U.S.A.

ー
平成14年
9月24日

リース業務

みずほ
銀行

みずほコーポ
レート銀行

みずほフィナン
シャルグループ

会社名
所在地
電話番号

資本金
または
出資金

議決権の所有割合（％） 設立または
出資年月日

主な業務内容

子会社・関連会社等〔海外〕

注）1．「議決権の所有割合」欄の（ ）内は子会社・関連会社による間接所有の割合です。
2．＊については、125、126ページをご覧ください。



ー ー ー
Delphinus CDO 2007-1 Limited.
デルフィナス CDO 2007-1 リミ
テッド

Walker House, 87 Mary Street,
George Town, Grand Cayman KY1-
9002, Cayman Islands

千米ドル
0 

平成19年
7月19日

金融業務

ー ー ー
MGC Advanced Polymer Trust
MGC アドバンスドポリマートラスト

c/o U.S. Bank National Association,
225 Asylum Street, Hartford, CT
06103, U.S.A.

ー
平成17年
8月31日

リース業務

ー ー ー
MAC Trailer Trust 2003
MACトレイラートラスト 2003

c/o Wilmington Trust Company,
1100 North Market Street,
Wilmington, DE 19890, U.S.A.

ー
平成17年
3月31日

リース業務

ー ー ー
Library Place CLO Ltd＊

ライブラリープレイスシーエルオー
リミテッド

Walker House, 87 Mary Street,
George Town, Grand Cayman KY1-
9002, Cayman Islands
TEL. 1-345-949-0100

千米ドル
50 

平成19年
4月18日

金融業務

ー ー ー
Hoplon Trust
ホプロントラスト

c/o Wells Fargo Delaware Trust
Company, 919 N. Market Street, Suite
700, Wilmington, DE 19801, U.S.A.
TEL. 1-302-575-2003

ー
平成17年
10月20日

金融業務

ー
（100.0）

ー
ー

（100.0）

IBJTC Business Credit
Corporation
IBJTC・ビジネス・クレジット・コーポ
レーション

1251 Avenue of the Americas, New
York, NY 10020, U.S.A.

千米ドル
100

昭和43年
11月14日

金融業務

ー
（100.0）

ー ー

Japan Fund Management
(Luxembourg) S.A.
ジャパン ファンド マネージメント
（ルクセンブルグ）

1B, Parc d'Activité, Syrdall, L-5365
Munsbach, Grand Duchy of
Luxembourg
TEL. 352-42-16-17-1

千ユーロ
500

平成6年
1月28日

投資信託管理業務

ー ー ー
FBF 2000, L.P.
エフビーエフニセン・エルピー

c/o Walkers SPV Limited, Walker
House, Mary Street, PO Box 908GT,
George Town, Grand Cayman,
Cayman Islands

百万円
12,431

平成12年
3月8日

金融業務

ー
（100.0）

ー ー
DIAM U.S.A. Inc.
DIAM ユーエスエー・インク

1133 Avenue of Americas, 28th
Floor, New York, NY 10036, U.S.A.
TEL. 1-212-350-7650

千米ドル
4,000

平成6年
7月1日

投資顧問業務

ー
（100.0）

ー ー
DIAM International Ltd.
DIAM インターナショナルリミテッド

Bracken House, One Friday Street,
London EC4M 9JA, U.K.
TEL. 44-20-7329-3777

千英ポンド
4,000

平成9年
11月24日

投資顧問業務

ー ー ー
Greater China PE Fund, L.P.
グレーターチャイナピーイーファンド
エルピー

87 Mary Street, George Town, Grand
Cayman KY1-9002, Cayman Islands

千米ドル
1,127

平成19年
7月2日

金融業務

ー
（50.0）

ー
ー

（50.0）

Greater China Investments GP
(Cayman) Limited
グレーターチャイナインベストメント
ジーピー（ケイマン）リミテッド

87 Mary Street, George Town, Grand
Cayman KY1-9002, Cayman Islands
TEL. 1-345-945-3727

千米ドル
1

平成19年
7月2日

金融業務
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注）1．「議決権の所有割合」欄の（ ）内は子会社・関連会社による間接所有の割合です。
2．＊については、125、126ページをご覧ください。

MH Capital Development, Ltd.
エム・エイチ・キャピタル・ディベロッ
プメント・リミテッド

c/o Walkers SPV Limited, Walker
House, Mary Street, PO Box 908GT,
George Town, Grand Cayman,
Cayman Islands

百万円
5

ー
（100.0）

平成12年
3月2日

金融業務ー
ー

（100.0）

MH Capital DevelopmentⅡ,
Ltd.
エム・エイチ・キャピタル・ディベロッ
プメント・ツー・リミテッド

c/o Walkers SPV Limited, Walker
House, Mary Street, PO Box 908GT,
George Town, Grand Cayman,
Cayman Islands

百万円
5

ー
（100.0）

平成15年
10月8日

金融業務ー
ー

（100.0）

ー ー ー
MH Capital PartnersⅡ, L.P.
エム・エイチ・キャピタル・パートナー
ズ・ツー・エルピー

c/o Walkers SPV Limited, Walker
House, Mary Street, PO Box 908GT,
George Town, Grand Cayman,
Cayman Islands

百万円
25,732

平成15年
11月11日

金融業務

ー
（100.0）

100.0
（ー）

ー

MHBK Capital Investment
(JPY) 1 Limited
エムエイチビーケーキャピタルイン
ベストメント（ジェーピーワイ）ワン
リミテッド

PO Box 309, Ugland House, Grand
Cayman, KY1-1104, Cayman Islands

百万円
2,105

平成18年
11月30日

金融業務

ー
（100.0）

100.0
（ー）

ー

MHBK Capital Investment
(JPY) 2 Limited
エムエイチビーケーキャピタルイン
ベストメント（ジェーピーワイ）ツー
リミテッド

PO Box 309, Ugland House, Grand
Cayman, KY1-1104, Cayman Islands

百万円
1,405

平成19年
11月14日

金融業務

ー
（100.0）

ー ー

DIAM International Fund
Management(Jersey) Ltd.
DIAM インターナショナルファンド
マネジメント（ジャージー）リミテッド

Templar House, Don Road, St Helier,
Jersey, Channel Islands JE1 2TR
TEL. 44-1534-500-400

千米ドル
50 

平成19年
4月20日

投資顧問業務

みずほ
銀行

みずほコーポ
レート銀行

みずほフィナン
シャルグループ

会社名
所在地
電話番号

資本金
または
出資金

議決権の所有割合（％） 設立または
出資年月日

主な業務内容



ー
（100.0）

ー
ー

（100.0）

Mizuho Capital Markets (HK)
Limited
みずほキャピタル・マーケッツ（香港）
リミテッド

16th Floor, Two Pacific Place, 88
Queensway, Hong Kong, S.A.R., The
People's Republic of China
TEL. 852-2537-3815

千米ドル
5,000

平成6年
5月19日

デリバティブ業務

Mizuho Capital Investment
(EUR) 1 Limited
みずほキャピタルインベストメント
（イーユーアール）ワンリミテッド

PO Box 309, Ugland House, Grand
Cayman, KY1-1104, Cayman Islands

千ユーロ
50

100.0
（ー）

平成18年
2月23日

金融業務ー －

Mizuho Capital Investment
(USD) 1 Limited
みずほキャピタルインベストメント
（ユーエスディー）ワンリミテッド

PO Box 309, Ugland House, Grand
Cayman, KY1-1104, Cayman Islands

千米ドル
50

100.0
（ー）

平成18年
2月23日

金融業務ー －

Mizuho Capital Investment
(JPY) 1 Limited
みずほキャピタルインベストメント
（ジェーピーワイ）ワンリミテッド

PO Box 309, Ugland House, Grand
Cayman, KY1-1104, Cayman Islands

百万円
5

100.0
（ー）

平成18年
11月30日

金融業務ー －

Mizuho Capital Investment
(JPY) 2 Limited
みずほキャピタルインベストメント
（ジェーピーワイ）ツーリミテッド

PO Box 309, Ugland House, Grand
Cayman, KY1-1104, Cayman Islands

百万円
5

100.0
（ー）

平成19年
11月14日

金融業務ー －

ー
（100.0）

ー
ー

（100.0）
Mizuho Bank (Switzerland) Ltd
スイスみずほ銀行

Löwenstrasse 32, 8023 Zürich,
Switzerland
TEL. 41-1-216-9111

千スイス
フラン

53,131

昭和51年
10月20日

銀行業務・信託業
務

ー
（100.0）

ー
66.6

（33.3）

Mizuho Alternative
Investments, LLC
みずほオルタナティブインベストメン
ツLLC

1251 Avenue of the Americas, New
York, NY 10020, U.S.A.
TEL. 1-212-282-3871

千米ドル
36,000

平成16年
9月20日

投資信託委託業
務・投資法人資産運
用業務・投資顧問業
務・投資一任業務
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ー
（100.0）

ー
ー

（100.0）

MHCB America Leasing
Corporation
MHCB アメリカ・リーシング・コーポ
レーション

1251 Avenue of the Americas, New
York, NY 10020, U.S.A.

千米ドル
1

昭和61年
7月25日

リース業務

ー
（49.0）

ー
（21.0）

10.0
（18.0）

MHCB Consulting (Thailand)
Co., Ltd.
MHCB コンサルティング（タイランド）
カンパニー･リミテッド

19th Floor, TISCO Tower, 48/41
North Sathorn Road, Silom, Bangrak,
Bangkok 10500, Thailand
TEL. 66-2-638-0700

千タイ
バーツ
2,000

平成6年
3月1日

有価証券投資業
務・コンサルティン
グ業務・アドバイザ
リー業務

ー
（100.0）

ー
100.0
（ー）

MHCB America Holdings, Inc.
MHCB アメリカ・ホールディングズ

c/o EOS Accountants LLP, Centre
East at Glenpointe, 300 Frank W.
Burr Boulevard, Teaneck, NJ 07666
TEL. 1-201-836-2374

千米ドル
1

平成10年
1月2日

持株会社

MHCB Capital Investment
(EUR) 1 Limited
エムエイチシービーキャピタルイン
ベストメント（イーユーアール）ワン
リミテッド

PO Box 309, Ugland House, Grand
Cayman, KY1-1104, Cayman Islands

千ユーロ
7,050

ー
（100.0）

平成18年
2月23日

金融業務ー
100.0
（ー）

MHCB Capital Investment
(USD) 1 Limited
エムエイチシービーキャピタルイン
ベストメント（ユーエスディー）ワン
リミテッド

PO Box 309, Ugland House, Grand
Cayman, KY1-1104, Cayman Islands

千米ドル
3,050

ー
（100.0）

平成18年
2月23日

金融業務ー
100.0
（ー）

MHCB Capital Investment
(JPY) 1 Limited
エムエイチシービーキャピタルイン
ベストメント（ジェーピーワイ）ワン
リミテッド

PO Box 309, Ugland House, Grand
Cayman, KY1-1104, Cayman Islands

百万円
4,405

ー
（100.0）

平成18年
11月30日

金融業務ー
100.0
（ー）

MHCB Capital Investment
(JPY) 2 Limited
エムエイチシービーキャピタルイン
ベストメント（ジェーピーワイ）ツー
リミテッド

PO Box 309, Ugland House, Grand
Cayman, KY1-1104, Cayman Islands

百万円
2,905

ー
（100.0）

平成19年
11月14日

金融業務ー
100.0
（ー）

ー
（100.0）

ー
ー

（100.0）

MHCB (USA) Leasing & 
Finance Corporation
MHCB（USA）リーシング・アンド・
ファイナンス・コーポレーション

1251 Avenue of the Americas, New
York, NY 10020, U.S.A.

千米ドル
10 

昭和58年
3月14日

リース業務

ー
（100.0）

100.0
（ー）

ー

MHBK Capital Investment
(USD) 1 Limited
エムエイチビーケーキャピタルイン
ベストメント（ユーエスディー）ワン
リミテッド

PO Box 309, Ugland House, Grand
Cayman, KY1-1104, Cayman Islands

千米ドル
5,050

平成18年
2月23日

金融業務

みずほ
銀行

みずほコーポ
レート銀行

みずほフィナン
シャルグループ

会社名
所在地
電話番号

資本金
または
出資金

議決権の所有割合（％） 設立または
出資年月日

主な業務内容



100.0
（ー）

ー ー

Mizuho Financial Group
(Cayman) Limited
みずほフィナンシャルグループ（ケイ
マン）リミテッド

PO Box 309, Ugland House, Grand
Cayman, KY1-1104, Cayman Islands

千米ドル
50

平成14年
11月14日

金融業務

ー
（100.0）

ー
ー

（100.0）

Mizuho Futures (Singapore)
Pte., Ltd
みずほフューチャーズ・シンガポール

5 Shenton Way, #15-01, UIC Building
068808, Singapore
TEL. 65-6221-3633

千シンガ
ポールドル
4,000

昭和60年
8月20日

金融業務

ー
（100.0）

ー
100.0
（ー）

Mizuho Finance (Curacao) N.V.
みずほファイナンス（キュラソー）エ
ヌブイ

Pietermaai 15, Willemstad, Curacao,
Netherlands Antilles

千米ドル
200

昭和48年
4月24日

金融業務

ー
（100.0）

ー
100.0
（ー）

Mizuho Finance (Cayman)
Limited
みずほファイナンス（ケイマン）リミ
テッド

PO Box 309, Ugland House, Grand
Cayman, KY1-1104, Cayman Islands

千米ドル
10

平成7年
2月17日

金融業務

ー
（100.0）

100.0
（ー）

ー
Mizuho Finance (Aruba)A.E.C.
みずほファイナンス（アルバ）エー・
イー・シー

L.G.Smith Boulevard 62, Oranjestad,
Aruba

千米ドル
10

平成4年
2月26日

金融業務

ー
（100.0）

ー
100.0
（ー）

Mizuho Corporate Strategic
Investments USA, Inc.
みずほコーポレート・ストラテジック・
インベストメンツ・USA

1251 Avenue of the Americas, New
York, NY 10020, U.S.A.

千米ドル
0

平成8年
7月11日

金融業務

ー
（99.9）

ー
99.9
（ー）

Mizuho Corporate Brasil Ltda.
みずほコーポレートブラジル

Avenida Paulista, 1247-11 andar,
Bela Vista, São Paulo-SP,
CEP01310-925, Brasil
TEL. 55-11-3251-4199

千ブラジル
レアル
2,500

昭和48年
10月1日

銀行サンパウロ出
張所補助業務

Mizuho Corporate Leasing
(Thailand) Co., Ltd.
みずほコーポレートリーシング
（タイランド）

19th Floor, TISCO Tower, 48/44
North Sathorn Road, Silom, Bangrak,
Bangkok 10500, Thailand
TEL. 66-2-638-0900

千タイ
バーツ

60,000

ー
（39.0）

平成5年
4月2日

リース業務ー
39.0
（ー）

ー
（100.0）

ー
100.0
（ー）

瑞穂実業銀行（中国）有限公司
みずほコーポレート銀行（中国）有限
公司

25th Floor, HSBC Tower, 1000
Lujiazui Ring Road, Pudong New
Area, Shanghai 200120, The
People's Republic of China
TEL. 86-21-6841-0001

千人民元
4,000,000 

平成19年
6月1日

銀行業務

ー
（100.0）

ー
100.0
（ー）

Mizuho Corporate Bank
(Canada)
カナダみずほコーポレート銀行

100 Yonge Street, Suite 1102,
Toronto, Ontario, Canada M5C 2W1
TEL. 1-416-874-0222

千カナダ
ドル

5,000

平成12年
11月1日

銀行業務

ー
（50.0）

ー
50.0
（ー）

Mizuho Corporate Bank-BA
Investment Consulting GmbH
みずほコーポレート-BA コンサル
ティング

Landhausgasse 4/7, 1010 Vienna,
Austria
TEL. 43-1-5355868

千ユーロ
908

平成2年
7月31日

経営コンサルティ
ング業務

ー
（100.0）

ー
16.6
（83.4）

Mizuho Capital Markets
Corporation
みずほキャピタル・マーケッツ･コー
ポレーション

1440 Broadway, 25th Floor, New
York, NY 10018, U.S.A.
TEL. 1-212-547-1500

千米ドル
3

平成元年
1月27日

デリバティブ業務
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ー
（100.0）

ー
100.0
（ー）

Mizuho Corporate Australia
Ltd.
みずほコーポレートオーストラリアリ
ミテッド

Level 33, 60 Margaret Street,
Sydney, N.S.W. 2000, Australia
TEL. 61-2-8273-3888

千豪ドル
56,480

昭和60年
8月20日

銀行業務

ー
（83.3）

ー
83.3
（ー）

Mizuho Corporate Bank
(Germany) Aktiengesellschaft
ドイツみずほコーポレート銀行

Taunustor 2, 60311 Frankfurt am
Main, F.R. Germany
TEL. 49-69-27282-0

千ユーロ
46,016

昭和47年
12月4日

銀行業務・証券業
務

ー
（100.0）

ー
100.0
（ー）

Mizuho Corporate Bank (USA)
米国みずほコーポレート銀行

1251 Avenue of the Americas, 
New York, NY 10020, U.S.A.
TEL. 1-212-282-3030

千米ドル
98,474

昭和49年
11月29日

銀行業務

ー
（100.0）

ー
100.0
（ー）

Mizuho Corporate Bank
Nederland N.V.
オランダみずほコーポレート銀行

Apollolaan 171, 1077 AS
Amsterdam, The Netherlands
TEL. 31-20-5734343

千ユーロ
141,794

昭和49年
3月1日

銀行業務・証券業
務

ー
（100.0）

ー
100.0
（ー）

Mizuho Corporate Bank of
California
加州みずほコーポレート銀行

350 South Grand Avenue, Suite
1500, Los Angeles, CA 90071,
U.S.A.
TEL. 1-213-612-2700

千米ドル
34,000

昭和49年
3月1日

銀行業務

みずほ
銀行

みずほコーポ
レート銀行

みずほフィナン
シャルグループ

会社名
所在地
電話番号

資本金
または
出資金

議決権の所有割合（％） 設立または
出資年月日

主な業務内容

ー
（100.0）

ー
17.4
（82.6）

Mizuho Capital Markets (UK)
Limited
みずほキャピタル・マーケッツ（UK）
リミテッド

River Plate House, 7-11, Finsbury
Circus, London EC2M 7DH, U.K.
TEL. 44-20-7972-9900

千米ドル
11,795

平成4年
3月30日

デリバティブ業務



100.0
（ー）

ー ー

Mizuho Preferred Capital
(Cayman) 8 Limited
みずほプリファードキャピタル（ケイ
マン）エイトリミテッド

PO Box 309, Ugland House, Grand
Cayman, KY1-1104, Cayman Islands

百万円
3,500

平成14年
7月23日

金融業務

ー
（100.0）

ー
100.0
（ー）

Mizuho Preferred Capital
(Cayman) D Limited
みずほプリファードキャピタル（ケイ
マン）ディーリミテッド

PO Box 309, Ugland House, Grand
Cayman, KY1-1104, Cayman Islands

百万円
10,000

平成14年
1月24日

金融業務

ー
（100.0）

100.0
（ー）

ー

Mizuho Preferred Capital
(Cayman) E Limited
みずほプリファードキャピタル（ケイ
マン）イーリミテッド

PO Box 309, Ugland House, Grand
Cayman, KY1-1104, Cayman Islands

百万円
2,400

平成14年
7月23日

金融業務

ー
（100.0）

ー
100.0
（ー）

Mizuho Preferred Capital
(Cayman) B Limited
みずほプリファードキャピタル（ケイ
マン）ビーリミテッド

PO Box 309, Ugland House, Grand
Cayman, KY1-1104, Cayman Islands

百万円
2,600

平成14年
1月24日

金融業務

ー
（100.0）

ー
100.0
（ー）

Mizuho Preferred Capital
(Cayman) C Limited
みずほプリファードキャピタル（ケイ
マン）シーリミテッド

PO Box 309, Ugland House, Grand
Cayman, KY1-1104, Cayman Islands

百万円
2,300

平成14年
1月24日

金融業務

ー
（100.0）

100.0
（ー）

ー

Mizuho Preferred Capital
(Cayman) A Limited
みずほプリファードキャピタル（ケイ
マン）エーリミテッド

PO Box 309, Ugland House, Grand
Cayman, KY1-1104, Cayman Islands

百万円
2,600

平成14年
1月24日

金融業務

ー
（100.0）

ー
ー

（100.0）

Mizuho JGB Investment L.L.C.
みずほジェージービーインベストメ
ントエルエルシー

One Rodney Square, 10th Floor,
Tenth and King Streets, Wilmington,
New Castle Country, Delaware
19801, U.S.A.

千米ドル
200,000

平成10年
2月25日

金融業務

100.0
（ー）

ー ー

Mizuho Preferred Capital
(Cayman) 1 Limited
みずほプリファードキャピタル（ケイ
マン）ワンリミテッド

PO Box 309, Ugland House, Grand
Cayman, KY1-1104, Cayman Islands

百万円
6,000

平成14年
1月24日

金融業務

ー
（100.0）

ー
100.0
（ー）

Mizuho JGB Investment
Holdings Inc.
みずほジェージービーインベストメ
ントホールディングスインク

One Rodney Square, 10th Floor,
Tenth and King Streets, Wilmington,
New Castle Country, Delaware
19801, U.S.A.

千米ドル
0

平成10年
2月25日

持株会社

ー
（100.0）

ー
100.0
（ー）

Mizuho Investment
Management (UK) Ltd.
みずほインベストメント・マネジメント
（UK）リミテッド

Bracken House, One Friday Street,
London, EC4M 9JA, UK
TEL. 44-20-7012-4300

千英ポンド
12,000

平成18年
6月26日

投資法人資産運用
業務・投資顧問業
務

ー
（100.0）

ー
ー

（100.0）

Mizuho International
(Nominees) Limited
みずほインターナショナル（ノミニー
ズ）リミテッド

Bracken House, One Friday Street,
London EC4M 9JA, U.K.

千英ポンド
0

昭和62年
3月17日

金融業務

ー
（100.0）

ー
ー

（100.0）

Mizuho Investment
Consulting(Shanghai) Co., Ltd.
瑞穂投資諮詢（上海）有限公司

Room 012, 28th Floor, HSBC Tower,
1000 Lujiazui Ring Road, Pudong
New Area, Shanghai, 200120
TEL. 86-21-6841-5558

千人民元
10,000

平成19年
6月1日

コンサルティング業
務

ー
（100.0）

ー
ー

（100.0）
Mizuho International plc
みずほインターナショナル

Bracken House, One Friday Street,
London EC4M 9JA, U.K.
TEL. 44-20-7236-1090

千英ポンド
2,314,612

昭和50年
3月14日

証券業務・銀行業
務
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みずほ
銀行

みずほコーポ
レート銀行

みずほフィナン
シャルグループ

会社名
所在地
電話番号

資本金
または
出資金

議決権の所有割合（％） 設立または
出資年月日

主な業務内容

100.0
（ー）

ー ー

Mizuho Preferred Capital
(Cayman) 3 Limited
みずほプリファードキャピタル（ケイ
マン）スリーリミテッド

PO Box 309, Ugland House, Grand
Cayman, KY1-1104, Cayman Islands

百万円
21,300

平成14年
1月24日

金融業務

100.0
（ー）

ー ー

Mizuho Preferred Capital
(Cayman) 4 Limited
みずほプリファードキャピタル（ケイ
マン）フォーリミテッド

PO Box 309, Ugland House, Grand
Cayman, KY1-1104, Cayman Islands

百万円
9,800

平成14年
1月24日

金融業務

100.0
（ー）

ー ー

Mizuho Preferred Capital
(Cayman) 5 Limited
みずほプリファードキャピタル（ケイ
マン）ファイブリミテッド

PO Box 309, Ugland House, Grand
Cayman, KY1-1104, Cayman Islands

百万円
1,500

平成14年
7月23日

金融業務

100.0
（ー）

ー ー

Mizuho Preferred Capital
(Cayman) 6 Limited
みずほプリファードキャピタル（ケイ
マン）シックスリミテッド

PO Box 309, Ugland House, Grand
Cayman, KY1-1104, Cayman Islands

百万円
1,200

平成14年
7月23日

金融業務

100.0
（ー）

ー ー

Mizuho Preferred Capital
(Cayman) 7 Limited
みずほプリファードキャピタル（ケイ
マン）セブンリミテッド

PO Box 309, Ugland House, Grand
Cayman, KY1-1104, Cayman Islands

百万円
1,600

平成14年
7月23日

金融業務



ー
（100.0）

ー
99.9
（0.0）

The Michinoku Bank (Moscow)
Ltd.＊

みちのく銀行（モスクワ）

37 Bolshaya Ordynka, Moscow,
119017, Russian Federation
TEL. 7-495-729-5858

千ルーブル
1,000,000

平成11年
1月15日

銀行業務

ー ー ー
Tigris CDO 2007-1, Ltd.
ティグリス CDO 2007-1 リミテッド

Walker House, 87 Mary Street,
George Town, Grand Cayman KY1-
9002, Cayman Islands

千米ドル
0

平成19年
3月15日

金融業務

ー
（100.0）

ー
ー

（100.0）
The Bridgeford Group, Inc.
ブリッジフォード・グループ

445 Park Avenue, 20th Floor, New
York, NY 10022, U.S.A.
TEL. 1-212-705-0880

千米ドル
1,000

平成7年
4月28日

Ｍ＆Ａ業務

ー
（100.0）

ー
ー

（100.0）

Spring Capital Holdings, Inc.
スプリング・キャピタル・ホールディン
グス, インク

1251 Avenue of the Americas, New
York, NY 10020, U.S.A.

千米ドル
82,000

平成10年
11月30日

持株会社

ー
（99.9）

ー
4.0

（95.9）
Sathinee Company Limited
サティーニカンパニー・リミテッド

19th Floor, TISCO Tower, 48/41
North Sathorn Road, Silom, Bangrak,
Bangkok 10500, Thailand
TEL. 66-2-638-0700

千タイ
バーツ
5,000

平成8年
1月4日

有価証券投資業務・
コンサルティング業
務

ー
（100.0）

ー
ー

（100.0）

Spring Capital Corporation
スプリング・キャピタル・コーポレー
ション

Chartered Trust Services LTD., P.O.
Box 1034, George Town, Grand
Cayman

千米ドル
82,000

平成10年
8月27日

金融業務

ー ー ー
Quercia Funding S.R.L.
ケルチャファンディングエスアールエル

Via Garibaldi 1, 37121, Verona, Italy 千ユーロ
10

平成13年
3月28日

金融業務

ー
（98.9）

ー
98.9
（ー）

PT. Bank Mizuho Indonesia
インドネシアみずほコーポレート銀行

Plaza BII-Menara 2, 24th Floor, Jl.
M.H. Thamrin No.51, Jakarta 10350,
Republic of Indonesia
TEL. 62-21-392-5222

千インド
ネシア
ルピア

1,323,574,000

平成元年
7月8日

銀行業務

ー
（42.8)

ー
28.5
（ー）

Pec International Leasing Co.,
Ltd.
実華国際租賃有限公司

China World Tower, 1 Jian Guo Men
Wai Avenue, Beijing 100004, The
People's Republic of China
TEL. 86-1065052101

千米ドル
10,000

平成2年
10月15日

リース業務

100.0
（ー）

ー ー

Mizuho Preferred Capital
(Cayman) Limited
みずほプリファードキャピタル（ケイ
マン）リミテッド

PO Box 309, Ugland House, Grand
Cayman, KY1-1104, Cayman Islands

百万円
10,000

平成11年
3月1日

金融業務

ー
（100.0）

ー
ー

（100.0）

Mizuho Preferred Capital
Company L.L.C.
みずほプリファード・キャピタル・カン
パニーエルエルシー

One State Street, New York, NY
10004, U.S.A.

千米ドル
125,000

平成10年
1月21日

金融業務
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グル－プの子会社・関連会社

ー
（100.0）

ー
ー

（100.0）
Mizuho Securities USA Inc.
米国みずほ証券

1251 Avenue of the Americas 33rd
Floor New York, NY 10020, U.S.A.
TEL. 1-212-209-9300

千米ドル
231

昭和51年
8月16日

証券業務

ー
（100.0）

ー ー
Mizuho Trust & Banking
(Luxembourg) S.A.
ルクセンブルグみずほ信託銀行

1B, Parc d'Activité, Syrdall, L-5365
Munsbach, Grand Duchy of
Luxembourg
TEL. 352-42-16-17-1

千米ドル
30,000

平成元年
3月21日

信託業務・銀行業
務

ー
（100.0）

ー ー
Mizuho Trust & Banking Co.
(USA)
米国みずほ信託銀行

135 W. 50th Street, 16th Floor, 
New York, NY 10020, U.S.A.
TEL. 1-212-373-5900

千米ドル
32,847

昭和62年
10月19日

信託業務・銀行業
務

ー
（100.0）

ー ー
Mizuho TB (Aruba)A.E.C.
みずほトラスト（アルバ）

L.G.Smith Boulevard 62, Oranjestad,
Aruba

千米ドル
30

平成4年
9月7日

金融業務

ー
（100.0）

ー
ー

（100.0）

Mizuho Securities Asia Limited
みずほセキュリティーズアジア
リミテッド

Suites 901-907&1004-1009, CITIC
Tower, 1 Tim Mei Avenue, Central,
Hong Kong
TEL. 852-2685-2000

千香港ドル
330,000

平成11年
4月30日

証券業務

ー
（100.0）

ー
100.0
（ー）

Mizuho Preferred Capital
Holdings Inc.
みずほプリファード・キャピタル・ホー
ルディングズ・インク

One State Street, New York, NY
10004, U.S.A.

千米ドル
0

平成10年
2月2日

持株会社

みずほ
銀行

みずほコーポ
レート銀行

みずほフィナン
シャルグループ

会社名
所在地
電話番号

資本金
または
出資金

議決権の所有割合（％） 設立または
出資年月日

主な業務内容

（平成20年3月31日現在）

注）1．「議決権の所有割合」欄の（ ）内は子会社・関連会社による間接所有の割合です。
2．＊については、125、126ページをご覧ください。
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（参考）社名変更・所在地変更および新規設立等 （平成20年4月1日～6月30日）

社名変更

ZAO Mizuho Corporate Bank (Moscow)
モスクワみずほコーポレート銀行

The Michinoku Bank (Moscow) Ltd.
みちのく銀行（モスクワ）

現会社名 旧会社名

所在地・電話番号変更

ＳＰＩ第一号投資事業有限責任組合 東京都千代田区大手町1-7-2

エムエイチシーシー第一号投資事業有限責任組合 東京都千代田区内幸町1-2-1

エムエイチシーシー第三号投資事業有限責任組合 東京都千代田区内幸町1-2-1

ＭＷ１号投資事業組合 東京都千代田区内幸町1-2-1

投資事業有限責任組合エムエイチシーシーアイティー弐千 東京都千代田区内幸町1-2-1

富士銀キャピタル参号投資事業有限責任組合 東京都千代田区内幸町1-2-1

みずほキャピタル（株）
東京都千代田区内幸町1-2-1
TEL. 03-3596-1300

みずほキャピタル第1号投資事業有限責任組合 東京都千代田区内幸町1-2-1

みずほキャピタル第2号投資事業有限責任組合 東京都千代田区内幸町1-2-1

みずほキャピタル第3号投資事業有限責任組合 東京都千代田区内幸町1-2-1

みずほ証券・新光プリンシパルインベストメント（株）
東京都千代田区大手町1-7-2
TEL. 03-3276-1011

みずほローンエキスパーツ（株）
東京都千代田区神田錦町2-11
TEL. 03-6746-0661

会社名 現所在地・電話番号



会社名 主な業務内容
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グル－プの子会社・関連会社

みずほクレジット（株） 金融業務

Library Place CLO Ltd 金融業務

興銀インベストメント（3iBJ）No.2ファンド 金融業務

子会社・関連会社から削除

＊株式取得含む

日本株主データサービス（株）
東京都杉並区和泉2-8-4
TEL. 03-3328-3815

百万円
50

平成20年
4月1日

事務代行業務

新規設立等により子会社・関連会社に追加

DIAM SINGAPORE PTE. LTD.
DIAM シンガポール

2 Shenton Way #12-01 SGX CentreⅠ,
Singapore 068804
TEL. 65-6532-5470

百万円
400

平成20年
4月1日

資産運用業務

Mizuho Capital Investment (JPY) 3
Limited
みずほキャピタルインベストメント（ジェーピー
ワイ）スリーリミテッド

PO Box 309, Ugland House, Grand
Cayman, KY1-1104, Cayman Islands

百万円
5

平成20年
5月15日

金融業務

MHBK Capital Investment (JPY) 3
Limited
エムエイチビーケーキャピタルインベストメント
（ジェーピーワイ）スリーリミテッド

PO Box 309, Ugland House, Grand
Cayman, KY1-1104, Cayman Islands

百万円
5

平成20年
5月15日

金融業務

MHCB Capital Investment (JPY) 3
Limited
エムエイチシービーキャピタルインベストメント
（ジェーピーワイ）スリーリミテッド

PO Box 309, Ugland House, Grand
Cayman, KY1-1104, Cayman Islands

百万円
5

平成20年
5月15日

金融業務

Big Horn Structured Funding CDO
2007-1, Ltd.
ビッグホーン ストラクチャード ファンディング
CDO 2007-1リミテッド

c/o Maples Finance Limited, P.O. Box
1093, Boundary Hall, Cricket Square,
Grand Cayman KY1-1102, Cayman
Islands

千米ドル
0

平成19年
8月2日

金融業務

会社名 所在地・電話番号
資本金または
出資金

設立または
出資年月日

主な業務内容



業績と財務の状況

●業績と財務の状況の記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しています。従って、表中の

合計欄・増減欄等の数値が、必ずしも数値の合計・差額等と一致しないことがあります。

●決算期については、原則として表示を「年度」にて統一しています。
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東証株価指数および円ドル相場の推移

■国内外経済情勢 ■金融情勢

平成19年度の経済情勢を顧みますと、米国経済がサブプライム

問題を主因とした個人消費の伸び悩み、住宅投資の落ち込み等から

急速に減速したことに加えて、欧州でも景気の減速感が強まりつつ

あり、またアジアをはじめとする世界経済への波及も懸念されてい

ます。とりわけ年度後半は、サブプライム問題に起因して、証券化商

品に係る流動性リスクに対する懸念が急激に高まる等、国際的な金

融資本市場の混乱が拡大した結果、海外において巨額の損失とそれ

を補うための資本増強を公表する金融機関が相次ぎ、不安定な状況

が続いています。日本経済についても、原油や原材料価格高騰の影

響により企業業績が弱含みで推移するなか、平成20年に入ってから

は、こうした金融資本市場の混乱や、急速に進んだ円高が実体経済

に影響を与えており、景況感は悪化傾向にあります。

平成19年度の金融市場を顧みますと、株価は、年度前半は底堅

く推移しましたが、米国経済の減速傾向が一段と強まったこと等を

背景に、年度後半は大幅に下落しました。長期金利についても、年

度初めに一時的に上昇する局面がありましたが、米国金利の低下の

影響等により、年度半ば以降は低下基調となり、年度初めを下回る

水準で推移しました。

金融界においては、業務範囲の拡大等の規制緩和が進むなかで、

こうした世界的な景気減速懸念や金融資本市場の混乱もあり、内部

管理態勢の一層の強化が求められています。当グループにおいても、

こうした環境変化をふまえ、リスク管理等ガバナンスのさらなる強化

を図りつつ、競争上の優位性を確保し、収益力の一層の強化を図る

ことが重要な課題となっています。
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財務ハイライト

当グループは、平成15年7月に、企業再生・リストラニーズのある

お取引先の債権（貸出金・株式等）をみずほ銀行、みずほコーポレー

ト銀行およびみずほ信託銀行の銀行本体から、再生専門子会社に

分離・集約しました。再生専門子会社は、企業再生プロジェクトの終

結に伴い業務を終了し、みずほ銀行、みずほコーポレート銀行およ

びみずほ信託銀行は、平成17年10月1日をもって各再生専門子会

社と合併しました。

各計数における3行合算については、以下のとおりとなってい

ます。

□計数について

総資産 1,378,977 1,355,615 1,384,541 1,395,726 1,459,129
貸出金残高 661,324 626,471 659,847 668,261 656,667
預金残高（含む譲渡性預金） 798,958 833,362 842,530 844,085 871,598
債券残高 95,547 78,945 66,741 47,673 31,710
実質業務純益 9,540 8,000 ※ 8,892 8,445 8,617
経常利益 8,061 4,180 ※ 7,894 5,724 6,723
当期純利益 4,479 5,825 ※ 7,329 5,982 1,935
注）1. 平成15年度および平成16年度の計数は、3行＋再生専門子会社合算です。
2. 平成17年度の※のついた計数は、3行＋再生専門子会社合算です（平成17年4月1日～平成17年9月30日）。
3. みずほ信託銀行の実質業務純益は、「信託勘定与信関係費用」を控除しています。

3行合算 （単位：億円）

平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

総資産 1,377,500 1,430,762 1,496,127 1,498,800 1,544,121
貸出金残高 662,058 629,173 654,086 659,643 656,087
預金残高（含む譲渡性預金） 774,874 803,680 823,671 836,083 862,640
債券残高 94,595 77,950 66,063 47,238 31,594
連結粗利益 21,123 19,930 20,024 21,173 16,609
連結経常利益 8,964 6,574 9,210 7,481 3,971
連結当期純利益 4,069 6,273 6,499 6,209 3,112

連結自己資本比率（第一基準） 11.35％ 11.91％ 11.59％ 12.48％ 11.70％
注）連結自己資本比率は、平成18年度より、バーゼルⅡに基づき算出しています。

みずほフィナンシャルグループ（連結） （単位：億円）

平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

■財務ハイライト

平成17年度 平成18年度～平成15年度および平成16年度

3行合算

損益計数

資産・負債・純資産計数

みずほ銀行＋みずほプロジェクト

みずほコーポレート銀行＋みずほ
コーポレート＋みずほグローバル

みずほ信託銀行＋みずほアセット

みずほ銀行＋みずほプロジェクト

みずほコーポレート銀行＋みずほ
コーポレート＋みずほグローバル

みずほ信託銀行＋みずほアセット

みずほ銀行

みずほコーポレート銀行

みずほ信託銀行

みずほ銀行＋みずほプロジェクト

みずほコーポレート銀行＋みずほ
コーポレート＋みずほグローバル

みずほ信託銀行＋みずほアセット

みずほ銀行

みずほコーポレート銀行

みずほ信託銀行

みずほ銀行

みずほコーポレート銀行

みずほ信託銀行
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財務ハイライト

総資産 702,279 708,897 700,037 668,747 681,394
貸出金残高 375,191 342,790 341,885 340,650 337,458
預金残高（含む譲渡性預金） 546,477 563,823 545,568 543,474 560,929
債券残高 28,108 23,469 20,166 15,643 9,719
実質業務純益 4,026 3,509 ※ 3,657 4,515 4,056
経常利益 2,465 1,522 ※ 2,066 1,790 2,219
当期純利益 700 121 ※ 1,325 2,062 1,955

連結自己資本比率（国内基準） 9.91％ 10.77％ 10.28％ 11.74％ 11.97％
（参考）連結自己資本比率（国際統一基準） 10.46％ 11.05％ 10.90％ 11.92％ 11.87％
注）1. 平成15年度および平成16年度の計数は、みずほ銀行＋みずほプロジェクトです。
2. 平成17年度の※のついた計数は、みずほ銀行＋みずほプロジェクトです（平成17年4月1日～平成17年9月30日）。
3. 連結自己資本比率は、みずほ銀行の比率です。また、平成18年度より、バーゼルⅡに基づき算出しています。

みずほ銀行 （単位：億円）

平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

総資産 56,329 63,594 62,417 65,864 62,097
貸出金残高 32,388 33,358 35,326 40,262 34,813
預金残高（含む譲渡性預金） 30,901 33,647 30,754 34,337 34,314
信託財産残高 403,364 439,923 515,092 563,336 592,855
実質業務純益　　 710 768 ※ 883 861 858
経常利益 407 372 ※ 696 797 787
当期純利益 299 242 ※ 412 688 867

連結自己資本比率（国際統一基準） 12.76％ 13.19％ 14.42％ 15.69％ 15.87％
注）1. 平成15年度および平成16年度の計数は、みずほ信託銀行＋みずほアセットです。
2. 平成17年度の※のついた計数は、みずほ信託銀行＋みずほアセットです（平成17年4月1日～平成17年9月30日）。
3. 連結自己資本比率は、みずほ信託銀行の比率です。また、平成18年度より、バーゼルⅡに基づき算出しています。

みずほ信託銀行 （単位：億円）

平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

総資産 620,368 583,123 622,086 661,114 715,637
貸出金残高 253,744 250,322 282,635 287,348 284,396
預金残高（含む譲渡性預金） 221,579 235,891 266,206 266,272 276,354
債券残高 67,439 55,476 46,575 32,030 21,991
実質業務純益 4,803 3,722 ※ 4,351 3,069 3,702
経常利益 5,189 2,286 ※ 5,131 3,136 3,717
当期純利益 3,479 5,461 ※ 5,591 3,231 △887

連結自己資本比率（国際統一基準） 13.02％ 14.64％ 12.81％ 14.01％ 12.17％
注）1. 平成15年度および平成16年度の計数は、みずほコーポレート銀行＋みずほコーポレート＋みずほグローバルです。
2. 平成17年度の※のついた計数は、みずほコーポレート銀行＋みずほコーポレート＋みずほグローバルです（平成17年4月1日～平成17年9月30日）。
3. 連結自己資本比率は、みずほコーポレート銀行の比率です。また、平成18年度より、バーゼルⅡに基づき算出しています。

みずほコーポレート銀行 （単位：億円）

平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

営業収益 837 1,044 1,388 1,359 939
経常利益 370 400 627 452 △256
当期純利益 208 241 136 278 △4,378

みずほ証券（単体） （単位：億円）

平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

営業収益 487 461 844 738 640
経常利益 120 83 326 184 75
当期純利益 103 57 249 120 51

みずほインベスターズ証券（単体） （単位：億円）

平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度
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1. 連結及び持分法適用の範囲

■みずほフィナンシャルグループ連結決算の状況

平成18年度 平成19年度 増減

連結子会社 133 146 13
持分法適用の関連会社 19 21 2

（社）

2. 損益の状況

平成18年度 平成19年度 増減

連結粗利益 21,173 16,609 △4,564
資金利益 10,902 10,636 △266
信託報酬 669 643 △26
役務取引等利益 5,511 4,945 △565
特定取引利益 2,615 561 △2,053
その他業務利益 1,475 △177 △1,652

営業経費 △10,916 △11,245 △329

不良債権処理額（含む一般貸倒引当金純繰入額） △1,426 △2,017 △590

株式関係損益 △1,095 2,533 3,628

持分法による投資損益 93 90 △2

その他 △347 △1,999 △1,652

経常利益 7,481 3,971 △3,510

特別損益 2,267 889 △1,377

税金等調整前当期純利益 9,748 4,860 △4,888

法人税、住民税及び事業税 △432 △322 110

法人税等調整額 △2,236 △1,185 1,051

少数株主利益（控除項目） △869 △240 628

当期純利益 6,209 3,112 △3,097

1株当たり当期純利益 51,474.49円 25,370.25円 △26,104.24円

与信関係費用 △401 △830 △428

（参考）連結業務純益 9,916 5,111 △4,804
注）1. 与信関係費用＝不良債権処理額（含む一般貸倒引当金純繰入額）＋貸倒引当金純取崩額等＋信託勘定与信関係費用
2. 連結業務純益＝連結粗利益－経費（除く臨時処理分）＋持分法による投資損益等連結調整

損益の状況 （単位：億円）

業績と財務の状況

平成19年度決算の状況
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平成19年度決算の状況

平均残高 利息

平成18年度 平成19年度 増減 平成18年度 平成19年度 増減

資金運用勘定 1,230,460 1,241,727 11,266 25,626 28,647 3,021
うち貸出金 649,812 655,778 5,965 13,021 15,074 2,053
有価証券 354,638 357,048 2,410 5,928 6,717 789
コールローン及び買入手形 5,822 3,326 △2,496 195 128 △67
買現先勘定 82,668 87,969 5,301 4,703 4,603 △99
債券貸借取引支払保証金 78,403 77,404 △999 228 464 236
預け金 19,732 21,982 2,249 765 737 △27

資金調達勘定 1,222,089 1,244,906 22,816 14,723 18,011 3,287
うち預金 722,234 734,301 12,066 4,770 5,816 1,045
譲渡性預金 103,180 100,698 △2,481 1,075 1,279 204
債券 56,401 39,669 △16,731 340 237 △103
コールマネー及び売渡手形 68,484 63,738 △4,745 319 580 260
売現先勘定 122,516 131,154 8,638 6,096 6,068 △28
債券貸借取引受入担保金 61,771 67,951 6,180 290 705 415
コマーシャル・ペーパー 366 200 △166 0 0 0
借用金 39,399 49,705 10,306 389 702 312

資金利益の状況 （単位：億円）

利回り

平成18年度 平成19年度 増減

資金運用勘定 2.08 2.30 0.22
うち貸出金 2.00 2.29 0.29
有価証券 1.67 1.88 0.21
コールローン及び買入手形 3.36 3.86 0.49
買現先勘定 5.68 5.23 △0.45
債券貸借取引支払保証金 0.29 0.60 0.30
預け金 3.87 3.35 △0.52

資金調達勘定 1.20 1.44 0.24
うち預金 0.66 0.79 0.13
譲渡性預金 1.04 1.27 0.22
債券 0.60 0.59 △0.00
コールマネー及び売渡手形 0.46 0.91 0.44
売現先勘定 4.97 4.62 △0.34
債券貸借取引受入担保金 0.47 1.03 0.56
コマーシャル・ペーパー 0.14 0.39 0.25
借用金 0.98 1.41 0.42

（単位：％）
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平成18年度 平成19年度 増減

役務取引等利益 5,511 4,945 △565

役務取引等収益 6,588 5,967 △621
うち預金・債券・貸出業務 1,555 1,217 △337
為替業務 1,160 1,170 9
証券関連業務 1,014 903 △110
代理業務 549 341 △207
保護預り・貸金庫業務 62 59 △2
保証業務 302 326 24
信託関連業務 632 586 △46

役務取引等費用 △1,077 △1,022 55
うち為替業務 △337 △363 △26

役務取引等利益の内訳 （単位：億円）

3. 資産・負債等の状況

平成18年度 平成19年度 増減

資産の部 1,498,800 1,544,121 45,320
うち現金預け金 39,933 34,838 △5,095
特定取引資産 104,145 138,562 34,416
有価証券 360,499 339,585 △20,914
貸出金 659,643 656,087 △3,555

負債の部 1,431,556 1,487,179 55,623
うち預金 748,030 761,753 13,722
譲渡性預金 88,052 100,887 12,834
債券 47,238 31,594 △15,643
コールマネー及び売渡手形 69,241 66,937 △2,304

純資産の部 67,244 56,941 △10,302
株主資本 33,600 34,256 656
評価・換算差額等 15,512 4,764 △10,748
少数株主持分 18,131 17,920 △210

主な資産・負債等の状況 （単位：億円）
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平成18年度 平成19年度

連結自己資本比率 12.48％ 11.70％
TierⅠ比率 6.96％ 7.40％

TierⅠ 49,335 48,801
TierⅡ 40,926 32,218
控除項目 1,847 3,936

自己資本額 88,413 77,083

リスク・アセット等 707,954 658,728

連結自己資本比率（第一基準）の状況 （単位：億円）

平成18年度 平成19年度 増減

その他有価証券 24,371 6,406 △17,965
株式 26,937 9,767 △17,170
債券 △1,641 △1,247 394
その他 △924 △2,113 △1,188

（単位：億円）

平成18年度　 平成19年度

みずほ銀行 みずほコーポレート銀行 みずほ信託銀行 みずほ銀行 みずほコーポレート銀行 みずほ信託銀行

連結自己資本比率（国際統一基準） ※ 11.92％ 14.01％ 15.69％ ※ 11.87％ 12.17％ 15.87％

連結自己資本比率（国内基準） 11.74％ ／ ／ 11.97％ ／ ／
注）※は参考値です。

（参考）3行の連結自己資本比率

平成18年度 平成19年度

取得原価 連結貸借対照表 評価差額 うち益 うち損 取得原価 連結貸借対照表 評価差額 うち益 うち損
計上額（時価） 計上額（時価）

その他有価証券　 282,896 307,307 24,411 28,033 3,622 318,989 325,768 6,778 12,865 6,087
株式 33,170 60,108 26,937 27,418 480 31,499 41,266 9,767 11,880 2,113
債券 155,546 153,971 △1,574 39 1,614 175,570 174,588 △981 216 1,197
その他 94,179 93,227 △952 575 1,527 111,920 109,912 △2,007 769 2,776

注）評価差額のうち、時価ヘッジの適用により損益に反映させた額は平成18年度39億円（収益）、平成19年度372億円（収益）です。
この結果、純資産直入処理の対象となる額は平成18年度2兆4,371億円、平成19年度6,406億円となります。

その他有価証券（時価のあるもの）の評価差額等の状況 （単位：億円）

増減

取得原価 連結貸借対照表 評価差額 うち益 うち損
計上額（時価）

その他有価証券　 36,093 18,460△17,632 △15,167 2,464
株式 △1,670 △18,841△17,170 △15,537 1,632
債券 20,023 20,617 593 176 △416
その他 17,740 16,685 △1,055 193 1,249

（単位：億円）

その他有価証券（時価のあるもの）に係る評価差額のうち、時価

ヘッジの適用により損益に反映させた額を控除した金額（純資産直

（参考）評価差額（純資産直入処理対象分）
入処理の対象となったもの）は以下のとおりです。
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1. みずほフィナンシャルグループの連結決算と3行合算

平成18年度 平成19年度

みずほフィナンシャル
3行合算（b） （a）－（b） （b）／（a）

みずほフィナンシャル
3行合算（b） （a）－（b） （b）／（a）グループ 連結（a） グループ 連結（a）

粗利益 21,173 17,002 4,171 80.3 16,609 17,218 △609 103.6
資金利益 10,902 9,525 1,377 87.3 10,636 9,540 1,096 89.6
信託報酬 669 661 8 98.7 643 630 13 97.9
役務取引等利益 5,511 4,008 1,502 72.7 4,945 3,517 1,428 71.1
特定取引利益 2,615 1,294 1,321 49.4 561 3,689 △3,128 657.1
その他業務利益 1,475 1,513 △38 102.5 △177 △158 △18 89.3

与信関係費用 △401 △233 △168 57.9 △830 △925 95 111.5

経常利益 7,481 5,724 1,756 76.5 3,971 6,723 △2,752 169.3

当期純利益 6,209 5,982 227 96.3 3,112 1,935 1,176 62.1

実質業務純益 9,916 8,445 1,470 85.1 5,111 8,617 △3,505 168.5
注）1. 与信関係費用＝不良債権処理額＋一般貸倒引当金純繰入額＋貸倒引当金純取崩額等＋信託勘定与信関係費用
2. みずほフィナンシャルグループ連結の実質業務純益（連結業務純益）＝連結粗利益－経費（除く臨時処理分）＋持分法による投資損益等連結調整

（単位：億円、％）

■3行合算の状況

平成18年度 平成19年度

みずほフィナンシャル
3行合算（b） （a）－（b） （b）／（a）

みずほフィナンシャル
3行合算（b） （a）－（b） （b）／（a）グループ 連結（a） グループ 連結（a）

資産の部 1,498,800 1,395,726 103,073 93.1 1,544,121 1,459,129 84,991 94.4
うち有価証券 360,499 364,034 △3,534 100.9 339,585 343,209 △3,624 101.0

貸出金 659,643 668,261 △8,618 101.3 656,087 656,667 △580 100.0

（単位：億円、％）

2. 損益の状況（3行合算）

国内業務粗利益 ① 12,312 12,139 △173

国際業務粗利益 ② 4,690 5,079 389

業務粗利益（①＋②） ③ 17,002 17,218 216

資金利益 9,525 9,540 14
信託報酬 661 630 △31
役務取引等利益 4,008 3,517 △491
特定取引利益 1,294 3,689 2,395
その他業務利益 1,513 △158 △1,671
うち国債等債券損益 ④ 255 847 591

経費（臨時的経費を除く） ⑤ △8,557 △8,601 △44
経費率 50.3％ 49.9％ △0.3％

実質業務純益（③＋⑤） ⑥ 8,445 8,617 171
除く国債等債券損益（⑥－④） 8,190 7,769 △420

一般貸倒引当金純繰入額 ⑦ △173 △120 52

業務純益（⑥＋⑦） ⑧ 8,272 8,496 223

臨時損益 ⑨ △2,547 △1,772 775
うち株式関係損益 △1,153 2,401 3,555

不良債権処理額 △1,111 △2,148 △1,037

経常利益（⑧＋⑨） ⑩ 5,724 6,723 998

特別損益 ⑪ 2,358 △3,427 △5,785

税引前当期純利益（⑩＋⑪） ⑫ 8,083 3,296 △4,787

法人税、住民税及び事業税 ⑬ △5 △5 0

法人税等調整額 ⑭ △2,095 △1,355 740

当期純利益（⑫＋⑬＋⑭） 5,982 1,935 △4,047

与信関係費用 △233 △925 △692
注）1. みずほ信託銀行の実質業務純益は、「信託勘定与信関係費用」を控除しています。
2. 与信関係費用＝不良債権処理額＋一般貸倒引当金純繰入額＋貸倒引当金純取崩額等＋信託勘定与信関係費用

損益の状況 （単位：億円）

平成18年度 平成19年度 増減



136

平
成
19
年
度
決
算
の
状
況

業績と財務の状況
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資金利益 9,525 5,938 3,065 521 9,540 6,069 2,936 534 14
国内業務部門 8,587 5,933 2,148 505 8,524 5,995 2,036 493 △62
国際業務部門 938 5 916 16 1,015 73 900 41 77

信託報酬 661 ／ ／ 661 630 ／ ／ 630 △31
国内業務部門 661 ／ ／ 661 630 ／ ／ 630 △31
国際業務部門 ／ ／ ／ ／ ／ ／ ／ ／ ／

役務取引等利益 4,008 2,166 1,355 486 3,517 1,890 1,198 428 △491
国内業務部門 3,195 2,020 687 486 2,767 1,752 584 429 △427
国際業務部門 813 146 668 △0 750 137 613 △0 △63

特定取引利益 1,294 357 928 8 3,689 1,225 2,452 11 2,395
国内業務部門 13 68 △87 32 △117 74 △202 10 △131
国際業務部門 1,280 288 1,015 △23 3,807 1,151 2,655 0 2,527

その他業務利益 1,513 1,322 129 60 △158 243 △523 121 △1,671
国内業務部門 △145 △231 46 39 335 8 313 12 480
国際業務部門 1,658 1,554 83 21 △493 234 △836 108 △2,152

合計 17,002 9,785 5,478 1,738 17,218 9,428 6,063 1,726 216

業務粗利益の内訳 （単位：億円）

平成18年度 平成19年度 増減

みずほ銀行 みずほコーポレート銀行 みずほ信託銀行 みずほ銀行 みずほコーポレート銀行 みずほ信託銀行

国内業務粗利益 ① 7,791 2,796 1,724 7,831 2,731 1,576

国際業務粗利益 ② 1,994 2,682 13 1,597 3,331 150

業務粗利益（①＋②） ③ 9,785 5,478 1,738 9,428 6,063 1,726

資金利益 5,938 3,065 521 6,069 2,936 534
信託報酬 ／ ／ 661 ／ ／ 630
役務取引等利益 2,166 1,355 486 1,890 1,198 428
特定取引利益 357 928 8 1,225 2,452 11
その他業務利益 1,322 129 60 243 △523 121
うち国債等債券損益 ④ △187 381 61 44 677 125

経費（臨時的経費を除く） ⑤ △5,269 △2,409 △877 △5,372 △2,361 △867
経費率 53.8％ 43.9％ 50.4％ 56.9％ 38.9％ 50.2％

実質業務純益（③＋⑤） ⑥ 4,515 3,069 861 4,056 3,702 858
除く国債等債券損益（⑥－④） 4,702 2,687 799 4,011 3,024 733

一般貸倒引当金純繰入額 ⑦ △204 ― 31 △120 ― ―

業務純益（⑥＋⑦） ⑧ 4,310 3,069 892 3,935 3,702 858

臨時損益 ⑨ △2,519 66 △94 △1,716 15 △71
うち株式関係損益 △1,650 309 187 490 1,903 7
不良債権処理額 △794 △80 △236 △1,828 △269 △51

経常利益（⑧＋⑨） ⑩ 1,790 3,136 797 2,219 3,717 787

特別損益 ⑪ 1,051 1,299 7 171 △3,818 220

税引前当期純利益（⑩＋⑪） ⑫ 2,842 4,435 805 2,390 △101 1,007

法人税、住民税及び事業税 ⑬ △5 △0 △0 △5 △0 △0

法人税等調整額 ⑭ △774 △1,203 △117 △429 △785 △139

当期純利益（⑫＋⑬＋⑭） 2,062 3,231 688 1,955 △887 867

与信関係費用 △654 623 △201 △1,794 709 158
注）1. みずほ信託銀行の実質業務純益は、「信託勘定与信関係費用」を控除しています。
2. 与信関係費用＝不良債権処理額＋一般貸倒引当金純繰入額＋貸倒引当金純取崩額等＋信託勘定与信関係費用

（単位：億円）

平成18年度 平成19年度

みずほ銀行 みずほコーポレート銀行 みずほ信託銀行 みずほ銀行 みずほコーポレート銀行 みずほ信託銀行
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資金収支の内訳

■全店

資金運用勘定 1,110,251 587,505 522,746 1,134,058 598,006 536,052 23,807
うち貸出金 621,273 335,788 285,484 621,994 335,427 286,566 721
有価証券 342,856 177,016 165,840 344,414 165,899 178,515 1,557

資金調達勘定 1,111,663 599,254 512,409 1,130,578 608,150 522,427 18,914
うち預金債券等 862,135 548,686 313,449 846,777 553,541 293,235 △15,358

■国内業務部門

資金運用勘定 875,865 565,972 309,893 885,681 570,743 314,938 9,815
うち貸出金 531,609 332,703 198,905 523,501 331,993 191,508 △8,108
有価証券 256,763 167,973 88,789 244,962 151,262 93,700 △11,800

資金調達勘定 883,643 578,430 305,212 888,404 582,347 306,056 4,761
うち預金債券等 727,163 539,695 187,468 713,866 544,239 169,626 △13,297

■国際業務部門

資金運用勘定 236,484 21,750 214,733 261,683 31,786 229,897 25,199
うち貸出金 89,664 3,085 86,578 98,493 3,434 95,058 8,829
有価証券 86,093 9,042 77,050 99,451 14,636 84,815 13,358

資金調達勘定 230,119 21,041 209,077 255,481 30,326 225,154 25,361
うち預金債券等 134,971 8,990 125,980 132,910 9,302 123,608 △2,060

注）預金債券等には譲渡性預金を含んでいます。

〈平均残高〉 （単位：億円）

平成18年度 平成19年度 増減

みずほ銀行 みずほコーポレート銀行 みずほ銀行 みずほコーポレート銀行

■全店

資金運用勘定 1.82 1.27 2.45 2.04 1.49 2.65 0.21
うち貸出金 1.90 1.60 2.26 2.19 1.85 2.58 0.28
有価証券 1.63 0.77 2.54 1.83 0.99 2.62 0.20

資金調達勘定 1.01 0.25 1.90 1.25 0.46 2.16 0.23
うち預金債券等 0.71 0.15 1.70 0.83 0.30 1.83 0.11

資金利鞘 0.81 1.01 0.54 0.79 1.02 0.49 △0.02

預貸金利回差 1.18 1.44 0.56 1.35 1.54 0.75 0.16

■国内業務部門

資金運用勘定 1.15 1.19 1.07 1.35 1.39 1.27 0.19
うち貸出金 1.39 1.59 1.04 1.65 1.84 1.33 0.26
有価証券 0.88 0.65 1.31 0.95 0.73 1.31 0.07

資金調達勘定 0.23 0.14 0.38 0.44 0.33 0.64 0.21
うち預金債券等 0.16 0.10 0.32 0.31 0.25 0.50 0.15

資金利鞘 0.92 1.05 0.68 0.90 1.05 0.62 △0.01

預貸金利回差 1.22 1.49 0.72 1.34 1.58 0.82 0.11

■国際業務部門

資金運用勘定 4.31 3.16 4.43 4.31 3.11 4.48 △0.00
うち貸出金 4.97 2.55 5.05 5.02 2.75 5.11 0.05
有価証券 3.85 3.00 3.95 4.00 3.70 4.06 0.14

資金調達勘定 4.03 3.25 4.11 4.03 3.01 4.17 0.00
うち預金債券等 3.71 3.12 3.75 3.62 3.07 3.66 △0.09

資金利鞘 0.28 △0.08 0.31 0.27 0.09 0.30 △0.00

預貸金利回差 1.25 △0.57 1.30 1.40 △0.32 1.44 0.14
注）預金債券等には譲渡性預金を含んでいます。

〈利回り〉 （単位：％）

平成18年度 平成19年度 増減

みずほ銀行 みずほコーポレート銀行 みずほ銀行 みずほコーポレート銀行
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役務取引等利益 4,008 2,166 1,355 486 3,517 1,890 1,198 428 △491

役務取引等収益 5,008 2,623 1,754 631 4,535 2,383 1,573 578 △473
うち預金・債券・貸出業務 1,553 470 1,081 1 1,240 353 885 1 △313
為替業務 1,162 880 277 5 1,166 888 272 5 3
証券関連業務 543 418 122 2 421 335 83 1 △122
代理業務 280 169 51 59 265 155 54 55 △14
保護預り・貸金庫業務 62 58 1 2 59 56 0 2 △2
保証業務 297 152 144 0 338 146 191 0 40

役務取引等費用 △1,000 △456 △398 △145 △1,018 △493 △374 △150 △18
うち為替業務 △334 △250 △80 △2 △362 △280 △78 △3 △28

役務取引等利益の内訳 （単位：億円）

平成18年度 平成19年度 増減

みずほ銀行 みずほコーポレート銀行 みずほ信託銀行 みずほ銀行 みずほコーポレート銀行 みずほ信託銀行

全店 1,513 1,322 129 60 △158 243 △523 121 △1,671
うち外国為替売買益 1,391 1,542 △151 0 △1,128 247 △1,373 △2 △2,520
国債等債券損益 255 △187 381 61 847 44 677 125 591

国内業務部門 △145 △231 46 39 335 8 313 12 480
うち国債等債券損益 △67 △198 89 41 311 50 247 13 378

国際業務部門 1,658 1,554 83 21 △493 234 △836 108 △2,152
うち外国為替売買益 1,391 1,542 △151 0 △1,128 247 △1,373 △2 △2,520
国債等債券損益 322 10 291 20 535 △5 429 111 213

その他業務利益の内訳 （単位：億円）

平成18年度 平成19年度 増減

みずほ銀行 みずほコーポレート銀行 みずほ信託銀行 みずほ銀行 みずほコーポレート銀行 みずほ信託銀行
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株式関係損益 △1,153 △1,650 309 187 2,401 490 1,903 7 3,555
株式等売却益 2,173 201 1,770 201 3,197 1,058 2,112 26 1,024
株式等売却損 △23 △14 △7 △1 △65 △32 △25 △7 △41
株式等償却 △3,306 △1,836 △1,458 △12 △926 △525 △388 △11 2,380
投資損失引当金純繰入額 △0 ― ― △0 △20 △6 △14 ― △20
金融派生商品損益（株式関連） 3 △1 4 ― 216 △3 219 △0 213

不良債権処理額 △1,111 △794 △80 △236 △2,148 △1,828 △269 △51 △1,037

その他 △282 △74 △161 △45 △2,025 △378 △1,619 △27 △1,743

合計 △2,547 △2,519 66 △94 △1,772 △1,716 15 △71 775

臨時損益の内訳 （単位：億円）

平成18年度 平成19年度 増減

みずほ銀行 みずほコーポレート銀行 みずほ信託銀行 みずほ銀行 みずほコーポレート銀行 みずほ信託銀行

人件費 △2,449 △1,350 △805 △292 △2,292 △1,273 △739 △279 156

物件費 △5,614 △3,589 △1,469 △555 △5,816 △3,768 △1,489 △558 △201

税金 △493 △329 △133 △29 △492 △330 △132 △29 0

合計 △8,557 △5,269 △2,409 △877 △8,601 △5,372 △2,361 △867 △44

経費（除く臨時処理分）の内訳 （単位：億円）

平成18年度 平成19年度 増減

みずほ銀行 みずほコーポレート銀行 みずほ信託銀行 みずほ銀行 みずほコーポレート銀行 みずほ信託銀行

与信関係費用 △233 △654 623 △201 △925 △1,794 709 158 △692
信託勘定与信関係費用 ― ／ ／ ― ― ／ ／ ― ―
一般貸倒引当金純繰入額 1,218 △204 1,391 31 △307 △120 △191 5 △1,526
貸出金償却 85 △187 309 △36 △913 △808 △64 △40 △999
個別貸倒引当金純繰入額 △1,843 △288 △1,354 △200 1,005 △145 947 203 2,848
特定海外債権引当勘定純繰入額 3 0 1 1 26 0 24 1 22
偶発損失引当金純繰入額 282 ― 279 3 △10 ― △1 △9 △293
その他債権売却損等 19 25 △4 △1 △725 △720 △4 △1 △745

（参考）与信関係費用の内訳 （単位：億円）

平成18年度 平成19年度 増減

みずほ銀行 みずほコーポレート銀行 みずほ信託銀行 みずほ銀行 みずほコーポレート銀行 みずほ信託銀行
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平成18年度 平成19年度 増減

みずほ銀行 みずほコーポレート銀行 みずほ信託銀行 みずほ銀行 みずほコーポレート銀行 みずほ信託銀行

消費者ローン合計 121,155 117,815 ― 3,339 121,217 118,073 ― 3,144 62

うち居住用住宅ローン 96,843 94,087 ― 2,755 97,787 95,144 ― 2,643 943

消費者ローン残高（銀行勘定＋信託勘定） （単位：億円）

平成18年度 平成19年度 増減

みずほ銀行 みずほコーポレート銀行 みずほ信託銀行 みずほ銀行 みずほコーポレート銀行 みずほ信託銀行

個人 324,229 306,049 83 18,096 338,808 320,340 57 18,410 14,578
一般法人 270,651 186,434 77,404 6,812 274,182 187,255 80,845 6,080 3,530
金融機関・政府公金 60,436 36,771 20,466 3,197 61,628 36,291 22,905 2,431 1,192

合計 655,317 529,255 97,955 28,106 674,619 543,887 103,808 26,923 19,302
注）海外店分及び特別国際金融取引勘定分を含まない本支店間未達勘定整理前の計数です。

預金者別預金残高（銀行勘定） （単位：億円）

3. 資産・負債等の状況（3行合算）

資産の部 1,395,726 668,747 661,114 65,864 1,459,129 681,394 715,637 62,097 63,403
うち現金預け金 50,936 28,381 20,297 2,258 49,731 32,721 13,936 3,073 △1,205
コールローン 46,905 43,400 2,905 600 49,506 46,682 2,724 100 2,600
有価証券 364,034 152,267 194,571 17,195 343,209 151,513 174,948 16,748 △20,824
貸出金 668,261 340,650 287,348 40,262 656,667 337,458 284,396 34,813 △11,593

負債の部 1,334,829 647,935 626,114 60,780 1,411,039 663,231 690,267 57,540 76,210
うち預金 751,984 531,187 192,578 28,218 767,752 544,796 195,986 26,968 15,767
譲渡性預金 92,100 12,287 73,694 6,118 103,846 16,132 80,367 7,345 11,745
債券 47,673 15,643 32,030 ― 31,710 9,719 21,991 ― △15,963
コールマネー 109,182 15,094 88,113 5,974 109,823 14,331 89,685 5,806 641
売渡手形 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

純資産の部 60,897 20,812 35,000 5,083 48,090 18,163 25,370 4,556 △12,807
株主資本 45,334 17,761 23,915 3,657 42,620 17,743 21,032 3,844 △2,713
評価・換算差額等 15,562 3,051 11,085 1,425 5,469 419 4,337 712 △10,093

注）貸出金残高には、（株）みずほフィナンシャルグループ向け貸出金｛平成18年度1兆3,800億円（みずほ銀行6,900億円、みずほコーポレート銀行6,900億円）、平成19年度1兆円（みずほ銀行5,000
億円、みずほコーポレート銀行5,000億円）｝を含んでいます。

主な資産・負債等の状況（銀行勘定） （単位：億円）

平成18年度 平成19年度 増減

みずほ銀行 みずほコーポレート銀行 みずほ信託銀行 みずほ銀行 みずほコーポレート銀行 みずほ信託銀行

平成18年度 平成19年度 増減

みずほ銀行 みずほコーポレート銀行 みずほ信託銀行 みずほ銀行 みずほコーポレート銀行 みずほ信託銀行

中小企業等貸出金残高 378,501 260,401 91,328 26,771 355,607 246,816 84,117 24,673 △22,893

中小企業等貸出金比率 62.0％ 76.4％ 44.3％ 42.3％ 60.1％ 73.1％ 43.1％ 42.1％ △1.9％
注）1. 貸出金残高には、（株）みずほフィナンシャルグループ向け貸出金｛平成18年度1兆3,800億円（みずほ銀行6,900億円、みずほコーポレート銀行6,900億円）、平成19年度1兆円（みずほ銀行

5,000億円、みずほコーポレート銀行5,000億円）｝を含んでいます。
2. 海外店分及び特別国際金融取引勘定分は含まれていません。
3. 中小企業等とは、資本金3億円（ただし、卸売業は1億円、小売業、サービス業は5千万円）以下の会社又は常用する従業員が300人（ただし、卸売業は100人、小売業は50人、サービス業は100人）以
下の会社及び個人です。

中小企業等に対する貸出金残高（銀行勘定＋信託勘定） （単位：億円）
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平成18年度 平成19年度

取得原価 貸借対照表 評価差額 うち益 うち損 取得原価 貸借対照表 評価差額 うち益 うち損
計上額（時価） 計上額（時価）

その他有価証券　 277,678 301,247 23,568 27,171 3,602 313,933 319,952 6,019 12,263 6,244
株式 33,554 59,652 26,098 26,566 468 31,903 40,859 8,956 11,263 2,307
債券 153,437 151,864 △1,572 39 1,612 172,665 171,678 △986 210 1,197
その他 90,687 89,729 △957 565 1,522 109,363 107,413 △1,950 789 2,740

注）評価差額のうち、時価ヘッジの適用により損益に反映させた額は平成18年度39億円（収益）、平成19年度372億円（収益）です。
この結果、純資産直入処理の対象となる額は平成18年度2兆3,529億円、平成19年度5,647億円となります。

その他有価証券（時価のあるもの）の評価差額等の状況（銀行勘定） （単位：億円）

増減

取得原価 貸借対照表 評価差額 うち益 うち損
計上額（時価）

その他有価証券　 36,254 18,704 △17,549 △14,907 2,642
株式 △1,650 △18,793 △17,142 △15,303 1,838
債券 19,228 19,814 585 171 △414
その他 18,676 17,683 △993 224 1,217

（単位：億円）

平成18年度 平成19年度

取得原価 貸借対照表 評価差額 うち益 うち損 取得原価 貸借対照表 評価差額 うち益 うち損
計上額（時価） 計上額（時価）

その他有価証券　 109,540 113,347 3,806 4,817 1,011 146,691 146,692 0 2,041 2,041
株式 9,325 13,790 4,465 4,669 204 8,836 9,470 633 1,775 1,141
債券 92,772 92,050 △721 21 743 104,297 103,830 △466 103 569
その他 7,443 7,505 62 126 64 33,557 33,391 △166 163 329

〈みずほ銀行〉 （単位：億円）

平成18年度 平成19年度

取得原価 貸借対照表 評価差額 うち益 うち損 取得原価 貸借対照表 評価差額 うち益 うち損
計上額（時価） 計上額（時価）

その他有価証券　 154,312 172,184 17,871 20,137 2,265 150,574 155,802 5,228 9,032 3,803
株式 22,323 41,766 19,443 19,694 251 21,166 28,468 7,301 8,390 1,088
債券 51,246 50,659 △587 17 604 58,971 58,679 △291 71 362
その他 80,742 79,758 △984 425 1,409 70,436 68,654 △1,781 570 2,352

〈みずほコーポレート銀行〉 （単位：億円）

平成18年度 平成19年度

取得原価 貸借対照表 評価差額 うち益 うち損 取得原価 貸借対照表 評価差額 うち益 うち損
計上額（時価） 計上額（時価）

その他有価証券　 13,825 15,716 1,890 2,216 325 16,667 17,457 790 1,189 399
株式 1,905 4,094 2,189 2,202 13 1,900 2,920 1,020 1,097 76
債券 9,418 9,154 △263 0 264 9,397 9,168 △228 36 265
その他 2,501 2,466 △35 13 48 5,370 5,367 △2 55 57

〈みずほ信託銀行〉 （単位：億円）

平成18年度 平成19年度 増減

その他有価証券 23,529 5,647 △17,882
株式 26,098 8,956 △17,142
債券 △1,639 △1,252 386
その他 △929 △2,056 △1,126

（単位：億円）

（参考）評価差額（純資産直入処理対象分）
その他有価証券（時価のあるもの）に係る評価差額のうち、時価

ヘッジの適用により損益に反映させた額を控除した金額（純資産直

入処理の対象となったもの）は以下のとおりです。
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■グローバルグループ別事業セグメント情報

注）1.上記計数は、米国証券取引委員会宛て提出する年次報告書（Form 20-F）記載の「事業セグメント情報（日本会計基準）」と同様、米国

FAS131（企業のセグメント及び内部情報に関する開示）の記載基準に沿って算出したものです。

2.各グローバルグループの「その他」には、各グローバルグループを構成する会社同士の内部取引として消去すべきものが含まれていま

す。みずほフィナンシャルグループ連結の「その他」には、各グローバルグループ同士の内部取引として消去すべきものが含まれてい

ます。

3.上記計数は、内部管理データに基づき、各年度の管理会計ルールに沿って、表中に記載の各部門毎に集計した参考値です。なお、記載

金額は、億円未満を四捨五入して表示しているため、一部計数について、他の図表等の計数と異なっているものがあります。

グローバルコーポレートグループ

みずほコーポ みずほ その他
レート銀行 国内 国際 市場その他 証券

業務粗利益 3,842 6,064 2,865 1,414 1,785 361 △2,583
金利収支 3,688 2,936 1,805 734 397 △56 808 
非金利収支 154 3,128 1,060 680 1,388 417 △3,391

経費（臨時的経費を除く） △3,940 △2,362 △855 △671 △836 △664 △914 

その他 △483 0 0 0 0 0 △483

実質業務純益 △581 3,702 2,010 743 949 △303 △3,980
注) 業務粗利益は､｢信託勘定与信関係費用｣を控除しています。

グローバルコーポレートグループ

みずほコーポ みずほ その他
レート銀行 国内 国際 市場その他 証券

業務粗利益 7,853 5,479 3,106 1,330 1,043 1,057 1,317
金利収支 4,077 3,065 2,024 734 307 △ 2 1,014
非金利収支 3,776 2,414 1,082 596 736 1,059 303

経費（臨時的経費を除く） △3,770 △2,410 △883 △615 △912 △611 △749

その他 △443 0 0 0 0 0 △443

実質業務純益 3,640 3,069 2,223 715 131 446 125
注) 業務粗利益は､｢信託勘定与信関係費用｣を控除しています。
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平成19年度

みずほ

グローバルリテールグループ グローバルアセット＆ウェルスマネジメントグループ その他
フィナンシャル

みずほ みずほインベ その他 みずほ その他
グループ連結

銀行 個人 法人 市場その他 スターズ証券 信託銀行

10,398 9,428 3,537 5,034 857 530 440 2,311 1,727 584 58 16,609
6,544 6,069 3,110 3,289 △330 7 468 554 535 19 △150 10,636
3,854 3,359 427 1,745 1,187 523 △28 1,757 1,192 565 208 5,973 

△5,808 △5,372 △2,148 △2,293 △931 △452 16 △1,276 △868 △408 91 △10,933

△147 0 0 0 0 0 △147 △15 0 △15 81 △564

4,443 4,056 1,389 2,741 △74 78 309 1,020 859 161 230 5,112 

（単位：億円）

平成18年度

みずほ

グローバルリテールグループ グローバルアセット＆ウェルスマネジメントグループ その他
フィナンシャル

みずほ みずほインベ その他 みずほ その他
グループ連結

銀行 個人 法人 市場その他 スターズ証券 信託銀行

11,054 9,785 3,160 5,599 1,026 622 647 2,236 1,739 497 31 21,174
6,406 5,938 2,626 3,266 46 12 456 538 522 16 △118 10,903
4,648 3,847 534 2,333 980 610 191 1,698 1,217 481 149 10,271

△5,885 △5,270 △1,993 △2,452 △825 △434 △181 △1,262 △878 △384 158 △10,759

△115 0 0 0 0 0 △115 △12 0 △12 71 △499

5,054 4,515 1,167 3,147 201 188 351 962 861 101 260 9,916

（単位：億円）
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■サブプライム問題を契機とする金融市場混乱の影響

○まとめ

平成19年度 実現損失合計 （A）＋（B） △6,450

銀行部門（3行合算（含む海外現法））
①証券化商品売却損等 △470

②証券化商品に対する投資損失引当金繰入 △460

③SIV関連与信関係費用 △210

④海外ABCPプログラム関連損失 △950

⑤売却予定貸出金に対する引当金繰入 △510

⑥CDSヘッジ益（証券化商品関連） 290

小計 （A） △2,320

証券部門（みずほ証券（含む海外現法））*1

⑦証券化商品のトレーディング損益（含むヘッジ益） △3,490

⑧米国モノライン関連損失 △640

小計 （B） △4,130

金融市場の混乱による証券化商品、レバレッジドローン等における損益影響 （単位：億円、概数）

平成19年度

補足説明及び関連情報（平成20/3末）

〈銀行部門（3行合算（含む海外現法））〉
①外貨建て証券化商品残高：約8,890億円 →P145

②証券化商品に対する投資損失引当金：459億円 →P145

③SIV※関連投融資 ※ストラクチャード・インベストメント・ビークル

・全額を償却済（通期与信関係費用は約△210億円）

・自ら組成し、その流動性補完等のサポートを行っている ｢SIV

コンデュイット案件｣は無し

④海外ABCPプログラム関連 →P145

・当グループの開示対象特別目的会社の海外ABCPプログラム

における買取資産残高は約2,570億円（速報値）

・当該ABCPプログラム向け貸出金について、裏付資産であった

CDO*2による代物弁済を受けたことに伴う損失額△952億円

⑤海外LBO案件等の売却予定貸出金残高*3 →P146

・約8,060億円（508億円の引当計上済･･･引当率6.3%）

⑥外貨建て証券化商品に対するヘッジ状況 →P145

〈証券部門（みずほ証券（含む海外現法））〉*1
⑦外貨建て証券化商品残高：約1,050億円 →P147

⑧米国金融保証会社（モノライン）向けを含む証券化商品に係る

クレジットデフォルトスワップ（CDS）の状況 →P147

〈その他関連情報（銀行部門＋証券部門合算（含む海外現法））〉
（1）米国サブプライム関連ウェアハウジングローン*4

・該当無し

（2）米国モーゲージ会社向け貸出（運転資金等）

・約680億円（いずれも投資適格格付かつ約7割がA格以上）

（3）米国モノライン保証付証券化商品及び貸出 →P146

*1: みずほインベスターズ証券の証券化商品保有残高・損益影響は僅少
*2: 裏付資産に3割程度までの米国サブプライム関連資産を含む
*3: ローンアグリーメントを締結しているが、貸出の実行に至っていないものを含む
*4: 他金融機関等が証券化商品を組成する際、対象資産が集まるまでの間供与する貸出

以下は、平成20年4月11日に発表された「市場と制度の強靭性

の強化に関する金融安定化フォーラム（FSF）報告書」における提言

をふまえた証券化商品の保有状況等の詳細について、平成20年5

月21日に開催した平成19年度決算に係る会社説明会（投資家向け

説明会）における説明資料で開示した情報（管理会計）の抜粋です。

なお、当該説明資料（和文及び英文）は、当社ウェブサイトの「IR説

明会」のページに掲載されています。
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外貨建て証券化商品（傘下銀行（含む海外現法）･･･バンキング勘定）

外貨建て証券化商品 10,870 △860 △1,120 8,890 78% △690 △2,080 約40%

ABSCDO、CDO 1,310 △110 60 1,260 51% △70 △1,270 約10%

RMBSを裏付資産とするもの ― ― 360 *3 360 28% 0 △1,000 ―

その他のCDO 1,310 △110 △300 *4 900 77% △70 △ 270 約20%
事業法人向け債権を裏付資産とするもの 1,310 △110 △300 900 77% △70 △ 270 約20%

CMBSを裏付資産とするもの ― ― ― ― ― ― ― ―

RMBS 3,500 △180 △130 3,190 86% △220 △330 約50%

米国RMBS *5 ― *5 ― *5 ― *5 ― *5 ― *5 ― *5 △10 ―

米国以外のRMBS（主に欧州RMBS） 3,500 △180 △130 3,190 86% △220 △320 約50%

ABS、CLO等 6,060 △580 △1,050 4,440 85% △410 △480 約40%

CLO 2,920 △340 △630 1,950 86% △320 △70 約40%

ABS 2,160 △180 △280 1,690 93% △40 △140 約20%

CMBS 950 △50 △110 790 89% △40 △60 約50%

SIV関連 30 △0 △30 ― ― ― △210 ―

*1: 貸出代替目的のクレジット投資のうち主に欧州拠点における投資からの撤退に伴い、関連する証券化商品の評価損に対し、ヘッジ対象分（当該証券化商品を参照する流動化スキームの対象となっている
もの）を除き、平成20/3期に新たに投資損失引当金約460億円を計上（引当金計上額は平成19年度実現損益に含む）
なお、時価をもって貸借対照表価額とするため、平成20/3末残高は当該投資損失引当金相殺後の残高を表示

*2: 平成20/3末残高のうち、CDS等を用いた流動化スキームにおいて、信用リスクを満期までヘッジする対象となっている資産（参照債権の時価）の割合。なお、当該流動化スキームにおいて、少額の最
劣後部分や優先部分の一部を保有するなどにより、参照債権の信用リスクの一部が当グループに残存
（参考）CDSカウンターパーティー※：マルチライン保険会社の銀行子会社（AA格）向け約2,130億円、政府系金融機関（AA格）向け約1,000億円

※想定元本ベース。格付は平成20/3末における外部格付のうち最も低い格付を基準に分類

*3: 平成19年度第3四半期決算において、みずほコーポレート銀行がスポンサー業務を行う海外ABCPプログラムの裏付資産として開示済みのCDO約1,500億円につき、平成20/3期において同プログ
ラム向けに供与していた貸出金の代物弁済として取得
なお、裏付資産に3割程度までの米国サブプライム関連資産を含む
時価残高はすべて最優先部分（スーパーシニアトランシェ）

*4: 全て一次証券化商品
*5: 米国エージェンシー債（ジニーメイ等）は含まず ＜参考＞平成20/3末米国エージェンシー債残高 約1.2兆円、評価損益 約＋100億円（全額ジニーメイ）

（単位：億円、概数）

平成19/12末 第4四半期 残高増減要因 平成20/3末 平成20/3末 平成20/3末 平成19年度 （参考）

残高（時価） 残高為替影響 売却その他 残高*1（時価） マーク率（時価÷額面） 評価損益 実現損益*1 ヘッジ割合*2

外貨建て証券化商品

○銀行部門

海外ABCPプログラム関連・モノライン・海外LBO貸出等

（注）上記証券化商品に係る格付・地域別等の内訳は148ページを、円貨建て証券化商品の内訳は149ページを参照

海外ABCPプログラム関連（平成20/3末）

〈海外ABCPプログラム買取資産の状況（全て米国）〉
・平成20/3末残高：約2,570億円

・買取資産内訳*1

*1: 平成19年度第3四半期決算において、みずほコーポレート銀行がスポンサー業務を行う海外
ABCPプログラムの裏付資産として開示済みのCDO約1,500億円※については､平成20/3
期において同プログラム向けに供与していた貸出金の代物弁済として同行が取得しており、左
記グラフの買取資産には含まれていない
※裏付資産に3割程度までの米国サブプライム関連資産を含む

*2: 当該債権を裏付資産とする証券化商品を約1,700億円含む（うち次ページ米国モノライン保
証付約300億円）。なお、クレジットカード債権を裏付資産としたもののうち、約570億円（う
ち次ページ米国モノライン保証付約70億円）については平成20年4月に満期到来により回収
済み

43％ 

14％ 

14％ 

11％ 

18％ 

クレジットカード債権*2

売掛債権 

自動車（レンタカー）リース債権*2

自動車ディーラー向け債権 

その他*2（注） 

（注）裏付資産に米国サブプライム関連資産は含まず 
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〈モノライン保証付証券化商品〉
みずほコーポレート銀行がスポンサー業務を行う海外ABCPプ

ログラムの買取資産として、自動車リース債権やクレジットカード

債権等を裏付とする証券化商品が約300億円（うち約70億円に

ついては、平成20年4月に満期到来により回収済み）

上記保証を行うモノラインには、一部非投資適格先（外部格付

ベース）が含まれているが、平成20/3末時点における裏付債権

の状況に特段の懸念はなし

〈（参考）レバレッジドローン〉（売却予定分＋引取分）
平成20/3末残高：約1.4兆円（うち売却予定分約0.6兆円）

（補足説明）

・主にLBOファイナンス、MBOファイナンス等の貸出残高を記載

・ローンアグリーメントを締結しているが、貸出の実行に至っていな

いものを含む

売却予定貸出金

〈海外LBO案件等の売却予定貸出金残高〉

〈モノライン保証付貸出〉
みずほコーポレート銀行における海外のインフラプロジェクトに

関わる貸出枠が約160億円（うち実行済残高は約40億円）。米国

サブプライム関連のものはなし

上記保証を行うモノラインには、一部非投資適格先（外部格付

ベース）が含まれているが、平成20/3末時点におけるプロジェク

トの信用状況に特段の懸念はなし

平成19/9末 8,620 234 2.7%

平成19/12末 9,880 281 2.8%

為替影響 △約1,000 ― ―

新規引受案件 約700 ― ―

売却その他 △約1,500 ― ―

平成20/3末 * 8,060 508 6.3%

*うち未使用コミットメント約900億円

海外LBO案件等の売却予定貸出金残高 （単位：億円）

売却予定貸出金 貸出金売却損失引当金 引当率

80％ 

3％ 

3％ 
14％ 

米州 欧州 アジア 日本 

地域別内訳（平成20/3末）

71％ 

5％ 
14％ 

10％ 

米州 欧州 アジア 日本 

地域別内訳（平成20/3末）

（補足説明）
・貸出金売却損失引当金については、以下の優先順位に従って価格

を勘案し、必要と認められる金額を引当金として計上

①市場価格、②市場における参考価格、③理論推計価格（各地域

のマーケット状況に応じ合理的に算定した価格）

・上位5社が占める割合は約70％

・上記のうち、LBO・MBO案件に係るものの引当率は7.5％

米国モノライン保証付証券化商品及び貸出（平成20/3末）
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外貨建て証券化商品（みずほ証券（含む海外現法）･･･トレーディング勘定）

外貨建て証券化商品 4,700 △1,840 △570 △1,240 1,050 22% △4,040

ABSCDO、CDO 2,760 △1,020 △340 △900 500 18% △2,350

RMBSを裏付資産とするもの 1,630 △930 △200 △260 *2 240 10% △2,200
非投資適格先とのCDSによるヘッジ分 *3 300 *3 △100 *3   △40 *3    △50 *3 110 *3 17% *3 △540

その他のCDO 1,140 △90 △140 △650 *4 260 83% △150
事業法人向け債権を裏付資産とするもの 980 △60 △120 △640 160 92% △120

非投資適格先とのCDSによるヘッジ分 *3 810 *3   △40 *3 △100 *3 △670 *3     0 *3 ― *3 △100

CMBSを裏付資産とするもの 40 △30 △0 △10 0 8% △40

RMBS 1,760 △790 △220 △220 530 27% △1,640

米国サブプライムRMBS 300 △80 △40 △30 150 31% △350

上記以外のRMBS（ミッドプライムローン、プライムローン等を裏付資産とするもの） *5 1,460 *5   △720 *5  △180 *5 △180 *5  380 *5  26% *5 
△1,290

ミッドプライムローン（Alt-A） 530 △340 190 26%

ABS、CLO等 180 △30 △20 △110 20 67% △50

CLO 80 △20 △10 △30 20 73% △20

CMBS 90 △20 △10 △60 0 43% △30

*1: 第3四半期迄（平成19/4－平成19/12）の売却損益に係る為替影響を含む
*2: 裏付資産に占める米国サブプライム関連資産の比率は約2割

時価残高に占める最優先部分（スーパーシニアトランシェ）の比率は約7割

*3: 非投資適格先（平成19/12末乃至平成20/3末における外部格付を基準）の米国金融保証会社（モノライン）との間でクレジットデフォルトスワップ（CDS)によりヘッジを行っている部分（引当金控除後）
を含めたエクスポージャーを記載

*4: 全て一次証券化商品
*5: 米国エージェンシー債（ジニーメイ等）は含まず ＜参考＞平成20/3末米国エージェンシー債残高は僅少

（単位：億円、概数）

平成19/12末 第4四半期 残高増減要因 平成20/3末 平成20/3末 平成19年度

残高（時価） 実現損益 残高為替影響 売却その他*1 残高（時価） マーク率（時価÷額面） 実現損益

外貨建て証券化商品

○証券部門

（注）上記証券化商品に係る格付・地域別等の内訳は148ページを、円貨建て証券化商品の内訳は149ページを参照

CDS契約の 
参照債権 
想定元本 

（A） 

 
参照債権 
時価評価額 

（B） 

請求可能見積額 
（NPV） 
（C） 

（必要に応じ引当実施） 
（D） 

キャッシュ 
受領済み分 

参
照
債
権
の 

時
価
下
落 

 

ヘッジカウンターパーティの格付別・参照債権別内訳*1

合計 3,660 3,020 430 0

うち米国モノラインをヘッジ先とするもの 830 740 90 0

AAA 1,680 1,420 260 0

RMBS CDO ― ― ― ―

その他のCDO（事業法人向け債権を裏付資産） 1,680 1,420 260 0

米国モノラインをヘッジ先とするもの 830 740 90 0

AA 1,920 1,590 130 0

RMBS CDO *2 600 *2   400 *2   0 0

その他のCDO（事業法人向け債権を裏付資産） 1,320 1,190 130 0

A-BBB 30 0 30 0

RMBS CDO 30 0 30 0

その他のCDO（事業法人向け債権を裏付資産） ― ― ― ―

非投資適格又は無格付 20 10 20 0

RMBS CDO *3   20 *3     10 *3 20 *3 0

その他のCDO（事業法人向け債権を裏付資産） ― ― ― ―

*1: 格付は平成20/3末における外部格付のうち最も低い格付を基準に分類。
なお、ヘッジ先が第三者による保証を受けている場合には、いずれか高い
方の格付を、またSPV等発行体格付がない場合には、最終リスク先の格
付を基準に分類

*2: 想定元本と参照債権時価評価額の差額分（約200億円）につき、ヘッジ
先よりキャッシュを全額受領済みであり、NPVはゼロとして表記（＝カウン
ターパーティリスク無し）

*3: 非投資適格の米国モノライン向けCDSについては、CDS契約は無価値と
見做してヘッジ対象の証券化商品に係る時価評価をB/S、P/Lに直接反
映しており、本表には記載していない ⇒ 当該ヘッジ対象資産の残高及び
損益は、本ページに記載の「外貨建て証券化商品」の「非投資適格先との
CDSによるヘッジ分」に記載

（単位：億円、概数）

平成20/3末
想定元本 参照債権時価評価額 請求可能見積額（NPV） NPVに対する引当額
（A） （B） （C） （D）

証券化商品に係るCDSの状況

〈モノライン等とのCDS取引（概念図）〉

→上記表の注記項番2参照
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外貨建て証券化商品の格付別・地域別内訳

○その他参考情報

外貨建て証券化商品の格付別・地域別内訳（銀行部門）

平成20/3末残高（時価） 360 900 3,190 1,950 1,690 790 8,890

格付別
AAA 0% 35% 10% 94% 11% 32% 33%
AA 0% 30% 38% 0% 8% 40% 22%
A 0% 28% 38% 0% 38% 28% 26%
BBB 0% 7% 13% 0% 43% 0% 14%
BB以下・格付無し 100% 0% 0% 6% 0% 0% 5%

合計 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100%

地域別
U.S. 100% 36% 0% 90% 42% 0% 36%
Europe 0% 61% 91% 10% 58% 100% 61%
Asia 0% 2% 9% 0% 0% 0% 3%

合計 100% 100% *1 100% 100% *2 100% 100% 100%

（単位：億円、概数）

銀行部門（含む海外現法）

RMBS その他の RMBS CLO ABS CMBS 合計
CDO CDO

外貨建て証券化商品の格付別・地域別内訳（証券部門）

平成20/3末残高（時価） 240 260 150 380 20 1,050

格付別
AAA 2% 32% 0% 61% 0% 30%
AA 9% 21% 0% 31% 39% 19%
A 2% 0% 0% 2% 0% 1%
BBB 50% 46% 70% 0% 0% 33%
BB以下・格付無し 37% 0% 30% 6% 61% 16%

合計 100% 100% 100% 100% 100% 100%

地域別
U.S. 100% 61% 100% 100% 100% 90%
Europe 0% 0% 0% 0% 0% 0%
Asia 0% 38% 0% 0% 0% 9%

合計 100% 100% 100% 100% 100% 100%

（単位：億円、概数）

証券部門（含む海外現法）

RMBS その他の 米国サブプラ 左記以外の CLO 合計
CDO CDO イムRMBS RMBS

* 1: 主な国別内訳
イギリス 50%
オランダ 19%
スペイン 16%
その他 15%

*1: ビンテージ
平成16年 8%
平成17年 38%
平成18年 33%
平成19年 19%

ビンテージ
平成17年 3%
平成18年 20%
平成19年 74%

*2: 主な裏付資産
クレジットカード債権 57%
リース債権・自動車ローン 34%
その他 9%

（注）格付別・地域別割合は、投資損失引当金相殺前
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円貨建て証券化商品（銀行部門）

円貨建て証券化商品 31,500 *1  △60

ABSCDO、CDO 1,150 △50

RMBSを裏付資産とするもの ― ―

その他のCDO 1,150 △50

事業法人向け債権等を裏付資産とするもの 1,060 △50

CMBSを裏付資産とするもの 80 △0

RMBS*3 13,440 40

ABS、CLO等 16,910 △60

CMBS 10,150 △60

ABS 5,900 0

CLO 860 △0

（単位：億円、概数）

銀行部門（含む海外現法）
平成20/3末残高 平成20/3末評価損益

（時価）

円貨建て証券化商品

（参考）

外貨建て証券化商品 8,890 △690

証券化商品（円貨・外貨）合計 40,390 △750

（単位：億円、概数）

銀行部門（含む海外現法）
平成20/3末残高 平成20/3末評価損益

（時価）

円貨建て証券化商品（証券部門）

円貨建て証券化商品 2,460 △90

ABSCDO、CDO 520 △110

RMBSを裏付資産とするもの ― ―

その他のCDO 520 △110

事業法人向け債権等を裏付資産とするもの *2  520 *2  △110

CMBSを裏付資産とするもの ― ―

RMBS*3 210 10

ABS、CLO等 1,740 10

CMBS 120 △0

ABS 1,620 10

CLO ― ―

（単位：億円、概数）

証券部門（含む海外現法）
平成20/3末残高 平成19年度実現損益

（時価）

（参考）

外貨建て証券化商品 1,050 △4,040

証券化商品（円貨・外貨）合計 3,510 △4,130

*1: 銀行部門における平成19年度実現損益は△10億円
*2: 一部大口格付低下案件を含む
*3: 本邦民間金融機関等がオリジネートした住宅ローン担保証券（住宅金融支援機構債券は含まず）

＜参考＞平成20/3末住宅金融支援機構債券残高 約2.5千億円、評価損益 約＋10億円

（単位：億円、概数）

証券部門（含む海外現法）
平成20/3末残高 平成19年度実現損益

（時価）
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■資産の状況

○平成19年度の不良債権処理について
与信関係費用は、景気が先行き不透明ななか、みずほ銀行におい

て低格付先を中心に見直しを図ったことに加え、貸出債権の売却に

係る損失もあり、連結ベースで830億円、3行合算では925億円と

なりました。

○不良債権残高について

〈開示債権の状況〉

金融再生法開示債権は、3行合算で平成19年3月末に比べ

434億円減少し、残高は1兆2,032億円となりました。債権区分毎

の内訳は153ページの表のとおりです。

内訳は、危険債権以下については、3行合算では平成19年3月末

に比べ2,079億円減少し、残高は5,128億円となりました。また、

要管理債権については、平成19年3月末に比べ1,644億円増加し、

残高は6,904億円となりました。

〈不良債権比率の状況〉

上記のとおり、危険債権以下の減少に伴い、平成20年3月末時

点における3行合算の不良債権比率は、平成19年3月末に比べ

0.03％減少し、1.61％となりました。

※ 信託勘定については、業種別貸出金残高および地域別貸出金残

高を除き、元本補填契約のある信託勘定を示しています。

○不良債権のオフバランス化への取り組みについて
当グループでは、専門部署による集中管理により企業再生に向け

た取り組みや回収努力を継続して行い、不良債権のオフバランス化

を進めています。

とりわけ、企業の再生努力をサポートすることは、金融機関にとっ

ての重大な使命であると考えており、再生に取り組む企業の事業計

画の検証、再建手法のアドバイス、並びに営業譲渡やM&A等の企

業再生スキームの活用等にグループの総力をあげて取り組んでお

り、着実に実績を上げてきています。

その他、不良債権一括売却（バルクセール）やグループのサービ

サーであるみずほ債権回収株式会社の活用等により、不良債権の

最終処理に効率的かつ迅速に取り組んでいます。

〈オフバランス化の実績〉

平成19年度のオフバランス化の実績は、3行合算で平成18年度

に比べ5,435億円増加し、8,370億円となりました。

なお、平成18年度以前に発生したものに対する平成20年3月末

時点での進捗率は、累計ベースで95％を超える水準となっており、

オフバランス化に向けた処理をほぼ完了しています。

今後とも、アセットクオリティの改善を進める観点から不良債権処

理を着実に行っていく予定です。
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1. 自己査定 
2. 金融再生法開示債権 3. リスク管理債権 分類債権 

債務者区分 

破綻先・ 
実質破綻先 
1,372

破綻懸念先 
3,723

要
注
意
先 

要管理債権 
6,904

その他の要注意先 

（要管理先債権） 

正常先 

合計 
743,205

債権額に対する引当率 
・その他の要注意先 5.35％ 
・正常先 0.11％ 

要管理先債権 
・保全率 47.2％ 
・非保全部分の引当率 31.5％ 
・債権額に対する引当率 24.3％ 

非分類 Ⅱ分類 Ⅲ分類 Ⅳ分類 
（信用） 

1,372 破産更生債権及び 
これらに準ずる債権 

1,372担保・保証等 ： 1,180 
引当金 ： 192

担保・保証等 ： 2,185 
引当金 ： 1,075

担保・保証等 ： 1,279 
引当金 ： 1,782

3,261

462

引当金は 
非分類に計上 

引当率 
100%

直接償却 

要管理債権（注1） 
6,904

危険債権 
3,723

合計 
12,001

非保全部分の引当率 
31.6%

引当率 
69.9%

引当金は 
非分類に計上 

保全率：100%

保全率：44.3%

全体の保全率 
64.1%

保全率：87.5%

破綻先債権 
249

延滞債権 
4,193

654（注2） 

3カ月以上延滞債権 
84

貸出条件緩和債権 
6,818

合計 
11,347

○平成19年度の開示債権と引当・保全の状況（3行合算）（銀行勘定） （単位：億円）

注）1.「要管理債権」は、個別貸出金ベースの金額です。「要管理先債権」は、当該債務者に対する総与信ベースの金額です。
2. リスク管理債権の合計額と金融再生法開示債権の合計額の差額は、金融再生法開示債権に含まれる貸出金以外の債権額です。

与信関係費用 △654 623 △201 △1,794 709 158
信託勘定与信関係費用 ／ ／ ― ／ ／ ―
一般貸倒引当金純繰入額 △204 1,391 31 △120 △191 5
貸出金償却 △187 309 △36 △808 △64 △40
個別貸倒引当金純繰入額 △288 △1,354 △200 △145 947 203
特定海外債権引当勘定純繰入額 0 1 1 0 24 1
偶発損失引当金純繰入額 ― 279 3 ― △1 △9
その他債権売却損等 25 △4 △1 △720 △4 △1

（単位：億円）

平成18年度 平成19年度

みずほ銀行 みずほコーポレート銀行 みずほ信託銀行 みずほ銀行 みずほコーポレート銀行 みずほ信託銀行

与信関係費用 △233 △925 △692
信託勘定与信関係費用 ― ― ―
一般貸倒引当金純繰入額 1,218 △307 △1,526
貸出金償却 85 △913 △999
個別貸倒引当金純繰入額 △1,843 1,005 2,848
特定海外債権引当勘定純繰入額 3 26 22
偶発損失引当金純繰入額 282 △10 △293
その他債権売却損等 19 △725 △745

与信関係費用（3行合算） （単位：億円）

平成18年度 平成19年度 増減

○与信関係費用

与信関係費用 △401 △830 △428

不良債権処理額（含む一般貸倒引当金純繰入額） △1,426 △2,017 △590
うち貸出金償却 △671 △1,280 △609

貸倒引当金純取崩額等 1,024 1,186 162

信託勘定与信関係費用 ― ― ―

与信関係費用（みずほフィナンシャルグループ連結） （単位：億円）

平成18年度 平成19年度 増減
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○金融再生法開示債権の状況

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 1,390 1,542 152
危険債権 5,963 3,793 △2,169
要管理債権 5,286 7,037 1,751

合計 12,639 12,374 △265
注）取立不能見込額につき、部分直接償却実施後の残高を記載しています。なお控除した金額は以下のとおりです。

金融再生法開示債権（連結） （単位：億円）

平成18年度 平成19年度 増減

平成18年度 平成19年度 増減

部分直接償却実施額 5,363 5,020 △342

（単位：億円）

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 ― 0 0
危険債権 77 31 △45
要管理債権 1 ― △1

合計 78 31 △46

金融再生法開示債権（信託勘定） （単位：億円）

平成18年度 平成19年度 増減

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 1,390 1,543 152
危険債権 6,040 3,825 △2,215
要管理債権 5,287 7,037 1,750

合計 12,718 12,405 △312

金融再生法開示債権（連結＋信託勘定） （単位：億円）

平成18年度 平成19年度 増減

《みずほフィナンシャルグループ連結》
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破産更生債権及びこれらに準ずる債権 1,222 1,373 150
危険債権 5,984 3,755 △2,229
要管理債権 5,260 6,904 1,644

小計 12,467 12,032 △434

正常債権 743,130 731,571 △11,558

合計 755,597 743,604 △11,993
注）取立不能見込額につき、部分直接償却実施後の残高を記載しています。なお控除した金額は以下のとおりです。

金融再生法開示債権（銀行勘定＋信託勘定） （単位：億円）

平成18年度 平成19年度 増減

平成18年度 平成19年度 増減

部分直接償却実施額 5,028 4,751 △277

（単位：億円）

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 ① 0.16 0.18 0.02
危険債権 ② 0.79 0.50 △0.28
要管理債権 ③ 0.69 0.92 0.23

（①＋②＋③）／金融再生法開示債権 1.65 1.61 △0.03

正常債権 ④ 98.34 98.38 0.03

（①＋②＋③＋④）／金融再生法開示債権 100.00 100.00 ／

不良債権比率等（部分直接償却実施後）（銀行勘定＋信託勘定） （単位：％）

平成18年度 平成19年度 増減

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 1,222 1,372 150
うち担保・保証等 1,022 1,180 157
引当金 200 192 △7

危険債権 5,907 3,723 △2,183
うち担保・保証等 1,858 2,185 326
引当金 2,819 1,075 △1,744

要管理債権 5,259 6,904 1,645
うち担保・保証等 1,842 1,279 △562
引当金 1,114 1,782 667

合計 12,389 12,001 △388
うち担保・保証等 4,723 4,645 △77
引当金 4,134 3,050 △1,083

金融再生法開示債権及び保全額（部分直接償却実施後）（銀行勘定） （単位：億円）

平成18年度 平成19年度 増減

保全額 8,858 7,696 △1,161
貸倒引当金 4,134 3,050 △1,083
担保・保証等 4,723 4,645 △77

保全率 71.4％ 64.1％ △7.3％
破産更生債権及びこれらに準ずる債権 100.0％ 100.0％ ―％
危険債権 79.1％ 87.5％ 8.3％
要管理債権 56.2％ 44.3％ △11.8％
（要管理先債権） 57.8％ 47.2％ △10.6％

信用部分に対する引当率
破産更生債権及びこれらに準ずる債権 100.0％ 100.0％ ―％
危険債権 69.6％ 69.9％ 0.2％
要管理債権 32.6％ 31.6％ △0.9％
（要管理先債権） 32.2％ 31.5％ △0.6％

（参考）債権全体に対する引当率
要管理先債権 20.05％ 24.38％ 4.32％
要管理先債権以外の要注意先債権 7.39％ 5.35％ △2.04％
正常先債権 0.11％ 0.11％ △0.00％

金融再生法開示債権の保全状況（部分直接償却実施後）（銀行勘定） （単位：億円）

平成18年度 平成19年度 増減

《3行合算》
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業績と財務の状況

資産の状況

〈みずほ銀行〉

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 703 995
危険債権 2,754 3,117
要管理債権 2,443 2,394

小計 5,901 6,508

正常債権 368,384 360,059

合計 374,285 366,567
注）取立不能見込額につき、部分直接償却実施後の残高を記載しています。なお控除した金額は以下のとおりです。

金融再生法開示債権 （単位：億円）

平成18年度 平成19年度

平成18年度 平成19年度

部分直接償却実施額 1,735 2,045

（単位：億円）

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 ① 0.18 0.27
危険債権 ② 0.73 0.85
要管理債権 ③ 0.65 0.65

（①＋②＋③）／金融再生法開示債権 1.57 1.77

正常債権 ④ 98.42 98.22

（①＋②＋③＋④）／金融再生法開示債権 100.00 100.00

不良債権比率等（部分直接償却実施後） （単位：％）

平成18年度 平成19年度

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 703 995
うち担保・保証等 673 941
引当金 30 54

危険債権 2,754 3,117
うち担保・保証等 1,503 1,908
引当金 894 818

要管理債権 2,443 2,394
うち担保・保証等 811 722
引当金 421 397

合計 5,901 6,508
うち担保・保証等 2,987 3,572

引当金 1,345 1,270

金融再生法開示債権及び保全額（部分直接償却実施後） （単位：億円）

平成18年度 平成19年度

保全額 4,333 4,842
貸倒引当金 1,345 1,270
担保・保証等 2,987 3,572

保全率 73.4％ 74.4％
破産更生債権及びこれらに準ずる債権 100.0％ 100.0％
危険債権 87.0％ 87.4％
要管理債権 50.4％ 46.7％
（要管理先債権） 51.0％ 49.9％

信用部分に対する引当率
破産更生債権及びこれらに準ずる債権 100.0％ 100.0％
危険債権 71.4％ 67.6％
要管理債権 25.8％ 23.7％
（要管理先債権） 26.0％ 25.8％

（参考）債権全体に対する引当率
要管理先債権 17.26％ 17.44％
要管理先債権以外の要注意先債権 6.21％ 5.87％
正常先債権 0.17％ 0.17％

金融再生法開示債権の保全状況（部分直接償却実施後） （単位：億円）

平成18年度 平成19年度



資
産
の
状
況

155

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 213 83
危険債権 2,717 534
要管理債権 2,195 4,105

小計 5,126 4,722

正常債権 334,127 335,950

合計 339,254 340,673
注）取立不能見込額につき、部分直接償却実施後の残高を記載しています。なお控除した金額は以下のとおりです。

金融再生法開示債権 （単位：億円）

平成18年度 平成19年度

〈みずほコーポレート銀行〉

平成18年度 平成19年度

部分直接償却実施額 2,899 2,653

（単位：億円）

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 ① 0.06 0.02
危険債権 ② 0.80 0.15
要管理債権 ③ 0.64 1.20

（①＋②＋③）／金融再生法開示債権 1.51 1.38

正常債権 ④ 98.48 98.61

（①＋②＋③＋④）／金融再生法開示債権 100.00 100.00

不良債権比率等（部分直接償却実施後） （単位：％）

平成18年度 平成19年度

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 213 83
うち担保・保証等 160 66
引当金 52 17

危険債権 2,717 534
うち担保・保証等 267 234
引当金 1,686 237

要管理債権 2,195 4,105
うち担保・保証等 701 478
引当金 579 1,269

合計 5,126 4,722
うち担保・保証等 1,130 779
引当金 2,318 1,523

金融再生法開示債権及び保全額（部分直接償却実施後） （単位：億円）

平成18年度 平成19年度

保全額 3,448 2,303
貸倒引当金 2,318 1,523
担保・保証等 1,130 779

保全率 67.2％ 48.7％
破産更生債権及びこれらに準ずる債権 100.0％ 100.0％
危険債権 71.9％ 88.4％
要管理債権 58.3％ 42.5％
（要管理先債権） 61.9％ 44.5％

信用部分に対する引当率
破産更生債権及びこれらに準ずる債権 100.0％ 100.0％
危険債権 68.8％ 79.3％
要管理債権 38.7％ 34.9％
（要管理先債権） 38.1％ 35.3％

（参考）債権全体に対する引当率
要管理先債権 23.49％ 30.25％
要管理先債権以外の要注意先債権 11.20％ 4.24％
正常先債権 0.05％ 0.05％

金融再生法開示債権の保全状況（部分直接償却実施後） （単位：億円）

平成18年度 平成19年度
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業績と財務の状況

資産の状況

（銀行勘定）

〈みずほ信託銀行〉

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 305 293
危険債権 434 71
要管理債権 620 404

小計 1,361 770

正常債権 40,168 35,194

合計 41,529 35,964
注）取立不能見込額につき、部分直接償却実施後の残高を記載しています。なお控除した金額は以下のとおりです。

金融再生法開示債権 （単位：億円）

平成18年度 平成19年度

平成18年度 平成19年度

部分直接償却実施額 392 52

（単位：億円）

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 ① 0.73 0.81
危険債権 ② 1.04 0.19
要管理債権 ③ 1.49 1.12

（①＋②＋③）／金融再生法開示債権 3.27 2.14

正常債権 ④ 96.72 97.85

（①＋②＋③＋④）／金融再生法開示債権 100.00 100.00

不良債権比率等（部分直接償却実施後） （単位：％）

平成18年度 平成19年度

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 305 293
うち担保・保証等 187 172
引当金 117 121

危険債権 434 71
うち担保・保証等 87 42
引当金 238 19

要管理債権 620 404
うち担保・保証等 329 78

引当金 114 116

合計 1,361 770
うち担保・保証等 605 293

引当金 470 256

金融再生法開示債権及び保全額（部分直接償却実施後） （単位：億円）

平成18年度 平成19年度

保全額 1,075 550
貸倒引当金 470 256
担保・保証等 605 293

保全率 79.0％ 71.5％
破産更生債権及びこれらに準ずる債権 100.0％ 100.0％
危険債権 75.1％ 86.6％
要管理債権 71.4％ 48.1％
（要管理先債権） 72.6％ 48.9％

信用部分に対する引当率
破産更生債権及びこれらに準ずる債権 100.0％ 100.0％
危険債権 68.8％ 67.0％
要管理債権 39.1％ 35.6％
（要管理先債権） 40.2％ 35.7％

（参考）債権全体に対する引当率
要管理先債権 18.43％ 28.45％
要管理先債権以外の要注意先債権 4.60％ 4.27％
正常先債権 0.09％ 0.10％

金融再生法開示債権の保全状況（部分直接償却実施後） （単位：億円）

平成18年度 平成19年度
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（信託勘定）

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 ― 0
危険債権 77 31
要管理債権 1 ―

小計 78 31

正常債権 450 367

合計 528 399

金融再生法開示債権 （単位：億円）

平成18年度 平成19年度

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 ― 0.01
危険債権 14.58 7.88
要管理債権 0.22 ―

小計 14.80 7.90

正常債権 85.19 92.09

合計 100.00 100.00

不良債権比率等 （単位：％）

平成18年度 平成19年度

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 ― 0
うち担保・保証等 ― 0
危険債権 77 31
うち担保・保証等 77 31

要管理債権 1 ―
うち担保・保証等 1 ―

合計 78 31
うち担保・保証等 78 31

金融再生法開示債権及び保全額 （単位：億円）

平成18年度 平成19年度
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業績と財務の状況

資産の状況

破綻先債権 308 277 △30
延滞債権 6,331 4,343 △1,987
3カ月以上延滞債権 104 84 △19
貸出条件緩和債権 5,179 6,951 1,771

合計 11,923 11,657 △266
注）取立不能見込額につき、部分直接償却実施後の残高を記載しています。なお控除した金額は以下のとおりです。

リスク管理債権（部分直接償却実施後） （単位：億円）

平成18年度 平成19年度 増減

部分直接償却実施後 71.81 58.71 △13.09
注）引当率＝貸倒引当金／リスク管理債権合計

リスク管理債権に対する引当率 （単位：％）

平成18年度 平成19年度 増減

貸倒引当金（部分直接償却実施後） 8,563 6,844 △1,718
一般貸倒引当金 5,008 5,109 100
個別貸倒引当金 3,523 1,734 △1,788
特定海外債権引当勘定 31 0 △30

注）取立不能見込額につき、部分直接償却実施後の残高を記載しています。なお控除した金額は以下のとおりです。

貸倒引当金の状況 （単位：億円）

平成18年度 平成19年度 増減

○リスク管理債権の状況

破綻先債権 0.04 0.04 △0.00
延滞債権 0.95 0.66 △0.29
3カ月以上延滞債権 0.01 0.01 △0.00
貸出条件緩和債権 0.78 1.05 0.27

リスク管理債権合計／貸出金残高 1.80 1.77 △0.03

貸出金残高（期末残高）に対する比率（部分直接償却実施後） （単位：％）

平成18年度 平成19年度 増減

《みずほフィナンシャルグループ連結》

平成18年度 平成19年度 増減

部分直接償却実施額 5,183 4,783 △400

（単位：億円）

平成18年度 平成19年度 増減

部分直接償却実施額 5,369 5,158 △211

（単位：億円）

（連結）
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破綻先債権 308 277 △30
延滞債権 6,408 4,374 △2,033
3カ月以上延滞債権 105 84 △20
貸出条件緩和債権 5,179 6,951 1,771

合計 12,002 11,688 △313

リスク管理債権（部分直接償却実施後） （単位：億円）

平成18年度 平成19年度 増減

破綻先債権 0.04 0.04 △0.00
延滞債権 0.97 0.66 △0.30
3カ月以上延滞債権 0.01 0.01 △0.00
貸出条件緩和債権 0.78 1.05 0.27

リスク管理債権合計／貸出金残高 1.81 1.78 △0.03

貸出金残高（期末残高）に対する比率（部分直接償却実施後） （単位：％）

平成18年度 平成19年度 増減

破綻先債権 ― ― ―
延滞債権 77 31 △45
3カ月以上延滞債権 1 ― △1
貸出条件緩和債権 ― ― ―

合計 78 31 △46

リスク管理債権 （単位：億円）

平成18年度 平成19年度 増減

破綻先債権 ― ― ―
延滞債権 14.58 7.90 △6.67
3カ月以上延滞債権 0.22 ― △0.22
貸出条件緩和債権 ― ― ―

リスク管理債権合計／貸出金残高 14.80 7.90 △6.90

貸出金残高（期末残高）に対する比率 （単位：％）

平成18年度 平成19年度 増減

（信託勘定）

（連結＋信託勘定）
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業績と財務の状況

資産の状況

《みずほ銀行連結》

破綻先債権 237 238 0
延滞債権 3,146 3,778 631
3カ月以上延滞債権 99 80 △18
貸出条件緩和債権 2,345 2,313 △32

合計 5,829 6,411 581
注）取立不能見込額につき、部分直接償却実施後の残高を記載しています。なお控除した金額は以下のとおりです。

リスク管理債権（部分直接償却実施後） （単位：億円）

平成18年度 平成19年度 増減

平成18年度 平成19年度 増減

部分直接償却実施額 1,902 2,080 177

（単位：億円）

《みずほコーポレート銀行連結》

破綻先債権 44 36 △8
延滞債権 2,742 472 △2,269
3カ月以上延滞債権 0 ― △0
貸出条件緩和債権 2,219 4,238 2,018

合計 5,007 4,747 △259
注）取立不能見込額につき、部分直接償却実施後の残高を記載しています。なお控除した金額は以下のとおりです。

リスク管理債権（部分直接償却実施後） （単位：億円）

平成18年度 平成19年度 増減

平成18年度 平成19年度 増減

部分直接償却実施額 2,870 2,638 △232

（単位：億円）

破綻先債権 26 2 △23
延滞債権 442 92 △349
3カ月以上延滞債権 4 4 △0
貸出条件緩和債権 614 399 △214

合計 1,087 499 △588
注）取立不能見込額につき、部分直接償却実施後の残高を記載しています。なお控除した金額は以下のとおりです。

リスク管理債権（部分直接償却実施後） （単位：億円）

平成18年度 平成19年度 増減

《みずほ信託銀行連結》

平成18年度 平成19年度 増減

部分直接償却実施額 409 64 △345

（単位：億円）

破綻先債権 26 2 △23
延滞債権 519 124 △394
3カ月以上延滞債権 5 4 △1
貸出条件緩和債権 614 399 △214

合計 1,165 530 △635

リスク管理債権 （単位：億円）

平成18年度 平成19年度 増減

（連結）

（連結＋信託勘定）
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《3行合算》

破綻先債権 275 249 △26
延滞債権 6,272 4,225 △2,047
3カ月以上延滞債権 105 84 △20
貸出条件緩和債権 5,152 6,818 1,665

合計 11,807 11,378 △428
注）取立不能見込額につき、部分直接償却実施後の残高を記載しています。なお控除した金額は以下のとおりです。

リスク管理債権（銀行勘定＋信託勘定） （単位：億円）

平成18年度 平成19年度 増減

平成18年度 平成19年度 増減

部分直接償却実施額 4,856 4,521 △335

（単位：億円）

貸倒引当金（部分直接償却実施後） 7,411 5,890 △1,520
一般貸倒引当金 4,463 4,721 258
個別貸倒引当金 2,916 1,167 △1,748
特定海外債権引当勘定 31 0 △30

注）取立不能見込額につき、部分直接償却実施後の残高を記載しています。なお控除した金額は以下のとおりです。

貸倒引当金の状況（銀行勘定） （単位：億円）

平成18年度 平成19年度 増減

平成18年度 平成19年度 増減

部分直接償却実施額 5,031 4,883 △147

（単位：億円）

破綻先債権 0.04 0.03 △0.00
延滞債権 0.93 0.64 △0.29
3カ月以上延滞債権 0.01 0.01 △0.00
貸出条件緩和債権 0.77 1.03 0.26

リスク管理債権合計／貸出金残高 1.76 1.73 △0.03

貸出金残高（期末残高）に対する比率（部分直接償却実施後）（銀行勘定＋信託勘定） （単位：％）

平成18年度 平成19年度 増減

部分直接償却実施後 63.18 51.91 △11.27
注）引当率＝貸倒引当金／リスク管理債権合計

リスク管理債権に対する引当率（銀行勘定） （単位：％）

平成18年度 平成19年度 増減
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業績と財務の状況

資産の状況

〈みずほ銀行〉

破綻先債権 0.06 0.06
延滞債権 0.88 1.08
3カ月以上延滞債権 0.02 0.02
貸出条件緩和債権 0.68 0.68

リスク管理債権合計／貸出金残高 1.66 1.85

貸出金残高（期末残高）に対する比率（部分直接償却実施後） （単位：％）

平成18年度 平成19年度

破綻先債権 215 222
延滞債権 3,021 3,648
3カ月以上延滞債権 99 80
貸出条件緩和債権 2,343 2,313

合計 5,680 6,265
注）取立不能見込額につき、部分直接償却実施後の残高を記載しています。なお控除した金額は以下のとおりです。

リスク管理債権（部分直接償却実施後） （単位：億円）

平成18年度 平成19年度

平成18年度 平成19年度

部分直接償却実施額 1,594 1,831

（単位：億円）

部分直接償却実施後 60.00 55.48
注）引当率＝貸倒引当金／リスク管理債権合計

リスク管理債権に対する引当率（銀行勘定） （単位：％）

平成18年度 平成19年度

平成18年度 平成19年度

部分直接償却実施額 1,736 2,045

（単位：億円）

貸倒引当金（部分直接償却実施後） 3,408 3,476

一般貸倒引当金 期首残高 2,276 2,481
当期増加額 2,481 2,602
当期減少額 目的使用 ― ―

その他 2,276 2,481
期末残高 2,481 2,602

個別貸倒引当金 期首残高 792 926
当期増加額 926 873
当期減少額 目的使用 154 198

その他 638 728
期末残高 926 873

特定海外債権引当勘定 期首残高 0 0
当期増加額 0 ―
当期減少額 目的使用 ― ―

その他 0 0
期末残高 0 ―

合計 期首残高 3,069 3,408
当期増加額 3,408 3,476
当期減少額 目的使用 154 198

その他 2,915 3,209
期末残高 3,408 3,476

注）取立不能見込額につき、部分直接償却実施後の残高を記載しています。なお控除した金額は以下のとおりです。

貸倒引当金の状況（銀行勘定） （単位：億円）

平成18年度 平成19年度
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〈みずほコーポレート銀行〉

破綻先債権 0.01 0.00
延滞債権 0.95 0.16
3カ月以上延滞債権 0.00 ―
貸出条件緩和債権 0.76 1.44

リスク管理債権合計／貸出金残高 1.73 1.61

貸出金残高（期末残高）に対する比率（部分直接償却実施後） （単位：％）

平成18年度 平成19年度

破綻先債権 36 26
延滞債権 2,740 464
3カ月以上延滞債権 0 ―
貸出条件緩和債権 2,194 4,105

合計 4,971 4,595
注）取立不能見込額につき、部分直接償却実施後の残高を記載しています。なお控除した金額は以下のとおりです。

リスク管理債権（部分直接償却実施後） （単位：億円）

平成18年度 平成19年度

平成18年度 平成19年度

部分直接償却実施額 2,870 2,638

（単位：億円）

平成18年度 平成19年度

部分直接償却実施額 2,900 2,754

（単位：億円）

貸倒引当金（部分直接償却実施後） 3,533 2,168

一般貸倒引当金 期首残高 3,201 1,693
（為替換算差額） （52） （△64）

当期増加額 1,757 1,899
当期減少額 目的使用 ― ―

その他 3,201 1,693
期末残高 1,757 1,899

個別貸倒引当金 期首残高 491 1,711
（為替換算差額） (8) (△35)

当期増加額 1,747 267
当期減少額 目的使用 100 496

その他 391 1,215
期末残高 1,747 267

特定海外債権引当勘定 期首残高 30 25
（為替換算差額） (0) (△3)

当期増加額 29 0
当期減少額 目的使用 ― ―

その他 30 25
期末残高 29 0

合計 期首残高 3,723 3,429
（為替換算差額） (60) (△103)

当期増加額 3,533 2,168
当期減少額 目的使用 100 496

その他 3,623 2,933
期末残高 3,533 2,168

注）取立不能見込額につき、部分直接償却実施後の残高を記載しています。なお控除した金額は以下のとおりです。

貸倒引当金の状況（銀行勘定） （単位：億円）

平成18年度 平成19年度

部分直接償却実施後 71.06 47.17
注）引当率＝貸倒引当金／リスク管理債権合計

リスク管理債権に対する引当率（銀行勘定） （単位：％）

平成18年度 平成19年度
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業績と財務の状況

資産の状況

〈みずほ信託銀行〉

（銀行勘定）

破綻先債権 0.06 0.00
延滞債権 1.07 0.23
3カ月以上延滞債権 0.01 0.01
貸出条件緩和債権 1.52 1.14

リスク管理債権合計／貸出金残高 2.67 1.39

貸出金残高（期末残高）に対する比率（部分直接償却実施後） （単位：％）

平成18年度 平成19年度

破綻先債権 24 1
延滞債権 433 81
3カ月以上延滞債権 4 4
貸出条件緩和債権 614 399

合計 1,076 486
注）取立不能見込額につき、部分直接償却実施後の残高を記載しています。なお控除した金額は以下のとおりです。

リスク管理債権（部分直接償却実施後） （単位：億円）

平成18年度 平成19年度

平成18年度 平成19年度

部分直接償却実施額 391 50

（単位：億円）

部分直接償却実施後 43.61 50.65
注）引当率＝貸倒引当金／リスク管理債権合計

リスク管理債権に対する引当率 （単位：％）

平成18年度 平成19年度

貸倒引当金（部分直接償却実施後） 469 246
一般貸倒引当金 224 219
個別貸倒引当金 242 26
特定海外債権引当勘定 1 0

注）取立不能見込額につき、部分直接償却実施後の残高を記載しています。なお控除した金額は以下のとおりです。

貸倒引当金の状況 （単位：億円）

平成18年度 平成19年度

平成18年度 平成19年度

部分直接償却実施額 394 83

（単位：億円）

（信託勘定）

破綻先債権 ― ―
延滞債権 77 31
3カ月以上延滞債権 1 ―
貸出条件緩和債権 ― ―

合計 78 31

リスク管理債権 （単位：億円）

平成18年度 平成19年度

破綻先債権 ― ―
延滞債権 14.58 7.90
3カ月以上延滞債権 0.22 ―
貸出条件緩和債権 ― ―

リスク管理債権合計／貸出金残高 14.80 7.90

貸出金残高（期末残高）に対する比率 （単位：％）

平成18年度 平成19年度
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国内（除く特別国際金融取引勘定分） 570,787 100.00 554,638 100.00 △16,149 ／
製造業 70,732 12.39 70,958 12.79 225 0.40
農業 371 0.07 330 0.06 △40 △0.01
林業 10 0.00 8 0.00 △1 0.00
漁業 24 0.01 18 0.00 △5 △0.01
鉱業 1,389 0.24 1,012 0.18 △377 △0.06
建設業 13,668 2.40 13,306 2.40 △361 0.00
電気・ガス・熱供給・水道業 7,352 1.29 6,741 1.22 △610 △0.07
情報通信業 7,207 1.26 6,580 1.19 △626 △0.07
運輸業 27,247 4.77 26,776 4.83 △471 0.06
卸売・小売業 58,503 10.25 55,920 10.08 △2,583 △0.17
金融・保険業 49,503 8.67 49,725 8.97 222 0.30
不動産業 66,458 11.64 64,417 11.61 △2,040 △0.03
各種サービス業 77,123 13.51 70,804 12.77 △6,318 △0.74
地方公共団体 3,748 0.66 4,174 0.75 425 0.09
政府等 57,249 10.03 53,901 9.72 △3,348 △0.31
その他 130,195 22.81 129,959 23.43 △235 0.62

海外及び特別国際金融取引勘定分 88,855 100.00 101,448 100.00 12,593 ／
政府等 2,989 3.36 3,436 3.39 446 0.03
金融機関 15,874 17.87 19,343 19.07 3,469 1.20
その他 69,991 78.77 78,668 77.54 8,677 △1.23

合計 659,643 ／ 656,087 ／ △3,555 ／
注）「国内」とは、当社及び国内連結子会社（海外店を除く）です。「海外」とは、国内連結子会社の海外店及び海外連結子会社です。

業種別貸出金（みずほフィナンシャルグループ連結） （単位：億円、％）

平成18年度 平成19年度 増減

貸出金残高 構成比 貸出金残高 構成比 貸出金残高 構成比

○業種別貸出状況

国内（除く特別国際金融取引勘定分） 609,630 100.00 591,114 100.00 △18,516 ／
製造業 70,811 11.62 70,984 12.01 172 0.39
農業 371 0.06 330 0.06 △40 0.00
林業 10 0.00 8 0.00 △1 0.00
漁業 24 0.00 18 0.00 △5 0.00
鉱業 1,389 0.23 1,012 0.17 △377 △0.06
建設業 13,668 2.24 13,312 2.25 △356 0.01
電気・ガス・熱供給・水道業 7,352 1.21 6,741 1.14 △610 △0.07
情報通信業 20,799 3.41 19,387 3.28 △1,411 △0.13
運輸業 27,288 4.48 26,782 4.53 △505 0.05
卸売・小売業 58,532 9.60 55,923 9.46 △2,608 △0.14
金融・保険業 67,543 11.08 66,199 11.20 △1,344 0.12
不動産業 67,118 11.01 65,080 11.01 △2,037 0.00
各種サービス業 77,239 12.67 71,018 12.02 △6,220 △0.65
地方公共団体 3,934 0.64 4,339 0.74 404 0.10
政府等 57,049 9.36 53,401 9.03 △3,648 △0.33
その他 136,495 22.39 136,571 23.10 75 0.71

海外及び特別国際金融取引勘定分 81,585 100.00 89,461 100.00 7,876 ／
政府等 2,957 3.62 3,427 3.83 469 0.21
金融機関 18,460 22.63 22,538 25.19 4,078 2.56
その他 60,166 73.75 63,494 70.98 3,328 △2.77

合計 691,215 ／ 680,575 ／ △10,640 ／
注）「金融・保険業」向け貸出金には、（株）みずほフィナンシャルグループ向け貸出金｛平成18年度1兆3,800億円（みずほ銀行6,900億円、みずほコーポレート銀行6,900億円）、平成19年度1兆円（み
ずほ銀行5,000億円、みずほコーポレート銀行5,000億円）｝を含んでいます。

業種別貸出金（3行合算）（銀行勘定＋信託勘定） （単位：億円、％）

平成18年度 平成19年度 増減

貸出金残高 構成比 貸出金残高 構成比 貸出金残高 構成比
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業績と財務の状況

資産の状況

国内（除く特別国際金融取引勘定分） 340,650 100.00 337,458 100.00
製造業 30,834 9.05 31,272 9.27
農業 360 0.10 320 0.09
林業 10 0.00 8 0.00
漁業 20 0.01 17 0.01
鉱業 95 0.03 75 0.02
建設業 7,623 2.24 7,216 2.14
電気・ガス・熱供給・水道業 829 0.24 701 0.21
情報通信業 3,939 1.16 3,677 1.09
運輸業 9,595 2.82 9,670 2.87
卸売・小売業 40,978 12.03 39,067 11.58
金融・保険業 21,725 6.38 21,142 6.26
不動産業 35,667 10.47 32,542 9.64
各種サービス業 35,665 10.47 30,969 9.18
地方公共団体 2,923 0.86 3,273 0.97
政府等 35,171 10.32 41,641 12.34
その他 115,210 33.82 115,859 34.33

海外及び特別国際金融取引勘定分 ― ― ― ―
政府等 ― ― ― ―
金融機関 ― ― ― ―
その他 ― ― ― ―

合計 340,650 ／ 337,458 ／

〈みずほ銀行〉 （単位：億円、％）

平成18年度 平成19年度

貸出金残高 構成比 貸出金残高 構成比

国内（除く特別国際金融取引勘定分） 205,826 100.00 195,077 100.00
製造業 35,804 17.40 34,987 17.94
農業 10 0.01 9 0.00
林業 ― ― ― ―
漁業 4 0.00 0 0.00
鉱業 1,230 0.60 884 0.45
建設業 4,805 2.33 4,718 2.42
電気・ガス・熱供給・水道業 5,564 2.70 5,055 2.59
情報通信業 3,009 1.46 2,626 1.35
運輸業 15,659 7.61 15,277 7.83
卸売・小売業 15,268 7.42 14,586 7.48
金融・保険業 40,699 19.77 37,622 19.28
不動産業 22,922 11.14 23,542 12.07
各種サービス業 38,815 18.86 36,705 18.82
地方公共団体 621 0.30 699 0.36
政府等 14,878 7.23 11,760 6.03
その他 6,531 3.17 6,602 3.38

海外及び特別国際金融取引勘定分 81,522 100.00 89,318 100.00
政府等 2,940 3.61 3,414 3.82
金融機関 18,460 22.64 22,538 25.23
その他 60,120 73.75 63,364 70.95

合計 287,348 ／ 284,396 ／

〈みずほコーポレート銀行〉 （単位：億円、％）

平成18年度 平成19年度

貸出金残高 構成比 貸出金残高 構成比
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国内（除く特別国際金融取引勘定分） 63,153 100.00 58,578 100.00
製造業 4,173 6.61 4,724 8.07
農業 ― ― ― ―
林業 ― ― ― ―
漁業 ― ― ― ―
鉱業 63 0.10 53 0.09
建設業 1,239 1.96 1,377 2.35
電気・ガス・熱供給・水道業 957 1.52 984 1.68
情報通信業 13,850 21.93 13,083 22.33
運輸業 2,033 3.22 1,834 3.13
卸売・小売業 2,285 3.62 2,269 3.87
金融・保険業 5,118 8.11 7,433 12.69
不動産業 8,528 13.50 8,996 15.36
各種サービス業 2,758 4.37 3,344 5.71
地方公共団体 390 0.62 366 0.63
政府等 7,000 11.08 ― ―
その他 14,754 23.36 14,109 24.09

海外及び特別国際金融取引勘定分 63 100.00 143 100.00
政府等 16 26.74 13 9.27
金融機関 ― ― ― ―
その他 46 73.26 129 90.73

合計 63,216 ／ 58,721 ／

〈みずほ信託銀行〉（銀行勘定＋信託勘定） （単位：億円、％）

平成18年度 平成19年度

貸出金残高 構成比 貸出金残高 構成比
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業績と財務の状況

資産の状況

業種別リスク管理債権（3行合算）（銀行勘定＋信託勘定） （単位：億円）

国内（除く特別国際金融取引勘定分） 11,402 5,680 4,584 1,138 11,004 6,265 4,221 517 △398
製造業 802 640 141 20 1,155 859 293 2 353
農業 0 0 ― ― 3 3 ― ― 2
林業 0 0 ― ― ― ― ― ― △0
漁業 1 1 ― ― 1 1 ― ― 0
鉱業 0 ― 0 ― 0 0 ― ― ―
建設業 526 336 177 12 532 338 179 14 5
電気・ガス・熱供給・水道業 0 0 0 ― 0 0 ― ― △0
情報通信業 59 54 5 ― 91 85 5 0 31
運輸業 1,803 480 875 447 1,137 190 934 13 △665
卸売・小売業 1,882 1,009 857 14 2,118 1,246 848 23 236
金融・保険業 2,724 73 2,303 347 1,775 99 1,369 306 △949
不動産業 1,138 946 112 80 1,000 895 55 48 △138
各種サービス業 1,213 1,028 103 82 1,862 1,311 524 27 649
地方公共団体 39 ― ― 39 30 ― ― 30 △9
政府等 ― ― ― ― ― ― ― ― ―
その他 1,208 1,108 7 92 1,294 1,232 10 50 86

海外及び特別国際金融取引勘定分 404 ― 387 16 374 ― 374 ― △29
政府等 46 ― 29 16 0 ― 0 ― △45
金融機関 64 ― 64 ― ― ― ― ― △64
その他 293 ― 293 ― 373 ― 373 ― 80

合計 11,807 5,680 4,971 1,155 11,378 6,265 4,595 517 △428

平成18年度 平成19年度 増減

みずほ銀行 みずほコーポレート銀行 みずほ信託銀行 みずほ銀行 みずほコーポレート銀行 みずほ信託銀行

国内（除く特別国際金融取引勘定分） 12,030 71.9 11,639 63.5 △390 △8.3
製造業 864 72.1 1,206 65.7 342 △6.4
農業 0 100.0 3 61.7 2 △38.2
林業 0 68.4 ― ― △0 △68.4
漁業 1 19.4 1 104.4 0 84.9
鉱業 0 17.2 1 60.8 0 43.6
建設業 545 57.6 542 66.1 △3 8.5
電気・ガス・熱供給・水道業 0 100.0 0 100.0 △0 ―
情報通信業 64 66.6 108 64.0 44 △2.6
運輸業 1,814 73.1 1,171 47.2 △643 △25.9
卸売・小売業 1,927 56.5 2,188 55.2 261 △1.3
金融・保険業 2,780 70.4 1,775 38.6 △1,005 △31.7
不動産業 1,141 85.8 1,006 86.3 △135 0.5
各種サービス業 1,240 63.5 1,895 64.0 655 0.4
地方公共団体 314 100.0 306 100.0 △8 ―
政府等 ― ― ― ― ― ―
その他 1,331 90.9 1,431 93.0 99 2.0

海外及び特別国際金融取引勘定分 437 64.5 392 84.5 △44 20.0
政府等 46 17.2 0 67.6 △45 50.4
金融機関 73 94.2 0 99.9 △72 5.7
その他 317 64.5 391 84.5 73 19.9

合計 12,467 71.4 12,032 64.1 △434 △7.3

業種別金融再生法開示債権及び保全率（3行合算）（銀行勘定＋信託勘定） （単位：億円、％）

平成18年度 平成19年度 増減

金融再生法 保全率 金融再生法 保全率 金融再生法 保全率
開示債権 開示債権 開示債権
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特定海外債権の状況（みずほフィナンシャルグループ連結） （単位：億円）

平成18年度 平成19年度

○地域別貸出状況

インドネシア 289 ウルグアイ 6
その他（3カ国） 1 タンザニア 1

その他（2カ国） 0

合計 291 合計 8
（資産の総額に対する割合） （0.01％） （資産の総額に対する割合） （0.00％）
注）日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第4号に規定する特定海外債権引当勘定を計上している国の外国政府等（外国政府、中央銀行、政府関係機関又は国営企業及びこれらの所在する国の民
間企業等）の債権残高を記載しています。

インドネシア 7 ―

合計 7 合計 ―

対象国数 1 対象国数 ―
注）1. 日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第4号に規定する特定海外債権引当勘定を計上している国の外国政府等（外国政府、中央銀行、政府関係機関又は国営企業及びこれらの所在する国の

民間企業等）の債権残高を記載しています。
2. 「対象国数」は当該対象債権額を計上している国数を記載しています。

〈みずほ銀行〉（銀行勘定） （単位：億円、カ国）

平成18年度 平成19年度

インドネシア 430 ウルグアイ 6
パキスタン 1 タンザニア 1
アルゼンチン 0 アルゼンチン 0
その他（1カ国） 0 その他（1カ国） 0

合計 432 合計 8

対象国数 4 対象国数 4
注）1. 日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第4号に規定する特定海外債権引当勘定を計上している国の外国政府等（外国政府、中央銀行、政府関係機関又は国営企業及びこれらの所在する国の

民間企業等）の債権残高を記載しています。
2.「対象国数」は当該対象債権額を計上している国数を記載しています。

〈みずほコーポレート銀行〉（銀行勘定） （単位：億円、カ国）

平成18年度 平成19年度

インドネシア 16 アルゼンチン 0
アルゼンチン 0 エクアドル 0
エクアドル 0

合計 16 合計 0

対象国数 3 対象国数 2
注）1. 日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第4号に規定する特定海外債権引当勘定を計上している国の外国政府等（外国政府、中央銀行、政府関係機関又は国営企業及びこれらの所在する国の

民間企業等）の債権残高を記載しています。
2.「対象国数」は当該対象債権額を計上している国数を記載しています。

〈みずほ信託銀行〉（銀行勘定＋信託勘定） （単位：億円、カ国）

平成18年度 平成19年度

債権残高 456 8 △448
対象国数 4 4 ―
注）1. 日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第4号に規定する特定海外債権引当勘定を計上している国の外国政府等（外国政府、中央銀行、政府関係機関又は国営企業及びこれらの所在する国の

民間企業等）の債権残高を記載しています。
2.「対象国数」は当該対象債権額を計上している国数を記載しています。

特定海外債権の状況（3行合算）（銀行勘定＋信託勘定） （単位：億円、カ国）

平成18年度 平成19年度 増減
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業績と財務の状況

資産の状況

○不良債権のオフバランス化の実績

破産更生等債権 23,226 1,339 988 805 505 460 303 235 65 2 △156
危険債権 72,234 5,813 1,548 1,240 922 754 540 351 181 6 △214

16年度以前発生分 95,461 7,152 2,536 2,046 1,427 1,215 844 587 247 9 △371
（うちオフバランス化につながる措置を講じた債権額） (9,976) (1,149) (578) (670) (386) (314) (205) (178) (23) (2) (△109)

破産更生等債権 275 158 78 59 56 41 35 6 0 △15
危険債権 1,214 658 427 222 147 114 91 23 0 △33

17年度上期発生分 1,489 816 506 281 204 155 126 29 0 △49
（うちオフバランス化につながる措置を講じた債権額） (230) (121) (70) (54) (51) (36) (30) (6) (0) (△15)

破産更生等債権 162 97 83 49 36 26 10 ― △12
危険債権 1,345 727 481 380 212 206 ― 5 △168

17年度下期発生分 1,508 824 564 430 249 233 10 5 △180
（うちオフバランス化につながる措置を講じた債権額） (144) (85) (54) (37) (26) (26) (―) (―) (△10)

破産更生等債権 166 383 340 331 53 ― 277 △8
危険債権 1,061 496 309 170 119 19 30 △139

18年度上期発生分 1,228 880 649 502 173 19 308 △147
（うちオフバランス化につながる措置を講じた債権額） (122) (102) (60) (52) (51) (―) (1) (△8)

破産更生等債権 191 124 88 79 ― 9 △35
危険債権 3,861 653 399 390 3 5 △254

18年度下期発生分 4,053 778 488 469 3 14 △289
（うちオフバランス化につながる措置を講じた債権額） (179) (124) (88) (79) (―) (9) (△35)

破産更生等債権 579 222 221 0 1 △356
危険債権 3,743 696 687 3 5 △3,046

19年度上期発生分 4,322 919 909 3 6 △3,403
（うちオフバランス化につながる措置を講じた債権額） (264) (177) (176) (―) (1) (△86)

破産更生等債権 347 343 1 3 347
危険債権 1,621 1,270 302 48 1,621

19年度下期発生分 1,969 1,613 304 51 1,969
（うちオフバランス化につながる措置を講じた債権額） (312) (308) (0) (2) (312)

破産更生等債権 ／ 1,614 1,308 1,148 1,222 1,610 1,373 995 83 293 △237
危険債権 ／ 7,027 3,552 3,457 5,984 5,989 3,755 3,117 534 103 △2,234

合計 ／ 8,642 4,861 4,605 7,207 7,600 5,128 4,113 617 396 △2,472
（うちオフバランス化につながる措置を講じた債権額） ／ (1,380) (844) (949) (777) (854) (899) (852) (30) (16) (45)
注）1. 破産更生等債権：破産更生債権及びこれらに準ずる債権。
2. 平成15年度～平成17年度上期は、再生専門子会社を合算した計数です。

危険債権（破綻懸念先）以下の債権残高（3行合算）（銀行勘定＋信託勘定） （単位：億円）

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

以前 上期末 下期末 上期末 下期末 上期末 下期末 みずほ銀行 みずほコーポレート銀行 みずほ信託銀行 増減
（a） （b） （b）－（a）

資産の状況

アジア 24,827 180 20,669 59 △4,158 △120
うち香港 4,015 8 4,339 2 324 △5
韓国 4,419 ― 3,411 ― △1,008 ―
シンガポール 2,979 11 3,355 ― 376 △11
中国 4,204 76 243 14 △3,961 △61

中南米 21,642 2 22,925 1 1,283 △1

北米 21,236 57 23,536 41 2,299 △16

東欧 420 ― 886 ― 465 ―

西欧 24,808 58 32,629 236 7,821 178

その他 8,584 40 10,450 39 1,865 △0

合計 101,520 339 111,097 378 9,577 39
注）「うち中国」の減少要因は、平成19年6月にみずほコーポレート銀行（中国）有限公司を設立した影響等です。

地域別貸出金・リスク管理債権（3行合算）（銀行勘定＋信託勘定） （単位：億円）

平成18年度 平成19年度 増減

貸出金残高 うちリスク管理債権 貸出金残高 うちリスク管理債権 貸出金残高 うちリスク管理債権
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オフバランス化の実績内訳（3行合算）（銀行勘定＋信託勘定）

清算型処理 △277 △0 △12 △49 △17 △1 △358

再建型処理 △2 △0 △2 △18 △2 ― △26

再建型処理に伴う業況改善 ― ― ― ― △0 △0 △0

債権流動化 △151 △21 △37 △42 △51 △305 △609

直接償却 484 30 48 87 △4 △369 278

その他 △424 △58 △176 △124 △214 △2,726 △3,725
回収・返済等 △265 △42 △114 △25 △168 △773 △1,388
業況改善 △159 △16 △62 △99 △46 △1,953 △2,336

合計 △371 △49 △180 △147 △289 △3,403 △4,441

（単位：億円）

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成19年度

以前発生分 上期発生分 下期発生分 上期発生分 下期発生分 上期発生分 下期オフバランス化実績

清算型処理 ― ― ― ― ― ― ―

再建型処理 △1 ― ― ― ― ― △1

再建型処理に伴う業況改善 ― ― ― ― ― ― ―

債権流動化 △31 △10 ― 0 ― △5 △46

直接償却 121 21 0 ― △12 △133 △2

その他 △177 △22 △61 △3 △13 △1,724 △2,002
回収・返済等 △169 △22 △61 △3 △13 △72 △343
業況改善 △8 ― ― ― ― △1,651 △1,659

合計 △88 △10 △61 △2 △25 △1,863 △2,053

〈みずほコーポレート銀行〉 （単位：億円）

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成19年度

以前発生分 上期発生分 下期発生分 上期発生分 下期発生分 上期発生分 下期オフバランス化実績

清算型処理 △43 △0 △12 △49 △17 △1 △124

再建型処理 △1 △0 ― ― △2 ― △4

再建型処理に伴う業況改善 ― ― ― ― ― ― ―

債権流動化 △77 △10 △37 △43 △50 △298 △518

直接償却 93 8 46 69 21 △235 3

その他 △238 △26 △109 △87 △187 △978 △1,628
回収・返済等 △86 △19 △49 △21 △143 △694 △1,016
業況改善 △151 △6 △59 △65 △43 △284 △611

合計 △268 △29 △113 △110 △237 △1,513 △2,272

〈みずほ銀行〉 （単位：億円）

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成19年度

以前発生分 上期発生分 下期発生分 上期発生分 下期発生分 上期発生分 下期オフバランス化実績

16年度以前発生分 95,461 844 94,617
17年度上期発生分 1,489 155 1,333
17年度下期発生分 1,508 249 1,258
18年度上期発生分 1,228 502 726
18年度下期発生分 4,053 488 3,564
19年度上期発生分 4,322 919 3,403
19年度下期発生分 1,969 1,969 ／

合計 110,032 5,128 104,904
注）1. 修正進捗率は、オフバランス化につながる措置を含む累計額ベースです。
2. 平成15年度～平成17年度上期発生分は、再生専門子会社を合算した計数です。

オフバランス化累計額と進捗率（3行合算）（銀行勘定＋信託勘定） （単位：億円）

発生額 平成19年度末残高 オフバランス化累計

99.1％
89.5％
83.4％
59.1％
87.9％
78.7％

／

／

99.3％
91.9％
85.2％
63.4％
90.1％
82.8％

／

／

修正進捗率進捗率
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業績と財務の状況

資産の状況

清算型処理 △233 ― ― ― ― ― △233

再建型処理 △0 ― △2 △18 ― ― △21

再建型処理に伴う業況改善 ― ― ― ― △0 △0 △0

債権流動化 △41 △0 ― ― △0 △1 △44

直接償却 270 0 2 18 △13 △0 277

その他 △9 △9 △5 △33 △13 △22 △94
回収・返済等 △9 △0 △3 0 △10 △5 △29
業況改善 ― △9 △2 △33 △2 △17 △64

合計 △14 △9 △5 △33 △26 △25 △116

〈みずほ信託銀行〉（銀行勘定＋信託勘定） （単位：億円）

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成19年度

以前発生分 上期発生分 下期発生分 上期発生分 下期発生分 上期発生分 下期オフバランス化実績

貸出金償却 △643 △1,267 △623
注）損益計算書に計上された貸出金償却です。

貸出金の償却（3行合算）（銀行勘定） （単位：億円）

平成18年度 平成19年度 増減

貸出金償却 △531 △962
注）損益計算書に計上された貸出金償却です。

〈みずほ銀行〉 （単位：億円）

平成18年度 平成19年度

清算型処理 △13,287 △407 △63 △69 △300 △358 △14,485

再建型処理 △16,126 △558 △1,047 △555 △110 △26 △18,425

再建型処理に伴う業況改善 △1,763 △31 △0 △10 △10 △0 △1,817

債権流動化 △40,757 △476 △344 △380 △262 △609 △42,829

直接償却 28,918 458 1,554 810 465 278 32,484

その他 △45,292 △4,273 △1,582 △1,245 △3,710 △3,725 △59,829
回収・返済等 ／ △2,170 △1,138 △677 △679 △1,388 ／
業況改善 ／ △2,102 △443 △568 △3,030 △2,336 ／

合計 △88,308 △5,289 △1,484 △1,451 △3,929 △4,441 △104,904
注）1. 平成17年度上期以前実績は、平成12年度下期～平成17年度上期の実績累計です。
2. 平成15年度～平成17年度上期実績は、再生専門子会社を合算した計数です。

（参考）各期ごとのオフバランス化実績内訳と累計額（3行合算）（銀行勘定＋信託勘定） （単位：億円）

平成17年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 実績累計

上期以前実績 下期実績 上期実績 下期実績 上期実績 下期実績（12年度下期～）

貸出金償却 △75 △263
注）損益計算書に計上された貸出金償却です。

〈みずほコーポレート銀行〉 （単位：億円）

平成18年度 平成19年度

貸出金償却 △36 △40
注）損益計算書に計上された貸出金償却です。

〈みずほ信託銀行〉（銀行勘定） （単位：億円）

平成18年度 平成19年度
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経営指標

（単位：億円）

科　目 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

■直近の連結会計年度における主要な業務の状況を示す指標

連結経常収益 32,006 30,391 35,575 40,996 45,235
連結経常利益 8,964 6,574 9,210 7,481 3,971
連結当期純利益 4,069 6,273 6,499 6,209 3,112

連結純資産額（注1） 36,443 39,057 48,049 67,244 56,941
連結総資産額（注1） 1,377,500 1,430,762 1,496,127 1,498,800 1,544,121
有価証券残高 320,716 360,470 377,029 360,499 339,585
貸出金残高 662,058 629,173 654,086 659,643 656,087
預金残高（含む譲渡性預金） 774,874 803,680 823,671 836,083 862,640
債券残高 94,595 77,950 66,063 47,238 31,594

連結ベースの1株当たり純資産額（注2） 61,980.34円 131,016.15円 274,906.95円 336,937.64円 254,722.01円
連結ベースの1株当たり当期純利益（注2） 36,153.27円 54,625.61円 55,157.14円 51,474.49円 25,370.25円
連結ベースの潜在株式調整後
1株当たり当期純利益（注2） 18,754.94円 37,719.13円 46,234.51円 48,803.07円 24,640.00円

連結自己資本比率（第一基準）（注3） 11.35％ 11.91％ 11.59％ 12.48％ 11.70％

連結自己資本利益率 135.2％ 54.3％ 26.3％ 16.7％ 8.5％
連結株価収益率 12.39倍 9.28倍 17.45倍 14.74倍 14.38倍

営業活動によるキャッシュ・フロー 60,149 44,180 △16,691 △31,049 1,707
投資活動によるキャッシュ・フロー △74,022 △37,881 △992 32,212 △11,187
財務活動によるキャッシュ・フロー △1,309 △5,577 △4,466 △4,172 △850

現金及び現金同等物の期末残高 55,296 56,020 33,879 30,890 20,557

従業員数（注4） 47,405人 45,180人 45,758人 47,449人 49,114人
注）1. 連結純資産額及び連結総資産額の算定にあたり、平成18年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第5号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第8号）を適用しています。
2. 連結ベースの「1株当たり純資産額」、「1株当たり当期純利益」及び「潜在株式調整後1株当たり当期純利益」（以下、「1株当たり情報」という。）の算定に当たっては、「1株当たり当期純利益に関する
会計基準」（企業会計基準第2号）及び「1株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第4号）を適用しています。1株当たり純資産額は、企業会計基準適用指針第4号
が改正されたことに伴い、平成18年度から繰延ヘッジ損益を含めて算出しています。

3. 連結自己資本比率は、平成18年度末から、銀行法第52条の25の規定に基づく平成18年金融庁告示第20号に定められた算式に基づき算出しています。当社は第一基準を採用しています。なお、平
成17年度以前は、銀行法第52条の25の規定に基づく平成10年大蔵省告示第62号に定められた算式に基づき算出しています。

4. 従業員数は、連結会社各社において、それぞれ社外への出向者を除き、社外から受け入れた出向者を含んでいます。また、海外の現地採用者を含み、嘱託及び臨時従業員を含んでいません。
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（単位：億円）

科　目 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

営業収益 257 264 1,289 12,500 8,065
経常利益 136 143 1,134 12,184 7,726
当期純利益 99 308 7,902 12,397 8,110

資本金 15,409 15,409 15,409 15,409 15,409
（発行済株式総数）
普通株式 11,926,964.67株 12,003,995.49株 12,003,995.49株 11,872,195.49株 11,396,254.66株
第一回第一種優先株式 33,000株 ／ ／ ／ ／
第二回第二種優先株式 100,000株 100,000株 ／　　 ／ ／
第三回第三種優先株式 100,000株 100,000株 ／ ／ ／
第四回第四種優先株式 150,000株 150,000株 150,000株 ／ ／
第六回第六種優先株式 150,000株 150,000株 150,000株 ／ ／
第七回第七種優先株式 125,000株 125,000株 ／ ／ ／
第八回第八種優先株式 125,000株 125,000株 ／ ／ ／
第九回第九種優先株式 140,000株 33,000株 ／ ／ ／
第十回第十種優先株式 140,000株 140,000株 ／ ／ ／
第十一回第十一種優先株式 943,740株 943,740株 943,740株 943,740株 943,740株
第十二回第十一種優先株式 5,500株 ／ ／ ／ ／
第十三回第十三種優先株式 36,690株 36,690株 36,690株 36,690株 36,690株
純資産額（注3） 35,334 29,862 27,523 31,764 35,128
総資産額（注3） 36,000 31,786 47,930 47,640 46,589

1株当たり配当額
普通株式 3,000円 3,500円 4,000円 7,000円 10,000円
第一回第一種優先株式 22,500円 ／ ／ ／ ／
第二回第二種優先株式 8,200円 8,200円 ／ ／ ／
第三回第三種優先株式 14,000円 14,000円 ／ ／ ／
第四回第四種優先株式 47,600円 47,600円 47,600円 ／ ／
第六回第六種優先株式 42,000円 42,000円 42,000円 ／ ／
第七回第七種優先株式 11,000円 11,000円 ―円 ／ ／
第八回第八種優先株式 8,000円 8,000円 ／ ／ ／
第九回第九種優先株式 17,500円 ―円 ／ ／ ／
第十回第十種優先株式 5,380円 5,380円 ／ ／ ／
第十一回第十一種優先株式 20,000円 20,000円 20,000円 20,000円 20,000円
第十二回第十一種優先株式 2,500円 ―円 ／ ／ ／
第十三回第十三種優先株式 30,000円 30,000円 30,000円 30,000円 30,000円

（うち1株当たり中間配当額）
普通株式 ―円 ―円 ―円 ―円 ―円
第一回第一種優先株式 ―円 ／ ／ ／ ／
第二回第二種優先株式 ―円 ―円 ／ ／ ／
第三回第三種優先株式 ―円 ―円 ／ ／ ／
第四回第四種優先株式 ―円 ―円 ―円 ／ ／
第六回第六種優先株式 ―円 ―円 ―円 ／ ／
第七回第七種優先株式 ―円 ―円 ―円 ／ ／
第八回第八種優先株式 ―円 ―円 ／ ／ ／
第九回第九種優先株式 ―円 ―円 ／ ／ ／
第十回第十種優先株式 ―円 ―円 ／ ／ ／
第十一回第十一種優先株式 ―円 ―円 ―円 ―円 ―円
第十二回第十一種優先株式 ―円 ―円 ／ ／ ／
第十三回第十三種優先株式 ―円 ―円 ―円 ―円 ―円
1株当たり純資産額（注1） 46,670.33円 41,782.20円 94,861.81円 183,338.04円 220,538.65円
1株当たり当期純利益
（△は1株当たり当期純損失）（注1） △2,846.42円 △588.84円 63,040.65円 102,168.76円 68,658.41円
潜在株式調整後1株当たり当期純利益（注1）（注2） ―円 ―円 53,235.99円 95,550.05円 64,138.22円

株価収益率（注2） ―倍 ―倍 15.27倍 7.42倍 5.31倍
配当性向（注2） ―％ ―％ 6.34％ 6.85％ 14.56％
従業員数（注4） 259人 254人 256人 258人 265人
注）1.「1株当たり純資産額」、「1株当たり当期純利益（又は当期純損失）」及び「潜在株式調整後1株当たり当期純利益」（以下、「1株当たり情報」という。）の算定に当たっては、「1株当たり当期純利益に関

する会計基準」（企業会計基準第2号）及び「1株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第4号）を適用しています。
2. 潜在株式調整後1株当たり当期純利益、株価収益率及び配当性向については、平成15年度及び平成16年度は1株当たり当期純損失であることから、記載していません。
3. 純資産額及び総資産額の算定にあたり、平成18年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第5号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適
用指針」（企業会計基準適用指針第8号）を適用しています。

4. 従業員数は、社外への出向者を除き、社外から受け入れた出向者を含んでいます。また、執行役員、嘱託及び臨時従業員を含んでいません。

■直近の営業年度における主要な業務の状況を示す指標（単体）
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みずほフィナンシャルグループの業績と財務の状況

連結決算データファイル

■連結財務諸表等

当社は、平成18年度の連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書について証券取引

法第193条の2の規定に基づき、また、平成19年度の連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フ

ロー計算書について金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、新日本監査法人の監査証明を受けています。なお、新日本監査

法人は、監査法人の種類の変更により、平成20年7月1日をもって新日本有限責任監査法人となりました。

科　目 平成18年度 平成19年度
（平成19年3月31日現在） （平成20年3月31日現在）

（資産の部）

現金預け金 3,993,362 3,483,802
コールローン及び買入手形 302,336 248,728
買現先勘定 9,430,397 7,233,199
債券貸借取引支払保証金 8,624,211 9,069,138
買入金銭債権 3,351,499 3,388,461
特定取引資産 10,414,573 13,856,237
金銭の信託 49,558 32,827
有価証券 36,049,983 33,958,537
貸出金 65,964,301 65,608,705
外国為替 894,797 803,141
その他資産 5,739,458 10,984,529
有形固定資産 796,746 802,692
建物 265,439 274,751
土地 398,988 395,873
建設仮勘定 3,010 7,044
その他の有形固定資産 129,308 125,023
無形固定資産 255,695 284,825
ソフトウェア 203,031 228,412
その他の無形固定資産 52,664 56,413
債券繰延資産 22 ―
繰延税金資産 389,024 607,920
支払承諾見返 4,480,551 4,733,852
貸倒引当金 △856,314 △684,465
投資損失引当金 △174 △30

資産の部合計 149,880,031 154,412,105

（負債の部）
預金 74,803,064 76,175,319
譲渡性預金 8,805,239 10,088,721
債券 4,723,806 3,159,443
コールマネー及び売渡手形 6,924,136 6,693,712
売現先勘定 12,821,752 11,511,019
債券貸借取引受入担保金 5,946,781 6,927,740
コマーシャル・ペーパー 30,000 30,000
特定取引負債 8,297,301 8,313,072
借用金 4,563,438 4,818,895
外国為替 339,817 222,652
短期社債 849,870 787,784
社債 3,237,525 4,052,189
信託勘定借 1,135,358 1,119,946
その他負債 5,770,656 9,795,054
賞与引当金 40,972 43,375
退職給付引当金 37,641 36,019
役員退職慰労引当金 6,484 7,057
貸出金売却損失引当金 ― 50,895
偶発損失引当金 13,046 14,095
ポイント引当金 ― 8,349
預金払戻損失引当金 ― 9,614
特別法上の引当金 2,680 2,680
繰延税金負債 218,224 11,354
再評価に係る繰延税金負債 107,272 105,096
支払承諾 4,480,551 4,733,852

負債の部合計 143,155,622 148,717,945

（次ページへ続く）

（1）連結貸借対照表 （単位：百万円）
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科　目 平成18年度 平成19年度
（平成19年3月31日現在） （平成20年3月31日現在）

（純資産の部）
資本金 1,540,965 1,540,965
資本剰余金 411,110 411,093
利益剰余金 1,440,310 1,476,129
自己株式 △32,330 △2,507

株主資本合計 3,360,055 3,425,680

その他有価証券評価差額金 1,550,628 401,375
繰延ヘッジ損益 △111,042 5,985
土地再評価差額金 150,616 147,467
為替換算調整勘定 △38,964 △78,394

評価・換算差額等合計 1,551,237 476,434

少数株主持分 1,813,115 1,792,045

純資産の部合計 6,724,408 5,694,159

負債及び純資産の部合計 149,880,031 154,412,105

（前ページより続く） （単位：百万円）
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連結決算データファイル

科　目
平成18年度 平成19年度

平成18年4月 1 日から 平成19年4月 1 日から
平成19年3月31日まで 平成20年3月31日まで

経常収益 4,099,654 4,523,510
資金運用収益 2,562,642 2,864,796
貸出金利息 1,302,102 1,507,449
有価証券利息配当金 592,863 671,783
コールローン利息及び買入手形利息 19,586 12,847
買現先利息 470,335 460,390
債券貸借取引受入利息 22,847 46,492
預け金利息 76,527 73,783
その他の受入利息 78,379 92,049
信託報酬 66,958 64,355
役務取引等収益 658,899 596,759
特定取引収益 265,802 249,076
その他業務収益 270,945 294,356
その他経常収益 274,405 454,165

経常費用 3,351,484 4,126,390
資金調達費用 1,472,378 1,801,156
預金利息 477,042 581,601
譲渡性預金利息 107,561 127,984
債券利息 34,083 23,746
コールマネー利息及び売渡手形利息 31,937 58,020
売現先利息 609,642 606,806
債券貸借取引支払利息 29,083 70,596
コマーシャル・ペーパー利息 52 78
借用金利息 38,980 70,255
短期社債利息 3,493 7,970
社債利息 82,172 90,253
その他の支払利息 58,328 163,841
役務取引等費用 107,775 102,233
特定取引費用 4,258 192,927
その他業務費用 123,438 312,094
営業経費 1,091,602 1,124,527
その他経常費用 552,032 593,450
貸倒引当金繰入額 69,775 ―
その他の経常費用 482,256 593,450

経常利益 748,170 397,120

特別利益 248,411 125,571
固定資産処分益 16,642 9,915
償却債権取立益 77,389 39,832
貸倒引当金取崩額 ― 75,779
その他の特別利益 154,379 43

特別損失 21,682 36,629
固定資産処分損 17,071 8,215
減損損失 4,281 2,698
金融先物取引責任準備金繰入額 21 ―
証券取引責任準備金繰入額 307 ―
金融商品取引責任準備金繰入額 ― 0
証券子会社のれん償却 ― 25,715

税金等調整前当期純利益 974,898 486,062

法人税、住民税及び事業税 43,267 32,212
法人税等調整額 223,699 118,546

少数株主利益 86,965 24,079

当期純利益 620,965 311,224

（2）連結損益計算書 （単位：百万円）

（ ） （ ）
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平成18年3月31日残高 1,540,965 411,160 1,498,143 △46,814 3,403,455 1,279,216 ― 170,384 △48,062 1,401,538 1,359,122 6,164,116

連結会計年度中の変動額
剰余金の配当（注） ― ― △79,849 ― △79,849 ― ― ― ― ― ― △79,849
役員賞与（注） ― ― △36 ― △36 ― ― ― ― ― ― △36
当期純利益 ― ― 620,965 ― 620,965 ― ― ― ― ― ― 620,965
自己株式の取得 ― ― ― △604,331 △604,331 ― ― ― ― ― ― △604,331
自己株式の処分 ― 32 ― 50 83 ― ― ― ― ― ― 83
自己株式の消却 ― △83 △618,680 618,763 ― ― ― ― ― ― ― ―
土地再評価差額金の取崩 ― ― 19,768 ― 19,768 ― ― ― ― ― ― 19,768
持分法適用会社が保有する
親会社株式等の減少 ― ― ― 0 0 ― ― ― ― ― ― 0

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額） ― ― ― ― ― 271,411 △111,042 △19,768 9,098 149,698 453,992 603,691

連結会計年度中の変動額合計 ― △50 △57,832 14,483 △43,399 271,411 △111,042 △19,768 9,098 149,698 453,992 560,292

平成19年3月31日残高 1,540,965 411,110 1,440,310 △32,330 3,360,055 1,550,628 △111,042 150,616 △38,964 1,551,237 1,813,115 6,724,408
注）平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目です。

（3）連結株主資本等変動計算書 （単位：百万円）

科　目
株主資本 評価・換算差額等 少数株主 純資産

資本金
資本 利益

自己株式
株主資本 その他有価証券 繰延ヘッジ 土地再評価 為替換算 評価・換算 持分 合計

剰余金 剰余金 合計 評価差額金 損益 差額金 調整勘定 差額等合計

平成18年度
平成18年4月 1 日から
平成19年3月31日まで（ ）

平成19年3月31日残高 1,540,965 411,110 1,440,310 △32,330 3,360,055 1,550,628 △111,042 150,616 △38,964 1,551,237 1,813,115 6,724,408

在外子会社の会計処理変更
に伴う増加額 ― ― 2,867 ― 2,867 ― ― ― ― ― ― 2,867

連結会計年度中の変動額
剰余金の配当 ― ― △101,229 ― △101,229 ― ― ― ― ― ― △101,229
当期純利益 ― ― 311,224 ― 311,224 ― ― ― ― ― ― 311,224
自己株式の取得 ― ― ― △150,464 △150,464 ― ― ― ― ― ― △150,464
自己株式の処分 ― ― △1 100 98 ― ― ― ― ― ― 98
自己株式の消却 ― ― △180,189 180,189 ― ― ― ― ― ― ― ―
土地再評価差額金の取崩 ― ― 3,148 ― 3,148 ― ― ― ― ― ― 3,148
持分法適用会社の減少に伴
う自己株式処分差益相当額 ― △16 ― ― △16 ― ― ― ― ― ― △16
の減少
持分法適用会社に対する持
分変動に伴う自己株式処分 ― △0 ― ― △0 ― ― ― ― ― ― △0
差益相当額の減少
持分法適用会社が保有する
親会社株式等の増加 ― ― ― △3 △3 ― ― ― ― ― ― △3

株主資本以外の項目の当連
結会計年度変動額（純額） ― ― ― ― ― △1,149,253 117,028 △3,148 △39,429 △1,074,803 △21,070△1,095,873

連結会計年度中の変動額合計 ― △16 32,951 29,822 62,757 △1,149,253 117,028 △3,148 △39,429 △1,074,803 △21,070△1,033,116

平成20年3月31日残高 1,540,965 411,093 1,476,129 △2,507 3,425,680 401,375 5,985 147,467 △78,394 476,434 1,792,045 5,694,159

（単位：百万円）

科　目
株主資本 評価・換算差額等 少数株主 純資産

資本金
資本 利益

自己株式
株主資本 その他有価証券 繰延ヘッジ 土地再評価 為替換算 評価・換算 持分 合計

剰余金 剰余金 合計 評価差額金 損益 差額金 調整勘定 差額等合計

平成19年度
平成19年4月 1 日から
平成20年3月31日まで（ ）



180

み
ず
ほ
フ
ィ
ナ
ン
シ
ャ
ル
グ
ル
ー
プ
　
●

連
結
決
算
デ
ー
タ
フ
ァ
イ
ル

みずほフィナンシャルグループの業績と財務の状況

連結決算データファイル

科　目
平成18年度 平成19年度

平成18年4月 1 日から 平成19年4月 1 日から
平成19年3月31日まで 平成20年3月31日まで

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前当期純利益 974,898 486,062
減価償却費 132,228 132,721
減損損失 4,281 2,698
のれん償却額 758 27,688
持分法による投資損益（△） △9,324 △9,083
貸倒引当金の増加額 34,099 △163,096
投資損失引当金の増加額 △1,034 △144
貸出金売却損失引当金の増加額 ― 50,895
偶発損失引当金の増加額 △32,520 1,048
賞与引当金の増加額 4,385 5,152
退職給付引当金の増加額 △1,076 △655
役員退職慰労引当金の増加額 6,484 565
ポイント引当金の増加額 ― 4,575
預金払戻損失引当金の増加額 ― 9,614
資金運用収益 △2,562,642 △2,864,796
資金調達費用 1,472,378 1,801,156
有価証券関係損益（△） 84,020 △180,014
金銭の信託の運用損益（△） △41 △238
為替差損益（△） △180,289 998,555
固定資産処分損益（△） 428 △1,700
退職給付信託返還損益（△） △125,961 ―
特定取引資産の純増（△）減 △255,216 △3,723,814
特定取引負債の純増減（△） 246,107 299,439
貸出金の純増（△）減 △153,790 △590,397
預金の純増減（△） 1,310,550 2,299,855
譲渡性預金の純増減（△） △588,911 1,528,780
債券の純増減（△） △1,884,284 △1,563,995
借用金（劣後特約付借入金を除く）の純増減（△） 1,841,174 225,338
預け金（中央銀行預け金を除く）の純増（△）減 751,656 △523,301
コールローン等の純増（△）減 △3,267,835 845,166
債券貸借取引支払保証金の純増（△）減 19,358 △444,926
コールマネー等の純増減（△） △446,971 266,469
コマーシャル・ペーパーの純増減（△） △20,000 ―
債券貸借取引受入担保金の純増減（△） △1,354,758 980,959
外国為替（資産）の純増（△）減 △75,975 51,635
外国為替（負債）の純増減（△） △50,229 △99,831
短期社債（負債）の純増減（△） △535,229 △54,086
普通社債の発行・償還による純増減（△） 753,664 825,207
信託勘定借の純増減（△） △219,530 △15,412
資金運用による収入 2,482,364 2,922,168
資金調達による支出 △1,387,389 △1,803,557
役員賞与支払額 △70 ―
その他 △19,684 △1,603,353

小計 △3,053,924 123,352

法人税等の支払額（還付額） △51,009 47,362

営業活動によるキャッシュ・フロー △3,104,934 170,714

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
有価証券の取得による支出 △59,052,804 △83,933,854
有価証券の売却による収入 35,176,618 66,532,713
有価証券の償還による収入 27,231,259 16,585,885
金銭の信託の増加による支出 △56,289 △23,000
金銭の信託の減少による収入 56,401 39,869
有形固定資産の取得による支出 △77,699 △84,804
無形固定資産の取得による支出 △104,524 △128,392
有形固定資産の売却による収入 48,000 18,450
無形固定資産の売却による収入 1,050 10,216
連結範囲の変動を伴う子会社株式等の取得による支出 △800 △136,627
連結範囲の変動を伴う子会社株式の売却による収入 ― 838

投資活動によるキャッシュ・フロー 3,221,212 △1,118,704

（次ページへ続く）

（4）連結キャッシュ・フロー計算書 （単位：百万円）

（ ） （ ）
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科　目
平成18年度 平成19年度

平成18年4月 1 日から 平成19年4月 1 日から
平成19年3月31日まで 平成20年3月31日まで

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
劣後特約付借入による収入 64,600 129,859
劣後特約付借入金の返済による支出 △112,000 △83,000
劣後特約付社債の発行による収入 309,334 239,704
劣後特約付社債の償還による支出 △350,000 △142,589
少数株主からの払込みによる収入 415,734 288,196
少数株主への払戻しによる支出 ― △185,500
配当金支払額 △79,793 △101,115
少数株主への配当金支払額 △60,908 △80,277
自己株式の取得による支出 △604,331 △150,464
自己株式の売却による収入 83 98

財務活動によるキャッシュ・フロー △417,280 △85,087

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 2,103 △160

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 △298,898 △1,033,237

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 3,387,929 3,089,030

Ⅶ 連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額（△） △0 ―

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高 3,089,030 2,055,793

（前ページより続く） （単位：百万円）

（ ） （ ）
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○連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項（平成19年度）
1．連結の範囲に関する事項

（1）連結子会社 146社

主要な連結子会社名は、116～124ページの「グループの子

会社・関連会社」をご参照ください。

なお、瑞穂実業銀行（中国）有限公司他22社は、設立等により

当連結会計年度から連結しております。

また、ユーシーカード株式会社他9社は、株式の一部売却等に

より連結の範囲から除外しております。

（2）非連結子会社

該当ありません。

（追加情報）

財務諸表等規則第8条第7項の規定により出資者等の子会社に

該当しないものと推定された特別目的会社27社は、連結の範囲

から除外しております。当該会社の概要等は、「（開示対象特別目

的会社関係）」の注記に掲げております。

なお、「一定の特別目的会社に係る開示に関する適用指針」（企

業会計基準適用指針第15号平成19年3月29日）が平成19年4

月1日以後開始する連結会計年度から適用されることになったこ

とに伴い、当連結会計年度から同適用指針を適用しております。

2．持分法の適用に関する事項

（1）持分法適用の関連会社 21社

主要な会社名

株式会社千葉興業銀行

新光証券株式会社

なお、ユーシーカード株式会社他4社は、当連結会計年度から

持分法の対象に含めております。

また、日本抵当証券株式会社他2社は、株式の売却等により持

分法の対象から除いております。

（2）持分法非適用の非連結子会社及び関連会社

主要な会社名

Asian-American｠Merchant｠Bank｠Limited

持分法非適用の非連結子会社及び関連会社は、当期純損益（持

分に見合う額）、利益剰余金（持分に見合う額）及び繰延ヘッジ損

益（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結

財務諸表に重要な影響を与えないため、持分法の対象から除いて

おります。

3．連結子会社の事業年度等に関する事項

（1）連結子会社の決算日は次のとおりであります。

6月最終営業日の前日 24社

10月末日 1社

12月末日 58社

3月末日 63社

（2）6月最終営業日の前日及び10月末日を決算日とする連結子会社

については、12月末日現在で実施した仮決算に基づく財務諸表

により、またその他の連結子会社については、それぞれの決算日

の財務諸表により連結しております。

連結決算日と上記の決算日等との間に生じた重要な取引につ

いては、必要な調整を行っております。

4. 会計処理基準に関する事項

（1）特定取引資産・負債の評価基準及び収益・費用の計上基準

金利、通貨の価格、有価証券市場における相場その他の指標

に係る短期的な変動、市場間の格差等を利用して利益を得る等

の目的（以下「特定取引目的」という）の取引については、取引の

約定時点を基準とし、連結貸借対照表上「特定取引資産」及び

「特定取引負債」に計上するとともに、当該取引からの損益を連

結損益計算書上「特定取引収益」及び「特定取引費用」に計上し

ております。

特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭

債権等については連結決算日の時価により、スワップ・先物・オプ

ション取引等の派生商品については連結決算日において決済した

ものとみなした額により行っております。

また、特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、当連結会

計年度中の受払利息等に、有価証券、金銭債権等については前連

結会計年度末と当連結会計年度末における評価損益の増減額を、

派生商品については前連結会計年度末と当連結会計年度末にお

けるみなし決済からの損益相当額の増減額を加えております。

（2）有価証券の評価基準及び評価方法

（イ）有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平

均法による償却原価法（定額法）、持分法非適用の非連結子

会社株式及び持分法非適用の関連会社株式については移動

平均法による原価法、その他有価証券のうち時価のある国内

株式については当連結会計年度末前1ヵ月の市場価格の平均

等、それ以外については連結決算日の市場価格等に基づく時

価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、時価のな

いものについては移動平均法による原価法又は償却原価法

により行っております。

｠｠ なお、その他有価証券の評価差額については、時価ヘッジ

の適用により損益に反映させた額を除き、全部純資産直入法

により処理しております。

（追加情報）

従来、「時価のない有価証券」として取得原価で計上してい

たその他有価証券について、昨今の著しい市場環境の変化

により生じるその他有価証券評価差額の重要性及び市場価

格に準ずるものとして合理的に算定された価額（ブローカー

又は情報ベンダーから入手する価格等）の入手可能性が増し

たことから、会計基準の国際的な収斂に向けた動向等にも鑑

み、市場価格に準ずるものとして合理的に算定された価額が

得られたものは当該価額を以って評価しております。これに

より、買入金銭債権が152百万円増加し有価証券が49,948

百万円減少するとともに、繰延税金資産が13,549百万円増

加しその他有価証券評価差額金が36,246百万円減少して

おります。なお、時価評価を行わない有価証券のうち、有価

証券の私募（金融商品取引法第2条第3項）による社債等に

ついては貸倒引当金を計上しております。

（ロ）金銭の信託において信託財産を構成している有価証券の評

価は、上記（イ）と同じ方法によっております。

（3）デリバティブ取引の評価基準及び評価方法

デリバティブ取引（特定取引目的の取引を除く）の評価は、時価

法により行っております。

（4）減価償却の方法

①有形固定資産

有形固定資産の減価償却は、建物については主として定額

法、動産については主として定率法を採用しております。ま

た、主な耐用年数は次のとおりであります。

建　物：3年～50年

動　産：2年～20年

（会計方針の変更）

平成19年度税制改正に伴い、平成19年4月1日以後に取

得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく

償却方法により減価償却費を計上しております。この変更に

より、経常利益及び税金等調整前当期純利益は、従来の方法

によった場合に比べ2,211百万円減少しております。

（追加情報）

当連結会計年度より、平成19年3月31日以前に取得した

有形固定資産については、償却可能限度額に達した連結会計

年度の翌連結会計年度以後、残存簿価を5年間で均等償却し

ております。この変更により、経常利益及び税金等調整前当

期純利益は、従来の方法によった場合に比べ1,687百万円

減少しております。

②無形固定資産

無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しておりま

す。なお、自社利用のソフトウェアについては、各社で定める
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利用可能期間（主として5年）に基づいて償却しております。

（5）繰延資産の処理方法

①社債発行費

発生時に全額費用として処理しております。

②債券発行費用

債券発行費用は、発生時に全額費用として処理しておりま

す。なお、平成18年3月31日に終了する連結会計年度の連

結貸借対照表に計上した債券発行費用は、「繰延資産の会計

処理に関する当面の取扱い」（企業会計基準委員会実務対応

報告第19号平成18年8月11日）の経過措置に基づき従前

の会計処理を適用し、旧商法施行規則の適用する最長期間

内の一定期間で均等償却を行っております。

③社債発行差金

社債は償却原価法（定額法）に基づいて算定された価額を

もって連結貸借対照表価額としております。なお、平成18年

3月31日に終了する連結会計年度の連結貸借対照表に計上

した社債発行差金は、「繰延資産の会計処理に関する当面の

取扱い」（企業会計基準委員会実務対応報告第19号平成18

年8月11日）の経過措置に基づき従前の会計処理を適用し、

社債の償還期間にわたり均等償却を行うとともに、未償却残

高を社債から直接控除しております。

（6）貸倒引当金の計上基準

主要な国内連結子会社の貸倒引当金は、予め定めている償却・

引当基準に則り、次のとおり計上しております。

破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者

（以下、「破綻先」という）に係る債権及びそれと同等の状況にある

債務者（以下、「実質破綻先」という）に係る債権については、下記

直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証に

よる回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。ま

た、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性

が大きいと認められる債務者（以下、「破綻懸念先」という）に係る

債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証に

よる回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能

力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。

なお、破綻懸念先及び貸出条件緩和債権等を有する債務者で

与信額が一定額以上の大口債務者のうち、債権の元本の回収及

び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積もること

ができる債権については、当該キャッシュ・フローを貸出条件緩和

実施前の約定利子率等で割引いた金額と債権の帳簿価額との差

額を貸倒引当金とする方法（キャッシュ・フロー見積法）により引き

当てております。また、当該大口債務者のうち、将来キャッシュ・

フローを合理的に見積もることが困難な債務者に対する債権につ

いては、個別的に予想損失額を算定し、引き当てております。

上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実

績等から算出した予想損失率に基づき計上しております。なお、

特定海外債権については、対象国の政治経済情勢等に起因して

生ずる損失見込額を特定海外債権引当勘定として計上しており

ます。

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署

が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監査部署が査定

結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っ

ております。

なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等につ

いては、債権額から担保の評価額及び保証による回収が可能と認

められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直

接減額しており、その金額は515,809百万円であります。

上記債権には、有価証券の私募（金融商品取引法第2条第3項）

による社債等が含まれております。

その他の連結子会社の貸倒引当金は、一般債権については過

去の貸倒実績率等を勘案して必要と認めた額を、貸倒懸念債権等

特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見

込額をそれぞれ引き当てております。

（7）投資損失引当金の計上基準

投資に対する損失に備えるため、有価証券発行会社の財政状

態等を勘案して必要と認められる額を計上しております。

また、一部の国内銀行連結子会社における貸出代替目的のクレ

ジット投資のうち主に欧州拠点における投資からの撤退に伴い、

関連する証券化商品の評価損に対し、当該証券化商品を参照する

流動化スキームの対象となっているものを除き、投資損失引当金

を計上しております。なお、時価をもって貸借対照表価額とする

ため、有価証券と投資損失引当金45,939百万円を相殺表示し

ております。

（8）賞与引当金の計上基準

従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与

の支給見込額のうち、当連結会計年度に帰属する額を計上してお

ります。

（9）退職給付引当金（含む前払年金費用）の計上基準

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、必要な額を計上して

おります。また、数理計算上の差異は、各発生連結会計年度にお

ける従業員の平均残存勤務期間内の一定年数による定額法に基

づき按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から損益処理

しております。

（10）役員退職慰労引当金の計上基準

役員及び執行役員の退職により支給する退職慰労金に備えるた

め、内規に基づく支給見込額のうち、当連結会計年度末までに発

生していると認められる額を計上しております。

（11）貸出売却損失引当金の計上基準

（追加情報）

｠ ｠昨今の著しい市場環境の変化に鑑み、売却予定貸出金に対す

る損失について将来発生する可能性のある損失を見積もり、必要

と認められる額を計上しております。

（12）偶発損失引当金の計上基準

オフバランス取引や信託取引のうち他の引当金で引当対象とし

た事象以外の偶発事象に対し、将来発生する可能性のある損失を

個別に見積もり、必要と認められる額を計上しております。

（13）ポイント引当金の計上基準

主として「みずほマイレージクラブ」におけるマイレージポイン

トの将来の利用による負担に備えるため、将来利用される見込額

を合理的に見積もり、必要と認める額を計上しております。

（表示方法の変更）

｠ ｠従来、金額重要性を勘案し「その他負債」に含めて計上してお

りましたが、みずほマイレージクラブの会員増加に伴い金額的重

要性が増したため、当連結会計年度から区分掲記しております。

なお、前連結会計年度末の「その他負債」に含まれるポイント引当

金は3,773百万円であります。

（14）預金払戻損失引当金の計上基準

負債計上を中止した預金について、将来の払戻請求に応じて発

生する損失を見積もり、必要と認める額を計上しております。

（会計方針の変更）

｠ 「租税特別措置法上の準備金及び特別法上の引当金又は準備

金並びに役員退職慰労引当金等に関する監査上の取扱い」（日本

公認会計士協会監査・保証実務委員会報告第42号平成19年4月

13日）が平成19年4月1日以後開始する連結会計年度から適用

されることに伴い、当連結会計年度から同報告を適用しておりま

す。この変更により、従来の方法によった場合に比べ、経常利益

及び税金等調整前当期純利益は9,614百万円減少しております。

（15）特別法上の引当金の計上基準

特別法上の引当金は、金融商品取引責任準備金2,680百万円

であり、有価証券の売買その他の取引又はデリバティブ取引等に

関して生じた事故による損失の補填に充てるため、金融商品取引

法第46条の5第1項及び第48条の3第1項の規定に基づき計上

しております。

なお、従来、金融先物取引法第81条及び証券取引法第51条の
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規定に基づき、金融先物取引責任準備金及び証券取引責任準備

金を計上しておりましたが、平成19年9月30日に金融商品取引

法が施行されたことに伴い、当連結会計年度から金融商品取引責

任準備金として計上しております。

（表示方法の変更）

「銀行法施行規則」（昭和57年大蔵省令第10号）別紙様式が

「銀行法施行規則等の一部を改正する内閣府令」（内閣府令第60

号平成19年8月8日）により改正され、平成19年9月30日から

施行されることになったことに伴い、「特別利益」に計上しており

ました「金融先物取引責任準備金取崩額」及び「特別損失」に計上

しておりました「証券取引責任準備金繰入額」は、当連結会計年

度から「金融商品取引責任準備金繰入額」として「特別損失」に計

上しております。

（16）外貨建資産・負債の換算基準

国内銀行連結子会社及び国内信託銀行連結子会社の外貨建資

産・負債及び海外支店勘定は、取得時の為替相場による円換算額

を付す持分法非適用の非連結子会社株式及び持分法非適用の関

連会社株式を除き、主として連結決算日の為替相場による円換算

額を付しております。

上記以外の連結子会社の外貨建資産・負債については、それぞ

れの決算日等の為替相場により換算しております。

（17）リース取引の処理方法

当社及び国内連結子会社のリース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。

（18）重要なヘッジ会計の方法

（イ)金利リスク・ヘッジ

金融資産・負債から生じる金利リスクのヘッジ取引に対する

ヘッジ会計の方法として、繰延ヘッジ又は時価ヘッジ或いは

金利スワップの特例処理を適用しております。

国内銀行連結子会社及び国内信託銀行連結子会社におい

て、小口多数の金銭債権債務に対する包括ヘッジについて、

「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び

監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報

告第24号。以下「業種別監査委員会報告第24号」という）

を適用しております。

｠｠ ヘッジ有効性の評価は、小口多数の金銭債権債務に対する

包括ヘッジについて以下のとおり行っております。

（i）相場変動を相殺するヘッジについては、ヘッジ対象とな

る預金・貸出金等とヘッジ手段である金利スワップ取引等

を一定の期間毎にグルーピングのうえ特定し有効性を評

価しております。

（ii）キャッシュ・フローを固定するヘッジについては、ヘッジ対

象とヘッジ手段の金利変動要素の相関関係を検証し有効

性を評価しております。

個別ヘッジについてもヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動

またはキャッシュ・フロー変動を比較し、両者の変動額等を基

礎にして、ヘッジの有効性を評価しております。

また、当連結会計年度末の連結貸借対照表に計上している

繰延ヘッジ損益のうち、「銀行業における金融商品会計基準

適用に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認

会計士協会業種別監査委員会報告第15号）を適用して実施

しておりました多数の貸出金・預金等から生じる金利リスクを

デリバティブ取引を用いて総体で管理する従来の「マクロ

ヘッジ」に基づく繰延ヘッジ損益は、「マクロヘッジ」で指定し

たそれぞれのヘッジ手段等の残存期間・平均残存期間にわ

たって、資金調達費用又は資金運用収益等として期間配分し

ております。なお、当連結会計年度末における「マクロヘッジ」

に基づく繰延ヘッジ損失は154,316百万円（税効果額控除

前）、繰延ヘッジ利益は143,643百万円（同前）であります。

（ロ)為替変動リスク・ヘッジ

国内銀行連結子会社及び一部の国内信託銀行連結子会社

における外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに

対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における外貨建取引等

の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認

会計士協会業種別監査委員会報告第25号。以下「業種別監

査委員会報告第25号」という）に規定する繰延ヘッジによっ

ております。ヘッジ有効性の評価の方法については、外貨建

金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨

スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッ

ジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外

貨ポジション相当額が存在することを確認することによりヘッ

ジの有効性を評価しております。

また、外貨建子会社株式及び関連会社株式並びに外貨建

その他有価証券（債券以外）の為替変動リスクをヘッジする

ため、事前にヘッジ対象となる外貨建有価証券の銘柄を特定

し、当該外貨建有価証券について外貨ベースで取得原価以

上の直先負債が存在していること等を条件に包括ヘッジとし

て繰延ヘッジ及び時価ヘッジを適用しております。

（ハ)連結会社間取引等

デリバティブ取引のうち連結会社間及び特定取引勘定とそ

れ以外の勘定との間（又は内部部門間）の内部取引について

は、ヘッジ手段として指定している金利スワップ取引及び通貨

スワップ取引等に対して、業種別監査委員会報告第24号及

び同第25号に基づき、恣意性を排除し厳格なヘッジ運営が

可能と認められる対外カバー取引の基準に準拠した運営を

行っているため、当該金利スワップ取引及び通貨スワップ取

引等から生じる収益及び費用は消去せずに損益認識又は繰

延処理を行っております。

（19）消費税等の会計処理

当社及び国内連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理

は、主として税抜方式によっております。

5．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を

採用しております。

6．のれん及び負ののれんの償却に関する事項

みずほ証券株式会社に係るのれんについては、同社株式減損処理に

伴い、当連結会計年度において一括して償却しております。その他の

のれん及び負ののれんについては、金額的に重要性が乏しいため、発

生した連結会計年度に一括して償却しております。

7．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、連結貸借対照

表上の「現金預け金」のうち現金及び中央銀行への預け金であります。
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○注記事項（平成19年度）

連結貸借対照表関係

1. 有価証券には、非連結子会社及び関連会社の株式95,493百万円及

び出資金421百万円を含んでおります。

2. 無担保の消費貸借契約（債券貸借取引）により貸付けている有価証券

は、「特定取引資産」中の商品有価証券に合計4,794百万円含まれて

おります。

無担保の消費貸借契約（債券貸借取引）により借り入れている有価

証券及び現先取引並びに現金担保付債券貸借取引等により受け入れて

いる有価証券のうち、売却又は（再）担保という方法で自由に処分でき

る権利を有する有価証券で、（再）担保に差し入れている有価証券は

7,435,947百万円、再貸付に供している有価証券は24百万円、当連

結会計年度末に当該処分をせずに所有しているものは6,535,867百

万円であります。

3. 貸出金のうち、破綻先債権額は27,769百万円、延滞債権額は

434,330百万円であります。

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続

していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見

込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を

行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という）のうち、法

人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第1項第3号のイから

ホまでに掲げる事由又は同項第4号に規定する事由が生じている貸出

金であります。

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権

及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を

猶予した貸出金以外の貸出金であります。

4. 貸出金のうち、3カ月以上延滞債権額は8,492百万円であります。

なお、3カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払

日の翌日から3月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権

に該当しないものであります。

5. 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は695,144百万円であります。

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図るこ

とを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債

権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先

債権、延滞債権及び3カ月以上延滞債権に該当しないものであります。

6. 破綻先債権額、延滞債権額、3カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和

債権額の合計額は1,165,736百万円であります。

なお、上記3.から6.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額で

あります。

7. 手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上

及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第

24号）に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入

れた銀行引受手形、商業手形、荷付為替手形及び買入外国為替は、売

却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しております

が、その額面金額は826,360百万円であります。

8. 担保に供している資産は次のとおりであります。

担保に供している資産

特定取引資産 5,395,565百万円

有価証券 ｠12,510,007百万円

貸出金 ｠5,347,130百万円

その他資産 13,565百万円

有形固定資産 133百万円

担保資産に対応する債務

預金 921,280百万円

コールマネー及び売渡手形 ｠｠2,230,560百万円

売現先勘定 5,877,444百万円

債券貸借取引受入担保金 6,174,017百万円

借用金 2,975,997百万円

上記のほか、為替決済、デリバティブ等の取引の担保あるいは先物

取引証拠金等の代用として、現金預け金9,185百万円、特定取引資

産421,623百万円、有価証券2,529,793百万円、貸出金

604,444百万円を差し入れております。

非連結子会社及び関連会社の借入金等のための担保提供はありま

せん。

また、その他資産のうち保証金は122,807百万円、デリバティブ取

引差入担保金は1,172,978百万円、先物取引差入証拠金は20,782

百万円、その他の証拠金等は13,448百万円であります。

9. 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客から

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

（連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い）

「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取

扱い」（実務対応報告第18号平成18年5月17日）が平成20年3月31日

以前に開始する連結会計年度から早期適用できることになったことに伴

い、当連結会計年度から同実務対応報告を適用しております。これによる

損益に与える影響は軽微であります。

（金融商品に関する会計基準）｠

「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号）及び「金融商品

会計に関する実務指針」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第14

号）等における有価証券の範囲に関する規定が一部改正され（平成19年6

月15日付及び同7月4日付）、金融商品取引法の施行日以後に終了する事

業年度から適用されることになったことに伴い、当連結会計年度から改正

会計基準及び実務指針を適用しております。

（連結財務諸表における税効果会計に関する実務指針）｠

企業集団内の会社に投資（子会社株式等）を売却した場合の税効果会計

について、「連結財務諸表における税効果会計に関する実務指針」（日本公

認会計士協会会計制度委員会報告第6号平成19年3月29日）の第30－

2項を当連結会計年度から適用しております。なお、これによる連結貸借

対照表等に与える影響は軽微であります。

該当ありません。

表示方法の変更
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みずほフィナンシャルグループの業績と財務の状況

連結決算データファイル

前連結会計 当連結会計年度 当連結会計年度 当連結会計 摘要
年度末株式数 増加株式数 減少株式数 年度末株式数

（千株） （千株） （千株） （千株）

発行済株式

普通株式 11,872 ― 475 11,396 注1

第十一回第十一種優先株式 943 ― ― 943

第十三回第十三種優先株式 36 ― ― 36

合計 12,852 ― 475 12,376

自己株式

普通株式 265 215 476 4 注2

合計 265 215 476 4

連結株主資本等変動計算書関係

1. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関す

る事項

(注)1. 減少は自己株式（普通株式）の消却によるものであります。
2. 増加は自己株式（普通株式）の取得（215千株）及び端株の買取（0千株）によるものであり、
減少は自己株式（普通株式）の消却（475千株）及び端株の買増請求に応じたこと（0千株）
によるものであります。

2. 配当に関する事項

基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が

当連結会計年度の末日後となるもの

株式の種類 配当金の総額 １株当たりの 基準日 効力発生日
（決議） （百万円） 金額（円）

普通株式 83,081 7,000
平成19年
3月31日

第十一回第十一種
18,874 20,000

平成19年
優先株式 3月31日

第十三回第十三種
1,100 30,000

平成19年
優先株式 3月31日

平成19年
6月26日
定時株主総会

平成19年
6月26日

平成20年
6月26日
定時株主総会

普通株式 113,922

平成20年
6月26日

平成20年
3月31日

利益剰余金 10,000

第十一回
第十一種
優先株式

18,874
平成20年
3月31日

利益剰余金 20,000

第十三回
第十三種
優先株式

1,100
平成20年
3月31日

利益剰余金 30,000

（決議）
株式の種類 配当金の総額

（百万円）
効力発生日基準日配当の原資 １株当たり

の金額（円）

連結損益計算書関係

1. その他経常収益には、株式等売却益343,965百万円を含んでおり

ます。

2. その他の経常費用には、貸出金償却128,089百万円、株式等償却

102,621百万円、海外ABCPプログラム向けに一部の国内銀行連結

子会社が供与していた貸出金について証券化商品による代物弁済を

受けたことに伴う損失95,289百万円、貸出金売却損失引当金繰入額

50,895百万円、一部の国内銀行連結子会社における貸出金代替目

的のクレジット投資のうち主に欧州拠点における投資からの撤退に伴

う投資損失引当金繰入額45,939百万円を含んでおります。

3. 特別損失中の「証券子会社のれん償却」は、みずほ証券株式会社に係

るのれんについて、同社株式減損処理に伴い一括して償却したもので

あります。

の融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について

違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約

であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、55,431,471

百万円であります。このうち原契約期間が1年以内のもの（又は任意

の時期に無条件で取消可能なもの）が46,637,717百万円あります。

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであ

るため、融資未実行残高そのものが必ずしも将来のキャッシュ・フロー

に影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融

情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、実行申

し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができ

る旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じ

て不動産・有価証券等の担保の提供を受けるほか、契約後も定期的に

予め定めている内部手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じ

て契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。

10.土地の再評価に関する法律（平成10年3月31日公布法律第34号）に

基づき、国内銀行連結子会社の事業用の土地の再評価を行い、評価差

額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延

税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評

価差額金」として純資産の部に計上しております。

再評価を行った年月日 平成10年3月31日

同法律第3条第3項に定める再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年3月31日公布政

令第119号）第2条第4号に定める路線価に基づいて、奥行価格

補正等合理的な調整を行って算出したほか、第5号に定める鑑定

評価に基づいて算出。

同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当連結会計年

度末における時価の合計額と当該事業用土地の再評価後の帳簿価

額の合計額との差額 114,251百万円

11.有形固定資産の減価償却累計額 704,635百万円

12.有形固定資産の圧縮記帳額 40,229百万円

13.借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付

された劣後特約付借入金791,061百万円が含まれております。

14.社債には、劣後特約付社債2,135,234百万円が含まれております。

15.国内信託銀行連結子会社の受託する元本補てん契約のある信託の元

本金額は、金銭信託908,537百万円、貸付信託86,775百万円であ

ります。

16.「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第2条

第3項）による社債に対する保証債務の額は1,438,495百万円であ

ります。
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連結キャッシュ・フロー計算書関係

1. 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係

平成20年3月31日現在 （単位：百万円）

現金預け金勘定 3,483,802

中央銀行預け金を除く預け金 △1,428,009

現金及び現金同等物 2,055,793

2. （表示方法の変更）

従来、ポイント引当金の増加額（前連結会計年度3,143百万円）は

「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示してお

りましたが、金額の重要性を勘案し当連結会計年度から「ポイント引当

金の増加額」として区分掲記しております。

リース取引関係

1. リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

（1）借手側

●リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び年度末

残高相当額

取得価額相当額

動産 46,154百万円

その他 2,105百万円

合計 48,260百万円

減価償却累計額相当額

動産 ｠33,693百万円

その他 1,319百万円

合計 ｠35,013百万円

年度末残高相当額

動産 12,461百万円

その他 786百万円

合計 13,247百万円

●未経過リース料年度末残高相当額

1年内 8,397百万円

1年超 14,601百万円

合計 22,999百万円

●支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 8,854百万円

減価償却費相当額 7,516百万円

支払利息相当額 777百万円

●減価償却費相当額の算定方法

原則、リース期間を耐用年数とし、残存価額を10％として計算し

た減価償却費相当額に10／9を乗じた額を各連結会計年度の減価

償却費相当額とする定率法によっております。

●利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各連結会計年度への配分方法については、利息法によって

おります。

（2）貸手側

該当ありません。

2. オペレーティング・リース取引

（1）借手側

●未経過リース料

1年内 41,074百万円

1年超 134,702百万円

合計 175,776百万円

（2）貸手側

該当ありません。
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みずほフィナンシャルグループの業績と財務の状況

連結決算データファイル

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

繰越欠損金 1,323,244百万円

有価証券償却損金算入限度超過額 515,968百万円

貸倒引当金損金算入限度超過額 312,021百万円

有価証券等（退職給付信託拠出分） 190,596百万円

その他 351,470百万円

繰延税金資産小計 2,693,300百万円

評価性引当額 △1,501,783百万円

繰延税金資産合計 1,191,517百万円

繰延税金負債

前払年金費用 △206,397百万円

その他有価証券評価差額 △214,192百万円

その他 △174,361百万円

繰延税金負債合計 △594,951百万円

繰延税金資産の純額 596,566百万円

平成20年3月31日現在の繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表

の以下の項目に含まれております。

繰延税金資産 607,920百万円

繰延税金負債 △11,354百万円

上記の他、繰越欠損金に対応する繰延税金資産相当額1,079,359

百万円が存在しますが、これらは連結会社間取引に起因して発生した

ものであるため、原因別内訳の繰越欠損金額に含めておりません。

なお、当該繰延税金相当額は連結貸借対照表上、資産計上しておりま

せん。

2. 連結財務諸表提出会社の法定実効税率と税効果会計適用後の法人税

等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ

た主な項目別の内訳

法定実効税率 40.69％

（調整）

評価性引当額の増減 △15.90％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △4.01％

連結子会社との税率差異 7.28％

のれん償却額 2.31％

その他 0.64％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 31.01％

税効果会計関係

退職給付関係

1. 採用している退職給付制度の概要

（1）当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、企業年金

基金制度、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けておりま

す。また、当社及び一部の国内連結子会社は、退職一時金制度の

一部について確定拠出年金制度を採用しております。

（2）一部の国内連結子会社において退職給付信託を設定しております。

2. 退職給付債務に関する事項

金額（百万円）

退職給付債務（A） △1,171,273

年金資産（B） 1,295,219

未積立退職給付債務（C）＝（A）＋（B） 123,946

未認識数理計算上の差異（D） 405,558

連結貸借対照表計上額純額（E）＝（C）＋（D） 529,505

前払年金費用（F） 565,524

退職給付引当金（G）＝（E）－（F） △36,019

（注）1. 臨時に支払う割増退職金は含めておりません。
2. 一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

3. 退職給付費用に関する事項

金額（百万円）

勤務費用 22,003

利息費用 28,910

期待運用収益 △93,521

数理計算上の差異の費用処理額 23,355

その他（臨時に支払った割増退職金等） 6,559

退職給付費用 △12,692

退職給付信託返還益 ―

計 △12,692

（注）1. 企業年金基金に対する従業員拠出額は「勤務費用」より控除しております。
2. 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は「勤務費用」に含めて計上し
ております。

4. 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

（1）割引率 主に2.5％

（2）期待運用収益率 主に4.3％～6.86％

（3）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

（4）数理計算上の差異の処理年数

主として10年～12年（各発生連結会計年度における従業員

の平均残存勤務期間内の一定年数による定額法に基づき按

分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から損益処理す

ることとしております。）
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（追加情報）

当連結会計年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計

基準第11号　平成18年10月17日）及び「関連当事者の開示に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号　平成18年10月

17日）を早期適用しております。

この結果、従来の開示対象範囲に対し、重要な追加はありません。

1. 関連当事者との取引

関連当事者との取引について記載すべき重要なものはありません。

2. 親会社又は重要な関連会社に関する注記

（1）親会社情報

該当ありません。

（2）重要な関連会社の要約財務諸表

該当ありません。

関連当事者情報

1. 開示対象特別目的会社の概要及び当該特別目的会社を利用した取引

の概要

当社の連結子会社である株式会社みずほ銀行、株式会社みずほ

コーポレート銀行及びみずほ信託銀行株式会社は、顧客の金銭債権等

の流動化を支援する目的で、特別目的会社（ケイマン法人等の形態に

よっております。）27社に係る借入及びコマーシャル・ペーパーでの資

金調達に関し、貸出金、信用枠及び流動性枠を供与しております。

特別目的会社27社の直近の決算日における資産総額（単純合算）

は3,221,671百万円、負債総額（単純合算）は3,220,723百万円

であります。なお、いずれの特別目的会社についても、株式会社みず

ほ銀行、株式会社みずほコーポレート銀行及びみずほ信託銀行株式会

社は議決権のある株式等は有しておらず、役員や従業員の派遣もあり

ません。

2. 開示対象特別目的会社との取引金額等

開示対象特別目的会社関係

1株当たり純資産額 254,722円01銭

1株当たり当期純利益 25,370円25銭

潜在株式調整後1株当たり当期純利益 24,640円00銭

(注)1. 1株当たり純資産額の算定上の基礎は、次のとおりであります。
1株当たり純資産額

純資産の部の合計額 5,694,159百万円

純資産の部の合計額から控除する金額 2,792,451百万円

（うち優先株式払込金額） （980,430百万円）

（うち優先配当額） （19,975百万円）

（うち少数株主持分） （1,792,045百万円）

普通株式に係る期末の純資産額 2,901,708百万円

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式の数 11,391千株

2. 1株当たり当期純利益の算定上の基礎は、次のとおりであります。
1株当たり当期純利益

当期純利益 311,224百万円

普通株主に帰属しない金額 19,975百万円

（うち優先配当額） （19,975百万円）

（うち配当優先株式に係る消却差額） （―百万円）

普通株式に係る当期純利益 291,249百万円

普通株式の期中平均株式数 11,479千株

1株当たり情報

3. 潜在株式調整後1株当たり当期純利益の算定上の基礎は、次のとおりであります。
潜在株式調整後1株当たり当期純利益

当期純利益調整額 18,874百万円

（うち優先配当額） （18,874百万円）

普通株式増加数 1,106千株

（うち優先株式） （1,106千株）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後1株当たり
当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要

―

主な取引の当連結会計年度末残高 主な損益

（項目） （金額:百万円）

貸出金 2,186,649

信用枠及び流動性枠 1,002,696

（項目） （金額:百万円）

貸出金利息 27,002

役務取引等収益 2,950
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重要な後発事象

1．当社は、平成20年4月18日に、当社グループの海外特別目的子会社

が発行した優先出資証券の償還に関する取締役会決議を行いました。

償還される優先出資証券の概要は以下のとおりであります。

（1）発行体

①Mizuho｠Preferred｠Capital｠（Cayman）｠5｠Limited

②Mizuho｠Preferred｠Capital｠（Cayman）｠6｠Limited

③Mizuho｠Preferred｠Capital｠（Cayman）｠7｠Limited

④Mizuho｠Preferred｠Capital｠Company｠L.L.C.

⑤Mizuho｠JGB｠Investment｠L.L.C.

（2）発行証券の種類

配当非累積型永久優先出資証券

（3）償還総額

① 45,500百万円

②（ア） Series｠A 19,500百万円

（イ） Series｠B 2,500百万円

③ 51,000百万円

④ 1,000百万米ドル

⑤ 1,600百万米ドル

（4）償還予定日

平成20年6月30日

（5）償還理由

任意償還期日到来による

2. 当社連結子会社であるみずほ証券株式会社と持分法適用関連会社で

ある新光証券株式会社は、平成19年3月29日に締結した合併契約に

係る合併効力発生日を平成20年1月1日から平成20年5月7日へと

延期し、さらに平成21年の可能な限り早い時期を目処として再度延期

しておりました。

しかしながら、平成20年4月28日開催の両社取締役会において、

合併を行うことについての基本方針および基本事項を確認し、当該合

併契約を一旦解除するとともに、新たに合併効力発生日を平成21年

5月7日予定とする「合併基本合意書」を締結することを決議いたしま

した。

3. 当社は、平成20年5月15日の取締役会において、以下のとおり

1,500億円を上限とする自己の株式（普通株式）の取得枠を設定いた

しました。本件は、当社第十一回第十一種優先株式の取得請求期間が

平成20年7月1日に開始となることに伴い、当社の発行済普通株式数

が増加する可能性を勘案し、その潜在的な希薄化の影響を抑制する等

の観点から、前連結会計年度に引き続き実施するものであります。

取得の内容

①取得する株式の種類 当社普通株式

②取得する株式の総数 600,000株（上限）

③株式の取得価額の総額 1,500億円（上限）

④取得する期間 平成20年6月１0日から平成20年11月30日まで

⑤取得方法 市場取引等

4. 平成21年1月に「株式等の取引に係る決済の合理化を図るための社

債等の振替に関する法律等の一部を改正する法律」（平成16年法律

第88号。以下「決済合理化法」という。）の施行が予定されております。

これにより、株券電子化後の新しい「振替制度」のもとでは端株を取り

扱うことができなくなるため、「会社法の施行に伴う関係法律の整備等

に関する法律」（平成17年法律第87号。以下「整備法」という。）第

88条の規定に基づき、すべての株主及び端株主に対して端数等無償

割当てを行うことを平成20年6月26日の定時株主総会において決議

いたしました。その内容は以下のとおりであります。

①割り当てる株式及び端数の数の算出方法

普通株式、各種優先株式及び端株の数に応じて、新たな払込みな

しに1株につき999株及び1株に満たない株式の端数0.01につき

9.99株の割合で、それぞれ同一の種類の株式及び端数を割り当て

るものとします。

②端数等無償割当てが効力を生ずる日

決済合理化法の施行日の前日

また、本件と同時に単元株式制度を導入し、整備法第88条第5項に

基づき単元株式数を1,000株といたします。さらに、これに合わせて

投資単位を現在の10分の1に引き下げるため、平成20年5月15日

開催の取締役会において、会社法第195条に基づき、決済合理化法

の施行日の前日を効力発生日として、単元株式数を1,000株から

100株に減少させる旨の定款変更を決議いたしました。

当該端数等無償割当てが前期首に行われたと仮定した場合の前連

結会計年度における1株当たり情報及び当期首に行われたと仮定した

場合の当連結会計年度における1株当たり情報は、それぞれ以下のと

おりとなります。

前連結会計年度 当連結会計年度

1株当たり純資産額 336円93銭

1株当たり当期純利益 51円47銭

潜在株式調整後
1株当たり当期純利益 48円80銭

1株当たり純資産額 254円72銭

1株当たり当期純利益 25円37銭

潜在株式調整後
1株当たり当期純利益 24円64銭
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（5）セグメント情報

平成18年度

銀行業 証券業 その他の事業 計 消去又は全社 連　結

経常収益及び経常損益
経常収益
（1）外部顧客に対する経常収益 3,236,020 688,225 175,408 4,099,654 ― 4,099,654
（2）セグメント間の内部経常収益 33,728 77,954 125,328 237,011 （237,011） ―

計 3,269,748 766,180 300,736 4,336,666 （237,011） 4,099,654

経常費用 2,672,194 646,254 263,359 3,581,808 （230,323） 3,351,484

経常利益 597,554 119,925 37,377 754,857 （6,687） 748,170

資産、減価償却費、減損損失及び資本的支出
資産 129,910,635 22,232,798 1,272,374 153,415,808 （3,535,777） 149,880,031

減価償却費 115,394 9,037 7,796 132,228 ― 132,228

減損損失 4,070 ― 211 4,281 ― 4,281

資本的支出 158,439 13,459 11,045 182,944 ― 182,944
注) 1. 一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しています。
2. 各事業の主な内容
（1）銀行業･････････銀行業、信託業
（2）証券業･････････証券業
（3）その他の事業･･･投資顧問業等

3. 当社及び一部の国内連結子会社の役員退職慰労金は、従来、支給時の費用として処理していましたが、「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第4号平成17年11月29日）の公表等を機に
「租税特別措置法上の準備金及び特別法上の引当金又は準備金並びに役員退職慰労引当金等に関する監査上の取扱い」（日本公認会計士協会監査・保証実務委員会報告第42号平成19年4月13日）
が公表されたことを踏まえ、前連結会計年度より内規に基づく前連結会計年度末の支給見込額を役員退職慰労引当金として計上する方法に変更しました。この変更により、従来の方法によった場合
に比べ、銀行業について5,144百万円、証券業について506百万円、その他の事業について137百万円それぞれ経常費用が増加し、経常利益が同額減少しています。

1. 事業の種類別セグメント情報　 （単位：百万円）

平成19年度

銀行業 証券業 その他の事業 計 消去又は全社 連　結

経常収益及び経常損益
経常収益
（1）外部顧客に対する経常収益 3,950,412 428,488 144,609 4,523,510 ― 4,523,510
（2）セグメント間の内部経常収益 38,719 88,094 140,531 267,345 (267,345) ―

計 3,989,132 516,583 285,141 4,790,856 (267,345) 4,523,510

経常費用 3,215,067 917,178 255,372 4,387,618 (261,228) 4,126,390

経常利益（△は経常損失） 774,064 △400,595 29,768 403,237 (6,117) 397,120

資産、減価償却費、減損損失及び資本的支出
資産 136,224,235 22,359,454 1,070,089 159,653,779 (5,241,674) 154,412,105

減価償却費 118,034 10,938 3,747 132,721 ― 132,721

減損損失 2,591 4 102 2,698 ― 2,698

資本的支出 166,150 30,819 17,940 214,910 ― 214,910
注) 1. 一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しています。
2. 各事業の主な内容
（1）銀行業･････････銀行業、信託業
（2）証券業･････････証券業
（3）その他の事業･･･投資顧問業等

3. 平成19年度税制改正に伴い、平成19年4月1日以後に取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく償却方法により減価償却費を計上しています。この変更により、経常利益は従
来の方法によった場合に比べ、銀行業について1,749百万円、｠証券業について363百万円、その他の事業について97百万円それぞれ減少しています。
また、当連結会計年度より、平成19年3月31日以前に取得した有形固定資産については、償却可能限度額に達した連結会計年度の翌連結会計年度以後、残存簿価を5年間で均等償却しています。
この変更により、経常利益は従来の方法によった場合に比べ、銀行業について1,621百万円、証券業について30百万円、その他の事業について35百万円それぞれ減少しています。

（単位：百万円）
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■時価情報

（6）有価証券及び金銭の信託の時価等

○有価証券
連結貸借対照表の「有価証券」のほか、｢特定取引資産｣中の商品

有価証券、特定取引有価証券、譲渡性預け金及びコマーシャル・ペー

パー等、「現金預け金」中の譲渡性預け金、「買入金銭債権」の一部、

並びに「その他資産」の一部も含めて記載しています。

｢子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの｣については、

財務諸表における注記事項として記載しています。

平成18年度 平成19年度

連結貸借対照表計上額 前連結会計年度の損益に 連結貸借対照表計上額 当連結会計年度の損益に
含まれた評価差額 含まれた評価差額

売買目的有価証券 8,628,467 5,200 10,004,618 △10,143

（A）売買目的有価証券 （単位：百万円）

平成18年度 平成19年度

海外経常収益 1,276,830 1,222,354
連結経常収益 4,099,654 4,523,510
海外経常収益の連結経常収益に占める割合 31.1％ 27.0％
注）1. 一般企業の海外売上高に代えて、海外経常収益を記載しています。
2. 海外経常収益は、国内連結子会社の海外店取引、並びに海外連結子会社の取引に係る経常収益（ただし、連結会社間の内部経常収益を除く）で、こうした膨大な取引を相手先別に区分していないため、国
又は地域ごとのセグメント情報は記載していません。

3. 海外経常収益 （単位：百万円）

（単位：百万円）

平成19年度

日　本 米　州 欧　州 アジア・ 計 消去又は全社 連　結
オセアニア

経常収益及び経常損益
経常収益
（1）外部顧客に対する経常収益 3,301,156 642,019 368,397 211,937 4,523,510 ― 4,523,510
（2）セグメント間の内部経常収益 39,867 174,985 61,875 2,232 278,960 (278,960) ―

計 3,341,023 817,004 430,273 214,170 4,802,471 (278,960) 4,523,510

経常費用 2,659,266 783,432 784,035 167,553 4,394,287 (267,897) 4,126,390

経常利益（△は経常損失） 681,756 33,571 △353,761 46,616 408,183 (11,063) 397,120

資産 135,347,671 18,913,933 13,830,061 7,092,483 175,184,150 (20,772,044) 154,412,105
注) 1. 当社及び連結子会社について、地理的な近接度、経済活動の類似性、事業活動の相互関連性等を考慮して国内と国又は地域ごとに区分の上、一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常収益

及び経常利益を記載しています。
2.「米州」には、カナダ、アメリカ等が属しています。「欧州」には、イギリス等が属しています。「アジア・オセアニア」には、香港、シンガポール等が属しています。

2. 所在地別セグメント情報 （単位：百万円）

平成18年度

日　本 米　州 欧　州 アジア・ 計 消去又は全社 連　結
オセアニア

経常収益及び経常損益
経常収益
（1）外部顧客に対する経常収益 2,822,824 614,136 445,162 217,530 4,099,654 ― 4,099,654
（2）セグメント間の内部経常収益 33,941 166,460 51,229 4,495 256,126 （256,126） ―

計 2,856,765 780,597 496,392 222,026 4,355,781 （256,126） 4,099,654

経常費用 2,276,141 700,757 441,505 183,878 3,602,283 （250,798） 3,351,484

経常利益 580,623 79,840 54,886 38,148 753,498 （5,328） 748,170

資産 130,400,488 17,968,153 13,415,749 7,217,744 169,002,136 （19,122,104） 149,880,031
注) 1. 当社及び連結子会社について、地理的な近接度、経済活動の類似性、事業活動の相互関連性等を考慮して国内と国又は地域ごとに区分の上、一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常収益

及び経常利益を記載しています。
2.「米州」には、カナダ、アメリカ等が属しています。「欧州」には、イギリス等が属しています。「アジア・オセアニア」には、香港、シンガポール等が属しています。
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平成18年度

連結貸借対照表計上額 時価 差額 うち益 うち損

国債 969,020 967,192 △1,828 0 1,829
地方債 49,980 49,797 △183 ― 183
その他 318,445 312,394 △6,051 ― 6,051

合計 1,337,447 1,329,383 △8,063 0 8,064
注）1. 時価は、前連結会計年度末日における市場価格等に基づいています。
2.「うち益」「うち損」はそれぞれ「差額」の内訳です。

（B）満期保有目的の債券で時価のあるもの （単位：百万円）

平成19年度

連結貸借対照表計上額 時価 差額 うち益 うち損

国債 489,921 490,078 156 204 47
地方債 48,547 48,549 2 15 12
その他 240,344 245,143 4,799 4,799 ―

合計 778,813 783,771 4,958 5,018 60
注）1. 時価は、当連結会計年度末日における市場価格等に基づいています。
2.「うち益」「うち損」はそれぞれ「差額」の内訳です。

（単位：百万円）

平成18年度

取得原価 連結貸借対照表計上額 評価差額 うち益 うち損

株式　 3,317,061 6,010,844 2,693,783 2,741,841 48,058
債券　 15,554,634 15,397,175 △157,458 3,953 161,412
国債 14,673,319 14,521,005 △152,314 2,026 154,340
地方債 85,441 84,787 △654 499 1,154
短期社債 6,906 6,905 △0 ― 0
社債 788,966 784,477 △4,489 1,427 5,917

その他 9,417,961 9,322,758 △95,203 57,536 152,740

合計 28,289,657 30,730,779 2,441,121 2,803,332 362,210
注) 1. 評価差額のうち、時価ヘッジの適用により損益に反映させた額は、3,935百万円（利益）です。
2. 連結貸借対照表計上額は、国内株式については前連結会計年度末前１カ月の市場価格の平均等に基づいて算定された額により、また、それ以外については、前連結会計年度末日における市場価格等に
基づく時価により、それぞれ計上したものです。

3.「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳です。
4. その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価（原則として前連結会計年度末日の市場価格。以下同じ）が取得原価（償却原価を含む。以下同じ）に比べて著しく下落しており、時価が取
得原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって連結貸借対照表価額とするとともに、評価差額を前連結会計年度の損失として処理（以下「減損処理」という）して
います。
平成18年度における減損処理額は、3,247百万円です。
また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準を定めており、その概要は、原則として以下のとおりです。
・時価が取得原価の50％以下の銘柄
・時価が取得原価の50％超70％以下かつ市場価格が一定水準以下で推移している銘柄

（C）その他有価証券で時価のあるもの （単位：百万円）

平成19年度

取得原価 連結貸借対照表計上額 評価差額 うち益 うち損

株式　 3,149,964 4,126,691 976,727 1,188,056 211,328
債券　 17,557,001 17,458,889 △98,111 21,603 119,715
国債 16,321,913 16,222,574 △99,339 15,813 115,152
地方債 67,439 68,198 759 966 206
短期社債 5,997 5,997 △0 ― 0
社債 1,161,650 1,162,118 468 4,823 4,355
その他 11,192,025 10,991,290 △200,735 76,926 277,661
外国債券 7,524,572 7,459,314 △65,258 48,747 114,006
買入金銭債権 2,427,346 2,427,498 152 8,910 8,757
その他 1,240,107 1,104,476 △135,630 19,268 154,898

合計 31,898,991 32,576,871 677,880 1,286,586 608,706
注) 1. 評価差額のうち、時価ヘッジの適用により損益に反映させた額は、37,202百万円（利益）です。
2. 連結貸借対照表計上額は、国内株式については当連結会計年度末前1カ月の市場価格の平均等に基づいて算定された額により、また、それ以外については、当連結会計年度末日における市場価格等
に基づく時価により、それぞれ計上したものです。
なお、従来、「時価のない有価証券」として取得原価で計上していたその他有価証券について、昨今の著しい市場環境の変化により生じるその他有価証券評価差額の重要性及び市場価格に準ずるもの
として合理的に算定された価額（ブローカー又は情報ベンダーから入手する価格等）の入手可能性が増したことから、会計基準の国際的な収斂に向けた動向等にも鑑み、市場価格に準ずるものとして
合理的に算定された価額が得られたものは当該価額を以って評価しており、「社債」（取得原価395,581百万円、連結貸借対照表計上額394,937百万円）、「外国債券」（取得原価760,726百万円、
連結貸借対照表計上額711,421百万円）「買入金銭債権」（取得原価2,427,346百万円、連結貸借対照表計上額2,427,498百万円）に含まれています。｠

3.「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳です。
4. その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価（原則として当連結会計年度末日の市場価格。以下同じ）が取得原価（償却原価を含む。以下同じ）に比べて著しく下落しており、時価が
取得原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって連結貸借対照表価額とするとともに、評価差額を当連結会計年度の損失として処理（以下「減損処理」という）し
ています。
当連結会計年度における減損処理額は、79,482百万円です。
また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準を定めており、その概要は、原則として以下のとおりです。
・時価が取得原価の50％以下の銘柄
・時価が取得原価の50％超70％以下かつ市場価格が一定水準以下で推移している銘柄

（単位：百万円）
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平成18年度 平成19年度

1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超 1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超

債券　 6,648,544 7,704,173 2,501,038 1,801,778 8,962,093 7,134,763 1,905,074 1,907,946
国債 6,244,060 5,782,659 2,050,467 1,412,838 8,485,205 5,518,927 1,234,163 1,474,199
地方債 4,078 89,878 36,960 8,290 47,049 37,362 27,849 7,801
短期社債 6,905 ― ― ― 5,997 ― ― ―
社債 393,499 1,831,635 413,610 380,649 423,841 1,578,473 643,060 425,944

その他 1,180,743 4,208,060 2,911,237 3,838,161 1,213,128 4,733,116 1,877,175 2,849,376

合計 7,829,288 11,912,234 5,412,275 5,639,940 10,175,222 11,867,879 3,782,249 4,757,322

（H）その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の償還予定額 （単位：百万円）

（G）保有目的を変更した有価証券　
平成18年度、平成19年度とも、該当ありません。

平成18年度

その他有価証券　
信託受益権 2,161,377
非公募債券 2,231,551
非上場外国証券 1,264,857
その他 475,292

（F）時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 （単位：百万円）

平成19年度

その他有価証券　
非公募債券 1,912,519
非上場株式 427,849
非上場外国証券 554,581
その他 262,756

（単位：百万円）

平成18年度 平成19年度

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

その他有価証券 34,125,456 311,223 48,873 67,364,166 584,138 140,224

（E）当該連結会計年度中に売却したその他有価証券 （単位：百万円）

（D）当該連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券　
平成18年度、平成19年度とも、該当ありません。
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○その他有価証券評価差額金

（L）その他有価証券評価差額金

連結貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の

内訳は、次のとおりです。

評価差額 2,437,367 640,580
その他有価証券 2,437,367 640,587
その他の金銭の信託 ― △6

（＋）繰延税金資産 343 ―

（△）繰延税金負債 836,571 206,580

その他有価証券評価差額金（持分相当額調整前） 1,601,139 433,999

（△）少数株主持分相当額 56,618 35,089

（＋）持分法適用会社が所有するその他有価証券に係る
（＋）評価差額金のうち親会社持分相当額

6,107 2,465

その他有価証券評価差額金 1,550,628 401,375
注) 1. 時価ヘッジの適用により損益に反映させた額（平成18年度3,935百万円（利益）、平成19年度37,202百万円（利益））は、その他有価証券の評価差額より控除しています。
2. 時価がない外貨建その他有価証券に係る為替換算差額については、「評価差額」の内訳「その他有価証券」に含めて記載しています。

（単位：百万円）

平成18年度 平成19年度

平成18年度

取得原価 連結貸借対照表計上額 評価差額 うち益 うち損

その他の金銭の信託 686 686 ― ― ―
注）1. 連結貸借対照表計上額は、前連結会計年度末日における市場価格等に基づく時価により計上したものです。
2.「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳です。

（K）その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外） （単位：百万円）

平成19年度

取得原価 連結貸借対照表計上額 評価差額 うち益 うち損

その他の金銭の信託 1,507 1,500 △6 ― 6
注）1. 連結貸借対照表計上額は、当連結会計年度末日における市場価格等に基づく時価により計上したものです。
2.「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳です。

（単位：百万円）

○金銭の信託

（J）満期保有目的の金銭の信託　
平成18年度、平成19年度とも、該当ありません。

平成18年度 平成19年度

連結貸借対照表計上額 前連結会計年度の損益に 連結貸借対照表計上額 当連結会計年度の損益に
含まれた評価差額 含まれた評価差額

運用目的の金銭の信託 48,872 12 31,326 ―

（I）運用目的の金銭の信託 （単位：百万円）
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連結決算データファイル

（7）デリバティブ取引の状況に関する事項（平成19年度）

取引の内容

当社グループは、主に以下のデリバティブ（金融派生商品）取引を

行っております。

A. 金利関連取引： 金利スワップ、金利先渡取引（FRA）、金利先物、

金利先物オプション、金利オプション

B. 通貨関連取引： 通貨先物、通貨先物オプション、通貨オプション、

通貨スワップ、先物為替予約取引

C. 株式関連取引： 株式指数先物、株式指数先物オプション、株式店

頭オプション

D. 債券関連取引： 債券先物、債券先物オプション、債券店頭オプ

ション

E. そ の　他： クレジットデリバティブ、コモディティーデリバ

ティブ、ウェザーデリバティブ等

利用目的

当社グループは、「お客さまの多様なニーズへの対応」、「当社グ

ループが保有する資産・負債に係わるリスクコントロール（ALM：

Asset and Liability Management）」及び「トレーディング業

務」にデリバティブ取引を利用しております。

なお、「保有する資産・負債に係わるリスクコントロール（ALM）」

としては、主として貸出金・預金等の多数の金銭債権・債務に係る

金利リスクをリスク管理方針に従い、当該リスクが共通する単位ご

とにグルーピングした上で管理する「包括ヘッジ」を実施しており、

金利スワップ取引等を、（キャッシュ・フロー・ヘッジ又はフェア・バ

リュー・ヘッジの）ヘッジ手段として利用しております。当該取引の

太宗はヘッジ会計を適用し、繰延ヘッジによる会計処理を行ってお

ります。また、当該取引に関するヘッジの有効性評価は、回帰分析

等によりヘッジ対象の相場変動リスク又はキャッシュ・フロー変動

リスクがヘッジ手段により高い程度で相殺されることを定期的に

検証することにより行っております。

取引に対する取組方針

当社グループは、デリバティブ取引の利用目的に応じて以下の取

組方針のもと行っております。

Ａ.「お客さまの多様なニーズへの対応」

グループ共通の金融商品勧誘方針に基づき、お客さまの知識

や経験、財産の状況および取引の目的に照らし、適切な金融商

品をお勧めしています。販売に際しては、商品内容やリスク内

容など重要な事項を十分にご理解していただきお客さまご自身

の判断でお取引いただけるよう、適切な説明に努めています。

Ｂ.「当社グループが保有する資産・負債に係わるリスクコントロール

（ALM）」

定期的に、「ALM・マーケットリスク委員会」を開催し、リスク

を適切にコントロールしながら安定的な収益の計上を目的に

取引方針を定めております。

Ｃ.「トレーディング業務」

適正なリスク限度及び、厳格な管理の下で、収益極大化を図

るべく取引を行っております。

取引に係るリスクの内容

デリバティブ取引の主なリスクは以下のとおりであります。

A. 信用リスク： 取引の相手方が倒産等により契約を履行できな

くなり損失を被るリスク。

B. 市場リスク： 金利、有価証券等の価格、為替等の様々な市場の

変動により、デリバティブの価値が変動し損失を被

るリスク。

C. 市場流動性リスク: 市場の混乱等により市場において取引ができ

なかったり、通常よりも著しく不利な価格での

取引を余儀なくされることにより損失を被るリ

スク。

D. その他のリスク： 当社や銀行子会社等の格付が引下げられた場

合に追加担保の提供によりコストが発生するリ

スク。

取引に係るリスク管理体制

A. 信用リスク管理体制

信用リスクに関する重要事項は「信用リスク管理の基本方針」に

則り、取締役会が決定しております。また、信用リスク管理に関する

経営政策委員会として「ポートフォリオマネジメント委員会」を設置

し、当社グループのクレジットポートフォリオ運営について総合的に

審議、調整を行っております。リスク管理グループ長が所管する総合

リスク管理部と与信企画部は共同して、信用リスク管理に関する基

本的な事項の企画立案、推進を行っております。デリバティブ取引に

ついてもその他の与信と同一の信用リスク管理を行っております。

B. 市場リスク管理体制

「市場リスク管理の基本方針」を取締役会で定め、市場リスクの

モニタリング・報告と分析・提言、諸リミットの設定等を担い、市場リ

スク管理に関する企画立案・推進を行う専門部署として総合リスク

管理部を設置しております。

当社グループは、金利リスク等の総合管理（ＡＬＭ）を含めた市場

リスクについての盤石な管理体制を構築し、リスクを総合的に把

握・管理し、リスクを適切にコントロールしながら安定的な収益を確

保できる運営を行っております。

市場リスク管理等について総合的に審議・調整を行う経営政策委

員会として「ＡＬＭ・マーケットリスク委員会」を設置し、同委員会に

おいて、ＡＬＭに係る基本方針・資金運用調達に関する事項・リスク

計画・市場リスク管理に関する事項の審議・調整や、マーケットの急

変等緊急時における対応策の提言等を行っております。

報告体制については、傘下子会社より総合リスク管理部に必要

なデータの供給を受け、またリスクの状況等及びリミット等の遵守

状況等について定期的及び必要に応じて都度報告を受けており、

これら報告等に基づいて市場リスク管理の状況の把握等を行い、

市場リスクの状況、リミットの遵守状況等について、日次で社長に、

また、定期的及び必要に応じて都度、取締役会及び経営会議等に報

告しております。
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（8）デリバティブ取引の時価等

平成19年度

契約額等 うち1年超 時価 評価損益

金利先物 売建 40,089,136 9,700,733 △458,095 △458,095
買建 34,836,900 8,364,065 435,577 435,577

金利オプション 売建 32,958,088 662,205 △18,904 △6,003
買建 41,812,738 1,459,112 22,370 6,126

金利先渡契約 売建 31,566,475 463,203 2,708 2,708
買建 29,522,601 553,642 △2,332 △2,332

金利スワップ 受取固定・支払変動 528,045,937 355,617,343 6,214,617 6,214,617
受取変動・支払固定 531,247,787 348,293,281 △5,867,479 △5,867,479
受取変動・支払変動 31,332,858 21,095,417 △11,459 △11,459
受取固定・支払固定 864,889 638,051 436 436

金利オプション 売建 36,347,067 17,800,270 △27,942,854 △27,942,854
買建 36,149,611 17,526,834 27,946,346 27,946,346

合計 ／ ／ ／ 317,587
注）1. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しています。なお、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別

監査委員会報告第24号）等に基づきヘッジ会計を適用しているデリバティブ取引は、上記記載から除いています。
2. 時価の算定：取引所取引については、東京金融取引所等における最終の価格によっています。店頭取引については、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算定しています。

（単位：百万円）

取
引
所

店
頭

平成18年度

契約額等 うち1年超 時価 評価損益

金利先物 売建 41,594,787 12,154,102 4,000 4,000
買建 35,055,345 8,103,374 △4,897 △4,897

金利オプション 売建 65,776,981 3,095,374 △20,194 3,456
買建 75,845,945 7,207,495 16,915 2,014

金利先渡契約 売建 14,159,665 201,828 △1,800 △1,800
買建 11,447,054 251,828 2,007 2,007

金利スワップ 受取固定・支払変動 496,543,289 323,972,575 △169,559 △169,559
受取変動・支払固定 502,046,228 319,514,883 △19,342 △19,342
受取変動・支払変動 30,005,692 19,963,526 6,150 6,150
受取固定・支払固定 193,518 180,375 3,016 3,016

金利オプション 売建 34,304,976 16,619,950 △122,153 △122,153
買建 25,907,713 14,295,512 126,719 126,719

合計 ／ ／ ／ △170,387
注）1. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しています。なお、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別

監査委員会報告第24号）等に基づきヘッジ会計を適用しているデリバティブ取引は、上記記載から除いています。
2. 時価の算定：取引所取引については、東京金融先物取引所等における最終の価格によっています。店頭取引については、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算定しています。

（A）金利関連取引 （単位：百万円）

取
引
所

店
頭

平成18年度 平成19年度

契約額等 うち1年超 時価 評価損益 契約額等 うち1年超 時価 評価損益

通貨先物 売建 20,669 ― △3 △3 34,737 ― △2 △2

買建 25,809 ― 6 6 35,365 ― 2 2

通貨スワップ 18,470,599 12,926,748 67,792 379,483 21,465,777 16,301,664 △165,695 209,037
為替予約 売建 30,792,179 1,506,140 △299,672 △299,672 23,317,703 162,928 1,139,294 1,139,294

買建 23,736,388 963,144 180,585 180,585 17,546,250 2,642,584 △999,982 △999,982
通貨オプション 売建 13,001,144 7,570,275 △1,267,892 △351,281 12,097,577 7,102,086 △1,213,748 △337,961

買建 15,283,200 9,759,149 1,120,801 354,733 13,072,365 8,005,802 1,468,598 748,091
合計 ／ ／ ／ 263,850 ／ ／ ／ 758,480

注）1. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しています。なお、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種
別監査委員会報告第25号）等に基づきヘッジ会計を適用している通貨スワップ取引等及び外貨建金銭債権債務等に付されたもので当該外貨建金銭債権債務等の連結貸借対照表表示に反映されてい
るもの、又は当該外貨建金銭債権債務等が連結手続上消去されたものについては、上記記載から除いています。

2. 時価の算定：取引所取引については、東京金融取引所等における最終の価格によっています。店頭取引については、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算定しています。

（B）通貨関連取引 （単位：百万円）

取
引
所

店
頭
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みずほフィナンシャルグループの業績と財務の状況

連結決算データファイル

平成18年度 平成19年度

契約額等 うち1年超 時価 評価損益 契約額等 うち1年超 時価 評価損益

クレジット 売建 5,470,755 5,327,411 38,221 38,221 12,933,582 12,672,764 △387,287 △387,287
デリバティブ 買建 7,247,444 7,095,001 △46,936 △46,936 14,896,086 14,653,797 329,068 329,068

合計 ／ ／ ／ △8,714 ／ ／ ／ △58,218
注）1. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しています。なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いています。
2. 時価の算定：割引現在価値や取引対象物の価格、契約期間、その他当該取引に係る契約を構成する要素に基づき算定しています。
3. ｢売建｣は信用リスクの引受取引、｢買建｣は信用リスクの引渡取引です。

（F）クレジットデリバティブ取引 （単位：百万円）

店
頭

平成18年度 平成19年度

契約額等 うち1年超 時価 評価損益 契約額等 うち1年超 時価 評価損益

債券先物 売建 458,455 ― 1,471 1,471 1,666,812 ― △5,239 △5,239

買建 891,068 ― △1,263 △1,263 1,519,789 ― 5,636 5,636

債券先物 売建 445,036 765 △180 48 35,249 ― △106 20
オプション 買建 136,864 ― 156 △38 61,837 ― 224 △19

債券店頭 売建 318,435 12,000 △708 △70 331,990 ― △586 209
オプション 買建 299,427 14,711 823 253 341,449 5,990 350 △397

合計 ／ ／ ／ 400 ／ ／ ／ 210
注）1. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しています。なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いています。
2. 時価の算定：取引所取引については、東京証券取引所等における最終の価格によっています。店頭取引については、オプション価格計算モデル等により算定しています。

（D）債券関連取引 （単位：百万円）

取
引
所

店
頭

平成18年度 平成19年度

契約額等 うち1年超 時価 評価損益 契約額等 うち1年超 時価 評価損益

株式指数先物 売建 317,565 ― △3,488 △3,488 406,910 ― △238 △238

買建 24,975 ― △10 △10 25,112 ― 180 180

株式指数先物 売建 47,715 ― △559 220 104,667 ― △1,147 303
オプション 買建 45,025 1,190 540 △350 214,655 ― 1,611 △835

有価証券店頭 売建 997,948 398,456 △100,747 △55,733 1,118,389 516,414 △141,432 △65,421
オプション 買建 971,469 371,788 100,144 62,461 886,851 442,317 78,042 30,789

その他 売建 4,300 4,300 △849 △849 28,500 28,500 △4,602 △4,602

買建 101,370 100,878 1,791 1,791 362,581 354,426 46,977 46,977

合計 ／ ／ ／ 4,041 ／ ／ ／ 7,153
注）1. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しています。なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いています。
2. 時価の算定：取引所取引については、東京証券取引所等における最終の価格によっています。店頭取引については、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算定しています。

（C）株式関連取引 （単位：百万円）

取
引
所

店
頭

平成18年度 平成19年度

契約額等 うち1年超 時価 評価損益 契約額等 うち1年超 時価 評価損益

商品先物 売建 17,008 1,919 27 27 13,605 2,131 △1,435 △1,435

買建 18,271 1,633 114 114 15,369 2,962 1,581 1,581

商品先物 売建 45,531 ― △96 △96 ― ― ― ―
オプション 買建 4,007 ― 112 112 ― ― ― ―

商品オプション 売建 544,304 397,233 △129,352 △129,352 545,476 387,170 △173,221 △173,221

買建 546,535 393,256 145,473 145,473 520,642 358,760 200,880 200,880

合計 ／ ／ ／ 16,278 ／ ／ ／ 27,804
注）1. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しています。なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いています。
2. 時価の算定：取引所取引については、ニューヨーク商業取引所等における最終の価格によっています。店頭取引については、取引対象物の価格、契約期間、その他当該取引に係る契約を構成する要素
に基づき算定しています。

3. 商品はオイル、銅、アルミニウム等に係るものです。

（E）商品関連取引 （単位：百万円）

取
引
所

店
頭
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平成18年度 平成19年度

国内 海外 相殺消去額（△） 合計 国内 海外 相殺消去額（△） 合計

資金運用収支 9,102 1,808 7 10,902 8,501 2,161 27 10,636
資金運用収益　 14,606 12,622 1,603 25,626 16,973 13,844 2,170 28,647
資金調達費用 5,504 10,814 1,595 14,723 8,471 11,683 2,143 18,011

信託報酬 669 0 ― 669 643 0 ― 643

役務取引等収支 4,950 603 42 5,511 4,346 574 △24 4,945
役務取引等収益　 5,845 1,023 280 6,588 5,288 892 213 5,967
役務取引等費用 895 419 237 1,077 942 318 237 1,022

特定取引収支 2,426 188 ― 2,615 4,010 △3,448 ― 561
特定取引収益　 2,428 369 140 2,658 4,010 ― 1,519 2,490
特定取引費用 1 181 140 42 ― 3,448 1,519 1,929

その他業務収支 1,264 212 1 1,475 △207 34 3 △177
その他業務収益　 2,347 364 2 2,709 2,648 527 231 2,943
その他業務費用 1,082 152 0 1,234 2,856 492 227 3,120

連結業務粗利益 18,413 2,813 52 21,174 17,294 △678 6 16,609

連結業務粗利益率 1.79％ 1.10％ ― 1.72％ 1.67％ △0.25％ ― 1.33％
注）1.「国内」とは、当社及び国内に本店を有する連結子会社（海外店を除く。以下｢国内連結子会社｣という。）です。「海外」とは、国内連結子会社の海外店及び海外に本店を有する連結子会社（以下｢海外連

結子会社｣という。）です。
2.「相殺消去額」には、内部取引金額等を記載しています。
3. 資金調達費用は金銭の信託運用見合費用を控除しています。
4. 連結業務粗利益率＝（連結業務粗利益／資金運用勘定平均残高）×100

（10）国内・海外別収支（連結業務粗利益）の内訳 （単位：億円）

■損益

■オフバランス取引状況

平成18年度 平成19年度

契約金額･想定元本額 信用リスク相当額 契約金額･想定元本額 信用リスク相当額

金利スワップ 9,730,893 91,633 10,380,162 144,471
通貨スワップ 173,331 10,636 210,241 13,471
先物外国為替取引 540,440 11,349 400,782 16,234
金利オプション（買） 409,971 2,491 608,819 4,023
通貨オプション（買） 232,719 19,745 205,263 22,297
その他の金融派生商品 389,075 9,415 886,500 29,129
一括清算ネッティング契約による信用リスク相当額削減効果 ／ △92,120 ／ △152,118

合計 11,476,432 53,151 12,691,769 77,509
注）上記計数は、連結自己資本比率（第一基準）に基づくものであり、連結ベースの計数となっています。

（9）金融派生商品及び先物外国為替取引 （単位：億円）

平成18年度 平成19年度

契約額等 うち1年超 時価 評価損益 契約額等 うち1年超 時価 評価損益

ウェザー 売建 81 ― △1 △1 146 ― △1 △1
デリバティブ

買建 68 ― 9 9 124 ― 16 16

合計 ／ ／ ／ 8 ／ ／ ／ 15
注）1. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しています。
2. 時価の算定：取引対象の気象状況、契約期間、その他当該取引に係る契約を構成する要素に基づき算定しています。
3. 取引は気温、降雨量等に係るものです。

（G）ウェザーデリバティブ取引 （単位：百万円）

店
頭
（オプション系）
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みずほフィナンシャルグループの業績と財務の状況

連結決算データファイル

平成18年度 平成19年度

国内 海外 相殺消去額（△） 合計 国内 海外 相殺消去額（△） 合計

資金運用勘定 平均残高 1,028,428 253,788 51,756 1,230,460 1,030,685 268,267 57,225 1,241,727
利息 14,606 12,622 1,603 25,626 16,973 13,844 2,170 28,647
利回り 1.42 4.97 ／ 2.08 1.64 5.16 ／ 2.30

うち貸出金 平均残高 568,320 105,442 23,949 649,812 562,829 119,152 26,203 655,778
利息 8,716 5,318 1,013 13,021 10,006 6,101 1,033 15,074
利回り 1.53 5.04 ／ 2.00 1.77 5.12 ／ 2.29

うち有価証券 平均残高 334,265 28,325 7,952 354,638 337,886 27,791 8,629 357,048
利息 4,769 1,313 154 5,928 5,504 1,421 207 6,717
利回り 1.42 4.63 ／ 1.67 1.62 5.11 ／ 1.88

うちコールローン 平均残高 2,521 3,301 ― 5,822 1,583 1,765 23 3,326
及び買入手形 利息 25 170 0 195 25 102 0 128

利回り 1.00 5.16 ／ 3.36 1.62 5.81 ／ 3.86

うち買現先勘定 平均残高 2,696 95,245 15,273 82,668 4,462 101,098 17,590 87,969
利息 6 5,096 399 4,703 22 5,046 464 4,603
利回り 0.22 5.35 ／ 5.68 0.50 4.99 ／ 5.23

うち債券貸借取引 平均残高 78,405 0 1 78,403 77,414 ― 10 77,404
支払保証金 利息 228 ― 0 228 464 ― 0 464

利回り 0.29 ― ／ 0.29 0.60 ― ／ 0.60

うち預け金 平均残高 10,889 10,165 1,323 19,732 13,020 11,704 2,742 21,982
利息 328 460 23 765 303 508 74 737
利回り 3.01 4.52 ／ 3.87 2.33 4.34 ／ 3.35

資金調達勘定 平均残高 1,039,421 228,592 45,923 1,222,089 1,046,021 249,022 50,137 1,244,906
利息 5,504 10,814 1,595 14,723 8,471 11,683 2,143 18,011
利回り 0.52 4.73 ／ 1.20 0.80 4.69 ／ 1.44

うち預金 平均残高 647,646 75,987 1,399 722,234 652,343 85,143 3,185 734,301
利息 2,041 2,766 36 4,770 2,814 3,081 79 5,816
利回り 0.31 3.64 ／ 0.66 0.43 3.61 ／ 0.79

うち譲渡性預金 平均残高 87,392 15,788 ― 103,180 87,010 13,688 ― 100,698
利息 244 830 ― 1,075 560 718 ― 1,279
利回り 0.28 5.26 ／ 1.04 0.64 5.25 ／ 1.27

うち債券 平均残高 56,401 ― ― 56,401 39,669 ― ― 39,669
利息 340 ― ― 340 237 ― ― 237
利回り 0.60 ― ／ 0.60 0.59 ― ／ 0.59

うちコールマネー 平均残高 65,891 2,595 2 68,484 60,497 3,243 2 63,738
及び売渡手形 利息 178 141 0 319 386 193 0 580

利回り 0.27 5.44 ／ 0.46 0.63 5.96 ／ 0.91

うち売現先勘定 平均残高 22,657 115,099 15,240 122,516 22,813 125,898 17,557 131,154
利息 407 6,088 400 6,096 550 6,027 510 6,068
利回り 1.80 5.28 ／ 4.97 2.41 4.78 ／ 4.62

うち債券貸借取引 平均残高 61,799 ― 27 61,771 67,973 ― 21 67,951
受入担保金 利息 290 ― 0 290 706 ― 0 705

利回り 0.47 ― ／ 0.47 1.03 ― ／ 1.03

うちコマーシャル・平均残高 366 ― ― 366 200 ― ― 200
ペーパー 利息 0 ― ― 0 0 ― ― 0

利回り 0.14 ― ／ 0.14 0.39 ― ／ 0.39

うち借用金 平均残高 63,595 1,611 25,808 39,399 72,777 3,958 27,030 49,705
利息 1,431 116 1,157 389 1,647 214 1,159 702
利回り 2.25 7.19 ／ 0.98 2.26 5.42 ／ 1.41

注）1. 平均残高は、原則として日々の残高の平均に基づいて算出していますが、一部の連結子会社については、半年ごとの残高に基づく平均残高を利用しています。
2.「国内」とは、当社及び国内連結子会社（海外店を除く）です。「海外」とは、国内連結子会社の海外店及び海外連結子会社です。
3.「相殺消去額」には、内部取引金額等を記載しています。
4. 資金運用勘定は、無利息預け金の平均残高を、資金調達勘定は、金銭の信託運用見合額の平均残高及び利息をそれぞれ控除して表示しています。

（11）資金運用・調達勘定の平均残高、利息、利回り （単位：億円、％）
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平成18年度 平成19年度

国内 海外 相殺消去額（△） 合計 国内 海外 相殺消去額（△） 合計

役務取引等利益 4,950 603 42 5,511 4,346 574 △24 4,945

役務取引等収益 5,845 1,023 280 6,588 5,288 892 213 5,967
うち預金・債券・貸出業務 992 566 4 1,555 809 410 2 1,217
為替業務 1,114 45 0 1,160 1,129 41 0 1,170
証券関連業務 1,041 173 201 1,014 835 211 143 903
代理業務 545 8 5 549 335 9 3 341
保護預り・貸金庫業務 62 0 0 62 59 0 0 59
保証業務 264 57 19 302 289 56 18 326
信託関連業務 608 31 7 632 561 34 9 586

役務取引等費用 895 419 237 1,077 942 318 237 1,022
うち為替業務 337 1 1 337 361 2 0 363

注）1.「国内」とは、当社及び国内連結子会社（海外店を除く）です。「海外」とは、国内連結子会社の海外店及び海外連結子会社です。
2.「相殺消去額」には、内部取引金額等を記載しています。

（12）役務取引等利益の内訳 （単位：億円）

平成18年度 平成19年度

国内 海外 相殺消去額（△） 合計 国内 海外 相殺消去額（△） 合計

特定取引利益 2,426 188 ― 2,615 4,010 △3,448 ― 561

特定取引収益 2,428 369 140 2,658 4,010 ― 1,519 2,490
うち商品有価証券収益 1,185 ― 140 1,045 241 ― 241 ―
特定取引有価証券収益 ― ― ― ― 39 ― 13 26
特定金融派生商品収益 1,181 369 ― 1,551 3,596 ― 1,265 2,331
その他の特定取引収益 61 ― ― 61 133 ― ― 133

特定取引費用 1 181 140 42 ― 3,448 1,519 1,929
うち商品有価証券費用 ― 140 140 ― ― 2,170 241 1,929

特定取引有価証券費用 1 40 ― 42 ― 13 13 ―
特定金融派生商品費用 ― ― ― ― ― 1,265 1,265 ―
その他の特定取引費用 ― ― ― ― ― ― ― ―

注）1.「国内」とは、当社及び国内連結子会社（海外店を除く）です。「海外」とは、国内連結子会社の海外店及び海外連結子会社です。
2.「相殺消去額」には、内部取引金額等を記載しています。
3. 内訳科目はそれぞれの収益と費用で相殺し、収益が上回った場合には収益欄に、費用が上回った場合には費用欄に、国内・海外・合計ごとの純額を表示しています。

（13）特定取引利益の内訳 （単位：億円）

平成18年度 平成19年度

国内 海外 相殺消去額（△） 合計 国内 海外 相殺消去額（△） 合計

特定取引資産 86,908 21,822 4,586 104,145 117,173 30,267 8,878 138,562
うち商品有価証券　 59,801 11,098 ― 70,899 75,877 8,058 ― 83,936
商品有価証券派生商品 978 13 ― 992 1,448 3 ― 1,452
特定取引有価証券 10 2,882 ― 2,892 ― 425 ― 425
特定取引有価証券派生商品 0 0 ― 1 4 △0 ― 3
特定金融派生商品 13,987 7,465 4,586 16,867 24,589 21,348 8,878 37,059
その他の特定取引資産 12,130 362 ― 12,492 15,253 431 ― 15,684

特定取引負債 60,587 26,971 4,586 82,973 66,446 25,562 8,878 83,130
うち売付商品債券 45,563 14,288 ― 59,852 40,620 3,792 ― 44,412
商品有価証券派生商品 1,131 15 ― 1,147 1,696 1 ― 1,698
特定取引売付債券 ― 3,653 ― 3,653 ― 919 ― 919
特定取引有価証券派生商品 0 2 ― 3 0 0 ― 1
特定金融派生商品 13,892 9,010 4,586 18,316 24,128 20,847 8,878 36,098
その他の特定取引負債 ― ― ― ― ― ― ― ―

注）1.「国内」とは、当社及び国内連結子会社（海外店を除く）です。「海外」とは、国内連結子会社の海外店及び海外連結子会社です。
2.「相殺消去額」には、内部取引金額等を記載しています。

（14）特定取引資産・負債の内訳 （単位：億円）
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みずほフィナンシャルグループの業績と財務の状況

連結決算データファイル

■証券

平成18年度 平成19年度

国内 海外 合計 国内 海外 合計

国債 154,900 ― 154,900 167,124 ― 167,124
地方債 1,392 ― 1,392 1,200 ― 1,200
短期社債 69 ― 69 59 ― 59
社債 30,188 5 30,193 30,708 5 30,713
株式 64,235 293 64,529 46,013 441 46,454
その他の証券 81,520 27,894 109,415 67,807 26,224 94,031

合計 332,306 28,193 360,499 312,914 26,670 339,585
注）1.「国内」とは、当社及び国内連結子会社（海外店を除く）です。「海外」とは、国内連結子会社の海外店及び海外連結子会社です。
2.「その他の証券」には、外国債券及び外国株式を含んでいます。

（17）有価証券の種類別残高（期末残高） （単位：億円）

■預金・債券

平成18年度 平成19年度

国内 海外 相殺消去額（△） 合計 国内 海外 相殺消去額（△） 合計

預金
流動性預金 383,532 8,203 83 391,652 375,431 9,302 1 384,733
定期性預金 231,326 69,060 1,467 298,919 262,263 74,647 3,710 333,200
その他預金 55,525 1,934 0 57,459 42,704 1,269 154 43,818

合計 670,384 79,198 1,552 748,030 680,399 85,220 3,866 761,753

譲渡性預金 70,088 17,964 ― 88,052 89,930 10,956 ― 100,887

総合計 740,472 97,163 1,552 836,083 770,329 96,176 3,866 862,640
注）1.「国内」とは、当社及び国内連結子会社（海外店を除く）です。「海外」とは、国内連結子会社の海外店及び海外連結子会社です。
2.「相殺消去額」には、内部取引金額等を記載しています。
3. 預金の区分は次のとおりです。
① 流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金
② 定期性預金＝定期預金＋定期積金

（15）預金の種類別残高（期末残高） （単位：億円）

平成18年度 平成19年度

国内 海外 相殺消去額（△） 合計 国内 海外 相殺消去額（△） 合計

利付債券 43,022 ― ― 43,022 31,594 ― ― 31,594
割引債券 4,215 ― ― 4,215 ― ― ― ―
外貨建債券 ― ― ― ― ― ― ― ―

合計 47,238 ― ― 47,238 31,594 ― ― 31,594
注）1.「国内」とは、当社及び国内連結子会社（海外店を除く）です。「海外」とは、国内連結子会社の海外店及び海外連結子会社です。
2.「相殺消去額」には、内部取引金額等を記載しています。
3.「利付債券」には、利付みずほ銀行債券及び利付みずほコーポレート銀行債券を含んでいます。
4.「割引債券」には、割引みずほ銀行債券を含んでいます。

（16）債券の種類別残高（期末残高） （単位：億円）



み
ず
ほ
フ
ィ
ナ
ン
シ
ャ
ル
グ
ル
ー
プ
　
●

単
体
決
算
デ
ー
タ
フ
ァ
イ
ル

203

当社は、平成18年度の貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書について証券取引法第193条の2の規定に基づき、また、平成

19年度の貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書について金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、新日本監査法人

の監査証明を受けています。なお、新日本監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成20年7月1日をもって新日本有限責任監査法人

となりました。

■財務諸表等

みずほフィナンシャルグループの業績と財務の状況

単体決算データファイル

（資産の部）
流動資産
現金及び預金 2,726 10,440
前渡金 6 4
前払費用 3,434 3,527
未収入金 248,480 160,990
その他 3,701 1,131

流動資産合計 258,349 176,094

固定資産
有形固定資産 952 1,283
建物 227 221
器具及び備品 724 1,062
無形固定資産 4,199 3,972
商標権 117 94
ソフトウェア 3,848 3,510
その他 233 367
投資その他の資産 4,500,535 4,477,571
投資有価証券 2 2
関係会社株式 4,496,431 4,471,185
その他 4,102 6,383

固定資産合計 4,505,687 4,482,828

資産合計 4,764,036 4,658,922

（負債の部）
流動負債
短期借入金 1,380,000 1,000,000
短期社債 203,000 140,000
未払金 658 902
未払費用 1,052 774
未払法人税等 138 128
預り金 57 222
賞与引当金 187 248

流動負債合計 1,585,093 1,142,276

固定負債
繰延税金負債 777 638
退職給付引当金 704 963
役員退職慰労引当金 648 527
その他 407 1,669

固定負債合計 2,538 3,800

負債合計 1,587,631 1,146,076

（次ページへ続く）

（1）貸借対照表 （単位：百万円）

科　目
平成18年度 平成19年度

（平成19年3月31日現在） （平成20年3月31日現在）
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みずほフィナンシャルグループの業績と財務の状況

単体決算データファイル

（前ページより続く） （単位：百万円）

（純資産の部）
株主資本
資本金 1,540,965 1,540,965
資本剰余金
資本準備金 385,241 385,241

資本剰余金合計 385,241 385,241

利益剰余金
利益準備金 4,350 4,350
その他利益剰余金 1,247,876 1,584,764
繰越利益剰余金 1,247,876 1,584,764

利益剰余金合計 1,252,226 1,589,114

自己株式 △2,037 △2,447

株主資本合計 3,176,394 3,512,873

評価・換算差額等
その他有価証券評価差額金 9 △27

評価・換算差額等合計 9 △27

純資産合計 3,176,404 3,512,845

負債純資産合計 4,764,036 4,658,922

科　目 平成18年度 平成19年度
（平成19年3月31日現在） （平成20年3月31日現在）
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営業収益 1,250,099 806,519
関係会社受取配当金 1,220,997 770,832
関係会社受入手数料 29,102 35,686

営業費用 19,205 19,364
販売費及び一般管理費 19,205 19,364

営業利益 1,230,893 787,155

営業外収益 214 306
受取利息 ― 100
有価証券利息 ― 69
受取賃貸料 2 2
その他 212 133

営業外費用 12,640 14,825
支払利息 11,256 13,363
短期社債利息 1,052 1,432
開業費償却 304 ―
その他 26 29

経常利益 1,218,468 772,635

特別利益 24,809 38,616
関係会社株式処分益 24,195 38,254
その他 614 361

特別損失 3,640 370
その他 3,640 370

税引前当期純利益 1,239,637 810,882

法人税、住民税及び事業税 5 11
法人税等調整額 △78 △131

当期純利益 1,239,710 811,002

（2）損益計算書 （単位：百万円）

科　目
平成18年度 平成19年度

平成18年4月 1 日から 平成19年4月 1 日から
平成19年3月31日まで 平成20年3月31日まで　（ ） （ ）
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みずほフィナンシャルグループの業績と財務の状況

単体決算データファイル

平成18年3月31日残高 1,540,965 385,241 50 385,291 4,350 822,956 827,306 △1,255 2,752,307 12 2,752,319

事業年度中の変動額
剰余金の配当（注） ― ― ― ― ― △81,421 △81,421 ― △81,421 ― △81,421
当期純利益 ― ― ― ― ― 1,239,710 1,239,710 ― 1,239,710 ― 1,239,710
自己株式の取得 ― ― ― ― ― ― ― △734,285 △734,285 ― △734,285
自己株式の処分 ― ― 32 32 ― ― ― 50 83 ― 83
自己株式の消却 ― ― △83 △83 ― △733,369 △733,369 733,452 ― ― ―
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額） ― ― ― ― ― ― ― ― ― △2 △2

事業年度中の変動額合計 ― ― △50 △50 ― 424,920 424,920 △782 424,087 △2 424,084

平成19年3月31日残高 1,540,965 385,241 ― 385,241 4,350 1,247,876 1,252,226 △2,037 3,176,394 9 3,176,404
注）平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目です。

（3）株主資本等変動計算書 （単位：百万円）

科　目

株主資本 評価・換算差額等 純資産

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己 株主資本 その他 合計

資本 その他 資本剰余金 利益 その他 利益剰余金 株式 合計 有価証券

準備金 資本剰余金 合計 準備金 利益剰余金 合計 評価差額金

繰越利益
剰余金

平成18年度
平成18年4月 1 日から
平成19年3月31日まで（ ）

平成19年3月31日残高 1,540,965 385,241 385,241 4,350 1,247,876 1,252,226 △2,037 3,176,394 9 3,176,404

事業年度中の変動額
剰余金の配当 ― ― ― ― △103,056 △103,056 ― △103,056 ― △103,056
当期純利益 ― ― ― ― 811,002 811,002 ― 811,002 ― 811,002
自己株式の取得 ― ― ― ― ― ― △371,565 △371,565 ― △371,565
自己株式の処分 ― ― ― ― △1 △1 100 98 ― 98
自己株式の消却 ― ― ― ― △371,055 △371,055 371,055 ― ― ―
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額） ― ― ― ― ― ― ― ― △37 △37

事業年度中の変動額合計 ― ― ― ― 336,888 336,888 △409 336,478 △37 336,441

平成20年3月31日残高 1,540,965 385,241 385,241 4,350 1,584,764 1,589,114 △2,447 3,512,873 △27 3,512,845

（単位：百万円）

科　目

株主資本 評価・換算差額等 純資産

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己 株主資本 その他 合計

資本 資本剰余金 利益 その他 利益剰余金 株式 合計 有価証券

準備金 合計 準備金 利益剰余金 合計 評価差額金

繰越利益
剰余金

平成19年度
平成19年4月 1 日から
平成20年3月31日まで（ ）
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○重要な会計方針（平成19年度）

1．有価証券の評価基準及び評価方法

有価証券の評価は、子会社株式、関連会社株式及び時価のないそ

の他有価証券については、移動平均法による原価法により行っており

ます。

2．固定資産の減価償却の方法

（1）有形固定資産

有形固定資産は、定率法（ただし、建物については定額法）を採

用しております。

なお、耐用年数は次のとおりであります。

建物　　　　：4年～47年

器具及び備品：2年～17年

（会計方針の変更）

平成19年度税制改正に伴い、平成19年4月1日以後に取得し

た有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく償却方法

により減価償却費を計上しております。これによる損益等に与え

る影響は軽微であります。

（追加情報）

当事業年度より、平成19年3月31日以前に取得した有形固定

資産については、償却可能限度額に達した事業年度の翌事業年度

以後、残存簿価を5年間で均等償却しております。これによる損

益等に与える影響は軽微であります。

（2）無形固定資産

商標権については、定額法を採用し、10年で償却しております。

自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期

間（主として5年）に基づく定額法により償却しております。

3．引当金の計上基準

（1）賞与引当金

従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の

支給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上しております。

（2）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額に基づき、必要額を計上してお

ります。

数理計算上の差異は、各発生年度における従業員の平均残存

勤務期間内の一定年数（10年）による定額法に基づき按分した

額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしており

ます。

（3）役員退職慰労引当金

役員及び執行役員の退職により支給する退職慰労金に備えるた

め、内規に基づく支給見込額のうち、当事業年度末までに発生し

ていると認められる額を計上しております。

4. リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっております。

5. 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

損益計算書上「受取利息」は、前事業年度まで営業外収益の「その他」

に含めて表示しておりましたが、当事業年度において金額的重要性が増し

たため区分掲記しております。

なお、前事業年度の「受取利息」の金額は18百万円であります。

表示方法の変更

該当ありません。

会計方針の変更
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みずほフィナンシャルグループの業績と財務の状況

単体決算データファイル

貸借対照表関係

1．有形固定資産の減価償却累計額は1,453百万円となっております。

2．担保に供している資産

投資その他の資産のうち 3,389百万円

3．関係会社に対する負債

短期借入金 1,000,000百万円

4. 保証債務

（1）Mizuho｠Financial｠Group｠(Cayman)｠Limited発行の劣後特

約付社債に対し劣後特約付保証430,809百万円を行っており

ます。

（2）みずほコーポレート銀行及びMizuho Corporate Bank(Germany)

Aktiengesellschaftのドイツ国内の預金に対し、ドイツ預金保険

機構規約に基づき、ドイツ銀行協会宛に補償する念書を差入れて

おります。

みずほコーポレート銀行 33,124百万円

Mizuho｠Corporate｠Bank(Germany)｠Aktiengesellschaft

12,965百万円

5. 配当制限

当社の定款の定めるところにより、優先株主に対しては、次に定め

る各種優先株式の優先配当金を超えて配当することはありません。

第十一回第十一種優先株式 1株につき 20,000円

第十三回第十三種優先株式 1株につき 30,000円

○注記事項（平成19年度）

損益計算書関係

1．営業収益のうち関係会社との取引

関係会社受取配当金 770,832百万円

関係会社受入手数料 35,686百万円

2．販売費及び一般管理費のうち、主要なものは次のとおりであります。

なお、全額が一般管理費に属するものであります。

監査報酬 4,012百万円

給料・手当 ｠3,985百万円

業務委託費 3,422百万円

減価償却費 2,091百万円

土地建物機械賃借料 1,893百万円

退職給付費用 1,106百万円

3．営業費用のうち関係会社との取引

販売費及び一般管理費 4,160百万円

4．営業外収益のうち関係会社との取引

受取利息 77百万円

有価証券利息 69百万円

5．その他の営業外収益のうち89百万円は、源泉所得税等還付加算金で

あります。

6．営業外費用のうち関係会社との取引

支払利息 13,363百万円

7．特別利益のうち関係会社との取引

関係会社株式処分益 38,254百万円

8．その他の特別損失のうち356百万円は、内部統制構築費用であり

ます。

株主資本等変動計算書関係

自己株式の種類及び株式数に関する事項

前事業年度 当事業年度 当事業年度 当事業年度 摘要
末株式数 増加株式数 減少株式数 末株式数
（千株） （千株） （千株） （千株）

自己株式

普通株式 3 476 476 3 注

合計 3 476 476 3

(注)増加は自己株式（普通株式）の取得（475千株）及び端株の買取（0千株）によるものであり、減
少は自己株式（普通株式）の消却（475千株）及び端株の買増請求に応じたこと（0千株）によ
るものであります。
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リース取引関係

1. リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

（借主側）

（1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

取得価額相当額

車両 6百万円

器具及び備品 19百万円

合計 25百万円

減価償却累計額相当額

車両 6百万円

器具及び備品 17百万円

合計 24百万円

期末残高相当額

車両 0百万円

器具及び備品 1百万円

合計 1百万円

（2）未経過リース料期末残高相当額

1年内 5百万円

1年超 0百万円

合計 5百万円

（3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 8百万円

減価償却費相当額 4百万円

支払利息相当額 0百万円

（4）減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を10％として計算した減

価償却費相当額に10／9を乗じた額を各期の減価償却費相当額

とする定率法によっております。

（5）利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法については、利息法によっており

ます。

2. オペレーティング・リース取引

（借主側）

未経過リース料

1年内 3,681百万円

1年超 16,554百万円

合計 20,235百万円

（貸主側）

未経過リース料

1年内 1,863百万円

1年超 ｠8,384百万円

合計 10,247百万円

有価証券関係

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

（百万円）

貸借対照表計上額 時価 差額

子会社株式 137,171 534,509 397,338

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

関係会社株式 1,384,968百万円

繰越欠損金 515,228百万円

その他 955百万円

繰延税金資産小計 1,901,152百万円

評価性引当額 △1,900,674百万円

繰延税金資産合計 477百万円

繰延税金負債

前払年金費用 △1,116百万円

繰延税金負債合計 △1,116百万円

繰延税金資産（△は負債）の純額 △638百万円

2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要

な差異があるときの、当該差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.69％

（調整）

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △39.74％

評価性引当額の増減 △0.98％

その他 0.02％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △0.01％

税効果会計関係
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単体決算データファイル

1株当たり純資産額 ｠220,538円65銭

1株当たり当期純利益 68,658円41銭

潜在株式調整後1株当たり当期純利益 ｠64,138円22銭

(注)1. 1株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
1株当たり純資産額

純資産の部の合計額 3,512,845百万円

純資産の部の合計額から控除する金額 1,000,405百万円

（うち優先株式払込金額） （980,430百万円）

（うち優先配当額） （19,975百万円）

普通株式に係る当事業年度末の純資産額 2,512,440百万円

１株当たり純資産額の算定に用いられた当事業年度末の普通株式の数 11,392千株

2. 1株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
1株当たり当期純利益

当期純利益 811,002百万円

普通株主に帰属しない金額 19,975百万円

（うち優先配当額） （19,975百万円）

（うち配当優先株式に係る消却差額） （―百万円）

普通株式に係る当期純利益 791,027百万円

普通株式の期中平均株式数 11,521千株

1株当たり情報

3. 潜在株式調整後1株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
潜在株式調整後1株当たり当期純利益

当期純利益調整額 18,874百万円

（うち優先配当額） （18,874百万円）

普通株式増加数 1,106千株

（うち優先株式） （1,106千株）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後1株当たり
当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要

―

重要な後発事象

1. 当社は、平成20年5月15日の取締役会において、以下のとおり

1,500億円を上限とする自己の株式（普通株式）の取得枠を設定いた

しました。本件は、当社第十一回第十一種優先株式の取得請求期間が

平成20年7月1日に開始となることに伴い、当社の発行済普通株式数

が増加する可能性を勘案し、その潜在的な希薄化の影響を抑制する等

の観点から、前事業年度に引き続き実施するものであります。

取得の内容

①取得する株式の種類 当社普通株式

②取得する株式の総数 600,000株（上限）

③株式の取得価額の総額 1,500億円（上限）

④取得する期間 平成20年6月10日から平成20年11月30日まで

⑤取得方法 市場取引等

2. 平成21年1月に「株式等の取引に係る決済の合理化を図るための社

債等の振替に関する法律等の一部を改正する法律」（平成16年法律

第88号。以下「決済合理化法」という。）の施行が予定されております。

これにより、株券電子化後の新しい「振替制度」のもとでは端株を取り

扱うことができなくなるため、「会社法の施行に伴う関係法律の整備等

に関する法律」（平成17年法律第87号。以下「整備法」という。）第

88条の規定に基づき、すべての株主及び端株主に対して端数等無償

割当てを行うことを平成20年6月26日の定時株主総会において決議

いたしました。その内容は以下のとおりであります。

①割り当てる株式及び端数の数の算出方法

普通株式、各種優先株式及び端株の数に応じて、新たな払込みな

しに1株につき999株及び1株に満たない株式の端数0.01につき

9.99株の割合で、それぞれ同一の種類の株式及び端数を割り当て

るものとします。

②端数等無償割当てが効力を生ずる日

決済合理化法の施行日の前日

また、本件と同時に単元株式制度を導入し、整備法第88条第5項に

基づき単元株式数を1,000株といたします。さらに、これに合わせて

投資単位を現在の10分の1に引き下げるため、平成20年5月15日

開催の取締役会において、会社法第195条に基づき、決済合理化法

の施行日の前日を効力発生日として、単元株式数を1,000株から

100株に減少させる旨の定款変更を決議いたしました。

当該端数等無償割当てが前期首に行われたと仮定した場合の前事

業年度における1株当たり情報及び当期首に行われたと仮定した場合

の当事業年度における1株当たり情報は、それぞれ以下のとおりとな

ります。

前事業年度 当事業年度

1株当たり純資産額 183円33銭

1株当たり当期純利益 102円16銭

潜在株式調整後
1株当たり当期純利益 95円55銭

1株当たり純資産額 220円53銭

1株当たり当期純利益 68円65銭

潜在株式調整後
1株当たり当期純利益 64円13銭



み
ず
ほ
フ
ィ
ナ
ン
シ
ャ
ル
グ
ル
ー
プ
　
●

単
体
決
算
デ
ー
タ
フ
ァ
イ
ル

211

年月日 増資額 増資後資本金 摘要

平成15年 1 月 8 日 500 500 設立

平成15年 3 月12日 999,500 1,000,000 グループ経営体制の再編

平成15年 3 月29日 540,965 1,540,965 第三者割当増資

（4）資本金の推移 （単位：百万円）

■資本

発行済株式数

普通株式 11,396,254.66
第十一回第十一種優先株式 943,740
第十三回第十三種優先株式 36,690
注）平成19年5月28日に実施しました自己の株式の取得及び消却により、普通株式261,040.83株が減少しました。また、平成19年8月16日から平成19年9月6日にかけて自己の株式214,900株を
取得し、平成19年9月28日にそのすべてを消却したことにより、普通株式214,900株が減少しました。

（5）発行済株式総数（平成20年3月31日現在） （単位：株）

株主数（人） 所有株式数（株） （％）

政府及び地方公共団体 258 8,760 0.08
金融機関 472 4,059,487 35.69
証券会社 132 200,827 1.76
その他の法人 11,159 2,207,128 19.40
外国法人等 1,018 3,031,148 26.65
（うち個人） （204） （934） （0.01）
個人その他 346,878 1,867,448 16.42

合　計 359,917 11,374,798 100.00

端株の状況 ― 21,456.66 ―

（6）普通株式の状況（平成20年3月31日現在）

（所有者別状況）

（所有数別状況）
株主数（人） （％） 所有株式数（株） （％）

1,000株以上 870 0.24 8,897,790 78.22
500株以上1,000株未満 395 0.11 272,675 2.40
100株以上500株未満 2,432 0.68 472,589 4.15
50株以上100株未満 3,360 0.93 215,911 1.90
10株以上50株未満 44,043 12.24 741,618 6.52
5株以上10株未満 50,652 14.07 313,753 2.76
1株以上5株未満 258,165 71.73 460,462 4.05

合　計 359,917 100.00 11,374,798 100.00

端株の状況 ― ― 21,456.66 ―
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単体決算データファイル

（8）配当政策
当社は、引き続き着実に当期利益を積み上げ、成長のための資

本基盤の維持・拡充を図るべく内部留保を行いつつ、資本の有効活

用の観点からROE重視の経営を行い、株主の皆さまへの利益還元

を検討してまいります。

当事業年度の普通株式年間配当金につきましては、上記の方針

に基づき、連結業績や内部留保の状況等を勘案しつつ、1株につき

前事業年度に比べ3,000円増額し10,000円とさせていただきま

した。また、各種優先株式の年間配当金につきましては、それぞれ

所定の配当金とさせていただきました。

株価 最高 911,000

最低 360,000
注）最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものです。

（9）株価の推移（平成19年度） （単位：円）

（7）大株主の状況（平成20年3月31日現在）

国内 海外

東京（第一部）、大阪（第一部） ニューヨーク
注）優先株式は証券取引所に上場されていません。

（10）上場証券取引所名

順位 株主名 所有株式数（株） 所有株式数の割合（%）

1 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 700,643.00 6.14
2 日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 595,358.00 5.22
3 第一生命保険相互会社 279,158.00 2.44
4 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口4） 226,316.00 1.98
5 バンク オブ ニューヨーク ジーシーエム クライアント アカウント ジエイピーアールデイ アイエスジー エフイーエイシー

(常任代理人　三菱東京UFJ銀行） 194,330.00 1.70

6 モルガン・スタンレー・アンド・カンパニー・インターナショナル・ピーエルシー(常任代理人　モルガン・スタンレー証券株式会社） 144,106.00 1.26
7 みずほ信託　退職給付信託　明治安田生命保険口　再信託受託者　資産管理サービス信託 137,000.00 1.20
8 ヒーロー アンド カンパニー（常任代理人　みずほコーポレート銀行） 133,558.00 1.17
9 日本生命保険相互会社 132,630.76 1.16
10 ドイチェバンク アーゲー ロンドン 610（常任代理人 ドイツ証券株式会社） 101,270.00 0.88
注）ヒーロー アンド カンパニーは、米国預託証券（ADR）発行のため預託された株式の名義人です。

（普通株式）

順位 株主名 所有株式数（株） 所有株式数の割合（%）

1 ドイチェバンク アーゲー ロンドン 610（常任代理人 ドイツ証券株式会社） 48,630 4.96
2 モルガン・スタンレー・アンド・カンパニー・インターナショナル・ピーエルシー(常任代理人　モルガン・スタンレー証券株式会社） 32,795 3.34
3 ユービーエス エージー ロンドン アカウント アイピービー セグリゲイテッド クライアント アカウント （常任代理人 シティバンク銀行） 27,045 2.75
4 第一生命保険相互会社 27,000 2.75
5 ビーエヌピー パリバ ロンドン ブランチ フォー ビーエヌピーピーピービー エボトック（常任代理人　香港上海銀行） 25,600 2.61
6 明治安田生命保険相互会社 25,000 2.54
7 モルガン・スタンレー アンド カンパニー インク（常任代理人 モルガン・スタンレー証券株式会社） 19,290 1.96
8 リーマン ブラザーズ インターナショナル（ヨーロッパ）（常任代理人 リーマン・ブラザーズ証券株式会社） 19,260 1.96
9 株式会社損害保険ジャパン 19,000 1.93
10 富国生命保険相互会社 15,000 1.52
注）優先株式については、第十一回第十一種及び第十三回第十三種優先株式の合計を記載しています。

（優先株式）
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平成15年度

1株当たり純資産額 122,228.80円
1株当たり当期純利益 12,886.59円
潜在株式調整後1株当たり当期純利益 10,753.76円

（単位：億円）
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経営指標

（単位：億円）

科　目 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

■直近の連結会計年度における主要な業務の状況を示す指標

連結経常収益 13,525 12,440 13,339 14,328 15,649
連結経常利益 2,538 2,156 3,005 2,267 2,883
連結当期純利益 583 306 1,731 2,220 2,301

連結純資産額（注1） 16,763 17,510 20,305 26,197 23,702
連結総資産額（注1） 699,614 710,199 712,243 684,365 696,988
有価証券残高 144,888 204,581 203,388 150,571 149,406
貸出金残高 374,822 342,462 341,308 340,057 336,979
預金残高（含む譲渡性預金） 542,857 558,721 542,423 540,283 557,633
債券残高 28,108 23,469 20,166 15,643 9,719

連結ベースの1株当たり純資産額（注2）（注3） 122.22円 141,999.43円 236,067.31円 270,774.25円 263,525.25円
連結ベースの1株当たり当期純利益（注2）（注3） 12.88円 5,534.77円 35,508.91円 47,429.24円 49,246.00円
連結ベースの潜在株式調整後1株当たり当期純利益（注2）（注3） 10.75円 4,950.56円 29,489.80円 41,837.99円 44,064.92円

連結自己資本比率（国内基準）（注4） 9.91％ 10.77％ 10.28％ 11.74％ 11.97％

連結自己資本利益率 10.63% 4.10% 18.20％ 18.08％ 16.87％

営業活動によるキャッシュ・フロー 56,057 59,963 △18,938 △53,405 1,006
投資活動によるキャッシュ・フロー △67,182 △56,498 4,706 51,238 △3,574
財務活動によるキャッシュ・フロー 406 539 △1,184 △235 △1,198

現金及び現金同等物の期末残高 33,675 37,682 22,271 19,872 16,101

従業員数（注5） 26,566人 25,061人 26,015人 26,640人 27,148人
注）1. 連結純資産額及び連結総資産額の算定にあたり、平成18年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第5号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第8号）を適用しています。
2.「連結ベースの1株当たり純資産額」、「連結ベースの1株当たり当期純利益」及び「連結ベースの潜在株式調整後1株当たり当期純利益」（以下、「1株当たり情報」という。）の算定に当たっては、「1株
当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第2号）及び「1株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第4号）を適用しています。連結ベースの1株当たり
純資産額は、企業会計基準適用指針第4号が改正されたことに伴い、平成18年度から繰延ヘッジ損益を含めて算出しています。

3. 当行は平成16年9月17日の臨時株主総会及び種類株主総会において、親会社である株式会社みずほホールディングス及び株式会社みずほフィナンシャルグループの発行する株式の内容と当行の発
行する株式の内容との相互関係の統一・整備を図ること等を目的として、各種株式の併合を決議いたしました。
当該株式併合の内容は、以下のとおりです。
（1）普通株式1,000株を1株に併合。
（2）第一回第一種優先株式、第二回第二種優先株式、第三回第二種優先株式、第四回第四種優先株式、第五回第五種優先株式、第六回第六種優先株式、第七回第七種優先株式、第八回第八種優先

株式、及び第九回第九種優先株式1,000株を1株に併合。
（3）第十回第十三種優先株式200株を1株に併合。
なお、株式併合の効力発生日は、平成16年10月19日です。
平成15年度期首に当該株式併合が行われたと仮定した場合における1株当たり情報は以下のとおりです。

4. 連結自己資本比率は、平成18年度末から、銀行法第14条の2の規定に基づく平成18年金融庁告示第19号に定められた算式に基づき算出しています。当行は、国内基準を採用しています。なお、
平成17年度以前は、銀行法第14条の2の規定に基づく平成5年大蔵省告示第55号に定められた算式に基づき算出しています。

5. 従業員数は、連結会社各社において、それぞれ社外への出向者を除き、社外から受け入れた出向者を含んでいます。嘱託及び臨時従業員を含んでいません。



平成15年度

1株当たり純資産額 142,995.92円
1株当たり当期純利益 23,434.09円
潜在株式調整後1株当たり当期純利益 19,037.46円

（単位：億円）
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■直近の営業年度における主要な業務の状況を示す指標（単体）
（単位：億円）

科　目 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

経常収益 12,651 11,326 11,687 12,642 14,413
実質業務純益 3,958 3,463 3,644 4,515 4,056
業務純益 3,958 4,349 3,644 4,310 3,935
経常利益 2,746 1,914 2,111 1,790 2,219
当期純利益 982 221 1,370 2,062 1,955

資本金 6,500 6,500 6,500 6,500 6,500
（発行済株式総数 千株）
普通株式 3,776,704千株 3,776千株 3,833千株 3,927千株 4,445千株
第一回第一種優先株式 14,190千株 14千株 ―千株 ―千株 ―千株
第二回第二種優先株式 43,000千株 43千株 43千株 ―千株 ―千株
第三回第二種優先株式 43,000千株 43千株 5千株 5千株 ―千株
第四回第四種優先株式 64,500千株 64千株 64千株 64千株 64千株
第五回第五種優先株式 85,500千株 85千株 85千株 85千株 85千株
第六回第六種優先株式 71,250千株 71千株 71千株 71千株 ―千株
第七回第七種優先株式 71,250千株 71千株 71千株 71千株 ―千株
第八回第八種優先株式 18,200千株 18千株 18千株 18千株 ―千株
第九回第九種優先株式 18,200千株 18千株 18千株 18千株 ―千株
第十回第十三種優先株式 360,000千株 1,800千株 1,800千株 1,800千株 1,800千株
純資産額（注1） 17,548 18,209 20,192 20,812 18,163
総資産額（注1） 698,294 705,016 700,037 668,747 681,394
有価証券残高 152,389 211,214 205,041 152,267 151,513
貸出金残高 370,014 340,631 341,885 340,650 337,458
預金残高（含む譲渡性預金） 546,477 563,823 545,568 543,474 560,929

1株当たり配当額
普通株式 ―円 ―円 24,250円 41,425円 37,010円
第一回第一種優先株式 22.50円 22,500円 ―円 ―円 ―円
第二回第二種優先株式 8.20円 8,200円 8,200円 ―円 ―円
第三回第二種優先株式 14.00円 14,000円 14,000円 14,000円 ―円
第四回第四種優先株式 47.60円 47,600円 47,600円 47,600円 47,600円
第五回第五種優先株式 42.00円 42,000円 42,000円 42,000円 42,000円
第六回第六種優先株式 11.00円 11,000円 11,000円 11,000円 ―円
第七回第七種優先株式 8.00円 8,000円 8,000円 8,000円 ―円
第八回第八種優先株式 17.50円 17,500円 17,500円 17,500円 ―円
第九回第九種優先株式 5.38円 5,380円 5,380円 5,380円 ―円
第十回第十三種優先株式 ―円 ―円 16,000円 16,000円 16,000円
1株当たり純資産額（注2）（注3） 142.99円 160,510.94円 233,138.55円 265,344.06円 252,113.45円
1株当たり当期純利益（注2）（注3） 23.43円 3,289.79円 26,057.69円 43,372.26円 40,493.41円
潜在株式調整後1株当たり当期純利益（注2）（注3） 19.03円 3,197.79円 21,766.24円 38,294.74円 36,233.17円

単体自己資本比率（国内基準）（注4） 10.02％ 10.87％ 10.23％ 12.12％ 11.70％

自己資本利益率 17.1％ 2.1％ 12.8％ 16.8％ 14.3％
配当性向（注5） ―％ ―％ 93.52％ 96.28％ 102.79％

従業員数（注6） 18,032人 16,035人 15,621人 16,400人 17,271人
注）1. 純資産額及び総資産額の算定にあたり、平成18年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第5号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準適用指針第8号）を適用しています。
2.「1株当たり純資産額」、「1株当たり当期純利益」及び「潜在株式調整後1株当たり当期純利益」（以下、「1株当たり情報」という。）の算定に当たっては、「1株当たり当期純利益に関する会計基準」
（企業会計基準第2号）及び「1株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第4号）を適用しています。1株当たり純資産額は、企業会計基準適用指針第4号が改正さ
れたことに伴い、平成18年度から繰延ヘッジ損益を含めて算出しています。

3. 当行は平成16年9月17日の臨時株主総会及び種類株主総会において、親会社である株式会社みずほホールディングス及び株式会社みずほフィナンシャルグループの発行する株式の内容と当行の発
行する株式の内容との相互関係の統一・整備を図ること等を目的として、各種株式の併合を決議いたしました。
当該株式併合の内容は、以下のとおりです。
（1）普通株式1,000株を1株に併合。
（2）第一回第一種優先株式、第二回第二種優先株式、第三回第二種優先株式、第四回第四種優先株式、第五回第五種優先株式、第六回第六種優先株式、第七回第七種優先株式、第八回第八種優先

株式、及び第九回第九種優先株式1,000株を1株に併合。
（3）第十回第十三種優先株式200株を1株に併合。
なお、株式併合の効力発生日は、平成16年10月19日です。
平成15年度期首に当該株式併合が行われたと仮定した場合における1株当たり情報は以下のとおりです。

4. 自己資本比率は、平成18年度末から、銀行法第14条の2の規定に基づく平成18年金融庁告示第19号に定められた算式に基づき算出しています。当行は、国内基準を採用しています。
｠｠｠｠｠｠｠｠｠｠なお、平成17年度以前は、銀行法第14条の2の規定に基づく平成5年大蔵省告示第55号に定められた算式に基づき算出しています。
5. 配当性向は、平成15年度、平成16年度とも普通株式の配当を見送ったため記載していません。
6. 従業員数は、行外への出向者を除き、行外から受け入れた出向者を含んでいます。また、執行役員、嘱託及び臨時従業員を含んでいません。
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連結決算データファイル

当行は、平成18年度の連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書について証券取引法

第193条の2の規定に基づき、また、平成19年度の連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー

計算書について金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、新日本監査法人の監査証明を受けています。なお、新日本監査法人は、

監査法人の種類の変更により、平成20年7月1日をもって新日本有限責任監査法人となりました。

■連結財務諸表等

科　目
平成18年度 平成19年度

（平成19年3月31日現在） （平成20年3月31日現在）

（資産の部）
現金預け金 2,880,567 3,296,030
コールローン及び買入手形 4,340,000 4,668,200
買現先勘定 5,093 4,793
債券貸借取引支払保証金 2,959,656 3,501,325
買入金銭債権 2,880,337 2,872,879
特定取引資産 1,240,019 1,707,155
金銭の信託 29,686 14,500
有価証券 15,057,109 14,940,687
貸出金 34,005,729 33,697,901
外国為替 131,895 120,477
その他資産 2,672,960 2,697,581
有形固定資産 616,334 615,704
建物 210,996 220,214
土地 327,017 324,051
建設仮勘定 1,921 3,464
その他の有形固定資産 76,399 67,974
無形固定資産 138,950 154,546
ソフトウェア 106,128 113,024
のれん ― 9,230
その他の無形固定資産 32,821 32,291
債券繰延資産 21 ―
繰延税金資産 338,779 375,325
支払承諾見返 1,591,893 1,465,889
貸倒引当金 △452,422 △434,141
投資損失引当金 △67 △28

資産の部合計 68,436,545 69,698,828

（負債の部）
預金 53,054,306 54,435,944
譲渡性預金 974,010 1,327,380
債券 1,564,366 971,953
コールマネー及び売渡手形 1,517,400 1,433,100
売現先勘定 38,625 522,487
債券貸借取引受入担保金 1,787,863 1,806,697
特定取引負債 570,870 649,599
借用金 492,375 480,738
外国為替 13,703 13,706
短期社債 42,070 19,884
社債 821,689 870,700
その他負債 3,231,056 3,209,337
賞与引当金 10,841 11,599
退職給付引当金 9,114 7,601
役員退職慰労引当金 2,170 2,498
ポイント引当金 3,773 8,349
預金払戻損失引当金 ― 8,739
特別法上の引当金 652 652
繰延税金負債 10,242 3,762
再評価に係る繰延税金負債 79,797 77,956
支払承諾 1,591,893 1,465,889

負債の部合計 65,816,823 67,328,578

（次ページへ続く）

（1）連結貸借対照表 （単位：百万円）
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科　目
平成18年度 平成19年度

（平成19年3月31日現在） （平成20年3月31日現在）

（純資産の部）
資本金 650,000 650,000
資本剰余金 762,345 762,345
利益剰余金 386,137 418,916

株主資本合計 1,798,482 1,831,262

その他有価証券評価差額金 250,919 △52,815
繰延ヘッジ損益 △59,174 △21,535
土地再評価差額金 112,397 109,738
為替換算調整勘定 △9 392

評価・換算差額等合計 304,133 35,780

少数株主持分 517,106 503,207

純資産の部合計 2,619,722 2,370,250

負債及び純資産の部合計 68,436,545 69,698,828

（前ページより続く） （単位：百万円）
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科　目
平成18年度 平成19年度

平成18年4月 1 日から 平成19年4月 1 日から
平成19年3月31日まで 平成20年3月31日まで

経常収益 1,432,814 1,564,920
資金運用収益 782,169 926,980
貸出金利息 570,609 650,014
有価証券利息配当金 136,911 164,724
コールローン利息及び買入手形利息 10,146 29,146
買現先利息 26 69
債券貸借取引受入利息 6,270 13,855
預け金利息 27,743 29,208
その他の受入利息 30,461 39,962

役務取引等収益 318,361 270,064
特定取引収益 75,200 155,439
その他業務収益 197,519 80,395
その他経常収益 59,562 132,039

経常費用 1,206,055 1,276,564
資金調達費用 141,564 272,535
預金利息 79,750 156,562
譲渡性預金利息 4,056 8,234
債券利息 2,545 3,068
コールマネー利息及び売渡手形利息 3,061 8,576
売現先利息 443 567
債券貸借取引支払利息 10,934 36,018
借用金利息 16,398 16,609
短期社債利息 206 339
社債利息 15,941 17,278
その他の支払利息 8,225 25,280

役務取引等費用 57,834 53,484
特定取引費用 1,187 ―
その他業務費用 67,301 67,098
営業経費 598,432 602,584
その他経常費用 339,735 280,861
貸倒引当金繰入額 63,953 15,949
その他の経常費用 275,782 264,912

経常利益 226,758 288,355

特別利益 123,136 26,634
固定資産処分益 16,621 8,824
償却債権取立益 35,856 17,810
その他の特別利益 70,658 ―

特別損失 17,010 7,211
固定資産処分損 13,664 4,999
減損損失 3,346 2,211
証券取引責任準備金繰入額 0 ―
金融商品取引責任準備金繰入額 ― 0

税金等調整前当期純利益 332,884 307,779

法人税、住民税及び事業税 15,133 11,678
法人税等調整額 72,744 45,855

少数株主利益 22,910 20,120

当期純利益 222,095 230,125

（2）連結損益計算書 （単位：百万円）

（ ） （ ）
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平成18年3月31日残高 650,000 762,345 275,065 ― 1,687,411 211,075 ― 132,028 ― 343,103 393,860 2,424,375

連結会計年度中の変動額
剰余金の配当（注） ― ― △130,625 ― △130,625 ― ― ― ― ― ― △130,625
役員賞与（注） ― ― △29 ― △29 ― ― ― ― ― ― △29
当期純利益 ― ― 222,095 ― 222,095 ― ― ― ― ― ― 222,095
自己株式の取得 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
自己株式の消却 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
土地再評価差額金の取崩 ― ― 19,631 ― 19,631 ― ― ― ― ― ― 19,631
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額） ― ― ― ― ― 39,844 △59,174 △19,631 △9 △38,970 123,245 84,274

連結会計年度中の変動額合計 ― ― 111,071 ― 111,071 39,844 △59,174 △19,631 △9 △38,970 123,245 195,346

平成19年3月31日残高 650,000 762,345 386,137 ― 1,798,482 250,919 △59,174 112,397 △9 304,133 517,106 2,619,722
注）平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目です。

（3）連結株主資本等変動計算書 （単位：百万円）

科　目
株主資本 評価・換算差額等 少数株主 純資産

資本金
資本 利益

自己株式
株主資本 その他有価証券 繰延ヘッジ 土地再評価 為替換算 評価・換算 持分 合計

剰余金 剰余金 合計 評価差額金 損益 差額金 調整勘定 差額等合計

平成18年度
平成18年4月 1 日から
平成19年3月31日まで（ ）

平成19年3月31日残高 650,000 762,345 386,137 ― 1,798,482 250,919 △59,174 112,397 △9 304,133 517,106 2,619,722

連結会計年度中の変動額
剰余金の配当 ― ― △200,003 ― △200,003 ― ― ― ― ― ― △200,003
当期純利益 ― ― 230,125 ― 230,125 ― ― ― ― ― ― 230,125
自己株式の取得 ― ― ― △1 △1 ― ― ― ― ― ― △1
自己株式の消却 ― △1 ― 1 ― ― ― ― ― ― ― ―
土地再評価差額金の取崩 ― ― 2,659 ― 2,659 ― ― ― ― ― ― 2,659
資本剰余金から利益剰余金
への振替 ― 1 △1 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額） ― ― ― ― ― △303,735 37,639 △2,659 402 △268,353 △13,898 △282,251

連結会計年度中の変動額合計 ― ― 32,779 ― 32,779 △303,735 37,639 △2,659 402 △268,353 △13,898 △249,471

平成20年3月31日残高 650,000 762,345 418,916 ― 1,831,262 △52,815 △21,535 109,738 392 35,780 503,207 2,370,250

（単位：百万円）

科　目
株主資本 評価・換算差額等 少数株主 純資産

資本金
資本 利益

自己株式
株主資本 その他有価証券 繰延ヘッジ 土地再評価 為替換算 評価・換算 持分 合計

剰余金 剰余金 合計 評価差額金 損益 差額金 調整勘定 差額等合計

平成19年度
平成19年4月 1 日から
平成20年3月31日まで（ ）
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科　目
平成18年度 平成19年度

平成18年4月 1 日から 平成19年4月 1 日から
平成19年3月31日まで　 平成20年3月31日まで　

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前当期純利益 332,884 307,779
減価償却費 71,707 76,183
減損損失 3,346 2,211
のれん償却額 ― 116
持分法による投資損益（△） △1,108 △957
貸倒引当金の増加額 40,632 △18,161
投資損失引当金の増加額 △26 △39
賞与引当金の増加額 1,492 1,269
退職給付引当金の増加額 △479 △586
役員退職慰労引当金の増加額 2,170 327
ポイント引当金の増加額 ― 4,575
預金払戻損失引当金の増加額 ― 8,739
資金運用収益 △782,169 △926,980
資金調達費用 141,564 272,535
有価証券関係損益（△） 172,811 △60,785
金銭の信託の運用損益（△） △71 △216
為替差損益（△） △3,872 84,558
固定資産処分損益（△） △2,957 △3,825
退職給付信託返還損益（△） △70,658 ―
特定取引資産の純増（△）減 △348,717 △467,135
特定取引負債の純増減（△） △14,307 78,729
貸出金の純増（△）減 125,113 318,743
預金の純増減（△） 724,837 1,381,025
譲渡性預金の純増減（△） △963,570 353,370
債券の純増減（△） △452,247 △592,413
借用金（劣後特約付借入金を除く）の純増減（△） 11,694 △30,825
預け金（中央銀行預け金を除く）の純増（△）減 122,211 △795,577
コールローン等の純増（△）減 △2,891,039 △320,441
債券貸借取引支払保証金の純増（△）減 △609,253 △541,668
コールマネー等の純増減（△） △610,242 399,562
債券貸借取引受入担保金の純増減（△） △944,077 18,833
外国為替（資産）の純増（△）減 △3,391 11,418
外国為替（負債）の純増減（△） △6,245 3
短期社債（負債）の純増減（△） 13,070 △14,186
資金運用による収入 767,740 937,726
資金調達による支出 △128,037 △255,044
役員賞与の支払額 △70 ―
その他 △22,225 △112,925

小計 △5,323,492 115,937

法人税等の支払額 △17,042 △15,299

営業活動によるキャッシュ・フロー △5,340,534 100,638

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
有価証券の取得による支出 △26,136,651 △40,562,458
有価証券の売却による収入 13,202,984 29,158,906
有価証券の償還による収入 18,122,452 11,145,295
金銭の信託の増加による支出 △56,276 △23,000
金銭の信託の減少による収入 49,000 38,323
有形固定資産の取得による支出 △56,953 △54,346
無形固定資産の取得による支出 △49,466 △56,817
有形固定資産の売却による収入 47,711 16,542
無形固定資産の売却による収入 1,050 438
連結範囲の変動を伴う子会社株式の売却による収入 ― 838
連結範囲の変動を伴わない子会社株式の取得による支出 ― △21,175

投資活動によるキャッシュ・フロー 5,123,849 △357,452

（次ページへ続く）

（4）連結キャッシュ・フロー計算書 （単位：百万円）

（ ） （ ）
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科　目
平成18年度 平成19年度

平成18年4月 1 日から 平成19年4月 1 日から
平成19年3月31日まで　 平成20年3月31日まで　

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
劣後特約付借入による収入 38,000 84,000
劣後特約付借入金の返済による支出 △96,000 △48,000
劣後特約付社債の発行による収入 210,900 140,000
劣後特約付社債の償還による支出 △150,700 △90,767
配当金支払額 △130,625 △200,003
少数株主への配当金支払額 △15,076 △20,389
少数株主からの払込みによる収入 120,000 85,100
少数株主への払戻しによる支出 ― △69,750
自己株式の取得による支出 ― △1

財務活動によるキャッシュ・フロー △23,501 △119,811

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 348 △511

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 △239,838 △377,138

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 2,227,114 1,987,275

Ⅶ 連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 △0 ―

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高 1,987,275 1,610,137

（前ページより続く） （単位：百万円）

（ ） （ ）
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○連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項（平成19年度）
1．連結の範囲に関する事項

連結子会社 37社

主要な連結子会社については、116～124ページの「グルー

プの子会社・関連会社」をご参照ください。

なお、MHBK｠Capital｠Investment（JPY）2Limited他2社

は設立により当連結会計年度から連結しております。また、ユー

シーカード株式会社他1社は株式の一部売却等により除外してお

ります。

（追加情報）

財務諸表等規則第8条第7項の規定により出資者等の子会社に

該当しないものと推定された特別目的会社5社は、連結の範囲か

ら除外しております。当該会社の概要等は、「（開示対象特別目的

会社関係）」の注記に掲げております。

なお、「一定の特別目的会社に係る開示に関する適用指針（企業

会計基準適用指針第15号平成19年3月29日）が平成19年4月

1日以後開始する連結会計年度から適用されることになったこと

に伴い、当連結会計年度から同適用指針を適用しております。

2．持分法の適用に関する事項

持分法適用の関連会社 10社

主要な会社名

ユーシーカード株式会社

確定拠出年金サービス株式会社

なお、ユーシーカード株式会社他2社は当連結会計年度から持

分法を適用しております。また、日本抵当証券株式会社他1社は売

却等により持分法適用の対象から除外しております。

3．連結子会社の事業年度等に関する事項

（1）連結子会社の決算日は次のとおりであります。

12月末日 11社

3月末日 21社

6月最終営業日の前日 5社

（2）6月最終営業日の前日を決算日とする子会社については、12月

末日現在で実施した仮決算に基づく財務諸表により、またその他

の子会社については、それぞれの決算日の財務諸表により連結し

ております。

連結決算日と上記の決算日等との間に生じた重要な取引につ

いては、必要な調整を行っております。

4. 会計処理基準に関する事項

（1）特定取引資産・負債の評価基準及び収益・費用の計上基準

金利、通貨の価格、有価証券市場における相場その他の指標に

係る短期的な変動、市場間の格差等を利用して利益を得る等の

目的（以下、「特定取引目的」という）の取引については、取引の約

定時点を基準とし、連結貸借対照表上「特定取引資産」及び「特定

取引負債」に計上するとともに、当該取引からの損益を連結損益

計算書上「特定取引収益」及び「特定取引費用」に計上しており

ます。

特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭債

権等については連結決算日の時価により、スワップ・先物・オプショ

ン取引等の派生商品については連結決算日において決済したも

のとみなした額により行っております。

また、特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、当連結会

計年度中の受払利息等に、有価証券、金銭債権等については前連

結会計年度末と当連結会計年度末における評価損益の増減額を、

派生商品については前連結会計年度末と当連結会計年度末にお

けるみなし決済からの損益相当額の増減額を加えております。

（2）有価証券の評価基準及び評価方法

（イ）有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均

法による償却原価法（定額法）、その他有価証券のうち時価の

ある国内株式については当連結会計年度末前1カ月の市場

価格の平均等、それ以外については当連結会計年度末日にお

ける市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平

均法により算定）、時価のないものについては移動平均法に

よる原価法又は償却原価法により行っております。

なお、その他有価証券の評価差額については、時価ヘッジ

の適用により損益に反映させた額を除き全部純資産直入法

により処理しております。

（追加情報）

｠｠ 従来、「時価のない有価証券」として取得原価で計上してい

たその他有価証券について、昨今の著しい市場環境の変化に

より生じるその他有価証券評価差額の重要性及び市場価格

に準ずるものとして合理的に算定された価額（ブローカー又

は情報ベンダーから入手する価格等）の入手可能性が増した

ことから、会計基準の国際的な収斂に向けた動向等にも鑑み、

市場価格に準ずるものとして合理的に算定された価額が得ら

れたものは当該価額を以って評価しております。これにより、

「買入金銭債権」中の信託受益権が189百万円増加、「有価

証券」が16,650百万円、「その他有価証券評価差額金」が

16,461百万円減少しております。なお、時価評価を行わな

い有価証券のうち、下記（6）に記載の有価証券の私募（金融

商品取引法第2条第3項）による社債等については貸倒引当

金を計上しております。

（ロ）金銭の信託において信託財産を構成している有価証券の評

価は、上記（イ）と同じ方法によっております。

（3）デリバティブ取引の評価基準及び評価方法

デリバティブ取引（特定取引目的の取引を除く）の評価は、時価

法により行っております。

（4）減価償却の方法

①有形固定資産

当行の有形固定資産の減価償却は、建物については定額法

を、動産については定率法を採用しております。また、主な耐

用年数は次のとおりであります。

建　物：3年～50年

動　産：2年～20年

連結子会社の有形固定資産については、資産の見積耐用年

数に基づき、主として定率法により償却しております。

（会計方針の変更）

平成19年度税制改正に伴い、平成19年4月1日以後に取

得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく

償却方法により減価償却費を計上しております。この変更に

より、経常利益及び税金等調整前当期純利益は、従来の方法

によった場合に比べ1,284百万円減少しております。

（追加情報）

当連結会計年度より、平成19年3月31日以前に取得した

有形固定資産については、償却可能限度額に達した連結会計

年度の翌連結会計年度以後、残存簿価を5年間で均等償却し

ております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、

経常利益及び税金等調整前当期純利益は1,275百万円減少

しております。

②無形固定資産

無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しておりま

す。なお、自社利用のソフトウェアについては、当行及び連結

子会社で定める利用可能期間（主として5年）に基づいて償

却しております。

（5）繰延資産の処理方法

（イ）債券繰延資産

次のとおり償却しております。

①債券発行差金

平成18年3月31日に終了する連結会計年度の連結貸

借対照表に計上した債券発行差金は、「繰延資産の会計処

理に関する当面の取扱い」（企業会計基準委員会実務対応

報告第19号平成18年8月11日）の経過措置に基づき従
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前の会計処理を適用し、債券の償還期間にわたり均等償却

を行っております。

②債券発行費用

債券発行費用は、発生時に全額費用として処理しており

ます。

なお、平成18年3月31日に終了する連結会計年度の連

結貸借対照表に計上した債券発行費用は、「繰延資産の会

計処理に関する当面の取扱い」（企業会計基準委員会実務

対応報告第19号平成18年8月11日）の経過措置に基づ

き従前の会計処理を適用し旧商法施行規則の規定する最

長期間内の一定期間で償却を行っております。

（ロ）社債発行費

発生時に全額費用処理しております。

（6）貸倒引当金の計上基準

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとお

り計上しております。

破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者

（以下、「破綻先」という。）に係る債権及びそれと同等の状況にあ

る債務者（以下、「実質破綻先」という。）に係る債権については、以

下のなお書きに記載している直接減額後の帳簿価額から、担保の

処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残

額を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今

後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（以下、「破

綻懸念先」という。）に係る債権については、債権額から、担保の処

分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額

のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計

上しております。

破綻懸念先及び注記事項（連結貸借対照表関係）5.の貸出条

件緩和債権等を有する債務者で与信額が一定額以上の大口債務

者のうち、債権の元本の回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・

フローを合理的に見積もることができる債権については、当該

キャッシュ・フローを貸出条件緩和実施前の約定利子率等で割引

いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金とする方法

（キャッシュ・フロー見積法）により引き当てております。また、当

該大口債務者のうち、将来キャッシュ・フローを合理的に見積もる

ことが困難な債務者に対する債権については、個別的に予想損失

額を算定し、引き当てております。

上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績

等から算出した予想損失率に基づき計上しております。

特定海外債権については、対象国の政治経済情勢等に起因して

生ずる損失見込額を特定海外債権引当勘定として計上しており

ます。

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署

が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監査部署が査定

結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っ

ております。

なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等につ

いては、債権額から担保の評価額及び保証による回収が可能と認

められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直

接減額しており、その金額は230,601百万円であります。

上記債権には、有価証券の私募（金融商品取引法第2条第3項）

による社債等が含まれております。

（7）投資損失引当金の計上基準

投資損失引当金は、投資に対する損失に備えるため、有価証券

発行会社の財政状態等を勘案して必要と認める額を計上しており

ます。

（8）賞与引当金の計上基準

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員

に対する賞与の支給見込額のうち、当連結会計年度に帰属する額

を計上しております。

（9）退職給付引当金の計上基準

退職給付引当金（含む前払年金費用）は、従業員の退職給付に

備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当連結会計年度末において発生していると

認める額を計上しております。

また、数理計算上の差異は、各発生連結会計年度における従業

員の平均残存勤務期間内の一定年数（10～12年）による定額法

に基づき按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から損益

処理しております。

（10）役員退職慰労引当金の計上基準

役員退職慰労引当金は、役員及び執行役員の退職により支給す

る退職慰労金に備えるため、内規に基づく支給見込額のうち、当連

結会計年度末までに発生していると認められる額を計上しており

ます。

（11）ポイント引当金

主として「みずほマイレージクラブ」におけるマイレージポイン

トの将来の利用による負担に備えるため、将来利用される見込額

を合理的に見積もり、必要と認める額を計上しております。

（12）預金払戻損失引当金

預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、将

来の払戻請求に応じて発生する損失を見積り必要と認める額を計

上しております。

（会計方針の変更）

「租税特別措置法上の準備金及び特別法上の引当金又は準備

金並びに役員退職慰労引当金等に関する監査上の取扱い」（日本

公認会計士協会監査・保証実務委員会報告第42号平成19年4月

13日）が平成19年4月1日以後開始する連結会計年度から適用

されることに伴い、当連結会計年度から同報告を適用しておりま

す。この変更により、従来の方法によった場合に比べ、経常利益及

び税金等調整前当期純利益は8,739百万円減少しております。

（13）特別法上の引当金の計上基準

特別法上の引当金は、金融商品取引責任準備金652百万円で

あり、有価証券の売買その他の取引又はデリバティブ取引等に関

して生じた事故による損失の補てんに充てるため、金融商品取引

法第46条の5第1項及び第48条の3第1項の規定に基づき計上

しております。

なお、従来、金融先物取引法第81条及び証券取引法第51条の

規定に基づき、金融先物取引責任準備金及び証券取引責任準備金

を計上しておりましたが、平成19年9月30日に金融商品取引法

が施行されたことに伴い、当連結会計年度から金融商品取引責任

準備金として計上しております。

（14）外貨建資産・負債の換算基準

当行の外貨建資産・負債は、連結決算日の為替相場による円換

算額を付しております。

連結子会社の外貨建資産・負債については、それぞれの決算日

等の為替相場により換算しております。

（15）リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に準じた

会計処理によっております。

（16）重要なヘッジ会計の方法

（イ）金利リスク・ヘッジ

当行の金融資産・負債から生じる金利リスクのヘッジ取引

に対するヘッジ会計の方法として、繰延ヘッジ又は時価ヘッジ

を適用しております。小口多数の金銭債権債務に対する包括

ヘッジについて、「銀行業における金融商品会計基準適用に関

する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種

別監査委員会報告第24号。以下「業種別監査委員会報告第

24号」という。）を適用しております。ヘッジ有効性の評価は、

小口多数の金銭債権債務に対する包括ヘッジについて以下

のとおり行っております。

（1）相場変動を相殺するヘッジについては、ヘッジ対象とな

る預金・貸出金等とヘッジ手段である金利スワップ取引

等を一定の期間毎にグルーピングのうえ特定し有効性を
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みずほ銀行の業績と財務の状況

連結決算データファイル

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

（連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い）

「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取

扱い」（企業会計基準委員会実務対応報告第18号平成18年5月17日）が

平成20年3月31日以前に開始する連結会計年度から早期適用できるこ

とになったことに伴い、当連結会計年度から同実務対応報告を適用してお

ります。これによる損益に与える影響はありません。

（金融商品に関する会計基準）

「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号）及び「金融商品

会計に関する実務指針」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第14

号）等における有価証券の範囲に関する規定が一部改正され（平成19年6

月15日付及び同7月4日付）、金融商品取引法の施行日以後に終了する事

業年度から適用されることになったことに伴い、当連結会計年度から改正

会計基準及び実務指針を適用しております。

（連結財務諸表における税効果会計に関する実務指針）

企業集団内の会社に投資（子会社株式等）を売却した場合の税効果会計

について、「連結財務諸表における税効果会計に関する実務指針」（日本公

認会計士協会会計制度委員会報告第6号平成19年3月29日）の第30－

2項を当連結会計年度から適用しております。なお、これによる連結貸借対

照表等に与える影響はありません。

追加情報

該当ありません。

表示方法の変更

「銀行法施行規則」（昭和57年大蔵省令第10号）別紙様式が「銀行法施

行規則等の一部を改正する内閣府令」（内閣府令第60号平成19年8月8

日）により改正され、平成19年9月30日から施行されることになったこと

に伴い、「特別利益」に計上しておりました「金融先物取引責任準備金取崩

額」及び「特別損失」に計上しておりました「証券取引責任準備金繰入額」

は、当連結会計年度から「金融商品取引責任準備金繰入額」として「特別損

失」に計上しております。

評価しております。

（2）キャッシュ・フローを固定するヘッジについては、ヘッジ対

象とヘッジ手段の金利変動要素の相関関係を検証し有

効性を評価しております。

個別ヘッジについてもヘッジ対象の相場変動とヘッジ手段

の相場変動を比較し、両者の変動額等を基礎にして、ヘッジの

有効性を評価しております。

また、当連結会計年度末の連結貸借対照表に計上している

繰延ヘッジ損益のうち、「銀行業における金融商品会計基準適

用に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会

計士協会業種別監査委員会報告第15号）を適用して実施し

ておりました多数の貸出金・預金等から生じる金利リスクをデ

リバティブ取引を用いて総体で管理する従来の「マクロヘッ

ジ」に基づく繰延ヘッジ損益は、「マクロヘッジ」で指定したそ

れぞれのヘッジ手段等の残存期間・平均残存期間にわたって、

資金調達費用又は資金運用収益等として期間配分しておりま

す。なお、当連結会計年度末における「マクロヘッジ」に基づ

く繰延ヘッジ損失は31,082百万円（税効果額控除前）、繰延

ヘッジ利益は34,442百万円（同前）であります。

（ロ）為替変動リスク・ヘッジ

外貨建その他有価証券（債券以外）の為替変動リスクを

ヘッジするため、事前にヘッジ対象となる外貨建有価証券の

銘柄を特定し、当該外貨建有価証券について外貨ベースで取

得原価以上の直先負債が存在していること等を条件に包括

ヘッジとして繰延ヘッジ及び時価ヘッジを適用しております。

（ハ）内部取引等

デリバティブ取引のうち連結会社間及び特定取引勘定とそ

れ以外の勘定との間の内部取引については、ヘッジ手段とし

て指定している金利スワップ取引等に対して、業種別監査委

員会報告第24号に基づき、恣意性を排除し厳格なヘッジ運

営が可能と認められる対外カバー取引の基準に準拠した運

営を行っているため、当該金利スワップ取引等から生じる収

益及び費用は消去せずに損益認識又は繰延処理を行ってお

ります。

なお、一部の資産・負債については、個別ヘッジに基づく繰

延ヘッジを行っております。

（17）消費税等の会計処理

当行及び国内連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理

は、主として税抜方式によっております。

5．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採

用しております。

6．のれん及び負ののれんの償却に関する事項

みずほインベスターズ証券株式会社に係るのれんは20年間で均等

償却しております。その他ののれん及び負ののれんについては、金額

的に重要性が乏しいため、発生した連結会計年度に一括して償却して

おります。

7．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、連結貸借対照

表上の「現金預け金」のうち現金及び中央銀行への預け金であります。
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○注記事項（平成19年度）

連結貸借対照表関係

1. 有価証券には、関連会社の株式4,545百万円を含んでおります。

2. 無担保の消費貸借契約により貸し付けている有価証券が、「特定

取引資産」中の商品有価証券及び「有価証券」中の外国証券に合計

245,139百万円含まれております。

現金担保付債券貸借取引、現先取引及び株式の信用取引等により受

け入れている有価証券のうち、売却又は再担保という方法で自由に処

分できる権利を有する有価証券で、再担保に差し入れている有価証券

は130,398百万円、再貸付に供している有価証券は24百万円、当連

結会計年度末に当該処分をせずに所有しているものは3,140,403

百万円であります。

3. 貸出金のうち、破綻先債権額は23,851百万円、延滞債権額は377,801

百万円であります。

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続

していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見

込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を

行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法

人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第1項第3号のイから

ホまでに掲げる事由又は同項第4号に規定する事由が生じている貸出

金であります。

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及

び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶

予した貸出金以外の貸出金であります。

4. 貸出金のうち、3ヵ月以上延滞債権額は8,072百万円であります。

なお、3ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の

翌日から3月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該

当しないものであります。

5. 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は231,377百万円であります。

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図るこ

とを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権

放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債

権、延滞債権及び3ヵ月以上延滞債権に該当しないものであります。

6. 破綻先債権額、延滞債権額、3ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和

債権額の合計額は641,103百万円であります。

なお、上記3.から6.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額で

あります。

7. 手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上

及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第

24号）に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入

れた商業手形及び買入外国為替は、売却又は再担保という方法で自由

に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は322,104百

万円であります。

8. 担保に供している資産は次のとおりであります。

担保に供している資産

特定取引資産 339,084百万円

有価証券 3,278,777百万円

貸出金 4,298,849百万円

その他資産 1,067百万円

担保資産に対応する債務

預金 520,132百万円

コールマネー及び売渡手形 888,500百万円

売現先勘定 ｠515,727百万円

債券貸借取引受入担保金 1,691,111百万円

借用金 337百万円

上記のほか、為替決済、デリバティブ等の取引の担保あるいは先物取

引証拠金等の代用として、「特定取引資産」1,139百万円及び「有価証

券」952,378百万円を差し入れております。

関連会社の借入金等のための担保提供はありません。

また、「その他資産」のうち保証金は79,485百万円、先物取引差入

証拠金は1,565百万円、その他の証拠金等は10,928百万円であり

ます。

9. 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客から

の融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について

違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約

であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、20,237,164百

万円であります。このうち原契約期間が1年以内のもの又は任意の時

期に無条件で取消可能なものが19,586,385百万円あります。

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものである

ため、融資未実行残高そのものが必ずしも将来のキャッシュ・フローに

影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢

の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、実行申し込

みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨

の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動

産・有価証券等の担保の提供を受けるほか、契約後も定期的に予め定

めている手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見

直し、与信保全上の措置等を講じております。

10.土地の再評価に関する法律（平成10年3月31日公布法律第34号）に

基づき、当行の事業用土地の再評価を行い、評価差額については、当該

評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負

債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純

資産の部に計上しております。

再評価を行った年月日 平成10年3月31日

同法律第3条第3項に定める再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年3月31日公布政

令第119号）第2条第4号に定める地価税法第16条に規定する

地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するた

めに国税庁長官が定めて公表した方法により算定した価額に、時

点修正による補正等合理的な調整を行って算出しております。

同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当連結会計年

度末における時価の合計額と当該事業用土地の再評価後の帳簿価

額の合計額との差額 118,596百万円

11.有形固定資産の減価償却累計額は549,000百万円であります。

12.有形固定資産の圧縮記帳額は36,741百万円であります。

13.借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付

された劣後特約付借入金452,150百万円が含まれております。

14.社債は、全額劣後特約付社債であります。

15.「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第2条

第3項）による社債に対する保証債務の額は1,389,627百万円であ

ります。
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前連結会計年度 当連結会計年度 当連結会計年度 当連結会計年度 摘要
末株式数 増加株式数 減少株式数 末株式数
（千株） （千株） （千株） （千株）

発行済株式

普通株式 3,927 518 ― 4,445 注2

第三回第二種優先株式 5 ― 5 ― 注1

第四回第四種優先株式 64 ― ― 64

第五回第五種優先株式 85 ― ― 85

第六回第六種優先株式 71 ― 71 ― 注1

第七回第七種優先株式 71 ― 71 ― 同上

第八回第八種優先株式 18 ― 18 ― 同上

第九回第九種優先株式 18 ― 18 ― 同上

第十回第十三種優先株式 1,800 ― ― 1,800

合計 6,061 518 184 6,395

自己株式

第三回第二種優先株式 ― 5 5 ― 注1

第六回第六種優先株式 ― 71 71 ― 同上

第七回第七種優先株式 ― 71 71 ― 同上

第八回第八種優先株式 ― 18 18 ― 同上

第九回第九種優先株式 ― 18 18 ― 同上

合計 ― 184 184 ―

連結株主資本等変動計算書関係

1. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関す

る事項

(注)1. 自己株式（優先株式）の無償取得及び消却によるものであります。
2. 自己株式（優先株式）の無償取得の対価としての普通株式の無償交付に伴うものであり
ます。
ただし、無償交付に伴い発生する1株に満たない端数については金銭を交付しております。

2. 配当に関する事項

基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当

連結会計年度の末日後となるもの

株式の種類 配当金の総額 １株当たりの 基準日 効力発生日
（決議） （百万円） 金額（円）

普通株式 162,692 41,425
平成19年 平成19年
3月31日 6月25日

第三回第二種
79 14,000

平成19年 平成19年
優先株式 3月31日 6月25日

第四回第四種
3,070 47,600

平成19年 平成19年
優先株式 3月31日 6月25日

第五回第五種
3,591 42,000

平成19年 平成19年
優先株式 3月31日 6月25日

第六回第六種
783 11,000

平成19年 平成19年
優先株式 3月31日 6月25日

第七回第七種
570 8,000

平成19年 平成19年
優先株式 3月31日 6月25日

第八回第八種
318 17,500

平成19年 平成19年
優先株式 3月31日 6月25日

第九回第九種
97 5,380

平成19年 平成19年
優先株式 3月31日 6月25日

第十回第十三種
28,800 16,000

平成19年 平成19年
優先株式 3月31日 6月25日

平成19年
6月25日
定時株主総会

平成20年
6月25日
定時株主総会

普通株式 164,539
平成20年
3月31日

利益剰余金 37,010

第四回第四種
優先株式

3,070
平成20年
3月31日

利益剰余金 47,600

第五回第五種
優先株式

3,591
平成20年
3月31日

利益剰余金 42,000

第十回
第十三種
優先株式

28,800
平成20年
3月31日

平成20年
6月25日

平成20年
6月25日

平成20年
6月25日

平成20年
6月25日

利益剰余金 16,000

（決議）
株式の種類 配当金の総額

（百万円）
効力発生日基準日配当の原資 1株当たりの

金額（円）

連結損益計算書関係

1. その他経常収益には、株式等売却益114,556百万円を含んでおり

ます。

2. その他の経常費用には、貸出金償却97,641百万円、債権売却損

67,885百万円、株式等償却56,298百万円、株式等売却損4,574

百万円を含んでおります。

3. 当連結会計年度において、以下の資産について減損損失を計上してお

ります。

営業用資産には、減損損失の認識が必要となるものはなく、当行及

び一部の国内連結子会社において、遊休資産及び処分予定資産につい

て、当連結会計年度末時点における回収可能価額と帳簿価額との差額

を減損損失として計上しております。減損損失を認識した遊休資産及

び処分予定資産のグルーピングは、各資産を各々独立した単位として

おります。

また、回収可能価額の算定は正味売却価額によっており、正味売却価

額は、「地価税法第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎と

なる土地の価額を算定するために国税庁長官が定めて公表した方法

により算定した価額」等から処分費用見込額を控除して算定しており

ます。

地域

首都圏

その他

主な用途

遊休資産

18物件

処分予定資産

遊休資産

24物件

種類

土地建物等

動産等

土地建物等

減損損失

（百万円）

1,496

21

693
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連結キャッシュ・フロー計算書関係

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係

（金額単位　百万円）

平成20年3月31日現在

現金預け金勘定 3,296,030

定期預け金 △1,101,801

その他 △584,092

現金及び現金同等物 1,610,137

リース取引関係

1. リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

(1) 借手側

●リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び年度末残

高相当額

取得価額相当額

動産 28,907百万円

その他 664百万円

合計 29,571百万円

減価償却累計額相当額

動産 21,512百万円

その他 283百万円

合計 21,796百万円

年度末残高相当額

動産 7,394百万円

その他 380百万円

合計 7,775百万円

●未経過リース料年度末残高相当額

1年内 5,025百万円

1年超 8,746百万円

合計 13,771百万円

●支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 ｠5,184百万円

減価償却費相当額 4,340百万円

支払利息相当額 442百万円

●減価償却費相当額の算定方法

原則、リース期間を耐用年数とし、残存価額を10％として計算し

た減価償却費相当額に10／9を乗じた額を各連結会計年度の減価

償却費相当額とする定率法によっております。

●利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各連結会計年度への配分方法については、利息法によってお

ります。

(2) 貸手側

●該当ありません。

2. オペレーティング・リース取引

(1) 借手側

●未経過リース料

1年内 ｠19,199百万円

1年超 45,104百万円

合計 64,303百万円

(2) 貸手側

●該当ありません。
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連結決算データファイル

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

貸倒引当金損金算入限度超過額 205,279百万円

繰越欠損金 364,422百万円

有価証券償却損金算入限度超過額 124,120百万円

その他 308,821百万円

繰延税金資産小計 1,002,644百万円

評価性引当額 △396,149百万円

繰延税金資産合計 606,494百万円

繰延税金負債

前払年金費用 △141,407百万円

その他 △93,524百万円

繰延税金負債合計 △234,931百万円

繰延税金資産の純額 371,563百万円

2. 連結財務諸表提出会社の法定実効税率と税効果会計適用後の法人税

等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ

た主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.6％

（調整）

評価性引当額の減少 △19.0％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △1.4％

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.3％

その他 △1.8％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 18.7％

税効果会計関係

退職給付関係

1. 採用している退職給付制度の概要

（1）当行及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、企業年金

基金制度、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けておりま

す。また、当行及び一部の国内連結子会社は、退職一時金制度の

一部について確定拠出年金制度を採用しております。

（2）当行は、退職給付信託を設定しております。

2. 退職給付債務に関する事項

金額（百万円）

退職給付債務（A） △654,956

年金資産（B） 731,734

未積立退職給付債務（C）＝（A）＋（B） 76,778

未認識数理計算上の差異（D） 263,913

連結貸借対照表計上額純額（E）＝（C）＋（D） 340,692

前払年金費用（F） 348,293

退職給付引当金（G）＝（E）－（F） △7,601

（注）1. 臨時に支払う割増退職金は含めておりません。
2. 一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

3. 退職給付費用に関する事項

金額（百万円）

勤務費用 11,777

利息費用 16,414

期待運用収益 △55,234

数理計算上の差異の費用処理額 16,894

その他（臨時に支払った割増退職金等） 4,261

退職給付費用 △5,885

退職給付信託返還益 ―

計 △5,885

（注）1. 企業年金基金に対する従業員拠出額は「勤務費用」より控除しております。
2. 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は「勤務費用」に含めて計上し
ております。

4. 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

（1）割引率 主に2.5％

（2）期待運用収益率 主に4.3％～6.86％

（3）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

（4）数理計算上の差異の処理年数

10年～12年（各発生連結会計年度における従業員の平均

残存勤務期間内の一定年数による定額法に基づき按分した

額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から損益処理すること

としております。）



（追加情報）

当連結会計年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計

基準第11号｠平成18年10月17日）及び「関連当事者の開示に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号｠平成18年10月17

日）を早期に適用しております。

この結果、従来の開示対象範囲に対し、重要な追加はありません。

１．関連当事者との取引　

（1）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

（ア）連結財務諸表提出会社の親会社及び法人主要株主等

（※）短期的な取引につき、期末残高を記載しております。

取引条件及び取引条件の決定方針等

取引条件は、市場実勢レートを参考に決定しております。

（イ）連結財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等及び連

結財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等

（※1）短期的な市場性の取引につき、期末残高を記載しております。
（※2）期末の市場レートによる評価額等につき、期末残高を記載しております。

取引条件及び取引条件の決定方針等

取引条件は、市場実勢レートを参考に決定しております。

（2）連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

記載すべき重要なものはありません。

2．親会社又は重要な関連会社に関する注記　

（1）親会社情報

株式会社みずほフィナンシャルグループ（東京証券取引所（市場

第一部）、大阪証券取引所（市場第一部）、ニューヨーク証券取引

所に上場）

（2）重要な関連会社の要約財務情報

該当ありません。
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関連当事者情報

種類
会社等
の名称

所在地
資本金又
は出資金
（百万円）

事業
の内容

議決権等の
所有（被所有）
割合（％）

関連当事者との関係

役員の兼任等

取引
の内容

取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

親会社
（株）みずほ
フィナンシャ
ルグループ

東京都
千代田
区

1,540,965
金融

持株会社
被所有
直接｠100

金銭
貸借関係

設備の賃
貸借関係
等

2 資金の貸付 500,000
（※）

貸出金 500,000

種類
会社等
の名称

所在地
資本金又
は出資金
（百万円）

事業
の内容

議決権等の
所有（被所有）
割合（％）

関連当事者との関係

役員の兼任等

取引
の内容

取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

同一の
親会社を
持つ会社

（株）みずほ
コーポレート
銀行

東京都
千代田
区

1,070,965 銀行業務 ―

金銭
貸借関係

設備の賃
貸借関係
等

―

コール資金
の放出

4,550,000
（※1）

コールローン
及び買入手形

4,550,000

デリバティ
ブ取引

（通貨オプショ
ン、先物為替）

742,887
（※2）

その他資産 742,887

1,058,117
（※2）

その他負債 1,058,117
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連結決算データファイル

1株当たり純資産額 263,525.25円

1株当たり当期純利益 49,246.00円

潜在株式調整後1株当たり当期純利益 44,064.92円

注) 1. 1株当たり純資産額の算定上の基礎は、次のとおりであります。
純資産の部の合計額 2,370,250百万円

純資産の部の合計額から控除する金額 1,198,669百万円

（うち優先株式払込金額） 660,000百万円

（うち優先配当額） 35,461百万円

（うち少数株主持分） 503,207百万円

普通株式に係る期末の純資産額 1,171,581百万円

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式の数 4,445千株

1株当たり情報

2. 1株当たり当期純利益及び潜在株式調整後1株当たり当期純利益の算定上の基礎は、次の
とおりであります。
1株当たり当期純利益

当期純利益 230,125百万円

普通株主に帰属しない金額 35,461百万円

うち優先配当額 35,461百万円

普通株式に係る当期純利益 194,664百万円

普通株式の期中平均株式数 3,952千株

潜在株式調整後1株当たり当期純利益

当期純利益調整額 ―百万円

うち希薄化効果を有する優先株式の優先配当額 ―百万円

普通株式増加数 464千株

うち優先株式 464千株

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要

―

1. 開示対象特別目的会社の概要及び当該特別目的会社を利用した取引

の概要

当行は、顧客の金銭債権等の流動化を支援する目的で、特別目的会

社（ケイマン法人の形態によっております。）5社に係る借入及びコマー

シャル・ペーパーでの資金調達に関し、貸出金、信用枠及び流動性枠

を供与しております。

特別目的会社5社の直近の決算日における資産総額（単純合算）は

445,366百万円、負債総額（単純合算）は445,111百万円でありま

す。なお、いずれの特別目的会社についても、当行は議決権のある株

式等は有しておらず、役員や従業員の派遣もありません。

2. 開示対象特別目的会社との取引金額等

開示対象特別目的会社関係

主な取引の当連結会計年度末残高 主な損益

（項目） （金額:百万円）

貸出金 280,797

信用枠及び流動性枠 144,464

（項目） （金額:百万円）

貸出金利息 3,152

役務取引等収益 602

重要な後発事象

当行は、平成20年4月15日に、当行保有の海外特別目的子会社が発行

した優先出資証券の償還に関する取締役会決議を行いました。償還され

る優先出資証券の概要は以下のとおりであります。

（1）発行体

Mizuho｠Preferred｠Capital｠（Cayman）｠E｠Limited

（2）発行証券の種類

配当非累積型永久優先出資証券

（3）償還総額

①Series｠A 67,620百万円

②Series｠B 55,040百万円

（4）償還予定日

平成20年6月30日

（5）償還理由

任意償還期日到来による
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（5）セグメント情報

2. 所在地別セグメント情報

全セグメントの経常収益の合計額及び資産の金額の合計額に占

める本邦の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情

報は記載していません。

3. 海外経常収益

海外経常収益が連結経常収益の10％未満のため、海外経常収益

は記載していません。

平成18年度

銀行業 証券業 その他事業 計 消去又は全社 連　結

経常収益及び経常損益
経常収益
（1）外部顧客に対する経常収益 1,254,635 111,034 67,144 1,432,814 ― 1,432,814
（2）セグメント間の内部経常収益 4,091 110 4,620 8,822 (8,822) ―

計 1,258,726 111,144 71,764 1,441,636 (8,822) 1,432,814

経常費用 1,109,923 49,191 56,663 1,215,778 (9,722) 1,206,055

経常利益 148,803 61,952 15,101 225,857 900 226,758

資産、減価償却費、減損損失及び資本的支出
資産 66,884,052 990,612 941,069 68,815,733 (379,188) 68,436,545

減価償却費 64,350 2,736 4,620 71,707 ― 71,707

減損損失 3,346 ― ― ― ― 3,346

資本的支出 96,486 4,109 5,824 106,420 ― 106,420
注) 1. 一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しています。
2. 各事業の主な内容
（1）銀行業･･･････銀行業
（2）証券業･･･････証券業
（3）その他事業･･･クレジットカード業、ファクタリング業、ベンチャーキャピタル業等

3. 当行及び一部の国内連結子会社の役員退職慰労金は、従来、支給時の費用として処理していましたが、「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第4号平成17年11月29日）の公表等を機に「租
税特別措置法上の準備金及び特別法上の引当金又は準備金並びに役員退職慰労引当金等に関する監査上の取扱い」（日本公認会計士協会監査・保証実務委員会報告第42号平成19年4月13日）が
公表されたことを踏まえ、前連結会計年度より内規に基づく前連結会計年度末の支給見込額を役員退職慰労引当金として計上する方法に変更しました。この変更により、従来の方法によった場合に比
べ、銀行業について1,676百万円、証券業について55百万円それぞれ経常費用が増加し、経常利益が同額減少しています。

1. 事業の種類別セグメント情報　 （単位：百万円）

平成19年度

銀行業 証券業 その他事業 計 消去又は全社 連　結

経常収益及び経常損益
経常収益
（1）外部顧客に対する経常収益 1,444,421 94,651 25,847 1,564,920 ― 1,564,920
（2）セグメント間の内部経常収益 3,116 217 4,830 8,165 (8,165) ―

計 1,447,538 94,868 30,677 1,573,085 (8,165) 1,564,920

経常費用 1,207,729 53,496 22,412 1,283,638 (7,074) 1,276,564

経常利益 239,808 41,372 8,265 289,446 (1,090) 288,355

資産、減価償却費、減損損失及び資本的支出
資産 68,198,096 1,084,372 669,367 69,951,836 (253,007) 69,698,828

減価償却費 72,545 3,311 326 76,183 ― 76,183

減損損失 2,189 ― 21 2,211 ― 2,211

資本的支出 97,530 13,260 373 111,164 ― 111,164
注) 1. 一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しています。
2. 各事業の主な内容
（1）銀行業･･･････銀行業
（2）証券業･･･････証券業
（3）その他事業･･･ファクタリング業、ベンチャーキャピタル業等

3. 平成19年度税制改正に伴い、平成19年4月1日以後に取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく償却方法により減価償却費を計上しています。この変更により、経常利益は従来
の方法によった場合に比べ、銀行業について1,177百万円、証券業について102百万円、その他事業について3百万円それぞれ減少しています。
また、当連結会計年度より、平成19年3月31日以前に取得した有形固定資産については、償却可能限度額に達した連結会計年度の翌連結会計年度以後、残存簿価を5年間で均等償却しています。こ
の変更により、経常利益は従来の方法によった場合に比べ、銀行業について1,246百万円、証券業について27百万円、その他事業について1百万円それぞれ減少しています。

4.「租税特別措置法上の準備金及び特別法上の引当金又は準備金並びに役員退職慰労引当金等に関する監査上の取扱い」（日本公認会計士協会監査・保証実務委員会報告第42号平成19年4月13日)
が平成19年4月1日以後開始する連結会計年度から適用されることに伴い、当連結会計年度から同報告を適用し、負債計上を中止した預金について、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積り、
預金払戻損失引当金を計上しています。この変更により、従来の方法によった場合に比べ、銀行業について8,739百万円経常費用が増加し、経常利益が同額減少しています。

（単位：百万円）
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みずほ銀行の業績と財務の状況

単体決算データファイル

■財務諸表等

当行は、平成18年度の貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書について証券取引法第193条の2の規定に基づき、また、平成19

年度の貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書について金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、新日本監査法人の監

査証明を受けています。なお、新日本監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成20年7月1日をもって新日本有限責任監査法人となり

ました。

（資産の部）
現金預け金 2,838,104 3,272,160
現金 1,059,190 864,666
預け金 1,778,913 2,407,494

コールローン 4,340,000 4,668,200

債券貸借取引支払保証金 2,634,880 3,131,603

買入金銭債権 2,313,455 2,333,582

特定取引資産 839,706 1,179,748
商品有価証券 14,743 21,511
商品有価証券派生商品 16 ―
特定取引有価証券派生商品 24 25
特定金融派生商品 308,803 348,009
その他の特定取引資産 516,118 810,202

金銭の信託 686 1,500

有価証券 15,226,739 15,151,302
国債 9,783,441 10,191,729
地方債 114,329 91,200
社債 2,240,507 2,144,672
株式 1,707,135 1,307,592
その他の証券 1,381,325 1,416,106

貸出金 34,065,059 33,745,801
割引手形 346,516 254,441
手形貸付 1,246,241 1,116,137
証書貸付 25,999,704 26,214,879
当座貸越 6,472,597 6,160,343

外国為替 131,895 120,477
外国他店預け 12,320 14,868
買入外国為替 83,472 74,545
取立外国為替 36,102 31,062

その他資産 2,530,250 2,701,901
未決済為替貸 7,392 5,081
前払費用 6,924 6,998
未収収益 103,857 98,376
先物取引差入証拠金 499 1,079
先物取引差金勘定 3 193
金融派生商品 1,559,170 1,739,135
宝くじ関係立替払金 142,091 139,525
前払年金費用 337,515 380,393
有価証券未収金 62,619 40,499
その他の資産 310,175 290,616

有形固定資産 603,955 604,504
建物 207,937 217,780
土地 324,276 321,415
建設仮勘定 1,921 3,464
その他の有形固定資産 69,819 61,844

無形固定資産 119,882 130,249
ソフトウェア 91,782 104,920
その他の無形固定資産 28,100 25,329

債券繰延資産 21 ―

繰延税金資産 332,168 372,563

支払承諾見返 1,322,242 1,157,505

貸倒引当金 △340,828 △347,614

投資損失引当金 △83,430 △84,022

資産の部合計 66,874,790 68,139,465

（次ページへ続く）

（1）貸借対照表 （単位：百万円）

科　目
平成18年度 平成19年度

（平成19年3月31日現在） （平成20年3月31日現在）
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（前ページより続く） （単位：百万円）

（負債の部）
預金 53,118,788 54,479,674
当座預金 4,418,665 3,681,446
普通預金 26,328,579 26,242,509
貯蓄預金 1,219,914 1,183,977
通知預金 314,816 297,679
定期預金 19,009,691 21,011,983
定期積金 6 6
その他の預金 1,827,113 2,062,070

譲渡性預金 1,228,710 1,613,280

債券 1,564,366 971,953

コールマネー 1,509,400 1,433,100

売現先勘定 2,999 495,835

債券貸借取引受入担保金 1,499,943 1,375,995

特定取引負債 231,277 280,431
売付商品債券 ― 27
商品有価証券派生商品 14 ―
特定取引有価証券派生商品 10 88
特定金融派生商品 231,252 280,316

借用金 1,177,230 1,115,189
借入金 1,177,230 1,115,189

外国為替 13,703 13,706
外国他店借 1,868 1,318
売渡外国為替 9,351 6,599
未払外国為替 2,483 5,788

社債 522,500 662,500

その他負債 2,509,448 2,617,813
未決済為替借 12,677 8,845
未払法人税等 2,604 3,209
未払費用 69,557 90,004
前受収益 41,720 47,051
給付補てん備金 0 0
売付債券 ― 17,656
先物取引差金勘定 9 ―
金融派生商品 1,594,190 1,613,156
宝くじ売上金等未精算金 142,091 139,525
未払特殊証券 413 413
特殊証券等剰余金 91 89
未払復興貯蓄債券元利金 2 2
有価証券未払金 177,769 201,284
その他の負債 468,319 496,573

賞与引当金 7,644 9,187

役員退職慰労引当金 1,676 1,974

ポイント引当金 3,773 8,314

預金払戻損失引当金 ― 8,739

再評価に係る繰延税金負債 79,797 77,956

支払承諾 1,322,242 1,157,505

負債の部合計 64,793,501 66,323,157

（純資産の部）
資本金 650,000 650,000
資本剰余金 762,345 762,345
資本準備金 762,345 762,345
利益剰余金 363,825 362,006
その他利益剰余金 363,825 362,006
繰越利益剰余金 363,825 362,006

株主資本合計 1,776,171 1,774,352

その他有価証券評価差額金 251,748 △46,300
繰延ヘッジ損益 △59,027 △21,482
土地再評価差額金 112,397 109,738

評価・換算差額等合計 305,118 41,955

純資産の部合計 2,081,289 1,816,308

負債及び純資産の部合計 66,874,790 68,139,465

科　目 平成18年度 平成19年度
（平成19年3月31日現在） （平成20年3月31日現在）



234

み
ず
ほ
銀
行
　
●

単
体
決
算
デ
ー
タ
フ
ァ
イ
ル

みずほ銀行の業績と財務の状況

単体決算データファイル

経常収益 1,264,218 1,441,383
資金運用収益 747,368 892,327
貸出金利息 539,736 621,046
有価証券利息配当金 137,793 165,500
コールローン利息 10,117 29,118
買現先利息 10 40
債券貸借取引受入利息 5,587 11,952
買入手形利息 28 28
預け金利息 27,683 29,148
その他の受入利息 26,410 35,492

役務取引等収益 262,325 238,378
受入為替手数料 88,023 88,877
その他の役務収益 174,302 149,500

特定取引収益 36,919 122,597
商品有価証券収益 4,404 2,366
特定取引有価証券収益 ― 454
特定金融派生商品収益 30,058 114,702
その他の特定取引収益 2,457 5,074

その他業務収益 167,984 67,258
外国為替売買益 154,244 24,762
国債等債券売却益 11,176 41,169
特殊証券等関係費補てん金 5 5
その他の業務収益 2,558 1,319
その他経常収益 49,620 120,821
株式等売却益 20,102 105,813
金銭の信託運用益 36 155
その他の経常収益 29,480 14,852

経常費用 1,085,125 1,219,477
資金調達費用 153,538 285,427
預金利息 79,750 156,643
譲渡性預金利息 4,348 8,981
債券利息 2,545 3,068
コールマネー利息 3,032 8,558
売現先利息 416 483
債券貸借取引支払利息 10,275 33,529
売渡手形利息 11 ―
借用金利息 38,019 37,803
短期社債利息 14 44
社債利息 6,834 11,032
金利スワップ支払利息 8,032 25,012
その他の支払利息 257 269

役務取引等費用 45,630 49,343
支払為替手数料 25,071 28,073
その他の役務費用 20,559 21,270

特定取引費用 1,187 ―
特定取引有価証券費用 1,187 ―
その他業務費用 35,717 42,956
国債等債券売却損 29,502 34,044
債券発行費用償却 252 80
金融派生商品費用 2,720 3,410
その他の業務費用 3,241 5,420

営業経費 536,875 558,913
その他経常費用 312,175 282,835
貸倒引当金繰入額 49,284 26,619
貸出金償却 53,181 96,279
株式等売却損 1,462 3,208
株式等償却 183,624 52,583
投資損失引当金繰入額 ― 633
金銭の信託運用損 ― 0
その他の経常費用 24,623 103,512

経常利益 179,092 221,905

（次ページへ続く）

（2）損益計算書 （単位：百万円）

科　目
平成18年度 平成19年度

平成18年4月 1 日から 平成19年4月 1 日から
平成19年3月31日まで　 平成20年3月31日まで　（ ） （ ）
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特別利益 121,850 24,032
固定資産処分益 16,619 8,389
償却債権取立益 34,542 15,642
その他の特別利益 70,688 ―

特別損失 16,662 6,911
固定資産処分損 13,316 4,721
減損損失 3,346 2,189

税引前当期純利益 284,280 239,027

法人税、住民税及び事業税 500 502
法人税等調整額 77,490 42,997

当期純利益 206,289 195,527

（前ページより続く） （単位：百万円）

科　目
平成18年度 平成19年度

平成18年4月 1 日から 平成19年4月 1 日から
平成19年3月31日まで 平成20年3月31日まで　（ ） （ ）
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単体決算データファイル

平成18年3月31日残高 650,000 762,345 268,529 ― 1,680,875 206,353 ― 132,028 338,382 2,019,257

事業年度中の変動額
剰余金の配当（注） ― ― △130,625 ― △130,625 ― ― ― ― △130,625
当期純利益 ― ― 206,289 ― 206,289 ― ― ― ― 206,289
自己株式の取得 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
自己株式の消却 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
土地再評価差額金の取崩 ― ― 19,631 ― 19,631 ― ― ― ― 19,631
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額） ― ― ― ― ― 45,395 △59,027 △19,631 △33,264 △33,264

事業年度中の変動額合計 ― ― 95,295 ― 95,295 45,395 △59,027 △19,631 △33,264 62,031

平成19年3月31日残高 650,000 762,345 363,825 ― 1,776,171 251,748 △59,027 112,397 305,118 2,081,289
注）平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目です。

（3）株主資本等変動計算書 （単位：百万円）

科　目

株主資本 評価・換算差額等 純資産

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己 株主資本 その他 繰延ヘッジ 土地再評価 評価・換算 合計

資本準備金 その他利益剰余金 株式 合計 有価証券 損益 差額金 差額等合計

繰越利益剰余金
評価差額金

平成18年度
平成18年4月 1 日から
平成19年3月31日まで（ ）

平成19年3月31日残高 650,000 762,345 ― 363,825 ― 1,776,171 251,748 △59,027 112,397 305,118 2,081,289

事業年度中の変動額
剰余金の配当 ― ― ― △200,003 ― △200,003 ― ― ― ― △200,003
当期純利益 ― ― ― 195,527 ― 195,527 ― ― ― ― 195,527
自己株式の取得 ― ― ― ― △1 △1 ― ― ― ― △1
自己株式の消却 ― ― △1 ― 1 ― ― ― ― ― ―
土地再評価差額金の取崩 ― ― ― 2,659 ― 2,659 ― ― ― ― 2,659
その他資本剰余金から
その他利益剰余金への振替 ― ― 1 △1 ― ― ― ― ― ― ―

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額） ― ― ― ― ― ― △298,049 37,545 △2,659 △263,162 △263,162

事業年度中の変動額合計 ― ― ― △1,818 ― △1,818 △298,049 37,545 △2,659 △263,162 △264,981

平成20年3月31日残高 650,000 762,345 ― 362,006 ― 1,774,352 △46,300 △21,482 109,738 41,955 1,816,308

（単位：百万円）

科　目

株主資本 評価・換算差額等 純資産

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己 株主資本 その他 繰延ヘッジ 土地再評価 評価・換算 合計

資本準備金 その他 その他利益剰余金 株式 合計 有価証券 損益 差額金 差額等合計

資本剰余金 繰越利益剰余金
評価差額金

平成19年度
平成19年4月 1 日から
平成20年3月31日まで（ ）
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○重要な会計方針（平成19年度）
1．特定取引資産・負債の評価基準及び収益・費用の計上基準

金利、通貨の価格、有価証券市場における相場その他の指標に係る

短期的な変動、市場間の格差等を利用して利益を得る等の目的（以下

「特定取引目的」という。）の取引については、取引の約定時点を基準

とし、貸借対照表上「特定取引資産」及び「特定取引負債」に計上する

とともに、当該取引からの損益を損益計算書上「特定取引収益」及び

「特定取引費用」に計上しております。

特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭債権

等については決算日の時価により、スワップ・先物・オプション取引等の

派生商品については決算日において決済したものとみなした額により

行っております。

また、特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、当事業年度中

の受払利息等に、有価証券、金銭債権等については前事業年度末と当

事業年度末における評価損益の増減額を、派生商品については前事

業年度末と当事業年度末におけるみなし決済からの損益相当額の増

減額を加えております。

2. 有価証券の評価基準及び評価方法

（1）有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法

による償却原価法（定額法）、子会社株式及び関連会社株式につ

いては移動平均法による原価法、その他有価証券のうち時価のあ

る国内株式については決算期末月1ヵ月の市場価格の平均等、そ

れ以外については決算日における市場価格等に基づく時価法（売

却原価は主として移動平均法により算定）、時価のないものにつ

いては移動平均法による原価法又は償却原価法により行っており

ます。

なお、その他有価証券の評価差額については、時価ヘッジの適

用により損益に反映させた額を除き、全部純資産直入法により処

理しております。

（追加情報）

従来、「時価のない有価証券」として取得原価で計上していた

その他有価証券について、昨今の著しい市場環境の変化により生

じるその他有価証券評価差額の重要性及び市場価格に準ずるも

のとして合理的に算定された価額（ブローカー又は情報ベンダー

から入手する価格等）の入手可能性が増したことから、会計基準

の国際的な収斂に向けた動向等にも鑑み、市場価格に準ずるもの

として合理的に算定された価額が得られたものは当該価額を以っ

て評価しております。これにより、「買入金銭債権」中の信託受益

権が189百万円増加、「有価証券」が16,650百万円、「その他

有価証券評価差額金」が16,461百万円減少しております。なお、

時価評価を行わない有価証券のうち、下記7.に記載の有価証券

の私募（金融商品取引法第2条第3項）による社債等については

貸倒引当金を計上しております。

（2）金銭の信託において信託財産を構成している有価証券の評価は、

上記（1）と同じ方法によっております。

3．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法

デリバティブ取引（特定取引目的の取引を除く）の評価は、時価法に

より行っております。

4．固定資産の減価償却の方法

（1）有形固定資産

有形固定資産の減価償却は、建物については定額法を、動産に

ついては定率法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建　物：3年～50年

動　産：2年～20年

（会計方針の変更）

平成19年度税制改正に伴い、平成19年4月1日以後に取得し

た有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく償却方法

により減価償却費を計上しております。この変更により、経常利益

及び税引前当期純利益は、従来の方法によった場合に比べ

1,170百万円減少しております。

（追加情報）

当事業年度より、平成19年3月31日以前に取得した有形固定

資産については、償却可能限度額に達した事業年度の翌事業年度

以後、残存簿価を5年間で均等償却しております。この変更に伴

い、従来の方法によった場合に比べ、経常利益及び税引前当期純

利益は1,245百万円減少しております。

（2）無形固定資産

無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、行内における利用可能

期間（5年）に基づいて償却しております。

5．繰延資産の処理方法

（1）債券繰延資産

次のとおり償却しております。

①債券発行差金

平成18年3月31日に終了する事業年度の貸借対照表に

計上した債券発行差金は、「繰延資産の会計処理に関する当

面の取扱い」（企業会計基準委員会実務対応報告第19号平

成18年8月11日）の経過措置に基づき従前の会計処理を適

用し、債券の償還期間にわたり均等償却を行っております。

②債券発行費用

債券発行費用は、発生時に全額費用として処理しており

ます。

なお、平成18年3月31日に終了する事業年度の貸借対照

表に計上した債券発行費用は、「繰延資産の会計処理に関す

る当面の取扱い」（企業会計基準委員会実務対応報告第19

号平成18年8月11日）の経過措置に基づき従前の会計処理

を適用し旧商法施行規則の規定する最長期間内の一定期間

で償却を行っております。

（2）社債発行費

発生時に全額費用処理しております。

6．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建資産・負債は、取得時の為替相場による円換算額を付す子会

社株式を除き、決算日の為替相場による円換算額を付しております。

7. 引当金の計上基準

（1）貸倒引当金

予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しており

ます。

破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者

（以下、「破綻先」という。）に係る債権及びそれと同等の状況にあ

る債務者（以下、「実質破綻先」という。）に係る債権については、

以下のなお書きに記載している直接減額後の帳簿価額から、担保

の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その

残額を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、

今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（以下、

「破綻懸念先」という。）に係る債権については、債権額から、担保

の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その

残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額

を計上しております。

｠ ｠破綻懸念先及び注記事項（貸借対照表関係）5.の貸出条件

緩和債権等を有する債務者で与信額が一定額以上の大口債務

者のうち、債権の元本の回収及び利息の受取りに係るキャッ

シュ・フローを合理的に見積もることができる債権については、

当該キャッシュ・フローを貸出条件緩和実施前の約定利子率等で

割引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金とする方

法（キャッシュ・フロー見積法）により引き当てております。また、

当該大口債務者のうち、将来キャッシュ・フローを合理的に見積も

ることが困難な債務者に対する債権については、個別的に予想損

失額を算定し、引き当てております。

｠｠ 上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実

績等から算出した予想損失率に基づき計上しております。特定海
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単体決算データファイル

会計方針の変更

（金融商品に関する会計基準）

「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号）及び「金融商品

会計に関する実務指針」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第14

号）等における有価証券の範囲に関する規定が一部改正され（平成19年6

月15日付及び同7月4日付）、金融商品取引法の施行日以後に終了する事

業年度から適用されることになったことに伴い、当事業年度から改正会計

基準及び実務指針を適用しております。

外債権については、対象国の政治経済情勢等に起因して生ずる損

失見込額を特定海外債権引当勘定として計上しております。

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署

が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監査部署が査定

結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っ

ております。

なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等につ

いては、債権額から担保の評価額及び保証による回収が可能と認

められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直

接減額しており、その金額は204,529百万円であります。

上記債権には、有価証券のうち、当行が保証を付している私

募（金融商品取引法第2条第3項）による社債等が含まれており

ます。

（2）投資損失引当金

投資に対する損失に備えるため、有価証券発行会社の財政状態

等を勘案して必要と認める額を計上しております。

（3）賞与引当金

従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与

の支給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上しており

ます。

（4）退職給付引当金

退職給付引当金（含む前払年金費用）は、従業員の退職給付に

備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認める額

を計上しております。また、数理計算上の差異は、各発生年度に

おける従業員の平均残存勤務期間内の一定年数（10～12年）に

よる定額法に基づき按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度か

ら損益処理しております。

（5）役員退職慰労引当金

役員退職慰労引当金は、役員及び執行役員の退職により支給

する退職慰労金に備えるため、内規に基づく支給見込額のうち、

当事業年度末までに発生していると認められる額を計上しており

ます。

（6）ポイント引当金

「みずほマイレージクラブ」におけるマイレージポイントの将来

の利用による負担に備えるため、将来利用される見込額を合理的

に見積もり、必要と認める額を計上しております。

（7）預金払戻損失引当金

預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、将

来の払戻請求に応じて発生する損失を見積り必要と認める額を計

上しております。

（会計方針の変更）

「租税特別措置法上の準備金及び特別法上の引当金又は準備

金並びに役員退職慰労引当金等に関する監査上の取扱い」（日本

公認会計士協会監査・保証実務委員会報告第42号平成19年4月

13日）が平成19年4月1日以後開始する事業年度から適用され

ることに伴い、当事業年度から同報告を適用しております。この

変更により、従来の方法によった場合に比べ、経常利益及び税引

前当期純利益は8,739百万円減少しております。

8. リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理

によっております。

9. ヘッジ会計の方法

（イ）金利リスク・ヘッジ

金融資産・負債から生じる金利リスクのヘッジ取引に対するヘッ

ジ会計の方法として、繰延ヘッジ又は時価ヘッジを適用しておりま

す。小口多数の金銭債権債務に対する包括ヘッジについて、「銀行

業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の

取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号。

以下「業種別監査委員会報告第24号」という。）を適用しておりま

す。ヘッジ有効性の評価は、小口多数の金銭債権債務に対する包

括ヘッジについて以下のとおり行っております。

（1）相場変動を相殺するヘッジについては、ヘッジ対象となる預

金・貸出金等とヘッジ手段である金利スワップ取引等を一定

の期間毎にグルーピングのうえ特定し有効性を評価しており

ます。

（2）キャッシュ・フローを固定するヘッジについては、ヘッジ対象と

ヘッジ手段の金利変動要素の相関関係を検証し有効性を評価

しております。

個別ヘッジについてもヘッジ対象の相場変動とヘッジ手段の相

場変動を比較し、両者の変動額等を基礎にして、ヘッジの有効性

を評価しております。

また、当事業年度末の貸借対照表に計上している繰延ヘッジ損

益のうち、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する当面

の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査

委員会報告第15号）を適用して実施しておりました多数の貸出

金・預金等から生じる金利リスクをデリバティブ取引を用いて総体

で管理する従来の「マクロヘッジ」に基づく繰延ヘッジ損益は、「マ

クロヘッジ」で指定したそれぞれのヘッジ手段等の残存期間・平均

残存期間にわたって、資金調達費用又は資金運用収益等として期

間配分しております。

なお、当事業年度末における「マクロヘッジ」に基づく繰延ヘッ

ジ損失は31,082百万円（税効果額控除前）、繰延ヘッジ利益は

34,442百万円（同前）であります。

（ロ）為替変動リスク・ヘッジ

外貨建子会社株式及び外貨建その他有価証券（債券以外）の為

替変動リスクをヘッジするため、事前にヘッジ対象となる外貨建有

価証券の銘柄を特定し、当該外貨建有価証券について外貨ベー

スで取得原価以上の直先負債が存在していること等を条件に包

括ヘッジとして繰延ヘッジ及び時価ヘッジを適用しております。

（ハ）内部取引等

デリバティブ取引のうち特定取引勘定とそれ以外の勘定との間

の内部取引については、ヘッジ手段として指定している金利スワッ

プ取引等に対して、業種別監査委員会報告第24号に基づき、恣意

性を排除し厳格なヘッジ運営が可能と認められる対外カバー取引

の基準に準拠した運営を行っているため、当該金利スワップ取引

等から生じる収益及び費用は消去せずに損益認識又は繰延処理を

行っております。

なお、一部の資産・負債については、個別ヘッジに基づく繰延

ヘッジを行っております。

10.消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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追加情報

該当ありません。

表示方法の変更

該当ありません。

貸借対照表関係

1. 関係会社の株式総額 282,570百万円

2. 無担保の消費貸借契約により貸し付けている有価証券は、「その他の

証券」中の外国証券240,344百万円であります。

現金担保付債券貸借取引等により受け入れている有価証券のう

ち、売却又は再担保という方法で自由に処分できる権利を有する有

価証券で、当事業年度末に当該処分をせずに所有しているものは

3,125,932百万円であります。

3. 貸出金のうち、破綻先債権額は22,271百万円、延滞債権額は

364,815百万円であります。

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続

していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見

込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を

行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法

人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第1項第3号のイから

ホまでに掲げる事由又は同項第4号に規定する事由が生じている貸出

金であります。

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権

及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を

猶予した貸出金以外の貸出金であります。

4. 貸出金のうち、3カ月以上延滞債権額は8,072百万円であります。

なお、3カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日

の翌日から3月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に

該当しないものであります。

5. 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は231,377百万円であります。

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図るこ

とを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債

権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先

債権、延滞債権及び3カ月以上延滞債権に該当しないものであります。

6. 破綻先債権額、延滞債権額、3カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和

債権額の合計額は626,537百万円であります。

なお、上記3.から6.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額で

あります。

7. 手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上

及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第

24号）に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入

れた商業手形及び買入外国為替は、売却又は再担保という方法で自由

に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は、322,104

百万円であります。

8. 担保に供している資産は次のとおりであります。

担保に供している資産

特定取引資産 2,997百万円

有価証券 3,280,080百万円

貸出金 4,298,849百万円

その他資産 ｠｠1,067百万円

担保資産に対応する債務

預金 520,132百万円

コールマネー 888,500百万円

売現先勘定 495,835百万円

債券貸借取引受入担保金 1,375,995百万円

借用金 337百万円

上記のほか、為替決済、デリバティブ等の取引の担保あるいは先物

取引証拠金等の代用として、「有価証券」942,983百万円を差し入れ

ております。

子会社、関連会社の借入金等のための担保提供はありません。

また、「その他の資産」のうち保証金は73,056百万円、その他の

証拠金等は198百万円であります。

9. 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客から

の融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について

違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約

であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、20,430,300

百万円であります。このうち原契約期間が1年以内のもの又は任意の

時期に無条件で取消可能なものが19,770,535百万円あります。

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであ

るため、融資未実行残高そのものが必ずしも当行の将来のキャッ

シュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多く

には、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるとき

には、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減

額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時

において必要に応じて不動産・有価証券等の担保の提供を受けるほ

か、契約後も定期的に予め定めている行内手続に基づき顧客の業況

等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じ

ております。

10.土地の再評価に関する法律（平成10年3月31日公布法律第34号）に

基づき、事業用の土地の再評価を行い、評価差額については、当該評

価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債

の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資

産の部に計上しております。

再評価を行った年月日 平成10年3月31日

同法律第3条第3項に定める再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年3月31日公布政

令第119号）第2条第4号に定める地価税法第16条に規定する

地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するた

めに国税庁長官が定めて公表した方法により算定した価額に、時

点修正による補正等合理的な調整を行って算出しております。

同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当事業年度末

における時価の合計額と当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の

合計額との差額 118,596百万円

11.有形固定資産の減価償却累計額 537,064百万円

○注記事項（平成19年度）
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12.有形固定資産の圧縮記帳額 36,741百万円

13.借入金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付

された劣後特約付借入金1,101,237百万円が含まれております。

14.社債は全額劣後特約付社債であります。

15.「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第2条

第3項）による社債に対する当行の保証債務の額は1,389,627百万

円であります。

16.配当制限

当行の定款の定めるところにより、優先株主に対しては、次に定め

る各種優先株式の優先配当金を超えて配当することはありません。

第四回第四種優先株式 1株につき 47,600円

第五回第五種優先株式 1株につき 42,000円

第十回第十三種優先株式 1株につき 16,000円

損益計算書関係

1.「その他の経常費用」には、債権売却損67,885百万円を含んでおり

ます。

2. 当事業年度において、以下の資産について減損損失を計上しており

ます。

当行の営業用資産には、減損損失の認識が必要となるものはなく、

遊休資産について、当事業年度末時点における回収可能価額と帳簿価

額との差額を減損損失として計上しております。

減損損失を認識した遊休資産のグルーピングは、各資産を各々独立

した単位としております。

また、回収可能価額の算定は正味売却価額によっており、正味売却

価額は、「地価税法第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基

礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が定めて公表した

方法により算定した価額」等から処分費用見込額を控除して算定して

おります。

地域

首都圏

その他

主な用途

遊休資産

18物件

遊休資産

24物件

種類

土地建物等

土地建物等

減損損失

（百万円）

1,496

693

前事業年度 当事業年度 当事業年度 当事業年度 摘要
末株式数 増加株式数 減少株式数 末株式数
（千株） （千株） （千株） （千株）

自己株式

第三回第二種優先株式 ― 5 5 ― 注

第六回第六種優先株式 ― 71 71 ― 同上

第七回第七種優先株式 ― 71 71 ― 同上

第八回第八種優先株式 ― 18 18 ― 同上

第九回第九種優先株式 ― 18 18 ― 同上

合計 ― 184 184 ―

株主資本等変動計算書関係

自己株式の種類及び株式数に関する事項

(注) 自己株式（優先株式）の無償取得及び消却によるものであります。
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リース取引関係

1. リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

●リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額

取得価額相当額

動産 27,746百万円

その他 ―百万円

合計 27,746百万円

減価償却累計額相当額

動産 20,790百万円

その他 ―百万円

合計 20,790百万円

期末残高相当額

動産 6,955百万円

その他 ―百万円

合計 6,955百万円

●未経過リース料期末残高相当額

1年内 4,712百万円

1年超 8,015百万円

合計 ｠12,728百万円

●当期の支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 4,817百万円

減価償却費相当額 4,002百万円

支払利息相当額 416百万円

●減価償却費相当額の算定方法

原則、リース期間を耐用年数とし、残存価額を10％として計算し

た減価償却費相当額に10／9を乗じた額を各期の減価償却費相当

額とする定率法によっております。

●利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相

当額とし、各期への配分方法については、利息法によっております。

2. オペレーティング・リース取引

●未経過リース料

1年内 19,195百万円

1年超 45,102百万円

合計 64,297百万円

有価証券関係

○子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

（百万円）

貸借対照表計上額 時価 差額

子会社株式 88,274 81,736 △6,537

合計 88,274 81,736 △6,537

（注）時価は、決算期末月1ヶ月の市場価格の平均に基づいております。

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

貸倒引当金損金算入限度超過額 160,778百万円

繰越欠損金 333,021百万円

有価証券償却損金算入限度超過額 215,099百万円

その他 275,326百万円

繰延税金資産小計 984,226百万円

評価性引当額 △375,778百万円

繰延税金資産合計 608,448百万円

繰延税金負債

前払年金費用 △154,439百万円

その他 △81,445百万円

繰延税金負債合計 △235,885百万円

繰延税金資産の純額 372,563百万円

2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要

な差異があるときの、当該差異の原因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.6％

（調整）

評価性引当額の減少 △19.8％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △2.0％

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.3％

その他 △0.9％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 18.2％

税効果会計関係
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1株当たり純資産額 252,113.45円

1株当たり当期純利益 40,493.41円

潜在株式調整後1株当たり当期純利益 36,233.17円

注) 1. 1株当たり純資産額の算定上の基礎は、次のとおりであります。
純資産の部の合計額 1,816,308百万円

純資産の部の合計額から控除する金額 695,461百万円

（うち優先株式払込金額） 660,000百万円

（うち優先配当額） 35,461百万円

普通株式に係る期末の純資産額 1,120,847百万円

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式の数 4,445千株

1株当たり情報

2. 1株当たり当期純利益及び潜在株式調整後1株当たり当期純利益の算定上の基礎は、次の
とおりであります。
1株当たり当期純利益

当期純利益 195,527百万円

普通株主に帰属しない金額 35,461百万円

うち優先配当額 35,461百万円

普通株式に係る当期純利益 160,066百万円

普通株式の期中平均株式数 3,952千株

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

当期純利益調整額 ―百万円

うち希薄化効果を有する優先株式の優先配当額 ―百万円

普通株式増加数 464千株

うち優先株式 464千株

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後1株当たり
当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要

―

■時価情報

（4）有価証券及び金銭の信託の時価等

平成18年度 平成19年度

貸借対照表計上額 前会計年度の損益に 貸借対照表計上額 当会計年度の損益に
含まれた評価差額 含まれた評価差額

売買目的有価証券 530,861 258 831,714 658

（A）売買目的有価証券 （単位：百万円）

○有価証券
「国債」「地方債」「社債」「株式」「その他の証券」のほか、「商品

有価証券」、「その他の特定取引資産」中の短期社債、「預け金」中

の譲渡性預け金、並びに「買入金銭債権」の一部が含まれています。

平成18年度

貸借対照表計上額 時価 差額 うち益 うち損

国債　 969,020 967,192 △1,828 0 1,829
地方債　 49,980 49,797 △183 ― 183
その他 318,445 312,394 △6,051 ― 6,051

合計 1,337,447 1,329,383 △8,063 0 8,064
注）1. 時価は、前会計年度末日における市場価格等に基づいています。
2.「うち益」「うち損」はそれぞれ「差額」の内訳です。

（B）満期保有目的の債券で時価のあるもの （単位：百万円）

平成19年度

貸借対照表計上額 時価 差額 うち益 うち損

国債　 489,921 490,078 156 204 47
地方債　 48,547 48,549 2 15 12
その他 240,344 245,143 4,799 4,799 ―

合計 778,813 783,771 4,958 5,018 60
注）1. 時価は、当会計年度末日における市場価格等に基づいています。
2.「うち益」「うち損」はそれぞれ「差額」の内訳です。

（単位：百万円）
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平成19年度

取得原価 貸借対照表計上額 評価差額 うち益 うち損

株式　 883,669 947,013 63,343 177,514 114,170
債券　 10,429,712 10,383,057 △46,655 10,301 56,956
国債 9,747,626 9,701,808 △45,818 8,115 53,933
地方債 38,989 39,336 347 479 132
社債 643,097 641,912 △1,184 1,706 2,891
その他 3,355,785 3,339,147 △16,638 16,358 32,997

合計 14,669,167 14,669,217 50 204,174 204,124
注）1. 貸借対照表計上額は、株式については当会計年度末前1カ月の市場価格の平均等に基づいて算定された額により、また、それ以外については、当会計年度末日における市場価格等に基づく時価により、

それぞれ計上したものです。
なお、従来、「時価のない有価証券」として取得原価で計上していたその他有価証券について、昨今の著しい市場環境の変化により生じるその他有価証券評価差額の重要性及び市場価格に準ずるもの
として合理的に算定された価額（ブローカー又は情報ベンダーから入手する価格等）の入手可能性が増したことから、会計基準の国際的な収斂に向けた動向等にも鑑み、市場価格に準ずるものとして
合理的に算定された価額が得られたものは当該価額を以って評価しており、「社債」（取得原価317,160百万円、貸借対照表計上額316,395百万円）、「外国債券」（取得原価423,452百万円、貸
借対照表計上額407,567百万円）「買入金銭債権」（取得原価2,150,555百万円、貸借対照表計上額2,150,744百万円）に含まれています。

2.「その他有価証券」を時価評価していますので、上記の「評価差額」については貸借対照表計上額と取得原価との差額を計上しています。なお、評価差額のうち、時価ヘッジの適用により損益に反映さ
せた額は29,061百万円（利益）です。

3.「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳です。
4. その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価（原則として決算日の市場価格。以下同じ）が取得原価（償却原価を含む。以下同じ）に比べて著しく下落したものについては、回復可能
性があると判断される銘柄を除き、当該時価をもって貸借対照表価額とするとともに、評価差額を当期の損失として処理（以下、「減損処理」という。）しています。平成19年度におけるこの減損処理
額は、39,836百万円です。
また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準を定めており、その概要は、原則として以下のとおりです。
・時価が取得原価の50％以下の銘柄
・時価が取得原価の50％超70％以下かつ市場価格が一定水準以下で推移している銘柄

（単位：百万円）

平成18年度

取得原価 貸借対照表計上額 評価差額 うち益 うち損

株式　 932,520 1,379,097 446,577 466,982 20,405
債券　 9,277,264 9,205,096 △72,167 2,184 74,352
国債 8,884,871 8,814,421 △70,450 1,749 72,199
地方債 60,699 59,908 △791 141 933
社債 331,692 330,767 △925 293 1,219
その他 744,307 750,515 6,208 12,629 6,420

合計 10,954,091 11,334,710 380,618 481,796 101,178
注）1. 貸借対照表計上額は、株式については前会計年度末前1カ月の市場価格の平均等に基づいて算定された額により、また、それ以外については、前会計年度末日における市場価格等に基づく時価により、

それぞれ計上したものです。
2.「その他有価証券」を時価評価していますので、上記の「評価差額」については貸借対照表計上額と取得原価との差額を計上しています。なお、評価差額のうち、時価ヘッジの適用により損益に反映さ
せた額は691百万円（利益）です。

3.「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳です。
4. その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価（原則として決算日の市場価格。以下同じ）が取得原価（償却原価を含む。以下同じ）に比べて著しく下落したものについては、回復可能
性があると判断される銘柄を除き、当該時価をもって貸借対照表価額とするとともに、評価差額を当期の損失として処理（以下、「減損処理」という。）しています。平成18年度におけるこの減損処理
額は、1,374百万円です。
また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準を定めており、その概要は、原則として以下のとおりです。
・時価が取得原価の50％以下の銘柄
・時価が取得原価の50％超70％以下かつ市場価格が一定水準以下で推移している銘柄

（C）その他有価証券で時価のあるもの （単位：百万円）

平成18年度 平成19年度

売却額 売却益 売却損 売却額 売却益 売却損

その他有価証券 13,243,210 31,278 26,597 29,124,157 145,243 26,992

（E）当期中に売却したその他有価証券 （単位：百万円）

（D）当期中に売却した満期保有目的の債券
平成18年度、平成19年度とも、該当ありません。
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単体決算データファイル

平成18年度 平成19年度

1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超 1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超

債券　 5,018,870 5,203,879 1,073,212 842,316 6,256,699 4,781,599 472,731 916,573
国債 4,743,642 3,570,563 732,094 737,141 5,892,844 3,418,331 108,995 771,557
地方債 1,126 81,797 31,405 ― 43,859 26,451 20,889 ―
社債 274,101 1,551,517 309,712 105,175 319,994 1,336,816 342,845 145,016

その他 112,994 1,035,289 801,416 1,411,962 219,863 970,410 723,331 1,574,689

合計 5,131,864 6,239,168 1,874,628 2,254,279 6,476,562 5,752,010 1,196,062 2,491,262

（I）その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の償還予定額 （単位：百万円）

平成18年度

貸借対照表計上額 時価 差額 うち益 うち損

子会社株式 67,098 158,077 90,978 90,978 ―
関連会社株式 ― ― ― ― ―

合計 67,098 158,077 90,978 90,978 ―

（H）子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの （単位：百万円）

平成19年度

貸借対照表計上額 時価 差額 うち益 うち損

子会社株式 88,274 81,736 △6,537 ― 6,537
関連会社株式 ― ― ― ― ―

合計 88,274 81,736 △6,537 ― 6,537

（単位：百万円）

平成18年度

子会社及び関連会社株式
子会社株式 192,946
関連会社株式 664

その他有価証券
信託受益権 2,030,331
非公募債券 1,911,872
非上場外国証券 329,397
その他 87,604

（F）時価評価されていない有価証券の主な内容及び貸借対照表計上額 （単位：百万円）

平成19年度

子会社及び関連会社株式
子会社株式 191,733
関連会社株式 2,562

その他有価証券　
非公募債券 1,506,076
その他 105,047

（単位：百万円）

（G）保有目的を変更した有価証券
平成18年度、平成19年度とも、該当ありません。
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（K）満期保有目的の金銭の信託
平成18年度、平成19年度とも、該当ありません。

（J）運用目的の金銭の信託
平成18年度、平成19年度とも、該当ありません。

○金銭の信託

平成18年度

取得原価 貸借対照表計上額 評価差額 うち益 うち損

その他の金銭の信託 686 686 ― ― ―
注）1. 貸借対照表計上額は、前期末における市場価格等に基づく時価等により計上したものです。
2.「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳です。

（L）その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外） （単位：百万円）

平成19年度

取得原価 貸借対照表計上額 評価差額 うち益 うち損

その他の金銭の信託 1,507 1,500 △6 ― 6
注）1. 貸借対照表計上額は、当期末における市場価格等に基づく時価等により計上したものです。
2.「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳です。

（単位：百万円）

平成18年度 平成19年度

評価差額
その他有価証券 379,926 △29,017

（△）繰延税金負債 128,177 17,282

その他有価証券評価差額金 251,748 △46,300

（単位：百万円）

○その他有価証券評価差額金

貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳

は、次のとおりです。

（M）その他有価証券評価差額金
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平成18年度 平成19年度

契約額等 うち1年超 時価 評価損益 契約額等 うち1年超 時価 評価損益

通貨先物 売建 ― ― ― ― ― ― ― ―

買建 ― ― ― ― ― ― ― ―

通貨スワップ 5,916,927 4,647,909 9,274 △23,092 5,366,047 4,237,254 △23,454 39,585
為替予約 売建 2,455,564 1,439,524 △253,867 △253,867 2,042,088 1,143,105 △344,686 △344,686

買建 7,404,039 5,600,252 435,490 435,490 7,141,603 5,244,620 246,589 246,589
通貨オプション 売建 11,906,515 8,817,056 △1,133,779 △99,807 9,481,370 6,923,816 △1,054,657 △190,439

買建 13,072,989 9,883,521 1,008,940 115,153 9,636,078 7,136,162 1,311,139 582,273
合計 ／ ／ ／ 173,875 ／ ／ ／ 333,321

注）1. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しています。
2. 時価の算定：取引所取引については、東京金融取引所等における最終の価格によっています。店頭取引については、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算定しています。

（B）通貨関連取引 （単位：百万円）

取
引
所

店
頭

平成18年度 平成19年度

契約額等 うち1年超 時価 評価損益 契約額等 うち1年超 時価 評価損益

株式指数先物 売建 ― ― ― ― 7,299 ― 166 166

買建 ― ― ― ― ― ― ― ―

株式指数先物 売建 ― ― ― ― ― ― ― ―
オプション 買建 ― ― ― ― ― ― ― ―

有価証券店頭 売建 ― ― ― ― ― ― ― ―
オプション 買建 ― ― ― ― ― ― ― ―

その他 売建 ― ― ― ― ― ― ― ―

買建 ― ― ― ― ― ― ― ―

合計 ／ ／ ／ ― ／ ／ ／ 166
注）1. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しています。
2. 時価の算定：取引所取引については、東京証券取引所等における最終の価格によっています。

（C）株式関連取引 （単位：百万円）

取
引
所

店
頭

平成18年度 平成19年度

契約額等 うち1年超 時価 評価損益 契約額等 うち1年超 時価 評価損益

金利先物 売建 343,073 14,985 △28 △28 281,181 23,124 △125 △125
買建 128,992 20,538 8 8 76,686 36,265 63 63

金利オプション 売建 ― ― ― ― 152,791 ― △42 80
買建 ― ― ― ― 171,798 ― 49 △95

金利先渡契約 売建 ― ― ― ― ― ― ― ―
買建 ― ― ― ― ― ― ― ―

金利スワップ 受取固定・支払変動 46,248,266 30,302,478 △66,698 △66,698 37,139,085 24,022,437 188,898 188,898
受取変動・支払固定 44,450,657 30,044,678 52,671 52,671 37,839,203 24,142,137 △171,246 △171,246
受取変動・支払変動 3,753,366 3,098,666 1,298 1,298 3,438,727 2,343,627 2,299 2,299
受取固定・支払固定 ― ― ― ― ― ― ― ―

金利オプション 売建 612,990 439,810 △915 △915 438,394 283,845 △1,225 △1,225
買建 172,183 93,033 701 701 95,832 48,116 328 328

合　計 ／ ／ ／ △12,961 ／ ／ ／ 18,976
注）1. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しています。なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いています。
2. 時価の算定：取引所取引については、東京金融取引所等における最終の価格によっています。店頭取引については、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算定しています。

（A）金利関連取引 （単位：百万円）

取
引
所

店
頭

（5）デリバティブ取引の時価等
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平成18年度 平成19年度

契約額等 うち1年超 時価 評価損益 契約額等 うち1年超 時価 評価損益

債券先物 売建 75,060 ― 13 13 10,755 ― △64 △64

買建 61,954 ― 1 1 26,724 ― 1 1

債券先物 売建 ― ― ― ― ― ― ― ―

オプション 買建 ― ― ― ― ― ― ― ―

債券店頭 売建 ― ― ― ― ― ― ― ―

オプション 買建 ― ― ― ― ― ― ― ―

合計 ／ ／ ／ 15 ／ ／ ／ △62
注）1. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しています。なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いています。
2. 時価の算定：取引所取引については、東京証券取引所等における最終の価格によっています。

（D）債券関連取引 （単位：百万円）

取
引
所

店
頭

平成18年度 平成19年度

契約額等 うち1年超 時価 評価損益 契約額等 うち1年超 時価 評価損益

商品先物 売建 ― ― ― ― 89 ― △5 △5

買建 161 128 5 5 71 71 4 4

商品オプション 売建 284,972 277,241 △75,158 △75,158 283,087 271,062 △100,044 △100,044

買建 288,812 281,089 87,089 87,089 264,730 252,774 122,768 122,768

合計 ／ ／ ／ 11,936 ／ ／ ／ 22,722
注）1. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しています。
2. 時価の算定：取引所取引については、ニューヨーク商業取引所における最終の価格によっています。店頭取引については、取引対象物の価格、契約期間、その他当該取引に係る契約を構成する要素に基
づき算定しています。

3. 商品はオイル、銅等に係るものです。

（E）商品関連取引 （単位：百万円）

取
引
所

店
頭

（F）クレジットデリバティブ取引
平成18年度、平成19年度とも、該当ありません。

平成18年度 平成19年度

契約額等 時価 評価損益 契約額等 時価 評価損益

金利先物取引（上場） 472,065 △20 △20 357,867 △61 △61

金利先物オプション取引（上場） ― ― ― 324,590 6 △15

通貨先物取引（上場） ― ― ― ― ― ―
注）1. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しています。
2. 時価の算定：東京金融取引所等における最終の価格によっています。
3. 平成17年度については以下のとおりです。

（H）金融先物取引等にかかる自己取引の損益等 （単位：百万円）

平成18年度 平成19年度

契約額等 うち1年超 時価 評価損益 契約額等 うち1年超 時価 評価損益

ウェザーデリバティブ 売建 13 ― 0 0 21 ― 1 1
（オプション系） 買建 13 ― 0 0 21 ― △0 △0

合計 ／ ／ ／ 0 ／ ／ ／ 0
注）1. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しています。
2. 時価の算定：取引対象の気象状況、契約期間、その他当該取引に係る契約を構成する要素に基づき算定しています。
3. 取引は気温等に係るものです。

（G）ウェザーデリバティブ取引 （単位：百万円）

店
頭

（ I ）受入手数料の内訳（金融先物取引関連）
平成18年度、平成19年度とも、該当ありません。

平成17年度

契約額等 時価 評価損益

金利先物取引（上場） 331,977 △27 △27

金利先物オプション取引（上場） 34,706 0 △8

通貨先物取引（上場） ― ― ―

（単位：百万円）
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■損益

平成18年度 平成19年度

国内業務部門 国際業務部門 合　計 国内業務部門 国際業務部門 合　計

資金運用収支　 5,933 5 5,938 5,995 73 6,069
資金運用収益 ［0］ ［18］

6,785 689 7,473 7,954 989 8,923
資金調達費用 ［0］ ［18］

851 683 1,535 1,959 915 2,854

役務取引等収支 2,020 146 2,166 1,752 137 1,890
役務取引等収益 2,452 170 2,623 2,221 162 2,383
役務取引等費用 431 24 456 468 24 493

特定取引収支 68 288 357 74 1,151 1,225
特定取引収益 68 300 369 74 1,151 1,225
特定取引費用 ― 11 11 ― ― ―

その他業務収支 △231 1,554 1,322 8 234 243
その他業務収益 111 1,568 1,679 346 326 672
その他業務費用 342 14 357 337 92 429

業務粗利益 7,791 1,994 9,785 7,831 1,597 9,428

業務粗利益率 1.37％ 9.16％ 1.66％ 1.37％ 5.02％ 1.57％
注）1. 国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店の外貨建取引です。

ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分などは、国際業務部門に含めています。
2. 資金調達費用は、金銭の信託運用見合費用（平成18年度は0億円、平成19年度は0億円）を控除して表示しています。
3. ［ ］内は、国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の利息（内書き）です。
4. 資金運用収益及び資金調達費用の一部ならびに特定取引収益及び特定取引費用、その他業務収益及びその他業務費用の一部については、それぞれ、部門別に相殺しているため、国内業務部門と国際
業務部門の合計額が合計欄と一致しない場合があります。

5. 業務粗利益率＝（業務粗利益／資金運用勘定平均残高）×100

（6）国内業務部門・国際業務部門別収支（業務粗利益）の内訳 （単位：億円）
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平成18年度 平成19年度

国内業務部門 国際業務部門 合　計 国内業務部門 国際業務部門 合　計

資金運用勘定 平均残高 ［218］ ［4,523］
565,972 21,750 587,505 570,743 31,786 598,006

利息 ［0］ ［18］
6,785 689 7,473 7,954 989 8,923

利回り 1.19 3.16 1.27 1.39 3.11 1.49

うち貸出金 平均残高 332,703 3,085 335,788 331,993 3,434 335,427
利息 5,318 78 5,397 6,115 94 6,210
利回り 1.59 2.55 1.60 1.84 2.75 1.85

うち有価証券 平均残高 167,973 9,042 177,016 151,262 14,636 165,899
利息 1,105 272 1,377 1,112 542 1,655
利回り 0.65 3.00 0.77 0.73 3.70 0.99

うちコールローン 平均残高 27,050 ― 27,050 39,701 ― 39,701
及び買入手形 利息 101 ― 101 291 ― 291

利回り 0.37 ― 0.37 0.73 ― 0.73

うち預け金 平均残高 57 7,837 7,894 52 11,995 12,048
利息 0 275 275 0 289 289
利回り 0.11 3.51 3.48 0.15 2.40 2.40

資金調達勘定 平均残高 ［218］ ［4,523］
578,430 21,041 599,254 582,347 30,326 608,150

利息 ［0］ ［18］
851 683 1,535 1,959 915 2,854

利回り 0.14 3.25 0.25 0.33 3.01 0.46

うち預金 平均残高 497,816 8,975 506,791 513,415 9,281 522,697
利息 516 281 797 1,280 286 1,566
利回り 0.10 3.13 0.15 0.24 3.08 0.29

うち譲渡性預金 平均残高 23,641 15 23,657 18,217 20 18,238
利息 43 0 43 89 0 89
利回り 0.18 0.29 0.18 0.49 0.76 0.49

うち債券 平均残高 18,237 ― 18,237 12,605 ― 12,605
利息 25 ― 25 30 ― 30
利回り 0.13 ― 0.13 0.24 ― 0.24

うちコールマネー 平均残高 15,089 ― 15,089 17,660 ― 17,660
及び売渡手形 利息 30 ― 30 85 ― 85

利回り 0.20 ― 0.20 0.48 ― 0.48

うちコマーシャル 平均残高 ― ― ― ― ― ―
・ペーパー 利息 ― ― ― ― ― ―

利回り ― ― ― ― ― ―

うち借用金 平均残高 5,288 7,762 13,050 4,811 7,382 12,194
利息 80 299 380 81 296 378
利回り 1.51 3.86 2.91 1.69 4.01 3.10

注）1. 国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店の外貨建取引です。
ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分などは、国際業務部門に含めています。

2. 資金運用勘定は、無利息預け金の平均残高を、資金調達勘定は、金銭の信託運用見合額の平均残高及び利息をそれぞれ控除して表示しています。
3. ［ ］内は国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の平均残高および利息（内書き）です。
4. 資金運用勘定及び資金調達勘定の利息については、一部について部門別に収益と費用を相殺しているため、国内業務部門と国際業務部門の合計額が合計欄と一致しない場合があります。

（7）資金運用・調達勘定の平均残高、利息、利回り （単位：億円、％）
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単体決算データファイル

平成18年度 平成19年度

国内業務部門 国際業務部門 合　計 国内業務部門 国際業務部門 合　計

役務取引等利益 2,020 146 2,166 1,752 13 1,890

役務取引等収益 2,452 170 2,623 2,221 162 2,383
うち預金・貸出業務 470 ― 470 353 ― 353
為替業務 782 98 880 792 96 888
証券関連業務 411 7 418 332 3 335
代理業務 169 ― 169 155 ― 155
保護預り・貸金庫業務 58 ― 58 56 ― 56
保証業務 117 35 152 112 33 146

役務取引等費用 431 24 456 468 24 493
うち為替業務 234 16 250 264 15 280

注）国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店の外貨建取引です。
ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分などは、国際業務部門に含めています。

（9）役務取引等利益の内訳 （単位：億円）

平成18年度 平成19年度

国内業務部門 国際業務部門 合　計 国内業務部門 国際業務部門 合　計

受取利息 残高による増減 16 △53 19 57 312 135
利率による増減 803 184 932 1,111 △12 1,313
純増減 820 130 952 1,169 300 1,449

うち貸出金 残高による増減 164 11 172 △11 9 △5
利率による増減 217 12 232 808 6 818
純増減 381 23 405 797 15 813

うち有価証券 残高による増減 △135 3 △171 △115 196 △90
利率による増減 527 31 597 122 73 368
純増減 391 34 426 6 270 277

うちコールローン 残高による増減 4 ― 4 62 ― 62
及び買入手形 利率による増減 83 ― 83 127 ― 127

純増減 87 ― 87 190 ― 190

うち預け金 残高による増減 △0 △6 △6 △0 117 116
利率による増減 0 82 82 0 △103 △102
純増減 0 76 76 0 13 13

支払利息 残高による増減 △7 △59 △22 5 283 23
利率による増減 597 157 711 1,101 △51 1,295
純増減 590 97 688 1,107 231 1,318

うち預金 残高による増減 1 △12 4 16 9 25
利率による増減 398 110 493 747 △4 743
純増減 400 97 498 764 4 768

うち譲渡性 残高による増減 △4 △0 △4 △11 0 △11
預金 利率による増減 35 0 35 58 0 58

純増減 31 0 31 46 0 46

うち債券 残高による増減 △5 ― △5 △9 ― △9
利率による増減 △2 ― △2 14 ― 14
純増減 △8 ― △8 5 ― 5

うちコールマネー 残高による増減 △0 ― △0 5 ― 5
及び売渡手形 利率による増減 30 ― 30 49 ― 49

純増減 29 ― 29 55 ― 55

うちコマーシャル 残高による増減 ― ― ― ― ― ―
・ペーパー 利率による増減 ― ― ― ― ― ―

純増減 ― ― ― ― ― ―

うち借用金 残高による増減 23 △34 11 △7 △14 △25
利率による増減 △16 63 25 8 11 23
純増減 7 29 37 1 △3 △2

注）1. 国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店の外貨建取引です。
ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分などは、国際業務部門に含めています。

2. 残高および利率の増減要因が重なる部分については、両者の増減割合に応じて按分しています。
3. 受取利息及び支払利息については、一部について部門別に増減を相殺しているため、国内業務部門と国際業務部門の合計額が合計欄と一致しない場合があります。

（8）受取・支払利息の分析 （単位：億円）
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平成18年度 平成19年度

国内業務部門 国際業務部門 合　計 国内業務部門 国際業務部門 合　計

特定取引利益 68 288 357 74 1,151 1,225

特定取引収益　 68 300 369 74 1,151 1,225
うち商品有価証券収益 44 ― 44 23 ― 23
特定取引有価証券収益 ― ― ― ― 4 4
特定金融派生商品収益 ― 300 300 ― 1,147 1,147
その他の特定取引収益 24 ― 24 50 ― 50

特定取引費用 ― 11 11 ― ― ―
うち商品有価証券費用 ― ― ― ― ― ―
特定取引有価証券費用 ― 11 11 ― ― ―
特定金融派生商品費用 ― ― ― ― ― ―
その他の特定取引費用 ― ― ― ― ― ―

注）1. 国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店の外貨建取引です。
ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分などは、国際業務部門に含めています。

2. 特定取引収益及び特定取引費用については、部門別に相殺しているため、国内業務部門と国際業務部門の合計額が合計欄と一致しない場合があります。

（10）特定取引利益の内訳 （単位：億円）

平成18年度 平成19年度

国内業務部門 国際業務部門 合　計 国内業務部門 国際業務部門 合　計

その他業務利益　 △231 1,554 1,322 8 234 243
外国為替売買益 ― 1,542 1,542 ― 247 247
国債等債券損益 △198 10 △187 50 △5 44
その他 △33 1 △32 △42 △7 △49

注）国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店の外貨建取引です。
ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分などは、国際業務部門に含めています。

（11）その他業務利益の内訳 （単位：億円）

平成18年度 平成19年度

人件費 1,350 1,273
給料・手当 1,269 1,335
その他 81 △61

物件費 3,589 3,768
土地建物機械賃借料 693 705
業務委託費 1,083 1,187
減価償却費 637 719
通信交通費 198 204
保守管理費 179 171
その他 797 780

税金 329 330
固定資産税 49 46
印紙税 72 66
消費税 174 176
その他 33 40

合計 5,269 5,372

（12）経費の内訳 （単位：億円）
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単体決算データファイル

平成18年度 平成19年度

個人 306,049 320,340
（％） （57.8） （58.9）

一般法人 186,434 187,255
（％） （35.2） （34.4）

金融機関・政府公金 36,771 36,291
（％） （7.0） （6.7）

合計 529,255 543,887
（％） （100.0） （100.0）
注）譲渡性預金、特別国際金融取引勘定分を除外しています。

（15）預金者別預金残高（国内店） （単位：億円）

■預金・債券

平成18年度 平成19年度

国内業務部門 国際業務部門 合　計 国内業務部門 国際業務部門 合　計

預金 平均残高 497,816 8,975 506,791 513,415 9,281 522,697
（％） （100.0） （100.0） （100.0） （100.0） （100.0） （100.0）
期末残高 522,110 9,077 531,187 533,537 11,259 544,796
（％） （100.0） （100.0） （100.0） （100.0） （100.0） （100.0）

流動性預金 平均残高 311,193 ― 311,193 307,204 ― 307,204
（％） （62.5） ― （61.4） （59.8） ― （58.8）
期末残高 322,819 ― 322,819 314,056 ― 314,056
（％） （61.8） ― （60.8） （58.9） ― （57.6）

定期性預金 平均残高 181,866 3 181,869 201,404 8 201,412
（％） （36.5） （0.1） （35.9） （39.2） （0.1） （38.5）
期末残高 189,796 300 190,096 209,819 300 210,119
（％） （36.4） （3.3） （35.8） （39.3） （2.7） （38.6）

うち固定金利 平均残高 168,108 ― 168,108 188,630 ― 188,630
定期預金 期末残高 176,652 ― 176,652 197,319 ― 197,319

うち変動金利 平均残高 133 ― 133 136 ― 136
定期預金 期末残高 135 ― 135 132 ― 132

その他預金 平均残高 4,756 8,971 13,728 4,806 9,273 14,080
（％） （1.0） （99.9） （2.7） （1.0） （99.9） （2.7）
期末残高 9,493 8,777 18,271 9,661 10,959 20,620
（％） （1.8） （96.7） （3.4） （1.8） （97.3） （3.8）

譲渡性預金 平均残高 23,641 15 23,657 18,217 20 18,238
期末残高 12,260 26 12,287 16,110 22 16,132

注）1. 国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店の外貨建取引です。
ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分などは、国際業務部門に含めています。

2. 流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金　
3. 定期性預金＝定期預金＋定期積金
固定金利定期預金：預入時に満期日までの利率が確定する定期預金
変動金利定期預金：預入期間中の市場金利の変化に応じて金利が変動する定期預金

4. 国際業務部門の国内店外貨建取引の平均残高は、月次カレント方式により算出しています。

（14）預金の種類別残高 （単位：億円）

平成18年度 平成19年度

株式等損益　　　　　　　　　　 △1,650 490
株式等売却益 201 1,058
株式等売却損 △14 △32
株式等償却 △1,836 △525
投資損失引当金純繰入額 ― △6
金融派生商品損益（株式関連） △1 △3

不良債権処理額　　　　　　　　 △794 △1,828
うち貸出金償却 △531 △962

その他　　　　　　　　　　　　 △74 △378

臨時損益計 △2,519 △1,716
注）従来実施していた「引当金純取崩額等」の組替えは実施していません。

（13）臨時損益の内訳 （単位：億円）
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平成18年度

3カ月未満
3カ月以上 6カ月以上 1年以上 2年以上

3年以上 合計
6カ月未満 1年未満 2年未満 3年未満

定期預金 65,215 43,906 50,643 13,489 12,840 3,956 190,052
うち固定金利定期預金 63,953 43,098 48,899 9,488 7,255 3,956 176,652
変動金利定期預金 10 5 13 42 63 0 135
その他の定期預金 1,252 802 1,730 3,958 5,521 0 13,265

注）積立定期預金を含みません。

（16）定期預金の残存期間別残高 （単位：億円）

平成19年度

3カ月未満
3カ月以上 6カ月以上 1年以上 2年以上

3年以上 合計
6カ月未満 1年未満 2年未満 3年未満

定期預金 74,839 49,416 56,008 14,729 11,569 3,516 210,080
うち固定金利定期預金 73,694 48,681 54,345 10,047 7,033 3,516 197,319
変動金利定期預金 8 5 26 55 36 ― 132
その他の定期預金 1,136 729 1,637 4,627 4,499 0 12,629

注）積立定期預金を含みません。

（単位：億円）

平成18年度 平成19年度

財形貯蓄残高 14,414 14,262

（19）財形貯蓄残高 （単位：億円）

平成18年度 平成19年度

利付みずほ銀行債券　回号ベース残高 11,427 9,719
平均残高 12,760 10,582

割引みずほ銀行債券　回号ベース残高 4,215 ―
平均残高 5,477 2,023

合計　　　　　　　　　回号ベース残高 15,643 9,719
平均残高 18,237 12,605

注）1. 利付みずほ銀行債券には「利付みずほ銀行債券（利子一括払）」「利付みずほ銀行債券（財形）」「利付みずほ銀行債券（財形・利子一括払）」を含んでいます。
2. 割引みずほ銀行債券には「割引みずほ銀行債券（保護預り専用）」を含んでいます。

（17）債券の種類別残高 （単位：億円）

平成19年度　

1年以下 1年超3年以下 3年超5年以下 5年超7年以下 7年超 合計

みずほ銀行債券発行残高 1,444 4,041 4,233 ― ― 9,719
うち利付みずほ銀行債券 1,444 4,041 4,233 ― ― 9,719
割引みずほ銀行債券 ― ― ― ― ― ―

注）利付みずほ銀行債券には「利付みずほ銀行債券（利子一括払）」「利付みずほ銀行債券（財形）」「利付みずほ銀行債券（財形・利子一括払）」を含んでいます。

（単位：億円）

平成18年度　

1年以下 1年超3年以下 3年超5年以下 5年超7年以下 7年超 合計

みずほ銀行債券発行残高 6,098 3,891 5,659 ― ― 15,649
うち利付みずほ銀行債券 1,876 3,891 5,659 ― ― 11,427
割引みずほ銀行債券 4,221 ― ― ― ― 4,221

注）1. 利付みずほ銀行債券には「利付みずほ銀行債券（利子一括払）」「利付みずほ銀行債券（財形）」「利付みずほ銀行債券（財形・利子一括払）」を含んでいます。
2. 割引みずほ銀行債券には「割引みずほ銀行債券（保護預り専用）」を含んでいます。

（18）債券の残存期間別残高 （単位：億円）
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単体決算データファイル

平成18年度 平成19年度

手形引受 口数 306 263
金額 26 26

信用状 口数 8,093 7,396
金額 1,064 862

保証　 口数 10,347 10,228
金額 12,131 10,686

合計 口数 18,746 17,887
金額 13,222 11,575

（23）債務の保証（支払承諾）残高 （単位：口、億円）

平成18年度 平成19年度

有価証券 4,167 2,866
債権 6,493 6,052
商品 14 18
不動産 35,035 34,419
その他 2,328 2,840

計 48,039 46,198

保証 173,953 166,471
信用 118,658 124,788

合計 340,650 337,458

（22）貸出金の担保別内訳 （単位：億円）

平成19年度

1年以下
1年超 3年超 5年超

7年超
期間の定め

合計
3年以下 5年以下 7年以下 のないもの

貸出金 75,852 28,935 34,945 14,377 121,742 61,603 337,458
うち変動金利 71,883 16,558 19,125 8,507 64,077 61,603 241,755
固定金利 3,969 12,377 15,819 5,870 57,665 ― 95,702

（単位：億円）

平成18年度

1年以下
1年超 3年超 5年超

7年超
期間の定め

合計
3年以下 5年以下 7年以下 のないもの

貸出金 73,405 30,394 33,443 14,935 123,746 64,725 340,650
うち変動金利 70,150 18,452 20,494 9,443 62,030 64,725 245,297
固定金利 3,255 11,941 12,948 5,491 61,715 ― 95,352

（21）貸出金の残存期間別残高 （単位：億円）

■貸出

平成18年度 平成19年度

国内業務部門 国際業務部門 合　計 国内業務部門 国際業務部門 合　計

手形貸付 平均残高　 13,312 502 13,814 11,315 419 11,734
期末残高 11,912 549 12,462 10,863 297 11,161

証書貸付 平均残高　 253,824 2,466 256,290 255,070 2,909 257,980
期末残高 257,291 2,705 259,997 258,837 3,311 262,148

当座貸越 平均残高　 62,525 117 62,642 63,085 105 63,190
期末残高 64,610 115 64,725 61,548 54 61,603

割引手形 平均残高　 3,041 ― 3,041 2,522 ― 2,522
期末残高 3,465 ― 3,465 2,544 ― 2,544

合計 平均残高　 332,703 3,085 335,788 331,993 3,434 335,427
期末残高 337,279 3,370 340,650 333,794 3,663 337,458

注）1. 国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店の外貨建取引です。
ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分などは、国際業務部門に含めています。

2. 国際業務部門の国内店外貨建取引の平均残高は、月次カレント方式により算出しています。

（20）貸出金の科目別残高 （単位：億円）
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平成18年度 平成19年度

消費者ローン 117,815 118,073

住宅ローン 107,610 107,238
うち居住用住宅ローン 94,087 95,144

その他のローン 10,205 10,834
注）その他のローンは、教育ローン・パーソナルローンなどです。

（27）消費者ローン残高 （単位：億円）

平成18年度 平成19年度

総貸出金残高（Ａ） 340,650 337,458

中小企業貸出金残高（Ｂ） 260,401 246,816

（Ｂ）
（Ａ）

76.4％ 73.1％

注）1. 特別国際金融取引勘定分は含まれていません。
2. 中小企業等とは、資本金3億円（ただし、卸売業は1億円、小売業、サービス業は5千万円）以下の会社又は常用する従業員が300人（ただし、卸売業は100人、小売業は50人、サービス業は100人）以下
の会社および個人です。

（26）中小企業等に対する貸出金残高 （単位：億円）

×100

平成18年度 平成19年度

貸出金 340,650 337,458
（％） （100.0） （100.0）

設備資金 153,121 151,242
（％） （44.9） （44.8）

運転資金 187,529 186,215
（％） （55.0） （55.1）

（25）貸出金の使途別残高 （単位：億円）

平成18年度 平成19年度

有価証券　 26 8
債権　 3,038 2,740
商品　 ― ―
不動産　 104 102
その他 37 27

計 3,207 2,879

保証　 2,381 2,235
信用 7,633 6,460

合計 13,222 11,575

（24）支払承諾見返の担保別内訳 （単位：億円）
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単体決算データファイル

平成18年度

1年以下
1年超 3年超 5年超 7年超

10年超
期間の定め

合計
3年以下 5年以下 7年以下 10年以下 のないもの

国債 47,436 25,619 10,086 5,393 1,927 7,371 ― 97,834
地方債 11 688 129 97 216 ― ― 1,143
短期社債 ― ― ― ― ― ― ― ―
社債 2,741 7,446 8,068 1,600 1,496 1,051 ― 22,405
株式 ― ― ― ― ― ― 17,071 17,071
その他の証券 463 3,678 906 311 3,255 4,347 849 13,813
うち外国債券 443 3,623 844 227 3,190 4,347 146 12,822
外国株式 ― ― ― ― ― ― 82 82

（29）有価証券の残存期間別残高 （単位：億円）

平成19年度

1年以下
1年超 3年超 5年超 7年超

10年超
期間の定め

合計
3年以下 5年以下 7年以下 10年以下 のないもの

国債 58,928 28,054 6,128 207 882 7,715 ― 101,917
地方債 438 242 22 101 107 ― ― 912
短期社債 ― ― ― ― ― ― ― ―
社債 3,199 7,889 5,478 2,334 1,094 1,450 ― 21,446
株式 ― ― ― ― ― ― 13,075 13,075
その他の証券 1,323 2,061 1,256 420 2,171 5,745 1,182 14,161
うち外国債券 1,279 2,009 1,202 347 2,128 5,745 420 13,133
外国株式 ― ― ― ― ― ― 96 96

（単位：億円）

■証券

平成18年度 平成19年度

国内業務部門 国際業務部門 合　計 国内業務部門 国際業務部門 合　計

有価証券残高 平均残高 167,973 9,042 177,016 151,262 14,636 165,899
（％） （100.0） （100.0） （100.0） （100.0） （100.0） （100.0）
期末残高 139,361 12,905 152,267 138,283 13,229 151,513
（％） （100.0） （100.0） （100.0） （100.0） （100.0） （100.0）

国債 平均残高 131,009 ― 131,009 114,276 ― 114,276
（％） （78.0） ― （74.0） （75.5） ― （68.9）
期末残高 97,834 ― 97,834 101,917 ― 101,917
（％） （70.2） ― （64.2） （73.7） ― （67.3）

地方債　　 平均残高 1,221 ― 1,221 982 ― 982
（％） （0.7） ― （0.7） （0.7） ― （0.6）
期末残高 1,143 ― 1,143 912 ― 912
（％） （0.8） ― （0.8） （0.7） ― （0.6）

短期社債 平均残高 ― ― ― ― ― ―
（％） ― ― ― ― ― ―
期末残高 ― ― ― ― ― ―
（％） ― ― ― ― ― ―

社債 平均残高 20,742 ― 20,742 22,021 ― 22,021
（％） （12.3） ― （11.7） （14.6） ― （13.3）
期末残高 22,405 ― 22,405 21,446 ― 21,446
（％） （16.1） ― （14.7） （15.5） ― （14.2）

株式 平均残高 12,787 ― 12,787 12,758 ― 12,758
（％） （7.7） ― （7.2） （8.4） ― （7.7）
期末残高 17,071 ― 17,071 13,075 ― 13,075
（％） （12.2） ― （11.2） （9.4） ― （8.6）

その他の証券 平均残高 2,212 9,042 11,255 1,223 14,636 15,860
（％） （1.3） （100.0） （6.4） （0.8） （100.0） （9.5）
うち外国債券 ― 8,981 8,981 ― 14,562 14,562
外国株式 ― 61 61 ― 74 74

期末残高 907 12,905 13,813 931 13,229 14,161
（％） （0.7） （100.0） （9.1） （0.7） （100.0） （9.3）
うち外国債券 ― 12,822 12,822 ― 13,133 13,133
外国株式 ― 82 82 ― 96 96

注）国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店の外貨建取引です。
ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分などは、国際業務部門に含めています。

（28）有価証券の種類別残高 （単位：億円）



み
ず
ほ
銀
行
　
●

単
体
決
算
デ
ー
タ
フ
ァ
イ
ル

257

平成18年度 平成19年度

口数 金額 口数 金額

地方債 28 6,589 23 4,833
政府保証債　 ― ― ― ―
財投機関債　 ― ― ― ―

（33）公共債受託実績（公募分） （単位：口、億円）

平成18年度 平成19年度

口数 金額 口数 金額

受託実績　 13 1,723 10 2,700
注）受託実績にはFA債を含みます。

（34）事業債受託実績（公募分） （単位：口、億円）

平成18年度 平成19年度

国債 5,808 2,967
地方債 114 92
政府保証債 24 13

証券投資信託 販売額 5,852 4,611
預り残高 15,813 14,140

個人年金保険 販売額 4,215 3,248

（31）公共債、証券投資信託窓口販売の実績 （単位：億円）

平成18年度 平成19年度

国債 0 0
（％） （0.0） （0.0）

地方債 2,120 1,648
（％） （60.7） （53.0）

政府保証債 1,375 1,459
（％） （39.3） （47.0）

合計 3,495 3,107
（％） （100.0） （100.0）

（32）公共債引受額 （単位：億円）

平成18年度 平成19年度

商品国債 1,000 434
商品地方債 21 26
商品政府保証債 0 1
その他の商品有価証券 ― ―

合　計 1,023 461

（30）商品有価証券の種類別残高（平均残高） （単位：億円）
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単体決算データファイル

平成18年度 平成19年度

ROA 総資産業務純利益率　 0.6 0.6
総資産経常利益率　 0.2 0.3
総資産当期純利益率 0.3 0.2

ROE 自己資本業務純利益率 41.2 33.1
自己資本経常利益率 14.1 16.6
自己資本当期純利益率 16.8 14.3

注）
1. 総資産業務純（経常、当期純）利益率＝

業務純（経常、当期純）利益　　　
×100（総資産期首残高＋総資産期末残高）÷2

2. 自己資本業務純（経常、当期純）利益率＝
業務純（経常、当期純）利益－普通株主に帰属しない金額（※） ×100

｛（期首株主資本および評価・換算差額等－期首発行済優先株式数×発行価額）＋（期末株主資本および評価・換算差額等－期末発行済優先株式数×発行価額）｝÷2
（※）剰余金の配当による優先配当額等

3. 業務純利益は一般貸倒引当金純繰入前です。

（35）利益率 （単位：％）

■諸比率

平成18年度 平成19年度

国内業務部門 国際業務部門 合計 国内業務部門 国際業務部門 合計

資金運用利回り 1.19 3.16 1.27 1.39 3.11 1.49
資金調達原価 1.01 4.31 1.12 1.21 3.77 1.34
総資金利鞘 0.18 △1.14 0.14 0.18 △0.66 0.14
注）国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店の外貨建取引です。
ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分などは、国際業務部門に含めています。

（36）利鞘 （単位：％）

平成18年度 平成19年度

国内業務部門 国際業務部門 計 国内業務部門 国際業務部門 計

貸出金 （Ａ） 337,279 3,370 340,650 333,794 3,663 337,458
預金・債券 （Ｂ） 550,015 9,103 559,118 559,367 11,281 570,649

比率 （Ａ／Ｂ） 61.32％ 37.02％ 60.92％ 59.67％ 32.47％ 59.13％
期中平均 61.64％ 34.31％ 61.19％ 61.00％ 36.92％ 60.59％

注）1. 国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店の外貨建取引です。
ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分などは、国際業務部門に含めています。

2. 預金には、譲渡性預金を含んでいます。
3. 債券には、債券募集金を含んでいません。

（37）貸出金の預金・債券に対する比率（預貸率） （単位：億円）

平成18年度 平成19年度

国内業務部門 国際業務部門 計 国内業務部門 国際業務部門 計

有価証券 （Ａ） 139,361 12,905 152,267 138,283 13,229 151,513
預金・債券 （Ｂ） 550,015 9,103 559,118 559,367 11,281 570,649

比率 （Ａ／Ｂ） 25.33％ 141.76％ 27.23％ 24.72％ 117.26％ 26.55％
期中平均 31.12％ 100.57％ 32.26％ 27.79％ 157.34％ 29.97％

注）1. 国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店の外貨建取引です。
ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分などは、国際業務部門に含めています。

2. 預金には、譲渡性預金を含んでいます。
3. 債券には、債券募集金を含んでいません。

（38）有価証券の預金・債券に対する比率（預証率） （単位：億円）

平成18年度 平成19年度

国内店 海外店 計 国内店 海外店 計

資金量 1,548 ― 1,548 1,497 ― 1,497
貸出金 943 ― 943 885 ― 885
注）資金量＝預金＋譲渡性預金＋債券（債券募集金を除く）

（39）1店舗当たりの資金量・貸出金 （単位：億円）
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平成18年度 平成19年度

国内店 海外店 計 国内店 海外店 計

資金量 3,409 ― 3,409 3,304 ― 3,304
貸出金 2,077 ― 2,077 1,953 ― 1,953
注）1. 資金量＝預金＋譲渡性預金＋債券（債券募集金を除く）
2. 算出の根拠となる従業員数は、行外への出向者を除き、行外から受け入れた出向者を含んでいます。また、執行役員、嘱託及び臨時従業員を含んでいません。

（40）従業員1人当たりの資金量・貸出金 （単位：百万円）

平成18年度 平成19年度

口数 金額 口数 金額

送金為替 仕向 149,574 5,773,515 150,793 5,543,440
被仕向 173,312 5,824,176 172,523 5,928,505

代金取立 仕向 3,102 78,271 2,811 119,755
被仕向 2,771 746,924 2,671 986,652

（41）内国為替取扱高 （単位：千口、億円）

平成18年度 平成19年度

仕向為替 売渡為替　 814 1,029
買入為替 90 89

被仕向為替 支払為替　 807 893
取立為替 53 51

合計 1,765 2,063

（42）外国為替取扱高 （単位：億米ドル）

■為替
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平成18年度 平成19年度

CD 0 0
ATM 5,486 5,556
通帳記帳機 451 455

合計 5,937 6,011

（44）自動機器設置台数 （単位：台）

平成18年度 平成19年度

国内本支店 361 381
注）出張所（平成18年度55、平成19年度39）、代理店（平成18年度47、平成19年度49）、インストアブランチ3、振込専用支店16、共同利用ATM管理専門支店1、インターネット専用支店1、確定拠出年
金支店1を含みません。

（43）店舗の状況 （単位：店）

平成18年度 平成19年度

従業員数 16,400人 17,271人

平均年齢 36歳11月 36歳3月

平均勤続年数 14年8月 13年10月

平均年間給与 6,921千円 6,860千円
注）1. 従業員数は、行外への出向者を除き、行外から受け入れた出向者を含んでいます。また、執行役員、嘱託及び臨時従業員を含んでいません。
2. 平均勤続年数は、株式会社みずほフィナンシャルグループ、株式会社みずほ銀行、株式会社みずほコーポレート銀行、みずほ証券株式会社、みずほ信託銀行株式会社、みずほ情報総研株式会社の間で転
籍異動した者については、転籍元会社での勤続年数を通算しています。

3. 平均年間給与は、3月末の当行従業員に対して支給された年間の給与、賞与および基準外賃金（株式会社みずほフィナンシャルグループ、株式会社みずほコーポレート銀行、みずほ証券株式会社、みずほ
信託銀行株式会社、みずほ情報総研株式会社からの転籍転入者については転籍元会社で支給されたものを含む。）を合計したものです。

（45）従業員の状況

平成18年度 平成19年度

執行役員 28人 32人
嘱託・臨時従業員 11,491人 11,056人
注）執行役員は、取締役兼務者を含みません。

■店舗・従業員等

順位 株主名 所有株式数 所有株式数の割合（%）

1 株式会社みずほフィナンシャルグループ 1,950,000 100.00
注）1. 株式会社みずほフィナンシャルグループの所有株式数については、第四回、第五回および第十回の各種優先株式の合計を記載しています。
2. 所有株式数の割合については、発行済優先株式の総数に占める所有割合を記載しています。

（優先株式） （単位：株）

（47）大株主の状況（平成20年3月31日現在）

年月日 増資額 増資後資本金 摘要

（平成14年4月1日 470,000 発足時資本金）

平成15年3月29日 180,000 650,000

（46）資本金の推移 （単位：百万円）

■資本

順位 株主名 所有株式数 所有株式数の割合（%）

1 株式会社みずほフィナンシャルグループ 4,445,804 100.00

（普通株式） （単位：株）
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経営指標

（単位：億円）

科　目 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

■直近の連結会計年度における主要な業務の状況を示す指標

連結経常収益 15,854 14,741 19,102 24,264 27,696
連結経常利益（△は連結経常損失） 5,740 3,127 4,922 4,183 △114
連結当期純利益（△は連結当期純損失） 3,173 5,350 4,267 3,365 △556

連結純資産額（注1） 20,630 27,105 31,368 47,003 36,483
連結総資産額（注1） 692,911 709,824 772,957 842,710 880,981
有価証券残高 167,543 144,178 155,359 190,702 170,128
貸出金残高 256,268 254,425 287,177 293,063 293,930
預金残高（含む譲渡性預金） 218,105 226,345 270,782 273,026 283,177
債券残高 67,428 55,476 46,573 32,028 21,991

連結ベースの1株当たり純資産額（注2）（注3） 32.91円 127,710.49円 249,743.63円 307,548.14円 189,592.09円
連結ベースの1株当たり当期純利益
（△は１株当たり当期純損失）（注2）（注3） 44.65円 76,534.67円 52,205.64円 38,738.64円 △17,194.77円

連結ベースの潜在株式調整後
1株当たり当期純利益（注2）（注3）（注4） 35.98円 61,216.95円 46,035.37円 36,828.60円 ―円

連結自己資本比率（国際統一基準）（注5） 13.02％ 14.64％ 12.81％ 14.01％ 12.17％

連結自己資本利益率 △255.41％ 93.20％ 26.83％ 13.44％ △6.56％

営業活動によるキャッシュ・フロー 12,936 △27,009 16,122 19,317 464
投資活動によるキャッシュ・フロー △18,771 21,164 △9,188 △18,414 △5,061
財務活動によるキャッシュ・フロー 4,945 △705 △10,792 325 △1,290

現金及び現金同等物の期末残高 18,651 12,101 8,245 9,498 3,609

従業員数（注6） 9,651人 9,522人 10,270人 11,253人 12,188人
注）1. 連結純資産額及び連結総資産額の算定にあたり、平成18年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第5号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第8号）を適用しています。
2.「1株当たり純資産額」、「1株当たり当期純利益（又は当期純損失）」及び「潜在株式調整後1株当たり当期純利益」（以下「1株当たり情報」という）の算定に当たっては、「1株当たり当期純利益に関す
る会計基準」（企業会計基準第2号）及び「1株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第4号）を適用しています。1株当たり純資産額は、企業会計基準適用指針第4
号が改正されたことに伴い、平成18年度から繰延ヘッジ損益を含めて算出しています。

3. 当行は、平成16年9月17日の臨時株主総会及び種類株主総会において、親会社たる株式会社みずほホールディングス及び株式会社みずほフィナンシャルグループの発行する株式の内容と当行の発
行する株式の内容との相互関係の統一・整備を図ること等を目的として、各種株式の併合を決議いたしました。
当該株式併合の内容は、以下のとおりです。
（1）普通株式1,000株を1株に併合。
（2）第二回第四種優先株式、第三回第三種優先株式、第四回第三種優先株式、第五回第五種優先株式、第六回第六種優先株式、第七回第七種優先株式、第八回第八種優先株式、第九回第九種優先株式、

及び第十回第十種優先株式1,000株を1株に併合。
（3）第十一回第十三種優先株式200株を1株に併合。
なお、株式併合の効力発生日は、平成16年10月19日です。
平成15年度期首に当該株式併合が行われたと仮定した場合における1株当たり情報は以下のとおりです。

4．平成19年度は連結当期純損失が計上されているため、「潜在株式調整後1株当たり当期純利益」は記載していません。
5. 「連結自己資本比率」は、平成18年度末から、銀行法第14条の2の規定に基づく平成18年金融庁告示第19号に定められた算式に基づき算出しています。当行は国際統一基準を採用しています。
なお、平成17年度以前は、銀行法第14条の2の規定に基づく平成5年大蔵省告示第55号に定められた算式に基づき算出しています。

6. 従業員数は、各連結会社において、それぞれ出向者を除き、受入れ出向者を含んでいます。また、海外の現地採用者を含み、嘱託及び臨時従業員を含んでいません。

平成15年度

1株当たり純資産額 32,919.46円
1株当たり当期純利益 44,656.20円
潜在株式調整後1株当たり当期純利益 35,983.95円

（単位：億円）
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（単位：億円）

科　目 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

経常収益 13,628 11,439 15,376 18,042 23,283
実質業務純益 4,553 3,480 4,269 3,069 3,702
業務純益 4,182 4,158 4,269 3,069 3,702
経常利益 5,415 1,881 4,789 3,136 3,717
当期純利益（△は当期純損失） 3,401 2,963 4,865 3,231 △887

資本金 10,709 10,709 10,709 10,709 10,709
（発行済株式総数 千株）
普通株式 6,831,124千株 6,831千株 6,906千株 6,975千株 7,294千株
第二回第四種優先株式 64,500千株 64千株 64千株 64千株 64千株
第三回第三種優先株式 53,750千株 53千株 53千株 53千株 ―千株
第四回第三種優先株式 53,750千株 53千株 ―千株 ―千株 ―千株
第五回第五種優先株式 18,810千株 18千株 ―千株 ―千株 ―千株
第六回第六種優先株式 57,000千株 57千株 31千株 ―千株 ―千株
第七回第七種優先株式 57,000千株 57千株 ―千株 ―千株 ―千株
第八回第八種優先株式 85,500千株 85千株 85千株 85千株 85千株
第九回第九種優先株式 121,800千株 121千株 121千株 121千株 ―千株
第十回第十種優先株式 121,800千株 121千株 ―千株 ―千株 ―千株
第十一回第十三種優先株式 721,930千株 3,609千株 3,609千株 3,609千株 3,609千株
純資産額（注1） 21,321 24,801 31,742 35,000 25,370
総資産額（注1） 599,216 559,526 622,086 661,114 715,637
有価証券残高 184,826 161,507 159,296 194,571 174,948
貸出金残高 237,038 240,594 282,635 287,348 284,396
預金残高（含む譲渡性預金） 221,579 235,891 266,206 266,272 276,354

1株当たり配当額
普通株式 ―円 ―円 8,775円 19,032円 18,571円
第二回第四種優先株式 42.00円 42,000.00円 42,000円 42,000円 42,000円
第三回第三種優先株式 11.00円 11,000.00円 11,000円 11,000円 ―円
第四回第三種優先株式 8.00円 8,000.00円 ―円 ―円 ―円
第五回第五種優先株式 22.50円 22,500.00円 ―円 ―円 ―円
第六回第六種優先株式 8.20円 8,200.00円 8,200円 ―円 ―円
第七回第七種優先株式 14.00円 14,000.00円 ―円 ―円 ―円
第八回第八種優先株式 47.60円 47,600.00円 47,600円 47,600円 47,600円
第九回第九種優先株式 17.50円 17,500.00円 17,500円 17,500円 ―円
第十回第十種優先株式 5.38円 5,380.00円 ―円 ―円 ―円
第十一回第十三種優先株式 ―円 ―円 16,000円 16,000円 16,000円
1株当たり純資産額（注2）（注3） 43.04円 93,990.57円 255,153.20円 308,404.70円 198,853.26円
1株当たり当期純利益
（△は1株当たり当期純損失）（注2）（注3） 48.00円 41,591.45円 60,897.21円 36,805.58円 △21,928.70円

潜在株式調整後1株当たり当期純利益（注2）（注3）（注4）38.63円 33,558.09円 53,636.60円 35,009.24円 ―円

単体自己資本比率（国際統一基準）（注5） 14.25％ 14.16％ 14.00％ 15.22％ 13.99％

自己資本利益率 △569.9％ 59.1％ 33.7％ 12.6％ △8.2％
配当性向（注6） ―％ ―％ 14.4％ 51.8％ ―％

従業員数（注7） 6,966人 6,698人 7,349人 8,012人 7,619人
注）1. 純資産額及び総資産額の算定にあたり、平成18年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第5号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準適用指針第8号）を適用しています。
2.「1株当たり純資産額」、「1株当たり当期純利益（又は当期純損失）」及び「潜在株式調整後1株当たり当期純利益」（以下「1株当たり情報」という）の算定に当たっては、「1株当たり当期純利益に関
する会計基準」（企業会計基準第2号）及び「1株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第4号）を適用しています。1株当たり純資産額は、企業会計基準適用指針
第4号が改正されたことに伴い、平成18年度から繰延ヘッジ損益を含めて算出しています。

3. 当行は、平成16年9月17日の臨時株主総会及び種類株主総会において、親会社たる株式会社みずほホールディングス及び株式会社みずほフィナンシャルグループの発行する株式の内容と当行の発
行する株式の内容との相互関係の統一・整備を図ること等を目的として、各種株式の併合を決議いたしました。
当該株式併合の内容は、以下のとおりです。
（1）普通株式1,000株を1株に併合。
（2）第二回第四種優先株式、第三回第三種優先株式、第四回第三種優先株式、第五回第五種優先株式、第六回第六種優先株式、第七回第七種優先株式、第八回第八種優先株式、第九回第九種優先

株式、及び第十回第十種優先株式1,000株を1株に併合。
（3）第十一回第十三種優先株式200株を1株に併合。
なお、株式併合の効力発生日は、平成16年10月19日です。
平成15年度期首に当該株式併合が行われたと仮定した場合における1株当たり情報は以下のとおりです。

4．平成19年度は当期純損失が計上されているため、「潜在株式調整後1株当たり当期純利益」は記載していません。
5.「単体自己資本比率」は、平成18年度から、銀行法第14条の2の規定に基づく平成18年金融庁告示第19号に定められた算式に基づき算出しています。当行は国際統一基準を採用しています。
なお、平成17年度以前は、銀行法第14条の2の規定に基づく平成5年大蔵省告示第55号に定められた算式に基づき算出しています。

6. 配当性向は、平成15年度、平成16年度については普通株式の配当を見送ったため記載していません。また、平成19年度は当期純損失が計上されているため記載していません。
7. 従業員数は、出向者を除き、受入れ出向者を含んでいます。また、海外の現地採用者を含み、執行役員、嘱託及び臨時従業員を含んでいません。

■直近の営業年度における主要な業務の状況を示す指標（単体）

平成15年度

1株当たり純資産額 43,040.51円
1株当たり当期純利益 48,002.79円
潜在株式調整後1株当たり当期純利益 38,632.90円

（単位：億円）
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連結決算データファイル

■連結財務諸表等

当行は、平成18年度の連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書について証券取引法

第193条の2の規定に基づき、また、平成19年度の連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー

計算書について金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、新日本監査法人の監査証明を受けています。なお、新日本監査法人は、

監査法人の種類の変更により、平成20年7月1日をもって新日本有限責任監査法人となりました。

科　目
平成18年度 平成19年度

（平成19年3月31日現在） （平成20年3月31日現在）

（資産の部）
現金預け金 1,899,910 1,117,830
コールローン及び買入手形 286,320 214,825
買現先勘定 9,425,304 7,228,406
債券貸借取引支払保証金 5,734,340 5,976,453
買入金銭債権 204,962 176,024
特定取引資産 9,524,281 12,527,997
金銭の信託 19,762 18,226
有価証券 19,070,213 17,012,842
貸出金 29,306,331 29,393,073
外国為替 767,771 686,201
金融派生商品 ― 6,306,977
その他資産 4,902,398 3,679,756
有形固定資産 135,100 140,359
建物 34,643 34,033
土地 56,342 56,342
建設仮勘定 1,002 2,907
その他の有形固定資産 43,111 47,075
無形固定資産 132,119 97,273
ソフトウェア 64,382 82,238
のれん 54,076 ―
その他の無形固定資産 13,660 15,035
債券繰延資産 0 ―
繰延税金資産 17,226 187,103
支払承諾見返 3,202,830 3,561,917
貸倒引当金 △357,751 △227,125
投資損失引当金 △100 △2

資産の部合計 84,271,020 88,098,142

（負債の部）
預金 19,933,193 20,280,984
譲渡性預金 7,369,439 8,036,781
債券 3,202,820 2,199,100
コールマネー及び売渡手形 9,139,486 9,240,538
売現先勘定 12,783,127 10,988,532
債券貸借取引受入担保金 3,734,720 5,138,997
コマーシャル・ペーパー 30,000 30,000
特定取引負債 7,919,342 7,930,664
借用金 4,308,726 4,740,796
外国為替 336,055 220,887
短期社債 762,800 747,900
社債 1,784,349 2,603,057
金融派生商品 ― 5,881,559
その他負債 4,787,983 2,722,490
賞与引当金 25,365 26,229
退職給付引当金 7,978 7,863
役員退職慰労引当金 2,856 2,978
貸出金売却損失引当金 ― 50,895
偶発損失引当金 1,376 1,505
特別法上の引当金 2,027 2,027
繰延税金負債 208,671 6,908
再評価に係る繰延税金負債 27,475 27,140
支払承諾 3,202,830 3,561,917

負債の部合計 79,570,626 84,449,758

（次ページへ続く）

（1）連結貸借対照表 （単位：百万円）
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科　目
平成18年度 平成19年度

（平成19年3月31日現在） （平成20年3月31日現在）

（純資産の部）
資本金 1,070,965 1,070,965
資本剰余金 330,334 330,334
利益剰余金 994,548 742,229

株主資本合計 2,395,847 2,143,528

その他有価証券評価差額金 1,157,525 348,295
繰延ヘッジ損益 △52,412 24,448
土地再評価差額金 38,218 37,729
為替換算調整勘定 △45,087 △84,534

評価・換算差額等合計 1,098,244 325,939

少数株主持分 1,206,302 1,178,915

純資産の部合計 4,700,394 3,648,383

負債及び純資産の部合計 84,271,020 88,098,142

（前ページより続く） （単位：百万円）
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科　目
平成18年度 平成19年度

平成18年4月 1 日から 平成19年4月 1 日から
平成19年3月31日まで 平成20年3月31日まで

経常収益 2,426,429 2,769,693
資金運用収益 1,745,870 1,905,384
貸出金利息 686,269 807,895
有価証券利息配当金 432,371 476,260
コールローン利息及び買入手形利息 18,558 11,572
買現先利息 470,309 460,321
債券貸借取引受入利息 16,968 33,303
預け金利息 75,534 67,945
その他の受入利息 45,859 48,085
信託報酬 2 0
役務取引等収益 227,685 213,966
特定取引収益 191,530 127,657
その他業務収益 65,659 204,595
その他経常収益 195,681 318,089

経常費用 2,008,040 2,781,099
資金調達費用 1,338,204 1,536,548
預金利息 413,931 432,618
譲渡性預金利息 102,245 115,942
債券利息 32,031 20,913
コールマネー利息及び売渡手形利息 35,768 74,354
売現先利息 609,198 606,239
債券貸借取引支払利息 12,049 24,349
コマーシャル・ペーパー利息 52 78
借用金利息 53,372 80,987
短期社債利息 2,234 6,198
社債利息 32,402 42,989
その他の支払利息 44,916 131,875
役務取引等費用 52,957 48,170
特定取引費用 3,064 226,244
その他業務費用 51,179 256,438
営業経費 374,100 397,298
その他経常費用 188,534 316,399

経常利益（△は経常損失） 418,389 △11,405

特別利益 134,161 91,801
固定資産処分益 3 1,031
貸倒引当金戻入益 10,223 70,625
償却債権取立益 40,544 20,097
その他の特別利益 83,388 46

特別損失 3,657 72,380
固定資産処分損 2,625 2,322
減損損失 702 50
金融先物取引責任準備金繰入額 21 ―
証券取引責任準備金繰入額 307 ―
証券子会社のれん償却 ― 70,007

税金等調整前当期純利益 548,892 8,014

法人税、住民税及び事業税 22,930 13,620
法人税等調整額 135,837 58,801

少数株主利益（△は少数株主損失） 53,555 △8,735

当期純利益（△は当期純損失） 336,569 △55,671

（2）連結損益計算書 （単位：百万円）

（ ） （ ）
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平成18年3月31日残高 1,070,965 330,334 785,958 ― 2,187,258 965,320 ― 38,355 △54,060 949,616 907,580 4,044,454

連結会計年度中の変動額
剰余金の配当（注） ― ― △128,117 ― △128,117 ― ― ― ― ― ― △128,117
当期純利益 ― ― 336,569 ― 336,569 ― ― ― ― ― ― 336,569
自己株式の取得 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
自己株式の消却 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
土地再評価差額金の取崩 ― ― 136 ― 136 ― ― ― ― ― ― 136
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額） ― ― ― ― ― 192,204 △52,412 △136 8,973 148,628 298,721 447,350

連結会計年度中の変動額合計 ― ― 208,589 ― 208,589 192,204 △52,412 △136 8,973 148,628 298,721 655,939

平成19年3月31日残高 1,070,965 330,334 994,548 ― 2,395,847 1,157,525 △52,412 38,218 △45,087 1,098,244 1,206,302 4,700,394
注）平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目です。

（3）連結株主資本等変動計算書 （単位：百万円）

科　目
株主資本 評価・換算差額等 少数株主 純資産

資本金 資本 利益 自己 株主資本 その他有価証券 繰延ヘッジ 土地再評価 為替換算 評価・換算 持分 合計
剰余金 剰余金 株式 合計 評価差額金 損益 差額金 調整勘定 差額等合計

平成18年度
平成18年4月 1 日から
平成19年3月31日まで（ ）

平成19年3月31日残高 1,070,965 330,334 994,548 ― 2,395,847 1,157,525 △52,412 38,218 △45,087 1,098,244 1,206,302 4,700,394

在外子会社の会計処理変更に
伴う増加額 ― ― 2,867 ― 2,867 ― ― ― ― ― ― 2,867

連結会計年度中の変動額
剰余金の配当 ― ― △200,004 ― △200,004 ― ― ― ― ― ― △200,004
当期純損失 ― ― △55,671 ― △55,671 ― ― ― ― ― ― △55,671
自己株式の取得 ― ― ― △0 △0 ― ― ― ― ― ― △0
自己株式の消却 ― △0 ― 0 ― ― ― ― ― ― ― ―
利益剰余金から資本剰余金
への振替 ― 0 △0 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

土地再評価差額金の取崩 ― ― 489 ― 489 ― ― ― ― ― ― 489
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額） ― ― ― ― ― △809,229 76,861 △489 △39,446 △772,304 △27,386 △799,691

連結会計年度中の変動額合計 ― ― △255,186 ― △255,186 △809,229 76,861 △489 △39,446 △772,304 △27,386 △1,054,877

平成20年3月31日残高 1,070,965 330,334 742,229 ― 2,143,528 348,295 24,448 37,729 △84,534 325,939 1,178,915 3,648,383

（単位：百万円）

科　目
株主資本 評価・換算差額等 少数株主 純資産

資本金 資本 利益 自己 株主資本 その他有価証券 繰延ヘッジ 土地再評価 為替換算 評価・換算 持分 合計
剰余金 剰余金 株式 合計 評価差額金 損益 差額金 調整勘定 差額等合計

平成19年度
平成19年4月 1 日から
平成20年3月31日まで（ ）
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科　目
平成18年度 平成19年度

平成18年4月 1 日から 平成19年4月 1 日から
平成19年3月31日まで　 平成20年3月31日まで　

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前当期純利益 548,892 8,014
減価償却費 38,535 38,522
減損損失 702 50
のれん償却額（又は負ののれん償却額） 9,631 80,092
持分法による投資損益（△） △3,879 △3,086
貸倒引当金の増加額 △21,666 △121,993
投資損失引当金の増加額 △1,014 △97
貸出金売却損失引当金の増加額 ― 50,895
偶発損失引当金の増加額 △32,180 128
賞与引当金の増加額 2,376 3,062
退職給付引当金の増加額 382 △73
役員退職慰労引当金の増加額 2,818 113
資金運用収益 △1,745,870 △1,905,384
資金調達費用 1,338,204 1,536,548
有価証券関係損益（△） △71,803 △112,152
金銭の信託の運用損益（△） 29 △21
為替差損益（△） △169,464 874,733
固定資産処分損益（△） 2,621 1,291
退職給付信託返還損益（△） △55,303 ―
特定取引資産の純増（△）減 138,434 △3,286,075
特定取引負債の純増減（△） 249,206 295,199
金融派生商品資産の純増（△）減 ― △3,058,314
金融派生商品負債の純増減（△） ― 2,334,710
貸出金の純増（△）減 △186,728 △1,043,651
預金の純増減（△） 221,443 1,288,072
譲渡性預金の純増減（△） △479,141 912,640
債券の純増減（△） △1,456,266 △1,003,352
借用金（劣後特約付借入金を除く）の純増減（△） 1,611,226 474,188
預け金（中央銀行預け金を除く）の純増（△）減 689,064 194,516
コールローン等の純増（△）減 △2,965,934 928,898
債券貸借取引支払保証金の純増（△）減 848,092 △242,112
コールマネー等の純増減（△） 3,226,471 114,103
コマーシャル・ペーパーの純増減（△） △20,000 ―
債券貸借取引受入担保金の純増減（△） △954,338 1,404,277
外国為替（資産）の純増（△）減 △75,451 41,549
外国為替（負債）の純増減（△） △64,084 △97,556
短期社債（負債）の純増減（△） 300,700 △14,900
普通社債の発行・償還による純増減（△） 753,275 825,616
資金運用による収入 1,684,066 1,948,339
資金調達による支出 △1,263,873 △1,564,063
その他 △120,175 △840,400

小計 1,978,999 62,327

法人税等の支払額 △47,285 △15,853

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,931,714 46,473

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
有価証券の取得による支出 △30,423,507 △39,913,287
有価証券の売却による収入 20,886,220 35,480,009
有価証券の償還による収入 7,740,919 4,129,403
金銭の信託の減少による収入 7,410 1,557
有形固定資産の取得による支出 △16,026 △22,997
無形固定資産の取得による支出 △35,759 △45,993
有形固定資産の売却による収入 89 1,768
無形固定資産の売却による収入 ― 0
連結範囲の変動を伴う子会社株式の取得による支出 △800 △136,627

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,841,453 △506,167

（次ページへ続く）

（4）連結キャッシュ・フロー計算書 （単位：百万円）

（ ） （ ）



み
ず
ほ
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
銀
行
　
●

連
結
決
算
デ
ー
タ
フ
ァ
イ
ル

269

科　目
平成18年度 平成19年度

平成18年4月 1 日から 平成19年4月 1 日から
平成19年3月31日まで　 平成20年3月31日まで　

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
劣後特約付借入による収入 26,600 45,742
劣後特約付借入金の返済による支出 △15,000 △35,000
劣後特約付社債・新株予約権付社債の発行による収入 98,434 89,204
劣後特約付社債・新株予約権付社債の償還による支出 △184,000 △41,100
配当金支払額 △128,117 △200,004
少数株主への配当金支払額 △45,338 △55,788
少数株主からの払込みによる収入 280,000 192,000
少数株主への払戻しによる支出 ― △124,150
自己株式の取得による支出 ― △0

財務活動によるキャッシュ・フロー 32,579 △129,097

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 2,442 △52

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 125,282 △588,843

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 824,523 949,806

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 949,806 360,962

（前ページより続く） （単位：百万円）

（ ） （ ）
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○連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項（平成19年度）
1．連結の範囲に関する事項

（1）連結子会社 67社

主要な連結子会社については、116～124ページの「グルー

プの子会社・関連会社」をご参照ください。

なお、瑞穂実業銀行（中国）有限公司他18社は、設立等により

当連結会計年度から連結しております。

（2）非連結子会社

非連結子会社はありません。

（追加情報）

財務諸表等規則第8条第7項の規定により出資者等の子会社に

該当しないものと推定された特別目的会社18社は、連結の範囲

から除外しております。当該会社の概要等は、「開示対象特別目

的会社関係」の注記に掲げております。

なお、「一定の特別目的会社に係る開示に関する適用指針」（企

業会計基準適用指針第15号平成19年3月29日）が平成19年4

月1日以後開始する連結会計年度から適用されることになったこ

とに伴い、当連結会計年度から同適用指針を適用しております。

2．持分法の適用に関する事項

（1）持分法適用の非連結子会社 0社

（2）持分法適用の関連会社 19社

主要な会社名　　新光証券株式会社

なお、環境エネルギー1号投資事業有限責任組合は、設立によ

り当連結会計年度から持分法の対象に含めております。また、ポ

ラリス・プリンシパル・ファイナンス株式会社他3社は、売却等によ

り持分法の対象から除いております。

（3）持分法非適用の非連結子会社

持分法非適用の非連結子会社はありません。

（4）持分法非適用の関連会社

主要な会社名　　Asian-American｠Merchant｠Bank｠Ltd.

持分法非適用の非連結子会社及び関連会社は、当期純損益（持

分に見合う額）、利益剰余金（持分に見合う額）及び繰延ヘッジ損

益（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結

財務諸表に重要な影響を与えないため、持分法の対象から除いて

おります。

3．連結子会社の事業年度等に関する事項

（1）連結子会社の決算日は次のとおりであります。

10月末日 1社

12月末日 35社

3月末日 24社

6月最終営業日の前日 7社

（2）10月末日及び6月最終営業日の前日を決算日とする連結子会社

は、12月末日現在で実施した仮決算に基づく財務諸表により、ま

た、その他の連結子会社は、それぞれの決算日の財務諸表により

連結しております。

連結決算日と上記の決算日等との間に生じた重要な取引につ

いては、必要な調整を行っております。

4. 会計処理基準に関する事項

（1）特定取引資産・負債の評価基準及び収益・費用の計上基準

金利、通貨の価格、有価証券市場における相場その他の指標

に係る短期的な変動、市場間の格差等を利用して利益を得る等

の目的（以下「特定取引目的」という）の取引については、取引の

約定時点を基準とし、連結貸借対照表上「特定取引資産」及び

「特定取引負債」に計上するとともに、当該取引からの損益を連

結損益計算書上「特定取引収益」及び「特定取引費用」に計上し

ております。

特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭

債権等については連結決算日の時価により、スワップ・先物・オプ

ション取引等の派生商品については連結決算日において決済した

ものとみなした額により行っております。

また、特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、当連結会

計年度中の受払利息等に、有価証券、金銭債権等については前連

結会計年度末と当連結会計年度末における評価損益の増減額を、

派生商品については前連結会計年度末と当連結会計年度末にお

けるみなし決済からの損益相当額の増減額を加えております。

（2）有価証券の評価基準及び評価方法

（イ）有価証券の評価は、持分法非適用の非連結子会社株式及び

持分法非適用の関連会社株式については移動平均法による

原価法、その他有価証券のうち時価のある国内株式について

は連結決算期末月1ヵ月平均に基づいた市場価格等、それ以

外については連結決算日の市場価格等に基づく時価法（売却

原価は主として移動平均法により算定）、時価のないものに

ついては移動平均法による原価法又は償却原価法により行っ

ております。

なお、その他有価証券の評価差額については、時価ヘッジ

の適用により損益に反映させた額を除き、全部純資産直入法

により処理しております。

（追加情報）

従来、「時価のない有価証券」として取得原価で計上してい

たその他有価証券について、昨今の著しい市場環境の変化

により生じるその他有価証券評価差額の重要性及び市場価

格に準ずるものとして合理的に算定された価額（ブローカー

又は情報ベンダーから入手する評価等）の入手可能性が増し

たことから、会計基準の国際的な収斂に向けた動向等にも鑑

み、市場価格に準ずるものとして合理的に算定された価額が

得られたものは当該価額を以って評価しております。これに

より、有価証券が31,349百万円、買入金銭債権が463百

万円、その他有価証券評価差額金が18,880百万円減少す

るとともに、繰延税金資産が12,931百万円増加しておりま

す。なお、時価評価を行わない有価証券のうち、有価証券の

私募（金融商品取引法第2条第3項）による社債等について

は貸倒引当金を計上しております。

（ロ）有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託におい

て信託財産として運用されている有価証券の評価は、時価法

により行っております。

（3）デリバティブ取引の評価基準及び評価方法

デリバティブ取引（特定取引目的の取引を除く）の評価は、時価

法により行っております。

（4）減価償却の方法

①有形固定資産

当行の有形固定資産の減価償却は、定率法（但し建物につ

いては定額法）を採用しております。

また、主な耐用年数は次のとおりであります。

建　物：3年～50年

動　産：2年～20年

連結子会社の有形固定資産については、資産の見積耐用

年数に基づき、主として定率法により償却しております。

（会計方針の変更）

平成19年度税制改正に伴い、平成19年4月1日以後に

取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基

づく償却方法により減価償却費を計上しております。この変

更により、従来の方法によった場合に比べ、経常損失が772

百万円増加し、税金等調整前当期純利益が同額減少してお

ります。

（追加情報）

当連結会計年度より、平成19年3月31日以前に取得した

有形固定資産については、償却可能限度額に達した連結会計

年度の翌連結会計年度以後、残存簿価を5年間で均等償却し

ております。この変更により、従来の方法によった場合に比

べ、経常損失が321百万円増加し、税金等調整前当期純利

益が同額減少しております。
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②無形固定資産

無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しておりま

す。なお、自社利用のソフトウェアについては、当行及び連結

子会社で定める利用可能期間（主として5年）に基づいて償

却しております。

（5）繰延資産の処理方法

①債券発行費用

平成18年3月31日に終了する連結会計年度の連結貸借

対照表に計上した債券発行費用は、「繰延資産の会計処理に

関する当面の取扱い」（企業会計基準委員会実務対応報告第

19号平成18年8月11日）の経過措置に基づき従前の会計

処理を適用し一定期間で償却を行っております。

②社債発行費

当行の社債発行費は発生時に全額費用として処理しており

ます。

③社債発行差金

社債は償却原価法（定額法）に基づいて算定された価額を

もって連結貸借対照表価額としております。なお、平成18年

3月31日に終了する連結会計年度の連結貸借対照表に計上

した社債発行差金は、「繰延資産の会計処理に関する当面の

取扱い」（企業会計基準委員会実務対応報告第19号平成18

年8月11日）の経過措置に基づき従前の会計処理を適用し、

社債の償還期間にわたり均等償却を行うとともに、未償却残

高を社債から直接控除しております。

（6）貸倒引当金の計上基準

当行及び主要な国内連結子会社の貸倒引当金は、予め定めて

いる償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。

破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者

（以下「破綻先」という）に係る債権及びそれと同等の状況にある

債務者（以下「実質破綻先」という）に係る債権については、以下

のなお書きに記載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の

処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残

額を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、

今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（以下

「破綻懸念先」という）に係る債権については、債権額から、担保

の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その

残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額

を計上しております。

破綻懸念先及び貸出条件緩和債権等を有する債務者で与信額

が一定額以上の大口債務者のうち、債権の元本の回収及び利息

の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積もることができ

る債権については、当該キャッシュ・フローを貸出条件緩和実施前

の約定利子率等で割引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸

倒引当金とする方法（キャッシュ・フロー見積法）により引き当てて

おります。また、当該大口債務者のうち、将来キャッシュ・フロー

を合理的に見積もることが困難な債務者に対する債権について

は、個別的に予想損失額を算定し、引き当てております。

上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実

績等から算出した予想損失率に基づき計上しております。特定海

外債権については、対象国の政治経済情勢等に起因して生ずる損

失見込額を特定海外債権引当勘定として計上しております。

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署

が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監査部署が査定

結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っ

ております。

なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等につ

いては、債権額から担保の評価額及び保証による回収が可能と認

められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直

接減額しており、その金額は275,474百万円であります。

上記債権には、有価証券の私募（金融商品取引法第2条第3項）

による社債等が含まれております。

その他の連結子会社の貸倒引当金は、一般債権については過

去の貸倒実績率等を勘案して必要と認めた額を、貸倒懸念債権等

特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見

込額をそれぞれ引き当てております。

（7）投資損失引当金の計上基準

投資損失引当金は、投資に対する損失に備えるため、有価証券

の発行会社の財政状態等を勘案して必要と認められる額を計上し

ております。

また、当行の貸出代替目的のクレジット投資のうち主に欧州拠

点における投資からの撤退に伴い、関連する証券化商品の評価損

に対し、当該証券化商品を参照する流動化スキームの対象となっ

ているものを除き、投資損失引当金を計上しております。

なお、時価をもって貸借対照表価額とするため、有価証券と投

資損失引当金45,939百万円を相殺表示しております。

（8）賞与引当金の計上基準

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員

に対する賞与の支給見込額のうち、当連結会計年度に帰属する額

を計上しております。

（9）退職給付引当金の計上基準

退職給付引当金（含む前払年金費用）は、従業員の退職給付に

備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当連結会計年度末において発生していると

認められる額を計上しております。また、数理計算上の差異は、

各発生連結会計年度における従業員の平均残存勤務期間内の一

定年数による定額法に基づき按分した額をそれぞれ発生の翌連

結会計年度から損益処理しております。

（10）役員退職慰労引当金の計上基準

役員退職慰労引当金は、役員及び執行役員の退職により支給す

る退職慰労金に備えるため、内規に基づく支給見込額のうち、当

連結会計年度末までに発生していると認められる額を計上してお

ります。

（11）貸出金売却損失引当金の計上基準

（追加情報）

貸出金売却損失引当金は、昨今の著しい市場環境の変化に鑑

み、売却予定貸出金について将来発生する可能性のある損失を見

積もり、必要と認められる額を計上しております。

（12）偶発損失引当金の計上基準

偶発損失引当金は、他の引当金で引当対象とした事象以外の

偶発事象に対し、将来発生する可能性のある損失を見積もり、必

要と認められる額を計上しております。

（13）特別法上の引当金の計上基準

特別法上の引当金は、金融商品取引責任準備金2,027百万円

であり、有価証券の売買その他の取引又はデリバティブ取引等に

関して生じた事故による損失の補填に充てるため、金融商品取引

法第46条の5第1項及び第48条の3第1項の規定に基づき計上

しております。

なお、従来、金融先物取引法第81条及び証券取引法第65条の

2第7項において準用する証券取引法第51条の規定に基づき、

金融先物取引責任準備金及び証券取引責任準備金を計上してお

りましたが、平成19年9月30日に金融商品取引法が施行された

ことに伴い、当連結会計年度から金融商品取引責任準備金として

計上しております。

（14）外貨建資産・負債の換算基準

当行の外貨建資産・負債及び海外支店勘定は、取得時の為替相

場による円換算額を付す持分法非適用の非連結子会社株式及び

持分法非適用の関連会社株式を除き、主として連結決算日の為替

相場による円換算額を付しております。

連結子会社の外貨建資産・負債については、それぞれの決算日

等の為替相場により換算しております。

（15）リース取引の処理方法

当行及び国内連結子会社のリース物件の所有権が借主に移転
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すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。

（16）重要なヘッジ会計の方法

（イ）金利リスク・ヘッジ　

当行の金融資産・負債から生じる金利リスクのヘッジ取引

に対するヘッジ会計の方法として、繰延ヘッジ又は時価ヘッ

ジを適用しております。小口多数の金銭債権債務に対する包

括ヘッジについて、「銀行業における金融商品会計基準適用

に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会

業種別監査委員会報告第24号。以下「業種別監査委員会報

告第24号」という）を適用しております。ヘッジ有効性の評

価は、小口多数の金銭債権債務に対する包括ヘッジについて

以下のとおり行っております。

（1）相場変動を相殺するヘッジについては、ヘッジ対象とな

る預金・貸出金等とヘッジ手段である金利スワップ取引

等を一定の期間毎にグルーピングのうえ特定し有効性を

評価しております。

（2）キャッシュ・フローを固定するヘッジについては、ヘッジ

対象とヘッジ手段の金利変動要素の相関関係を検証し

有効性を評価しております。

個別ヘッジについてもヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動

またはキャッシュ・フロー変動を比較し、両者の変動額等を基

礎にして、ヘッジの有効性を評価しております。

また、当連結会計年度末の連結貸借対照表に計上してい

る繰延ヘッジ損益のうち、「銀行業における金融商品会計基

準適用に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公

認会計士協会業種別監査委員会報告第15号）を適用して実

施しておりました多数の貸出金・預金等から生じる金利リス

クをデリバティブ取引を用いて総体で管理する従来の「マク

ロヘッジ」に基づく繰延ヘッジ損益は、「マクロヘッジ」で指

定したそれぞれのヘッジ手段等の残存期間・平均残存期間に

わたって、資金調達費用又は資金運用収益等として期間配

分しております。

なお、当連結会計年度末における「マクロヘッジ」に基づく

繰延ヘッジ損失は105,692百万円（税効果額控除前）、繰延

ヘッジ利益は91,937百万円（同前）であります。

（ロ）為替変動リスク・ヘッジ

当行の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに

対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における外貨建取引等

の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認

会計士協会業種別監査委員会報告第25号。以下「業種別監

査委員会報告第25号」という）に規定する繰延ヘッジによっ

ております。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金

銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨ス

ワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ

対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨

ポジション相当額が存在することを確認することによりヘッジ

の有効性を評価しております。

また、外貨建子会社株式及び関連会社株式並びに外貨建

その他有価証券（債券以外）の為替変動リスクをヘッジする

ため、事前にヘッジ対象となる外貨建有価証券の銘柄を特定

し、当該外貨建有価証券について外貨ベースで取得原価以

上の直先負債が存在していること等を条件に包括ヘッジとし

て繰延ヘッジ及び時価ヘッジを適用しております。

（ハ）連結会社間取引等

デリバティブ取引のうち連結会社間及び特定取引勘定とそ

れ以外の勘定との間（又は内部部門間）の内部取引について

は、ヘッジ手段として指定している金利スワップ取引及び通貨

スワップ取引等に対して、業種別監査委員会報告第24号及

び同第25号に基づき、恣意性を排除し厳格なヘッジ運営が

可能と認められる対外カバー取引の基準に準拠した運営を

行っているため、当該金利スワップ取引及び通貨スワップ取

引等から生じる収益及び費用は消去せずに損益認識または繰

延処理を行っております。

なお、当行の一部の資産・負債及び連結子会社の資産・負

債については、繰延ヘッジ、時価ヘッジ、あるいは金利スワッ

プの特例処理を行っております。

（17）消費税等の会計処理

当行及び国内連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。

5．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を

採用しております。

6．のれん及び負ののれんの償却に関する事項

みずほ証券株式会社に係るのれんについては、従来10年間の均等

償却を行っておりましたが、同社株式減損処理に伴い、当連結会計年

度において一括して償却しております。その他ののれん及び負ののれ

んについては、金額的に重要性が乏しいため、発生した連結会計年度

に一括して償却しております。

7．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、連結貸借対

照表上の「現金預け金」のうち現金および中央銀行への預け金であり

ます。

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

（連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い）

「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取

扱い」（実務対応報告第18号平成18年5月17日）が平成20年3月31日

以前に開始する連結会計年度から早期適用できることになったことに伴

い、当連結会計年度から同実務対応報告を適用しております。これによる

損益に与える影響は軽微であります。

（金融商品に関する会計基準）

「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号）及び「金融商品

会計に関する実務指針」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第14

号）等における有価証券の範囲に関する規定が一部改正され（平成19年6

月15日付及び同7月4日付）、金融商品取引法の施行日以後に終了する連

結会計年度から適用されることになったことに伴い、当連結会計年度から

改正会計基準及び実務指針を適用しております。

（連結財務諸表における税効果会計に関する実務指針）

企業集団内の会社に投資（子会社株式等）を売却した場合の税効果会計

について、「連結財務諸表における税効果会計に関する実務指針」（日本公

認会計士協会会計制度委員会報告第6号平成19年3月29日）の第30－

2項を当連結会計年度から適用しております。なお、これによる連結貸借

対照表等に与える影響は軽微であります。
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表示方法の変更

従来、「金融派生商品資産の純増（△）減」及び「金融派生商品負債の純

増減（△）」は「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表

示しておりましたが、金額の重要性を勘案し当連結会計年度から区分掲記

しております。

追加情報

該当ありません。

○注記事項（平成19年度）

連結貸借対照表関係

1. 有価証券には、非連結子会社及び関連会社の株式50,238百万円及

び出資金421百万円を含んでおります。

2. 無担保の消費貸借契約（債券貸借取引）により貸し付けている有価証

券は該当ありません。｠

無担保の消費貸借契約（債券貸借取引）により借り入れている有価

証券及び現先取引並びに現金担保付債券貸借取引により受け入れて

いる有価証券のうち、売却又は（再）担保という方法で自由に処分でき

る権利を有する有価証券で、（再）担保に差し入れている有価証券は

7,425,521百万円、当連結会計年度末に当該処分をせずに所有して

いるものは3,847,869百万円であります。

3. 貸出金のうち、破綻先債権額は3,639百万円、延滞債権額は47,245

百万円であります。

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続

していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見

込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を

行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という）のうち、法人

税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第1項第3号のイからホ

までに掲げる事由又は同項第4号に規定する事由が生じている貸出金

であります。

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及

び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶

予した貸出金以外の貸出金であります。

4. 貸出金のうち、3ヵ月以上延滞債権額はありません。

なお、3ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日

の翌日から3月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に

該当しないものであります。

5. 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は423,826百万円であります。

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図るこ

とを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債

権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先

債権、延滞債権及び3ヵ月以上延滞債権に該当しないものであります。

6. 破綻先債権額、延滞債権額、3ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和

債権額の合計額は474,711百万円であります。

なお、上記3.から6.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額で

あります。

7. 手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計

上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報

告第24号）に基づき金融取引として処理しております。これにより

受け入れた商業手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担保という

方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は

501,181百万円であります。

8. ローン・パーティシペーションで、平成7年6月1日付日本公認会計士

協会会計制度委員会報告第3号に基づいて、参加者に売却したもの

として会計処理した貸出金の元本の連結会計年度末残高の総額は、

983,648百万円であります。

9. 担保に供している資産は次のとおりであります。

担保に供している資産

特定取引資産 5,506,604百万円

有価証券 8,227,819百万円

貸出金 1,023,906百万円

その他資産 12,497百万円

有形固定資産 133百万円

担保資産に対応する債務

預金 398,898百万円

コールマネー及び売渡手形 1,170,000百万円

売現先勘定 5,361,716百万円

債券貸借取引受入担保金 4,498,503百万円

借用金 2,975,660百万円

上記のほか、為替決済、デリバティブ等の取引の担保あるいは先物

取引証拠金等の代用として、「現金預け金」9,185百万円、「特定取引

資産」420,484百万円、「有価証券」1,205,833百万円及び「貸出

金」604,444百万円を差し入れております。

非連結子会社及び関連会社の借入金等のための担保提供はありま

せん。

また、「その他資産」のうちデリバティブ取引差入担保金は

1,172,978百万円、先物取引差入証拠金は17,100百万円、保証金

は26,152百万円、その他の証拠金等は2,519百万円であります。

10. 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客から

の融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について

違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約

であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、33,056,302

百万円であります。このうち原契約期間が1年以内のもの又は任意の

時期に無条件で取消可能なものが25,066,551百万円あります。

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであ

るため、融資未実行残高そのものが必ずしも当行及び連結子会社の将

来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの

契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由

があるときは、当行及び連結子会社が実行申し込みを受けた融資の拒

絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられてお

ります。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担

保の提供を受けるほか、契約後も定期的に予め定めている行内（社内）

手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与

信保全上の措置等を講じております。
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みずほコーポレート銀行の業績と財務の状況

連結決算データファイル

11. 土地の再評価に関する法律（平成10年3月31日公布法律第34号）に

基づき、当行の事業用の土地の再評価を行い、評価差額については、

当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」とし

て負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」とし

て純資産の部に計上しております。

再評価を行った年月日 平成10年3月31日

同法律第3条第3項に定める再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年3月31日公布政

令第119号）第2条第4号に定める路線価に基づいて、奥行価格

補正等の合理的な調整を行って算出したほか、第5号に定める鑑

定評価に基づいて算出。

12. 有形固定資産の減価償却累計額 112,246百万円

13. 有形固定資産の圧縮記帳額 2,208百万円

14. 借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付

された劣後特約付借入金741,846百万円が含まれております。

15. 社債には、劣後特約付社債683,102百万円が含まれております。

16. 有価証券中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第2条第

3項）による社債に対する保証債務の額は48,868百万円であります。

連結損益計算書関係

1. その他経常収益には、株式等売却益231,955百万円、信用リスク減

殺取引に係る利益44,952百万円、株式等派生商品収益21,989百

万円を含んでおります。

2. その他経常費用には、海外ABCPプログラム向けに当行が供与してい

た貸出金について証券化商品による代物弁済を受けたことに伴う損失

95,289百万円、貸出金売却損失引当金繰入額50,895百万円、当

行の貸出金代替目的のクレジット投資のうち主に欧州拠点における投

資からの撤退に伴う投資損失引当金繰入額45,939百万円、株式等

償却44,632百万円、貸出金償却26,382百万円を含んでおります。

3. 証券子会社のれん償却は、みずほ証券株式会社に係るのれんについ

て、同社株式減損処理に伴い一括して償却したものであります。

1. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関す

る事項

(注)1. 自己株式（優先株式）の無償取得及び消却によるものであります。

2. 自己株式（優先株式）の無償取得の対価としての普通株式の無償交付に伴うものであり
ます。
ただし、無償交付に伴い発生する1株に満たない端数については金銭を交付しております。

前連結会計年度 当連結会計年度 当連結会計年度 当連結会計年度 摘要
末株式数 増加株式数 減少株式数 末株式数
（千株） （千株） （千株） （千株）

発行済株式

普通株式 6,975 319 ― 7,294 注2

第二回第四種優先株式 64 ― ― 64

第三回第三種優先株式 53 ― 53 ― 注1

第八回第八種優先株式 85 ― ― 85

第九回第九種優先株式 121 ― 121 ― 注1

第十一回第十三種優先株式 3,609 ― ― 3,609

合計 10,910 319 175 11,054

自己株式

第三回第三種優先株式 ― 53 53 ― 注1

第九回第九種優先株式 ― 121 121 ― 注1

合計 ― 175 175 ―

連結株主資本等変動計算書関係

2. 配当に関する事項

基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当

連結会計年度の末日後となるもの

株式の種類 配当金の総額 １株当たりの 基準日 効力発生日
（決議） （百万円） 金額（円）

普通株式 132,748 19,032
平成19年
3月31日

第二回第四種
2,709 42,000

平成19年
優先株式 3月31日

第三回第三種
591 11,000

平成19年
優先株式 3月31日

第八回第八種
4,069 47,600

平成19年
優先株式 3月31日

第九回第九種
2,131 17,500

平成19年
優先株式 3月31日

第十一回第十三種
57,754 16,000

平成19年
優先株式 3月31日

平成19年
6月25日
定時株主総会

平成19年
6月25日

平成20年
6月25日
定時株主総会

普通株式 135,468
平成20年
3月31日

利益剰余金

18,571

第二回第四種
優先株式

2,709
平成20年
3月31日

42,000

第八回第八種
優先株式

4,069
平成20年
3月31日

47,600

第十一回
第十三種
優先株式

57,754
平成20年
3月31日

平成20年
6月25日

16,000

（決議）
株式の種類 配当金の総額

（百万円）
効力発生日基準日配当の原資 １株当たりの

金額（円）
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退職給付関係

1. 採用している退職給付制度の概要

（1）当行及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、企業年金

基金制度、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けていま

す。また、当行及び一部の国内連結子会社は、退職一時金制度の

一部について確定拠出年金制度を採用しております。

（2）当行は退職給付信託を設定しております。

2. 退職給付債務に関する事項

金額（百万円）

退職給付債務（A） △352,715

年金資産（B） 411,510

未積立退職給付債務（C）＝（A）＋（B） 58,795

未認識数理計算上の差異（D） 91,282

連結貸借対照表計上額純額（E）＝（C）＋（D） 150,077

前払年金費用（F） 157,941

退職給付引当金（E）－（F） △7,863

（注）1. 臨時に支払う割増退職金は含めておりません。
2. 一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

3. 退職給付費用に関する事項

金額（百万円）

勤務費用 4,990

利息費用 8,562

期待運用収益 △29,052

数理計算上の差異の費用処理額 1,594

その他（臨時に支払った割増退職金等） 1,896

退職給付費用 △12,008

（注）1. 企業年金基金に対する従業員拠出額は「勤務費用」より控除しております。
2. 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は「勤務費用」に含めて計上し
ております。

4. 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

（1）割引率 主に2.5％

（2）期待運用収益率 主に4.3％～6.81％

（3）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

（4）数理計算上の差異の処理年数

主として10年～12年（各発生連結会計年度における従業員

の平均残存勤務期間内の一定年数による定額法に基づき按

分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から損益処理す

ることとしております。）

リース取引関係

1. リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

（1）借手側

●リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び年度末

残高相当額

取得価額相当額

動産 4,569百万円

その他 11百万円

合計 4,581百万円

減価償却累計額相当額

動産 3,800百万円

その他 6百万円

合計 3,806百万円

年度末残高相当額

動産 769百万円

その他 5百万円

合計 774百万円

●未経過リース料年度末残高相当額

1年内 809百万円

1年超 766百万円

合計 ｠1,576百万円

●支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 1,116百万円

減価償却費相当額 757百万円

支払利息相当額 114百万円

●減価償却費相当額の算定方法

原則、リース期間を耐用年数とし、残存価額を10％として計算し

た減価償却費相当額に10／9を乗じた額を各連結会計年度の減価

償却費相当額とする定率法によっております。

●利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各連結会計年度への配分方法については、利息法によって

おります。

（2）貸手側

該当ありません。

2. オペレーティング・リース取引

（1）借手側

●未経過リース料

1年内 17,975百万円

1年超 72,739百万円

合計 90,714百万円

（2）貸手側

該当ありません。

連結キャッシュ・フロー計算書関係

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係

平成20年3月31日現在

現金預け金勘定 1,117,830百万円

中央銀行預け金を除く預け金 △756,867百万円

現金及び現金同等物 360,962百万円
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みずほコーポレート銀行の業績と財務の状況

連結決算データファイル

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

繰越欠損金 831,343百万円

有価証券償却損金算入限度超過額 333,056百万円

貸倒引当金損金算入限度超過額 100,366百万円

その他有価証券評価差額 19,509百万円

その他 166,807百万円

繰延税金資産小計 1,451,082百万円

評価性引当額 △945,102百万円

繰延税金資産合計 505,979百万円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額 △170,555百万円

前払年金費用 △63,873百万円

その他 △91,356百万円

繰延税金負債合計 △325,784百万円

繰延税金資産（負債）の純額 180,195百万円

なお、平成20年3月31日現在の繰延税金資産（負債）の純額は、連

結貸借対照表の以下の項目に含まれております。

繰延税金資産 187,103百万円

繰延税金負債 △6,908百万円

2. 連結財務諸表提出会社の法定実効税率と税効果会計適用後の法人税

等の負担率との間に重要な差異があるときの当該差異の原因となった

主な項目別の内訳

法定実効税率 40.6％

（調整）

評価性引当額の増減 99.3％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △168.2％

連結子会社との税率差異 522.3％

のれん償却額 406.2％

その他 3.1％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 903.5％

税効果会計関係

関連当事者情報

（追加情報）

当連結会計年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計

基準第11号｠平成18年10月17日）及び「関連当事者の開示に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号｠平成18年10月17

日）を早期に適用しております。

この結果、従来の開示対象範囲に対し、重要な追加はありません。

1. 関連当事者との取引

（1）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

（ア）連結財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等及び連

結財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等

（※1）短期的な市場性の取引につき、期末残高を記載しております。
（※2）期末の市場レートによる評価差額等につき、期末残高を記載しております。

取引条件及び取引条件の決定方針等

取引条件は、市場実勢レートを参考に決定しております。

（2）連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

記載すべき重要なものはありません。

2．親会社又は重要な関連会社に関する注記

（1）親会社情報

株式会社みずほフィナンシャルグループ（東京証券取引所（市場

第一部）、大阪証券取引所（市場第一部）、ニューヨーク証券取引

所に上場）

（2）重要な関連会社の要約財務情報

該当ありません。

種類
会社等
の名称

所在地
資本金又
は出資金
（百万円）

事業
の内容

議決権等の
所有（被所有）
割合（％）

関連当事者との関係

役員の兼任等（人）

取引
の内容

取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

同一の
親会社を
持つ会社

（株）みずほ
銀行

東京都
千代田
区

650,000 銀行業務 ―

金銭
貸借関係
・

設備の賃
貸借関係
等

―

コール資金
の取入れ

4,550,000
（※1）

コールマネー
及び売渡手形

4,550,000

デリバティ
ブ取引

（通貨オプショ
ン、先物為替）

1,058,505
（※2）

金融派生商品
(資産)

1,058,505
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1株当たり純資産額 189,592.09円

1株当たり当期純損失 17,194.77円

注) 1. 1株当たり純資産額及び1株当たり当期純損失の算定上の基礎は、次のとおりであります。
1株当たり純資産額
純資産の部の合計額 3,648,383百万円

純資産の部の合計額から控除する金額 2,265,378百万円

うち優先株式払込金額 1,021,930百万円

うち優先配当額 64,533百万円

うち少数株主持分 1,178,915百万円

普通株式に係る期末の純資産額 1,383,004百万円

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式の数 7,294千株

1株当たり当期純損失
当期純損失 55,671百万円

普通株主に帰属しない金額 64,533百万円

うち優先配当額 64,533百万円

普通株式に係る当期純損失 120,204百万円

普通株式の期中平均株式数 6,990千株

1株当たり情報

2. 潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額については、当連結会計年度は純損失が計上さ
れているため記載しておりません。

重要な後発事象

1. 当行は、平成20年4月16日に、当行保有の海外特別目的子会社が発

行した優先出資証券の償還に関する取締役会決議を行いました。償還

される優先出資証券の概要は、以下のとおりであります。

（1）発行体

①Mizuho｠Preferred｠Capital｠Company｠L.L.C.

②Mizuho｠JGB｠Investment｠L.L.C.

（2）発行証券の種類

配当非累積型永久優先出資証券

（3）償還総額

①1,000百万米ドル

②1,600百万米ドル

（4）償還予定日

平成20年6月30日

（5）償還理由

任意償還期日到来による

2. 当行連結子会社であるみずほ証券株式会社と持分法適用関連会社で

ある新光証券株式会社は、平成19年3月29日に締結した合併契約に

係る合併効力発生日を平成20年1月1日から平成20年5月7日へと

延期し、さらに平成21年の可能な限り早い時期を目処として再度延期

しておりました。

しかしながら、平成20年4月28日開催の両社取締役会において、

合併を行うことについての基本方針及び基本事項を確認し、当該合併

契約を一旦解除するとともに、新たに合併効力発生日を平成21年5

月7日予定とする「合併基本合意書」を締結することを決議いたしま

した。

1. 開示対象特別目的会社の概要及び当該特別目的会社を利用した取引

の概要

当行は、顧客の金銭債権等の流動化を支援する目的で、特別目的会

社（ケイマン法人等の形態によっております。）18社に係る借入及びコ

マーシャル・ペーパーでの資金調達に関し、貸出金、信用枠及び流動

性枠を供与しております。

特別目的会社18社の直近の決算日における資産総額（単純合算）

は2,560,633百万円、負債総額（単純合算）は2,559,964百万円

であります。なお、いずれの特別目的会社についても、当行は議決権

のある株式等は有しておらず、役員や従業員の派遣もありません。

2. 開示対象特別目的会社との取引金額等

開示対象特別目的会社関係

主な取引の当連結会計年度末残高 主な損益

（項目） （金額:百万円）

貸出金 1,722,650

信用枠及び流動性枠 858,232

（項目） （金額:百万円）

貸出金利息 21,946

役務取引等収益 1,881
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みずほコーポレート銀行の業績と財務の状況

連結決算データファイル

（5）セグメント情報

平成18年度

銀行業 証券業 その他の事業 計 消去又は全社 連　結

経常収益及び経常損益
経常収益
（1）外部顧客に対する経常収益 1,823,872 587,016 15,539 2,426,429 ― 2,426,429
（2）セグメント間の内部経常収益 16,663 71,812 1,723 90,199 （90,199） ―

計 1,840,536 658,828 17,263 2,516,629 （90,199） 2,426,429

経常費用 1,478,032 609,868 8,311 2,096,212 （88,172） 2,008,040

経常利益 362,504 48,960 8,952 420,416 （2,027） 418,389

資産、減価償却費、減損損失及び資本的支出
資産 65,705,606 21,293,102 124,364 87,123,074 （2,852,053） 84,271,020

減価償却費 32,072 6,300 162 38,535 ― 38,535

減損損失 702 0 0 702 ― 702

資本的支出 42,051 9,350 384 51,785 ― 51,785
注) 1. 事業区分は内部管理上採用している区分によっています。また、一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しています。
2. 各事業の主な内容
（1）銀行業･･･････銀行業、信託業
（2）証券業･･･････証券業
（3）その他の事業･･･アドバイザリー業等

1. 事業の種類別セグメント情報 （単位：百万円）

平成19年度

銀行業 証券業 その他の事業 計 消去又は全社 連　結

経常収益及び経常損益
経常収益
（1）外部顧客に対する経常収益 2,366,079 386,181 17,432 2,769,693 ― 2,769,693
（2）セグメント間の内部経常収益 24,324 81,863 3,182 109,370 （109,370） ―

計 2,390,403 468,045 20,614 2,879,064 （109,370） 2,769,693

経常費用 1,965,576 908,752 13,007 2,887,336 （106,236） 2,781,099

経常利益（△は経常損失） 424,827 △440,706 7,606 △8,271 （3,133） △11,405

資産、減価償却費、減損損失及び資本的支出
資産 70,968,334 21,272,538 184,951 92,425,824 （4,327,682） 88,098,142

減価償却費 30,758 7,627 136 38,522 ― 38,522

減損損失 46 4 ― 50 ― 50

資本的支出 51,225 17,559 206 68,991 ― 68,991
注) 1. 事業区分は内部管理上採用している区分によっています。また、一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しています。
2. 各事業の主な内容
（1）銀行業･･･････銀行業、信託業
（2）証券業･･･････証券業
（3）その他の事業･･･アドバイザリー業等

3. 平成19年度税制改正に伴い、平成19年4月１日以後に取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく償却方法により減価償却費を計上しています。この変更により、従来の方法によっ
た場合に比べ、銀行業について経常利益が510百万円減少し、証券業について経常損失が260百万円増加し、その他の事業について経常利益が１百万円減少しています。
また、当連結会計年度より、平成19年3月31日以前に取得した有形固定資産については、償却可能限度額に達した連結会計年度の翌連結会計年度以後、残存簿価を5年間で均等償却しています。この
変更により、従来の方法によった場合に比べ、銀行業について経常利益が318百万円減少し、証券業について経常損失が2百万円増加しています。

（単位：百万円）
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（単位：百万円）

平成19年度

日　本 米　州 欧　州 アジア・ 計 消去又は全社 連　結
オセアニア

経常収益及び経常損益
経常収益
（1）外部顧客に対する経常収益 1,555,286 639,155 363,312 211,939 2,769,693 ― 2,769,693
（2）セグメント間の内部経常収益 34,183 124,237 61,379 2,191 221,991 (221,991) ―

計 1,589,469 763,392 424,692 214,130 2,991,684 (221,991) 2,769,693

経常費用 1,299,345 747,048 778,450 167,553 2,992,397 (211,298) 2,781,099

経常利益（△は経常損失） 290,124 16,344 △353,757 46,576 △712 (10,692) △11,405

資産 68,791,953 17,755,957 13,835,277 7,092,547 107,475,735（19,377,593) 88,098,142
注) 1. 当行の本支店及び連結子会社について、地理的な近接度、経済活動の類似性、事業活動の相互関連性等を考慮して国内と地域毎に区分の上、一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常収

益及び経常利益を記載しています。
2.「米州」には、アメリカ等が属しています。「欧州」には、イギリス等が属しています。「アジア・オセアニア」には、香港、シンガポール等が属しています。

平成18年度 平成19年度

海外経常収益 1,251,863 1,214,406
連結経常収益 2,426,429 2,769,693
海外経常収益の連結経常収益に占める割合 51.5％ 43.8％
注）1. 一般企業の海外売上高に代えて、海外経常収益を記載しています。
2. 海外経常収益は、当行の海外店取引、並びに海外連結子会社の取引に係る経常収益（ただし、連結会社間の内部経常収益を除く）で、こうした膨大な取引を相手先別に区分していないため、国又は地域毎
のセグメント情報は記載していません。

3. 海外経常収益 （単位：百万円）

2. 所在地別セグメント情報 （単位：百万円）

平成18年度

日　本 米　州 欧　州 アジア・ 計 消去又は全社 連　結
オセアニア

経常収益及び経常損益
経常収益
（1）外部顧客に対する経常収益 1,174,566 609,383 435,006 207,473 2,426,429 ― 2,426,429
（2）セグメント間の内部経常収益 27,679 111,512 50,934 4,491 194,617 （194,617） ―

計 1,202,245 720,896 485,940 211,964 2,621,047 （194,617） 2,426,429

経常費用 917,974 656,214 453,941 170,277 2,198,407 （190,367） 2,008,040

経常利益 284,270 64,682 31,999 41,687 422,639 （4,250） 418,389

資産 64,676,057 16,690,258 13,418,908 7,217,929 102,003,154（17,732,133） 84,271,020
注) 1. 当行の本支店及び連結子会社について、地理的な近接度、経済活動の類似性、事業活動の相互関連性等を考慮して国内と地域毎に区分の上、一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常収

益及び経常利益を記載しています。
2.「米州」には、アメリカ等が属しています。「欧州」には、イギリス等が属しています。「アジア・オセアニア」には、香港、シンガポール等が属しています。
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みずほコーポレート銀行の業績と財務の状況

単体決算データファイル

（資産の部）
現金預け金 2,029,748 1,393,670
現金 8,566 7,174
預け金 2,021,182 1,386,496

コールローン 290,596 272,402

買現先勘定 1,742,202 1,856,338

債券貸借取引支払保証金 1,614,829 2,832,786

買入金銭債権 204,962 176,024

特定取引資産 2,559,277 3,895,842
商品有価証券 79,507 36,846
商品有価証券派生商品 715 12,472
特定取引有価証券 143,901 27,331
特定取引有価証券派生商品 82 342
特定金融派生商品 1,488,667 3,024,132
その他の特定取引資産 846,403 794,716

金銭の信託 2,362 2,026

有価証券 19,457,137 17,494,803
国債 4,630,085 5,406,378
地方債 13,161 19,445
社債 720,333 864,017
株式 4,749,955 3,436,394
その他の証券 9,343,601 7,768,567

貸出金 28,734,856 28,439,602
割引手形 62,772 112,769
手形貸付 1,509,277 1,339,487
証書貸付 21,192,728 21,519,519
当座貸越 5,970,077 5,467,826

外国為替 752,828 586,120
外国他店預け 135,687 47,206
外国他店貸 58,363 17,755
買入外国為替 369,540 352,036
取立外国為替 189,237 169,122

その他資産 4,813,527 9,955,263
前払費用 6,695 6,053
未収収益 233,022 198,288
先物取引差入証拠金 31,947 42,665
先物取引差金勘定 327 2,436
金融派生商品 3,633,362 7,356,191
未収金 ― 968,728
デリバティブ取引差入担保金 ― 778,363
その他の資産 908,172 602,537

有形固定資産 122,416 122,293
建物 28,578 27,190
土地 56,342 56,342
建設仮勘定 855 1,998
その他の有形固定資産 36,639 36,762

無形固定資産 67,497 82,005
ソフトウェア 54,176 67,518
その他の無形固定資産 13,320 14,487

債券繰延資産 0 ―

繰延税金資産 ― 140,262

支払承諾見返 4,072,678 4,532,620

貸倒引当金 △353,347 △216,809

投資損失引当金 △100 △1,491

資産の部合計 66,111,474 71,563,763

（次ページへ続く）

（1）貸借対照表 （単位：百万円）

科　目
平成18年度 平成19年度

（平成19年3月31日現在） （平成20年3月31日現在）

■財務諸表等

当行は、平成18年度の貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書について証券取引法第193条の2の規定に基づき、また、平成19

年度の貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書について金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、新日本監査法人の監

査証明を受けています。なお、新日本監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成20年7月1日をもって新日本有限責任監査法人となり

ました。
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（負債の部）
預金 19,257,823 19,598,671
当座預金 1,979,837 1,471,399
普通預金 4,187,985 4,791,186
通知預金 342,967 267,358
定期預金 9,111,595 10,081,739
その他の預金 3,635,439 2,986,986

譲渡性預金 7,369,439 8,036,781

債券 3,203,020 2,199,100

コールマネー 8,811,369 8,968,569

売現先勘定 6,072,047 5,598,199

債券貸借取引受入担保金 1,233,785 2,604,496

特定取引負債 1,922,795 3,170,152
売付商品債券 77,567 37,462
商品有価証券派生商品 708 12,621
特定取引売付債券 247,752 88,000
特定取引有価証券派生商品 295 45
特定金融派生商品 1,596,470 3,032,022

借用金 4,424,227 3,747,304
借入金 4,424,227 3,747,304

外国為替 356,761 241,119
外国他店預り 185,234 221,642
外国他店借 156,051 6,215
売渡外国為替 1,857 2,116
未払外国為替 13,618 11,145

短期社債 402,600 490,000
社債 738,809 1,426,971

その他負債 4,531,077 8,327,179
未払法人税等 6,363 7,853
未払費用 158,897 138,420
前受収益 17,329 15,253
先物取引差金勘定 172 7,700
売付債券 ― 122,782
金融派生商品 3,901,709 6,929,113
その他の負債 446,605 1,106,055

賞与引当金 2,751 3,570

役員退職慰労引当金 2,381 2,459

貸出金売却損失引当金 ― 50,895

偶発損失引当金 1,376 1,505

繰延税金負債 180,984 ―

再評価に係る繰延税金負債 27,475 27,140

支払承諾 4,072,678 4,532,620

負債の部合計 62,611,407 69,026,738

（純資産の部）
資本金 1,070,965 1,070,965
資本剰余金 330,334 330,334
資本準備金 330,334 330,334
利益剰余金 990,210 701,930
利益準備金 30,700 70,700
その他利益剰余金 959,510 631,229
繰越利益剰余金 959,510 631,229

株主資本合計 2,391,510 2,103,229

その他有価証券評価差額金 1,135,629 346,058
繰延ヘッジ損益 △65,292 50,006
土地再評価差額金 38,218 37,729

評価・換算差額等合計 1,108,556 433,794

純資産の部合計 3,500,066 2,537,024

負債及び純資産の部合計 66,111,474 71,563,763

科　目 平成18年度 平成19年度
（平成19年3月31日現在） （平成20年3月31日現在）

（前ページより続く） （単位：百万円）
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経常収益 1,804,217 2,328,378
資金運用収益 1,282,775 1,423,492
貸出金利息 646,336 742,022
有価証券利息配当金 421,362 467,918
コールローン利息 21,334 12,175
買現先利息 59,690 63,825
債券貸借取引受入利息 6,770 11,003
買入手形利息 14 7
預け金利息 80,931 78,629
その他の受入利息 46,334 47,908
役務取引等収益 175,401 157,307
受入為替手数料 27,725 27,226
その他の役務収益 147,675 130,081
特定取引収益 96,961 248,743
商品有価証券収益 1,238 ―
特定金融派生商品収益 92,287 242,475
その他の特定取引収益 3,435 6,267
その他業務収益 65,061 204,379
国債等債券売却益 63,085 184,379
金融派生商品収益 ― 17,847
その他の業務収益 1,976 2,152
その他経常収益 184,018 294,454
株式等売却益 177,084 211,242
金銭の信託運用益 268 33
その他の経常収益 6,665 83,177

経常費用 1,490,608 1,956,658
資金調達費用 976,269 1,129,888
預金利息 399,333 402,500
譲渡性預金利息 102,245 115,947
債券利息 32,032 20,914
コールマネー利息 35,050 72,754
売現先利息 233,258 239,783
債券貸借取引支払利息 5,884 9,721
売渡手形利息 113 ―
借用金利息 114,857 130,216
短期社債利息 947 3,646
社債利息 8,725 17,601
金利スワップ支払利息 6,642 7,981
その他の支払利息 37,177 108,820
役務取引等費用 39,836 37,490
支払為替手数料 8,037 7,810
その他の役務費用 31,798 29,680
特定取引費用 4,160 3,467
商品有価証券費用 ― 2,749
特定取引有価証券費用 4,160 718
その他業務費用 52,062 256,718
外国為替売買損 15,142 137,355
国債等債券売却損 24,417 107,150
国債等債券償却 57 3,746
債券発行費用償却 0 0
社債発行費償却 2,133 2,368
金融派生商品費用 8,351 ―
その他の業務費用 1,959 6,097
営業経費 237,866 239,138
その他経常費用 180,412 289,954
貸出金償却 7,588 26,382
株式等売却損 786 2,566
株式等償却 145,816 38,829
金銭の信託運用損 298 12
その他の経常費用 25,922 222,162

経常利益 313,609 371,719

（次ページへ続く）

（2）損益計算書 （単位：百万円）

科　目
平成18年度 平成19年度

平成18年4月 1 日から 平成19年4月 1 日から
平成19年3月31日まで 平成20年3月31日まで（ ） （ ）
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特別利益 133,063 92,672
固定資産処分益 2 1,026
貸倒引当金戻入益 9,159 71,616
償却債権取立益 40,512 20,029
その他の特別利益 83,388 ―

特別損失 3,159 474,537
固定資産処分損 2,456 1,335
減損損失 702 46
子会社株式評価損 ― 473,156

税引前当期純利益（△は税引前当期純損失） 443,513 △10,145

法人税、住民税及び事業税 38 38
法人税等調整額 120,343 78,581

当期純利益（△は当期純損失） 323,131 △88,764

（前ページより続く） （単位：百万円）

科　目
平成18年度 平成19年度

平成18年4月 1 日から 平成19年4月 1 日から
平成19年3月31日まで 平成20年3月31日まで（ ） （ ）
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平成18年3月31日残高 1,070,965 330,334 ― 330,334 5,000 790,060 795,060 ― 2,196,359 939,519 ― 38,355 977,875 3,174,234

事業年度中の変動額
剰余金の配当（注） ― ― ― ― 25,700 △153,817 △128,117 ― △128,117 ― ― ― ― △128,117
当期純利益 ― ― ― ― ― 323,131 323,131 ― 323,131 ― ― ― ― 323,131
自己株式の取得 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
自己株式の消却 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
土地再評価差額金の取崩 ― ― ― ― ― 136 136 ― 136 ― ― ― ― 136
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額） ― ― ― ― ― ― ― ― ― 196,109 △65,292 △136 130,680 130,680

事業年度中の変動額合計 ― ― ― ― 25,700 169,450 195,150 ― 195,150 196,109 △65,292 △136 130,680 325,831

平成19年3月31日残高 1,070,965 330,334 ― 330,334 30,700 959,510 990,210 ― 2,391,510 1,135,629 △65,292 38,218 1,108,556 3,500,066
注）平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目です。

（3）株主資本等変動計算書 （単位：百万円）

科　目

株主資本 評価・換算差額等 純資産

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己 株主資本 その他 繰延 土地 評価・換算 合計

資本 その他 資本 利益 その他 利益 株式 合計 有価証券 ヘッジ 再評価 差額等

準備金 資本 剰余金 準備金 利益剰余金 剰余金 評価 損益 差額金 合計

剰余金 合計 繰越利益 合計 差額金

剰余金

平成18年度
平成18年4月 1 日から
平成19年3月31日まで（ ）

平成19年3月31日残高 1,070,965 330,334 ― 330,334 30,700 959,510 990,210 ― 2,391,510 1,135,629 △65,292 38,218 1,108,556 3,500,066

事業年度中の変動額
剰余金の配当 ― ― ― ― 40,000 △240,005 △200,004 ― △200,004 ― ― ― ― △200,004
当期純損失 ― ― ― ― ― △88,764 △88,764 ― △88,764 ― ― ― ― △88,764
自己株式の取得 ― ― ― ― ― ― ― △0 △0 ― ― ― ― △0
自己株式の消却 ― ― △0 △0 ― ― ― 0 ― ― ― ― ― ―
利益剰余金から
資本剰余金への振替 ― ― 0 0 ― △0 △0 ― ― ― ― ― ― ―

土地再評価差額金の取崩 ― ― ― ― ― 489 489 ― 489 ― ― ― ― 489
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額） ― ― ― ― ― ― ― ― ― △789,570 115,298 △489 △674,761 △674,761

事業年度中の変動額合計 ― ― ― ― 40,000 △328,281 △288,280 ― △288,280 △789,570 115,298 △489 △674,761 △963,041

平成20年3月31日残高 1,070,965 330,334 ― 330,334 70,700 631,229 701,930 ― 2,103,229 346,058 50,006 37,729 433,794 2,537,024

（単位：百万円）

科　目

株主資本 評価・換算差額等 純資産

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己 株主資本 その他 繰延 土地 評価・換算 合計

資本 その他 資本 利益 その他 利益 株式 合計 有価証券 ヘッジ 再評価 差額等

準備金 資本 剰余金 準備金 利益剰余金 剰余金 評価 損益 差額金 合計

剰余金 合計 繰越利益 合計 差額金

剰余金

平成19年度
平成19年4月 1 日から
平成20年3月31日まで（ ）
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○重要な会計方針（平成19年度）
1．特定取引資産・負債の評価基準及び収益・費用の計上基準

金利、通貨の価格、有価証券市場における相場その他の指標に係る

短期的な変動、市場間の格差等を利用して利益を得る等の目的（以下

「特定取引目的」という）の取引については、取引の約定時点を基準と

し、貸借対照表上「特定取引資産」及び「特定取引負債」に計上すると

ともに、当該取引からの損益を損益計算書上「特定取引収益」及び「特

定取引費用」に計上しております。

特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭債権

等については決算日の時価により、スワップ・先物・オプション取引等の

派生商品については決算日において決済したものとみなした額により

行っております。

また、特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、当事業年度中

の受払利息等に、有価証券、金銭債権等については前事業年度末と当

事業年度末における評価損益の増減額を、派生商品については前事

業年度末と当事業年度末におけるみなし決済からの損益相当額の増

減額を加えております。

2．有価証券の評価基準及び評価方法

（1）有価証券の評価は、子会社株式及び関連会社株式については移

動平均法による原価法、その他有価証券のうち時価のある国内株

式については当事業年度末月1ヵ月の市場価格の平均等、それ以

外については当事業年度末日の市場価格等に基づく時価法（売却

原価は主として移動平均法により算定）、時価のないものについ

ては移動平均法による原価法又は償却原価法により行っておりま

す。なお、その他有価証券の評価差額については、時価ヘッジの

適用により損益に反映させた額を除き、全部純資産直入法により

処理しております。

（追加情報）

従来、「時価のない有価証券」として取得原価で計上していたそ

の他有価証券について、昨今の著しい市場環境の変化により生じ

るその他有価証券評価差額の重要性及び市場価格に準ずるもの

として合理的に算定された価額（ブローカー又は情報ベンダーか

ら入手する評価等）の入手可能性が増したことから、会計基準の

国際的な収斂に向けた動向等にも鑑み、市場価格に準ずるものと

して合理的に算定された価額が得られたものは当該価額を以って

評価しております。これにより、有価証券が31,349百万円、買入

金銭債権が463百万円、その他有価証券評価差額金が18,880

百万円減少するとともに、繰延税金資産が12,931百万円増加い

たします。なお、時価評価を行わない有価証券のうち、有価証券

の私募（金融商品取引法第2条第3項）による社債等については貸

倒引当金を計上しております。

（2）有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信

託財産として運用されている有価証券の評価は、時価法により

行っております。

3．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法

デリバティブ取引（特定取引目的の取引を除く）の評価は、時価法に

より行っております。

4．固定資産の減価償却の方法

（1）有形固定資産

動産については定率法を採用し、建物については定額法を採用

しております。

また、主な耐用年数は次のとおりであります。

建　物：3年～50年

動　産：2年～20年

（会計方針の変更）

平成19年度税制改正に伴い、平成19年4月1日以後に取得し

た有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく償却方法

により減価償却費を計上しております。この変更により、従来の方

法によった場合に比べ、経常利益が510百万円減少し、税引前当

期純損失が同額増加しております。

（追加情報）

当事業年度より、平成19年3月31日以前に取得した有形固定

資産については、償却可能限度額に達した事業年度の翌事業年度

以後、残存簿価を5年間で均等償却しております。この変更によ

り、従来の方法によった場合に比べ、経常利益が318百万円減少

し、税引前当期純損失が同額増加しております。

（2）無形固定資産

無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、行内における利用可能

期間（5年）に基づいて償却しております。

5．繰延資産の処理方法

（1）債券発行費用

平成18年3月31日に終了する事業年度の貸借対照表に計上

した債券発行費用は、「繰延資産の会計処理に関する当面の取扱

い」（企業会計基準委員会実務対応報告第19号平成18年8月

11日）の経過措置に基づき従前の会計処理を適用し一定期間で

償却を行っております。

（2）社債発行費

発生時に全額費用として処理しております。

（3）社債発行差金

社債は償却原価法（定額法）に基づいて算定された価額をもっ

て貸借対照表価額としております。

なお、平成18年3月31日に終了する事業年度の貸借対照表に

計上した社債発行差金は、「繰延資産の会計処理に関する当面の

取扱い」（企業会計基準委員会実務対応報告第19号平成18年8

月11日）の経過措置に基づき従前の会計処理を適用し、社債の

償還期間にわたり均等償却を行うとともに未償却残高を社債から

直接控除しております。

6．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建資産・負債及び海外支店勘定は、取得時の為替相場による円

換算額を付す子会社株式及び関連会社株式を除き、主として決算日の

為替相場による円換算額を付しております。

7. 引当金の計上基準

（1）貸倒引当金

予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しており

ます。

破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している債務

者（以下「破綻先」という）に係る債権及びそれと同等の状況にあ

る債務者（以下「実質破綻先」という）に係る債権については、以

下のなお書きに記載されている直接減額後の帳簿価額から、担保

の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その

残額を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、

今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（以下

「破綻懸念先」という）に係る債権については、債権額から、担保

の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その

残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額

を計上しております。破綻懸念先及び貸出条件緩和債権等を有す

る債務者で与信額が一定額以上の大口債務者のうち、債権の元

本の回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見

積もることができる債権については、当該キャッシュ・フローを貸

出条件緩和実施前の約定利子率等で割引いた金額と債権の帳簿

価額との差額を貸倒引当金とする方法（キャッシュ・フロー見積法）

により引き当てております。また、当該大口債務者のうち、将来
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キャッシュ・フローを合理的に見積もることが困難な債務者に対す

る債権については、個別的に予想損失額を算定し、引き当ててお

ります。

上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績

等から算出した予想損失率に基づき計上しております。特定海外

債権については、対象国の政治経済情勢等に起因して生ずる損失

見込額を特定海外債権引当勘定として計上しております。

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署

が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監査部署が査定

結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っ

ております。

なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等につ

いては、債権額から担保の評価額及び保証による回収が可能と認

められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直

接減額しており、その金額は275,474百万円であります。

｠｠ 上記債権には、有価証券の私募（金融商品取引法第2条第3項）

による社債等が含まれております。

（2）投資損失引当金

投資に対する損失に備えるため、有価証券の発行会社の財政状

態等を勘案して必要と認められる額を計上しております。

また、当行の貸出代替目的のクレジット投資のうち主に欧州拠点

における投資からの撤退に伴い、関連する証券化商品の評価損に

対し、当該証券化商品を参照する流動化スキームの対象となって

いるものを除き、投資損失引当金を計上しております。

なお、時価をもって貸借対照表価額とするため、有価証券と投

資損失引当金45,939百万円を相殺表示しております。

（3）賞与引当金

従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の

支給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上しております。

（4）退職給付引当金（含む前払年金費用）

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基づき、当事業年度末において発

生していると認められる額を計上しております。また、数理計算上

の差異は、各発生年度における従業員の平均残存勤務期間内の一

定年数（10～12年）による定額法に基づき按分した額をそれぞ

れ発生の翌事業年度から損益処理しております。

（5）役員退職慰労引当金

役員退職慰労金は、役員及び執行役員の退職により支給する退

職慰労金に備えるため、内規に基づく支給見込額のうち、当事業

年度末までに発生していると認められる額を計上しております。

（6）貸出金売却損失引当金

（追加情報）

昨今の著しい市場環境の変化に鑑み、売却予定貸出金について

将来発生する可能性のある損失を見積もり、必要と認められる額

を計上しております。

（7）偶発損失引当金

他の引当金で引当対象とした事象以外の偶発事象に対し、将来

発生する可能性のある損失を見積もり、必要と認められる額を計

上しております。

8. リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理

によっております。

9. ヘッジ会計の方法

（イ）金利リスク・ヘッジ

金融資産・負債から生じる金利リスクのヘッジ取引に対するヘッ

ジ会計の方法として、繰延ヘッジ又は時価ヘッジを適用しておりま

す。小口多数の金銭債権債務に対する包括ヘッジについて、「銀行

業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の

取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号。

以下「業種別監査委員会報告第24号」という）を適用しておりま

す。ヘッジ有効性の評価は、小口多数の金銭債権債務に対する包

括ヘッジについて以下のとおり行っております。

（1）相場変動を相殺するヘッジについては、ヘッジ対象となる預

金・貸出金等とヘッジ手段である金利スワップ取引等を一定

の期間毎にグルーピングのうえ特定し有効性を評価しており

ます。

（2）キャッシュ・フローを固定するヘッジについては、ヘッジ対象と

ヘッジ手段の金利変動要素の相関関係を検証し有効性を評価

しております。

個別ヘッジについてもヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動また

はキャッシュ・フロー変動を比較し、両者の変動額等を基礎にして、

ヘッジの有効性を評価しております。

また、当事業年度末の貸借対照表に計上している繰延ヘッジ損

益のうち、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する当面

の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査

委員会報告第15号）を適用して実施しておりました多数の貸出

金・預金等から生じる金利リスクをデリバティブ取引を用いて総体

で管理する従来の「マクロヘッジ」に基づく繰延ヘッジ損益は、「マ

クロヘッジ」で指定したそれぞれのヘッジ手段等の残存期間・平均

残存期間にわたって、資金調達費用又は資金運用収益等として期

間配分しております。

なお、当事業年度末における「マクロヘッジ」に基づく繰延ヘッ

ジ損失は105,692百万円（税効果額控除前）、繰延ヘッジ利益は

91,937百万円（同前）であります。

（ロ）為替変動リスク・ヘッジ

外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ

会計の方法は、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関す

る会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査

委員会報告第25号。以下「業種別監査委員会報告第25号」とい

う）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の

方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺

する目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ

手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ

手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認することにより

ヘッジの有効性を評価しております。

また、外貨建子会社株式及び関連会社株式並びに外貨建その他

有価証券（債券以外）の為替変動リスクをヘッジするため、事前に

ヘッジ対象となる外貨建有価証券の銘柄を特定し、当該外貨建有

価証券について外貨ベースで取得原価以上の直先負債が存在し

ていること等を条件に包括ヘッジとして繰延ヘッジ及び時価ヘッジ

を適用しております。

（ハ）内部取引等

デリバティブ取引のうち特定取引勘定とそれ以外の勘定との間

の内部取引については、ヘッジ手段として指定している金利スワッ

プ取引及び通貨スワップ取引等に対して、業種別監査委員会報告

第24号及び同第25号に基づき、恣意性を排除し厳格なヘッジ運

営が可能と認められる対外カバー取引の基準に準拠した運営を

行っているため、当該金利スワップ取引及び通貨スワップ取引等

から生じる収益及び費用は消去せずに損益認識又は繰延処理を

行っております。

なお、一部の資産・負債については、繰延ヘッジ、時価ヘッジ、あ

るいは金利スワップの特例処理を行っております。

10.消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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（金融商品に関する会計基準）

｠｠｠「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号）及び「金融商品

会計に関する実務指針」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第14

号）等における有価証券の範囲に関する規定が一部改正され（平成19年6

月15日付及び同7月4日付）、金融商品取引法の施行日以後に終了する事

業年度から適用されることになったことに伴い、当事業年度から改正会計

基準及び実務指針を適用しております。｠

会計方針の変更

該当ありません。

追加情報

表示方法の変更

前事業年度において「その他資産」中の「その他の資産」に含めており

ました「未収金」、「デリバティブ取引差入担保金」は、金額的重要性が増し

たため、当事業年度からそれぞれ区分表示しております。なお、前事業年

度における「未収金」、「デリバティブ取引差入担保金」は、それぞれ

95,046百万円、307,713百万円であります。

貸借対照表関係

1. 関係会社の株式及び出資総額 879,183百万円

2. 無担保の消費貸借契約（債券貸借取引）により貸し付けている有価証

券が、「その他の証券」及び「商品有価証券」に合計32,582百万円含

まれております。

無担保の消費貸借契約（債券貸借取引）により借り入れている有価

証券及び現先取引並びに現金担保付債券貸借取引により受け入れて

いる有価証券のうち、売却又は（再）担保という方法で自由に処分でき

る権利を有する有価証券で、（再）担保に差し入れている有価証券は

1,866,109百万円、当事業年度末に当該処分をせずに所有している

ものは3,408,506百万円であります。

3. 貸出金のうち、破綻先債権額は2,606百万円、延滞債権額は46,421

百万円であります。

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続

していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見

込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を

行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という）のうち、法人

税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第1項第3号のイからホ

までに掲げる事由又は同項第4号に規定する事由が生じている貸出金

であります。

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及

び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶

予した貸出金以外の貸出金であります。

4. 貸出金のうち、3ヵ月以上延滞債権額はありません。

なお、3ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日

の翌日から3月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に

該当しないものであります。

5. 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は410,521百万円であります。

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図るこ

とを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債

権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先

債権、延滞債権及び3ヵ月以上延滞債権に該当しないものであります。

6. 破綻先債権額、延滞債権額、3ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和

債権額の合計額は459,548百万円であります。

なお、上記3.から6.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額で

あります。

7. ローン・パーティシペーションで、平成7年6月1日付日本公認会計士

協会会計制度委員会報告第3号に基づいて、参加者に売却したものと

して会計処理した貸出金の元本の期末残高の総額は、986,416百万

円であります。

8. 手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計

上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報

告第24号）に基づき金融取引として処理しております。これにより

受け入れた商業手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担保という

方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は

464,806百万円であります。

9. 担保に供している資産は次のとおりであります。

担保に供している資産

特定取引資産 494,809百万円

有価証券 8,068,568百万円

貸出金 ｠1,023,906百万円

担保資産に対応する債務

預金 254,413百万円

コールマネー 1,170,000百万円

売現先勘定 ｠4,589,653百万円

債券貸借取引受入担保金 1,950,705百万円

借用金 691,100百万円

上記のほか、為替決済、デリバティブ等の取引の担保あるいは先物

取引証拠金等の代用として、「現金預け金」9,185百万円、「有価証券」

○注記事項（平成19年度）
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1,199,778百万円及び「貸出金」604,444百万円を差し入れてお

ります。

子会社、関連会社の借入金等のための担保提供はありません。

また、「その他の資産」のうち保証金は19,001百万円であります。

10.当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客から

の融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について

違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約

であります。これらの契約に係る融資未実行残高は33,363,115百

万円であります。このうち原契約期間が1年以内のもの又は任意の時

期に無条件で取消可能なものが25,734,862百万円あります。

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであ

るため、融資未実行残高そのものが必ずしも当行の将来のキャッ

シュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多く

には、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるとき

は、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額

をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時に

おいて必要に応じて不動産・有価証券等の担保の提供を受けるほか、

契約後も定期的に予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を

把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じてお

ります。

11.土地の再評価に関する法律（平成10年3月31日公布法律第34号）に

基づき、事業用の土地の再評価を行い、評価差額については、当該評

価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債

の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資

産の部に計上しております。

再評価を行った年月日 平成10年3月31日

同法律第3条第3項に定める再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年3月31日公布政令

第119号）第2条第4号に定める路線価に基づいて、奥行価格補正

等の合理的な調整を行って算出したほか、第5号に定める鑑定評価

に基づいて算出。

12.有形固定資産の減価償却累計額 88,472百万円

13.有形固定資産の圧縮記帳額 2,187百万円

14.借入金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付

された劣後特約付借入金2,411,285百万円が含まれております。

15.社債には、劣後特約付社債169,968百万円が含まれております。

16.当行の子会社であるみずほ証券株式会社及びみずほインターナショナ

ル・ピーエルシーの共同ユーロ・ミディアム・ターム・ノート・プログラム

に関し、当行はキープウエル契約を両社と締結しております。当事業

年度末における本プログラムに係る社債発行残高は659,317百万円

であります。

17.有価証券中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第2条第3

項）による社債に対する当行の保証債務の額は48,868百万円であり

ます。

18.配当制限

当行の定款の定めるところにより、優先株主に対しては、次に定め

る各種優先株式の優先配当金を超えて配当することはありません。

第四種優先株式 1株につき年200,000円を上限として、発

行に際して取締役会の決議で定める額

第八種優先株式 1株につき年47,600円

第十三種優先株式 1株につき年20,000円を上限として、発行

に際して取締役会の決議で定める額

19.銀行法第18条の定めにより剰余金の配当に制限を受けております。

剰余金の配当をする場合には、会社法第445条第4項（資本金の額

及び準備金の額）の規定にかかわらず、当該剰余金の配当により減少

する剰余金の額に5分の1を乗じて得た額を利益準備金として計上し

ております。

当事業年度における当該剰余金の配当に係る利益準備金の計上額

は、40,000百万円であります。

20.関係会社に対する金銭債権総額 4,272,936百万円

21.関係会社に対する金銭債務総額 5,901,655百万円

損益計算書関係

1. その他の経常収益には、信用リスク減殺取引に係る利益44,952百万

円、株式等派生商品収益21,989百万円、カナダ現地法人の支店化に

伴う為替差益等8,118百万円を含んでおります。

2. その他の経常費用には、海外ABCPプログラム向けに当行が供与して

いた貸出金について証券化商品による代物弁済を受けたことに伴う損

失95,289百万円、貸出金売却損失引当金繰入額50,895百万円、

当行の貸出代替目的のクレジット投資のうち主に欧州拠点における投

資からの撤退に伴う投資損失引当金繰入額45,939百万円を含んで

おります。
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前事業年度 当事業年度 当事業年度 当事業年度 摘要
末株式数 増加株式数 減少株式数 末株式数
（千株） （千株） （千株） （千株）

自己株式

第三回第三種優先株式 ― 53 53 ― （注）

第九回第九種優先株式 ― 121 121 ― （注）

合計 ― 175 175 ―

株主資本等変動計算書関係

自己株式の種類及び株式数に関する事項

(注) 無償取得及び消却によるものであります。

リース取引関係

1. リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

●リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額

取得価額相当額

動産 4,343百万円

その他 7百万円

合計 4,350百万円

減価償却累計額相当額

動産 3,679百万円

その他 3百万円

合計 3,682百万円

期末残高相当額

動産 663百万円

その他 3百万円

合計 667百万円

●未経過リース料期末残高相当額

1年内 749百万円

1年超 ｠688百万円

合計 1,438百万円

●当期の支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 1,059百万円

減価償却費相当額 700百万円

支払利息相当額 110百万円

●減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を10％として計算した減価

償却費相当額に10／9を乗じた額を各期の減価償却費相当額とす

る定率法によっております。

●利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法については、利息法によっております。

2. オペレーティング・リース取引

●未経過リース料

1年内 ｠14,553百万円

1年超 46,424百万円

合計 60,977百万円

有価証券関係

○子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

（百万円）

貸借対照表計上額 時価 差額

関連会社株式 29,992 39,083 9,090

（注）時価は、当事業年度末前1ヵ月の市場価格の平均に基づいております。
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みずほコーポレート銀行の業績と財務の状況

単体決算データファイル

■時価情報

（4）有価証券及び金銭の信託の時価等

平成18年度 平成19年度

貸借対照表計上額 前会計年度の損益に 貸借対照表計上額 当会計年度の損益に
含まれた評価差額 含まれた評価差額

売買目的有価証券 1,069,811 292 858,894 838

（A）売買目的有価証券 （単位：百万円）

○有価証券
「国債」「地方債」「社債」「株式」「その他の証券」のほか、「商品

有価証券」、「特定取引有価証券」、「その他の特定取引資産」中の

コマーシャル・ペーパー、「預け金」中の譲渡性預け金、並びに「買

入金銭債権」の一部が含まれています。

（B）満期保有目的の債券で時価のあるもの
平成18年度、平成19年度とも、該当ありません。

1株当たり純資産額 198,853.26円

1株当たり当期純損失 21,928.70円

注) 1. 1株当たり当期純損失の算定上の基礎は、次のとおりであります。
1株当たり当期純損失
当期純損失 88,764百万円

普通株主に帰属しない金額 64,533百万円

うち定時株主総会決議による優先配当額 64,533百万円

普通株式に係る当期純損失 153,297百万円

普通株式の期中平均株式数 6,990千株

1株当たり情報

2. 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、当事業年度は純損失が計上されて
いるため記載しておりません。

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

繰越欠損金 ｠689,886百万円

有価証券償却損金算入限度超過額 522,230百万円

貸倒引当金損金算入限度超過額 98,144百万円

有価証券等（退職給付信託拠出分） 70,167百万円

その他 75,306百万円

繰延税金資産小計 1,455,734百万円

評価性引当額 △1,005,163百万円

繰延税金資産合計 450,571百万円

繰延税金負債 △310,308百万円

繰延税金資産（負債）の純額 140,262百万円

2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要

な差異があるときの、当該差異の原因となった主な項目別の内訳

当事業年度は税引前当期純損失が計上されているため記載してお

りません。

税効果会計関係
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（D）当期中に売却した満期保有目的の債券
平成18年度、平成19年度とも、該当ありません。

平成18年度 平成19年度

売却額 売却益 売却損 売却額 売却益 売却損

その他有価証券 19,703,751 240,169 19,163 36,283,835 395,622 107,994

（E）当期中に売却したその他有価証券 （単位：百万円）

平成18年度

取得原価 貸借対照表計上額 評価差額 うち益 うち損

株式　 2,232,378 4,176,699 1,944,320 1,969,423 25,103
債券　 5,124,644 5,065,919 △58,724 1,707 60,432
国債 4,685,702 4,630,085 △55,617 276 55,893
地方債 12,956 13,161 204 305 101
社債 425,985 422,673 △3,312 1,125 4,437
その他 8,074,218 7,975,809 △98,408 42,586 140,994

合計 15,431,241 17,218,428 1,787,186 2,013,717 226,531
注）1. 貸借対照表計上額は、株式については前会計年度末前1カ月の市場価格の平均等に基づいて算定された額により、また、それ以外については、前会計年度末日における市場価格等に基づく時価により、そ

れぞれ計上したものです。
2.「その他有価証券」を時価評価していますので、上記の「評価差額」については、貸借対照表計上額と取得原価との差額を計上しています。なお、評価差額のうち、時価ヘッジの適用により損益に反映さ
せた額は3,243百万円（利益）です。

3.「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳です。
4. その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価（原則として決算日の市場価格。以下同じ）が取得原価（償却原価を含む。以下同じ）に比べて著しく下落したものについては、回復可能
性があると判断される銘柄を除き、当該時価をもって貸借対照表価額とするとともに、評価差額を当期の損失として処理（以下「減損処理」という）しています。なお、平成18年度におけるこの減損処
理額は1,701百万円です。
また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準を定めており、その概要は、原則として以下のとおりです。
・時価が取得原価の50％以下の銘柄
・時価が取得原価の50％超70％以下かつ市場価格が一定水準以下で推移している銘柄

（C）その他有価証券で時価のあるもの （単位：百万円）

平成19年度

取得原価 貸借対照表計上額 評価差額 うち益 うち損

株式　 2,116,678 2,846,877 730,199 839,055 108,855
債券　 5,897,137 5,867,975 △29,162 7,113 36,276
国債 5,437,159 5,406,378 △30,781 4,093 34,874
地方債 19,115 19,445 329 386 57
社債 440,862 442,151 1,288 2,633 1,344
その他 7,043,603 6,865,423 △178,180 57,077 235,258

合計 15,057,420 15,580,276 522,856 903,246 380,390
注）1. 貸借対照表計上額は、株式については当会計年度末前1カ月の市場価格の平均等に基づいて算定された額により、また、それ以外については、当会計年度末日における市場価格等に基づく時価により、そ

れぞれ計上したものです。
なお、従来、「時価のない有価証券」として取得原価で計上していたその他有価証券について、昨今の著しい市場環境の変化により生じるその他有価証券評価差額の重要性及び市場価格に準ずるもの
として合理的に算定された価額（ブローカー又は情報ベンダーから入手する価格等）の入手可能性が増したことから、会計基準の国際的な収斂に向けた動向等にも鑑み、市場価格に準ずるものとして
合理的に算定された価額が得られたものは当該価額を以って評価しており、「社債」（取得原価34,416百万円、貸借対照表計上額34,242百万円）、「外国債券」（取得原価255,574百万円、貸借対
照表計上額224,399百万円）、「買入金銭債権」（取得原価147,253百万円、貸借対照表計上額146,789百万円）に含まれています。

2.「その他有価証券」を時価評価していますので、上記の「評価差額」については、貸借対照表計上額と取得原価との差額を計上しています。なお、評価差額のうち、時価ヘッジの適用により損益に反映さ
せた額は7,546百万円（利益）です。

3.「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳です。
4. その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価（原則として決算日の市場価格。以下同じ）が取得原価（償却原価を含む。以下同じ）に比べて著しく下落したものについては、回復可能
性があると判断される銘柄を除き、当該時価をもって貸借対照表価額とするとともに、評価差額を当期の損失として処理（以下、「減損処理」という。）しています。なお、平成19年度におけるこの減損
処理額は29,959百万円です。
また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準を定めており、その概要は、原則として以下のとおりです。
・時価が取得原価の50％以下の銘柄
・時価が取得原価の50％超70％以下かつ市場価格が一定水準以下で推移している銘柄

（単位：百万円）
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単体決算データファイル

平成18年度 平成19年度

1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超 1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超

債券　 1,393,082 2,162,416 1,114,671    693,409 2,430,148 2,076,737 1,031,158 751,796
国債 1,300,060 1,889,681 1,023,370 416,973 2,310,925 1,871,161 742,462 481,828
地方債 1,410 1,474 1,985 8,290 774 7,585 3,283 7,801
社債 91,611 271,260 89,316 268,145 118,447 197,990 285,412 262,166

その他 900,053 2,920,998 1,918,804 2,424,279 851,311 3,154,187 1,069,753 1,220,309

合計 2,293,136 5,083,414 3,033,475 3,117,689 3,281,460 5,230,924 2,100,912 1,972,105

（I）その他有価証券のうち満期があるものの償還予定額 （単位：百万円）

平成18年度

貸借対照表計上額 時価 差額 うち益 うち損

子会社株式 ― ― ― ― ―
関連会社株式 11,684 51,647 39,963 39,963 ―

合計 11,684 51,647 39,963 39,963 ―

（H）子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの （単位：百万円）

平成19年度

貸借対照表計上額 時価 差額 うち益 うち損

子会社株式 ― ― ― ― ―
関連会社株式 29,992 39,083 9,090 9,090 ―

合計 29,992 39,083 9,090 9,090 ―

（単位：百万円）

平成18年度

子会社及び関連会社株式
子会社株式 840,503
関連会社株式 3,765

その他有価証券
非上場株式 204,617
非公募債券 297,660
非上場外国証券等 897,072

（F）時価評価されていない有価証券の主な内容及び貸借対照表計上額 （単位：百万円）

（G）保有目的を変更した有価証券
平成18年度、平成19年度とも、該当ありません。

平成19年度

子会社及び関連会社株式
子会社株式 845,425
関連会社株式 3,765

その他有価証券
非上場株式 275,725
非公募債券 421,865
非上場外国証券 465,833
その他 77,527

（単位：百万円）
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平成18年度 平成19年度

評価差額
その他有価証券 1,784,019 515,314

（△）繰延税金負債 648,389 169,255

その他有価証券評価差額金 1,135,629 346,058

（単位：百万円）

○その他有価証券評価差額金

貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳

は、次のとおりです。

（M）その他有価証券評価差額金

（L）その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）
平成18年度、平成19年度とも、該当ありません。

（K）満期保有目的の金銭の信託
平成18年度、平成19年度とも、該当ありません。

平成18年度 平成19年度

貸借対照表計上額 前会計年度の損益に 貸借対照表計上額 当会計年度の損益に
含まれた評価差額 含まれた評価差額

運用目的の金銭の信託 2,362 12 2,026 ―

（J）運用目的の金銭の信託 （単位：百万円）

○金銭の信託
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平成18年度 平成19年度

契約額等 うち1年超 時価 評価損益 契約額等 うち1年超 時価 評価損益

通貨先物 売建 20,669 ― △3 △3 34,737 ― △2 △2
買建 25,809 ― 6 6 35,365 ― 2 2

通貨スワップ 15,265,269 10,319,378 △222,367 118,256 16,798,090 13,277,554 △369,665 △47,291
為替予約 売建 34,212,525 5,747,844 △582,617 △582,617 29,507,739 6,396,584 870,436 870,436

買建 25,651,279 3,901,400 527,148 527,148 17,774,158 4,114,076 △752,716 △752,716
通貨オプション 売建 15,094,500 8,408,466 1,719,801 △457,016 11,230,642 5,599,887 1,559,799 △572,146

買建 16,242,314 9,601,481 1,699,201 443,002 12,210,522 6,439,374 1,571,531 595,626

合　計 ／ ／ ／ 48,775 ／ ／ ／ 93,909
注）1. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しています。なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引及び外貨建金銭債権債務等に付されたもので当該外貨建金銭債権

債務等の貸借対照表表示に反映されているものについては、上記記載から除いています。
2. 時価の算定：取引所取引については、東京金融取引所等における最終の価格によっています。店頭取引については、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算定しています。

（B）通貨関連取引 （単位：百万円）

取
引
所

店
頭

平成18年度 平成19年度

契約額等 うち1年超 時価 評価損益 契約額等 うち1年超 時価 評価損益

金利先物 売建 31,356,544 6,388,213 6,261 6,261 28,808,845 5,923,631 △415,490 △415,490
買建 31,234,307 6,855,896 △4,565 △4,565 29,850,941 6,036,133 425,391 425,391

金利オプション 売建 63,758,663 2,788,493 15,700 △1,020 32,801,744 661,571 18,595 △5,816
買建 73,473,172 7,080,088 14,195 △705 41,628,393 1,458,904 19,496 3,397

金利先渡契約 売建 509,511 4,723 3 3 11,144,529 268,275 △6,213 △6,213
買建 193,620 4,723 32 32 10,866,858 290,119 6,422 6,422

金利スワップ 受取固定・支払変動 196,080,322 134,391,025 868,166 868,166 198,328,423 158,021,073 6,169,196 6,169,196
受取変動・支払固定 204,562,202 130,863,072 △909,008 △909,008 198,094,892 156,503,013 △5,871,730 △5,871,730
受取変動・支払変動 11,312,416 6,672,795 △3,577 △3,577 12,155,633 8,391,815 △8,216 △8,216
受取固定・支払固定 166,402 145,022 341 341 174,181 149,192 178 178

金利オプション 売建 19,566,467 7,828,238 △50,912 △50,912 21,345,455 9,638,709 △80,430 △80,430
買建 12,027,495 6,202,138 45,080 45,080 21,243,659 9,454,444 80,808 80,808

合　計 ／ ／ ／ △49,902 ／ ／ ／ 297,495
注）1. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しています。なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いています。
2. 時価の算定：取引所取引については、東京金融取引所等における最終の価格によっています。店頭取引については、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算定しています。

（A）金利関連取引 （単位：百万円）

取
引
所

店
頭

（5）デリバティブ取引の時価等

平成18年度 平成19年度

契約額等 うち1年超 時価 評価損益 契約額等 うち1年超 時価 評価損益

株式指数先物 売建 11,942 ― △99 △99 106,769 ― 460 460

買建 ― ― ― ― ― ― ― ―

株式指数先物 売建 ― ― ― ― 59,250 ― 399 277
オプション 買建 ― ― ― ― 141,375 ― 613 △939

有価証券店頭 売建 ― ― ― ― ― ― ― ―
オプション 買建 ― ― ― ― ― ― ― ―

その他 売建 ― ― ― ― 95,700 95,700 △12,263 △12,263

買建 ― ― ― ― 95,700 95,700 12,263 12,263

合計 ／ ／ ／ △99 ／ ／ ／ △200
注）1. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しています。なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いています。
2. 時価の算定：取引所取引については、東京証券取引所等における最終の価格によっています。店頭取引については、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算定しています。

（C）株式関連取引 （単位：百万円）

取
引
所

店
頭
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平成18年度 平成19年度

契約額等 うち1年超 時価 評価損益 契約額等 うち1年超 時価 評価損益

債券先物 売建 329,048 ― 1,294 1,294 1,436,903 ― △5,440 △5,440

買建 270,726 ― △1,508 △1,508 1,487,123 ― 5,522 5,522

債券先物 売建 59,194 ― 85 8 33,787 ― 97 10

オプション 買建 68,293 ― 82 △32 33,787 ― 99 △26

債券店頭 売建 62,321 ― 30 34 ― ― ― ―

オプション 買建 42,502 ― 31 △38 ― ― ― ―

合計 ／ ／ ／ △242 ／ ／ ／ 65
注）1. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しています。なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いています。
2. 時価の算定：取引所取引については、東京証券取引所等における最終の価格によっています。

（D）債券関連取引 （単位：百万円）

取
引
所

店
頭

平成18年度 平成19年度

契約額等 うち1年超 時価 評価損益 契約額等 うち1年超 時価 評価損益

クレジット 売建 320,437 312,575 996 996 698,420 676,020 △15,400 △15,400
デリバティブ 買建 2,103,048 2,101,048 △2,437 △2,437 3,276,422 3,227,331 93,824 93,824

合計 ／ ／ ／ △1,440 ／ ／ ／ 78,423
注）1. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しています。
2. 時価の算定：取引対象物の価格、契約期間、その他当該取引に係る契約を構成する要素に基づき算定しています。
3.「売建」は信用リスクの引受取引、「買建」は信用リスクの引渡取引です。

（F）クレジットデリバティブ取引 （単位：百万円）

店
頭

平成18年度 平成19年度

契約額等 うち1年超 時価 評価損益 契約額等 うち1年超 時価 評価損益

ウェザー 売建 81 ― △2 △2 146 ― △2 △2
デリバティブ 買建 68 ― 9 9 124 ― 16 16

合計 ／ ／ ／ 7 ／ ／ ／ 14
注）1. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しています。
2. 時価の算定：取引対象物の価格、契約期間、その他当該取引に係る契約を構成する要素に基づき算定しています。
3. 取引は気温等に係るものです。

（G）ウェザーデリバティブ取引 （単位：百万円）

店
頭

平成18年度 平成19年度

契約額等 うち1年超 時価 評価損益 契約額等 うち1年超 時価 評価損益

商品先物 売建 9,446 1,201 △60 △60 13,515 2,131 △1,429 △1,429

買建 9,224 1,483 222 222 15,297 2,891 1,577 1,577

商品オプション 売建 556,069 409,004 △140,834 △140,834 535,684 377,476 △199,049 △199,049

買建 554,460 401,178 145,024 145,024 529,207 367,355 203,984 203,984

合計 ／ ／ ／ 4,351 ／ ／ ／ 5,082
注）1. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しています。
2. 時価の算定：取引所取引については、ニューヨーク商業取引所等における最終の価格によっています。店頭取引については、取引対象物の価格、契約期間、その他当該取引に係る契約を構成する要素に
基づき算定しています。

3. 商品はオイル、銅、アルミニウム等に係るものです。

（E）商品関連取引 （単位：百万円）

取
引
所

店
頭
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みずほコーポレート銀行の業績と財務の状況

単体決算データファイル

■損益

平成18年度 平成19年度

国内業務部門 国際業務部門 合　計 国内業務部門 国際業務部門 合　計

資金運用収支　 2,148 916 3,065 2,035 900 2,936
資金運用収益 ［7］ ［59］

3,330 9,522 12,827 4,020 10,304 14,234
資金調達費用 ［7］ ［59］

1,181 8,606 9,762 1,984 9,404 11,298

役務取引等収支 687 668 1,355 584 613 1,198
役務取引等収益 796 957 1,754 703 869 1,573
役務取引等費用 108 289 398 118 256 374

特定取引収支 △87 1,015 928 △202 2,655 2,452
特定取引収益 51 1,061 969 66 2,667 2,487
特定取引費用 138 46 41 269 11 34

その他業務収支 46 83 129 313 △836 △523
その他業務収益 230 420 650 488 1,555 2,043
その他業務費用 183 337 520 175 2,392 2,567

業務粗利益 2,796 2,682 5,478 2,731 3,331 6,063

業務粗利益率 0.90％ 1.24％ 1.04％ 0.86％ 1.44％ 1.13％
注）1. 国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店の外貨建取引および海外店の取引です。

ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分などは、国際業務部門に含めています。
2. 資金調達費用は、金銭の信託運用見合費用（平成18年度は0億円、平成19年度は0億円）を控除して表示しています。
3. ［ ］内は、国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の利息（内書き）です。
4. 特定取引収益及び特定取引費用の一部については、部門別に相殺しているため、国内業務部門と国際業務部門の合計額が合計欄と一致しない場合があります。
5. 業務粗利益率＝（業務粗利益／資金運用勘定平均残高）×100

（6）国内業務部門・国際業務部門別収支（業務粗利益）の内訳 （単位：億円）

平成18年度 平成19年度

契約額等 時価 評価損益 契約額等 時価 評価損益

金利先物取引（上場） 62,590,851 1,696 1,696 58,659,787 9,900 9,900

金利先物オプション取引（上場） 137,231,836 29,896 △1,726 74,430,137 38,091 △2,419

通貨先物取引（上場） 46,478 2 2 70,103 0 0
注）1. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しています。
2. 時価の算定：東京金融取引所等における最終の価格によっています。
3. 平成17年度については以下のとおりです。

（H）金融先物取引等にかかる自己取引の損益等 （単位：百万円）

平成17年度

契約額等 時価 評価損益

金利先物取引（上場） 90,211,122 2,527 2,527

金利先物オプション取引（上場） 45,792,914 20,779 12

通貨先物取引（上場） 31,498 0 0

（単位：百万円）

（ I）受入手数料の内訳（金融先物取引関連）
平成18年度、平成19年度とも、該当ありません。
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平成18年度 平成19年度

国内業務部門 国際業務部門 合　計 国内業務部門 国際業務部門 合　計

資金運用勘定 平均残高 ［1,880］ ［8,783］
309,893 214,733 522,746 314,938 229,897 536,052

利息 ［7］ ［59］
3,330 9,522 12,827 4,020 10,304 14,234

利回り 1.07 4.43 2.45 1.27 4.48 2.65

うち貸出金 平均残高 198,905 86,578 285,484 191,508 95,058 286,566
利息 2,083 4,379 6,463 2,562 4,857 7,420
利回り 1.04 5.05 2.26 1.33 5.11 2.58

うち有価証券 平均残高 88,789 77,050 165,840 93,700 84,815 178,515
利息 1,163 3,049 4,213 1,235 3,443 4,679
利回り 1.31 3.95 2.54 1.31 4.06 2.62

うちコールローン 平均残高 1,525 4,133 5,659 759 2,226 2,986
及び買入手形 利息 2 210 213 4 117 121

利回り 0.17 5.09 3.77 0.63 5.25 4.07

うち預け金 平均残高 200 20,331 20,531 199 19,160 19,360
利息 2 783 785 2 756 758
利回り 0.99 3.85 3.82 1.00 3.95 3.91

資金調達勘定 平均残高 ［1,880］ ［8,783］
305,212 209,077 512,409 306,056 225,154 522,427

利息 ［7］ ［59］
1,181 8,606 9,762 1,984 9,404 11,298

利回り 0.38 4.11 1.90 0.64 4.17 2.16

うち預金 平均残高 83,491 110,192 193,683 75,954 109,920 185,874
利息 91 3,902 3,993 213 3,811 4,025
利回り 0.10 3.54 2.06 0.28 3.46 2.16

うち譲渡性預金 平均残高 65,244 15,788 81,032 66,335 13,688 80,023
利息 191 830 1,022 440 719 1,159
利回り 0.29 5.26 1.26 0.66 5.25 1.44

うち債券 平均残高 38,732 ― 38,732 27,337 ― 27,337
利息 320 ― 320 209 ― 209
利回り 0.82 ― 0.82 0.76 ― 0.76

うちコールマネー 平均残高 67,542 2,896 70,438 79,046 3,488 82,534
及び売渡手形 利息 198 153 351 521 205 727

利回り 0.29 5.29 0.49 0.66 5.89 0.88

うちコマーシャル 平均残高 ― ― ― ― ― ―
・ペーパー 利息 ― ― ― ― ― ―

利回り ― ― ― ― ― ―

うち借用金 平均残高 15,574 20,746 36,320 19,233 23,307 42,540
利息 115 1,033 1,148 166 1,135 1,302
利回り 0.73 4.98 3.16 0.86 4.87 3.06

注）1. 国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店の外貨建取引および海外店の取引です。
ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分などは、国際業務部門に含めています。

2. 資金運用勘定は、無利息預け金の平均残高を、資金調達勘定は、金銭の信託運用見合額の平均残高及び利息をそれぞれ控除して表示しています。
3. ［ ］内は国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の平均残高および利息（内書き）です。
4. 資金運用勘定及び資金調達勘定の利息については、一部について部門別に収益と費用を相殺しているため、国内業務部門と国際業務部門の合計額が合計欄と一致しない場合があります。

（7）資金運用・調達勘定の平均残高、利息、利回り （単位：億円、％）
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単体決算データファイル

平成18年度 平成19年度

国内業務部門 国際業務部門 合　計 国内業務部門 国際業務部門 合　計

役務取引等利益 687 668 1,355 584 613 1,198

役務取引等収益 796 957 1,754 703 869 1,573
うち預金・貸出業務 513 568 1,081 445 440 885
為替業務 108 168 277 114 157 272
証券関連業務 118 3 122 79 3 83
代理業務 3 47 51 5 49 54
保護預り・貸金庫業務 1 0 1 0 ― 0
保証業務 14 130 144 14 176 191

役務取引等費用 108 289 398 118 256 374
うち為替業務 25 54 80 28 49 78

注）国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店の外貨建取引および海外店の取引です。
ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分などは、国際業務部門に含めています。

（9）役務取引等利益の内訳 （単位：億円）

平成18年度 平成19年度

国内業務部門 国際業務部門 合　計 国内業務部門 国際業務部門 合　計

受取利息 残高による増減 △70 1,257 688 54 678 332
利率による増減 △577 1,402 1,344 633 103 1,074
純増減 △648 2,659 2,032 688 782 1,407

うち貸出金 残高による増減 40 1,016 481 △74 432 24
利率による増減 297 651 1,524 553 45 932
純増減 337 1,668 2,006 478 477 956

うち有価証券 残高による増減 △211 264 △114 64 313 329
利率による増減 △763 10 △584 7 80 136
純増減 △974 275 △699 71 393 465

うちコールローン 残高による増減 △0 49 26 △0 △100 △110
及び買入手形 利率による増減 2 41 67 2 6 19

純増減 2 91 93 2 △93 △91

うち預け金 残高による増減 0 119 118 ― △47 △46
利率による増減 △0 155 156 ― 20 19
純増減 △0 274 274 ― △27 △27

支払利息 残高による増減 △33 1,080 263 3 669 194
利率による増減 504 2,241 3,552 800 128 1,342
純増減 471 3,322 3,815 803 798 1,536

うち預金 残高による増減 △0 442 104 △7 △9 △128
利率による増減 82 1,213 1,633 129 △80 159
純増減 82 1,655 1,738 122 △90 31

うち譲渡性 残高による増減 1 523 76 3 △110 △12
預金 利率による増減 179 91 719 245 △1 149

純増減 180 614 795 248 △111 137

うち債券 残高による増減 △104 △4 △105 △88 ― △88
利率による増減 △24 ― △27 △22 ― △22
純増減 △128 △4 △133 △111 ― △111

うちコールマネー 残高による増減 △1 88 △6 38 33 68
及び売渡手形 利率による増減 182 13 287 284 18 307

純増減 180 101 281 323 52 375

うちコマーシャル 残高による増減 △0 ― △0 ― ― ―
・ペーパー 利率による増減 ― ― ― ― ― ―

純増減 △0 ― △0 ― ― ―

うち借用金 残高による増減 33 123 344 29 124 188
利率による増減 △9 68 △129 22 △22 △35
純増減 24 191 215 51 101 153

注）1. 国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店の外貨建取引および海外店の取引です。
ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分などは、国際業務部門に含めています。

2. 残高および利率の増減要因が重なる部分については、両者の増減割合に応じて按分しています。
3. 受取利息及び支払利息については、一部について部門別に増減を相殺しているため、国内業務部門と国際業務部門の合計額が合計欄と一致しない場合があります。

（8）受取・支払利息の分析 （単位：億円）
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平成18年度 平成19年度

株式等損益　　　　　　　　　　 309 1,903
株式等売却益 1,770 2,112
株式等売却損 △7 △25
株式等償却 △1,458 △388
投資損失引当金純繰入額 ― △14
金融派生商品損益（株式関連） 4 219

不良債権処理額　　　　　　　　 △80 △269
うち貸出金償却 △75 △263

その他　　　　　　　　　　　　 △161 △1,619

臨時損益計 66 15

（13）臨時損益の内訳 （単位：億円）

平成18年度 平成19年度

人件費 805 739
給料・手当 867 851
その他 △61 △111

物件費 1,469 1,489
土地建物機械賃借料 211 200
業務委託費 515 562
減価償却費 315 298
通信交通費 42 42
保守管理費 72 70
その他 313 313

税金 133 132
固定資産税 5 5
印紙税 0 1
消費税 56 60
その他 71 65

合計 2,409 2,361

（12）経費の内訳 （単位：億円）

平成18年度 平成19年度

国内業務部門 国際業務部門 合　計 国内業務部門 国際業務部門 合　計

特定取引利益 △87 1,015 928 △202 2,655 2,452

特定取引収益　 51 1,061 969 66 2,667 2,487
うち商品有価証券収益 12 ― 12 ― ― ―
特定取引有価証券収益 4 ― ― 4 ― ―
特定金融派生商品収益 ― 1,061 922 ― 2,667 2,424
その他の特定取引収益 34 ― 34 62 ― 62

特定取引費用 138 46 41 269 11 34
うち商品有価証券費用 ― 0 ― 27 0 27
特定取引有価証券費用 ― 46 41 ― 11 7
特定金融派生商品費用 138 ― ― 242 ― ―
その他の特定取引費用 ― ― ― ― ― ―

注）1. 国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店の外貨建取引および海外店の取引です。
ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分などは、国際業務部門に含めています。

2. 特定取引収益及び特定取引費用については、一部について部門別に相殺しているため、国内業務部門と国際業務部門の合計額が合計欄と一致しない場合があります。

（10）特定取引利益の内訳 （単位：億円）

平成18年度 平成19年度

国内業務部門 国際業務部門 合　計 国内業務部門 国際業務部門 合　計

その他業務利益　 46 83 129 313 △836 △523
外国為替売買益 ― △151 △151 ― △1,373 △1,373
国債等債券損益 89 291 381 247 429 677
その他 △43 △57 △100 66 106 172

注）国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店の外貨建取引および海外店の取引です。
ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分などは、国際業務部門に含めています。

（11）その他業務利益の内訳 （単位：億円）
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単体決算データファイル

平成18年度 平成19年度

個人 83 57
（％） （0.1） （0.1）

一般法人 77,404 80,845
（％） （79.0） （77.9）

金融機関・政府公金 20,466 22,905
（％） （20.9） （22.0）

合計 97,955 103,808
（％） （100.0） （100.0）
注）譲渡性預金、特別国際金融取引勘定分および海外店舗分を除外しています。

（15）預金者別預金残高（国内店） （単位：億円）

■預金・債券

平成18年度 平成19年度

国内業務部門 国際業務部門 合　計 国内業務部門 国際業務部門 合　計

預金 平均残高 83,491 110,192 193,683 75,954 109,920 185,874
（％） （100.0） （100.0） （100.0） （100.0） （100.0） （100.0）
期末残高 80,876 111,701 192,578 88,939 107,047 195,986
（％） （100.0） （100.0） （100.0） （100.0） （100.0） （100.0）

流動性預金 平均残高 57,620 6,906 64,526 50,265 5,579 55,844
（％） （69.0） （6.3） （33.3） （66.2） （5.1） （30.0）
期末残高 57,959 7,148 65,107 59,143 6,156 65,299
（％） （71.7） （6.4） （33.8） （66.5） （5.7） （33.3）

定期性預金 平均残高 24,738 68,669 93,408 24,546 74,341 98,888
（％） （29.6） （62.3） （48.2） （32.3） （67.6） （53.2）
期末残高 22,006 69,109 91,115 26,471 74,345 100,817
（％） （27.2） （61.9） （47.3） （29.8） （69.5） （51.5）

うち固定自由金利 平均残高 24,738 ／ 24,738 24,546 ／ 24,546
定期預金 期末残高 22,006 ／ 22,006 26,471 ／ 26,471

うち変動自由金利 平均残高 ― ／ ― ― ／ ―
定期預金 期末残高 ― ／ ― ― ／ ―

その他預金 平均残高 1,133 34,616 35,749 1,141 29,999 31,141
（％） （1.4） （31.4） （18.5） （1.5） （27.3） （16.8）
期末残高 910 35,444 36,354 3,324 26,545 29,869
（％） （1.1） （31.7） （18.9） （3.7） （24.8） （15.2）

譲渡性預金 平均残高 65,244 15,788 81,032 66,335 13,688 80,023
期末残高 55,730 17,964 73,694 69,411 10,956 80,367

注）1. 国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店の外貨建取引および海外店の取引です。
ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分などは、国際業務部門に含めています。

2. 流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金　
3. 定期性預金＝定期預金
固定自由金利定期預金：預入時に満期日までの利率が確定する自由金利定期預金
変動自由金利定期預金：預入期間中の市場金利の変化に応じて金利が変動する自由金利定期預金

（14）預金の種類別残高 （単位：億円）



み
ず
ほ
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
銀
行
　
●

単
体
決
算
デ
ー
タ
フ
ァ
イ
ル

301

平成18年度 平成19年度

回号ベース残高 32,030 21,991
平均残高 38,732 27,337
注）1. 対象は、みずほコーポレート銀行債券（い号、3年）及び興業債券（い号）です。
2. 債券には債券募集金を含んでいません。

（17）債券の残高 （単位：億円）

平成18年度

1年以下 1年超3年以下 3年超5年以下 5年超7年以下 7年超 合　計

債券発行残高 10,039 15,031 6,959 ― ― 32,030

（18）債券の残存期間別残高 （単位：億円）

平成19年度

1年以下 1年超3年以下 3年超5年以下 5年超7年以下 7年超 合　計

債券発行残高 7,753 14,237 ― ― ― 21,991

（単位：億円）

平成18年度

3カ月未満 3カ月以上 6カ月以上 1年以上 2年以上 3年以上 合　計
6カ月未満 1年未満 2年未満 3年未満

定期預金 76,564 9,395 3,847 696 202 408 91,115
うち固定自由金利定期預金 12,480 5,159 3,264 677 183 239 22,006
変動自由金利定期預金 ― ― ― ― ― ― ―
その他の定期預金 64,084 4,235 583 18 18 169 69,109

注）積立定期預金を含みません。

（16）定期預金の残存期間別残高 （単位：億円）

平成19年度

3カ月未満 3カ月以上 6カ月以上 1年以上 2年以上 3年以上 合　計
6カ月未満 1年未満 2年未満 3年未満

定期預金 86,466 8,944 3,615 1,104 235 450 100,817
うち固定自由金利定期預金 15,778 6,103 2,971 1,098 188 330 26,471
変動自由金利定期預金 ― ― ― ― ― ― ―
その他の定期預金 70,688 2,840 643 6 46 120 74,345

注）積立定期預金を含みません。

（単位：億円）
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単体決算データファイル

平成18年度

1年以下 1年超 3年超 5年超 7年超 期間の定め 合　計
3年以下 5年以下 7年以下 のないもの

貸出金 60,553 53,308 64,515 26,595 23,912 58,463 287,348
うち変動金利 ／ 43,933 53,084 20,386 19,017 58,463 ／
固定金利 ／ 9,374 11,430 6,208 4,895 ― ／

注）残存期間１年以下の貸出金については、変動金利、固定金利の区別をしていません。

（20）貸出金の残存期間別残高 （単位：億円）

平成19年度

1年以下 1年超 3年超 5年超 7年超 期間の定め 合　計
3年以下 5年以下 7年以下 のないもの

貸出金 54,855 54,157 66,398 25,568 28,714 54,701 284,396
うち変動金利 ／ 45,440 53,514 19,629 24,206 54,701 ／
固定金利 ／ 8,717 12,884 5,938 4,507 ― ／

注）残存期間１年以下の貸出金については、変動金利、固定金利の区別をしていません。

（単位：億円）

■貸出

平成18年度 平成19年度

国内業務部門 国際業務部門 合　計 国内業務部門 国際業務部門 合　計

手形貸付 平均残高　 7,127 12,713 19,841 3,357 11,211 14,568
期末残高 2,982 12,110 15,092 2,649 10,745 13,394

証書貸付 平均残高　 130,906 72,588 203,495 130,814 82,959 213,774
期末残高 132,818 79,109 211,927 127,693 87,502 215,195

当座貸越 平均残高　 60,430 1,194 61,625 56,934 208 57,143
期末残高 58,187 1,513 59,700 54,310 367 54,678

割引手形 平均残高　 440 81 522 401 679 1,080
期末残高 523 103 627 422 705 1,127

合計 平均残高　 198,905 86,578 285,484 191,508 95,058 286,566
期末残高 194,511 92,836 287,348 185,075 99,320 284,396

注）国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店の外貨建取引および海外店の取引です。
ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分などは、国際業務部門に含めています。

（19）貸出金の科目別残高 （単位：億円）
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平成18年度 平成19年度

総貸出金残高（Ａ） 205,826 195,077

中小企業貸出金残高（Ｂ） 91,328 84,117

（Ｂ）
（Ａ）

44.3％ 43.1％

注）1. 海外店分及び特別国際金融取引勘定分は含まれていません。
2. 中小企業等とは、資本金3億円（ただし、卸売業は1億円、小売業、サービス業は5千万円）以下の会社又は常用する従業員が300人（ただし、卸売業は100人、小売業は50人、サービス業は100人）以下
の会社および個人です。

（25）中小企業等に対する貸出金残高 （単位：億円）

×100

平成18年度 平成19年度

手形引受 口数 1,490 1,228
金額 813 761

信用状 口数 8,981 7,404
金額 5,137 4,691

保証　 口数 13,648 14,280
金額 34,775 39,873

合計 口数 24,119 22,912
金額 40,726 45,326

（22）債務の保証（支払承諾）残高 （単位：口、億円）

平成18年度 平成19年度

貸出金 287,348 284,396
（％） (100.0) (100.0)

設備資金 52,597 53,945
（％） (18.3) (18.9)

運転資金 234,750 230,450
（％） (81.6) (81.0)

（24）貸出金の使途別残高 （単位：億円）

平成18年度 平成19年度

有価証券　 16 2
債権　 101 53
商品　 ― ―
不動産　 173 198
その他 1,294 1,440

計 1,586 1,694

保証　 4,108 6,123
信用 35,032 37,507

合計 40,726 45,326

（23）支払承諾見返の担保別内訳 （単位：億円）

平成18年度 平成19年度

有価証券 405 801
債権 514 986
商品 414 70
不動産 6,821 9,009
その他 12,017 20,666

計 20,172 31,535

保証 30,716 37,291
信用 236,459 215,569

合計 287,348 284,396

（21）貸出金の担保別内訳 （単位：億円）



304

み
ず
ほ
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
銀
行
　
●

単
体
決
算
デ
ー
タ
フ
ァ
イ
ル

みずほコーポレート銀行の業績と財務の状況

単体決算データファイル

平成18年度

1年以下 1年超 3年超 5年超 7年超 10年超 期間の定め 合　計
3年以下 5年以下 7年以下 10年以下 のないもの

国債 13,000 15,647 3,249 3,162 7,070 4,169 ― 46,300
地方債 14 10 4 19 ― 82 ― 131
短期社債 ― ― ― ― ― ― ― ―
社債 916 1,834 878 335 557 2,681 ― 7,203
株式 ― ― ― ― ― ― 47,499 47,499
その他の証券 8,836 14,418 14,450 6,149 12,731 23,279 13,570 93,436
うち外国債券 8,827 14,314 14,421 6,089 12,626 22,969 ― 79,248
外国株式 ― ― ― ― ― ― 5,286 5,286

（27）有価証券の残存期間別残高 （単位：億円）

平成19年度

1年以下 1年超 3年超 5年超 7年超 10年超 期間の定め 合　計
3年以下 5年以下 7年以下 10年以下 のないもの

国債 23,109 14,290 4,421 721 6,702 4,818 ― 54,063
地方債 7 8 67 ― 32 78 ― 194
短期社債 ― ― ― ― ― ― ― ―
社債 1,184 959 1,020 1,953 900 2,621 ― 8,640
株式 ― ― ― ― ― ― 34,363 34,363
その他の証券 8,306 16,153 14,909 5,805 4,503 11,221 16,786 77,685
うち外国債券 8,299 15,958 14,674 5,729 4,382 11,062 ― 60,106
外国株式 ― ― ― ― ― ― 6,619 6,619

（単位：億円）

■証券

平成18年度 平成19年度

国内業務部門 国際業務部門 合　計 国内業務部門 国際業務部門 合　計

有価証券残高 平均残高 88,789 77,050 165,840 93,700 84,815 178,515
（％） （100.0） （100.0） （100.0） （100.0） （100.0） （100.0）
期末残高 103,929 90,641 194,571 100,937 74,010 174,948
（％） （100.0） （100.0） （100.0） （100.0） （100.0） （100.0）

国債 平均残高 47,609 ― 47,609 51,717 ― 51,717
（％） （53.6） ― （28.7） （55.2） ― （29.0）
期末残高 46,300 ― 46,300 54,063 ― 54,063
（％） （44.6） ― （23.8） （53.6） ― （30.9）

地方債　　 平均残高 140 ― 140 127 ― 127
（％） （0.2） ― （0.1） （0.1） ― （0.1）
期末残高 131 ― 131 194 ― 194
（％） （0.1） ― （0.1） （0.2） ― （0.1）

短期社債　　平均残高 ― ― ― ― ― ―
（％） ― ― ― ― ― ―
期末残高 ― ― ― ― ― ―
（％） ― ― ― ― ― ―

社債 平均残高 7,055 1 7,056 7,245 75 7,320
（％） （7.9） （0.0） （4.3） （7.7） （0.1） （4.1）
期末残高 7,183 20 7,203 8,538 101 8,640
（％） （6.9） （0.0） （3.7） （8.5） （0.1） （4.9）

株式 平均残高 29,196 ― 29,196 29,312 ― 29,312
（％） （32.9） ― （17.6） （31.3） ― （16.4）
期末残高 47,499 ― 47,499 34,363 ― 34,363
（％） （45.7） ― （24.4） （34.0） ― （19.7）

その他の証券 平均残高 4,787 77,049 81,837 5,297 84,739 90,037
（％） （5.4） （100.0） （49.3） （5.7） （99.9） （50.4）
うち外国債券 ― 66,199 66,199 ― 72,091 72,091
外国株式 ― 4,882 4,882 ― 5,543 5,543

期末残高 2,814 90,621 93,436 3,776 73,909 77,685
（％） （2.7） （100.0） （48.0） （3.7） （99.9） （44.4）
うち外国債券 ― 79,248 79,248 ― 60,106 60,106
外国株式 ― 5,286 5,286 ― 6,619 6,619

注）国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店の外貨建取引および海外店の取引です。
ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分などは、国際業務部門に含めています。

（26）有価証券の種類別残高 （単位：億円）
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平成18年度 平成19年度

口数 金額 口数 金額

地方債 83 30,990 87 27,890
政府保証債 51 29,414 52 31,732
財投機関債　 27 6,068 44 7,938

（31）公共債受託実績（公募分） （単位：口、億円）

平成18年度 平成19年度

口数 金額 口数 金額

受託実績　 157 26,558 145 27,113
注）受託実績にはFA債を含みます。

（32）事業債受託実績（公募分） （単位：口、億円）

平成18年度 平成19年度

国債 ― ―
地方債 5 10
政府保証債 ― ―

証券投資信託 販売額 2,828 5,442
預り残高 5,646 6,547

（29）公共債、証券投資信託窓口販売の実績 （単位：億円）

平成18年度 平成19年度

地方債 3,646 3,342
政府保証債 2,039 2,386

合計 5,686 5,728
注）公募債に限ります。

（30）公共債引受額 （単位：億円）

平成18年度 平成19年度

商品国債 2,418 1,752
商品地方債 0 ―
商品政府保証債 ― ―
その他の商品有価証券 ― ―

合計 2,418 1,752

（28）商品有価証券の種類別残高（平均残高） （単位：億円）
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単体決算データファイル

平成18年度 平成19年度

国内業務部門 国際業務部門 合　計 国内業務部門 国際業務部門 合　計

貸出金 （Ａ） 194,511 92,836 287,348 185,075 99,320 284,396
預金・債券 （Ｂ） 168,636 129,666 298,302 180,341 118,004 298,345

比率 （Ａ／Ｂ） 115.3％ 71.5％ 96.3％ 102.6％ 84.1％ 95.3％
期中平均 106.1％ 68.7％ 91.0％ 112.8％ 76.9％ 97.7％

注）1. 国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店の外貨建取引および海外店の取引です。
ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分などは、国際業務部門に含めています。

2. 預金には、譲渡性預金を含んでいます。
3. 債券には、債券募集金を含んでいません。

（35）貸出金の預金・債券に対する比率（預貸率） （単位：億円）

平成18年度 平成19年度

国内業務部門 国際業務部門 合　計 国内業務部門 国際業務部門 合　計

有価証券 （Ａ） 103,929 90,641 194,571 100,937 74,010 174,948
預金・債券 （Ｂ） 168,636 129,666 298,302 180,341 118,004 298,345

比率 （Ａ／Ｂ） 61.6％ 69.9％ 65.2％ 55.9％ 62.7％ 58.6％
期中平均 47.3％ 61.1％ 52.9％ 55.2％ 68.6％ 60.8％

注）1. 国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店の外貨建取引および海外店の取引です。
ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分などは、国際業務部門に含めています。

2. 預金には、譲渡性預金を含んでいます。
3. 債券には、債券募集金を含んでいません。

（36）有価証券の預金・債券に対する比率（預証率） （単位：億円）

平成18年度 平成19年度

国内業務部門 国際業務部門 合　計 国内業務部門 国際業務部門 合　計

資金運用利回り 1.07 4.43 2.45 1.27 4.48 2.65
資金調達原価 0.80 4.60 2.35 1.06 4.60 2.59
総資金利鞘 0.26 △0.17 0.09 0.20 △0.12 0.06
注）国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店の外貨建取引および海外店の取引です。
ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分などは、国際業務部門に含めています。

（34）利鞘 （単位：％）

■諸比率

平成18年度 平成19年度

ROA 総資産業務純利益率　 0.4 0.5
総資産経常利益率　 0.4 0.5
総資産当期純利益率 0.5 △0.1

ROE 自己資本業務純利益率 11.8 16.3
自己資本経常利益率 12.1 16.4
自己資本当期純利益率 12.6 △8.2

注）
1. 総資産業務純（経常、当期純）利益率＝

業務純（経常、当期純）利益　　　
×100（総資産期首残高＋総資産期末残高）÷2

2. 自己資本業務純（経常、当期純）利益率＝
業務純（経常、当期純）利益－普通株主に帰属しない金額（※） ×100

｛（期首株主資本および評価・換算差額等－期首発行済優先株式数×発行価額）＋（期末株主資本および評価・換算差額等－期末発行済優先株式数×発行価額）｝÷2
（※）剰余金の配当による優先配当額等

3. 業務純利益は一般貸倒引当金純繰入前です。

（33）利益率 （単位：％）
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平成18年度 平成19年度

仕向為替 売渡為替　 5,877 10,613
買入為替 250 267

被仕向為替 支払為替　 6,603 12,073
取立為替 261 299

合計 12,993 23,254

（40）外国為替取扱高 （単位：億米ドル）

平成18年度 平成19年度

口数 金額 口数 金額

送金為替 仕向 28,271 4,709,642 31,468 5,040,119
被仕向 19,506 4,705,128 21,083 5,156,263

代金取立 仕向 1,501 62,674 1,307 57,291
被仕向 992 48,005 905 45,939

（39）内国為替取扱高 （単位：千口、億円）

■為替

平成18年度 平成19年度

国内店 海外店 計 国内店 海外店 計

資金量 11,613 3,719 7,102 11,749 4,135 7,649
貸出金 11,452 3,383 6,841 10,855 4,238 7,292
注）資金量＝預金＋譲渡性預金＋債券（債券募集金を除く）

（37）1店舗当たりの資金量・貸出金 （単位：億円）

平成18年度 平成19年度

国内店 海外店 計 国内店 海外店 計

資金量 5,219 2,227 3,723 5,225 2,431 3,915
貸出金 5,147 2,026 3,586 4,828 2,491 3,732
注）1. 資金量＝預金＋譲渡性預金＋債券（債券募集金を除く）
2. 算出の根拠となる従業員数は、出向者を除き、受入れ出向者を含んでいます。また、海外の現地採用者を含み、執行役員、嘱託及び臨時従業員を含んでいません。

（38）従業員1人当たりの資金量・貸出金 （単位：百万円）
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みずほコーポレート銀行の業績と財務の状況

単体決算データファイル

（45）大株主の状況（平成20年3月31日現在）

年月日 増資額 増資後資本金 摘要

（平成14年4月1日 710,000 発足時資本金）

平成15年3月29日 360,965 1,070,965

（44）資本金の推移 （単位：百万円）

■資本

順位 株主名 所有株式数 所有株式数の割合（%）

1 株式会社みずほフィナンシャルグループ 7,294,633 100.00

（普通株式） （単位：株）

順位 株主名 所有株式数 所有株式数の割合（%）

1 株式会社みずほフィナンシャルグループ 3,759,650 100.00
注）1. 株式会社みずほフィナンシャルグループの所有株式数については、第二回、第八回および第十一回の各種優先株式の合計を記載しています。
2. 所有株式数の割合については、発行済優先株式の総数に占める所有割合を記載しています。

（優先株式） （単位：株）

平成18年度 平成19年度

CD 0 0
ATM 0 0
通帳記帳機 18 18

合計 18 18

（42）自動機器設置台数 （単位：台）

■店舗・従業員等

平成18年度 平成19年度

従業員数 8,012人 7,619人

平均年齢 38歳3月 38歳1月

平均勤続年数 15年2月 14年10月

平均年間給与 8,768千円 8,752千円
注）1. 従業員数は、出向者を除き、受入れ出向者を含んでいます。また、海外の現地採用者を含み、執行役員、嘱託及び臨時従業員を含んでいません。
2. 平均勤続年数は、株式会社みずほ銀行、みずほ証券株式会社、みずほ信託銀行株式会社、みずほ情報総研株式会社および株式会社みずほフィナンシャルグループからの転籍転入者については、転籍元
会社における勤続年数を通算して算出しています。

3. 平均年間給与は平成20年3月末日の当行従業員に対して支給された年間の給与、賞与および基準外賃金を合計したものです。
なお株式会社みずほ銀行、みずほ証券株式会社、みずほ信託銀行株式会社、みずほ情報総研株式会社、株式会社みずほフィナンシャルグループからの転籍転入者については、転籍元会社で支給された
ものを含んでいます。

（43）従業員の状況

平成18年度 平成19年度

執行役員 41人 38人
嘱託・臨時従業員 1,245人 1,366人
注）執行役員は、取締役兼務者を含みません。

平成18年度 平成19年度

国内本支店 18 18
海外支店 24 21
注）1. 国内支店には振込専用支店等17を含みません。
2. 海外支店には出張所（平成18年度6、平成19年度9）、駐在員事務所（平成18年度10、平成19年度8）を含みません。

（41）店舗の状況 （単位：店）
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（資産の部）
現金預け金 225,832 307,347
現金 26,084 31,176
預け金 199,748 276,170

コールローン 60,000 10,000

債券貸借取引支払保証金 ― 51,864

買入金銭債権 265,039 335,964

特定取引資産 26,170 40,465
商品有価証券 455 449
商品有価証券派生商品 0 1
特定金融派生商品 25,715 40,014

有価証券 1,719,550 1,674,882
国債 842,502 833,366
地方債 11,717 9,417
社債 128,651 96,627
株式 425,498 312,592
その他の証券 311,179 422,879

貸出金 4,026,203 3,481,359
割引手形 3,148 3,074
手形貸付 159,557 137,978
証書貸付 3,498,609 2,969,541
当座貸越 364,887 370,764

外国為替 307 1,428
外国他店預け 307 1,428

その他資産 192,993 204,768
未決済為替貸 177 183
前払費用 604 665
未収収益 35,350 29,191
先物取引差入証拠金 2,500 2,500
先物取引差金勘定 3 4
金融派生商品 4,670 2,648
その他の資産 149,687 169,573

有形固定資産 32,781 31,953
建物 13,825 13,763
土地 14,576 14,442
その他の有形固定資産 4,379 3,746

無形固定資産 17,227 17,701
ソフトウェア 16,932 17,406
その他の無形固定資産 294 294

繰延税金資産 18,804 37,987

支払承諾見返 48,460 38,673

貸倒引当金 △46,957 △24,630

投資損失引当金 △7 ―

資産の部合計 6,586,407 6,209,765

（次ページへ続く）

（1）貸借対照表 （単位：百万円）

科　目
平成18年度 平成19年度

（平成19年3月31日現在） （平成20年3月31日現在）

当社は、平成18年度の貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書について証券取引法第193条の2の規定に基づき、また、平成19

年度の貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書について金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、新日本監査法人の監

査証明を受けています。なお、新日本監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成20年7月1日をもって新日本有限責任監査法人となり

ました。

みずほ信託銀行・みずほ証券・みずほインベスターズ証券の財務諸表

みずほ信託銀行の財務諸表（単体）

■財務諸表等
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（負債の部）
預金 2,821,861 2,696,877
当座預金 36,941 31,945
普通預金 545,919 529,697
通知預金 6,346 5,121
定期預金 2,192,798 2,100,142
その他の預金 39,854 29,970

譲渡性預金 611,890 734,560

コールマネー 597,443 580,664

債券貸借取引受入担保金 493,982 442,549

特定取引負債 25,079 32,300
特定取引有価証券派生商品 ― 2
特定金融派生商品 25,079 32,297

借用金 257,932 20,000
借入金 257,932 20,000

外国為替 15 12
外国他店預り 6 6
外国他店借 6 6
未払外国為替 2 ―

社債 152,200 162,200

信託勘定借 996,495 952,087

その他負債 48,849 67,513
未決済為替借 177 177
未払法人税等 896 672
未払費用 17,339 19,739
前受収益 4,057 3,661
従業員預り金 0 0
先物取引差金勘定 1 ―
金融派生商品 4,025 1,850
その他の負債 22,351 41,411

賞与引当金 1,505 1,901

退職給付引当金 10,323 10,852

役員退職慰労引当金 322 423

信託偶発損失引当金 11,670 12,590

預金払戻損失引当金 ― 875

支払承諾 48,460 38,673

負債の部合計 6,078,031 5,754,083

（純資産の部）
資本金 247,231 247,231
資本剰余金 15,367 15,367
資本準備金 15,367 15,367
利益剰余金 103,287 122,005
利益準備金 4,904 6,514
その他利益剰余金 98,383 115,491
繰越利益剰余金 98,383 115,491

自己株式 △110 △126

株主資本合計 365,776 384,478

その他有価証券評価差額金 141,816 66,803
繰延ヘッジ損益 782 4,399

評価・換算差額等合計 142,599 71,203

純資産の部合計 508,375 455,681

負債及び純資産の部合計 6,586,407 6,209,765

科　目
平成18年度 平成19年度

（平成19年3月31日現在） （平成20年3月31日現在）

（前ページより続く） （単位：百万円）
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経常収益 241,564 243,773
信託報酬 66,134 63,003
資金運用収益 83,278 100,959
貸出金利息 55,793 61,996
有価証券利息配当金 23,756 29,645
コールローン利息 344 552
債券貸借取引受入利息 0 295
買入手形利息 2 1
預け金利息 419 2,439
金利スワップ受入利息 668 1,892
その他の受入利息 2,294 4,135

役務取引等収益 63,154 57,886
受入為替手数料 536 574
その他の役務収益 62,617 57,312

特定取引収益 893 1,108
商品有価証券収益 5 4
特定取引有価証券収益 ― 29
特定金融派生商品収益 887 1,075
その他業務収益 6,144 15,056
外国為替売買益 68 ―
国債等債券売却益 5,977 14,843
金融派生商品収益 62 199
その他の業務収益 35 13
その他経常収益 21,959 5,757
株式等売却益 20,125 2,687
その他の経常収益 1,833 3,070

経常費用 161,766 165,038
資金調達費用 31,085 47,467
預金利息 10,552 15,595
譲渡性預金利息 1,699 4,549
コールマネー利息 2,951 3,837
債券貸借取引支払利息 6,492 11,190
売渡手形利息 11 ―
借用金利息 1,017 1,064
社債利息 2,807 3,274
その他の支払利息 5,553 7,955

役務取引等費用 14,545 15,012
支払為替手数料 292 325
その他の役務費用 14,252 14,686

特定取引費用 6 ―
特定取引有価証券費用 6 ―
その他業務費用 98 2,862
外国為替売買損 ― 298
国債等債券売却損 90 2,529
国債等債券償却 0 33
その他の業務費用 7 ―
営業経費 91,833 90,563
その他経常費用 24,197 9,132
貸倒引当金繰入額 16,717 ―
貸出金償却 3,615 4,051
投資損失引当金繰入額 7 ―
株式等売却損 138 764
株式等償却 1,202 1,194
信託偶発損失引当金繰入額 ― 920
預金払戻損失引当金繰入額 ― 875
その他の経常費用 2,517 1,326

経常利益 79,797 78,735

（次ページへ続く）

（2）損益計算書 （単位：百万円）

科　目
平成18年度 平成19年度

平成18年4月 1 日から 平成19年4月 1 日から
平成19年3月31日まで　 平成20年3月31日まで　（ ） （ ）

みずほ信託銀行・みずほ証券・みずほインベスターズ証券の財務諸表

みずほ信託銀行の財務諸表（単体）
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特別利益 1,344 22,955
固定資産処分益 16 30
償却債権取立益 987 1,925
貸倒引当金取崩額 ― 21,000
信託偶発損失引当金取崩額 340 ―

特別損失 555 929
固定資産処分損 534 573
減損損失 21 355

税引前当期純利益 80,586 100,761

法人税、住民税及び事業税 25 20
法人税等調整額 11,743 13,975
当期純利益 68,817 86,764

（前ページより続く） （単位：百万円）

科　目
平成18年度 平成19年度

平成18年4月 1 日から 平成19年4月 1 日から
平成19年3月31日まで 平成20年3月31日まで　（ ） （ ）
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みずほ信託銀行・みずほ証券・みずほインベスターズ証券の財務諸表

みずほ信託銀行の財務諸表（単体）

平成18年3月31日残高 247,231 15,367 3 15,371 3,269 72,368 75,638 △84 338,156 106,573 ― 106,573 444,729

事業年度中の変動額
剰余金の配当（注） ― ― ― ― 1,634 △9,808 △8,174 ― △8,174 ― ― ― △8,174
当期純利益 ― ― ― ― ― 68,817 68,817 ― 68,817 ― ― ― 68,817
自己株式の取得 ― ― ― ― ― ― ― △33,027 △33,027 ― ― ― △33,027
自己株式の処分 ― ― 1 1 ― ― ― 2 4 ― ― ― 4
自己株式の消却 ― ― △5 △5 ― △32,994 △32,994 32,999 ― ― ― ― ―
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額） ― ― ― ― ― ― ― ― ― 35,243 782 36,025 36,025

事業年度中の変動額合計 ― ― △3 △3 1,634 26,014 27,649 △25 27,619 35,243 782 36,025 63,645

平成19年3月31日残高 247,231 15,367 ― 15,367 4,904 98,383 103,287 △110 365,776 141,816 782 142,599 508,375
注）平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目です。

（3）株主資本等変動計算書 （単位：百万円）

科　目

株主資本 評価・換算差額等 純資産

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己 株主資本 その他 繰延 評価・換算 合計

資本 その他 資本 利益 その他 利益 株式 合計 有価証券 ヘッジ 差額等

準備金 資本 剰余金 準備金 利益剰余金 剰余金 評価 損益 合計

剰余金 合計 繰越利益 合計 差額金

剰余金

平成18年度
平成18年4月 1 日から
平成19年3月31日まで（ ）

平成19年3月31日残高 247,231 15,367 ― 15,367 4,904 98,383 103,287 △110 365,776 141,816 782 142,599 508,375

事業年度中の変動額
剰余金の配当 ― ― ― ― 1,609 △9,657 △8,047 ― △8,047 ― ― ― △8,047
当期純利益 ― ― ― ― ― 86,764 86,764 ― 86,764 ― ― ― 86,764
自己株式の取得 ― ― ― ― ― ― ― △60,017 △60,017 ― ― ― △60,017
自己株式の処分 ― ― 0 0 ― ― ― 2 2 ― ― ― 2
自己株式の消却 ― ― △0 △0 ― △59,999 △59,999 60,000 ― ― ― ― ―
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額） ― ― ― ― ― ― ― ― ― △75,012 3,616 △71,396 △71,396

事業年度中の変動額合計 ― ― ― ― 1,609 17,108 18,717 △15 18,702 △75,012 3,616 △71,396 △52,693

平成20年3月31日残高 247,231 15,367 ― 15,367 6,514 115,491 122,005 △126 384,478 66,803 4,399 71,203 455,681

（単位：百万円）

科　目

株主資本 評価・換算差額等 純資産

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己 株主資本 その他 繰延 評価・換算 合計

資本 その他 資本 利益 その他 利益 株式 合計 有価証券 ヘッジ 差額等

準備金 資本 剰余金 準備金 利益剰余金 剰余金 評価 損益 合計

剰余金 合計 繰越利益 合計 差額金

剰余金

平成19年度
平成19年4月 1 日から
平成20年3月31日まで（ ）
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当社は、貸借対照表、損益計算書および株主資本等変動計算書について「会社法（平成17年法律第86号）」第436条第2項の規定に基づ

き、新日本監査法人の監査証明を受けています。なお、新日本監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成20年7月1日をもって新日本

有限責任監査法人となりました。

（資産の部）
流動資産 10,278,106 12,476,240
現金・預金 38,665 39,462
預託金 18,198 16,915
トレーディング商品 5,671,001 7,543,860
商品有価証券等 5,485,135 7,002,202
貸付債権 8,421 40,279
デリバティブ取引 177,443 501,379
営業有価証券等 40,091 33,433
営業貸付債権 500 2,012
信用取引資産 870 1,974
有価証券担保貸付金 4,422,012 4,657,424
募集等払込金 329 820
短期差入保証金 54,738 99,606
有価証券等引渡未了勘定 991 ―
支払差金勘定 2,674 8,644
短期貸付金 ― 27,915
未収収益 19,976 22,460
未収法人税等 1,704 5,949
繰延税金資産 3,951 11,497
その他 2,405 4,267
貸倒引当金 △5 △4

固定資産 258,008 218,791
有形固定資産 6,182 10,435
建物 2,724 2,846
器具・備品 3,458 7,588

無形固定資産 8,314 12,370
のれん 60 ―
ソフトウェア 8,202 12,320
その他 52 49
投資その他の資産 243,510 195,986
投資有価証券 72,042 7,260
関係会社株式 132,035 148,781
関係会社長期貸付金 23,000 8,970
長期差入保証金 3,660 6,197
長期前払費用 5 1,397
繰延税金資産 11,544 22,018
その他 1,221 1,361
貸倒引当金 ― △0

資産合計 10,536,114 12,695,032

（次ページへ続く）

（1）貸借対照表 （単位：百万円）

科　目
平成18年度 平成19年度

（平成19年3月31日現在） （平成20年3月31日現在）

■財務諸表等

みずほ信託銀行・みずほ証券・みずほインベスターズ証券の財務諸表

みずほ証券の財務諸表（単体）
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みずほ信託銀行・みずほ証券・みずほインベスターズ証券の財務諸表

みずほ証券の財務諸表（単体）

（負債の部）
流動負債 9,513,310 11,561,216
トレーディング商品 4,328,457 4,155,816
商品有価証券等 4,139,223 3,655,375
デリバティブ取引 189,233 500,440
約定見返勘定 132,845 197,253
信用取引負債 8,716 7,771
有価証券担保借入金 2,834,477 4,118,380
預り金 18,689 14,974
受入保証金 9,247 34,789
有価証券等受入未了勘定 989 6
短期借入金 1,754,276 2,658,236
コマーシャル・ペーパー 390,200 287,900
一年以内償還社債 11,200 65,700
前受金 765 11
未払費用 16,069 16,698
賞与引当金 6,682 3,243
その他 694 433

固定負債 617,149 805,636
社債 302,800 331,100
長期借入金 190,560 244,878
関係会社長期借入金 116,400 222,000
退職給付引当金 6,938 7,189
役員退職慰労引当金 451 468

特別法上の準備金 2,027 2,027
証券取引責任準備金 1,922 1,922
金融先物取引責任準備金 104 104

負債合計 10,132,488 12,368,880

（純資産の部）
株主資本 377,605 325,742
資本金 195,146 395,146
資本剰余金 125,288 325,288
資本準備金 125,288 325,288
利益剰余金 57,171 △394,692
利益準備金 870 870
その他利益剰余金 56,300 △395,562
特別償却準備金 12 ―
別途積立金 1,500 1,500
繰越利益剰余金 54,788 △397,062

評価・換算差額等 26,020 409
その他有価証券評価差額金 29,174 409
繰延ヘッジ損益 △3,154 ―

純資産合計 403,626 326,151

負債・純資産合計 10,536,114 12,695,032

科　目
平成18年度 平成19年度

（平成19年3月31日現在） （平成20年3月31日現在）

（前ページより続く） （単位：百万円）
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営業収益 135,932 93,916
受入手数料 72,221 59,813
トレーディング損益 34,967 △26,393
営業有価証券等損益 555 5,626
金融収益 28,188 54,869

金融費用 20,631 44,200

純営業収益 115,300 49,716

販売費・一般管理費 71,771 79,968
取引関係費 18,071 21,657
人件費 30,298 28,013
不動産関係費 10,634 15,122
事務費 5,239 5,405
減価償却費 4,047 5,486
のれん償却額 60 60
租税公課 1,587 2,012
その他 1,831 2,209

営業利益又は営業損失（△） 43,529 △30,252

営業外収益 4,817 10,788
営業外費用 3,079 6,169

経常利益又は経常損失（△） 45,267 △25,633

特別利益 9 18,452
特別損失 768 439,074

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 44,508 △446,256
法人税、住民税及び事業税 12,892 978
法人税等調整額 3,780 △9,373
当期純利益又は当期純損失（△） 27,835 △437,860

（2）損益計算書 （単位：百万円）

科　目
平成18年度 平成19年度

平成18年4月 1 日から 平成19年4月 1 日から
平成19年3月31日まで 平成20年3月31日まで　（ ） （ ）
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みずほ信託銀行・みずほ証券・みずほインベスターズ証券の財務諸表

みずほ証券の財務諸表（単体）

平成18年3月31日残高 195,146 125,288 125,288 870 61 1,500 33,536 35,969 356,403 35,451 ― 35,451 391,854

事業年度中の変動額
剰余金の配当 ― ― ― ― ― ― △6,633 △6,633 △6,633 ― ― ― △6,633
当期純利益 ― ― ― ― ― ― 27,835 27,835 27,835 ― ― ― 27,835
特別償却準備金の取崩 ― ― ― ― △49 ― 49 ― ― ― ― ― ―
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額） ― ― ― ― ― ― ― ― ― △6,276 △3,154 △9,430 △9,430

事業年度中の変動額合計 ― ― ― ― △49 ― 21,251 21,202 21,202 △6,276 △3,154 △9,430 11,771

平成19年3月31日残高 195,146 125,288 125,288 870 12 1,500 54,788 57,171 377,605 29,174 △3,154 26,020 403,626

（3）株主資本等変動計算書 （単位：百万円）

科　目
株主資本 評価・換算差額等 純資産

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本 その他 繰延 評価・換算 合計

資本 資本 利益 その他利益剰余金 利益 合計 有価証券 ヘッジ 差額等

準備金 剰余金 準備金 特別償却 別途 繰越利益 剰余金 評価 損益 合計

合計 準備金 積立金 剰余金 合計 差額金

平成18年度
平成18年4月 1 日から
平成19年3月31日まで（ ）

平成19年3月31日残高 195,146 125,288 125,288 870 12 1,500 54,788 57,171 377,605 29,174 △3,154 26,020 403,626

事業年度中の変動額
新株の発行 200,000 200,000 200,000 ― ― ― ― ― 400,000 ― ― ― 400,000
剰余金の配当 ― ― ― ― ― ― △14,003 △14,003 △14,003 ― ― ― △14,003
当期純損失 ― ― ― ― ― ― △437,860 △437,860 △437,860 ― ― ― △437,860
特別償却準備金の取崩 ― ― ― ― △12 ― 12 ― ― ― ― ― ―
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額） ― ― ― ― ― ― ― ― ― △28,765 3,154 △25,611 △25,611

事業年度中の変動額合計 200,000 200,000 200,000 ― △12 ― △451,851 △451,863 △51,863 △28,765 3,154 △25,611 △77,474

平成20年3月31日残高 395,146 325,288 325,288 870 ― 1,500 △397,062 △394,692 325,742 409 ― 409 326,151

（単位：百万円）

科　目
株主資本 評価・換算差額等 純資産

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本 その他 繰延 評価・換算 合計

資本 資本 利益 その他利益剰余金 利益 合計 有価証券 ヘッジ 差額等

準備金 剰余金 準備金 特別償却 別途 繰越利益 剰余金 評価 損益 合計

合計 準備金 積立金 剰余金 合計 差額金

平成19年度
平成19年4月 1 日から
平成20年3月31日まで（ ）
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■財務諸表等

（資産の部）
流動資産 935,259 1,012,640
現金・預金 26,681 23,029
預託金 29,218 13,212
顧客分別金信託 29,000 13,000
その他 218 212
トレーディング商品 400,315 527,406
商品有価証券等 400,307 527,398
デリバティブ取引 7 8
信用取引資産 94,731 49,682
信用取引貸付金 92,418 39,595
信用取引借証券担保金 2,313 10,086
有価証券担保貸付金 378,318 387,720
借入有価証券担保金 373,224 382,926
現先取引貸付金 5,093 4,793
立替金 163 411
顧客への立替金 64 403
その他 99 8
短期差入保証金 1,209 1,035
短期貸付金 55 24
前払金 215 78
前払費用 751 796
未収入金 465 1,893
有価証券 ― 5,002
未収収益 1,908 1,629
繰延税金資産 1,295 907
その他の流動資産 45 13
貸倒引当金 △118 △203

固定資産 41,830 41,399
有形固定資産 7,305 9,315
建物 2,046 1,921
器具備品 3,247 5,462
土地 2,012 1,930
無形固定資産 5,731 13,199
借家権 25 24
借地権 49 26
ソフトウェア 4,164 6,355
電話加入権 237 232
その他 1,254 6,559
投資その他の資産 28,793 18,884
投資有価証券 21,829 12,132
関係会社株式 100 100
長期差入保証金 6,109 5,737
長期前払費用 48 197
その他の投資等 2,506 2,601
貸倒引当金 △1,800 △1,884

資産合計 977,090 1,054,039

（次ページへ続く）

（1）貸借対照表 （単位：百万円）

科　目
平成18年度 平成19年度

（平成19年3月31日現在） （平成20年3月31日現在）

当社は、平成18年度の貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書について証券取引法第193条の2の規定に基づき、また、平成19

年度の貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書について金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、新日本監査法人の監

査証明を受けています。なお、新日本監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成20年7月1日をもって新日本有限責任監査法人となり

ました。

みずほ信託銀行・みずほ証券・みずほインベスターズ証券の財務諸表

みずほインベスターズ証券の財務諸表（単体）
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みずほ信託銀行・みずほ証券・みずほインベスターズ証券の財務諸表

みずほインベスターズ証券の財務諸表（単体）

（負債の部）
流動負債 854,223 935,469
トレーディング商品 339,602 369,177
商品有価証券等 339,576 369,148
デリバティブ取引 25 28
約定見返勘定 19,678 36,088
信用取引負債 38,686 20,291
信用取引借入金 32,996 7,136
信用取引貸証券受入金 5,690 13,155
有価証券担保借入金 371,995 470,559
有価証券貸借取引受入金 336,369 443,907
現先取引借入金 35,626 26,652
預り金 14,227 9,281
顧客からの預り金 10,756 8,050
その他 3,470 1,231
受入保証金 14,636 4,590
短期借入金 8,000 ―
コマーシャル・ペーパー 34,100 19,900
前受金 441 86
前受収益 ― 96
未払金 5,608 3,871
未払費用 566 493
未払法人税等 5,464 98
賞与引当金 1,179 880
役員賞与引当金 35 17
ポイント引当金 ― 34
その他の流動負債 ― 2

固定負債 8,466 5,988
繰延税金負債 2,779 715
退職給付引当金 5,363 4,888
役員退職慰労引当金 159 233
その他の固定負債 164 150

特別法上の準備金 652 652
証券取引責任準備金 652 652
金融先物取引責任準備金 0 0

負債合計 863,342 942,111

（純資産の部）
株主資本 108,070 109,501
資本金 80,288 80,288
利益剰余金 27,969 29,437
利益準備金 377 746
その他利益剰余金 27,592 28,691
繰越利益剰余金 27,592 28,691

自己株式 △188 △224

評価・換算差額等 5,678 2,425
その他有価証券評価差額金 5,678 2,425

純資産合計 113,748 111,927

負債及び純資産の部合計 977,090 1,054,039

科　目
平成18年度 平成19年度

（平成19年3月31日現在） （平成20年3月31日現在）

（前ページより続く） （単位：百万円）
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営業収益 73,834 64,035
受入手数料 35,672 27,614
委託手数料 19,380 14,421
引受け・売出し手数料 3,216 922
募集・売出しの取扱手数料 7,276 6,201
その他の受入手数料 5,798 6,068

トレーディング損益 35,912 31,595
金融収益 2,249 4,826

金融費用 1,738 3,661

純営業収益 72,096 60,374

販売費・一般管理費 53,808 53,304
取引関係費 13,795 11,498
人件費 20,492 20,635
不動産関係費 5,110 5,527
事務費 7,521 8,293
減価償却費 2,733 3,348
租税公課 886 507
貸倒引当金繰入れ 78 148
その他 3,189 3,344

営業利益 18,288 7,069

営業外収益 609 790
営業外費用 485 334

経常利益 18,412 7,526

特別利益 54 1,564
固定資産売却益 1 436
投資有価証券売却益 3 94
消費税等還付額 ― 748
未払金戻入益 ― 285
金融先物取引責任準備金戻入 ― 0
貸倒引当金戻入 48 ―
特別損失 195 541
減損損失 22 128
投資有価証券評価減 133 403
投資有価証券売却損 6 8
過年度役員退職慰労引当金繰入れ 31 ―
証券取引責任準備金繰入れ 0 0

税引前当期純利益 18,272 8,549
法人税、住民税及び事業税 7,487 2,947
法人税等追徴税額 ― 427
法人税等調整額 △1,297 12
当期純利益 12,082 5,162

（2）損益計算書 （単位：百万円）

科　目
平成18年度 平成19年度

平成18年4月 1 日から 平成19年4月 1 日から
平成19年3月31日まで 平成20年3月31日まで　（ ） （ ）
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みずほ信託銀行・みずほ証券・みずほインベスターズ証券の財務諸表

みずほインベスターズ証券の財務諸表（単体）

平成18年3月31日残高 80,288 ― 19,652 19,652 △128 99,812 6,502 106,314

事業年度中の変動額
利益準備金の積立 ― 377 △377 ― ― ― ― ―
剰余金の配当 ― ― △3,694 △3,694 ― △3,694 ― △3,694
当期純利益 ― ― 12,082 12,082 ― 12,082 ― 12,082
役員賞与 ― ― △70 △70 ― △70 ― △70
自己株式の取得 ― ― ― ― △59 △59 ― △59
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額） ― ― ― ― ― ― △824 △824

事業年度中の変動額合計 ― 377 7,940 8,317 △59 8,257 △824 7,433

平成19年3月31日残高 80,288 377 27,592 27,969 △188 108,070 5,678 113,748
注）平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目です。

（3）株主資本等変動計算書 （単位：百万円）

科　目
株主資本 評価・換算差額等 純資産

資本金 利益剰余金 自己 株主資本 その他 合計

利益 その他 利益剰余金 株式 合計 有価証券

準備金 利益剰余金 合計 評価差額金

繰越利益剰余金

平成18年度
平成18年4月 1 日から
平成19年3月31日まで（ ）

平成19年3月31日残高 80,288 377 27,592 27,969 △188 108,070 5,678 113,748

事業年度中の変動額
利益準備金の積立 ― 369 △369 ― ― ― ― ―
剰余金の配当 ― ― △3,694 △3,694 ― △3,694 ― △3,694
当期純利益 ― ― 5,162 5,162 ― 5,162 ― 5,162
自己株式の取得 ― ― ― ― △36 △36 ― △36
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額） ― ― ― ― ― ― △3,252 △3,252

事業年度中の変動額合計 ― 369 1,098 1,467 △36 1,431 △3,252 △1,820

平成20年3月31日残高 80,288 746 28,691 29,437 △224 109,501 2,425 111,927

（単位：百万円）

科　目
株主資本 評価・換算差額等 純資産

資本金 利益剰余金 自己 株主資本 その他 合計

利益 その他 利益剰余金 株式 合計 有価証券

準備金 利益剰余金 合計 評価差額金

繰越利益剰余金

平成19年度
平成19年4月 1 日から
平成20年3月31日まで（ ）
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自己資本の充実の状況

自己資本比率ハイライト

■自己資本比率ハイライト

バーゼル銀行監督委員会が検討してきた新しい自己資本比率規

制（以下、バーゼルⅡ）が、平成19年3月期より実施されました。自

己資本比率の算出方法は従前から大幅に変更され、信用リスク・ア

セット算出の精緻化やオペレーショナル・リスクの導入などが盛り込

まれています。

本邦では、「銀行法施行規則（昭和57年大蔵省令第10号）第19

条の2第1項第5号ニ等の規定に基づき、自己資本の充実の状況等

について金融庁長官が別に定める事項」（平成19年金融庁告示第

15号）に記載された項目について、開示が求められています。

連結自己資本比率（第一基準） 12.48% 11.70% 10.84%
TierⅠ比率 6.96% 7.40% 6.29%

TierⅠ 49,335 48,801 49,464
TierⅡ 40,926 32,218 37,245
控除項目 1,847 3,936 1,410

自己資本額 88,413 77,083 85,300

リスク・アセット等 707,954 658,728 786,263

みずほフィナンシャルグループ（連結） （単位：億円）

平成18年度 平成19年度 （参考） 平成19年度
（バーゼルⅡベース） （バーゼルⅡベース） （バーゼルⅠベース）

連結自己資本比率（国際統一基準） 14.01% 12.17% 11.19%
TierⅠ比率 8.56% 8.48% 7.15%

TierⅠ 32,568 29,824 30,075
TierⅡ 22,521 16,205 18,144
控除項目 1,794 3,241 1,159

自己資本額 53,295 42,788 47,059

リスク・アセット等 380,244 351,473 420,436

みずほコーポレート銀行（連結） （単位：億円）

平成18年度 平成19年度 （参考） 平成19年度
（バーゼルⅡベース） （バーゼルⅡベース） （バーゼルⅠベース）

単体自己資本比率（国際統一基準） 15.22% 13.99% 12.18%
TierⅠ比率 8.20% 7.95% 6.47%

TierⅠ 29,228 25,059 25,395
TierⅡ 25,644 20,823 22,615
控除項目 611 1,771 225 

自己資本額 54,262 44,111 47,785

リスク・アセット等 356,312 315,146 392,031

みずほコーポレート銀行（単体） （単位：億円）

平成18年度 平成19年度 （参考） 平成19年度
（バーゼルⅡベース） （バーゼルⅡベース） （バーゼルⅠベース）

単体自己資本比率（国内基準） 12.12% 11.70% 10.39%
TierⅠ比率 7.39% 7.00% 5.77%

TierⅠ 19,653 18,871 19,540
TierⅡ 13,242 13,779 15,888
控除項目 663 1,113 270

自己資本額 32,231 31,538 35,159

リスク・アセット等 265,862 269,358 338,367

（参考）単体自己資本比率（国際統一基準） 11.83% 11.63% 10.72%

みずほ銀行（単体） （単位：億円）

平成18年度 平成19年度 （参考） 平成19年度
（バーゼルⅡベース） （バーゼルⅡベース） （バーゼルⅠベース）

連結自己資本比率（国内基準） 11.74% 11.97% 10.56%
TierⅠ比率 7.11% 7.28% 6.02%

TierⅠ 20,677 20,324 20,607
TierⅡ 13,856 13,786 15,913
控除項目 405 713 357

自己資本額 34,128 33,396 36,163

リスク・アセット等 290,536 278,888 342,284

（参考）連結自己資本比率（国際統一基準） 11.92% 11.87% 10.94%

みずほ銀行（連結） （単位：億円）

平成18年度 平成19年度 （参考） 平成19年度
（バーゼルⅡベース） （バーゼルⅡベース） （バーゼルⅠベース）
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（1）連結自己資本比率の算出における連結の範囲

■連結の範囲

主要な連結子会社は、株式会社みずほ銀行、株式会社みずほコー

ポレート銀行、みずほ信託銀行株式会社、みずほ証券株式会社です。

各連結子会社の主要な業務の内容については、116～124ペー

ジをご覧ください。

平成18年度 平成19年度

連結子会社 133社 146社

（B）連結子会社の数 （社）

（A）連結財務諸表規則に基づき連結の範囲に含まれる会社との相違点
平成18年度、平成19年度とも、該当ありません。

（C）連結自己資本比率告示第9条が適用される金融業務を営む関連法人等
平成18年度、平成19年度とも、該当ありません。

（E）銀行法第52条の23第1項第10号に掲げる会社のうち同号イに掲げる業務を専ら営むもの又は同項第11号に掲げ
る会社であって、持株会社グループに属していない会社
平成18年度、平成19年度とも、該当ありません。

（F）持株会社グループ内の資金及び自己資本の移動に係る制限等
平成18年度、平成19年度とも、該当ありません。

（D）連結自己資本比率告示第8条第1項第2号イからハまでに掲げる控除項目の対象となる会社
平成18年度、平成19年度とも、該当ありません。

自己資本の充実の状況

みずほフィナンシャルグループ連結の自己資本の充実の状況
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自己資本の充実の状況

みずほフィナンシャルグループ連結の自己資本の充実の状況

■連結自己資本比率

平成18年度 平成19年度

資本金 15,409 15,409

うち非累積的永久優先株 ― ―

新株式申込証拠金 ― ―
資本剰余金 4,111 4,110
利益剰余金 14,399 14,757
自己株式（△） 323 25
自己株式申込証拠金 ― ―
社外流出予定額（△） 1,012 1,338
その他有価証券の評価差損（△） ― ―
為替換算調整勘定 △389 △783
新株予約権 ― ―

連結子法人等の少数株主持分 17,261 17,334

うち海外SPCの発行する優先出資証券 15,049 15,397

営業権相当額（△） ― ―
のれん相当額（△） ― ―
企業結合等により計上される無形固定資産相当額（△） ― ―
証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額（△） 121 113
内部格付手法採用行において、期待損失額が適格引当金を上回る額の50％相当額（△） ― 549
繰延税金資産の控除前の基本的項目計（上記各項目の合計額） 49,335 48,801
繰延税金資産の控除金額（△） ― ―

計 （A） 49,335 48,801

うちステップ・アップ金利条項付の優先出資証券 （B） 6,084 6,535
TierⅠに対する割合＝（Ｂ）／（Ａ）×100 12.33％ 13.39％

その他有価証券の連結貸借対照表計上額から帳簿価額を控除した額の45％相当額 11,008 2,897
土地の再評価額と再評価の直前の帳簿価額の差額の45％相当額 1,160 1,136
一般貸倒引当金 73 79
内部格付手法採用行において、適格引当金が期待損失額を上回る額 1,241 ―

負債性資本調達手段等 27,441 28,104

うち永久劣後債務 7,855 6,620
期限付劣後債務及び期限付優先株 19,586 21,483

計 40,926 32,218

うち自己資本への算入額 （C） 40,926 32,218

準補完的項目 短期劣後債務 ― ―

（TierⅢ） うち自己資本への算入額 （D） ― ―

控除項目 （E） 1,847 3,936

自己資本額 （A）＋（C）＋（D）－（E） （F） 88,413 77,083

資産（オン・バランス）項目 487,185 489,880
オフ・バランス取引等項目 110,364 111,958
信用リスク・アセットの額 （G） 597,550 601,838
マーケット・リスク相当額に係る額（（ I ）／8％） （H） 21,864 20,529
（参考）マーケット・リスク相当額 （ I ） 1,749 1,642
オペレーショナル・リスク相当額に係る額（（K）／8％） （J） 38,775 36,360
（参考）オペレーショナル・リスク相当額 （K） 3,102 2,908
フロア調整額 （L） 49,764 ―

計（（G）＋（H）＋（J）＋（L）） （M） 707,954 658,728

連結自己資本比率（第一基準）＝（F）／（M）×100 12.48％ 11.70％

TierⅠ比率＝（A）／（M）×100 6.96％ 7.40％
注）1. 上記は「銀行法第52条の25の規定に基づき、銀行持株会社が銀行持株会社及びその子会社の保有する資産等に照らしそれらの自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準」

（平成18年金融庁告示第20号。以下、「告示」という。）に基づいて算出したものであり、第一基準を採用した、連結ベースの計数となっています。
2. 当社の資本金は株式種類毎に区分できないため、資本金のうち非累積的永久優先株の金額は記載していません。
3. 当社の連結自己資本比率の算定に関して、「自己資本比率の算定に関する合意された手続による調査業務を実施する場合の取扱い」（日本公認会計士協会業種別委員会報告第30号）に基づき、監査
法人による合意された手続による調査業務を受けています。なお、これは、当社の連結財務諸表に対する会計監査の一部ではありません。

4.「繰延税金資産の純額に相当する額」は平成18年度1,708億円、平成19年度5,965億円であり、「繰延税金資産の算入上限額」は平成18年度1兆4,800億円、平成19年度9,760億円です。
5.「フロア調整額」は、旧所要自己資本の額に告示に定める率を乗じて得た額が新所要自己資本の額を上回る額に12.5を乗じて得た額です。
当社は、平成18年度は、旧所要自己資本の額に告示に定める率を乗じて得た額が新所要自己資本の額を上回っているため、当該上回った額をリスク・アセット等に加えています。

（2）連結自己資本比率総括表（第一基準） （単位：億円）

リスク・アセット等

控除項目

補完的項目
（TierⅡ）

基本的項目
（TierⅠ）
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（A）優先出資証券の概要

当社は、当社の海外特別目的会社が発行している下記の各優先出資証券、及び当社の連結子会社である株式会社みずほコーポレート銀行

の海外特別目的会社（Mizuho Preferred Capital Company L.L.C.及びMizuho JGB Investment L.L.C.）が発行している各優先出資

証券を、当社の「連結自己資本比率」の「基本的項目」に算入しております（株式会社みずほコーポレート銀行の海外特別目的会社が発行して

いる各優先出資証券の概要については398ページに記載しています）。なお、Mizuho Preferred Capital（Cayman）5 Limitedの発行

した優先出資証券、Mizuho Preferred Capital（Cayman）6 Limitedの発行した優先出資証券、Mizuho Preferred Capital

（Cayman）7 Limitedの発行した優先出資証券、Mizuho Preferred Capital Company L.L.C.の発行した優先出資証券、及びMizuho

JGB Investment L.L.C.の発行した優先出資証券につきましては、平成20年6月30日付で全額償還しました。

（3）自己資本調達手段の概要

■自己資本

当社がMPCに対して分配可能額制限証明書（注4）を交付した場合、
配当は可処分分配可能額（注3）に制限される。

分配可能額制限

当社優先株式（注2）と同格

当社がMPC1に対して分配可能額制限証明書（注4）を交付した場合、
配当は可処分分配可能額（注3）に制限される。

当社優先株式（注2）への配当が減額された場合にはパリティ優先出
資証券（注6）への配当も同じ割合で減額される。

配当制限 当社優先株式（注2）への配当が減額された場合にはパリティ優先出
資証券（注6）への配当も同じ割合で減額される。

当社優先株式（注2）と同格残余財産請求権

Mizuho Preferred Capital（Cayman）Limited（以下、「MPC」
といい、以下に記載される優先出資証券を「本MPC優先出資証券」
という。）

Mizuho Preferred Capital（Cayman）1 Limited（以下、
「MPC1」といい、以下に記載される優先出資証券を「本MPC1優
先出資証券」という。）

発行体

配当非累積型永久優先出資証券 配当非累積型永久優先出資証券発行証券の種類

定めなし 定めなし償還期日

平成21年6月以降の各配当支払日に任意償還可能（ただし、監督
当局の事前承認が必要）

平成24年6月以降の各配当支払日に任意償還可能（ただし、監督
当局の事前承認が必要）

任意償還

毎年6月の最終営業日 毎年6月の最終営業日配当支払日

1,760億円 1,710億円発行総額

平成11年3月15日 平成14年2月14日払込日

以下の何れかの事由が発生した場合、配当の支払いは停止され、
停止された配当は累積しない。
①当社がMPCに対して損失補填事由証明書（注1）を交付した場合
②当社優先株式（注2）への配当が停止された場合
③当社がMPCに対して可処分分配可能額（注3）が存在しない旨を
記載した分配可能額制限証明書（注4）を交付した場合

④配当支払日が強制配当日（注5）でなく、かつ、当社がMPCに対し
て当該配当支払日に配当を一切行わないことを指示する旨の配
当通知を送付した場合

以下の何れかの事由が発生した場合、配当の支払いは停止され、
停止された配当は累積しない。
①当社がMPC1に対して損失補填事由証明書（注1）を交付した場合
②当社優先株式（注2）への配当が停止された場合
③当社がMPC1に対して可処分分配可能額（注3）が存在しない旨を
記載した分配可能額制限証明書（注4）を交付した場合

④配当支払日が強制配当日（注5）でなく、かつ、当社がMPC1に対
して当該配当支払日に配当を一切行わないことを指示する旨の
配当通知を送付した場合

配当停止条件

ある事業年度に対する当社普通株式の配当を実施した場合、当該事
業年度が終了する暦年の6月にパリティ優先出資証券（注6）の満額の
配当を実施しなければならない。ただし、①損失補填事由証明書（注1）
が交付されていないという条件、②優先株式配当制限がそれに関し
て発生していないという条件（発生する場合、その範囲までの部分的
な配当がなされる）及び③分配可能額制限証明書（注4）がそれに関し
て交付されていないという条件（交付されている場合、その範囲まで
の部分的な配当がなされる）に服する。

ある事業年度に対する当社普通株式の配当を実施した場合、当該事
業年度が終了する暦年の6月にパリティ優先出資証券（注6）の満額の
配当を実施しなければならない。ただし、①損失補填事由証明書（注1）
が交付されていないという条件、②優先株式配当制限がそれに関し
て発生していないという条件（発生する場合、その範囲までの部分的
な配当がなされる）及び③分配可能額制限証明書（注4）がそれに関し
て交付されていないという条件（交付されている場合、その範囲まで
の部分的な配当がなされる）に服する。

強制配当事由

変動配当（金利ステップ・アップなし。下記「配当停止条件」に記載
のとおり、停止された未払配当は翌期以降に累積されない。）

変動配当（金利ステップ・アップなし。下記「配当停止条件」に記載
のとおり、停止された未払配当は翌期以降に累積されない。）

配当

（次ページに続く）
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自己資本の充実の状況

みずほフィナンシャルグループ連結の自己資本の充実の状況

Mizuho Preferred Capital（Cayman）
5 Limited（以下、「MPC5」といい、以下
に記載される優先出資証券を「本MPC5優
先出資証券」という。）

Mizuho Preferred Capital（Cayman）
6 Limited（以下、「MPC6」といい、以下
に記載される優先出資証券Series A及び
Series Bを総称して「本MPC6優先出資
証券」という。）

Mizuho Preferred Capital（Cayman）
7 Limited（以下、「MPC7」といい、以下
に記載される優先出資証券を「本MPC7優
先出資証券」という。）

発行体

配当非累積型永久優先出資証券 配当非累積型永久優先出資証券 配当非累積型永久優先出資証券発行証券の種類

定めなし 定めなし 定めなし償還期日

平成20年6月以降の各配当支払日に任意
償還可能（ただし、監督当局の事前承認が
必要）

平成20年6月以降の各配当支払日に任意
償還可能（ただし、監督当局の事前承認が
必要）

平成20年6月以降の各配当支払日に任意
償還可能（ただし、監督当局の事前承認が
必要）

任意償還

変動配当（ただし、平成25年6月の配当支
払日以降は、100ベーシス・ポイントのス
テップ・アップ金利が付される。）（下記「配
当停止条件」に記載のとおり、停止された
未払配当は翌期以降に累積されない。）

Series A、Series Bともに変動配当（た
だし、平成25年6月の配当支払日以降は、
100ベーシス・ポイントのステップ・アップ
金利が付される。）（下記「配当停止条件」に
記載のとおり、停止された未払配当は翌期
以降に累積されない。）

変動配当（ただし、平成25年6月の配当支
払日以降は、100ベーシス・ポイントのス
テップ・アップ金利が付される。）（下記「配
当停止条件」に記載のとおり、停止された
未払配当は翌期以降に累積されない。）

配当

毎年6月の最終営業日 毎年6月の最終営業日 毎年6月の最終営業日配当支払日

平成14年8月9日 Series A 平成14年8月9日
Series B 平成14年8月30日

平成14年8月30日払込日

455億円 Series A 195億円
Series B 25億円

510億円発行総額

以下の何れかの事由が発生した場合、配当
の支払いは停止され、停止された配当は累
積しない。
①当社がMPC5に対して損失補填事由証
明書（注1）を交付した場合

②当社優先株式（注2）への配当が停止され
た場合

③当社がMPC5に対して可処分分配可能
額（注3）が存在しない旨を記載した分配可
能額制限証明書（注4）を交付した場合

④配当支払日が強制配当日（注5）でなく、か
つ、当社がMPC5に対して当該配当支払
日に配当を一切行わないことを指示する
旨の配当通知を送付した場合

以下の何れかの事由が発生した場合、配当
の支払いは停止され、停止された配当は累
積しない。
①当社がMPC6に対して損失補填事由証
明書（注1）を交付した場合

②当社優先株式（注2）への配当が停止され
た場合

③当社がMPC6に対して可処分分配可能
額（注3）が存在しない旨を記載した分配可
能額制限証明書（注4）を交付した場合

④配当支払日が強制配当日（注5）でなく、か
つ、当社がMPC6に対して当該配当支払
日に配当を一切行わないことを指示する
旨の配当通知を送付した場合

以下の何れかの事由が発生した場合、配当
の支払いは停止され、停止された配当は累
積しない。
①当社がMPC7に対して損失補填事由証
明書（注1）を交付した場合

②当社優先株式（注2）への配当が停止され
た場合

③当社がMPC7に対して可処分分配可能
額（注3）が存在しない旨を記載した分配可
能額制限証明書（注4）を交付した場合

④配当支払日が強制配当日（注5）でなく、か
つ、当社がMPC7に対して当該配当支払
日に配当を一切行わないことを指示する
旨の配当通知を送付した場合

配当停止条件

（前ページより続く）

ある事業年度に対する当社普通株式の配当
を実施した場合、当該事業年度が終了する
暦年の6月にパリティ優先出資証券（注6）の
満額の配当を実施しなければならない。た
だし、①損失補填事由証明書（注1）が交付さ
れていないという条件、②優先株式配当制
限がそれに関して発生していないという条
件（発生する場合、その範囲までの部分的
な配当がなされる）及び③分配可能額制限
証明書（注4）がそれに関して交付されていな
いという条件（交付されている場合、その
範囲までの部分的な配当がなされる）に服
する。

ある事業年度に対する当社普通株式の配当
を実施した場合、当該事業年度が終了する
暦年の6月にパリティ優先出資証券（注6）の
満額の配当を実施しなければならない。た
だし、①損失補填事由証明書（注1）が交付さ
れていないという条件、②優先株式配当制
限がそれに関して発生していないという条
件（発生する場合、その範囲までの部分的
な配当がなされる）及び③分配可能額制限
証明書（注4）がそれに関して交付されていな
いという条件（交付されている場合、その
範囲までの部分的な配当がなされる）に服
する。

ある事業年度に対する当社普通株式の配当
を実施した場合、当該事業年度が終了する
暦年の6月にパリティ優先出資証券（注6）の
満額の配当を実施しなければならない。た
だし、①損失補填事由証明書（注1）が交付さ
れていないという条件、②優先株式配当制
限がそれに関して発生していないという条
件（発生する場合、その範囲までの部分的
な配当がなされる）及び③分配可能額制限
証明書（注4）がそれに関して交付されていな
いという条件（交付されている場合、その
範囲までの部分的な配当がなされる）に服
する。

強制配当事由

当社がMPC5に対して分配可能額制限証
明書（注4）を交付した場合、配当は可処分分
配可能額（注3）に制限される。

当社がMPC6に対して分配可能額制限証
明書（注4）を交付した場合、配当は可処分分
配可能額（注3）に制限される。

当社がMPC7に対して分配可能額制限証
明書（注4）を交付した場合、配当は可処分分
配可能額（注3）に制限される。

分配可能額制限

当社優先株式（注2）への配当が減額された
場合にはパリティ優先出資証券（注6）への配
当も同じ割合で減額される。

当社優先株式（注2）への配当が減額された
場合にはパリティ優先出資証券（注6）への配
当も同じ割合で減額される。

当社優先株式（注2）への配当が減額された
場合にはパリティ優先出資証券（注6）への配
当も同じ割合で減額される。

配当制限

当社優先株式（注2）と同格 当社優先株式（注2）と同格 当社優先株式（注2）と同格残余財産請求権

（次ページに続く）
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本MCI（USD）1優先出資証券の配当は、当社の可処分分配可能
額（注11）の範囲で支払われる。

分配可能額制限

当社優先株式（注13）と同格

本MCI（EUR）1優先出資証券の配当は、当社の可処分分配可能
額（注12）の範囲で支払われる。

当社優先株式（注13）への配当が減額された場合には本MCI（USD）
1優先出資証券への配当も同じ割合で減額される。

配当制限 当社優先株式（注13）への配当が減額された場合には本MCI（EUR）
1優先出資証券への配当も同じ割合で減額される。

当社優先株式（注13）と同格残余財産請求権

Mizuho Capital Investment（USD）1 Limited（以下、「MCI
（USD）1」といい、以下に記載される優先出資証券を「本MCI
（USD）1優先出資証券」という。）

Mizuho Capital Investment（EUR）1 Limited（以下、「MCI
（EUR）1」といい、以下に記載される優先出資証券を「本MCI
（EUR）1優先出資証券」という。）

発行体

配当非累積型永久優先出資証券 配当非累積型永久優先出資証券発行証券の種類

定めなし 定めなし償還期日

平成28年6月の配当支払日を初回とし、以降5年毎の各配当支払
日に任意償還可能（ただし、監督当局の事前承認が必要）

平成23年6月の配当支払日を初回とし、以降5年毎の各配当支払
日に任意償還可能（ただし、監督当局の事前承認が必要）

任意償還

毎年6月30日及び12月30日 平成23年6月までは毎年6月30日
平成23年12月以降は毎年6月30日及び12月30日

配当支払日

6億米ドル 5億ユーロ発行総額

平成18年3月13日 平成18年3月13日払込日

（強制配当停止・減額事由）
①当社に清算事由（注7）、更生事由（注8）、支払不能事由（注9）または
公的介入（注10）が生じた場合

②当社の可処分分配可能額（注11）が不足し、または当社優先株式
（注13）への配当が停止もしくは減額された場合

（任意配当停止・減額事由）
③当社の自己資本比率または基本的項目の比率が最低水準を下
回っているか、または当該配当により下回ることとなり、かつ、
当社がMCI（USD）1に対して配当停止通知を送付した場合

④当社が当社普通株式につき配当を支払わず、かつ、当社がMCI
（USD）1に対して配当停止通知を送付した場合

（強制配当停止・減額事由）
①当社に清算事由（注7）、更生事由（注8）、支払不能事由（注9）または
公的介入（注10）が生じた場合

②当社の可処分分配可能額（注12）が不足し、または当社優先株式
（注13）への配当が停止もしくは減額された場合

（任意配当停止・減額事由）
③当社の自己資本比率または基本的項目の比率が最低水準を下
回っているか、または当該配当により下回ることとなり、かつ、
当社がMCI（EUR）1に対して配当停止通知を送付した場合

④当社が当社普通株式につき配当を支払わず、かつ、当社がMCI
（EUR）1に対して配当停止通知を送付した場合

配当停止条件

ある事業年度に対する当社普通株式の配当を実施した場合、当該事
業年度の翌事業年度中の配当支払日においては、本MCI（USD）1
優先出資証券に満額の配当を実施しなければならない。
ただし、強制配当停止・減額事由が発生しておらず、かつ任意配当停
止・減額事由の発生に伴う配当停止通知の送付もなされていないと
いう条件に服する。

ある事業年度に対する当社普通株式の配当を実施した場合、当該事
業年度の翌事業年度中の配当支払日においては、本MCI（EUR）1
優先出資証券に満額の配当を実施しなければならない。
ただし、強制配当停止・減額事由が発生しておらず、かつ任意配当停
止・減額事由の発生に伴う配当停止通知の送付もなされていないと
いう条件に服する。

強制配当事由

当初10年間は固定配当（ただし、平成28年6月より後に到来す
る配当支払日以降は変動配当が適用される。停止された未払配
当は翌期以降に累積されない。）

当初5年間は固定配当（ただし、平成23年6月より後に到来する配
当支払日以降は変動配当が適用される。停止された未払配当は翌
期以降に累積されない。）

配当

（前ページより続く）

（次ページに続く）
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みずほフィナンシャルグループ連結の自己資本の充実の状況

本MCI（JPY）1優先出資証券の配当は、当社の可処分分配可能額
（注14）の範囲で支払われる。

分配可能額制限

当社優先株式（注13）と同格

本MCI（JPY）2優先出資証券の配当は、当社の可処分分配可能額
（注15）の範囲で支払われる。

当社優先株式（注13）への配当が減額された場合には本MCI（JPY）
1優先出資証券への配当も同じ割合で減額される。

配当制限 当社優先株式（注13）への配当が減額された場合には本MCI（JPY）
2優先出資証券への配当も同じ割合で減額される。

当社優先株式（注13）と同格残余財産請求権

Mizuho Capital Investment（JPY）1 Limited（以下、「MCI
（JPY）1」といい、以下に記載される優先出資証券を「本MCI
（JPY）1優先出資証券」という。）

Mizuho Capital Investment（JPY）2 Limited（以下、「MCI
（JPY）2」といい、以下に記載される優先出資証券を「本MCI
（JPY）2優先出資証券」という。）

発行体

配当非累積型永久優先出資証券 配当非累積型永久優先出資証券発行証券の種類

定めなし 定めなし償還期日

平成28年6月の配当支払日を初回とし、以降5年毎の各配当支払
日に任意償還可能（ただし、監督当局の事前承認が必要）

平成30年6月の配当支払日を初回とし、以降各配当支払日に任意
償還可能（ただし、監督当局の事前承認が必要）

任意償還

毎年6月30日及び12月30日 毎年6月30日及び12月30日配当支払日

4,000億円 2,745億円発行総額

平成19年1月12日 平成20年1月11日払込日

（強制配当停止・減額事由）
①当社に清算事由（注7）、更生事由（注8）、支払不能事由（注9）または
公的介入（注10）が生じた場合

②当社の可処分分配可能額（注14）が不足し、または当社優先株式
（注13）への配当が停止もしくは減額された場合

（任意配当停止・減額事由）
③当社の自己資本比率または基本的項目の比率が最低水準を下
回っているか、または当該配当により下回ることとなり、かつ、当
社がMCI（JPY）1に対して配当停止通知を送付した場合

④当社が当社普通株式につき配当を支払わず、かつ、当社がMCI
（JPY）1に対して配当停止通知を送付した場合

（強制配当停止・減額事由）
①当社に清算事由（注7）、更生事由（注8）、支払不能事由（注9）または
公的介入（注10）が生じた場合

②当社の可処分分配可能額（注15）が不足し、または当社優先株式
（注13）への配当が停止もしくは減額された場合

（任意配当停止・減額事由）
③当社の自己資本比率または基本的項目の比率が最低水準を下
回っているか、または当該配当により下回ることとなり、かつ、当
社がMCI（JPY）2に対して配当停止通知を送付した場合

④当社が当社普通株式につき配当を支払わず、かつ、当社がMCI
（JPY）2に対して配当停止通知を送付した場合

配当停止条件

ある事業年度中のいずれかの日を基準日として当社普通株式の配当
を実施した場合、当該事業年度の翌事業年度中の配当支払日におい
ては、本MCI（JPY）1優先出資証券に満額の配当を実施しなければ
ならない。
ただし、強制配当停止・減額事由が発生しておらず、かつ任意配当停
止・減額事由の発生に伴う配当停止通知の送付もなされていないと
いう条件に服する。

ある事業年度中のいずれかの日を基準日として当社普通株式の配当
を実施した場合、当該事業年度の翌事業年度中の配当支払日におい
ては、本MCI（JPY）2優先出資証券に満額の配当を実施しなければ
ならない。
ただし、強制配当停止・減額事由が発生しておらず、かつ任意配当停
止・減額事由の発生に伴う配当停止通知の送付もなされていないと
いう条件に服する。

強制配当事由

当初10年間は固定配当（ただし、平成28年6月より後に到来する
配当支払日以降は変動配当が適用される。停止された未払配当は
翌期以降に累積されない。）

当初10年間は固定配当（ただし、平成30年6月より後に到来する
配当支払日以降は変動配当が適用される。停止された未払配当は
翌期以降に累積されない。）

配当

（前ページより続く）

（次ページに続く）
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（注）1．損失補填事由証明書
損失補填事由が発生し継続している場合に当社が各発行体に対して交付する証明書（ただし、
損失補填事由が以下の④の場合には、その交付は当社の裁量による）であり、損失補填事由
とは、当社につき、以下の事由が発生する場合をいう。①当社によりもしくは当社に対して清
算手続が開始された場合、または当社が破産した場合、もしくは当社の事業の終了を内容と
する更生計画の認可がなされた場合、②会社更生法に基づく会社更生手続の開始決定、また
は、民事再生法に基づく民事再生手続の開始がなされた場合、③監督当局が、当社が支払不
能もしくは債務超過の状態にあること、または当社を特別公的管理の対象とすることを宣言
した場合もしくは第三者に譲渡する命令を発した場合、④自己資本比率または基本的項目の
比率が最低水準を下回っているか、または当該配当により下回ることとなる場合、⑤債務不履
行またはその恐れのある場合、⑥債務超過であるか、当該配当により債務超過となる場合。

2. 当社優先株式
自己資本比率規制上の基本的項目と認められ、当社の優先株式の中で配当に関し最上位の
請求権を有する優先株式。今後発行される同等の優先株式を含む。

3. 可処分分配可能額
直近の事業年度の計算書類を基に算出した分配可能額から、ある事業年度において当社優先
株式に対して既に支払われた配当額と今後支払われる予定配当額（ただし、ある事業年度に
当社優先株式に支払われる中間配当は、可処分分配可能額の計算上含まれない。）の合計額
を控除したものをいう。ただし、当社以外の会社によって発行される証券で、配当請求権、清
算時における権利等が当社の財務状態及び業績を参照することにより決定され、当該発行会
社に関連して、パリティ優先出資証券がMPC（MPC1、MPC5、MPC6、MPC7の欄につい
ては、それぞれMPC1、MPC5、MPC6、MPC7）との関連で有するのと同格の劣後性を有
する証券（以下、「パラレル証券」という。）が存在する場合には、可処分分配可能額は以下の
ように調整される。
調整後の可処分分配可能額＝可処分分配可能額×（パリティ優先出資証券の満額配当の総
額）／（パリティ優先出資証券の満額配当の総額＋パラレル証券の満額配当の総額）

4. 分配可能額制限証明書
可処分分配可能額が配当支払日に支払われる配当金総額を下回る場合に、当社から定時株主
総会以前に発行体に交付される証明書で、当該事業年度における可処分分配可能額を記載す
るものをいう。

5. 強制配当日
当社普通株式について配当がなされた事業年度が終了する暦年の6月の配当支払日をいう。

6. パリティ優先出資証券
MPC（MPC1、MPC5、MPC6、MPC7については、それぞれMPC1、MPC5、MPC6、
MPC7）が発行し、償還期日の定めがないことや配当支払日及び払込金の使途が本MPC優
先出資証券（MPC1、MPC5、MPC6、MPC7については、それぞれ本MPC1優先出資証
券、本MPC5優先出資証券、本MPC6優先出資証券、本MPC7優先出資証券。以下、本注
記において同様。）と同じである優先出資証券及び本MPC優先出資証券の総称。（たとえば、
MPC6のケースでは、パリティ優先出資証券とはSeries A、Series B及び今後新たに発行
される場合に上記条件を満たす優先出資証券を含めた総称。）

7. 清算事由
当社によりもしくは当社に対して清算手続が開始された場合、または当社が破産した場合、も
しくは当社の事業の全部の廃止を内容とする更生計画が認可された場合。

8. 更生事由
当社につき、会社更生法に基づく会社更生手続の開始決定、または、民事再生法に基づく民
事再生手続の開始がなされた場合。

9. 支払不能事由
当社につき、債務不履行もしくはその恐れのある場合、または債務超過であるか、当該配当に
より債務超過となる場合。

10.公的介入
監督当局が、当社が支払不能もしくは債務超過の状態にあること、または当社を管理の対象
とすることを宣言した場合もしくは第三者に譲渡する命令を発した場合。

11.本MCI（USD）1優先出資証券に関する可処分分配可能額
①6月の配当可能金額
直近の事業年度の計算書類を基に算出した分配可能額から当社優先株式（注13）への配当
（中間配当を除く）を控除した金額を、本MCI（USD）1優先出資証券への満額配当金額と、
本MCI（USD）1優先出資証券の配当支払日までに配当の全部または一部が支払われ、も
しくは支払う旨宣言がなされた本MCI（USD）1優先出資証券と同等の劣後性を有する優
先証券（同等証券）についての満額配当金額で按分した金額
②12月の配当可能金額
直近の事業年度の計算書類を基に算出した分配可能額から当社優先株式（注13）への配当
（中間配当を除く）を控除した金額から、6月の本MCI（USD）1優先出資証券の配当支払日
に支払われた本MCI（USD）1優先出資証券および6月の本MCI（USD）1優先出資証券の
配当支払日までに支払われまたは支払う旨宣言がなされた同等証券への配当金額を控除し
た金額を、本MCI（USD）1優先出資証券への12月の配当支払日における満額配当金額と、
6月の本MCI（USD）1優先出資証券への配当支払日の翌日から12月の配当支払日までに
配当の全部または一部が支払われ、または支払う旨宣言がなされた同等証券についての満
額配当金額で按分した金額

12.本MCI（EUR）1優先出資証券に関する可処分分配可能額
（平成23年6月の配当支払日まで）
直近の事業年度の計算書類を基に算出した分配可能額から当社優先株式（注13）への配当
（中間配当を除く）を控除した金額を、本MCI（EUR）1優先出資証券への満額配当金額と、
本MCI（EUR）1優先出資証券と同等の劣後性を有する優先証券（同等証券）に対する本年度
の満額配当金額で按分した金額
（平成23年12月の配当支払日以降）
①6月の配当可能金額
直近の事業年度の計算書類を基に算出した分配可能額から当社優先株式（注13）への配当
（中間配当を除く）を控除した金額を、本MCI（EUR）1優先出資証券への満額配当金額と、
本MCI（EUR）1優先出資証券の配当支払日までに配当の全部または一部が支払われ、もし
くは支払う旨宣言がなされた同等証券についての満額配当金額で按分した金額
②12月の配当可能金額
直近の事業年度の計算書類を基に算出した分配可能額から当社優先株式（注13）への配当
（中間配当を除く）を控除した金額から、6月の本MCI（EUR）1優先出資証券の配当支払日
に支払われた本MCI（EUR）1優先出資証券および6月の本MCI（EUR）1優先出資証券の
配当支払日までに支払われまたは支払う旨宣言がなされた同等証券への配当金額を控除し
た金額を、本MCI（EUR）1優先出資証券への12月の配当支払日における満額配当金額と、
6月の本MCI（EUR）1優先出資証券への配当支払日の翌日から12月の配当支払日までに
配当の全部または一部が支払われ、または支払う旨宣言がなされた同等証券についての満
額配当金額で按分した金額

13.当社優先株式
自己資本比率規制上の基本的項目と認められ、当社の優先株式の中で配当及び残余財産に
関し最上位の請求権を有する優先株式。

14.本MCI（JPY）1優先出資証券に関する可処分分配可能額
①6月の配当可能金額
直近の事業年度の計算書類を基に算出した分配可能額から当社優先株式（注13）への配当
（中間配当を除く）を控除した金額を、本MCI（JPY）1優先出資証券への満額配当金額と、
本MCI（JPY）1優先出資証券の配当支払日までに配当の全部または一部が支払われ、もし
くは支払う旨宣言がなされた本MCI（JPY）1優先出資証券と同等の劣後性を有する優先
証券（同等証券）についての満額配当金額で按分した金額
②12月の配当可能金額
直近の事業年度の計算書類を基に算出した分配可能額から当社優先株式（注13）への配当
（中間配当を除く）を控除した金額から、6月の本MCI（JPY）1優先出資証券の配当支払日
に支払われた本MCI（JPY）1優先出資証券および6月の本MCI（JPY）1優先出資証券の
配当支払日までに支払われまたは支払う旨宣言がなされた同等証券への配当金額を控除し
た金額を、本MCI（JPY）1優先出資証券への12月の配当支払日における満額配当金額と、
6月の本MCI（JPY）1優先出資証券への配当支払日の翌日から12月の配当支払日までに
配当の全部または一部が支払われ、または支払う旨宣言がなされた同等証券についての満
額配当金額で按分した金額

15.本MCI（JPY）2優先出資証券に関する可処分分配可能額
①6月の配当可能金額
直近の事業年度の計算書類を基に算出した分配可能額から当社優先株式（注13）への配当
（中間配当を除く）を控除した金額を、本MCI（JPY）2優先出資証券への満額配当金額と、
本MCI（JPY）2優先出資証券の配当支払日までに配当の全部または一部が支払われ、もし
くは支払う旨宣言がなされた本MCI（JPY）2優先出資証券と同等の劣後性を有する優先
証券（同等証券）についての満額配当金額で按分した金額
②12月の配当可能金額
直近の事業年度の計算書類を基に算出した分配可能額から当社優先株式（注13）への配当
（中間配当を除く）を控除した金額から、6月の本MCI（JPY）2優先出資証券の配当支払日
に支払われた本MCI（JPY）2優先出資証券および6月の本MCI（JPY）2優先出資証券の
配当支払日までに支払われまたは支払う旨宣言がなされた同等証券への配当金額を控除し
た金額を、本MCI（JPY）2優先出資証券への12月の配当支払日における満額配当金額と、
6月の本MCI（JPY）2優先出資証券への配当支払日の翌日から12月の配当支払日までに
配当の全部または一部が支払われ、または支払う旨宣言がなされた同等証券についての満
額配当金額で按分した金額
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自己資本の充実の状況

みずほフィナンシャルグループ連結の自己資本の充実の状況

（B）優先株式の概要

当社は、当社が発行する下記の優先株式を、当社の「連結自己資本比率」の「基本的項目」に算入しています。

第十一回第十一種優先株式 第十三回第十三種優先株式

943,740,000,000円 36,690,000,000円事業年度末発行残高

普通株主に先立ち、優先株式１株につき年20,000円の配当を
行う。

普通株主に先立ち、優先株式1株につき年30,000円の配当
を行う。

優先配当金

優先株主に対しては、優先配当金を超えて剰余金の配当を行
わない。

優先株主に対しては、優先配当金を超えて剰余金の配当を行
わない。

非参加条項

中間配当を行う場合、普通株主に先立ち、優先株式1株につき
10,000円の配当を行う。

中間配当を行う場合、普通株主に先立ち、優先株式1株につき
15,000円の配当を行う。

優先中間配当金

普通株主に先立ち、優先株式1株につき1,000,000円を支払
い、それ以外の残余財産の分配を行わない。

普通株主に先立ち、優先株式1株につき1,000,000円を支払
い、それ以外の残余財産の分配を行わない。

残余財産の分配

平成20年7月1日から平成28年6月30日まで取得請求 取得請求期間

当初取得価額は536,700円とする。

取得価額は、時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行
または処分する場合その他一定の場合には、調整される。

優先株主が取得請求のために提出した優先株式の発行価額の
総額を取得価額で除して得られる数

当初取得価額

取得価額は、平成21年7月1日以降平成27年7月1日までの
毎年7月1日（以下それぞれ「取得価額修正日」という。）にお
ける普通株式の時価が、当該取得価額修正日の前日に有効な
取得価額を下回る場合には、当該取得価額修正日をもって当
該時価に修正される。（下限：322,000円）
「時価」…当該取得価額修正日に先立つ45取引日目に始まる
30取引日の東京証券取引所における当社の普通株式の終値
の平均値。

取得価額の修正

取得価額の調整

取得と引換えに交付
すべき普通株式数

平成28年6月30日までに取得請求のなかった優先株式は、
平成28年7月1日をもって当社が取得し、これと引換えに優
先株主に対して、優先株式1株につき、1,000,000円を平成
28年7月1日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の東京
証券取引所における当社の普通株式の終値の平均値（下限：
322,000円）で除して得られる数の普通株式を交付する。

優先株式の一斉取得

ある事業年度において、優先配当金の全部または一部を支払
わないときは、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。

ある事業年度において、優先配当金の全部または一部を支払
わないときは、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。

非累積条項

取得条項

各種の優先株式の優先配当金、優先中間配当金および残余財産
の支払順位は、同順位とする。

平成25年4月1日以降、株主総会の決議で定めた日に、下記に
定める取得価額で、優先株式の全部または一部を取得するこ
とができる。
取得価額は、1株につき1,000,000円に優先配当金の額を
取得日の属する事業年度の初日から取得日までの日数で日割
り計算した額を加算した額とする。ただし、当該事業年度にお
いて優先中間配当金を支払ったときは、その額を控除した額
とする。

優先株主は、株主総会において議決権を有しない。ただし、優
先株主は、優先配当金を受ける旨の議案が定時株主総会に提
出されないときはその総会より、その議案が定時株主総会にお
いて否決されたときはその総会の終結の時より優先配当金を
受ける旨の決議ある時までは議決権を有する。

議決権条項 優先株主は、株主総会において議決権を有しない。ただし、優
先株主は、優先配当金を受ける旨の議案が定時株主総会に提
出されないときはその総会より、その議案が定時株主総会にお
いて否決されたときはその総会の終結の時より優先配当金を
受ける旨の決議ある時までは議決権を有する。

各種の優先株式の優先配当金、優先中間配当金および残余財産
の支払順位は、同順位とする。

優先順位
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（4）自己資本の充実度に関する評価方法の概要

リスクと自己資本のバランス

リスクキャピタル配賦の枠組みのもと、グループ全体で抱えてい

るリスク量を可能な限り定量的に把握した上で、子銀行のグルー

プ・ユニット等に対してそのリスク量に応じた資本を自己資本の範囲

内で配賦することによって、経営体力の範囲内にリスクを制御して

いくとともに、リスクプロファイルに照らし十分な自己資本が確保で

きているかを定期的に評価しています。なお、評価にあたっては、

銀行勘定の金利リスク、与信集中リスクやストレステストによる自己

資本への影響等を考慮するとともに、適切なリスク・リターンが確保

できているかについても検証しています。

（C）負債性資本調達手段等の概要

1．概要

補完的項目（TierⅡ）に含まれる「負債性資本調達手段等」に

は、以下の3つの項目が含まれます。

・永久劣後債務

・期限付劣後債務

・期限付優先株

このうち、永久劣後債務及び期限付劣後債務は、劣後特約が

付された劣後債（劣後特約付社債）又は劣後ローン（劣後特約付

金銭消費貸借による借入れ）（以下併せて「劣後債等」といいま

す。）であり、具体的には、次の手段により調達されます。

（1）国内又は海外における公募劣後債

（2）ユーロMTNプログラム等を利用した劣後債（私募）

（3）劣後ローン

また、劣後債等は、当社若しくはその子銀行又はその海外連結

子会社SPCが発行し、又は借り入れます。

いずれについても、TierⅡとしての適格性を確保するため、関

連する金融庁の告示及び監督指針に従った規定を置いています

が、以下その概要を記載します。

なお、現在、当グループは期限付優先株を発行していません。

2．劣後特約

劣後債等には、一定の劣後事由が発生した場合に、当該劣後

債等に係る元利金の支払いについて、当該劣後債等及びそれと

同順位又は劣後する債権以外の上位債権に係る債務の履行より

も、後順位におく旨の劣後特約が付されており（劣後債等の債権

者の支払い請求権について、破産手続における配当の順位は、

破産法に規定する劣後的破産債権に後れることになります。）、

これにより、破産手続、会社更生手続、民事再生手続等の場合に

は、劣後債等の債権者よりも上位債権者を優先させることとなっ

ています。

3. 永久劣後債務とは

永久劣後債務とは、負債性資本調達手段のうち、次に掲げる性

質をすべて有するものをいいます。

（1）無担保で、かつ、他の債務に劣後する性質の払込済のもので

あること。

（2）債務者の任意によるものであり、かつ、当該償還又は返済を

行った後において債務者が十分な自己資本比率を維持する

ことができると見込まれる場合又は当該償還又は返済の額

以上の額の資本調達を行う場合を除き、償還又は返済され

ないものであること。

（3）業務を継続しながら損失の補てんに充当されるものである

こと。

（4）利払いの義務の延期が認められるものであること。

4．期限付劣後債務とは

期限付劣後債務とは、劣後債等のうち、確定期限の定めがない

永久劣後債務とは異なり、五年超の償還期間又は弁済期間が定

められたものをいいます。

なお、永久劣後債務又は期限付劣後債務のいずれについて

も、ステップ・アップ金利等を上乗せする特約を付す場合には、

ステップ・アップ金利等が過大なものとされないよう、発行又は

借入れから5年後以降にステップ・アップ金利等が上乗せされる

こととし、またステップ・アップ金利等の上乗せ幅も関連する金

融庁の監督指針所定の値以下となるようにしています。

当グループ全体が保有するリスクに見合う十分な自己資本を維持

していくため、適切かつ有効な自己資本管理態勢を整備するととも

に、自己資本の充実度について以下のような評価を定期的に行って

います。

適切なBIS自己資本比率・TierⅠ比率の維持

最低所要自己資本比率（国際基準8%・国内基準4%）を上回る

自己資本を確保していくだけでなく、経営計画や当社グループの戦

略目標等に則り、成長のために必要となるリスクアセットの増加に

見合う、質・量ともに十分な自己資本が確保できているかを定期的

に評価し、高水準の財務の健全性を維持していることを確認してい

ます。
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自己資本の充実の状況

みずほフィナンシャルグループ連結の自己資本の充実の状況

平成18年度 平成19年度

EAD 所要自己資本額 EAD 所要自己資本額

信用リスク 1,474,893 60,672 1,485,176 62,616

内部格付手法 1,403,502 58,099 1,386,672 59,310
事業法人向け（特定貸付債権を除く） 549,483 33,596 550,367 34,701
事業法人向け（特定貸付債権） 24,169 2,331 29,097 2,790
ソブリン向け 432,943 1,006 417,059 637
金融機関等向け 72,273 1,710 79,143 1,180
リテール向け 130,160 5,433 129,437 5,553 
居住用不動産向け 102,607 3,709 103,092 3,867 
適格リボルビング型リテール向け 3,450 220 3,290 230 
その他リテール向け 24,102 1,504 23,055 1,455 
株式等 65,501 6,199 50,868 6,280
PD／LGD方式 9,109 1,109 10,609 2,343 
マーケット・ベース方式（簡易手法適用分） 1,470 513 2,776 758
マーケット・ベース方式（内部モデル手法適用分） ― ― ― ―
経過措置適用分 54,920 4,576 37,482 3,178
信用リスク・アセットのみなし計算 10,972 3,109 15,119 3,591 
購入債権 31,341 1,014 28,526 1,188
証券化 63,946 1,591 64,846 1,605
その他 22,710 2,104 22,205 1,780 

標準的手法 71,390 2,572 98,503 3,306 
ソブリン向け 26,338 22 36,722 33 
金融機関等向け 17,314 300 28,410 488 
法人等向け 24,745 1,927 24,538 1,832
抵当権付住宅ローン 0 0 0 0 
証券化 174 154 672 304
その他 2,817 167 8,158 648

マーケット・リスク ／ 1,749 ／ 1,642

標準的方式 ／ 1,382 ／ 1,129
金利リスク ／ 845 ／ 841
株式リスク ／ 401 ／ 181
外国為替リスク ／ 78 ／ 41
コモディティリスク ／ 56 ／ 64
オプション取引 ／ ― ／ ―

内部モデル方式 ／ 367 ／ 512

オペレーショナル・リスク（粗利益配分手法） ／ 3,102 ／ 2,908

連結総所要自己資本額 ／ 56,636 ／ 52,698
注）1. EAD：デフォルト時エクスポージャー
2. PD：デフォルト率
3. LGD：デフォルト時損失率
4. 所要自己資本額：信用リスクにおいては信用リスク・アセット額に8％を乗じた額と期待損失額と資本控除額の和、マーケット・リスクにおいてはマーケット・リスク相当額、オペレーショナル・リスクにお
いてはオペレーショナル・リスク相当額

5. 連結総所要自己資本額：自己資本比率算出上の分母に8％を乗じた額
6. 内部格付手法における各ポートフォリオ区分に含まれる主なエクスポージャーの種類は以下のとおりです。
・事業法人向け（特定貸付債権を除く）：一般事業法人や個人事業主等向けの与信（リテール向け与信に該当するものを除く）
・事業法人向け（特定貸付債権）：不動産ノンリコースローン、船舶ファイナンス、プロジェクトファイナンス等、元利金の返済原資を特定の不動産・動産・事業等からのキャッシュフローに限定した与信
・ソブリン向け：中央政府や中央銀行、地方公共団体等向けの与信
・金融機関向け：銀行や証券会社等向けの与信
・リテール向け：住宅ローン（居住用不動産向け）、カードローン（適格リボルビング型リテール向け）、左記以外の個人向け消費性与信、総与信1億円未満の事業性与信等（その他リテール向け）
・株式等：株式、優先出資証券、永久劣後債等（特定取引資産を除く）

※平成16年9月末以前より保有するものは経過措置を適用し、それ以外はPD/LGD方式またはマーケット・ベース方式を適用
・信用リスク・アセットのみなし計算：投資信託やファンド等
・購入債権：有価証券等を除いた、第三者から購入した債権（証券化に該当するものを除く）
・証券化：ノン・リコース形態や優先劣後構造の性質を有する取引に係る与信（特定貸付債権に該当するものを除く）

（5）ポートフォリオ区分別所要自己資本額 （単位：億円）
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■信用リスク

（6）信用リスク管理について

○信用リスク管理の概要
みずほフィナンシャルグループの信用リスク管理の方針および手

続きの概要については64～67ページに記載しています。

当グループでは、自己資本比率規制における信用リスク・アセット

の額を算出する手法として、基礎的内部格付手法を採用しています。

但し、業務の内容や信用リスク・アセットの額への影響度等を勘案し、

信用リスク・アセットの額を算出するにあたって重要性が低いと判断

した事業単位又は資産区分については、基礎的内部格付手法の適

用除外とし、標準的手法を適用しています。

また、信用リスク・アセットの額の算出に使用するPD（デフォルト

率）等の各種推計値は内部の信用リスク計測やリスクキャピタル配

賦等に利用しています。PDは規制要件に基づき、内部及び外部

データを利用し、デフォルト実績の長期平均に保守的な修正を加え

推計しています。また、PDはバックテスト等により定期的に検証を

行っています。

○標準的手法が適用されるポートフォリオの状況
標準的手法が適用されるポートフォリオにおいてリスク・ウェイト

の判定に使用する適格格付機関は、国内では株式会社格付投資情

報センター（R&I）、海外ではスタンダード・アンド・プアーズ・レー

ティング・サービシズ（S&P）です。また、全ての法人等向けエクス

ポージャーについて、100%のリスク・ウェイトを適用しています。

○内部格付制度の概要
当グループの内部格付制度および格付付与手続きの概要につい

ては65～66ページに記載しています。
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自己資本の充実の状況

みずほフィナンシャルグループ連結の自己資本の充実の状況

平成18年度

貸出金・コミットメント・店頭 有価証券 店頭 その他 合計
デリバティブ以外のオフバランス デリバティブ

国内 724,354 247,375 17,213 56,743 1,045,687 

海外 159,580 81,006 27,836 14,471 282,895
アジア 30,431 4,836 851 3,896 40,014
中南米 16,450 60 1,130 90 17,732
北米 58,111 46,502 10,326 2,397 117,338
東欧 491 ― 0 15 506
西欧 41,621 28,702 15,145 6,841 92,310
その他の地域 12,474 905 382 1,230 14,993

適用除外分 ／ ／ ／ 71,216 71,216

合計 883,935 328,382 45,050 142,431 1,399,799 
注) 1. 適用除外分は、信用リスク・アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額です。
2. 非居住者分は海外に含みます。
3. その他には預け金、コールローン、買入金銭債権、金銭の信託、外国為替、その他資産が含まれます。

（A）地域別内訳 （単位：億円）

（7）信用リスクの期末残高等

○信用リスクに関するエクスポージャーの状況

信用リスク・アセットのみなし計算が適用されるエクスポージャー

及び証券化エクスポージャーを除いています。

期末残高についてはEADベースで記載しています。

平成18年度、平成19年度とも、信用リスクに関するエクスポー

ジャーの期末残高と期中の平均的なリスクポジションに大幅な乖離

は見られません。

平成19年度

貸出金・コミットメント・店頭 有価証券 店頭 その他 合計
デリバティブ以外のオフバランス デリバティブ

国内 703,841 240,706 23,333 53,385 1,021,266 

海外 169,317 68,228 35,780 12,113 285,440
アジア 31,992 4,261 1,252 4,574 42,081
中南米 17,214 1,080 1,825 76 20,197
北米 56,590 42,375 12,048 1,967 112,981
東欧 861 ― 3 27 892
西欧 46,695 18,625 19,848 4,150 89,319
その他の地域 15,963 1,885 802 1,315 19,967

適用除外分 ／ ／ ／ 97,830 97,830

合計 873,159 308,935 59,113 163,328 1,404,537 
注) 1. 適用除外分は、信用リスク・アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額です。
2. 非居住者分は海外に含みます。
3. その他には預け金、コールローン、買入金銭債権、金銭の信託、外国為替、その他資産が含まれます。

（単位：億円）
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平成18年度

貸出金・コミットメント・店頭 有価証券 店頭 その他 合計
デリバティブ以外のオフバランス デリバティブ

製造業 148,480 40,305 4,998 3,273 197,057 
建設業 19,018 2,864 243 42 22,168
不動産業 76,666 5,457 338 709 83,172
各種サービス業 79,884 4,680 1,474 792 86,833 
卸売・小売業 83,184 9,861 5,124 4,992 103,161
金融・保険業 95,707 33,322 30,220 15,803 175,054
個人 125,638 ― 4 219 125,861 
その他の業種 123,170 76,969 2,612 28,652 231,405
日本国・日本銀行 132,183 154,919 33 16,728 303,865

適用除外分 ／ ／ ／ 71,216 71,216

合計 883,935 328,382 45,050 142,431 1,399,799 
注) 1. 適用除外分は、信用リスク・アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額です。
2. その他には預け金、コールローン、買入金銭債権、金銭の信託、外国為替、その他資産が含まれます。

（B）業種別内訳 （単位：億円）

平成19年度

貸出金・コミットメント・店頭 有価証券 店頭 その他 合計
デリバティブ以外のオフバランス デリバティブ

製造業 144,127 29,735 6,269 2,752 182,884 
建設業 19,005 2,017 250 148 21,421
不動産業 75,269 6,044 541 935 82,790
各種サービス業 74,614 5,387 2,448 1,502 83,953 
卸売・小売業 83,567 8,044 7,934 4,474 104,021
金融・保険業 99,223 22,848 36,566 17,788 176,427
個人 128,398 ― 3 180 128,582 
その他の業種 117,567 67,787 5,049 28,460 218,865 
日本国・日本銀行 131,384 167,068 51 9,254 307,759

適用除外分 ／ ／ ／ 97,830 97,830

合計 873,159 308,935 59,113 163,328 1,404,537 
注) 1. 適用除外分は、信用リスク・アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額です。
2. その他には預け金、コールローン、買入金銭債権、金銭の信託、外国為替、その他資産が含まれます。

（単位：億円）

平成18年度

貸出金・コミットメント・店頭 有価証券 店頭 その他 合計
デリバティブ以外のオフバランス デリバティブ

1年未満 314,952 73,289 2,735 19,386 410,364
1年以上3年未満 126,894 70,080 25,196 902 223,074
3年以上5年未満 134,940 35,851 8,870 273 179,935
5年以上 215,703 88,708 7,044 344 311,801
期間の定めのないもの等 91,443 60,451 1,202 50,308 203,406

適用除外分 ／ ／ ／ 71,216 71,216

合計 883,935 328,382 45,050 142,431 1,399,799  
注) 1. 適用除外分は、信用リスク・アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額です。
2. その他には預け金、コールローン、買入金銭債権、金銭の信託、外国為替、その他資産が含まれます。

（C）残存期間別内訳 （単位：億円）

平成19年度

貸出金・コミットメント・店頭 有価証券 店頭 その他 合計
デリバティブ以外のオフバランス デリバティブ

1年未満 299,690 95,862 4,923 16,520 416,996
1年以上3年未満 128,830 70,828 27,179 7,960 234,799
3年以上5年未満 132,975 33,970 15,103 479 182,528
5年以上 219,225 58,105 10,742 341 288,414
期間の定めのないもの等 92,436 50,167 1,165 40,196 183,966

適用除外分 ／ ／ ／ 97,830 97,830

合計 873,159 308,935 59,113 163,328 1,404,537  
注) 1. 適用除外分は、信用リスク・アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額です。
2. その他には預け金、コールローン、買入金銭債権、金銭の信託、外国為替、その他資産が含まれます。

（単位：億円）
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自己資本の充実の状況

みずほフィナンシャルグループ連結の自己資本の充実の状況

平成18年度

貸出金・コミットメント・店頭 有価証券 店頭 その他 合計
デリバティブ以外のオフバランス デリバティブ

国内 18,336 659 80 332 19,408

海外 1,187 2 ― 68 1,257
アジア 261 2 ― 58 321
中南米 8 0 ― 0 8
北米 538 ― ― 0 538
東欧 5 ― ― ― 5
西欧 319 ― ― 9 328
その他の地域 54 ― ― ― 54

適用除外分 ／ ／ ／ 3 3

合計 19,523 661 80 403 20,668  
注) 1. 適用除外分は、信用リスク・アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額です。
2. 非居住者分は海外に含みます。
3. その他には預け金、コールローン、買入金銭債権、金銭の信託、外国為替、その他資産が含まれます。

（D）地域別内訳 （単位：億円）

平成19年度

貸出金・コミットメント・店頭 有価証券 店頭 その他 合計
デリバティブ以外のオフバランス デリバティブ

国内 17,352 1,872 256 387 19,868

海外 1,145 0 3 51 1,200
アジア 273 0 0 42 316
中南米 1 0 ― 0 1
北米 225 ― ― 0 225
東欧 5 ― ― ― 5
西欧 587 ― 3 7 598
その他の地域 53 ― ― ― 53

適用除外分 ／ ／ ／ 4 4

合計 18,497 1,872 260 442 21,073  
注) 1. 適用除外分は、信用リスク・アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額です。
2. 非居住者分は海外に含みます。
3. その他には預け金、コールローン、買入金銭債権、金銭の信託、外国為替、その他資産が含まれます。

（単位：億円）

○3ヶ月以上延滞エクスポージャー又はデフォルトしたエクスポージャーの状況
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平成19年度

貸出金・コミットメント・店頭 有価証券 店頭 その他 合計
デリバティブ以外のオフバランス デリバティブ

製造業 2,466 82 37 107 2,694 
建設業 1,058 129 11 9 1,208
不動産業 2,983 5 3 6 2,999
各種サービス業 2,771 44 8 64 2,888
卸売・小売業 3,261 90 85 111 3,548
金融・保険業 2,097 1,179 25 70 3,372 
個人 1,913 ― ― 15 1,928 
その他の業種 1,945 340 87 53 2,428

適用除外分 ／ ／ ／ 4 4

合計 18,497 1,872 260 442 21,073 
注) 1. 適用除外分は、信用リスク・アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額です。
2. その他には預け金、コールローン、買入金銭債権、金銭の信託、外国為替、その他資産が含まれます。

（単位：億円）

平成18年度

貸出金・コミットメント・店頭 有価証券 店頭 その他 合計
デリバティブ以外のオフバランス デリバティブ

製造業 1,542 52 5 122 1,724 
建設業 900 138 10 5 1,054
不動産業 3,440 1 3 5 3,451
各種サービス業 2,225 18 4 62 2,311
卸売・小売業 2,701 281 27 82 3,092 
金融・保険業 3,325 85 19 69 3,499 
個人 1,922 ― ― 15 1,937 
その他の業種 3,464 83 8 37 3,593

適用除外分 ／ ／ ／ 3 3

合計 19,523 661 80 403 20,668 
注) 1. 適用除外分は、信用リスク・アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額です。
2. その他には預け金、コールローン、買入金銭債権、金銭の信託、外国為替、その他資産が含まれます。

（E）業種別内訳 （単位：億円）

○貸倒引当金等の状況

一般貸倒引当金 期首残高 6,157 5,008
当期増加額 5,008 5,109
当期減少額 6,157 5,008
期末残高 5,008 5,109

個別貸倒引当金 期首残高 1,949 3,523
当期増加額 3,523 1,734
当期減少額 1,949 3,523
期末残高 3,523 1,734

特定海外債権引当勘定 期首残高 34 31
当期増加額 31 0
当期減少額 34 31
期末残高 31 0

合計 期首残高 8,141 8,563
当期増加額 8,563 6,844
当期減少額 8,141 8,563
期末残高 8,563 6,844

（F）貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額（部分直接償却実施後） （単位：億円）

平成18年度 平成19年度
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自己資本の充実の状況

みずほフィナンシャルグループ連結の自己資本の充実の状況

平成18年度 平成19年度

製造業 77 231
建設業 14 74
不動産業 6 27
各種サービス業 117 131
卸売・小売業 209 350
金融・保険業 57 54
個人 56 27
その他 130 377

適用除外分 2 5

合計 671 1,280
注) 1. 連結損益計算書の貸出金償却の計数に基づき、その内訳を表示しています。
2. 適用除外分は、信用リスク・アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額です。
3. その他には海外分及び非居住者分を含みます。

（H）貸出金償却額の業種別の内訳 （単位：億円）

平成18年度 平成19年度 増減

国内 3,328 1,446 △1,881
製造業 154 120 △33
建設業 32 53 21
不動産業 113 103 △10
各種サービス業 168 247 78
卸売・小売業 216 249 32
金融・保険業 1,785 43 △1,742
個人 646 568 △78
その他 209 59 △149

海外 159 247 88

適用除外分 35 39 3

合計 3,523 1,734 △1,788
注) 適用除外分は、信用リスク・アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額です。

（G）個別貸倒引当金の地域別及び業種別の内訳 （単位：億円）
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平成18年度 平成19年度

50% 1,738 1,806
70% 4,841 8,099
90% 3,033 2,192
95% 298 994
115% 942 2,919
120% 114 50
140% 101 27
250% 3,208 2,795

デフォルト ― 82

合計 14,280 18,967

（K）リスク・ウェイト区分別スロッティング・クライテリアに割り当てられた特定貸付債権残高 （単位：億円）

リスク・ウェイト

リスク・ウェイト

平成18年度 平成19年度

300% 782 2,160
400% 687 615

合計 1,470 2,776
注）簡易手法が適用される株式等エクスポージャーのうち、上場株式については300%、非上場株式については400%のリスク・ウェイトを適用しています。

（L）リスク・ウェイト区分別マーケット・ベース方式の簡易手法が適用される株式等エクスポージャー残高 （単位：億円）

○内部格付手法が適用されるエクスポージャーの状況

平成18年度 平成19年度

資本控除の額 154 294

（J）資本控除の額 （単位：億円）

○標準的手法が適用されるエクスポージャーの状況

平成18年度

オンバランス オフバランス 合計 うち外部格付あり

0% 7,581 18,752 26,334 1,389
10% 6 1 8 ―
20% 5,386 11,489 16,876 0
35% 0 ― 0 ―
50% 855 5 861 5
100% 20,862 6,272 27,134 153
150% 0 ― 0 ―
350% ― ― ― ―

合計 34,694 36,522 71,216 1,547
注）オフバランスのエクスポージャーは与信相当額を記載しています。

（I）リスク・ウェイト区分別信用リスク削減効果適用後の残高 （単位：億円）

リスク・ウェイト

平成19年度

オンバランス オフバランス 合計 うち外部格付あり

0% 6,291 29,468 35,760 715
10% 124 ― 124 ―
20% 6,449 21,379 27,828 6
35% 0 ― 0 ―
50% 926 12 938 59
100% 25,134 8,041 33,176 285
150% 0 ― 0 ―
350% ― ― ― ―
625% ― ― ― ―

937.5% ― ― ― ―
1,250% ― 0 0 ―

合計 38,927 58,902 97,830 1,067
注）オフバランスのエクスポージャーは与信相当額を記載しています。

（単位：億円）

リスク・ウェイト
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自己資本の充実の状況

みずほフィナンシャルグループ連結の自己資本の充実の状況

平成18年度

EAD加重平均 EAD加重平均 EAD加重平均 EAD オンバランス オフバランス
PD（％） LGD（％） リスク・ウェイト（％） （億円）

事業法人向け　 3.97 43.49 51.99 585,320 441,374 143,946
投資適格ゾーン 0.12 43.93 32.64 311,166 205,101 106,064
非投資適格ゾーン 1.80 42.77 79.23 255,907 218,782 37,125
デフォルト 100.00 46.21 ― 18,247 17,490 756

ソブリン向け　 0.03 44.99 2.80 433,618 349,937 83,681
投資適格ゾーン 0.01 44.99 2.48 431,950 348,388 83,561
非投資適格ゾーン 2.10 44.99 86.73 1,619 1,499 119
デフォルト 100.00 45.00 ― 48 48 0

金融機関等向け　 0.21 43.76 29.02 76,991 32,075 44,915
投資適格ゾーン 0.13 43.81 28.05 74,705 30,197 44,507 
非投資適格ゾーン 0.94 41.81 61.90 2,244 1,835 408
デフォルト 100.00 45.00 ― 41 41 ―

PD/LGD方式を適用する株式等エクスポージャー 2.46 90.00 124.66 9,109 9,109 ―
投資適格ゾーン 0.12 90.00 121.16 8,605 8,605 ―
非投資適格ゾーン 4.62 90.00 305.54 304 304 ―
デフォルト 100.00 90.00 ― 199 199 ―

合計　 2.15 44.48 31.69 1,105,040 832,497 272,543
投資適格ゾーン 0.06 44.95 17.38 826,427 592,293 234,134
非投資適格ゾーン 1.80 42.83 79.39 260,074 222,422 37,652 
デフォルト 100.00 46.68 ― 18,537 17,781 756

注）1. 投資適格ゾーンには債務者格付A1～B2が含まれ、非投資適格ゾーンにはC1～E2（E2Rを除く）が、デフォルトにはE2R～H1がそれぞれ含まれます（債務者格付詳細については65ページに記載
しています）。

2. 事業法人向けにはスロッティング・クライテリアに割り当てられた特定貸付債権が含まれません。

（M）資産区分・格付区分別ポートフォリオ（事業法人等向け） （単位：億円）

平成19年度

EAD加重平均 EAD加重平均 EAD加重平均 EAD オンバランス オフバランス
PD（％） LGD（％） リスク・ウェイト（％） （億円）

事業法人向け　 4.09 43.06 54.17 585,856 428,997 156,858
投資適格ゾーン 0.11 42.95 27.07 321,452 207,239 114,212 
非投資適格ゾーン 2.58 42.99 93.22 247,139 205,440 41,698
デフォルト 100.00 46.28 ― 17,264 16,317 947 

ソブリン向け　 0.01 44.99 1.90 417,954 330,950 87,003 
投資適格ゾーン 0.00 44.99 1.63 416,584 329,646 86,937
非投資適格ゾーン 1.05 44.98 84.33 1,368 1,302 66 
デフォルト 100.00 45.00 ― 1 1 ―

金融機関等向け　 0.10 42.13 18.41 81,416 30,624 50,792 
投資適格ゾーン 0.07 42.16 17.13 79,343 29,488 49,854 
非投資適格ゾーン 1.05 41.00 67.68 2,069 1,131 937
デフォルト 100.00 45.00 ― 3 3 ―

PD/LGD方式を適用する株式等エクスポージャー 12.93 90.00 130.66 10,609 10,609 ―
投資適格ゾーン 0.06 90.00 139.41 8,643 8,643 ―
非投資適格ゾーン 3.75 90.00 291.43 621 621 ―
デフォルト 100.00 90.00 ― 1,343 1,343 ―

合計　 2.32 44.19 32.32 1,095,836 801,182 294,654
投資適格ゾーン 0.05 44.40 14.46 826,024 575,019 251,004
非投資適格ゾーン 2.56 43.10 93.45 251,199 208,497 42,702  
デフォルト 100.00 49.43 ― 18,612 17,665 947 

注）1. 投資適格ゾーンには債務者格付A1～B2が含まれ、非投資適格ゾーンにはC1～E2（E2Rを除く）が、デフォルトにはE2R～H1がそれぞれ含まれます（債務者格付詳細については65ページに記載
しています）。

2. 事業法人向けにはスロッティング・クライテリアに割り当てられた特定貸付債権が含まれません。

（単位：億円）
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平成18年度

EAD加重平均 EAD加重平均 EAD加重平均 EAD加重平均 EAD オンバランス オフバランス コミットメント 未引出額に乗ずる
PD（％） LGD（％）ELdefault（％） リスク・ウェイト（％） （億円） の未引出額 掛目の加重平均値(%)

居住用不動産向け　 1.53 47.86 0.36 35.65 102,607 101,814 792 ― ―
非デフォルト 0.85 47.81 ― 35.59 101,908 101,478 430 ― ―
デフォルト 100.00 56.13 52.73 45.01 698 336 362 ― ―

適格リボルビング型リテール向け 2.87 73.36 0.32 53.38 3,450 2,407 1,042 14,098 7.37 
非デフォルト 2.46 73.33 ― 53.39 3,435 2,395 1,040 14,080 7.36  
デフォルト 100.00 79.85 75.98 51.22 14 12 2 17 13.27  

その他リテール向け　 4.04 49.17 1.37 50.53 24,102 23,454 647 682 77.79
非デフォルト 1.63 48.39 ― 50.62 23,510 22,866 643 676 77.75 
デフォルト 100.00 59.21 55.68 46.87 592 587 4 5 82.08 

合計　 2.03 48.14 0.54 38.88 130,160 127,677 2,483 14,780 10.62 
非デフォルト 1.04 48.59 ― 38.81 128,855 126,740 2,114 14,757 10.59 
デフォルト 100.00 3.47 54.33 45.92 1,305 936 369 23 28.98 

（N）資産区分・格付区分別ポートフォリオ（リテール向け） （単位：億円）

平成19年度

EAD加重平均 EAD加重平均 EAD加重平均 EAD加重平均 EAD オンバランス オフバランス コミットメント 未引出額に乗ずる
PD（％） LGD（％）ELdefault（％） リスク・ウェイト（％） （億円） の未引出額 掛目の加重平均値(%)

居住用不動産向け　 1.76 46.35 0.42 36.39 103,092 98,149 4,943 61 100.00
非デフォルト 0.91 46.29 ― 36.29 102,212 97,324 4,888 61 100.00
デフォルト 100.00 53.07 49.42 48.31 879 824 55 ― ―

適格リボルビング型リテール向け 3.42 69.87 0.34 57.44 3,290 2,328 961 14,064 6.81  
非デフォルト 2.97 69.83 ― 57.44 3,274 2,315 958 14,042 6.80  
デフォルト 100.00 77.70 73.36 57.42 15 12 2 22 11.29  

その他リテール向け　 4.29 49.23 1.29 50.72 23,055 22,558 496 589 76.58 
非デフォルト 1.79 49.09 ― 50.74 22,468 22,015 452 544 74.89  
デフォルト 100.00 54.62 50.83 50.13 587 542 44 45 96.80 

合計　 2.25 47.46 0.58 39.48 129,438 123,036 6,401 14,715 9.99 
非デフォルト 1.12 47.39 ― 39.37 127,955 121,656 6,299 14,647 9.72 
デフォルト 100.00 53.93 50.23 49.13 1,482 1,380 101 68 68.42 

（単位：億円）
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自己資本の充実の状況

みずほフィナンシャルグループ連結の自己資本の充実の状況

平成18年度 平成19年度

実績値 実績値

事業法人向け 11,265 10,010
ソブリン向け 9 0
金融機関等向け 38 4
居住用不動産向け 1,105 757
適格リボルビング型リテール向け 49 47
その他リテール向け 631 417

合計 13,099 11,238
注）1. 実績値は、当該期間の無税直接償却、不良債権売却損、不良債権放棄損、債権株式交換損、および当該期末の部分直接償却、個別貸倒引当金、一般貸倒引当金（うち要管理先以下）の合計額です。
2. 資産区分別の実績値については、平成18年度（平成18年4月～平成19年3月）より蓄積を開始しています。
3. PD/LGD方式を適用する株式等エクスポージャーについては、損失が与信関係費用として計上されない（信用リスクに伴うものかの判別が困難である）ことから、損失の実績値に含めていません。

（O）エクスポージャー別損失の実績値 （単位：億円）

平成18年度 平成19年度

推計値 実績値 推計値 実績値

事業法人向け ／ 11,265 10,860 10,010
ソブリン向け ／ 9 54 0
金融機関等向け ／ 38 64 4
居住用不動産向け ／ 1,105 782 757
適格リボルビング型リテール向け ／ 49 72 47
その他リテール向け ／ 631 529 417

合計 ／ 13,099 12,365 11,238
注）1. 推計値は平成19年3月末の期待損失額です。
2. 資産区分別の期待損失額は、平成19年3月末基準より推計を開始しています。
3. 実績値は、当該期間の無税直接償却、不良債権売却損、不良債権放棄損、債権株式交換損、および当該期末の部分直接償却、個別貸倒引当金、一般貸倒引当金（うち要管理先以下）の合計額です。
4. 資産区分別の実績値については、平成18年度（平成18年4月～平成19年3月）より蓄積を開始しています。
5. PD/LGD方式を適用する株式等エクスポージャーについては、損失が与信関係費用として計上されない（信用リスクに伴うものかの判別が困難である）ことから、損失の推計値・実績値に含めていま
せん。

（P）エクスポージャー別損失の推計値と実績値の対比 （単位：億円）

［要因分析］

みずほコーポレート銀行における取引先企業の格付区分改善等

に係る引当金の取崩し等を主因として、損失の実績値は前年度比

△1,861億円の11,238億円となりました。
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平成18年度

適格金融資産担保 適格資産担保 保証 クレジット・デリバティブ 合計

内部格付手法 28,183 44,774 29,412 5,050 107,421
事業法人向け 22,610 43,262 15,430 5,050 86,354
ソブリン向け 2 262 4,744 ― 5,010
金融機関等向け 5,169 42 605 ― 5,817
リテール向け 401 1,206 8,631 ― 10,239
居住用不動産向け ― ― 3,638 ― 3,638
適格リボルビング型リテール向け ― ― 47 ― 47
その他リテール向け 401 1,206 4,945 ― 6,553

その他 ― ― ― ― ―

標準的手法 14,700 ／ 667 83 15,452
ソブリン向け 14,512 ／ ― ― 14,512
金融機関等向け 31 ／ 27 59 118
法人等向け 156 ／ 640 4 801
抵当権付住宅ローン ― ／ ― ― ―
証券化 ― ／ ― 19 19
その他 0 ／ ― ― 0

合計 42,884 44,774 30,080 5,134 122,873 

（単位：億円）

（9）ポートフォリオ区分別信用リスク削減手法
担保及び保証による信用リスク削減手法の効果を勘案したエクス

ポージャーの額は以下のとおりです。

平成19年度

適格金融資産担保 適格資産担保 保証 クレジット・デリバティブ 合計

内部格付手法 27,000 43,881 34,866 7,135 112,884
事業法人向け 21,303 42,825 18,096 6,935 89,161
ソブリン向け 2 281 6,248 ― 6,532
金融機関等向け 5,423 76 2,347 200 8,048
リテール向け 270 697 8,174 ― 9,142
居住用不動産向け ― ― 3,280 ― 3,280
適格リボルビング型リテール向け ― ― 10 ― 10
その他リテール向け 270 697 4,883 ― 5,852

その他 ― ― ― ― ―

標準的手法 25,082 ／ 941 342 26,366
ソブリン向け 24,288 ／ 116 ― 24,405
金融機関等向け 52 ／ 8 ― 61
法人等向け 732 ／ 817 342 1,892 
抵当権付住宅ローン ― ／ ― ― ―
証券化 7 ／ ― ― 7 
その他 0 ／ ― ― 0

合計 52,082 43,881 35,808 7,478 139,251

（単位：億円）

■信用リスク削減手法

（8）信用リスク削減手法に関するリスク管理について
当グループでは債権保全の手段として、担保および保証を取得し

ています。担保および保証の取得においては、担保価値・保証履行

能力や法的有効性等を評価し、取得後も定期的に再評価を行ってい

ます。さらに、担保の種類別の集中状況や保証等の間接与信も含

めた個社のリスクの集中状況について把握しています。

自己資本比率規制における信用リスク・アセットの額の算出に際し

ては、告示要件を充足する適格金融資産担保（主に預金や有価証券）

や適格資産担保（主に不動産）、および告示要件を充足する「ソブリ

ン」、「金融機関」と「一定格付以上の事業法人等」からの保証によ

る信用リスク削減の効果を反映しています。

また、事業法人等向けエクスポージャーの信用リスク・アセットの

額の算出に際しては、告示に基づき期間等を考慮の上、法的に相殺

が可能な貸出債権と自行預金について、双方を相殺しています。

派生商品取引およびレポ取引の信用リスク・アセットの額の算出に

際しては、取引国毎の法制度等に照らし、相対ネッティング契約が有

効な場合に、その効果を勘案しています。
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自己資本の充実の状況

みずほフィナンシャルグループ連結の自己資本の充実の状況

（11）派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクの状況

平成18年度 平成19年度

想定元本額 想定元本額

クレジット・デリバティブの種類

クレジット･デフォルト･スワップ プロテクションの購入 63,097 133,246
プロテクションの提供 51,446 123,145

トータル･リターン･スワップ プロテクションの購入 ― ―
プロテクションの提供 ― ―

合計 プロテクションの購入 63,097 133,246
プロテクションの提供 51,446 123,145

注）なお、信用リスク削減手法として用いたクレジット・デリバティブは以下のとおりです。

（C）与信相当額算出の対象となるクレジット・デリバティブの想定元本 （単位：億円）

平成18年度 平成19年度

適格金融資産担保 553 476
適格資産担保 462 637
保証・その他 103 21

合計 1,118 1,135

（B）信用リスク削減手法適用額（種類別） （単位：億円）

平成18年度 平成19年度

グロスの再構築コスト グロスのアドオン 与信相当額 グロスの再構築コスト グロスのアドオン 与信相当額

外国為替関連取引 18,435 23,295 41,731 29,780 22,222 52,003
金利関連取引 48,103 46,076 94,180 96,211 52,525 148,737
金関連取引 1 0 2 1 0 2
株式関連取引 1,008 671 1,679 1,092 816 1,909
貴金属（金を除く）関連取引 ― 0 0 5 2 7
その他のコモディティ関連取引 1,634 1,228 2,863 2,128 1,146 3,275
クレジット・デリバティブ取引 172 4,641 4,813 3,136 20,555 23,692

小計 ① 69,356 75,914 145,271 132,357 97,270 229,628

一括清算ネッティング契約による
与信相当額削減効果（△） ② ／ ／ 90,619 ／ ／ 142,855

小計 ③＝①＋② ／ ／ 54,652 ／ ／ 86,772

担保付デリバティブ取引における
信用リスク削減手法効果勘案（△） ④ ／ ／ 1,500 ／ ／ 9,262

合計 ③＋④ ／ ／ 53,151 ／ ／ 77,509
注）与信相当額の算出方法はカレントエクスポージャー方式を用いています。

〈派生商品取引〉 （単位：億円）

平成18年度 平成19年度

信用リスク削減手法として用いたクレジット・デリバティブ 6,610 9,565

（単位：億円）

■派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスク

（10）派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスク管理について
派生商品取引等の取引相手のリスクに関するリスク管理の方針

および手続きの概要については196ページに記載しています。

（A）派生商品取引及び長期決済期間取引の状況

平成19年度

グロスの再構築コスト グロスのアドオン 与信相当額

長期決済期間取引 29 106 136
注）1. 与信相当額の算出方法はカレントエクスポージャー方式を用いています。
2. 長期決済期間取引について、「一括清算ネッティング契約による与信相当額削減効果」及び「担保付取引における信用リスク削減手法効果」の適用はありません。

〈長期決済期間取引〉 （単位：億円）
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○バーゼルⅡにかかる対応の状況
内部格付手法の対象となる証券化エクスポージャーの信用リス

ク・アセットの額等の算出においては、自己資本比率告示に従い、適

格格付機関の格付が付与されている場合は外部格付準拠方式、それ

以外の場合については指定関数方式を適用しています。なお、外部

格付準拠方式、指定関数方式ともに適用できない場合には、自己資

本控除の取扱いとしています。

また、標準的手法の対象となる証券化エクスポージャーに係る信

用リスク・アセットの額等については、適格格付機関の格付に応じた

リスク・ウェイトや裏付資産の加重平均リスク・ウェイト等に基づき算

出しています。

証券化エクスポージャーのリスク・ウェイトの判定に使用する適格

格付機関として、株式会社格付投資情報センター（R&I）、株式会社

日本格付研究所（JCR）、ムーディーズ・インベスターズ・サービス・

インク（Moody's）、スタンダード・アンド・プアーズ・レーティング・

サービシズ（S&P）、フィッチレーティングスリミテッド（Fitch）を採

用しています。（証券化エクスポージャーの種類毎に使用する適格

格付機関を分類はしていません。）

証券化エクスポージャーについては、自己資本比率告示等の定義

に従い、「ノン・リコース」および「優先劣後構造」の2つの特徴をも

とに対象取引を区分しています。ただし、特定貸付債権に該当する

取引は、含まれていません。

また、証券化エクスポージャーは、信用リスク･アセットの額の対象

となる取引を開示しており、特定取引勘定（含む、証券子会社）で保

有するものについては、含まれていません。

なお、特定取引勘定保有分も含む当グループにおける証券化商

品（自己資本比率告示等の定義と異なる管理会計ベース）の保有状

況および海外ABCPプログラムの状況等については、144～149

ページも併せてご参照ください。

（13）証券化取引に関する会計方針について
証券化取引に関する金融資産及び金融負債の発生及び消滅の認

識、その評価及び会計処理については、企業会計基準第10号「金融

商品に関する会計基準」（平成11年1月22日　企業会計審議会）

等に準拠しています。

また、会計基準の国際的な収斂に向けた動向を鑑み、時価を把握

することが極めて困難な場合を除き、市場価格及びこれに準ずるも

のとして合理的に算定された価額（ブローカー又は情報ベンダーか

ら入手する価格等）による評価を実施しています。

更に、平成20年3月26日に日本公認会計士協会より公表された

「証券化商品の評価等に対する監査に当たって」を踏まえ、複合金融

商品に係る区分処理についても適切に対応しています。

■証券化エクスポージャー

（12）証券化エクスポージャーの概要およびリスク管理等について

みずほフィナンシャルグループでは、様々な観点と立場から、証券

化取引に係っています。なお、下記（イ）～（ハ）に係る定量情報につ

いては、自己資本比率告示等の定義に従い、次ページ以降の「証券

化エクスポージャーの定量的開示項目」に記載しています。

（イ） 保有資産の流動化（以下、オリジネーターとしての証券化）

与信集中リスクの削減及び経済的資本コントロール等を

目的に、銀行勘定で保有する住宅ローン、事業法人、証券

化エクスポージャー等を裏付資産とする証券化スキームを

用いた流動化（（例）シンセティックCDO）に取り組んでいま

す。オリジネーターとしての証券化案件実行に際しては、

経済的資本の削減とリスク・リターンの改善効果、リスク移

転の実態的な効果等をあらゆる角度から検討の上で取引

方法や可否を判断しています。

（ロ）流動化プログラム（ABCP/ABL）のスポンサー

お客さまの保有する売掛債権・手形債権等の流動化を支

援する目的で、スポンサーとして、ABLの供与、ABCP

バックアップラインにより証券化エクスポージャーを保有し

ています。その際には、当グループとして投資家の立場も

踏まえたデューデリジェンス等によりリスクの実態を正確に

把握するとともに、内部格付の付与、案件審査等の案件評

価を実施し、他の直接的な貸出資産と併せて厳正に管理を

しています。

（ハ）代替的な信用リスク資産への投資（以下、投資家としての

証券化取引）

分散投資の観点から既存の与信とは異なる代替的な信

用リスク資産への投資等を目的に、証券化商品（ABS、

CMBS、RMBS、CDO等）を保有しています。投資家とし

ての証券化取引については、ポートフォリオマネジメント委

員会等において当該取引の投資枠を設定、厳格に管理を

行う仕組みを構築しています。また、市場流動性枯渇や価

格急落等を踏まえたストレステストについても実施してい

ます。

その他、お客さまの資金調達手段として、ABL、ABCP、信託ス

キーム等、様々な流動化プログラムのアレンジを手掛けています。

原資産等のリスク実態を把握し、投資されるお客さまにリスクやプロ

グラムの内容を適切に開示するよう努めています。

このほかにも、サービサー案件の受託を積極的に行うほか、決済

資金ファシリティの提供（サービサー・キャッシュ・アドバンス）、証券

化目的導管体への金利スワップの提供などを行っています。

当グループにおいては、証券化取引を含めたすべての与信取引に

係る信用リスク量の計測のほか、証券化取引等の投資残高・パフォー

マンスの定期的なモニタリングを行い、ポートフォリオマネジメント

委員会等に報告しています。
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自己資本の充実の状況

みずほフィナンシャルグループ連結の自己資本の充実の状況

（14）証券化エクスポージャーの定量的開示項目

○オリジネーターとしての証券化エクスポージャー

平成18年度

クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 証券化商品 合計

資産譲渡型証券化取引
原資産の額 ― 3,752 ― ― 582 275 ― 4,610
うちデフォルトしたエクスポージャーの額 ― 19 ― ― 17 ― ― 36

当期の損失額 ― 14 ― ― ― ― ― 14

当期に証券化を行ったエクスポージャーの額 ― ― ― ― ― 143 ― 143

当期中に認識した売却損益の額 ― ― ― ― ― ― ― ―

早期償還条項付証券化エクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―

合成型証券化取引に係るエクスポージャー
原資産の額 ― ― ― ― 5,490 ― 3,140 8,631
うちデフォルトしたエクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―

当期の損失額 ― ― ― ― ― ― ― ―

当期に証券化を行ったエクスポージャーの額 ― ― ― ― 5,862 ― 3,140 9,002
注）1.「当期」に関する情報については、平成18年度における累計額を記載しています。
2.「原資産の額」、「当期の損失額」には当グループがオリジネートしたエクスポージャーの他、他の金融機関がオリジネートした資産が同一プログラムに含まれる場合、これを含みます。
3. 合成型証券化取引の「うちデフォルトしたエクスポージャーの額」、「当期の損失額」は、当該取引におけるデフォルト定義等をベースに記載しています。
4.「原資産種類の区分」については、個別取引毎の原資産のうち主要なものをベースに記載しています。
5. クレジットカード与信には、ショッピングクレジット、カードローン等が含まれています。
6. 合成型証券化取引によるリスク移転（ヘッジ）の自己資本比率算出上のリスク削減効果については、「（B）保有する証券化エクスポージャーに関する情報」の「所要自己資本額」において反映してい
ます。

（A）原資産の種類別の情報 （単位：億円）

平成19年度

クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 証券化商品 合計

資産譲渡型証券化取引
原資産の額 ― 3,130 ― ― 278 221 ― 3,630
うちデフォルトしたエクスポージャーの額 ― 24 ― ― 14 ― ― 38

当期の損失額 ― 9 ― ― 2 ― ― 12

当期に証券化を行ったエクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―

当期中に認識した売却損益の額 ― ― ― ― ― ― ― ―

早期償還条項付証券化エクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―

合成型証券化取引に係るエクスポージャー
原資産の額 ― ― ― ― 7,763 ― 2,695 10,458
うちデフォルトしたエクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―

当期の損失額 ― ― ― ― ― ― ― ―

当期に証券化を行ったエクスポージャーの額 ― ― ― ― 3,291 ― 229 3,520
注）1.「当期」に関する情報については、平成19年度における累計額を記載しています。
2.「原資産の額」、「当期の損失額」には当グループがオリジネートしたエクスポージャーの他、他の金融機関がオリジネートした資産が同一プログラムに含まれる場合、これを含みます。
3. 合成型証券化取引の「うちデフォルトしたエクスポージャーの額」、「当期の損失額」は、当該取引におけるデフォルト定義等をベースに記載しています。
4.「原資産種類の区分」については、個別取引毎の原資産のうち主要なものをベースに記載しています。
5. クレジットカード与信には、ショッピングクレジット、カードローン等が含まれています。
6. 合成型証券化取引によるリスク移転（ヘッジ）の自己資本比率算出上のリスク削減効果については、「（B）保有する証券化エクスポージャーに関する情報」の「所要自己資本額」において反映してい
ます。

7. 原資産が「証券化商品」に区分される合成型証券化取引2,695億円において、リスク移転（ヘッジ）の対象となる証券化商品の主な裏付資産は「住宅ローン」で、その他「不動産」「事業法人」等を含ん
でいます。なお、145ページの「外貨建て証券化商品（銀行部門）」注記項番2に記載のCDS等を用いた流動化スキームのうち、自己資本比率告示等の定義において証券化エクスポージャーに該当し
ない流動化スキームについては、オリジネーターとしての証券化エクスポージャーに含まれません。

（単位：億円）

平成18年度の開示計数については、「原資産種類の区分」等、平

成19年度の定義に合わせて見直しを行っております。
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（B）保有する証券化エクスポージャーに関する情報

平成18年度 平成18年度

クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 証券化商品 合計 所要自己資本額

～20％ ― ― ― ― 4,370 20 2,953 7,344 44
～50％ ― ― ― ― ― ― ― ― ―
～100％ ― ― ― ― ― ― ― ― ―
～250％ ― 450 ― ― 1,025 ― ― 1,475 111
～650％ ― ― ― ― ― ― 180 180 3
650％超 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

自己資本控除 ― 0 ― ― 127 ― 6 133 111

合計 ― 450 ― ― 5,522 20 3,140 9,134 271

〈リスク・ウェイト区分別・原資産種類別の残高及び所要自己資本の額〉 （単位：億円）

リスク・
ウェイト

平成19年度 平成19年度

クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 証券化商品 合計 所要自己資本額

～20％ ― ― ― ― 7,332 30 2,569 9,932 64
～50％ ― ― ― ― ― ― ― ― ―
～100％ ― ― ― ― ― ― ― ― ―
～250％ ― 428 ― ― 56 ― ― 484 57
～650％ ― ― ― ― 37 ― 119 156 3
650％超 ― ― ― ― 199 ― ― 199 45

自己資本控除 ― 0 ― ― 171 ― 7 178 131

合計 ― 428 ― ― 7,796 30 2,695 10,951 302

（単位：億円）

リスク・
ウェイト

連結自己資本比率告示附則第15条により算出される信用リスク・アセットの額 ― ―

〈連結自己資本比率告示附則第15条により算出される信用リスク・アセットの額〉 （単位：億円）

平成18年度

クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 証券化商品 合計

証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 ― 109 ― ― ― ― ― 109

〈証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額〉 （単位：億円）

平成19年度

クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 証券化商品 合計

証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 ― 93 ― ― ― ― ― 93

（単位：億円）

平成18年度 平成19年度
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みずほフィナンシャルグループ連結の自己資本の充実の状況

平成18年度

クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 売掛債権・手形債権 不動産 その他 合計

原資産の額 2,449 ― 720 2,583 6,849 ― 177 12,780
うちデフォルトしたエクスポージャーの額 ― ― ― 38 201 ― ― 239

原資産に関する当期の想定損失額 170 ― 2 31 130 ― 7 342

当期に証券化を行ったエクスポージャーの額 1,852 ― 2,425 16,587 35,083 ― 177 56,126
注）1.「当期」に関する情報については、平成18年度における累計額を記載しています。
2. 流動化プログラム（ABCP/ABL）のスポンサーとしての証券化エクスポージャーのうち、お客さまの保有する債権の流動化において、スポンサー以外の立場で証券化エクスポージャー（ABS、信託
受益権等、転売可能な形態）を取得した場合は、投資家に分類しています。

3. デフォルトしたエクスポージャーの額は、原資産のうち、自己資本比率の算出においてデフォルトとして認識した額を記載しています。
4. 原資産に関する当期の想定損失額については、基準日時点の原資産残高及び自己資本比率の算出に使用される下記パラメータ等を用いた原資産に関する損失額の推計値を記載しています。

●指定関数方式を適用する場合に原資産の所要自己資本額算出に使用したパラメータ（PD等）
●原資産が証券化エクスポージャーの場合に、外部格付準拠方式のリスク･ウェイトを保守的に適用

5.「原資産種類の区分」については、個別取引毎の原資産のうち主要なものをベースに記載しています。なお、区分が困難な取引については、「その他」に記載しています。
6. クレジットカード与信には、ショッピングクレジット、カードローン等が含まれています。

（C）原資産の種類別の情報 （単位：億円）

○流動化プログラム（ABCP/ABL）のスポンサーとしての証券化エクスポージャー

平成19年度

クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 売掛債権・手形債権 不動産 その他 合計

原資産の額 1,809 ― 1,109 2,988 7,229 ― 523 13,660
うちデフォルトしたエクスポージャーの額 ― ― ― 85 95 ― ― 180

原資産に関する当期の想定損失額 86 ― 3 50 226 ― 62 429

当期に証券化を行ったエクスポージャーの額 5,046 1,315 6,522 23,632 30,207 ― 3,623 70,348
注）1.「当期」に関する情報については、平成19年度における累計額を記載しています。
2. 流動化プログラム（ABCP/ABL）のスポンサーとしての証券化エクスポージャーのうち、お客さまの保有する債権の流動化において、スポンサー以外の立場で証券化エクスポージャー（ABS、信託
受益権等、転売可能な形態）を取得した場合は、投資家に分類しています。

3. デフォルトしたエクスポージャーの額は、原資産のうち、自己資本比率の算出においてデフォルトとして認識した額を記載しています。
4. 原資産に関する当期の想定損失額については、基準日時点の原資産残高及び自己資本比率の算出に使用される下記パラメータ等を用いた原資産に関する損失額の推計値を記載しています。

●指定関数方式を適用する場合に原資産の所要自己資本額算出に使用したパラメータ（PD等）
●原資産が証券化エクスポージャーの場合に、外部格付準拠方式のリスク･ウェイトを保守的に適用

5.「原資産種類の区分」については、個別取引毎の原資産のうち主要なものをベースに記載しています。なお、区分が困難な取引については、「その他」に記載しています。
6. クレジットカード与信には、ショッピングクレジット、カードローン等が含まれています。
7.「当期に証券化を行ったエクスポージャーの額」のうち、「住宅ローン」に区分する1,315億円（証券化商品）については、みずほコーポレート銀行が当該ABCPプログラム向けに供与した貸出金の
代物弁済として取得しております。なお、当該取得した証券化商品に係る特別目的会社を当期末に連結していることから、当該特別目的会社が保有する証券化エクスポージャーを「投資家としての証
券化エクスポージャー」に記載しています。

（単位：億円）

（D）保有する証券化エクスポージャーに関する情報

平成18年度 平成18年度

クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 売掛債権・手形債権 不動産 その他 合計 所要自己資本額

～20％ 31 ― 247 1,654 4,412 ― ― 6,345 45
～50％ 903 ― ― 806 342 ― 186 2,237 77
～100％ 51 ― 402 108 1,231 ― ― 1,794 116
～250％ 1,842 ― ― 59 227 ― ― 2,129 231
～650％ ― ― ― ― 1 ― ― 1 0
650％超 8 ― ― ― ― ― ― 8 5

自己資本控除 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

合計 2,836 ― 650 2,628 6,215 ― 186 12,517 476
（うち原資産が海外資産である取引） 2,445 ― ― 511 247 ― 186 3,390 ／
注) 1. 保有する証券化エクスポージャーの額については、所要自己資本賦課の対象となる流動化プログラムの未使用残高が含まれています。
2.「原資産種類が海外資産である取引」については、個別取引毎の原資産のうち主要なものをベースに記載しています。

〈リスク・ウェイト区分別・原資産種類別の残高及び所要自己資本の額〉 （単位：億円）

リスク・
ウェイト

平成19年度 平成19年度

クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 売掛債権・手形債権 不動産 その他 合計 所要自己資本額

～20％ 274 ― 136 1,776 4,364 ― 390 6,942 52
～50％ ― ― 300 659 305 ― 157 1,422 44
～100％ 117 ― 647 278 1,747 ― 12 2,803 154
～250％ 1,593 ― ― ― 318 ― ― 1,911 250
～650％ ― ― 7 ― 45 ― ― 53 25
650％超 313 ― ― ― ― ― ― 313 221

自己資本控除 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

合計 2,297 ― 1,091 2,714 6,780 ― 560 13,445 748
（うち原資産が海外資産である取引） 1,654 ― ― 574 797 ― 460 3,487 ／
注) 1. 保有する証券化エクスポージャーの額については、所要自己資本賦課の対象となる流動化プログラムの未使用残高が含まれています。
2.「原資産種類が海外資産である取引」については、個別取引毎の原資産のうち主要なものをベースに記載しています。

（単位：億円）

リスク・
ウェイト
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なお、この他、告示第246条にかかる適格サービサーキャッシュ

アドバンスの信用供与のうち、所要自己資本が賦課されない未実行

部分があり、平成19年3月末と平成20年3月末における残高は、そ

れぞれ407億円、391億円です。

（E）保有する証券化エクスポージャーに関する情報

平成18年度 平成19年度

連結自己資本比率告示附則第15条により算出される信用リスク・アセットの額 ― ―

〈連結自己資本比率告示附則第15条により算出される信用リスク・アセットの額〉 （単位：億円）

○投資家としての証券化エクスポージャー

平成18年度 平成18年度

クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 その他 合計 所要自己資本額

～20％ 1,298 16,163 3,658 4,314 4,797 4,716 2,197 37,145 360
～50％ 23 97 ― 33 233 1,517 150 2,055 55
～100％ 1,982 167 1 6 119 309 28 2,616 168
～250％ ― ― ― 29 ― ― ― 29 2
～650％ ― ― ― ― 236 ― ― 236 87
650％超 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

自己資本控除 43 ― ― ― 86 131 0 261 258

合計 3,348 16,428 3,660 4,383 5,472 6,675 2,376 42,345 932
（うち原資産が海外資産である取引） 2,612 2,036 943 199 3,944 416 202 10,354 ／
（うち再証券化商品） ― 153 ― ― 97 62 194 507 ／
注）1. マネージド型CLO等に対する劣後出資等については、当該CLO等の資産に当グループがオリジネートしたエクスポージャーが含まれている場合にも投資家として開示しています。

なお、当該マネージド型CLO等に対する当グループの劣後出資額は63億円（自己資本比率の算出上自己資本控除の取扱い）、また当期の当グループから当該マネージド型CLO等への資産売却額は
1,059億円となっています。

2.「原資産種類の区分」については、個別取引毎の原資産のうち主要なものをベースに記載しています。なお、区分が困難な取引については、「その他」に記載しています。
3. クレジットカード与信には、ショッピングクレジット、カードローン等が含まれています。
4.「原資産種類が海外資産である取引」については、個別取引毎の原資産のうち主要なものをベースに記載しています。
5. 保有する証券化エクスポージャーについて、自己資本比率算出上証券化エクスポージャーの取り扱いによるリスク移転（ヘッジ）効果を反映している場合には、オリジネーターとしての証券化エクス
ポージャーに記載しています。

6. ABS等の証券化商品を裏付資産とする証券化商品（（例）ABS CDO）を、再証券化商品として記載しています。

〈リスク・ウェイト区分別・原資産種類別の残高及び所要自己資本の額〉 （単位：億円）

リスク・
ウェイト

平成19年度 平成19年度

クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 その他 合計 所要自己資本額

～20％ 1,264 16,268 3,187 4,281 3,555 6,291 1,870 36,719 351
～50％ 19 172 ― 169 551 1,661 107 2,683 73
～100％ 561 189 3 40 23 239 35 1,094 69
～250％ ― ― ― 25 2 ― ― 27 2
～650％ ― 13 ― ― ― ― ― 13 3
650％超 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

自己資本控除 ― 133 ― ― 168 206 77 585 358

合計 1,846 16,778 3,190 4,516 4,301 8,398 2,091 41,123 858
（うち原資産が海外資産である取引） 985 1,983 813 427 2,960 447 214 7,832 ／
（うち再証券化商品） ― 139 ― ― 83 23 37 283 ／
注）1. マネージド型CLO等に対する劣後出資等については、当該CLO等の資産に当グループがオリジネートしたエクスポージャーが含まれている場合にも投資家として開示しています。

なお、当該マネージド型CLO等に対する当グループの劣後出資額は80億円（自己資本比率の算出上自己資本控除の取扱い）、また当期の当グループから当該マネージド型CLO等への資産売却額は
144億円となっています。

2.「原資産種類の区分」については、個別取引毎の原資産のうち主要なものをベースに記載しています。なお、区分が困難な取引については、「その他」に記載しています。
3. クレジットカード与信には、ショッピングクレジット、カードローン等が含まれています。
4.「原資産種類が海外資産である取引」については、個別取引毎の原資産のうち主要なものをベースに記載しています。
5. 保有する証券化エクスポージャーについて、自己資本比率算出上証券化エクスポージャーの取り扱いによるリスク移転（ヘッジ）効果を反映している場合には、オリジネーターとしての証券化エクス
ポージャーに記載しています。

6. 投資家としての証券化エクスポージャーには、他社がスポンサーであるABCPプログラムに対する流動性補完枠859億円を含みます。なお、当該取引については、144～149ページに記載の開示
計数には含まれていません。

7. ABS等の証券化商品を裏付資産とする証券化商品（（例）ABS CDO）を、再証券化商品として記載しています。

（単位：億円）

リスク・
ウェイト

平成18年度 平成19年度

連結自己資本比率告示附則第15条により算出される信用リスク・アセットの額 ― ―

〈連結自己資本比率告示附則第15条により算出される信用リスク・アセットの額〉 （単位：億円）
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みずほフィナンシャルグループ連結の自己資本の充実の状況

（16）銀行勘定における株式等エクスポージャーの状況

平成18年度 平成19年度

連結貸借対照表計上額 時価 連結貸借対照表計上額 時価

上場株式等エクスポージャー 60,631 60,631 41,786 41,786
上記以外の株式等エクスポージャー 3,632 3,632 5,596 5,596

合計 64,263 64,263 47,383 47,383
注）株式等エクスポージャーのうち、日本株式及び外国株式のみを表示しています。

（A）連結貸借対照表計上額 （単位：億円）

平成18年度 平成19年度

売却損益 売却益 売却損 売却損益 売却益 売却損

株式等エクスポージャーの売却 2,258 2,312 53 3,350 3,439 88
注）連結損益計算書の株式等売却損益の計数を表示しています。

（B）株式等エクスポージャーに係る売却損益 （単位：億円）

平成18年度 平成19年度

償却損益 償却損益

株式等エクスポージャーの償却 △3,357 △1,026
注）連結損益計算書の株式等償却の計数を表示しています。

（C）株式等エクスポージャーに係る償却損益 （単位：億円）

平成18年度 平成19年度

評価差額 評価益 評価損 評価差額 評価益 評価損

株式等エクスポージャー 27,114 27,597 483 9,866 12,006 2,139
注）株式等エクスポージャーのうち、日本株式及び外国株式のみを表示しています。

（D）連結貸借対照表で認識され、かつ、連結損益計算書で認識されない評価損益 （単位：億円）

（E）連結貸借対照表及び連結損益計算書で認識されない評価損益
平成18年度、平成19年度とも、該当ありません。

平成18年度 平成19年度

PD／LGD方式 9,109 10,609
マーケット・ベース方式（簡易手法適用分） 1,470 2,776
マーケット・ベース方式（内部モデル手法適用分） ― ―
経過措置適用分 54,920 37,482

合計 65,501 50,868

（F）ポートフォリオ区分別株式等エクスポージャー （単位：億円）

■銀行勘定における株式等エクスポージャー

（15）銀行勘定における株式等エクスポージャーに関するリスク管理について

銀行勘定における株式等は、デフォルトリスクを信用リスク管理の

枠組みで、価格変動リスクを市場リスク管理の枠組みで管理する態

勢としています。

当社が出資する子会社及び関連会社については連結ベースでリス

ク管理の対象とし、管理区分に応じた適切な管理を行っています。

また、株式等エクスポージャーのうち、有価証券の評価は、時価の

あるもので国内株式については会計年度末前1カ月の市場価格の平

均等、それ以外については決算日の市場価格等に基づく時価法（売

却原価は主として移動平均法により算定）、時価のないものについて

は移動平均法による原価法又は償却原価法により行っています。

■オペレーショナル・リスク

■マーケット・リスク

オペレーショナル・リスクについては、72～73ページをご覧ください。

マーケット・リスクについては、68～72ページをご覧ください。
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（1）連結自己資本比率の算出における連結の範囲

■連結の範囲

主要な連結子会社は、みずほインベスターズ証券株式会社、みず

ほ信用保証株式会社、みずほファクター株式会社、みずほキャピタル

株式会社です。

各連結子会社の主要な業務の内容については、116～124ペー

ジをご覧ください。

平成18年度 平成19年度

連結子会社 36社 37社

（B）連結子会社の数 （社）

（A）連結財務諸表規則に基づき連結の範囲に含まれる会社との相違点
平成18年度、平成19年度とも、該当ありません。

（C）自己資本比率告示第32条が適用される金融業務を営む関連法人等
平成18年度、平成19年度とも、該当ありません。

（E）銀行法第16条の2第1項第11号に掲げる会社のうち従属業務を専ら営むもの又は同項第12号に掲げる会社で
あって、連結グループに属していない会社
平成18年度、平成19年度とも、該当ありません。

（F）連結グループ内の資金及び自己資本の移動に係る制限等
平成18年度、平成19年度とも、該当ありません。

（D）自己資本比率告示第31条第1項第2号イからハまでに掲げる控除項目の対象となる会社
平成18年度、平成19年度とも、該当ありません。

自己資本の充実の状況

みずほ銀行連結の自己資本の充実の状況
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みずほ銀行連結の自己資本の充実の状況

■連結自己資本比率

平成18年度 平成19年度

資本金 6,500 6,500

うち非累積的永久優先株 ― ―

新株式申込証拠金 ― ―
資本剰余金 7,623 7,623
利益剰余金 3,861 4,189
自己株式（△） ― ―
自己株式申込証拠金 ― ―
社外流出予定額（△） 2,000 2,000
その他有価証券の評価差損（△） ― 352
為替換算調整勘定 △0 3
新株予約権 ― ―

連結子法人等の少数株主持分 4,757 4,735

うち海外SPCの発行する優先出資証券 4,177 4,257

営業権相当額（△） ― ―
のれん相当額（△） ― 92
企業結合等により計上される無形固定資産相当額（△） ― ―
証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額（△） 64 55
内部格付手法採用行において、期待損失額が適格引当金を上回る額の50％相当額（△） ― 227
繰延税金資産の控除前の基本的項目計（上記各項目の合計額） 20,677 20,324
繰延税金資産の控除金額（△） ― ―

計 （A） 20,677 20,324

うちステップ・アップ金利条項付の優先出資証券 （B） ― 825
TierⅠに対する割合＝（Ｂ）／（Ａ）×100 0.00％ 4.05％

土地の再評価額と再評価の直前の帳簿価額の差額の45％相当額 864 844
一般貸倒引当金 15 12
内部格付手法採用行において、適格引当金が期待損失額を上回る額 605 ―

負債性資本調達手段等 12,370 12,929

うち永久劣後債務 4,577 3,563
期限付劣後債務及び期限付優先株 7,793 9,366

計 13,856 13,786

うち自己資本への算入額 （C） 13,856 13,786

準補完的項目 短期劣後債務 ― ―

（TierⅢ） うち自己資本への算入額 （D） ― ―

控除項目 控除項目 （E） 405 713

自己資本額 （A）＋（C）＋（D）－（E） （F） 34,128 33,396

資産（オン・バランス）項目 227,454 222,670
オフ・バランス取引等項目 28,735 34,549
信用リスク・アセットの額 （G） 256,189 257,220
マーケット・リスク相当額に係る額（（ I ）／8％） （H） 1,021 1,394
（参考）マーケット・リスク相当額 （ I ） 81 111
オペレーショナル・リスク相当額に係る額（（K）／8％） （J） 19,867 20,273
（参考）オペレーショナル・リスク相当額 （K） 1,589 1,621
フロア調整額 （L） 13,457 ―

計（（G）＋（H）＋（J）＋（L）） （M） 290,536 278,888

連結自己資本比率（国内基準）＝（F）／（M）×100 11.74％ 11.97％

TierⅠ比率＝（A）／（M）×100 7.11％ 7.28％
注）1. 上記は「銀行法第14条の2の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準」（平成18年金融庁告示第19号。以下、「告示」

という。）に基づいて算出したものであり、国内基準を採用した連結ベースの計数となっています。
2. 当行の資本金は株式種類毎に区分できないため、資本金のうち非累積的永久優先株の金額は記載していません。
3. 当行の連結自己資本比率の算定に関して、「自己資本比率の算定に関する合意された手続による調査業務を実施する場合の取扱い」（日本公認会計士協会業種別委員会報告第30号）に基づき、監査
法人による合意された手続による調査業務を受けています。なお、これは、当行の連結財務諸表に対する会計監査の一部ではありません。

4.「繰延税金資産の純額に相当する額」は平成18年度3,285億円、平成19年度3,715億円であり、「繰延税金資産の算入上限額」は平成18年度6,203億円、平成19年度4,064億円です。
5.「フロア調整額」は、旧所要自己資本の額に告示に定める率を乗じて得た額が新所要自己資本の額を上回る額に25.0を乗じて得た額です。

（2）連結自己資本比率総括表（国内基準） （単位：億円）

リスク・アセット等

補完的項目
（TierⅡ）

基本的項目
（TierⅠ）
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平成18年度 平成19年度

資本金 6,500 6,500

うち非累積的永久優先株 ― ―

新株式申込証拠金 ― ―
資本剰余金 7,623 7,623
利益剰余金 3,861 4,189
自己株式（△） ― ―
自己株式申込証拠金 ― ―
社外流出予定額（△） 2,000 2,000
その他有価証券の評価差損（△） ― 352
為替換算調整勘定 △0 3
新株予約権 ― ―

連結子法人等の少数株主持分 4,757 4,735

うち海外SPCの発行する優先出資証券 4,177 4,257

営業権相当額（△） ― ―
のれん相当額（△） ― 92
企業結合等により計上される無形固定資産相当額（△） ― ―
証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額（△） 64 55
内部格付手法採用行において、期待損失額が適格引当金を上回る額の50％相当額（△） ― 227
繰延税金資産の控除前の基本的項目計（上記各項目の合計額） 20,677 20,324
繰延税金資産の控除金額（△） ― ―

計 （A） 20,677 20,324

うちステップ・アップ金利条項付の優先出資証券 （B） ― 825
TierⅠに対する割合＝（Ｂ）／（Ａ）×100 0.00％ 4.05％

その他有価証券の連結貸借対照表計上額から帳簿価額を控除した額の45％相当額 1,851 ―
土地の再評価額と再評価の直前の帳簿価額の差額の45％相当額 864 844
一般貸倒引当金 15 12
内部格付手法採用行において、適格引当金が期待損失額を上回る額 605 ―

負債性資本調達手段等 12,370 12,929

うち永久劣後債務 4,577 3,563
期限付劣後債務及び期限付優先株 7,793 9,366

計 15,707 13,786

うち自己資本への算入額 （C） 15,707 13,786

準補完的項目 短期劣後債務 ― ―

（TierⅢ） うち自己資本への算入額 （D） ― ―

控除項目 控除項目 （E） 405 714

自己資本額 （A）＋（C）＋（D）－（E） （F） 35,979 33,396

資産（オン・バランス）項目 233,110 224,916
オフ・バランス取引等項目 28,735 34,549
信用リスク・アセットの額 （G） 261,846 259,466
マーケット・リスク相当額に係る額（（ I ）／8％） （H） 1,021 1,394
（参考）マーケット・リスク相当額 （ I ） 81 111
オペレーショナル・リスク相当額に係る額（（K）／8％） （J） 19,867 20,273
（参考）オペレーショナル・リスク相当額 （K） 1,589 1,621
フロア調整額 （L） 18,879 ―

計（（G）＋（H）＋（J）＋（L）） （M） 301,614 281,134

連結自己資本比率（国際統一基準）＝（F）／（M）×100 11.92％ 11.87％

TierⅠ比率＝（A）／（M）×100 6.85％ 7.22％
注）1. 当行では、国内基準を適用していますが、国際統一基準の計数を参考計数としてお示しするものです。
2.「繰延税金資産の純額に相当する額」は平成18年度3,285億円、平成19年度3,715億円であり、「繰延税金資産の算入上限額」は平成18年度6,203億円、平成19年度4,064億円です。
3.「フロア調整額」は、旧所要自己資本の額に告示に定める率を乗じて得た額が新所要自己資本の額を上回る額に12.5を乗じて得た額です。

（参考）連結自己資本比率総括表（国際統一基準） （単位：億円）

リスク・アセット等

補完的項目
（TierⅡ）

基本的項目
（TierⅠ）
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みずほ銀行連結の自己資本の充実の状況

当行がMPCAに対して、分配可能額制限証明書（注4）を交付した場
合、配当は可処分分配可能額（注3）に制限される。

分配可能額制限

当行優先株式（注2）と同格

当行がMPCEに対して、分配可能額制限証明書（注4）を交付した場
合、配当は可処分分配可能額（注3）に制限される。

当行優先株式（注2）への配当が減額された場合には本MPCA優先
出資証券への配当も同じ割合で減額される。

配当制限 当行優先株式（注2）への配当が減額された場合には本MPCE優先
出資証券への配当も同じ割合で減額される。

当行優先株式（注2）と同格残余財産請求権

Mizuho Preferred Capital（Cayman）A Limited（以下、
「MPCA」といい、以下に記載される優先出資証券を「本MPCA優
先出資証券」という。）

Mizuho Preferred Capital（Cayman）E Limited（以下、
「MPCE」といい、以下に記載される優先出資証券を「本MPCE優
先出資証券」という。）

発行体

配当非累積型永久優先出資証券 配当非累積型永久優先出資証券発行証券の種類

定めなし 定めなし償還期日

平成24年6月以降の各配当支払日に任意償還可能（ただし、監督
当局の事前承認が必要）

Series Ａ、Series Ｂともに平成20年6月以降の各配当支払日に
任意償還可能（ただし、監督当局の事前承認が必要）

任意償還

毎年6月の最終営業日 毎年6月の最終営業日配当支払日

636億円 Series A 676億2,000万円
Series B 550億4,000万円

発行総額

平成14年2月14日 Series A 平成14年8月9日
Series B 平成14年8月30日

払込日

以下の何れかの事由が発生した場合、配当の支払いは停止され、
停止された配当は累積しない。
①当行がMPCAに対して損失補填事由証明書（注1）を交付した場合
②当行優先株式（注2）への配当が停止された場合
③当行がMPCAに対して可処分分配可能額（注3）が存在しない旨を
記載した分配可能額制限証明書（注4）を交付した場合

④配当支払日が強制配当日（注5）でなく、かつ、当行がMPCAに対
して当該配当支払日に配当を一切行わないことを指示する旨の
配当通知を送付した場合

以下の何れかの事由が発生した場合、配当の支払いは停止され、
停止された配当は累積しない。
①当行がMPCEに対して損失補填事由証明書（注1）を交付した場合
②当行優先株式（注2）への配当が停止された場合
③当行がMPCEに対して可処分分配可能額（注3）が存在しない旨を
記載した分配可能額制限証明書（注4）を交付した場合

④配当支払日が強制配当日（注5）でなく、かつ、当行がMPCEに対
して当該配当支払日に配当を一切行わないことを指示する旨の
配当通知を送付した場合

配当停止条件

ある事業年度に対する当行普通株式の配当を実施した場合、当該事
業年度が終了する暦年の6月にパリティ優先出資証券（注6）の満額の
配当を実施しなければならない。ただし、①損失補填事由証明書（注1）
が交付されていないという条件、②優先株式配当制限がそれに関し
て発生していないという条件（発生する場合、その範囲までの部分的
な配当がなされる）及び③分配可能額制限証明書（注4）がそれに関し
て交付されていないという条件（交付されている場合、その範囲まで
の部分的な配当がなされる）に服する。

ある事業年度に対する当行普通株式の配当を実施した場合、当該事
業年度が終了する暦年の6月にパリティ優先出資証券（注6）の満額の
配当を実施しなければならない。ただし、①損失補填事由証明書（注1）
が交付されていないという条件、②優先株式配当制限がそれに関し
て発生していないという条件（発生する場合、その範囲までの部分的
な配当がなされる）及び③分配可能額制限証明書（注4）がそれに関し
て交付されていないという条件（交付されている場合、その範囲まで
の部分的な配当がなされる）に服する。

強制配当事由

変動配当（ステップアップなし。下記「配当停止条件」に記載のとお
り、停止された未払配当は翌期以降に累積されない。）

Series Ａ、Series Ｂともに変動配当（ステップアップなし。下記
「配当停止条件」に記載のとおり、停止された未払配当は翌期以降
に累積されない。）

配当

（A）優先出資証券の概要

当行では、「海外特別目的会社の発行する優先出資証券」を以下のとおり発行し、「連結自己資本比率」及び「単体自己資本比率」の「基本

的項目」に計上しております。なお、Mizuho Preferred Capital（Cayman）Ｅ Limitedの発行した優先出資証券につきましては、平成20

年6月30日付で全額償還しました。

（3）自己資本調達手段の概要

■自己資本

（注）1．損失補填事由証明書
損失補填事由が発生し継続している場合に当行が各発行体に対して交付する証明書（ただし、
損失補填事由が以下の④の場合には、その交付は当行の裁量による）であり、損失補填事由
とは、当行につき、以下の事由が発生する場合をいう。①当行によりもしくは当行に対して清
算手続が開始された場合、または当行が破産した場合、もしくは当行の事業の終了を内容と
する更生計画の許可がなされた場合、②会社更生法に基づく会社更生手続の開始決定、また
は、民事再生法に基づく民事再生手続の開始がなされた場合、③監督当局が、当行が支払不
能もしくは債務超過の状態にあること、または当行を特別公的管理の対象とすることを宣言
した場合もしくは第三者に譲渡する命令を発した場合、④自己資本比率または基本的項目の
比率が最低水準を下回っているか、または当該配当により下回ることとなる場合、⑤債務不履
行またはその恐れのある場合、⑥債務超過であるか、当該配当により債務超過となる場合。

2. 当行優先株式
自己資本比率規制上の基本的項目と認められ、当行の優先株式の中で配当に関し最上位の
請求権を有する優先株式。今後発行される同等の優先株式を含む。

3. 可処分分配可能額
直近の事業年度の計算書類を基に算出した分配可能額から、ある事業年度において当行優先
株式に対して既に支払われた配当額と今後支払われる予定配当額（ただし、ある事業年度に
当行優先株式に支払われる中間配当は、可処分分配可能額の計算上含まれない。）の合計額
を控除したものをいう。ただし、当行以外の会社によって発行される証券で、配当請求権、清

算時における権利等が当行の財務状態及び業績を参照することにより決定され、当該発行会
社に関連して、パリティ優先出資証券がMPCA（MPCEの欄についてはMPCE）との関連で
有するのと同格の劣後性を有する証券（以下、「パラレル証券」という。）が存在する場合には、
可処分分配可能額は以下のように調整される。調整後の可処分分配可能額＝可処分分配可
能額×（パリティ優先出資証券の満額配当の総額）／（パリティ優先出資証券の満額配当の総
額＋パラレル証券の満額配当の総額）

4. 分配可能額制限証明書
可処分分配可能額が配当支払日に支払われる配当金総額を下回る場合に、当行から定時株主
総会以前に発行体に交付される証明書で、当該事業年度における可処分分配可能額を記載す
るものをいう。

5. 強制配当日
当行普通株式について配当がなされた事業年度が終了する暦年の6月の配当支払日をいう。

6. パリティ優先出資証券
MPCA（MPCEについてはMPCE）が発行し、償還期日の定めがないことや配当支払日及び
払込金の使途が本MPCA優先出資証券（MPCEについては本MPCE優先出資証券。以下、
本注記において同様。）と同じである優先出資証券及び本MPCA優先出資証券の総称。（たと
えば、MPCEのケースでは、パリティ優先出資証券とはSeries Ａ、Series Ｂ及び今後新たに
MPCEから発行される場合に上記条件を満たす優先出資証券を含めた総称。）

（次ページに続く）
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毎年6月30日及び12月30日 毎年6月30日及び12月30日 毎年6月の最終営業日の前営業日及び12
月の最終営業日（12月31日を除く。）の前
営業日

配当支払日

432百万米ドル 1,200億円 825億円発行総額

平成18年3月13日 平成19年1月12日 平成20年1月11日払込日

ある事業年度に対する当行普通株式の配当
を実施した場合、当該事業年度の翌事業年
度中の配当支払日においては、本BKCI
（USD）1優先出資証券に満額の配当を実
施しなければならない。
ただし、強制配当停止・減額事由が発生し
ておらず、かつ任意配当停止・減額事由の
発生に伴う配当停止通知の送付もなされて
いないという条件に服する。

ある事業年度中のいずれかの日を基準日と
して当行普通株式の配当を実施した場合、
当該事業年度の翌事業年度中の配当支払
日においては、本BKCI（JPY）1優先出資
証券に満額の配当を実施しなければなら
ない。
ただし、強制配当停止・減額事由が発生し
ておらず、かつ任意配当停止・減額事由の
発生に伴う配当停止通知の送付もなされて
いないという条件に服する。

ある事業年度中のいずれかの日を基準日と
して当行普通株式の配当を実施した場合、
当該事業年度の翌事業年度中の配当支払
日においては、本BKCI（JPY）2優先出資
証券に満額の配当を実施しなければなら
ない。
ただし、強制配当停止・減額事由が発生し
ておらず、かつ任意配当停止・減額事由の
発生に伴う配当停止通知の送付もなされて
いないという条件に服する。

強制配当事由

本BKCI（USD）1優先出資証券の配当は、
当行の可処分分配可能額（注11）の範囲で支
払われる。

本BKCI（JPY）1優先出資証券の配当は、
当行の可処分分配可能額（注13）の範囲で支
払われる。

本BKCI（JPY）2優先出資証券の配当は、
当行の可処分分配可能額（注15）の範囲で支
払われる。

分配可能額制限

当行優先株式（注12）への配当が減額された
場合には本BKCI（USD）1優先出資証券
への配当も同じ割合で減額される。

当行優先株式（注12）への配当が減額された
場合には本BKCI（JPY）1優先出資証券へ
の配当も同じ割合で減額される。

当行優先株式（注12）への配当が減額された
場合には本BKCI（JPY）2優先出資証券へ
の配当も同じ割合で減額される。

配当制限

当行優先株式（注12）と同格 当行優先株式（注12）と同格 当行優先株式（注12）と同格残余財産請求権

（強制配当停止・減額事由）
①当行に清算事由（注7）、更生事由（注8）、支
払不能事由（注9）または公的介入（注10）が
生じた場合

②当行の可処分分配可能額（注11）が不足し、
または当行優先株式（注12）への配当が停
止もしくは減額された場合

（任意配当停止・減額事由）
③当行の自己資本比率または基本的項目
の比率が最低水準を下回っているか、ま
たは当該配当により下回ることとなり、か
つ、当行がBKCI（USD）1に対して配当
停止通知を送付した場合

④当行が当行普通株式につき配当を支払
わず、かつ、当行がBKCI（USD）1に対
して配当停止通知を送付した場合

（強制配当停止・減額事由）
①当行に清算事由（注7）、更生事由（注8）、支
払不能事由（注9）または公的介入（注10）が
生じた場合

②当行の可処分分配可能額（注13）が不足し、
または当行優先株式（注12）への配当が停
止もしくは減額された場合

（任意配当停止・減額事由）
③当行の自己資本比率または基本的項目
の比率が最低水準を下回っているか、ま
たは当該配当により下回ることとなり、か
つ、当行がBKCI（JPY）1に対して配当
停止通知を送付した場合

④当行が当行普通株式につき配当を支払
わず、かつ、当行がBKCI（JPY）1に対
して配当停止通知を送付した場合

（強制配当停止・減額事由）
①当行に清算事由（注7）、更生事由（注8）、支
払不能事由（注9）または公的介入（注10）が
生じた場合

②当行の可処分分配可能額（注15）が不足し、
または当行優先株式（注12）への配当が停
止もしくは減額された場合

（任意配当停止・減額事由）
③当行の自己資本比率または基本的項目
の比率が最低水準を下回っているか、ま
たは当該配当により下回ることとなり、か
つ、当行がBKCI（JPY）2に対して配当
停止通知を送付した場合

④当行が当行普通株式につき配当を支払
わず、かつ、当行がBKCI（JPY）2に対
して配当停止通知を送付した場合

配当停止条件

MHBK Capital Investment（USD）1
Limited（以下、「BKCI（USD）1」といい、
以下に記載される優先出資証券を「本
BKCI（USD）1優先出資証券」という。）

MHBK Capital Investment（JPY）1
Limited（以下、「BKCI（JPY）1」といい、
以下に記載される優先出資証券を「本
BKCI（JPY）1優先出資証券」という。）

MHBK Capital Investment（JPY）2
Limited（以下、「BKCI（JPY）2」といい、
以下に記載される優先出資証券を「本
BKCI（JPY）2優先出資証券」という。）

発行体

配当非累積型永久優先出資証券 配当非累積型永久優先出資証券 配当非累積型永久優先出資証券発行証券の種類

定めなし 定めなし 定めなし償還期日

平成28年6月の配当支払日を初回とし、以
降5年毎の各配当支払日に任意償還可能
（ただし、監督当局の事前承認が必要）

平成28年6月の配当支払日を初回とし、以
降5年毎の各配当支払日に任意償還可能
（ただし、監督当局の事前承認が必要）

平成30年6月の配当計算日（注14）を初回と
し、以降各配当計算日（注14）に任意償還可
能（ただし、監督当局の事前承認が必要）

任意償還

当初10年間は固定配当（ただし、平成28
年6月より後に到来する配当支払日以降は
変動配当が適用される。停止された未払配
当は翌期以降に累積されない。）

当初10年間は固定配当（ただし、平成28
年6月より後に到来する配当支払日以降は
変動配当が適用される。停止された未払配
当は翌期以降に累積されない。）

当初10年間は固定配当（ただし、平成30
年6月より後に到来する配当計算日（注14）以
降は変動配当が適用される。停止された未
払配当は翌期以降に累積されない。）

配当

（前ページより続く）

（次ページに続く）
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自己資本の充実の状況

みずほ銀行連結の自己資本の充実の状況

（注）7. 清算事由
当行によりもしくは当行に対して清算手続が開始された場合、または当行が破産した場合、も
しくは当行の事業の全部の廃止を内容とする更生計画が認可された場合。

8. 更生事由
当行につき、会社更生法に基づく会社更生手続の開始決定、または、民事再生法に基づく民
事再生手続の開始がなされた場合。

9. 支払不能事由
当行につき、債務不履行もしくはその恐れのある場合、または債務超過であるか、当該配当に
より債務超過となる場合。

10.公的介入
監督当局が、当行が支払不能もしくは債務超過の状態にあること、または当行を管理の対象
とすることを宣言した場合もしくは第三者に譲渡する命令を発した場合。

11.本BKCI（USD）1優先出資証券に関する可処分分配可能額
①6月の配当可能金額
直近の事業年度の計算書類を基に算出した分配可能額から当行優先株式（注12）への配当
（中間配当を除く）を控除した金額を、本BKCI（USD）1優先出資証券への満額配当金額と、
本BKCI（USD）1優先出資証券の配当支払日までに配当の全部または一部が支払われ、も
しくは支払う旨宣言がなされた本BKCI（USD）1優先出資証券と同等の劣後性を有する優
先証券（同等証券）についての満額配当金額で按分した金額
②12月の配当可能金額
直近の事業年度の計算書類を基に算出した分配可能額から当行優先株式（注12）への配当
（中間配当を除く）を控除した金額から、6月の本BKCI（USD）1優先出資証券の配当支払
日に支払われた本BKCI（USD）1優先出資証券および6月の本BKCI（USD）1優先出資証
券の配当支払日までに支払われまたは支払う旨宣言がなされた同等証券への配当金額を控
除した金額を、本BKCI（USD）1優先出資証券への12月の配当支払日における満額配当
金額と、6月の本BKCI（USD）1優先出資証券への配当支払日の翌日から12月の配当支
払日までに配当の全部または一部が支払われ、または支払う旨宣言がなされた同等証券に
ついての満額配当金額で按分した金額

12.当行優先株式
自己資本比率規制上の基本的項目と認められ、当行の優先株式の中で配当及び残余財産に
関し最上位の請求権を有する優先株式。

13.本BKCI（JPY）1優先出資証券に関する可処分分配可能額
①6月の配当可能金額
直近の事業年度の計算書類を基に算出した分配可能額から当行優先株式（注12）への配当
（中間配当を除く）を控除した金額を、本BKCI（JPY）1優先出資証券への満額配当金額と、
本BKCI（JPY）1優先出資証券の配当支払日までに配当の全部または一部が支払われ、も
しくは支払う旨宣言がなされた本BKCI（JPY）1優先出資証券と同等の劣後性を有する優
先証券（同等証券）についての満額配当金額で按分した金額
②12月の配当可能金額
直近の事業年度の計算書類を基に算出した分配可能額から当行優先株式（注12）への配当
（中間配当を除く）を控除した金額から、6月の本BKCI（JPY）1優先出資証券の配当支払
日に支払われた本BKCI（JPY）1優先出資証券および6月の本BKCI（JPY）1優先出資証
券の配当支払日までに支払われまたは支払う旨宣言がなされた同等証券への配当金額を控
除した金額を、本BKCI（JPY）1優先出資証券への12月の配当支払日における満額配当
金額と、6月の本BKCI（JPY）1優先出資証券への配当支払日の翌日から12月の配当支
払日までに配当の全部または一部が支払われ、または支払う旨宣言がなされた同等証券に
ついての満額配当金額で按分した金額

14.配当計算日
毎年6月30日及び12月30日

15.本BKCI（JPY）2優先出資証券に関する可処分分配可能額
①6月の配当可能金額
直近の事業年度の計算書類を基に算出した分配可能額から当行優先株式（注12）への配当
（中間配当を除く）を控除した金額を、本BKCI（JPY）2優先出資証券への満額配当金額と、
本BKCI（JPY）2優先出資証券の配当支払日の直後の配当計算日（注14）までに配当の全
部または一部が支払われ、もしくは支払う旨宣言がなされた本BKCI（JPY）2優先出資証
券と同等の劣後性を有する優先証券（同等証券）についての満額配当金額で按分した金額
②12月の配当可能金額
直近の事業年度の計算書類を基に算出した分配可能額から当行優先株式（注12）への配当
（中間配当を除く）を控除した金額から、6月の本BKCI（JPY）2優先出資証券の配当支払
日に支払われた本BKCI（JPY）2優先出資証券および6月の本BKCI（JPY）2優先出資証
券の配当支払日の直後の配当計算日（注14）までに支払われまたは支払う旨宣言がなされ
た同等証券への配当金額を控除した金額を、本BKCI（JPY）2優先出資証券への12月の
配当支払日における満額配当金額と、6月の本BKCI（JPY）2優先出資証券への配当支払
日の直後の配当計算日（注14）の翌日から12月の配当支払日の直後の配当計算日（注14）
までに配当の全部または一部が支払われ、または支払う旨宣言がなされた同等証券につい
ての満額配当金額で按分した金額
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第十回第十三種優先株式

360,000,000,000円

普通株主に先立ち、優先株式１株につき
年16,000円の配当を行う。

優先株主に対しては、優先配当金を超え
て剰余金の配当を行わない。

中間配当を行う場合、普通株主に先立ち、
優先株式1株につき8,000円の配当を
行う。

普通株主に先立ち、優先株式1株につき
200,000円を支払い、それ以外の残余
財産の分配を行わない。

ある事業年度において、優先配当金の全
部または一部を支払わないときは、その
不足額は翌事業年度以降に累積しない。

平成20年4月1日以降、株主総会の決議
で別に定める日に、優先株式の全部また
は一部を取得することができる。取得価
額は、1株につき200,000円に優先配
当金の額を200で除した額を取得日の
属する事業年度の初日から取得日まで
の日数で日割計算し、得られた額を200
倍した額を加算した額とする。ただし、当
該事業年度において優先中間配当金を
支払ったときは、その額を控除した額と
する。

優先株主は、株主総会において議決権を
有しない。

第十三種の優先株式の優先配当金、優先
中間配当金および残余財産の支払順位
は、第四種および第五種の各種の優先株
式の優先配当金、優先中間配当金および
残余財産の支払に劣後する。

（C）負債性資本調達手段等の概要

負債性資本調達手段等の概要については333ページに記載して

います。

（B）優先株式の概要

当行は、当行が発行する下記の優先株式を、当行の「連結自己資本比率」及び「単体自己資本比率」の「基本的項目」に算入しています。

第四回第四種優先株式 第五回第五種優先株式

129,000,000,000円 171,000,000,000円事業年度末発行残高

普通株主に先立ち、優先株式1株につき
年47,600円の配当を行う。

普通株主に先立ち、優先株式1株につき
年42,000円の配当を行う。

優先配当金

優先株主に対しては、優先配当金を超え
て剰余金の配当を行わない。

優先株主に対しては、優先配当金を超え
て剰余金の配当を行わない。

非参加条項

中間配当を行う場合、普通株主に先立ち、
優先株式1株につき23,800円の配当
を行う。

中間配当を行う場合、普通株主に先立ち、
優先株式1株につき21,000円の配当
を行う。

優先中間配当金

普通株主に先立ち、優先株式1株につき
2,000,000円を支払い、それ以外の残
余財産の分配を行わない。

普通株主に先立ち、優先株式1株につき
2,000,000円を支払い、それ以外の残
余財産の分配を行わない。

残余財産の分配

取得請求 取得請求期間

取得比率

取得比率の修正

取得比率の調整

取得と引換えに交付
すべき普通株式数

優先株式の一斉取得

ある事業年度において、優先配当金の全
部または一部を支払わないときは、その
不足額は翌事業年度以降に累積しない。

ある事業年度において、優先配当金の全
部または一部を支払わないときは、その
不足額は翌事業年度以降に累積しない。

非累積条項

平成16年8月1日以降、株主総会の決
議で定めた日に、優先株式の全部または
一部を取得することができる。取得価額
は1株につき2,000,000円に優先配
当金の額を取得日の属する事業年度の
初日から取得日までの日数で日割計算
した額を加算した額とする。ただし、当
該事業年度において優先中間配当金を
支払ったときは、その額を控除した額と
する。

取得条項

第四種および第五種の各種の優先株式の
優先配当金、優先中間配当金および残余
財産の支払順位は、同順位とし、第十三
種の優先株式の優先配当金、優先中間配
当金および残余財産の支払に優先する。

平成16年4月1日以降、株主総会の決議
で別に定めた日に、優先株式の全部また
は一部を取得することができる。取得価
額は、1株につき2,000,000円に優先
配当金の額を取得日の属する事業年度
の初日から取得日までの日数で日割計
算した額を加算した額とする。ただし、当
該事業年度において優先中間配当金を
支払ったときは、その額を控除した額と
する。

優先株主は、株主総会において議決権を
有しない。ただし、優先株主は、優先配当
金を受ける旨の議案が定時株主総会に
提出されないときはその総会より、その
議案が定時株主総会において否決され
たときはその総会の終結の時より優先
配当金を受ける旨の決議ある時までは
議決権を有する。

議決権条項 優先株主は、株主総会において議決権を
有しない。ただし、優先株主は、優先配当
金を受ける旨の議案が定時株主総会に
提出されないときはその総会より、その
議案が定時株主総会において否決され
たときはその総会の終結の時より優先
配当金を受ける旨の決議ある時までは
議決権を有する。

第四種および第五種の各種の優先株式の
優先配当金、優先中間配当金および残余
財産の支払順位は、同順位とし、第十三種
の優先株式の優先配当金、優先中間配当
金および残余財産の支払に優先する。

優先順位
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自己資本の充実の状況

みずほ銀行連結の自己資本の充実の状況

平成18年度 平成19年度

EAD 所要自己資本額 EAD 所要自己資本額

信用リスク 697,454 26,466 714,373 27,759

内部格付手法 684,583 25,641 705,077 27,156
事業法人向け（特定貸付債権を除く） 206,709 15,346 200,965 17,403
事業法人向け（特定貸付債権） 2,425 239 4,090 282
ソブリン向け 208,644 377 227,874 192
金融機関等向け 72,399 1,142 77,984 449
リテール向け 125,504 5,242 124,931 5,371
居住用不動産向け 99,800 3,607 100,403 3,774 
適格リボルビング型リテール向け 3,297 207 3,146 214
その他リテール向け 22,407 1,427 21,381 1,382 

株式等 10,574 1,053 9,206 1,018
PD／LGD方式 3,587 411 3,280 456
マーケット・ベース方式（簡易手法適用分） 202 66 241 80 
マーケット・ベース方式（内部モデル手法適用分） ― ― ― ―
経過措置適用分 6,784 575 5,684 482 
信用リスク・アセットのみなし計算 1,425 367 1,987 519
購入債権 7,301 399 7,490 373
証券化 24,546 315 26,516 315
その他 25,053 1,156  24,029 1,230 

標準的手法 12,871 825 9,295 602
ソブリン向け 2,142 0  1,526 0 
金融機関等向け 535 8 299 4
法人等向け 9,104 728 6,604 528
抵当権付住宅ローン ― ― ― ―
証券化 ― ― ― ―
その他 1,089 88 865 69

マーケット・リスク ／ 81 ／ 111

標準的方式 ／ 46 ／ 67
金利リスク ／ 33 ／ 59
株式リスク ／ 7 ／ 0
外国為替リスク ／ 6 ／ 7
コモディティリスク ／ ― ／ ―
オプション取引 ／ ― ／ ―

内部モデル方式 ／ 35 ／ 44

オペレーショナル・リスク（粗利益配分手法） ／ 1,589 ／ 1,621

連結総所要自己資本額 ／ 23,242 ／ 22,311
注）1. EAD：デフォルト時エクスポージャー
2. PD：デフォルト率
3. LGD：デフォルト時損失率
4. 所要自己資本額：信用リスクにおいては信用リスク・アセット額に8％を乗じた額と期待損失額と資本控除額の和、マーケット・リスクにおいてはマーケット・リスク相当額、オペレーショナル・リスクにお
いてはオペレーショナル・リスク相当額

5. 連結総所要自己資本額：自己資本比率算出上の分母に8％を乗じた額

（4）ポートフォリオ区分別所要自己資本額 （単位：億円）
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■信用リスク

信用リスク・アセットのみなし計算が適用されるエクスポージャー

及び証券化エクスポージャーを除いています。

期末残高についてはEADベースで記載しています。

平成18年度、平成19年度とも、信用リスクに関するエクスポー

ジャーの期末残高と期中の平均的なリスクポジションに大幅な乖離

は見られません。

（5）信用リスクの期末残高等

○信用リスクに関するエクスポージャーの状況

平成18年度

貸出金・コミットメント・店頭 有価証券 店頭 その他 合計
デリバティブ以外のオフバランス デリバティブ

国内 401,706 131,925 14,243 93,250 641,126

海外 5,910 9,093 2,198 283 17,485 
アジア 1,493 ― 7 75 1,576
中南米 3,515 ― 210 2 3,727
北米 494 6,003 1,539 85 8,123
東欧 19 ― ― 0 20 
西欧 260 3,090 441 94 3,886
その他の地域 126 ― 0 24 152 

適用除外分 ／ ／ ／ 12,871 12,871

合計 407,617 141,018 16,442 106,404 671,482 
注) 1. 適用除外分は、信用リスク・アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額です。
2. 非居住者分は海外に含みます。
3. その他には預け金、コールローン、買入金銭債権、金銭の信託、外国為替、その他資産が含まれます。

（A）地域別内訳 （単位：億円）

平成19年度

貸出金・コミットメント・店頭 有価証券 店頭 その他 合計
デリバティブ以外のオフバランス デリバティブ

国内 408,182 133,483 16,439 100,388 658,492

海外 7,112 8,088 2,287 592 18,080  
アジア 1,458 ― 11 79 1,548
中南米 4,631 ― 439 3 5,074
北米 392 6,054 1,426 75 7,949
東欧 59 ― ― 0 60 
西欧 350 2,033 404 342 3,130
その他の地域 219 0 5 90 316 

適用除外分 ／ ／ ／ 9,295 9,295

合計 415,294 141,571 18,726 110,275 685,868 
注) 1. 適用除外分は、信用リスク・アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額です。
2. 非居住者分は海外に含みます。
3. その他には預け金、コールローン、買入金銭債権、金銭の信託、外国為替、その他資産が含まれます。

（単位：億円）
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みずほ銀行連結の自己資本の充実の状況

平成18年度

貸出金・コミットメント・店頭 有価証券 店頭 その他 合計
デリバティブ以外のオフバランス デリバティブ

製造業 35,510 10,904 3,107 1,607 51,129
建設業 8,171 1,077 136 13 9,399
不動産業 36,676 3,202 154 652 40,686
各種サービス業 37,643 3,157 993 471 42,266 
卸売・小売業 43,776 5,949 4,597 999 55,323
金融・保険業 31,330 4,707 6,790 53,001 95,829 
個人 121,974 ― 4 187 122,166
その他の業種 21,408 12,047 649 27,157  61,262
日本国・日本銀行 71,125 99,972 9 9,441 180,549 

適用除外分 ／ ／ ／ 12,871 12,871

合計 407,617 141,018 16,442 106,404 671,482
注) 1. 適用除外分は、信用リスク・アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額です。
2. その他には預け金、コールローン、買入金銭債権、金銭の信託、外国為替、その他資産が含まれます。

（B）業種別内訳 （単位：億円）

平成19年度

貸出金・コミットメント・店頭 有価証券 店頭 その他 合計
デリバティブ以外のオフバランス デリバティブ

製造業 36,604 8,820 4,579 614 50,618 
建設業 7,965 915 159 17 9,057
不動産業 33,882 3,996 208 866 38,953
各種サービス業 31,713 2,962 1,717 1,235 37,628
卸売・小売業 42,461 5,272 6,942 809 55,484
金融・保険業 28,151 5,303 4,065 63,829 101,349
個人 121,935 ― 3 178 122,117
その他の業種 22,275 9,962 1,023 25,817 59,079
日本国・日本銀行 90,306 104,338 27 7,611 202,284

適用除外分 ／ ／ ／ 9,295 9,295

合計 415,294 141,571 18,726 110,275 685,868
注) 1. 適用除外分は、信用リスク・アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額です。
2. その他には預け金、コールローン、買入金銭債権、金銭の信託、外国為替、その他資産が含まれます。

（単位：億円）

平成18年度

貸出金・コミットメント・店頭 有価証券 店頭 その他 合計
デリバティブ以外のオフバランス デリバティブ

1年未満 143,161 50,419 345 55,615 249,542
1年以上3年未満 37,014 37,046 2,310 756 77,128
3年以上5年未満 32,280 18,457 2,376 ― 53,113 
5年以上 149,003 24,830 4,715 257 178,805
期間の定めのないもの等 46,157 10,265 6,694 36,903  100,021

適用除外分 ／ ／ ／ 12,871 12,871

合計 407,617 141,018 16,442 106,404 671,482
注) 1. 適用除外分は、信用リスク・アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額です。
2. その他には預け金、コールローン、買入金銭債権、金銭の信託、外国為替、その他資産が含まれます。

（C）残存期間別内訳 （単位：億円）

平成19年度

貸出金・コミットメント・店頭 有価証券 店頭 その他 合計
デリバティブ以外のオフバランス デリバティブ

1年未満 139,378 63,481 1,032 66,548 270,441 
1年以上3年未満 37,703 38,178 3,725 157 79,764 
3年以上5年未満 31,741 12,414 3,583 258 47,997 
5年以上 153,593 18,573 6,355 251 178,774 
期間の定めのないもの等 52,878 8,922 4,029 33,764 99,595 

適用除外分 ／ ／ ／ 9,295 9,295

合計 415,294 141,571 18,726 110,275 685,868
注) 1. 適用除外分は、信用リスク・アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額です。
2. その他には預け金、コールローン、買入金銭債権、金銭の信託、外国為替、その他資産が含まれます。

（単位：億円）
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○3ヶ月以上延滞エクスポージャー又はデフォルトしたエクスポージャーの状況

平成18年度

貸出金・コミットメント・店頭 有価証券 店頭 その他 合計
デリバティブ以外のオフバランス デリバティブ

国内 8,535 208 41 285 9,070

海外 1 ― ― ― 1
アジア 1 ― ― ― 1
中南米 ― ― ― ― ―
北米 ― ― ― ― ―
東欧 ― ― ― ― ―
西欧 0 ― ― ― 0
その他の地域 ― ― ― ― ―

適用除外分 ／ ／ ／ 0 0

合計 8,536 208 41 286 9,073
注) 1. 適用除外分は、信用リスク・アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額です。
2. 非居住者分は海外に含みます。
3. その他には預け金、コールローン、買入金銭債権、金銭の信託、外国為替、その他資産が含まれます。

（D）地域別内訳 （単位：億円）

平成19年度

貸出金・コミットメント・店頭 有価証券 店頭 その他 合計
デリバティブ以外のオフバランス デリバティブ

国内 9,872 418 143 345 10,780

海外 0 ― ― 4 5
アジア 0 ― ― 4 5
中南米 ― ― ― ― ―
北米 ― ― ― ― ―
東欧 0 ― ― ― 0
西欧 ― ― ― ― ―
その他の地域 ― ― ― ― ―

適用除外分 ／ ／ ／ 0 0

合計 9,873 418 143 351 10,786
注) 1. 適用除外分は、信用リスク・アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額です。
2. 非居住者分は海外に含みます。
3. その他には預け金、コールローン、買入金銭債権、金銭の信託、外国為替、その他資産が含まれます。

（単位：億円）
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自己資本の充実の状況

みずほ銀行連結の自己資本の充実の状況

○貸倒引当金等の状況

一般貸倒引当金 期首残高 2,715 3,016
当期増加額 3,016 2,937
当期減少額 2,715 3,016
期末残高 3,016 2,937

個別貸倒引当金 期首残高 1,402 1,506
当期増加額 1,506 1,404
当期減少額 1,402 1,506
期末残高 1,506 1,404

特定海外債権引当勘定 期首残高 0 0
当期増加額 0 ―
当期減少額 0 0
期末残高 0 ―

合計 期首残高 4,117 4,524
当期増加額 4,524 4,341
当期減少額 4,117 4,524
期末残高 4,524 4,341

（F）貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額（部分直接償却実施後） （単位：億円）

平成18年度 平成19年度

平成18年度

貸出金・コミットメント・店頭 有価証券 店頭 その他 合計
デリバティブ以外のオフバランス デリバティブ

製造業 920 43 5 41 1,011
建設業 597 31 7 3 638
不動産業 1,165 1 3 5 1,176
各種サービス業 1,514 14 4 52 1,586
卸売・小売業 1,627 84 18 82 1,812
金融・保険業 135 14 0 61 211
個人 1,825 ― ― 13 1,838
その他の業種 749 17 1 26  794

適用除外分 ／ ／ ／ 0 0

合計 8,536 208 41 286  9,073
注) 1. 適用除外分は、信用リスク・アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額です。
2. その他には預け金、コールローン、買入金銭債権、金銭の信託、外国為替、その他資産が含まれます。

（E）業種別内訳 （単位：億円）

平成19年度

貸出金・コミットメント・店頭 有価証券 店頭 その他 合計
デリバティブ以外のオフバランス デリバティブ

製造業 1,620 80 37 47 1,786
建設業 777 27 8 8 821
不動産業 1,048 5 3 5 1,063
各種サービス業 1,923 42 8 62 2,037
卸売・小売業 2,053 89 79 110 2,333
金融・保険業 141 122 0 62 326
個人 1,831 ― ― 13 1,845
その他の業種 476 50 4 40 572

適用除外分 ／ ／ ／ 0 0

合計 9,873 418 143 351 10,786
注) 1. 適用除外分は、信用リスク・アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額です。
2. その他には預け金、コールローン、買入金銭債権、金銭の信託、外国為替、その他資産が含まれます。

（単位：億円）
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平成18年度 平成19年度

製造業 77 227
建設業 14 66
不動産業 6 27
各種サービス業 83 128
卸売・小売業 209 350
金融・保険業 57 54
個人 51 26
その他 55 89

適用除外分 2 5

合計 557 976
注) 1. 連結損益計算書の貸出金償却の計数に基づき、その内訳を表示しています。
2. 適用除外分は、信用リスク・アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額です。
3. その他には海外分及び非居住者分を含みます。

（H）貸出金償却額の業種別の内訳 （単位：億円）

平成18年度 平成19年度 増減

国内 1,485 1,379 △105
製造業 123 114 △8
建設業 32 52 20
不動産業 82 95 13
各種サービス業 162 246 83
卸売・小売業 188 221 33
金融・保険業 59 43 △16
個人 628 553 △75
その他 207 51 △155

海外 0 2 1

適用除外分 21 22 1

合計 1,506 1,404 △102
注) 適用除外分は、信用リスク・アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額です。

（G）個別貸倒引当金の地域別及び業種別の内訳 （単位：億円）
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みずほ銀行連結の自己資本の充実の状況

平成18年度 平成19年度

50% 520 943
70% 904 2,626
90% 397 182
95% 66 127
115% 173 277
120% 38 ―
140% ― ―
250% 324 82

デフォルト ― ―

合計 2,425 4,238

（K）リスク・ウェイト区分別スロッティング・クライテリアに割り当てられた特定貸付債権残高 （単位：億円）

リスク・ウェイト

○内部格付手法が適用されるエクスポージャーの状況

リスク・ウェイト

平成18年度 平成19年度

300% 19 18
400% 183 223

合計 202 241
注）簡易手法が適用される株式等エクスポージャーのうち、上場株式については300%、非上場株式については400%のリスク・ウェイトを適用しています。

（L）リスク・ウェイト区分別マーケット・ベース方式の簡易手法が適用される株式等エクスポージャー残高 （単位：億円）

平成18年度 平成19年度

資本控除の額 ― 0

（J）資本控除の額 （単位：億円）

○標準的手法が適用されるエクスポージャーの状況

平成18年度

オンバランス オフバランス 合計 うち外部格付あり

0% 2,111 47 2,158 0
10% 0 ― 0 ―
20% 517 1 519 0
35% ― ― ― ―
50% 0 ― 0 0
100% 9,635 555 10,190 ―
150% 0 ― 0 ―
350% ― ― ― ―

1,250% 1 ― 1 ―

合計 12,266 604 12,871 0
注）オフバランスのエクスポージャーは与信相当額を記載しています。

（I）リスク・ウェイト区分別信用リスク削減効果適用後の残高 （単位：億円）

リスク・ウェイト

平成19年度

オンバランス オフバランス 合計 うち外部格付あり

0% 1,478 49 1,527 1
10% 0 ― 0 ―
20% 297 1 298 0
35% ― ― ― ―
50% 0 ― 0 ―
100% 6,792 675 7,468 ―
150% 0 ― 0 ―
350% ― ― ― ―
625% ― ― ― ―

937.5% ― ― ― ―
1,250% ― ― ― ―

合計 8,569 726 9,295 1
注）オフバランスのエクスポージャーは与信相当額を記載しています。

（単位：億円）

リスク・ウェイト
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平成18年度

EAD加重平均 EAD加重平均 EAD加重平均 EAD オンバランス オフバランス
PD（％） LGD（％） リスク・ウェイト（％） （億円）

事業法人向け　 4.97 40.81 64.98 213,189 179,545 33,644
投資適格ゾーン 0.13 36.96 26.11 46,543 33,755 12,787
非投資適格ゾーン 1.99 41.84 79.34 159,284 138,492 20,791
デフォルト 100.00 42.93 ― 7,361 7,297 64

ソブリン向け　 0.02 45.00 2.23 209,313 173,220 36,093
投資適格ゾーン 0.01 45.00 1.77 208,162 172,078 36,084
非投資適格ゾーン 2.42 44.98 85.63 1,151 1,142 9
デフォルト 100.00 45.00 ― 0 ― 0

金融機関等向け　 0.13 43.75 19.00 72,551 59,927 12,623 
投資適格ゾーン 0.13 43.75 19.00 72,490 59,872 12,618
非投資適格ゾーン 0.36 41.92 30.16 57 52 5
デフォルト 100.00 45.00 ― 3 3 ―

PD/LGD方式を適用する株式等エクスポージャー 0.48 90.00 137.93 3,587 3,587 ―
投資適格ゾーン 0.12 90.00 131.71 3,448 3,448 ―
非投資適格ゾーン 5.44 90.00 304.99 133 133 ―
デフォルト 100.00 90.00 ― 5 5 ―

合計　 2.16 43.35 32.48 498,642 416,281 82,361
投資適格ゾーン 0.05 44.06 10.33 330,645 269,154 61,490
非投資適格ゾーン 2.00 41.90 79.56 160,626 139,820 20,806
デフォルト 100.00 42.97 ― 7,371 7,306 64

注）1. 投資適格ゾーンには債務者格付A1～B2が含まれ、非投資適格ゾーンにはC1～E2（E2Rを除く）が、デフォルトにはE2R～H1がそれぞれ含まれます（債務者格付詳細については65ページに記載
しています）。

2. 事業法人向けにはスロッティング・クライテリアに割り当てられた特定貸付債権が含まれません。

（M）資産区分・格付区分別ポートフォリオ（事業法人等向け） （単位：億円）

平成19年度

EAD加重平均 EAD加重平均 EAD加重平均 EAD オンバランス オフバランス
PD（％） LGD（％） リスク・ウェイト（％） （億円）

事業法人向け　 6.37 41.06 72.55 207,557 168,747 38,810
投資適格ゾーン 0.14 37.90 25.49 48,441 34,416 14,024
非投資適格ゾーン 2.97 41.97 91.89 150,435 125,874 24,560
デフォルト 100.00 42.85 ― 8,681 8,456 225

ソブリン向け　 0.01 45.00 1.06 228,540 179,724 48,816
投資適格ゾーン 0.00 45.00 0.75 227,654 178,849 48,804
非投資適格ゾーン 1.08 44.97 80.75 886 874 11
デフォルト ― ― ― ― ― ―

金融機関等向け　 0.05 43.83 6.99 78,068 69,123 8,945 
投資適格ゾーン 0.05 43.83 6.95 78,022 69,083 8,938
非投資適格ゾーン 1.02 40.00 61.82 46 39 7 
デフォルト 100.00 45.00 ― 0 0 ―

PD/LGD方式を適用する株式等エクスポージャー 3.73 90.00 131.83 3,280 3,280 ―
投資適格ゾーン 0.06 90.00 127.26 3,026 3,026 ―
非投資適格ゾーン 7.10 90.00 328.97 143 143 ―
デフォルト 100.00 90.00 ― 110 110 ―

合計　 2.59 43.53 31.46 517,447 420,875 96,572 
投資適格ゾーン 0.03 44.16 6.53 357,144 285,376 71,768
非投資適格ゾーン 2.96 42.03 92.04 151,511 126,932 24,579
デフォルト 100.00 43.44 ― 8,791 8,566 225

注）1. 投資適格ゾーンには債務者格付A1～B2が含まれ、非投資適格ゾーンにはC1～E2（E2Rを除く）が、デフォルトにはE2R～H1がそれぞれ含まれます（債務者格付詳細については65ページに記載
しています）。

2. 事業法人向けにはスロッティング・クライテリアに割り当てられた特定貸付債権が含まれません。

（単位：億円）
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平成18年度

EAD加重平均 EAD加重平均 EAD加重平均 EAD加重平均 EAD オンバランス オフバランス コミットメント 未引出額に乗ずる
PD（％） LGD（％）ELdefault（％） リスク・ウェイト（％） （億円） の未引出額 掛目の加重平均値(%)

居住用不動産向け　 1.53 47.86 0.36 35.59 99,800 94,340 5,459 ― ―
非デフォルト 0.85 47.81 ― 35.53 99,113 93,703 5,410 ― ―
デフォルト 100.00 56.15 52.76 45.01 686 636 49 ― ―

適格リボルビング型リテール向け 2.76 73.33 0.22 53.54 3,297 2,306 991 13,826 7.17
非デフォルト 2.45 73.33 ― 53.49 3,286 2,297 988 13,808 7.16
デフォルト 100.00 73.33 68.22 67.78 10 8 2 17 12.76

その他リテール向け　 4.12 48.60 1.38 51.64 22,407 21,751 655 741 79.52
非デフォルト 1.68 48.33 ― 51.76 21,849 21,197 651 736 79.55
デフォルト 100.00 59.14 55.60 46.80 557 554 3 5 74.46

合計　 2.03 48.66 0.54 38.93 125,504 118,398 7,106 14,567 10.85
非デフォルト 1.04 48.57 ― 38.86 124,249 117,198 7,050 14,544 10.83
デフォルト 100.00 57.62 54.15 45.99 1,254 1,199 55 22 26.46

（N）資産区分・格付区分別ポートフォリオ（リテール向け） （単位：億円）

平成19年度

EAD加重平均 EAD加重平均 EAD加重平均 EAD加重平均 EAD オンバランス オフバランス コミットメント 未引出額に乗ずる
PD（％） LGD（％）ELdefault（％） リスク・ウェイト（％） （億円） の未引出額 掛目の加重平均値(%)

居住用不動産向け　 1.77 46.35 0.43 36.44 100,403 95,461 4,941 61 100.00
非デフォルト 0.91 46.29 ― 36.34 99,539 94,653 4,886 61 100.00
デフォルト 100.00 53.06 49.41 48.31 863 808 55 ― ―

適格リボルビング型リテール向け 3.24 69.83 0.21 57.26 3,146 2,233 913 13,802 6.62
非デフォルト 2.92 69.83 ― 57.19 3,136 2,225 910 13,779 6.61
デフォルト 100.00 69.83 63.97 77.68 10 7 2 22 10.67

その他リテール向け　 4.40 49.36 1.32 51.90 21,381 20,905 475 568 75.76
非デフォルト 1.84 49.22 ― 51.96 20,825 20,393 431 522 73.95
デフォルト 100.00 54.41 50.65 49.84 556 512 44 45 96.57

合計　 2.25 47.46 0.57 39.61 124,931 118,601 6,330 14,431 9.73
非デフォルト 1.12 47.39 ― 39.50 123,501 117,272 6,229 14,363 9.46
デフォルト 100.00 53.71 50.00 49.12 1,430 1,328 101 67 68.30

（単位：億円）
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平成18年度 平成19年度

実績値 実績値

事業法人向け 4,151 4,406
ソブリン向け ― ―
金融機関等向け ― ―
居住用不動産向け 1,098 749
適格リボルビング型リテール向け 43 42
その他リテール向け 592 391

合計 5,885 5,589
注）1. 実績値は、当該期間の無税直接償却、不良債権売却損、不良債権放棄損、債権株式交換損、および当該期末の部分直接償却、個別貸倒引当金、一般貸倒引当金（うち要管理先以下）の合計額です。
2. 資産区分別の実績値については、平成18年度（平成18年4月～平成19年3月）より蓄積を開始しています。
3. PD/LGD方式を適用する株式等エクスポージャーについては、損失が与信関係費用として計上されない（信用リスクに伴うものかの判別が困難である）ことから、損失の実績値に含めていません。

（O）エクスポージャー別損失の実績値 （単位：億円）

平成18年度 平成19年度

推計値 実績値 推計値 実績値

事業法人向け ／ 4,151 4,528 4,406
ソブリン向け ／ ― 18 ―
金融機関等向け ／ ― 41 ―
居住用不動産向け ／ 1,098 765 749
適格リボルビング型リテール向け ／ 43 66 42
その他リテール向け ／ 592 502 391

合計 ／ 5,885 5,922 5,589
注）1. 推計値は平成19年3月末の期待損失額です。
2. 資産区分別の期待損失額は、平成19年3月末基準より推計を開始しています。
3. 実績値は、当該期間の無税直接償却、不良債権売却損、不良債権放棄損、債権株式交換損、および当該期末の部分直接償却、個別貸倒引当金、一般貸倒引当金（うち要管理先以下）の合計額です。
4. 資産区分別の実績値については、平成18年度（平成18年4月～平成19年3月）より蓄積を開始しています。
5. PD/LGD方式を適用する株式等エクスポージャーについては、損失が与信関係費用として計上されない（信用リスクに伴うものかの判別が困難である）ことから、損失の推計値・実績値に含めていま
せん。

（P）エクスポージャー別損失の推計値と実績値の対比 （単位：億円）

［要因分析］

・事業法人向けエクスポージャーについて

景気の先行き不透明感が強まる中、小口を中心としたデフォル

ト件数の増加に加え、事業法人向けエクスポージャーの売却に係

る損失等もあり、損失の実績値は前年度比＋255億円の4,406

億円となりました。

・居住用不動産向けエクスポージャーについて

無税直接償却、債権売却損の減少を主因として、前年度比

△349億円の749億円となりました。
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■信用リスク削減手法

平成18年度

適格金融資産担保 適格資産担保 保証 クレジット・デリバティブ 合計

内部格付手法 15,193 34,872 15,811 ― 65,877
事業法人向け 12,683 33,665 62 ― 46,411 
ソブリン向け 2 ― 6,894 ― 6,896
金融機関等向け 2,105 ― 223 ― 2,328
リテール向け 401 1,206 8,632 ― 10,240
居住用不動産向け ― ― 3,638 ― 3,638
適格リボルビング型リテール向け ― ― 47 ― 47
その他リテール向け 401 1,206 4,945 ― 6,553
その他 ― ― ― ― ―

標準的手法 ― ／ 15 ― 15
ソブリン向け ― ／ ― ― ―
金融機関等向け ― ／ 15 ― 15
法人等向け ― ／ ― ― ―
抵当権付住宅ローン ― ／ ― ― ―
証券化 ― ／ ― ― ―
その他 ― ／ ― ― ―

合計 15,193 34,872 15,826 ― 65,892  

（単位：億円）

（6）ポートフォリオ区分別信用リスク削減手法
担保及び保証による信用リスク削減手法の効果を勘案したエクス

ポージャーの額は以下のとおりです。

平成19年度

適格金融資産担保 適格資産担保 保証 クレジット・デリバティブ 合計

内部格付手法 13,864 32,800 18,009 ― 64,674
事業法人向け 11,485 32,091 5,155 ― 48,732 
ソブリン向け 2 11 3,135 ― 3,148
金融機関等向け 2,105 ― 1,544 ― 3,649
リテール向け 271 697 8,174 ― 9,142
居住用不動産向け ― ― 3,280 ― 3,280
適格リボルビング型リテール向け ― ― 10 ― 10
その他リテール向け 271 697 4,883 ― 5,852

その他 ― ― ― ― ―

標準的手法 ― ／ ― ― ―
ソブリン向け ― ／ ― ― ―
金融機関等向け ― ／ ― ― ―
法人等向け ― ／ ― ― ―
抵当権付住宅ローン ― ／ ― ― ―
証券化 ― ／ ― ― ―
その他 ― ／ ― ― ―

合計 13,864 32,800 18,009 ― 64,674  

（単位：億円）
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平成18年度 平成19年度

想定元本額 想定元本額

クレジット・デリバティブの種類

クレジット･デフォルト･スワップ プロテクションの購入 ― ―
プロテクションの提供 ― ―

トータル･リターン･スワップ プロテクションの購入 ― ―
プロテクションの提供 ― ―

合計 プロテクションの購入 ― ―
プロテクションの提供 ― ―

注）なお、信用リスク削減手法として用いたクレジット・デリバティブは以下のとおりです。

（C）与信相当額算出の対象となるクレジット・デリバティブの想定元本 （単位：億円）

平成18年度 平成19年度

信用リスク削減手法として用いたクレジット・デリバティブ ― ―

（単位：億円）

■派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスク

（7）派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクの状況

平成18年度 平成19年度

適格金融資産担保 460 454
適格資産担保 415 562
保証・その他 0 0

合計 876 1,016

（B）信用リスク削減手法適用額（種類別） （単位：億円）

平成18年度 平成19年度

グロスの再構築コスト グロスのアドオン 与信相当額 グロスの再構築コスト グロスのアドオン 与信相当額

外国為替関連取引 15,068 12,741 27,809 16,008 11,067 27,075
金利関連取引 2,361 3,674 6,036 3,236 2,946 6,183
金関連取引 1 0 2 1 0 2
株式関連取引 ― ― ― 0 0 0
貴金属（金を除く）関連取引 ― 0 0 ― 0 0
その他のコモディティ関連取引 962 691 1,654 1,334 675 2,009
クレジット・デリバティブ取引 ― ― ― ― ― ―

小計 ① 18,393 17,109 35,503 20,581 14,691 35,272

一括清算ネッティング契約による
与信相当額削減効果(△) ② ／ ／ 18,758 ／ ／ 16,514

小計 ③＝①＋② ／ ／ 16,744 ／ ／ 18,758

担保付デリバティブ取引における
信用リスク削減手法効果勘案（△） ④ ／ ／ 301 ／ ／ 31

合計 ③＋④ ／ ／ 16,442 ／ ／ 18,727
注）与信相当額の算出方法はカレントエクスポージャー方式を用いています。

〈派生商品取引〉 （単位：億円）

（A）派生商品取引及び長期決済期間取引の状況

平成19年度

グロスの再構築コスト グロスのアドオン 与信相当額

長期決済期間取引 1 5 7
注）1. 与信相当額の算出方法はカレントエクスポージャー方式を用いています。
2. 長期決済期間取引について、「一括清算ネッティング契約による与信相当額削減効果」及び「担保付取引における信用リスク削減手法効果」の適用はありません。

〈長期決済期間取引〉 （単位：億円）
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■証券化エクスポージャー

（8）証券化エクスポージャーの定量的開示項目

○オリジネーターとしての証券化エクスポージャー

平成18年度

クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 証券化商品 合計

資産譲渡型証券化取引
原資産の額 ― 2,262 ― ― 582 ― ― 2,844
うちデフォルトしたエクスポージャーの額 ― 10 ― ― 17 ― ― 28

当期の損失額 ― ― ― ― ― ― ― ―

当期に証券化を行ったエクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―

当期中に認識した売却損益の額 ― ― ― ― ― ― ― ―

早期償還条項付証券化エクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―

合成型証券化取引に係るエクスポージャー
原資産の額 ― ― ― ― ― ― ― ―
うちデフォルトしたエクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―

当期の損失額 ― ― ― ― ― ― ― ―

当期に証券化を行ったエクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―
注）1.「当期」に関する情報については、平成18年度における累計額を記載しています。
2.「原資産の額」、「当期の損失額」には当行がオリジネートしたエクスポージャーの他、他の金融機関がオリジネートした資産が同一プログラムに含まれる場合、これを含みます。
3.「原資産種類の区分」については、個別取引毎の原資産のうち主要なものをベースに記載しています。
4. クレジットカード与信には、ショッピングクレジット、カードローン等が含まれています。

（A）原資産の種類別の情報 （単位：億円）

平成19年度

クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 証券化商品 合計

資産譲渡型証券化取引
原資産の額 ― 2,010 ― ― 278 ― ― 2,288
うちデフォルトしたエクスポージャーの額 ― 18 ― ― 14 ― ― 32

当期の損失額 ― ― ― ― 2 ― ― 2

当期に証券化を行ったエクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―

当期中に認識した売却損益の額 ― ― ― ― ― ― ― ―

早期償還条項付証券化エクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―

合成型証券化取引に係るエクスポージャー
原資産の額 ― ― ― ― ― ― ― ―
うちデフォルトしたエクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―

当期の損失額 ― ― ― ― ― ― ― ―

当期に証券化を行ったエクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―
注）1.「当期」に関する情報については、平成19年度における累計額を記載しています。
2.「原資産の額」、「当期の損失額」には当行がオリジネートしたエクスポージャーの他、他の金融機関がオリジネートした資産が同一プログラムに含まれる場合、これを含みます。
3.「原資産種類の区分」については、個別取引毎の原資産のうち主要なものをベースに記載しています。
4. クレジットカード与信には、ショッピングクレジット、カードローン等が含まれています。

（単位：億円）

平成18年度の開示計数については、「原資産種類の区分」等、平

成19年度の定義に合わせて見直しを行っております。
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（B）保有する証券化エクスポージャーに関する情報

平成18年度 平成18年度

クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 証券化商品 合計 所要自己資本額

～20％ ― ― ― ― ― ― ― ― ―
～50％ ― ― ― ― ― ― ― ― ―
～100％ ― ― ― ― ― ― ― ― ―
～250％ ― ― ― ― ― ― ― ― ―
～650％ ― ― ― ― ― ― ― ― ―
650％超 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

自己資本控除 ― 0 ― ― 31 ― ― 32 27

合計 ― 0 ― ― 31 ― ― 32 27

〈リスク・ウェイト区分別・原資産種類別の残高及び所要自己資本の額〉 （単位：億円）

リスク・
ウェイト

平成19年度 平成19年度

クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 証券化商品 合計 所要自己資本額

～20％ ― ― ― ― ― ― ― ― ―
～50％ ― ― ― ― ― ― ― ― ―
～100％ ― ― ― ― ― ― ― ― ―
～250％ ― ― ― ― ― ― ― ― ―
～650％ ― ― ― ― ― ― ― ― ―
650％超 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

自己資本控除 ― 0 ― ― 33 ― ― 33 13

合計 ― 0 ― ― 33 ― ― 33 13

（単位：億円）

リスク・
ウェイト

自己資本比率告示附則第15条により算出される信用リスク・アセットの額 ― ―

〈自己資本比率告示附則第15条により算出される信用リスク・アセットの額〉 （単位：億円）

平成18年度

クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 証券化商品 合計

証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 ― 64 ― ― ― ― ― 64

〈証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額〉 （単位：億円）

平成19年度

クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 証券化商品 合計

証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 ― 55 ― ― ― ― ― 55

（単位：億円）

平成18年度 平成19年度
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みずほ銀行連結の自己資本の充実の状況

○流動化プログラム（ABCP/ABL）のスポンサーとしての証券化エクスポージャー

（D）保有する証券化エクスポージャーに関する情報

平成18年度 平成19年度

自己資本比率告示附則第15条により算出される信用リスク・アセットの額 ― ―

〈自己資本比率告示附則第15条により算出される信用リスク・アセットの額〉 （単位：億円）

平成18年度

クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 売掛債権・手形債権 不動産 その他 合計

原資産の額 67 ― 194 ― 1,587 ― ― 1,849
うちデフォルトしたエクスポージャーの額 ― ― ― ― 68 ― ― 68

原資産に関する当期の想定損失額 0 ― 2 ― 43 ― ― 47

当期に証券化を行ったエクスポージャーの額 84 ― 137 ― 6,671 ― ― 6,893
注）1.「当期」に関する情報については、平成18年度における累計額を記載しています。
2. デフォルトしたエクスポージャーの額は、原資産のうち、自己資本比率の算出においてデフォルトとして認識した額を記載しています。
3. 原資産に関する当期の想定損失額については、基準日時点の原資産残高及び自己資本比率の算出に使用される下記パラメータ等を用いた原資産に関する損失額の推計値を記載しています。

●指定関数方式を適用する場合に原資産の所要自己資本額算出に使用したパラメータ（PD等）
●原資産が証券化エクスポージャーの場合に、外部格付準拠方式のリスク･ウェイトを保守的に適用

4.「原資産種類の区分」については、個別取引毎の原資産のうち主要なものをベースに記載しています。なお、区分が困難な取引については、「その他」に記載しています。
5. クレジットカード与信には、ショッピングクレジット、カードローン等が含まれています。

（C）原資産の種類別の情報 （単位：億円）

平成19年度

クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 売掛債権・手形債権 不動産 その他 合計

原資産の額 36 ― 219 151 1,472 ― ― 1,880
うちデフォルトしたエクスポージャーの額 ― ― ― ― 62 ― ― 62

原資産に関する当期の想定損失額 0 ― 3 0 45 ― ― 49

当期に証券化を行ったエクスポージャーの額 ― ― 135 151 6,465 ― ― 6,752
注）1.「当期」に関する情報については、平成19年度における累計額を記載しています。
2. デフォルトしたエクスポージャーの額は、原資産のうち、自己資本比率の算出においてデフォルトとして認識した額を記載しています。
3. 原資産に関する当期の想定損失額については、基準日時点の原資産残高及び自己資本比率の算出に使用される下記パラメータ等を用いた原資産に関する損失額の推計値を記載しています。

●指定関数方式を適用する場合に原資産の所要自己資本額算出に使用したパラメータ（PD等）
●原資産が証券化エクスポージャーの場合に、外部格付準拠方式のリスク･ウェイトを保守的に適用

4.「原資産種類の区分」については、個別取引毎の原資産のうち主要なものをベースに記載しています。なお、区分が困難な取引については、「その他」に記載しています。
5. クレジットカード与信には、ショッピングクレジット、カードローン等が含まれています。

（単位：億円）

平成18年度 平成18年度

クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 売掛債権・手形債権 不動産 その他 合計 所要自己資本額

～20％ 8 ― 164 ― 1,338 ― ― 1,511 10
～50％ ― ― ― ― 180 ― ― 180 3
～100％ 51 ― ― ― 18 ― ― 69 5
～250％ ― ― ― ― 8 ― ― 8 0
～650％ ― ― ― ― 1 ― ― 1 0
650％超 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

自己資本控除 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

合計 59 ― 164 ― 1,546 ― ― 1,770 19
（うち原資産が海外資産である取引） ― ― ― ― ― ― ― ― ／
注) 1. 保有する証券化エクスポージャーの額については、所要自己資本賦課の対象となる流動化プログラムの未使用残高が含まれています。
2.「原資産種類が海外資産である取引」については、個別取引毎の原資産のうち主要なものをベースに記載しています。

〈リスク・ウェイト区分別・原資産種類別の残高及び所要自己資本の額〉 （単位：億円）

リスク・
ウェイト

平成19年度 平成19年度

クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 売掛債権・手形債権 不動産 その他 合計 所要自己資本額

～20％ 4 ― ― 124 1,258 ― ― 1,386 9
～50％ ― ― 188 ― 106 ― ― 295 10
～100％ ― ― ― ― 45 ― ― 45 2
～250％ 25 ― ― ― 17 ― ― 43 4
～650％ ― ― ― ― ― ― ― ― ―
650％超 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

自己資本控除 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

合計 29 ― 188 124 1,427 ― ― 1,770 26
（うち原資産が海外資産である取引） ― ― ― ― ― ― ― ― ／
注) 1. 保有する証券化エクスポージャーの額については、所要自己資本賦課の対象となる流動化プログラムの未使用残高が含まれています。
2.「原資産種類が海外資産である取引」については、個別取引毎の原資産のうち主要なものをベースに記載しています。

（単位：億円）

リスク・
ウェイト
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（E）保有する証券化エクスポージャーに関する情報

平成18年度 平成19年度

自己資本比率告示附則第15条により算出される信用リスク・アセットの額 ― ―

〈自己資本比率告示附則第15条により算出される信用リスク・アセットの額〉 （単位：億円）

○投資家としての証券化エクスポージャー

平成18年度 平成18年度

クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 その他 合計 所要自己資本額

～20％ 646 9,687 366 3,560 1,296 4,083 1,215 20,856 206
～50％ ― 16 ― ― 52 1,366 107 1,542 39
～100％ ― 5 ― ― ― 309 28 343 21
～250％ ― ― ― ― ― ― ― ― ―
～650％ ― ― ― ― ― ― ― ― ―
650％超 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

自己資本控除 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

合計 646 9,709 366 3,560 1,349 5,759 1,351 22,743 268
（うち原資産が海外資産である取引） ― ― ― ― 533 ― ― 533 ／
（うち再証券化商品） ― ― ― ― ― 62 111 173 ／
注）1.「原資産種類の区分」については、個別取引毎の原資産のうち主要なものをベースに記載しています。なお、区分が困難な取引については、「その他」に記載しています。
2. クレジットカード与信には、ショッピングクレジット、カードローン等が含まれています。
3.「原資産種類が海外資産である取引」については、個別取引毎の原資産のうち主要なものをベースに記載しています。
4. ABS等の証券化商品を裏付資産とする証券化商品（（例）ABS CDO）を、再証券化商品として記載しています。

〈リスク・ウェイト区分別・原資産種類別の残高及び所要自己資本の額〉 （単位：億円）

リスク・
ウェイト

平成19年度 平成19年度

クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 その他 合計 所要自己資本額

～20％ 743 10,199 255 3,657 1,660 5,362 1,021 22,901 219
～50％ ― 7 ― ― 13 1,422 107 1,552 39
～100％ ― 5 ― ― ― 239 13 258 16
～250％ ― ― ― ― ― ― ― ― ―
～650％ ― ― ― ― ― ― ― ― ―
650％超 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

自己資本控除 ― ― ― ― 0 ― ― 0 0

合計 743 10,212 255 3,657 1,674 7,025 1,142 24,712 275
（うち原資産が海外資産である取引） ― ― ― ― 1,017 ― ― 1,017 ／
（うち再証券化商品） ― ― ― ― ― 23 ― 23 ／
注）1.「原資産種類の区分」については、個別取引毎の原資産のうち主要なものをベースに記載しています。なお、区分が困難な取引については、「その他」に記載しています。
2. クレジットカード与信には、ショッピングクレジット、カードローン等が含まれています。
3.「原資産種類が海外資産である取引」については、個別取引毎の原資産のうち主要なものをベースに記載しています。
4. ABS等の証券化商品を裏付資産とする証券化商品（（例）ABS CDO）を、再証券化商品として記載しています。

（単位：億円）

リスク・
ウェイト

マーケット・リスクに関わる市場リスク管理態勢等については、68

～72ページをご覧ください。

平成18年度 平成19年度

期末日 2 6
最大値 7 7
最小値 1 1
平均値 2 3
バックテスト超過回数 4回 6回
注）バックテスト超過回数によりマーケット・リスク相当額（内部モデル方式）算出に使用する乗数が
決定されます。（平成19年度の乗数は、3.5となります。）

トレーディング業務における市場リスク量（VAR）の推移（単位：億円）

■マーケット・リスク

VARの手法

線形リスク ：分散・共分散法

非線形リスク ：モンテカルロシミュレーション法

ＶＡＲ ：線形リスクと非線形リスクの単純合算

定量基準 ：①信頼区間　片側99％

②保有期間　1日

③観測期間　1年

損失額 広義自己資本 自己資本に対する割合

平成19年3月末基準 1,639 35,979 4.5%
平成20年3月末基準 1,006 33,396 3.0%
うち円金利の影響 638 ― ―％
ドル金利の影響 226 ― ―％
ユーロ金利の影響 141 ― ―％

注）1. 広義自己資本は、国際統一基準の値を使用しています。
2. マーケット・リスクに関する各種定義は、72ページに記載しています。

「アウトライヤー基準」の結果 （単位：億円）

○トレーディング業務 ○アウトライヤー基準
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（9）銀行勘定における株式等エクスポージャーの状況

平成18年度 平成19年度

連結貸借対照表計上額 時価 連結貸借対照表計上額 時価

上場株式等エクスポージャー 14,140 14,140 9,743 9,743
上記以外の株式等エクスポージャー 1,119 1,119 1,118 1,118

合計 15,260 15,260 10,861 10,861
注）株式等エクスポージャーのうち、日本株式及び外国株式のみを表示しています。

（A）連結貸借対照表計上額 （単位：億円）

平成18年度 平成19年度

売却損益 売却益 売却損 売却損益 売却益 売却損

株式等エクスポージャーの売却 331 355 23 1,099 1,145 45
注）連結損益計算書の株式等売却損益の計数を表示しています。

（B）株式等エクスポージャーに係る売却損益 （単位：億円）

平成18年度 平成19年度

償却損益 償却損益

株式等エクスポージャーの償却 △1,876 △562
注）連結損益計算書の株式等償却の計数を表示しています。

（C）株式等エクスポージャーに係る償却損益 （単位：億円）

平成18年度 平成19年度

評価差額 評価益 評価損 評価差額 評価益 評価損

株式等エクスポージャー 4,787 4,993 206 786 1,936 1,150
注）株式等エクスポージャーのうち、日本株式及び外国株式のみを表示しています。

（D）連結貸借対照表で認識され、かつ、連結損益計算書で認識されない評価損益 （単位：億円）

（E）連結貸借対照表及び連結損益計算書で認識されない評価損益
平成18年度、平成19年度とも、該当ありません。

平成18年度 平成19年度

PD／LGD方式 3,587 3,280
マーケット・ベース方式（簡易手法適用分） 202 241
マーケット・ベース方式（内部モデル手法適用分） ― ―
経過措置適用分 6,784 5,684

合計 10,574 9,206

（F）ポートフォリオ区分別株式等エクスポージャー （単位：億円）

■銀行勘定における株式等エクスポージャー
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平成18年度 平成19年度

資本金 6,500 6,500

うち非累積的永久優先株 ― ―

新株式申込証拠金 ― ―
資本準備金 7,623 7,623
その他資本剰余金 ― ―
利益準備金 ― ―
その他利益剰余金 3,638 3,620
その他 4,178 4,260
自己株式（△） ― ―
自己株式申込証拠金 ― ―
社外流出予定額（△） 2,000 2,000
その他有価証券の評価差損（△） ― 463
新株予約権 ― ―
営業権相当額（△） ― ―
のれん相当額（△） ― ―
企業結合により計上される無形固定資産相当額（△） ― ―
証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額（△） 64 55
内部格付手法採用行において、期待損失額が適格引当金を上回る額の50％相当額（△） 222 613
繰延税金資産の控除前の基本的項目計（上記各項目の合計額） 19,653 18,871
繰延税金資産の控除金額（△） ― ―

計 （A） 19,653 18,871

うちステップ・アップ金利条項付の優先出資証券 （B） ― 825
TierⅠに対する割合＝（Ｂ）／（Ａ）×100 0.00％ 4.37％
海外SPCの発行する優先出資証券 4,177 4,257

土地の再評価額と再評価の直前の帳簿価額の差額の45％相当額 864 844
一般貸倒引当金 6 5
内部格付手法採用行において、適格引当金が期待損失額を上回る額 ― ―

負債性資本調達手段等 12,370 12,929

うち永久劣後債務 4,577 3,563
期限付劣後債務及び期限付優先株 7,793 9,366

計 13,242 13,779

うち自己資本への算入額 （C） 13,242 13,779

準補完的項目 短期劣後債務 ― ―

（TierⅢ） うち自己資本への算入額 （D） ― ―

控除項目 控除項目 （E） 663 1,113

自己資本額 （A）＋（C）＋（D）－（E） （F） 32,231 31,538

資産（オン・バランス）項目 220,753 218,710
オフ・バランス取引等項目 26,798 31,750
信用リスク・アセットの額 （G） 247,551 250,461
マーケット・リスク相当額に係る額（（ I ）／8％） （H） 646 874
（参考）マーケット・リスク相当額 （ I ） 51 69
オペレーショナル・リスク相当額に係る額（（K）／8％） （J） 17,664 18,022
（参考）オペレーショナル・リスク相当額 （K） 1,413 1,441
フロア調整額 （L） ― ―

計（（G）＋（H）＋（J）＋（L）） （M） 265,862 269,358

単体自己資本比率（国内基準）＝（F）／（M）×100 12.12％ 11.70％

TierⅠ比率＝（A）／（M）×100 7.39％ 7.00％
注）1. 上記は「銀行法第14条の2の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準」（平成18年金融庁告示第19号。以下、「告示」

という。）に基づいて算出したものであり、国内基準を採用した単体ベースの計数となっています。
2. 当行の資本金は株式種類毎に区分できないため、資本金のうち非累積的永久優先株の金額は記載していません。
3. 当行の単体自己資本比率の算定に関して、「自己資本比率の算定に関する合意された手続による調査業務を実施する場合の取扱い」（日本公認会計士協会業種別委員会報告第30号）に基づき、監査
法人による合意された手続による調査業務を受けています。なお、これは、当行の財務諸表に対する会計監査の一部ではありません。

4.「繰延税金資産に相当する額」は平成18年度3,321億円、平成19年度3,725億円であり、「繰延税金資産の算入上限額」は平成18年度5,895億円、平成19年度3,774億円です。
5.「フロア調整額」は、旧所要自己資本の額に告示に定める率を乗じて得た額が新所要自己資本の額を上回る額に25.0を乗じて得た額です。

（1）単体自己資本比率総括表（国内基準） （単位：億円）

リスク・アセット等

補完的項目
（TierⅡ）

基本的項目
（TierⅠ）

■単体自己資本比率

自己資本の充実の状況

みずほ銀行単体の自己資本の充実の状況
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みずほ銀行単体の自己資本の充実の状況

平成18年度 平成19年度

資本金 6,500 6,500

うち非累積的永久優先株 ― ―

新株式申込証拠金 ― ―
資本準備金 7,623 7,623
その他資本剰余金 ― ―
利益準備金 ― ―
その他利益剰余金 3,638 3,620
その他 4,178 4,260
自己株式（△） ― ―
自己株式申込証拠金 ― ―
社外流出予定額（△） 2,000 2,000
その他有価証券の評価差損（△） ― 463
新株予約権 ― ―
営業権相当額（△） ― ―
のれん相当額（△） ― ―
企業結合により計上される無形固定資産相当額（△） ― ―
証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額（△） 64 55
内部格付手法採用行において、期待損失額が適格引当金を上回る額の50％相当額（△） 222 612
繰延税金資産の控除前の基本的項目計（上記各項目の合計額） 19,653 18,872
繰延税金資産の控除金額（△） ― ―

計 （A） 19,653 18,872

うちステップ・アップ金利条項付の優先出資証券 （B） ― 825
TierⅠに対する割合＝（Ｂ）／（Ａ）×100 0.00％ 4.37％
海外SPCの発行する優先出資証券 4,177 4,257

その他有価証券の貸借対照表計上額から帳簿価額を控除した額の45％相当額 1,684 ―
土地の再評価額と再評価の直前の帳簿価額の差額の45％相当額 864 844
一般貸倒引当金 6 5
内部格付手法採用行において、適格引当金が期待損失額を上回る額 ― ―

負債性資本調達手段等 12,370 12,929

うち永久劣後債務 4,577 3,563
期限付劣後債務及び期限付優先株 7,793 9,366

計 14,926 13,779

うち自己資本への算入額 （C） 14,926 13,779

準補完的項目 短期劣後債務 ― ―

（TierⅢ） うち自己資本への算入額 （D） ― ―

控除項目 控除項目 （E） 663 1,113

自己資本額 （A）＋（C）＋（D）－（E） （F） 33,916 31,538

資産（オン・バランス）項目 226,018 220,731
オフ・バランス取引等項目 25,725 31,419
信用リスク・アセットの額 （G） 251,743 252,150
マーケット・リスク相当額に係る額（（ I ）／8％） （H） 646 874
（参考）マーケット・リスク相当額 （ I ） 51 69
オペレーショナル・リスク相当額に係る額（（K）／8％） （J） 17,664 18,022
（参考）オペレーショナル・リスク相当額 （K） 1,413 1,441
フロア調整額 （L） 16,507 ―

計（（G）＋（H）＋（J）＋（L）） （M） 286,561 271,048

単体自己資本比率（国際統一基準）＝（F）／（M）×100 11.83％ 11.63％

TierⅠ比率＝（A）／（M）×100 6.85％ 6.96％
注）1. 当行では、国内基準を適用していますが、国際統一基準の計数を参考計数としてお示しするものです。
2.「繰延税金資産に相当する額」は平成18年度3,321億円、平成19年度3,725億円であり、「繰延税金資産の算入上限額」は平成18年度5,896億円、平成19年度3,774億円です。
3.「フロア調整額」は、旧所要自己資本の額に告示に定める率を乗じて得た額が新所要自己資本の額を上回る額に12.5を乗じて得た額です。

（参考）単体自己資本比率総括表（国際統一基準） （単位：億円）

リスク・アセット等

補完的項目
（TierⅡ）

基本的項目
（TierⅠ）



み
ず
ほ
銀
行
　
●

単
体
の
自
己
資
本
の
充
実
の
状
況

379

■自己資本

平成18年度 平成19年度

EAD 所要自己資本額 EAD 所要自己資本額

信用リスク 687,713 25,526 706,536 27,000

内部格付手法 685,010 25,476 704,582 26,958
事業法人向け（特定貸付債権を除く） 210,704 15,584 203,015 17,498 
事業法人向け（特定貸付債権） 2,425 239 4,090 282 
ソブリン向け 208,644 377 227,874 192
金融機関等向け 72,422 1,142 77,997 450
リテール向け 119,563 4,652 119,631 4,833
居住用不動産向け 94,063 3,148 95,252 3,327
適格リボルビング型リテール向け 3,297 207 3,146 214
その他リテール向け 22,202 1,296 21,231 1,291
株式等 12,552 1,182  11,426 1,163
PD／LGD方式 3,796 440  3,477 489
マーケット・ベース方式（簡易手法適用分） ― ― ― ―
マーケット・ベース方式（内部モデル手法適用分） ― ― ― ―
経過措置適用分 8,755 742  7,949 674
信用リスク・アセットのみなし計算 1,284 308 1,973 501 
購入債権 7,301 399 7,490 373
証券化 24,786 410  26,757 409
その他 25,325 1,178 24,324 1,254

標準的手法 2,702 50 1,954 41
ソブリン向け 2,030 ― 1,395 ―
金融機関等向け 76 1 54 0 
法人等向け ― ― ― ―
抵当権付住宅ローン ― ― ― ―
証券化 ― ― ― ―
その他 595 49 504 40

マーケット・リスク ／ 51 ／ 69

標準的方式 ／ 16 ／ 25
金利リスク ／ 12 ／ 20
株式リスク ／ ― ／ ―
外国為替リスク ／ 3 ／ 5
コモディティリスク ／ ― ／ ―
オプション取引 ／ ― ／ ―

内部モデル方式 ／ 35 ／ 44

オペレーショナル・リスク（粗利益配分手法） ／ 1,413 ／ 1,441

単体総所要自己資本額 ／ 21,268 ／ 21,548
注）1. EAD：デフォルト時エクスポージャー
2. PD：デフォルト率
3. LGD：デフォルト時損失率
4. 所要自己資本額：信用リスクにおいては信用リスク・アセット額に8％を乗じた額と期待損失額と資本控除額の和、マーケット・リスクにおいてはマーケット・リスク相当額、オペレーショナル・リスクにお
いてはオペレーショナル・リスク相当額

5. 単体総所要自己資本額：自己資本比率算出上の分母に8％を乗じた額

（2）ポートフォリオ区分別所要自己資本額 （単位：億円）



380

み
ず
ほ
銀
行
　
●

単
体
の
自
己
資
本
の
充
実
の
状
況

自己資本の充実の状況
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■信用リスク

信用リスク・アセットのみなし計算が適用されるエクスポージャー

及び証券化エクスポージャーを除いています。

期末残高についてはEADベースで記載しています。

平成18年度、平成19年度とも、信用リスクに関するエクスポー

ジャーの期末残高と期中の平均的なリスクポジションに大幅な乖離

は見られません。

（3）信用リスクの期末残高等

平成18年度

貸出金・コミットメント・店頭 有価証券 店頭 その他 合計
デリバティブ以外のオフバランス デリバティブ

国内 399,758 133,903 14,243 93,548 641,453 

海外 5,910 9,093 2,198 283 17,485  
アジア 1,493 ― 7 75 1,576
中南米 3,515 ― 210 2 3,727
北米 494 6,003 1,539 85 8,123
東欧 19 ― ― 0 20
西欧 260 3,090 441 94 3,886
その他の地域 126 ― 0 24 151

適用除外分 ／ ／ ／ 2,702 2,702

合計 405,668 142,996 16,442 96,534 661,641
注) 1. 適用除外分は、信用リスク・アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額です。
2. 非居住者分は海外に含みます。
3. その他には預け金、コールローン、買入金銭債権、金銭の信託、外国為替、その他資産が含まれます。

（A）地域別内訳 （単位：億円）

平成19年度

貸出金・コミットメント・店頭 有価証券 店頭 その他 合計
デリバティブ以外のオフバランス デリバティブ

国内 404,930 135,703 16,439 100,697 657,770 

海外 7,112 8,088 2,287 592 18,080  
アジア 1,458 ― 11 79 1,548
中南米 4,631 ― 439 3 5,074
北米 392 6,054 1,426 75 7,949
東欧 59 ― ― 0 60
西欧 350 2,033 404 342 3,130
その他の地域 219 0 5 90 316

適用除外分 ／ ／ ／ 1,954 1,954

合計 412,043 143,791 18,726 103,243 677,805
注) 1. 適用除外分は、信用リスク・アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額です。
2. 非居住者分は海外に含みます。
3. その他には預け金、コールローン、買入金銭債権、金銭の信託、外国為替、その他資産が含まれます。

（単位：億円）

○信用リスクに関するエクスポージャーの状況
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平成18年度

貸出金・コミットメント・店頭 有価証券 店頭 その他 合計
デリバティブ以外のオフバランス デリバティブ

製造業 35,507 10,904 3,107 1,607 51,127
建設業 8,163 1,077 136 13 9,391
不動産業 36,675 3,202 154 652 40,685
各種サービス業 37,635 3,161 993 472 42,263 
卸売・小売業 43,781 5,949 4,597 999 55,328
金融・保険業 33,412 7,219 6,790 53,026 100,448 
個人 116,106 ― 4 187 116,298
その他の業種 23,259 11,507 649 27,430  62,847
日本国・日本銀行 71,125 99,972 9 9,441 180,549 

適用除外分 ／ ／ ／ 2,702 2,702

合計 405,668 142,996 16,442 96,534  661,641
注) 1. 適用除外分は、信用リスク・アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額です。
2. その他には預け金、コールローン、買入金銭債権、金銭の信託、外国為替、その他資産が含まれます。

（B）業種別内訳 （単位：億円）

平成19年度

貸出金・コミットメント・店頭 有価証券 店頭 その他 合計
デリバティブ以外のオフバランス デリバティブ

製造業 36,602 8,820 4,579 614 50,616
建設業 7,958 915 159 17 9,051
不動産業 33,881 3,996 208 866 38,952
各種サービス業 31,706 2,967 1,717 1,235 37,626
卸売・小売業 42,467 5,272 6,942 809 55,490
金融・保険業 29,170 8,020 4,065 63,842 105,098
個人 116,672 ― 3 178 116,854
その他の業種 23,277 9,460 1,023 26,113 59,875
日本国・日本銀行 90,306 104,338 27 7,611 202,284

適用除外分 ／ ／ ／ 1,954 1,954

合計 412,043 143,791 18,726 103,243 677,805 
注) 1. 適用除外分は、信用リスク・アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額です。
2. その他には預け金、コールローン、買入金銭債権、金銭の信託、外国為替、その他資産が含まれます。

（単位：億円）

平成18年度

貸出金・コミットメント・店頭 有価証券 店頭 その他 合計
デリバティブ以外のオフバランス デリバティブ

1年未満 144,934 50,419 345 55,638 251,338
1年以上3年未満 37,181 37,046 2,310 759 77,297
3年以上5年未満 32,341 18,457 2,376 ― 53,175
5年以上 144,048 24,830 4,715 257 173,851
期間の定めのないもの等 47,162 12,243 6,694 37,176  103,276

適用除外分 ／ ／ ／ 2,702 2,702

合計 405,668 142,996 16,442 96,534  661,641
注) 1. 適用除外分は、信用リスク・アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額です。
2. その他には預け金、コールローン、買入金銭債権、金銭の信託、外国為替、その他資産が含まれます。

（C）残存期間別内訳 （単位：億円）

平成19年度

貸出金・コミットメント・店頭 有価証券 店頭 その他 合計
デリバティブ以外のオフバランス デリバティブ

1年未満 140,335 63,481 1,032 66,561 271,411
1年以上3年未満 37,735 38,178 3,725 157 79,796 
3年以上5年未満 31,669 12,414 3,583 258 47,926
5年以上 149,231 18,573 6,355 251 174,411
期間の定めのないもの等 53,071 11,142 4,029 34,060 102,304

適用除外分 ／ ／ ／ 1,954 1,954

合計 412,043 143,791 18,726 103,243 677,805
注) 1. 適用除外分は、信用リスク・アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額です。
2. その他には預け金、コールローン、買入金銭債権、金銭の信託、外国為替、その他資産が含まれます。

（単位：億円）
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○3ヶ月以上延滞エクスポージャー又はデフォルトしたエクスポージャーの状況

平成18年度

貸出金・コミットメント・店頭 有価証券 店頭 その他 合計
デリバティブ以外のオフバランス デリバティブ

国内 8,044 406 41 285 8,778 

海外 1 ― ― ― 1
アジア 1 ― ― ― 1
中南米 ― ― ― ― ―
北米 ― ― ― ― ―
東欧 ― ― ― ― ―
西欧 0 ― ― ― 0
その他の地域 ― ― ― ― ―

適用除外分 ／ ／ ／ ― ―

合計 8,046 406 41 285 8,780
注) 1. 適用除外分は、信用リスク・アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額です。
2. 非居住者分は海外に含みます。
3. その他には預け金、コールローン、買入金銭債権、金銭の信託、外国為替、その他資産が含まれます。

（D）地域別内訳 （単位：億円）

平成19年度

貸出金・コミットメント・店頭 有価証券 店頭 その他 合計
デリバティブ以外のオフバランス デリバティブ

国内 9,424 630 143 345 10,545 

海外 0 ― ― 4 5 
アジア 0 ― ― 4 5 
中南米 ― ― ― ― ―
北米 ― ― ― ― ―
東欧 0 ― ― ― 0
西欧 ― ― ― ― ―
その他の地域 ― ― ― ― ―

適用除外分 ／ ／ ／ ― ―

合計 9,425 630 143 350 10,550
注) 1. 適用除外分は、信用リスク・アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額です。
2. 非居住者分は海外に含みます。
3. その他には預け金、コールローン、買入金銭債権、金銭の信託、外国為替、その他資産が含まれます。

（単位：億円）
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○貸倒引当金等の状況

一般貸倒引当金 期首残高 2,276 2,481
当期増加額 2,481 2,602
当期減少額 2,276 2,481
期末残高 2,481 2,602

個別貸倒引当金 期首残高 792 926
当期増加額 926 873
当期減少額 792 926
期末残高 926 873

特定海外債権引当勘定 期首残高 0 0
当期増加額 0 ―
当期減少額 0 0
期末残高 0 ―

合計 期首残高 3,069 3,408
当期増加額 3,408 3,476
当期減少額 3,069 3,408
期末残高 3,408 3,476

（F）貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額（部分直接償却実施後） （単位：億円）

平成18年度 平成19年度

平成18年度

貸出金・コミットメント・店頭 有価証券 店頭 その他 合計
デリバティブ以外のオフバランス デリバティブ

製造業 920 43 5 41 1,011
建設業 597 31 7 3 638
不動産業 1,165 1 3 5 1,176
各種サービス業 1,514 14 4 52 1,586
卸売・小売業 1,637 84 18 82 1,822
金融・保険業 135 213 0 61 410
個人 1,324 ― ― 13 1,337
その他の業種 749 17 1 26  794

適用除外分 ／ ／ ／ ― ―

合計 8,046 406 41 285  8,780
注) 1. 適用除外分は、信用リスク・アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額です。
2. その他には預け金、コールローン、買入金銭債権、金銭の信託、外国為替、その他資産が含まれます。

（E）業種別内訳 （単位：億円）

平成19年度

貸出金・コミットメント・店頭 有価証券 店頭 その他 合計
デリバティブ以外のオフバランス デリバティブ

製造業 1,620 80 37 47 1,786 
建設業 776 27 8 8 821
不動産業 1,048 5 3 5 1,063
各種サービス業 1,923 42 8 62 2,037
卸売・小売業 2,053 89 79 110 2,333
金融・保険業 141 334 0 62 538
個人 1,383 ― ― 13 1,397
その他の業種 476 50 4 40 572

適用除外分 ／ ／ ／ ― ―

合計 9,425 630 143 350 10,550
注) 1. 適用除外分は、信用リスク・アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額です。
2. その他には預け金、コールローン、買入金銭債権、金銭の信託、外国為替、その他資産が含まれます。

（単位：億円）
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みずほ銀行単体の自己資本の充実の状況

平成18年度 平成19年度

製造業 77 227
建設業 14 66
不動産業 6 27
各種サービス業 83 128
卸売・小売業 209 350
金融・保険業 57 54
個人 28 18
その他 55 89

適用除外分 ― ―

合計 531 962
注) 1. 損益計算書の貸出金償却の計数に基づき、その内訳を表示しています。
2. 適用除外分は、信用リスク・アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額です。
3. その他には海外分及び非居住者分を含みます。

（H）貸出金償却額の業種別の内訳 （単位：億円）

平成18年度 平成19年度 増減

国内 925 871 △53
製造業 123 114 △8
建設業 32 52 20
不動産業 82 95 13
各種サービス業 162 246 83
卸売・小売業 188 221 33
金融・保険業 59 43 △16
個人 69 45 △23
その他 207 51 △155

海外 0 2 1

適用除外分 ― ― ―

合計 926 873 △52
注) 適用除外分は、信用リスク・アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額です。

（G）個別貸倒引当金の地域別及び業種別の内訳 （単位：億円）
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平成18年度 平成19年度

50% 520 943
70% 904 2,626
90% 397 182
95% 66 127
115% 173 277
120% 38 ―
140% ― ―
250% 324 82

デフォルト ― ―

合計 2,425 4,238

（K）リスク・ウェイト区分別スロッティング・クライテリアに割り当てられた特定貸付債権残高 （単位：億円）

リスク・ウェイト

リスク・ウェイト

平成18年度 平成19年度

300% ― ―
400% ― ―

合計 ― ―
注）簡易手法が適用される株式等エクスポージャーのうち、上場株式については300%、非上場株式については400%のリスク・ウェイトを適用しています。

（L）リスク・ウェイト区分別マーケット・ベース方式の簡易手法が適用される株式等エクスポージャー残高 （単位：億円）

○内部格付手法が適用されるエクスポージャーの状況

平成18年度 平成19年度

資本控除の額 ― ―

（J）資本控除の額 （単位：億円）

○標準的手法が適用されるエクスポージャーの状況

平成18年度

オンバランス オフバランス 合計 うち外部格付あり

0% 2,030 ― 2,030 ―
10% ― ― ― ―
20% 76 ― 76 ―
35% ― ― ― ―
50% ― ― ― ―
100% 593 ― 593 ―
150% ― ― ― ―
350% ― ― ― ―

1,250% 1 ― 1 ―

合計 2,702 ― 2,702 ―
注）オフバランスのエクスポージャーは与信相当額を記載しています。

（I）リスク・ウェイト区分別信用リスク削減効果適用後の残高 （単位：億円）

リスク・ウェイト

平成19年度

オンバランス オフバランス 合計 うち外部格付あり

0% 1,395 ― 1,395 ―
10% ― ― ― ―
20% 54 ― 54 ―
35% ― ― ― ―
50% ― ― ― ―
100% 504 ― 504 ―
150% ― ― ― ―
350% ― ― ― ―
625% ― ― ― ―

937.5% ― ― ― ―
1,250% ― ― ― ―

合計 1,954 ― 1,954 ―
注）オフバランスのエクスポージャーは与信相当額を記載しています。

（単位：億円）

リスク・ウェイト
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みずほ銀行単体の自己資本の充実の状況

平成18年度

EAD加重平均 EAD加重平均 EAD加重平均 EAD オンバランス オフバランス
PD（％） LGD（％） リスク・ウェイト（％） （億円）

事業法人向け　 4.90 40.88 65.05 217,185 181,629 35,555
投資適格ゾーン 0.13 37.28 27.32 48,636 33,965 14,671 
非投資適格ゾーン 2.00 41.88 79.41 161,176 140,367 20,809 
デフォルト 100.00 42.87 ― 7,371 7,297 74 

ソブリン向け　 0.02 45.00 2.23 209,313 173,220 36,093 
投資適格ゾーン 0.01 45.00 1.77 208,162 172,078 36,084 
非投資適格ゾーン 2.42 44.98 85.63 1,151 1,142 9  
デフォルト 100.00 45.00 ― 0 ― 0

金融機関等向け　 0.13 43.75 19.01 72,574 59,950 12,623
投資適格ゾーン 0.13 43.75 19.00 72,513 59,894 12,618 
非投資適格ゾーン 0.36 41.92 30.16 57 52 5 
デフォルト 100.00 45.00 ― 3 3 ―

PD/LGD方式を適用する株式等エクスポージャー 0.49 90.00 139.45 3,796 3,796 ―
投資適格ゾーン 0.12 90.00 131.12 3,589 3,589 ―
非投資適格ゾーン 4.20 90.00 291.56 201 201 ―
デフォルト 100.00 90.00 ― 5 5 ―

合計　 2.15 43.38 32.82 502,869 418,596 84,273
投資適格ゾーン 0.05 44.09 10.65 332,901 269,526 63,374  
非投資適格ゾーン 2.00 41.96 79.70 162,587 141,763 20,823  
デフォルト 100.00 42.91 ― 7,381 7,306 74 

注）1. 投資適格ゾーンには債務者格付A1～B2が含まれ、非投資適格ゾーンにはC1～E2（E2Rを除く）が、デフォルトにはE2R～H1がそれぞれ含まれます（債務者格付詳細については65ページに記載
しています）。

2. 事業法人向けにはスロッティング・クライテリアに割り当てられた特定貸付債権が含まれません。

（M）資産区分・格付区分別ポートフォリオ（事業法人等向け） （単位：億円）

平成19年度

EAD加重平均 EAD加重平均 EAD加重平均 EAD オンバランス オフバランス
PD（％） LGD（％） リスク・ウェイト（％） （億円）

事業法人向け　 6.31 41.09 72.38 209,607 169,782 39,824 
投資適格ゾーン 0.14 38.07 25.69 49,623 34,594 15,028 
非投資適格ゾーン 2.96 41.98 91.84 151,302 126,732 24,570  
デフォルト 100.00 42.85 ― 8,681 8,456 225 

ソブリン向け　 0.01 45.00 1.06 228,540 179,724 48,816  
投資適格ゾーン 0.00 45.00 0.75 227,654 178,849 48,804  
非投資適格ゾーン 1.08 44.97 80.75 886 874 11
デフォルト ― ― ― ― ― ―

金融機関等向け　 0.05 43.83 6.99 78,081 69,134 8,946
投資適格ゾーン 0.05 43.83 6.96 78,034 69,094 8,939 
非投資適格ゾーン 1.02 40.00 61.82 46 39 7 
デフォルト 100.00 45.00 ― 0 0 ―

PD/LGD方式を適用する株式等エクスポージャー 3.65 90.00 134.77 3,477 3,477 ―
投資適格ゾーン 0.07 90.00 128.44 3,167 3,167 ―
非投資適格ゾーン 5.53 90.00 315.06 196 196 ―
デフォルト 100.00 90.00 ― 113 113 ―

合計　 2.58 43.55 31.61 519,706 422,118 97,587
投資適格ゾーン 0.03 44.18 6.68 358,478 285,705 72,773   
非投資適格ゾーン 2.95 42.06 92.05 152,431 127,842 24,589  
デフォルト 100.00 43.46 ― 8,795 8,570 225 

注）1. 投資適格ゾーンには債務者格付A1～B2が含まれ、非投資適格ゾーンにはC1～E2（E2Rを除く）が、デフォルトにはE2R～H1がそれぞれ含まれます（債務者格付詳細については65ページに記載
しています）。

2. 事業法人向けにはスロッティング・クライテリアに割り当てられた特定貸付債権が含まれません。

（単位：億円）
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平成18年度

EAD加重平均 EAD加重平均 EAD加重平均 EAD加重平均 EAD オンバランス オフバランス コミットメント 未引出額に乗ずる
PD（％） LGD（％）ELdefault（％） リスク・ウェイト（％） （億円） の未引出額 掛目の加重平均値(%)

居住用不動産向け　 1.19 47.81 0.17 34.89 94,063 94,063 ― ― ―
非デフォルト 0.81 47.81 ― 34.86 93,703 93,703 ― ― ―
デフォルト 100.00 47.81 44.52 43.51 359 359 ― ― ―

適格リボルビング型リテール向け 2.76 73.33 0.22 53.54 3,297 2,306 991 13,826 7.17
非デフォルト 2.45 73.33 ― 53.49 3,286 2,297 988 13,808 7.16
デフォルト 100.00 73.33 68.22 67.78 10 8 2 17 12.76

その他リテール向け　 3.37 48.40 0.84 51.72 22,202 21,577 624 741 79.52
非デフォルト 1.67 48.33 ― 51.77 21,818 21,197 621 736 79.55
デフォルト 100.00 52.22 48.52 49.09 383 379 3 5 74.46

合計　 1.64 48.62 0.30 38.53 119,563 117,947 1,616 14,567 10.85
非デフォルト 1.01 48.61 ― 38.48 118,808 117,198 1,609 14,544 10.83
デフォルト 100.00 50.41 46.89 46.69 754 748 6 22 26.46

（N）資産区分・格付区分別ポートフォリオ（リテール向け） （単位：億円）

平成19年度

EAD加重平均 EAD加重平均 EAD加重平均 EAD加重平均 EAD オンバランス オフバランス コミットメント 未引出額に乗ずる
PD（％） LGD（％）ELdefault（％） リスク・ウェイト（％） （億円） の未引出額 掛目の加重平均値(%)

居住用不動産向け　 1.42 46.29 0.24 35.69 95,252 95,191 61 61 100.00
非デフォルト 0.86 46.29 ― 35.63 94,714 94,653 61 61 100.00
デフォルト 100.00 46.29 42.75 46.95 538 538 ― ― ―

適格リボルビング型リテール向け 3.24 69.83 0.21 57.26 3,146 2,233 913 13,802 6.62
非デフォルト 2.92 69.83 ― 57.19 3,136 2,225 910 13,779 6.61
デフォルト 100.00 69.83 63.97 77.68 10 7 2 22 10.67

その他リテール向け　 3.85 49.23 0.93 51.94 21,232 20,783 448 568 75.76
非デフォルト 1.84 49.23 ― 51.96 20,798 20,393 404 522 73.95
デフォルト 100.00 49.32 45.46 51.17 434 390 44 45 96.57

合計　 1.90 47.43 0.36 39.14 119,631 118,208 1,423 14,431 9.73
非デフォルト 1.09 47.43 ― 39.06 118,648 117,272 1,376 14,363 9.46
デフォルト 100.00 47.88 44.17 49.14 982 936 46 67 68.30

（単位：億円）
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自己資本の充実の状況

みずほ銀行単体の自己資本の充実の状況

平成18年度 平成19年度

実績値 実績値

事業法人向け 4,151 4,406
ソブリン向け ― ―
金融機関等向け ― ―
居住用不動産向け ／ ／
適格リボルビング型リテール向け 43 42
その他リテール向け ／ ／

合計 4,194 4,448
注）1. 実績値は、当該期間の無税直接償却、不良債権売却損、不良債権放棄損、債権株式交換損、および当該期末の部分直接償却、個別貸倒引当金、一般貸倒引当金（うち要管理先以下）の合計額です。
2. 資産区分別の実績値については、平成18年度（平成18年4月～平成19年3月）より蓄積を開始しています。
3. PD/LGD方式を適用する株式等エクスポージャーについては、損失が与信関係費用として計上されない（信用リスクに伴うものかの判別が困難である）ことから、損失の実績値に含めていません。
4.「居住用不動産向け」、「その他リテール向け」は「みずほ銀行子会社保証付個人ローン」が大半であるため、みずほ銀行単体では記載していません。みずほ銀行連結情報をご参照ください。

（O）エクスポージャー別損失の実績値 （単位：億円）

平成18年度 平成19年度

推計値 実績値 推計値 実績値

事業法人向け ／ 4,151 4,547 4,406
ソブリン向け ／ ― 18 ―
金融機関等向け ／ ― 41 ―
居住用不動産向け ／ ／ ／ ／
適格リボルビング型リテール向け ／ 43 66 42
その他リテール向け ／ ／ ／ ／

合計 ／ 4,194 4,673 4,448
注）1. 推計値は平成19年3月末の期待損失額です。
2. 資産区分別の期待損失額は、平成19年3月末基準より推計を開始しています。
3. 実績値は、当該期間の無税直接償却、不良債権売却損、不良債権放棄損、債権株式交換損、および当該期末の部分直接償却、個別貸倒引当金、一般貸倒引当金（うち要管理先以下）の合計額です。
4. 資産区分別の実績値については、平成18年度（平成18年4月～平成19年3月）より蓄積を開始しています。
5. PD/LGD方式を適用する株式等エクスポージャーについては、損失が与信関係費用として計上されない（信用リスクに伴うものかの判別が困難である）ことから、損失の推計値・実績値に含めていま
せん。

6.「居住用不動産向け」、「その他リテール向け」は「みずほ銀行子会社保証付個人ローン」が大半であるため、みずほ銀行単体では記載していません。みずほ銀行連結情報をご参照ください。

（P）エクスポージャー別損失の推計値と実績値の対比 （単位：億円）

［要因分析］

景気の先行き不透明感が強まる中、小口を中心としたデフォルト

件数の増加に加え、事業法人向けエクスポージャーの売却に係る損

失等もあり、損失の実績値は前年度比＋254億円の4,448億円と

なりました。
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■信用リスク削減手法

平成18年度

適格金融資産担保 適格資産担保 保証 クレジット・デリバティブ 合計

内部格付手法 15,233 34,882 15,811 ― 65,928
事業法人向け 12,723 33,676 4,744 ― 51,145
ソブリン向け 2 ― 2,434 ― 2,437
金融機関等向け 2,105 ― 0 ― 2,105
リテール向け 401 1,206 8,632 ― 10,240
居住用不動産向け ― ― 3,638 ― 3,638 
適格リボルビング型リテール向け ― ― 47 ― 47 
その他リテール向け 401 1,206 4,945 ― 6,553 

その他 ― ― ― ― ―

標準的手法 ― ／ ― ― ―
ソブリン向け ― ／ ― ― ―
金融機関等向け ― ／ ― ― ―
法人等向け ― ／ ― ― ―
抵当権付住宅ローン ― ／ ― ― ―
証券化 ― ／ ― ― ―
その他 ― ／ ― ― ―

合計 15,233 34,882 15,811 ― 65,928 

（単位：億円）

（4）ポートフォリオ区分別信用リスク削減手法
担保及び保証による信用リスク削減手法の効果を勘案したエクス

ポージャーの額は以下のとおりです。

平成19年度

適格金融資産担保 適格資産担保 保証 クレジット・デリバティブ 合計

内部格付手法 13,874 32,809 18,009 ― 64,693 
事業法人向け 11,495 32,100 5,155 ― 48,752
ソブリン向け 2 11 3,135 ― 3,148
金融機関等向け 2,105 ― 1,544 ― 3,649
リテール向け 271 697 8,174 ― 9,142
居住用不動産向け ― ― 3,280 ― 3,280 
適格リボルビング型リテール向け ― ― 10 ― 10 
その他リテール向け 271 697 4,883 ― 5,852 

その他 ― ― ― ― ―

標準的手法 ― ／ ― ― ―
ソブリン向け ― ／ ― ― ―
金融機関等向け ― ／ ― ― ―
法人等向け ― ／ ― ― ―
抵当権付住宅ローン ― ／ ― ― ―
証券化 ― ／ ― ― ―
その他 ― ／ ― ― ―

合計 13,874 32,809 18,009 ― 64,693 

（単位：億円）
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みずほ銀行単体の自己資本の充実の状況

平成18年度 平成19年度

想定元本額 想定元本額

クレジットデリバティブの種類

クレジット･デフォルト･スワップ プロテクションの購入 ― ―
プロテクションの提供 ― ―

トータル･リターン･スワップ プロテクションの購入 ― ―
プロテクションの提供 ― ―

合計 プロテクションの購入 ― ―
プロテクションの提供 ― ―

注）なお、信用リスク削減手法として用いたクレジット・デリバティブは以下のとおりです。

（C）与信相当額算出の対象となるクレジット・デリバティブの想定元本 （単位：億円）

平成18年度 平成19年度

信用リスク削減手法として用いたクレジット・デリバティブ ― ―

（単位：億円）

■派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスク

（5）派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクの状況

平成18年度 平成19年度

適格金融資産担保 460 454
適格資産担保 415 562
保証・その他 0 0

合計 876 1,016

（B）信用リスク削減手法適用額（種類別） （単位：億円）

平成18年度 平成19年度

グロスの再構築コスト グロスのアドオン 与信相当額 グロスの再構築コスト グロスのアドオン 与信相当額

外国為替関連取引 15,068 12,741 27,809 16,008 11,067 27,075
金利関連取引 2,361 3,674 6,036 3,236 2,946 6,183
金関連取引 1 0 2 1 0 2
株式関連取引 ― ― ― ― ― ―
貴金属（金を除く）関連取引 ― 0 0 ― 0 0
その他のコモディティ関連取引 962 691 1,654 1,334 675 2,009
クレジット・デリバティブ取引 ― ― ― ― ― ―

小計 ① 18,393 17,109 35,502 20,581 14,690 35,272

一括清算ネッティング契約による
与信相当額削減効果(△) ② ／ ／ 18,758 ／ ／ 16,514

小計 ③＝①＋② ／ ／ 16,744 ／ ／ 18,757

担保付デリバティブ取引における
信用リスク削減手法効果勘案（△） ④ ／ ／ 301 ／ ／ 31

合計 ③＋④ ／ ／ 16,442 ／ ／ 18,726
注）与信相当額の算出方法はカレントエクスポージャー方式を用いています。

〈派生商品取引〉 （単位：億円）

（A）派生商品取引及び長期決済期間取引の状況

平成19年度

グロスの再構築コスト グロスのアドオン 与信相当額

長期決済期間取引 1 6 8
注）1. 与信相当額の算出方法はカレントエクスポージャー方式を用いています。
2. 長期決済期間取引について、「一括清算ネッティング契約による与信相当額削減効果」及び「担保付取引における信用リスク削減手法効果」の適用はありません。

〈長期決済期間取引〉 （単位：億円）
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■証券化エクスポージャー

（6）証券化エクスポージャーの定量的開示項目

○オリジネーターとしての証券化エクスポージャー

平成18年度

クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 証券化商品 合計

資産譲渡型証券化取引
原資産の額 ― 2,262 ― ― 582 ― ― 2,844
うちデフォルトしたエクスポージャーの額 ― 10 ― ― 17 ― ― 28

当期の損失額 ― ― ― ― ― ― ― ―

当期に証券化を行ったエクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―

当期中に認識した売却損益の額 ― ― ― ― ― ― ― ―

早期償還条項付証券化エクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―

合成型証券化取引に係るエクスポージャー
原資産の額 ― ― ― ― ― ― ― ―
うちデフォルトしたエクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―

当期の損失額 ― ― ― ― ― ― ― ―

当期に証券化を行ったエクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―
注）1.「当期」に関する情報については、平成18年度における累計額を記載しています。
2.「原資産の額」、「当期損失額」には当行がオリジネートしたエクスポージャーの他、他の金融機関がオリジネートした資産が同一プログラムに含まれる場合、これを含みます。
3.「原資産種類の区分」については、個別取引毎の原資産のうち主要なものをベースに記載しています。
4. クレジットカード与信には、ショッピングクレジット、カードローン等が含まれています。

（A）原資産の種類別の情報 （単位：億円）

平成19年度

クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 証券化商品 合計

資産譲渡型証券化取引
原資産の額 ― 2,010 ― ― 278 ― ― 2,288
うちデフォルトしたエクスポージャーの額 ― 18 ― ― 14 ― ― 32

当期の損失額 ― ― ― ― 2 ― ― 2

当期に証券化を行ったエクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―

当期中に認識した売却損益の額 ― ― ― ― ― ― ― ―

早期償還条項付証券化エクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―

合成型証券化取引に係るエクスポージャー
原資産の額 ― ― ― ― ― ― ― ―
うちデフォルトしたエクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―

当期の損失額 ― ― ― ― ― ― ― ―

当期に証券化を行ったエクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―
注）1.「当期」に関する情報については、平成19年度における累計額を記載しています。
2.「原資産の額」、「当期損失額」には当行がオリジネートしたエクスポージャーの他、他の金融機関がオリジネートした資産が同一プログラムに含まれる場合、これを含みます。
3.「原資産種類の区分」については、個別取引毎の原資産のうち主要なものをベースに記載しています。
4. クレジットカード与信には、ショッピングクレジット、カードローン等が含まれています。

（単位：億円）

平成18年度の開示計数については、「原資産種類の区分」等、平

成19年度の定義に合わせて見直しを行っております。
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（B）保有する証券化エクスポージャーに関する情報

平成18年度 平成19年度

自己資本比率告示附則第15条により算出される信用リスク・アセットの額 ― ―

〈自己資本比率告示附則第15条により算出される信用リスク・アセットの額〉 （単位：億円）

平成18年度 平成18年度

クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 証券化商品 合計 所要自己資本額

～20％ ― ― ― ― ― ― ― ― ―
～50％ ― ― ― ― ― ― ― ― ―
～100％ ― ― ― ― ― ― ― ― ―
～250％ ― ― ― ― ― ― ― ― ―
～650％ ― ― ― ― ― ― ― ― ―
650％超 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

自己資本控除 ― 241 ― ― 31 ― ― 273 123

合計 ― 241 ― ― 31 ― ― 273 123

〈リスク・ウェイト区分別・原資産種類別の残高及び所要自己資本の額〉 （単位：億円）

リスク・
ウェイト

平成19年度 平成19年度

クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 証券化商品 合計 所要自己資本額

～20％ ― ― ― ― ― ― ― ― ―
～50％ ― ― ― ― ― ― ― ― ―
～100％ ― ― ― ― ― ― ― ― ―
～250％ ― ― ― ― ― ― ― ― ―
～650％ ― ― ― ― ― ― ― ― ―
650％超 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

自己資本控除 ― 241 ― ― 33 ― ― 274 107

合計 ― 241 ― ― 33 ― ― 274 107

（単位：億円）

リスク・
ウェイト

平成18年度

クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 証券化商品 合計

証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 ― 64 ― ― ― ― ― 64

〈証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額〉 （単位：億円）

平成19年度

クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 証券化商品 合計

証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 ― 55 ― ― ― ― ― 55

（単位：億円）
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平成18年度

クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 売掛債権・手形債権 不動産 その他 合計

原資産の額 67 ― 194 ― 1,587 ― ― 1,849
うちデフォルトしたエクスポージャーの額 ― ― ― ― 68 ― ― 68

原資産に関する当期の想定損失額 0 ― 2 ― 43 ― ― 47

当期に証券化を行ったエクスポージャーの額 84 ― 137 ― 6,671 ― ― 6,893
注）1.「当期」に関する情報については、平成18年度における累計額を記載しています。
2. デフォルトしたエクスポージャーの額は、原資産のうち、自己資本比率の算出においてデフォルトとして認識した額を記載しています。
3. 原資産に関する当期の想定損失額については、基準日時点の原資産残高及び自己資本比率の算出に使用される下記パラメータ等を用いた原資産に関する損失額の推計値を記載しています。

●指定関数方式を適用する場合に原資産の所要自己資本額算出に使用したパラメータ（PD等）
●原資産が証券化エクスポージャーの場合に、外部格付準拠方式のリスク･ウェイトを保守的に適用

4.「原資産種類の区分」については、個別取引毎の原資産のうち主要なものをベースに記載しています。なお、区分が困難な取引については、「その他」に記載しています。
5. クレジットカード与信には、ショッピングクレジット、カードローン等が含まれています。

（C）原資産の種類別の情報 （単位：億円）

平成19年度

クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 売掛債権・手形債権 不動産 その他 合計

原資産の額 36 ― 219 151 1,472 ― ― 1,880
うちデフォルトしたエクスポージャーの額 ― ― ― ― 62 ― ― 62

原資産に関する当期の想定損失額 0 ― 3 0 45 ― ― 49

当期に証券化を行ったエクスポージャーの額 ― ― 135 151 6,465 ― ― 6,752
注）1.「当期」に関する情報については、平成19年度における累計額を記載しています。
2. デフォルトしたエクスポージャーの額は、原資産のうち、自己資本比率の算出においてデフォルトとして認識した額を記載しています。
3. 原資産に関する当期の想定損失額については、基準日時点の原資産残高及び自己資本比率の算出に使用される下記パラメータ等を用いた原資産に関する損失額の推計値を記載しています。

●指定関数方式を適用する場合に原資産の所要自己資本額算出に使用したパラメータ（PD等）
●原資産が証券化エクスポージャーの場合に、外部格付準拠方式のリスク･ウェイトを保守的に適用

4.「原資産種類の区分」については、個別取引毎の原資産のうち主要なものをベースに記載しています。なお、区分が困難な取引については、「その他」に記載しています。
5. クレジットカード与信には、ショッピングクレジット、カードローン等が含まれています。

（単位：億円）

○流動化プログラム（ABCP/ABL）のスポンサーとしての証券化エクスポージャー

（D）保有する証券化エクスポージャーに関する情報

平成18年度 平成19年度

自己資本比率告示附則第15条により算出される信用リスク・アセットの額 ― ―

〈自己資本比率告示附則第15条により算出される信用リスク・アセットの額〉 （単位：億円）

平成18年度 平成18年度

クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 売掛債権・手形債権 不動産 その他 合計 所要自己資本額

～20％ 8 ― 164 ― 1,338 ― ― 1,511 10
～50％ ― ― ― ― 180 ― ― 180 3
～100％ 51 ― ― ― 18 ― ― 69 5
～250％ ― ― ― ― 8 ― ― 8 0
～650％ ― ― ― ― 1 ― ― 1 0
650％超 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

自己資本控除 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

合計 59 ― 164 ― 1,546 ― ― 1,770 19
（うち原資産が海外資産である取引） ― ― ― ― ― ― ― ― ／
注) 1. 保有する証券化エクスポージャーの額については、所要自己資本賦課の対象となる流動化プログラムの未使用残高が含まれています。
2.「原資産種類が海外資産である取引」については、個別取引毎の原資産のうち主要なものをベースに記載しています。

〈リスク・ウェイト区分別・原資産種類別の残高及び所要自己資本の額〉 （単位：億円）

リスク・
ウェイト

平成19年度 平成19年度

クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 売掛債権・手形債権 不動産 その他 合計 所要自己資本額

～20％ 4 ― ― 124 1,258 ― ― 1,386 9
～50％ ― ― 188 ― 106 ― ― 295 10
～100％ ― ― ― ― 45 ― ― 45 2
～250％ 25 ― ― ― 17 ― ― 43 4
～650％ ― ― ― ― ― ― ― ― ―
650％超 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

自己資本控除 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

合計 29 ― 188 124 1,427 ― ― 1,770 26
（うち原資産が海外資産である取引） ― ― ― ― ― ― ― ― ／
注) 1. 保有する証券化エクスポージャーの額については、所要自己資本賦課の対象となる流動化プログラムの未使用残高が含まれています。
2.「原資産種類が海外資産である取引」については、個別取引毎の原資産のうち主要なものをベースに記載しています。

（単位：億円）

リスク・
ウェイト



394

み
ず
ほ
銀
行
　
●

単
体
の
自
己
資
本
の
充
実
の
状
況

自己資本の充実の状況

みずほ銀行単体の自己資本の充実の状況

（E）保有する証券化エクスポージャーに関する情報

平成18年度 平成19年度

自己資本比率告示附則第15条により算出される信用リスク・アセットの額 ― ―

〈自己資本比率告示附則第15条により算出される信用リスク・アセットの額〉 （単位：億円）

○投資家としての証券化エクスポージャー

平成18年度 平成18年度

クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 その他 合計 所要自己資本額

～20％ 646 9,687 366 3,560 1,296 4,083 1,215 20,856 206
～50％ ― 16 ― ― 52 1,366 107 1,542 39
～100％ ― 5 ― ― ― 309 28 343 21
～250％ ― ― ― ― ― ― ― ― ―
～650％ ― ― ― ― ― ― ― ― ―
650％超 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

自己資本控除 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

合計 646 9,709 366 3,560 1,349 5,759 1,351 22,743 268
（うち原資産が海外資産である取引） ― ― ― ― 533 ― ― 533 ／
（うち再証券化商品） ― ― ― ― ― 62 111 173 ／
注）1.「原資産種類の区分」については、個別取引毎の原資産のうち主要なものをベースに記載しています。なお、区分が困難な取引については、「その他」に記載しています。
2. クレジットカード与信には、ショッピングクレジット、カードローン等が含まれています。
3.「原資産種類が海外資産である取引」については、個別取引毎の原資産のうち主要なものをベースに記載しています。
4. ABS等の証券化商品を裏付資産とする証券化商品（（例）ABS CDO）を、再証券化商品として記載しています。

〈リスク・ウェイト区分別・原資産種類別の残高及び所要自己資本の額〉 （単位：億円）

リスク・
ウェイト

平成19年度 平成19年度

クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 その他 合計 所要自己資本額

～20％ 743 10,199 255 3,657 1,660 5,362 1,021 22,901 219
～50％ ― 7 ― ― 13 1,422 107 1,552 39
～100％ ― 5 ― ― ― 239 13 258 16
～250％ ― ― ― ― ― ― ― ― ―
～650％ ― ― ― ― ― ― ― ― ―
650％超 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

自己資本控除 ― ― ― ― 0 ― ― 0 0

合計 743 10,212 255 3,657 1,674 7,025 1,142 24,712 275
（うち原資産が海外資産である取引） ― ― ― ― 1,017 ― ― 1,017 ／
（うち再証券化商品） ― ― ― ― ― 23 ― 23 ／
注）1.「原資産種類の区分」については、個別取引毎の原資産のうち主要なものをベースに記載しています。なお、区分が困難な取引については、「その他」に記載しています。
2. クレジットカード与信には、ショッピングクレジット、カードローン等が含まれています。
3.「原資産種類が海外資産である取引」については、個別取引毎の原資産のうち主要なものをベースに記載しています。
4. ABS等の証券化商品を裏付資産とする証券化商品（（例）ABS CDO）を、再証券化商品として記載しています。

（単位：億円）

リスク・
ウェイト

マーケット・リスクに関わる市場リスク管理態勢等については、68

～72ページをご覧ください。

平成18年度 平成19年度

期末日 2 6
最大値 7 7
最小値 1 1
平均値 2 3
バックテスト超過回数 4回 6回
注）バックテスト超過回数によりマーケット・リスク相当額（内部モデル方式）算出に使用する乗数が
決定されます。（平成19年度の乗数は、3.5となります。）

トレーディング業務における市場リスク量（VAR）の推移（単位：億円）

■マーケット・リスク

VARの手法

線形リスク ：分散・共分散法

非線形リスク ：モンテカルロシミュレーション法

ＶＡＲ ：線形リスクと非線形リスクの単純合算

定量基準 ：①信頼区間　片側99％

②保有期間　1日

③観測期間　1年

損失額 広義自己資本 自己資本に対する割合

平成19年3月末基準 1,639 33,916 4.8%
平成20年3月末基準 1,006 31,538 3.1%
うち円金利の影響 638 ― ―％
ドル金利の影響 226 ― ―％
ユーロ金利の影響 141 ― ―％

注）1. 広義自己資本は、国際統一基準の値を使用しています。
2. マーケット・リスクに関する各種定義は、72ページに記載しています。

「アウトライヤー基準」の結果 （単位：億円）

○トレーディング業務 ○アウトライヤー基準
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■銀行勘定における株式等エクスポージャー

（7）銀行勘定における株式等エクスポージャーの状況

平成18年度 平成19年度

貸借対照表計上額 時価 貸借対照表計上額 時価

上場株式等エクスポージャー 14,259 15,168 10,273 10,207
上記以外の株式等エクスポージャー 2,686 2,686 2,714 2,714

合計 16,945 17,855 12,987 12,922
注）株式等エクスポージャーのうち、日本株式及び外国株式のみを表示しています。

（A）貸借対照表計上額 （単位：億円）

平成18年度 平成19年度

売却損益 売却益 売却損 売却損益 売却益 売却損

株式等エクスポージャーの売却 186 201 14 1,026 1,058 32
注）損益計算書の株式等売却損益の計数を表示しています。

（B）株式等エクスポージャーに係る売却損益 （単位：億円）

平成18年度 平成19年度

償却損益 償却損益

株式等エクスポージャーの償却 △1,836 △525
注）損益計算書の株式等償却の計数を表示しています。

（C）株式等エクスポージャーに係る償却損益 （単位：億円）

平成18年度 平成19年度

評価差額 評価益 評価損 評価差額 評価益 評価損

株式等エクスポージャー 4,415 4,619 204 541 1,748 1,207
注）株式等エクスポージャーのうち、日本株式及び外国株式のみを表示しています。

（D）貸借対照表で認識され、かつ、損益計算書で認識されない評価損益 （単位：億円）

平成18年度 平成19年度

差額 評価益 評価損 差額 評価益 評価損

株式等エクスポージャー 909 909 ― △65 ― 65
注）株式等エクスポージャーのうち、日本株式及び外国株式のみを表示しています。

（E）貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益 （単位：億円）

平成18年度 平成19年度

PD／LGD方式 3,796 3,477
マーケット・ベース方式（簡易手法適用分） ― ―
マーケット・ベース方式（内部モデル手法適用分） ― ―
経過措置適用分 8,755 7,949

合計 12,552 11,426

（F）ポートフォリオ区分別株式等エクスポージャー （単位：億円）
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自己資本の充実の状況

みずほコーポレート銀行連結の自己資本の充実の状況

（1）連結自己資本比率の算出における連結の範囲

■連結の範囲

主要な連結子会社は、みずほ証券株式会社、Mizuho Corporate

Bank Nederland N.V.、Mizuho Corporate Bank (USA)、MHCB

America Holdings,Inc.です。

各連結子会社の主要な業務の内容については、116～124ペー

ジをご覧ください。

平成18年度 平成19年度

連結子会社 48社 67社

（B）連結子会社の数 （社）

（A）連結財務諸表規則に基づき連結の範囲に含まれる会社との相違点
平成18年度、平成19年度とも、該当ありません。

（C）自己資本比率告示第9条が適用される金融業務を営む関連法人等
平成18年度、平成19年度とも、該当ありません。

（E）銀行法第16条の2第1項第11号に掲げる会社のうち従属業務を専ら営むもの又は同項第12号に掲げる会社で
あって、連結グループに属していない会社
平成18年度、平成19年度とも、該当ありません。

（F）連結グループ内の資金及び自己資本の移動に係る制限等
平成18年度、平成19年度とも、該当ありません。

（D）自己資本比率告示第8条第1項第2号イからハまでに掲げる控除項目の対象となる会社
平成18年度、平成19年度とも、該当ありません。



み
ず
ほ
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
銀
行
　
●

連
結
の
自
己
資
本
の
充
実
の
状
況

397

■連結自己資本比率

平成18年度 平成19年度

資本金 10,709 10,709

うち非累積的永久優先株 ― ―

新株式申込証拠金 ― ―
資本剰余金 3,303 3,303
利益剰余金 9,940 7,416
自己株式（△） ― ―
自己株式申込証拠金 ― ―
社外流出予定額（△） 2,000 2,000
その他有価証券の評価差損（△） ― ―
為替換算調整勘定 △450 △845
新株予約権 ― ―

連結子法人等の少数株主持分 11,617 11,490

うち海外SPCの発行する優先出資証券 10,872 11,139

営業権相当額（△） ― ―
のれん相当額（△） 540 ―
企業結合等により計上される無形固定資産相当額（△） ― ―
証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額（△） 11 20
内部格付手法採用行において、期待損失額が適格引当金を上回る額の50％相当額（△） ― 230
繰延税金資産の控除前の基本的項目計（上記各項目の合計額） 32,568 29,824
繰延税金資産の控除金額（△） ― ―

計 （A） 32,568 29,824

うちステップ・アップ金利条項付の優先出資証券 （B） 3,044 4,525
TierⅠに対する割合＝（Ｂ）／（Ａ）×100 9.34％ 15.17％

その他有価証券の連結貸借対照表計上額から帳簿価額を控除した額の45％相当額 8,171 2,343
土地の再評価額と再評価の直前の帳簿価額の差額の45％相当額 295 291
一般貸倒引当金 44 42
内部格付手法採用行において、適格引当金が期待損失額を上回る額 615 ―

負債性資本調達手段等 13,394 13,526

うち永久劣後債務 2,928 2,747
期限付劣後債務及び期限付優先株 10,466 10,779

計 22,521 16,205

うち自己資本への算入額 （C） 22,521 16,205

準補完的項目 短期劣後債務 ― ―

（TierⅢ） うち自己資本への算入額 （D） ― ―

控除項目 控除項目 （E） 1,794 3,241

自己資本額 （A）＋（C）＋（D）－（E） （F） 53,295 42,788

資産（オン・バランス）項目 234,545 238,633
オフ・バランス取引等項目 87,162 80,928
信用リスク・アセットの額 （G） 321,707 319,561
マーケット・リスク相当額に係る額（（ I ）／8％） （H） 20,598 19,816
（参考）マーケット・リスク相当額 （ I ） 1,647 1,585
オペレーショナル・リスク相当額に係る額（（K）／8％） （J） 14,801 12,095
（参考）オペレーショナル・リスク相当額 （K） 1,184 967
フロア調整額 （L） 23,136 ―

計（（G）＋（H）＋（J）＋（L）） （M） 380,244 351,473

連結自己資本比率（国際統一基準）＝（F）／（M）×100 14.01％ 12.17％

TierⅠ比率＝（A）／（M）×100 8.56％ 8.48％
注）1. 上記は「銀行法第14条の2の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準」（平成18年金融庁告示第19号。以下、「告示」と

いう。）に基づいて算出したものであり、国際統一基準を採用した連結ベースの計数となっています。
2. 当行の資本金は株式種類毎に区分できないため、資本金のうち非累積的永久優先株の金額は記載していません。
3. 当行の連結自己資本比率の算定に関して、「自己資本比率の算定に関する合意された手続による調査業務を実施する場合の取扱い」（日本公認会計士協会業種別委員会報告第30号）に基づき、監査法
人による合意された手続による調査業務を受けています。なお、これは、当行の連結財務諸表に対する会計監査の一部ではありません。

4. 平成18年度における当行の繰延税金資産は純額で負債となっていることから、「繰延税金資産の控除金額」の該当はありません。平成19年度の「繰延税金資産の純額に相当する額」は1,801億円で
す。なお、「繰延税金資産の算入上限額」は平成18年度9,770億円、平成19年度5,964億円です。

5.「フロア調整額」は、旧所要自己資本の額に告示に定める率を乗じて得た額が新所要自己資本の額を上回る額に12.5を乗じて得た額です。当行は、平成18年度は、旧所要自己資本の額に告示に定め
る率を乗じて得た額が新所要自己資本の額を上回っているため、当該上回った額をリスク・アセット等に加えています。

（2）連結自己資本比率総括表（国際統一基準） （単位：億円）

リスク・アセット等

補完的項目
（TierⅡ）

基本的項目
（TierⅠ）
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自己資本の充実の状況

みずほコーポレート銀行連結の自己資本の充実の状況

Mizuho Preferred Capital（Cayman）
B Limited（以下、「MPCB」といい、以下
に記載される優先出資証券を「本MPCB優
先出資証券」という。）

Mizuho Preferred Capital（Cayman）
C Limited（以下、「MPCC」といい、以下
に記載される優先出資証券を「本MPCC優
先出資証券」という。）

Mizuho Preferred Capital（Cayman）
D Limited（以下、「MPCD」といい、以下
に記載される優先出資証券を「本MPCD優
先出資証券」という。）

発行体

配当非累積型永久優先出資証券 配当非累積型永久優先出資証券 配当非累積型永久優先出資証券発行証券の種類

定めなし 定めなし 定めなし償還期日

平成24年6月以降の各配当支払日に任意
償還可能（ただし、監督当局の事前承認が
必要）

平成24年6月以降の各配当支払日に任意
償還可能（ただし、監督当局の事前承認が
必要）

平成21年6月以降の各配当支払日に任意
償還可能（ただし、監督当局の事前承認が
必要）

任意償還

変動配当（ステップアップなし。下記「配当
停止条件」に記載のとおり、停止された未
払配当は翌期以降に累積されない。）

変動配当（ステップアップなし。下記「配当
停止条件」に記載のとおり、停止された未
払配当は翌期以降に累積されない。）

変動配当（ステップアップなし。下記「配当
停止条件」に記載のとおり、停止された未
払配当は翌期以降に累積されない。）

配当

（3）自己資本調達手段の概要

■自己資本

（A）優先出資証券の概要

当行では、「海外特別目的会社の発行する優先出資証券」を以下のとおり発行し、「連結自己資本比率」及び「単体自己資本比率」の「基本

的項目」に計上しております。なお、Mizuho Preferred Capital Company L.L.C.の発行した優先出資証券、及びMizuho JGB

Investment L.L.C.の発行した優先出資証券につきましては、平成20年6月30日付で全額償還しました。

Mizuho Preferred Capital Company L.L.C.（以下、「MPC」
といい、以下に記載される優先出資証券を「本MPC優先出資証券」
という。）

Mizuho JGB Investment L.L.C.（以下、「MJI」といい、以下に
記載される優先出資証券を「本MJI優先出資証券」という。）

発行体

配当非累積型永久優先出資証券 配当非累積型永久優先出資証券発行証券の種類

定めなし 定めなし償還期日

平成20年6月以降の各配当支払日に任意償還可能（ただし、監督
当局の事前承認が必要）

平成20年6月以降の各配当支払日に任意償還可能（ただし、監督
当局の事前承認が必要）

任意償還

毎年6月及び12月の最終営業日 毎年6月及び12月の最終営業日配当支払日

10億米ドル 16億米ドル発行総額

平成10年2月23日 平成10年3月16日払込日

以下の何れかの事由が発生した場合、配当の支払いは停止され、
停止された配当は累積しない。（ただし、下記の強制配当事由に該
当する場合は除く。）
①当行の連結自己資本比率または基本的項目の比率が銀行規制
法令の定める最低水準を下回った場合であって、かつ本MPC優
先出資証券への配当禁止通知（注1）が出された場合

②当行につき会社清算手続が開始された場合、当行が破産した場
合、または当行の事業の終了を内容とする更生計画の認可がな
された場合

③当行優先株式（注2）への配当が停止され、かつ当行がMPCに対し
当行優先株式への配当停止について書面で通知したか若しくは
本MPC優先出資証券への配当禁止通知（注1）が出された場合

④当行の株式に対する一切の配当が停止され、かつ本MPC優先
出資証券への配当禁止通知（注1）が出された場合

以下の何れかの事由が発生した場合、配当の支払いは停止され、
停止された配当は累積しない。（ただし、下記の強制配当事由に該
当する場合は除く。）
①当行の連結自己資本比率または基本的項目の比率が銀行規制
法令の定める最低水準を下回った場合であって、かつ本MJI優
先出資証券への配当禁止通知（注1）が出された場合

②当行につき会社清算手続が開始された場合、当行が破産した場
合、または当行の事業の終了を内容とする更生計画の認可がな
された場合

③当行優先株式（注2）への配当が停止され、かつ当行がMJIに対し
当行優先株式への配当停止について書面で通知したか若しくは
本MJI優先出資証券への配当禁止通知（注1）が出された場合

④当行の株式に対する一切の配当が停止され、かつ本MJI優先出
資証券への配当禁止通知（注1）が出された場合

配当停止条件

当行が何らかの株式について配当を実施した場合には、当該事業年
度終了後に開始する連続した2配当期間（注3）にかかる配当支払日に
おいて、本MPC優先出資証券の満額の配当を実施しなければならな
い（配当停止条件における②の状態が生じている場合を除く）。

当行が何らかの株式について配当を実施した場合には、当該事業年
度終了後に開始する連続した2配当期間（注3）にかかる配当支払日に
おいて、本MJI優先出資証券の満額の配当を実施しなければならな
い（配当停止条件における②の状態が生じている場合を除く）。

強制配当事由

当初10年間は固定配当（ただし、平成20年6月より後に到来する
配当支払日以降は変動配当が適用されるとともに、ステップアップ
配当が付される。下記「配当停止条件」に記載のとおり、停止され
た未払配当は翌期以降に累積されない。）

当初10年間は固定配当（ただし、平成20年6月より後に到来する
配当支払日以降は変動配当が適用されるとともに、ステップアップ
配当が付される。下記「配当停止条件」に記載のとおり、停止され
た未払配当は翌期以降に累積されない。）

配当

定めなし分配可能額制限

当行優先株式（注2）と同格

定めなし

定めなし配当制限 定めなし

当行優先株式（注2）と同格残余財産請求権

（次ページに続く）
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毎年6月の最終営業日 毎年6月の最終営業日 毎年6月の最終営業日配当支払日

636億円 497億円 1,858億円発行総額

平成14年2月14日 平成14年2月14日 平成14年3月22日払込日

ある事業年度に対する当行普通株式の配当
を実施した場合、当該事業年度が終了する
暦年の6月にパリティ優先出資証券（注8）の
満額の配当を実施しなければならない。た
だし、①損失補填事由証明書（注4）が交付さ
れていないという条件、②優先株式配当制
限がそれに関して発生していないという条
件（発生する場合、その範囲までの部分的
な配当がなされる）及び③分配可能額制限
証明書（注6）がそれに関して交付されていな
いという条件（交付されている場合、その
範囲までの部分的な配当がなされる）に服
する。

ある事業年度に対する当行普通株式の配当
を実施した場合、当該事業年度が終了する
暦年の6月にパリティ優先出資証券（注8）の
満額の配当を実施しなければならない。た
だし、①損失補填事由証明書（注4）が交付さ
れていないという条件、②優先株式配当制
限がそれに関して発生していないという条
件（発生する場合、その範囲までの部分的
な配当がなされる）及び③分配可能額制限
証明書（注6）がそれに関して交付されていな
いという条件（交付されている場合、その
範囲までの部分的な配当がなされる）に服
する。

ある事業年度に対する当行普通株式の配当
を実施した場合、当該事業年度が終了する
暦年の6月にパリティ優先出資証券（注8）の
満額の配当を実施しなければならない。た
だし、①損失補填事由証明書（注4）が交付さ
れていないという条件、②優先株式配当制
限がそれに関して発生していないという条
件（発生する場合、その範囲までの部分的
な配当がなされる）及び③分配可能額制限
証明書（注6）がそれに関して交付されていな
いという条件（交付されている場合、その
範囲までの部分的な配当がなされる）に服
する。

強制配当事由

当行がMPCBに対して、分配可能額制限証
明書（注6）を交付した場合、配当は可処分分
配可能額（注5）に制限される。

当行がMPCCに対して、分配可能額制限証
明書（注6）を交付した場合、配当は可処分分
配可能額（注5）に制限される。

当行がMPCDに対して、分配可能額制限証
明書（注6）を交付した場合、配当は可処分分
配可能額（注5）に制限される。

分配可能額制限

当行優先株式（注2）への配当が減額された場
合にはパリティ優先出資証券（注8）への配当
も同じ割合で減額される。

当行優先株式（注2）への配当が減額された場
合にはパリティ優先出資証券（注8）への配当
も同じ割合で減額される。

当行優先株式（注2）への配当が減額された場
合にはパリティ優先出資証券（注8）への配当
も同じ割合で減額される。

配当制限

当行優先株式（注2）と同格 当行優先株式（注2）と同格 当行優先株式（注2）と同格残余財産請求権

以下の何れかの事由が発生した場合、配当
の支払いは停止され、停止された配当は累
積しない。
①当行がMPCBに対して損失補填事由証
明書（注4）を交付した場合

②当行優先株式（注2）への配当が停止され
た場合

③当行がMPCBに対して可処分分配可能
額（注5）が存在しない旨を記載した分配可
能額制限証明書（注6）を交付した場合

④配当支払日が強制配当日（注7）でなく、か
つ、当行がMPCBに対して当該配当支払
日に配当を一切行わないことを指示する
旨の配当通知を送付した場合

以下の何れかの事由が発生した場合、配当
の支払いは停止され、停止された配当は累
積しない。
①当行がMPCCに対して損失補填事由証
明書（注4）を交付した場合

②当行優先株式（注2）への配当が停止され
た場合

③当行がMPCCに対して可処分分配可能
額（注5）が存在しない旨を記載した分配可
能額制限証明書（注6）を交付した場合

④配当支払日が強制配当日（注7）でなく、か
つ、当行がMPCCに対して当該配当支払
日に配当を一切行わないことを指示する
旨の配当通知を送付した場合

以下の何れかの事由が発生した場合、配当
の支払いは停止され、停止された配当は累
積しない。
①当行がMPCDに対して損失補填事由証
明書（注4）を交付した場合

②当行優先株式（注2）への配当が停止され
た場合

③当行がMPCDに対して可処分分配可能
額（注5）が存在しない旨を記載した分配可
能額制限証明書（注6）を交付した場合

④配当支払日が強制配当日（注7）でなく、か
つ、当行がMPCDに対して当該配当支払
日に配当を一切行わないことを指示する
旨の配当通知を送付した場合

配当停止条件

（前ページより続く）

（次ページに続く）

（注）1．配当禁止通知
MPC（MJI）について、配当支払日の10日以上前にMizuho Preferred Capital Holdings
Inc.（MJIについては、Mizuho JGB Investment Holdings Inc.）（米国における発行体の
中間持株会社）が発行体に交付する当該配当支払日に配当を支払わない旨を指示した通知の
こと。

2. 当行優先株式
自己資本比率規制上の基本的項目と認められ、当行の優先株式の中で配当に関し最上位の
請求権を有する優先株式。今後発行される同等の優先株式を含む。

3. 配当期間
6月の最終営業日の翌日から12月の最終営業日までの期間及び12月の最終営業日の翌日
から6月の最終営業日までの期間をいう。

4. 損失補填事由証明書
損失補填事由が発生し継続している場合に当行がMPCB、MPCC及びMPCDに対して交付
する証明書（ただし損失補填事由が以下の④の場合には、その交付は当行の裁量による）で
あり、損失補填事由とは、当行につき、以下の事由が発生する場合をいう。①当行によりもし
くは当行に対して清算手続が開始された場合、または当行が破産した場合、もしくは当行の
事業の終了を内容とする更生計画の認可がなされた場合、②会社更生法に基づく会社更生手
続の開始決定、または、民事再生法に基づく民事再生手続の開始がなされた場合、③監督当
局が、当行が支払不能もしくは債務超過の状態にあること、または当行を特別公的管理の対
象とすることを宣言した場合、もしくは第三者に譲渡する命令を発した場合、④自己資本比率
または基本的項目の比率が最低水準を下回っているか、または当該配当により下回ることと
なる場合、⑤債務不履行またはその恐れのある場合、⑥債務超過であるか、当該配当により
債務超過となる場合。

5. 可処分分配可能額
直近の事業年度の計算書類を基に算出した分配可能額から、ある事業年度において当行優先
株式に対して既に支払われた配当額と今後支払われる予定配当額（ただし、ある事業年度に
当行優先株式、本MPC優先出資証券及び本MJI優先出資証券に支払われる中間配当は、可
処分分配可能額の計算上含まれない。）の合計額を控除したものをいう。ただし、当行以外の
会社によって発行される証券で、配当請求権、清算時における権利等が当行の財務状態及び
業績を参照することにより決定され、当該発行会社に関連して、パリティ優先出資証券が
MPCB（MPCC、MPCDの欄については、それぞれMPCC、MPCD）との関連で有するのと
同格の劣後性を有する証券（以下、「パラレル証券」という。）が存在する場合には、可処分分
配可能額は以下のように調整される。調整後の可処分分配可能額＝可処分分配可能額×（パ
リティ優先出資証券の満額配当の総額）／（パリティ優先出資証券の満額配当の総額＋パラレ
ル証券の満額配当の総額）

6. 分配可能額制限証明書
可処分分配可能額が配当支払日に支払われる配当金総額を下回る場合に、当行から定時株主
総会以前に発行体に交付される証明書で、当該事業年度における可処分分配可能額を記載す
るものをいう。

7. 強制配当日
当行普通株式について配当がなされた事業年度が終了する暦年の6月の配当支払日を
いう。

8. パリティ優先出資証券
MPCB（またはMPCC、MPCD）が発行し、償還期日の定めがないことや配当支払日及び払
込金の使途が本MPCB優先出資証券（MPCC、MPCDの欄については、それぞれ本MPCC
優先出資証券、本MPCD優先出資証券。以下、本注記において同様。）と同じである優先出資
証券及び本MPCB優先出資証券の総称。（たとえば、MPCBでは、パリティ優先出資証券と
は本MPCB優先出資証券及び今後新たにMPCBから発行される場合に上記条件を満たす優
先出資証券を含めた総称。）
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自己資本の充実の状況

みずほコーポレート銀行連結の自己資本の充実の状況

（前ページより続く）

MHCB Capital Investment（JPY）1 Limited（以下、「CBCI
（JPY）1」といい、以下に記載される優先出資証券を「本CBCI
（JPY）1優先出資証券」という。）

MHCB Capital Investment（JPY）2 Limited（以下、「CBCI
（JPY）2」といい、以下に記載される優先出資証券を「本CBCI
（JPY）2優先出資証券」という。）

発行体

配当非累積型永久優先出資証券 配当非累積型永久優先出資証券発行証券の種類

定めなし 定めなし償還期日

平成28年6月の配当支払日を初回とし、以降5年毎の各配当支払
日に任意償還可能（ただし、監督当局の事前承認が必要）

平成30年6月の配当計算日（注17）を初回とし、以降各配当計算日
（注17）に任意償還可能（ただし、監督当局の事前承認が必要）

任意償還

当初10年間は固定配当（ただし、平成28年6月より後に到来する
配当支払日以降は変動配当が適用される。停止された未払配当は
翌期以降に累積されない。）

当初10年間は固定配当（ただし、平成30年6月より後に到来する
配当計算日（注17）以降は変動配当が適用される。停止された未払
配当は翌期以降に累積されない。）

配当

MHCB Capital Investment（USD）1 Limited（以下、「CBCI
（USD）1」といい、以下に記載される優先出資証券を「本CBCI
（USD）1優先出資証券」という。）

MHCB Capital Investment（EUR）１ Limited（以下、「CBCI
（EUR）1」といい、以下に記載される優先出資証券を「本CBCI
（EUR）1優先出資証券」という。）

発行体

配当非累積型永久優先出資証券 配当非累積型永久優先出資証券発行証券の種類

定めなし 定めなし償還期日

平成28年6月の配当支払日を初回とし、以降5年毎の各配当支払
日に任意償還可能（ただし、監督当局の事前承認が必要）

平成23年6月の配当支払日を初回とし、以降5年毎の各配当支払
日に任意償還可能（ただし、監督当局の事前承認が必要）

任意償還

毎年6月30日及び12月30日 平成23年6月までは毎年6月30日
平成23年12月以降は毎年6月30日及び12月30日

配当支払日

168百万米ドル 5億ユーロ発行総額

平成18年3月13日 平成18年3月13日払込日

（強制配当停止・減額事由）
①当行に清算事由（注9）、更生事由（注10）、支払不能事由（注11）または
公的介入（注12）が生じた場合

②当行の可処分分配可能額（注13）が不足し、または当行優先株式
（注15）への配当が停止もしくは減額された場合

（任意配当停止・減額事由）
③当行の自己資本比率または基本的項目の比率が最低水準を下
回っているか、または当該配当により下回ることとなり、かつ、
当行がCBCI（USD）1に対して配当停止通知を送付した場合

④当行が当行普通株式につき配当を支払わず、かつ、当行がCBCI
（USD）1に対して配当停止通知を送付した場合

（強制配当停止・減額事由）
①当行に清算事由（注9）、更生事由（注10）、支払不能事由（注11）または
公的介入（注12）が生じた場合

②当行の可処分分配可能額（注14）が不足し、または当行優先株式
（注15）への配当が停止もしくは減額された場合

（任意配当停止・減額事由）
③当行の自己資本比率または基本的項目の比率が最低水準を下
回っているか、または当該配当により下回ることとなり、かつ、
当行がCBCI（EUR）1に対して配当停止通知を送付した場合

④当行が当行普通株式につき配当を支払わず、かつ、当行がCBCI
（EUR）1に対して配当停止通知を送付した場合

配当停止条件

ある事業年度に対する当行普通株式の配当を実施した場合、当該
事業年度の翌事業年度中の配当支払日においては、本CBCI
（USD）1優先出資証券に満額の配当を実施しなければならない。
ただし、強制配当停止・減額事由が発生しておらず、かつ任意配当
停止・減額事由の発生に伴う配当停止通知の送付もなされていな
いという条件に服する。

ある事業年度に対する当行普通株式の配当を実施した場合、当該
事業年度の翌事業年度中の配当支払日においては、本CBCI
（EUR）1優先出資証券に満額の配当を実施しなければならない。
ただし、強制配当停止・減額事由が発生しておらず、かつ任意配当
停止・減額事由の発生に伴う配当停止通知の送付もなされていな
いという条件に服する。

強制配当事由

当初10年間は固定配当（ただし、平成28年6月より後に到来する
配当支払日以降は変動配当が適用される。停止された未払配当は
翌期以降に累積されない。）

当初5年間は固定配当（ただし、平成23年6月より後に到来する配
当支払日以降は変動配当が適用される。停止された未払配当は翌
期以降に累積されない。）

配当

本CBCI（USD）1優先出資証券の配当は、当行の可処分分配可能
額（注13）の範囲で支払われる。

分配可能額制限

当行優先株式（注15）と同格

本CBCI（EUR）1優先出資証券の配当は、当行の可処分分配可能
額（注14）の範囲で支払われる。

当行優先株式（注15）への配当が減額された場合には本CBCI（USD）
1優先出資証券への配当も同じ割合で減額される。

配当制限 当行優先株式（注15）への配当が減額された場合には本CBCI（EUR）
1優先出資証券への配当も同じ割合で減額される。

当行優先株式（注15）と同格残余財産請求権

（次ページに続く）
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毎年6月30日及び12月30日 毎年6月の最終営業日の前営業日及び12月の最終営業日（12月
31日を除く。）の前営業日

配当支払日

2,800億円 1,920億円発行総額

平成19年1月12日 平成20年1月11日払込日

（強制配当停止・減額事由）
①当行に清算事由（注9）、更生事由（注10）、支払不能事由（注11）または
公的介入（注12）が生じた場合

②当行の可処分分配可能額（注16）が不足し、または当行優先株式
（注15）への配当が停止もしくは減額された場合

（任意配当停止・減額事由）
③当行の自己資本比率または基本的項目の比率が最低水準を下
回っているか、または当該配当により下回ることとなり、かつ、
当行がCBCI（JPY）1に対して配当停止通知を送付した場合

④当行が当行普通株式につき配当を支払わず、かつ、当行がCBCI
（JPY）1に対して配当停止通知を送付した場合

（強制配当停止・減額事由）
①当行に清算事由（注9）、更生事由（注10）、支払不能事由（注11）または
公的介入（注12）が生じた場合

②当行の可処分分配可能額（注18）が不足し、または当行優先株式
（注15）への配当が停止もしくは減額された場合

（任意配当停止・減額事由）
③当行の自己資本比率または基本的項目の比率が最低水準を下
回っているか、または当該配当により下回ることとなり、かつ、
当行がCBCI（JPY）2に対して配当停止通知を送付した場合

④当行が当行普通株式につき配当を支払わず、かつ、当行がCBCI
（JPY）2に対して配当停止通知を送付した場合

配当停止条件

ある事業年度中のいずれかの日を基準日として当行普通株式の配
当を実施した場合、当該事業年度の翌事業年度中の配当支払日に
おいては、本CBCI（JPY）1優先出資証券に満額の配当を実施し
なければならない。
ただし、強制配当停止・減額事由が発生しておらず、かつ任意配当
停止・減額事由の発生に伴う配当停止通知の送付もなされていな
いという条件に服する。

ある事業年度中のいずれかの日を基準日として当行普通株式の配
当を実施した場合、当該事業年度の翌事業年度中の配当支払日に
おいては、本CBCI（JPY）2優先出資証券に満額の配当を実施し
なければならない。
ただし、強制配当停止・減額事由が発生しておらず、かつ任意配当
停止・減額事由の発生に伴う配当停止通知の送付もなされていな
いという条件に服する。

強制配当事由

本CBCI（JPY）1優先出資証券の配当は、当行の可処分分配可能
額（注16）の範囲で支払われる。

分配可能額制限

当行優先株式（注15）と同格

本CBCI（JPY）2優先出資証券の配当は、当行の可処分分配可能
額（注18）の範囲で支払われる。

当行優先株式（注15）への配当が減額された場合には本CBCI（JPY）
1優先出資証券への配当も同じ割合で減額される。

配当制限 当行優先株式（注15）への配当が減額された場合には本CBCI（JPY）
2優先出資証券への配当も同じ割合で減額される。

当行優先株式（注15）と同格残余財産請求権

（注）9. 清算事由
当行によりもしくは当行に対して清算手続が開始された場合、または当行が破産した場合、も
しくは当行の事業の全部の廃止を内容とする更生計画が認可された場合。

10.更生事由
当行につき、会社更生法に基づく会社更生手続の開始決定、または、民事再生法に基づく民
事再生手続の開始がなされた場合。

11.支払不能事由
当行につき、債務不履行もしくはその恐れのある場合、または債務超過であるか、当該配当に
より債務超過となる場合。

12.公的介入
監督当局が、当行が支払不能もしくは債務超過の状態にあること、または当行を管理の対象
とすることを宣言した場合もしくは第三者に譲渡する命令を発した場合。

13.本CBCI（USD）1優先出資証券に関する可処分分配可能額
①6月の配当可能金額
直近の事業年度の計算書類を基に算出した分配可能額から当行優先株式（注15）への配当
（中間配当を除く）を控除した金額を、本CBCI（USD）1優先出資証券への満額配当金額と、
本CBCI（USD）1優先出資証券の配当支払日までに配当の全部または一部が支払われ、も
しくは支払う旨宣言がなされた本CBCI（USD）1優先出資証券と同等の劣後性を有する優
先証券（同等証券）についての満額配当金額で按分した金額
②12月の配当可能金額
直近の事業年度の計算書類を基に算出した分配可能額から当行優先株式（注15）への配当
（中間配当を除く）を控除した金額から、6月の本CBCI（USD）1優先出資証券の配当支払
日に支払われた本CBCI（USD）1優先出資証券および6月の本CBCI（USD）1優先出資証
券の配当支払日までに支払われまたは支払う旨宣言がなされた同等証券への配当金額を控
除した金額を、本CBCI（USD）1優先出資証券への12月の配当支払日における満額配当
金額と、6月の本CBCI（USD）1優先出資証券への配当支払日の翌日から12月の配当支
払日までに配当の全部または一部が支払われ、または支払う旨宣言がなされた同等証券に
ついての満額配当金額で按分した金額

14.本CBCI（EUR）1優先出資証券に関する可処分分配可能額
（平成23年6月の配当支払日まで）
直近の事業年度の計算書類を基に算出した分配可能額から当行優先株式（注15）への配当
（中間配当を除く）を控除した金額を、本CBCI（EUR）1優先出資証券への満額配当金額と、
本CBCI（EUR）1優先出資証券と同等の劣後性を有する優先証券（同等証券）に対する本年
度の満額配当金額で按分した金額
（平成23年12月の配当支払日以降）
①6月の配当可能金額
直近の事業年度の計算書類を基に算出した分配可能額から当行優先株式（注15）への配当
（中間配当を除く）を控除した金額を、本CBCI（EUR）1優先出資証券への満額配当金額と、
本CBCI（EUR）1優先出資証券の配当支払日までに配当の全部または一部が支払われ、も
しくは支払う旨宣言がなされた同等証券についての満額配当金額で按分した金額
②12月の配当可能金額
直近の事業年度の計算書類を基に算出した分配可能額から当行優先株式（注15）への配当
（中間配当を除く）を控除した金額から、6月の本CBCI（EUR）1優先出資証券の配当支払
日に支払われた本CBCI（EUR）1優先出資証券および6月の本CBCI（EUR）1優先出資証
券の配当支払日までに支払われまたは支払う旨宣言がなされた同等証券への配当金額を控
除した金額を、本CBCI（EUR）1優先出資証券への12月の配当支払日における満額配当
金額と、6月の本CBCI（EUR）1優先出資証券への配当支払日の翌日から12月の配当支
払日までに配当の全部または一部が支払われ、または支払う旨宣言がなされた同等証券に
ついての満額配当金額で按分した金額

15.当行優先株式
自己資本比率規制上の基本的項目と認められ、当行の優先株式の中で配当及び残余財産に
関し最上位の請求権を有する優先株式。

16.本CBCI（JPY）1優先出資証券に関する可処分分配可能額
①6月の配当可能金額
直近の事業年度の計算書類を基に算出した分配可能額から当行優先株式（注15）への配当
（中間配当を除く）を控除した金額を、本CBCI（JPY）1優先出資証券への満額配当金額と、
本CBCI（JPY）1優先出資証券の配当支払日までに配当の全部または一部が支払われ、も
しくは支払う旨宣言がなされた本CBCI（JPY）1優先出資証券と同等の劣後性を有する優
先証券（同等証券）についての満額配当金額で按分した金額
②12月の配当可能金額
直近の事業年度の計算書類を基に算出した分配可能額から当行優先株式（注15）への配当
（中間配当を除く）を控除した金額から、6月の本CBCI（JPY）1優先出資証券の配当支払
日に支払われた本CBCI（JPY）1優先出資証券および6月の本CBCI（JPY）1優先出資証
券の配当支払日までに支払われまたは支払う旨宣言がなされた同等証券への配当金額を控
除した金額を、本CBCI（JPY）1優先出資証券への12月の配当支払日における満額配当
金額と、6月の本CBCI（JPY）1優先出資証券への配当支払日の翌日から12月の配当支
払日までに配当の全部または一部が支払われ、または支払う旨宣言がなされた同等証券に
ついての満額配当金額で按分した金額

17.配当計算日
毎年6月30日及び12月30日

18.本CBCI（JPY）2優先出資証券に関する可処分分配可能額
①6月の配当可能金額
直近の事業年度の計算書類を基に算出した分配可能額から当行優先株式（注15）への配当
（中間配当を除く）を控除した金額を、本CBCI（JPY）2優先出資証券への満額配当金額と、
本CBCI（JPY）2優先出資証券の配当支払日の直後の配当計算日（注17）までに配当の全
部または一部が支払われ、もしくは支払う旨宣言がなされた本CBCI（JPY）2優先出資証
券と同等の劣後性を有する優先証券（同等証券）についての満額配当金額で按分した金額
②12月の配当可能金額
直近の事業年度の計算書類を基に算出した分配可能額から当行優先株式（注15）への配当
（中間配当を除く）を控除した金額から、6月の本CBCI（JPY）2優先出資証券の配当支払
日に支払われた本CBCI（JPY）2優先出資証券および6月の本CBCI（JPY）2優先出資証
券の配当支払日の直後の配当計算日（注17）までに支払われまたは支払う旨宣言がなされ
た同等証券への配当金額を控除した金額を、本CBCI（JPY）2優先出資証券への12月の
配当支払日における満額配当金額と、6月の本CBCI（JPY）2優先出資証券への配当支払
日の直後の配当計算日（注17）の翌日から12月の配当支払日の直後の配当計算日（注17）
までに配当の全部または一部が支払われ、または支払う旨宣言がなされた同等証券につい
ての満額配当金額で按分した金額

（前ページより続く）
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自己資本の充実の状況

みずほコーポレート銀行連結の自己資本の充実の状況

（B）優先株式の概要

当行は、当行が発行する下記の優先株式を、当行の「連結自己資本比率」及び「単体自己資本比率」の「基本的項目」に算入しています。

第二回第四種優先株式 第八回第八種優先株式

129,000,000,000円 171,000,000,000円事業年度末発行残高

普通株主に先立ち、優先株式1株につき年42,000円の配当
を行う。

普通株主に先立ち、優先株式1株につき年47,600円の配当
を行う。

優先配当金

優先株主に対しては、優先配当金を超えて剰余金の配当を行
わない。

優先株主に対しては、優先配当金を超えて剰余金の配当を行
わない。

非参加条項

中間配当を行う場合、普通株主に先立ち、優先株式1株につき
21,000円の配当を行う。

中間配当を行う場合、普通株主に先立ち、優先株式1株につき
23,800円の配当を行う。

優先中間配当金

普通株主に先立ち、優先株式1株につき2,000,000円を支
払い、それ以外の残余財産の分配を行わない。

普通株主に先立ち、優先株式1株につき2,000,000円を支
払い、それ以外の残余財産の分配を行わない。

残余財産の分配

取得請求 取得請求期間

取得価額

取得価額の修正

取得価額の調整

取得と引換えに交付
すべき普通株式数

優先株式の一斉取得

ある事業年度において、優先配当金の全部または一部を支払
わないときは、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。

ある事業年度において、優先配当金の全部または一部を支払
わないときは、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。

非累積条項

平成16年4月1日以降、株主総会の決議で別に定めた日に、
優先株式の全部または一部を取得することができる。取得価
額は、1株につき2,000,000円に優先配当金の額を取得日
の属する事業年度の初日から取得日までの日数で日割計算し
た額を加算した額とする。ただし、当該事業年度において優先
中間配当金を支払ったときは、その額を控除した額とする。

取得条項

第四種および第八種の各種の優先株式の優先配当金、優先中間
配当金および残余財産の支払順位は、同順位とし、第十三種の
優先株式の優先配当金、優先中間配当金および残余財産の支払
に優先する。

平成16年8月1日以降、株主総会の決議で定めた日に、優先
株式の全部または一部を取得することができる。取得価額は
1株につき2,000,000円に優先配当金の額を取得日の属す
る事業年度の初日から取得日までの日数で日割計算した額を
加算した額とする。ただし、当該事業年度において優先中間配
当金を支払ったときは、その額を控除した額とする。

優先株主は、定款の規定により議決権を有する場合を除き、株
主総会において議決権を有しない。

議決権条項 優先株主は、定款の規定により議決権を有する場合を除き、株
主総会において議決権を有しない。

第四種および第八種の各種の優先株式の優先配当金、優先中間
配当金および残余財産の支払順位は、同順位とし、第十三種の
優先株式の優先配当金、優先中間配当金および残余財産の支払
に優先する。

優先順位

（次ページに続く）
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第十一回第十三種優先株式

721,930,000,000円事業年度末発行残高

普通株主に先立ち、優先株式1株につき年16,000円の配当を行う。優先配当金

優先株主に対しては、優先配当金を超えて剰余金の配当を行わない。非参加条項

中間配当を行う場合、普通株主に先立ち、優先株式1株につき8,000円の配当を行う。優先中間配当金

普通株主に先立ち、優先株式1株につき200,000円を支払い、それ以外の残余財産の分配を行わない。残余財産の分配

取得請求 取得請求期間

取得価額

取得価額の修正

取得価額の調整

取得と引換えに交付
すべき普通株式数

優先株式の一斉取得

ある事業年度において、優先配当金の全部または一部を支払わないときは、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。非累積条項

平成20年4月1日以降、株主総会の決議で別に定める日に、優先株式の全部または一部を取得することができる。取得価額は、
1株につき200,000円に優先配当金の額を200で除した額を取得日の属する事業年度の初日から取得日までの日数で日割
計算し、得られた額を200倍した額を加算した額とする。ただし、当該事業年度において優先中間配当金を支払ったときは、そ
の額を控除した額とする。

取得条項

第十三種の優先株式の優先配当金、優先中間配当金および残余財産の支払順位は、第四種および第八種の各種の優先株式の優先
配当金、優先中間配当金および残余財産の支払に劣後する。

優先株主は、株主総会において議決権を有しない。議決権条項

優先順位

（C）負債性資本調達手段等の概要

負債性資本調達手段の概要等については333ページに記載して

います。

（前ページより続く）
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自己資本の充実の状況

みずほコーポレート銀行連結の自己資本の充実の状況

平成18年度 平成19年度

EAD 所要自己資本額 EAD 所要自己資本額

信用リスク 781,860 32,070 783,949 32,403

内部格付手法 727,790 30,200 704,564 29,964
事業法人向け（特定貸付債権を除く） 324,200 16,591 323,906 15,927 
事業法人向け（特定貸付債権） 18,003 1,729 21,256 2,185
ソブリン向け 193,948 575 169,206 419
金融機関等向け 76,406 1,854 82,824 1,314
リテール向け ― ― ― ―
居住用不動産向け ― ― ― ―
適格リボルビング型リテール向け ― ― ― ―
その他リテール向け ― ― ― ―
株式等 45,531 4,212 36,113 4,697 
PD／LGD方式 4,866 633 7,051 1,854 
マーケット・ベース方式（簡易手法適用分） 807 199 2,177 563
マーケット・ベース方式（内部モデル手法適用分） ― ― ― ―
経過措置適用分 39,856 3,379 26,884 2,279
信用リスク・アセットのみなし計算 9,250 2,708 12,370 2,888
購入債権 23,401 748 18,695 765
証券化 33,750 1,096 32,794 1,180 
その他 3,297 681 7,395 585

標準的手法 54,069 1,870 79,384 2,439
ソブリン向け 19,709 22 30,246 33 
金融機関等向け 15,651 268 26,949 458
法人等向け 14,962 1,146 16,695 1,256
抵当権付住宅ローン 0 0 0 0 
証券化 174 154 672 304
その他 3,570 278 4,820 385

マーケット・リスク ／ 1,647 ／ 1,585

標準的方式 ／ 1,336 ／ 1,072
金利リスク ／ 828 ／ 800
株式リスク ／ 398 ／ 181
外国為替リスク ／ 53 ／ 25 
コモディティリスク ／ 56 ／ 64
オプション取引 ／ ― ／ ―

内部モデル方式 ／ 311 ／ 512

オペレーショナル・リスク（粗利益配分手法） ／ 1,184 ／ 967

連結総所要自己資本額 ／ 30,419 ／ 28,117
注）1. EAD：デフォルト時エクスポージャー
2. PD：デフォルト率
3. LGD：デフォルト時損失率
4. 所要自己資本額：信用リスクにおいては信用リスク・アセット額に8％を乗じた額と期待損失額と資本控除額の和、マーケット・リスクにおいてはマーケット・リスク相当額、オペレーショナル・リスクにお
いてはオペレーショナル・リスク相当額

5. 連結総所要自己資本額：自己資本比率算出上の分母に8％を乗じた額

（4）ポートフォリオ区分別所要自己資本額 （単位：億円）



み
ず
ほ
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
銀
行
　
●

連
結
の
自
己
資
本
の
充
実
の
状
況

405

■信用リスク

信用リスク・アセットのみなし計算が適用されるエクスポージャー

及び証券化エクスポージャーを除いています。

期末残高についてはEADベースで記載しています。

平成18年度、平成19年度とも、信用リスクに関するエクスポー

ジャーの期末残高と期中の平均的なリスクポジションに大幅な乖離

は見られません。

（5）信用リスクの期末残高等

○信用リスクに関するエクスポージャーの状況

平成18年度

貸出金・コミットメント・店頭 有価証券 店頭 その他 合計
デリバティブ以外のオフバランス デリバティブ

国内 290,321 96,657 12,037 21,782 420,799

海外 155,155 68,384 26,486 13,964 263,989
アジア 30,015 4,818 840 3,820 39,495
中南米 12,854 60 920 88 13,923
北米 57,891 38,720 9,671 2,302 108,586
東欧 491 ― 0 14 505
西欧 41,531 24,578 14,671 6,589 87,370
その他の地域 12,372 206 381 1,147 14,107

適用除外分 ／ ／ ／ 53,895 53,895

合計 445,476 165,041 38,524 89,641 738,684
注) 1. 適用除外分は、信用リスク・アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額です。
2. 非居住者分は海外に含みます。
3. その他には預け金、コールローン、買入金銭債権、金銭の信託、外国為替、その他資産が含まれます。

（A）地域別内訳 （単位：億円）

平成19年度

貸出金・コミットメント・店頭 有価証券 店頭 その他 合計
デリバティブ以外のオフバランス デリバティブ

国内 267,854 91,163 15,964 18,398 393,382

海外 163,554 56,659 34,021 11,782 266,017
アジア 31,471 4,261 1,241 4,495 41,470
中南米 12,511 1,060 1,385 72 15,031
北米 56,400 33,460 11,271 1,879 103,012
東欧 861 ― 3 27 892
西欧 46,533 15,991 19,322 4,010 85,858
その他の地域 15,775 1,884 797 1,295 19,753

適用除外分 ／ ／ ／ 78,711 78,711

合計 431,409 147,823 49,985 108,892 738,111
注) 1. 適用除外分は、信用リスク・アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額です。
2. 非居住者分は海外に含みます。
3. その他には預け金、コールローン、買入金銭債権、金銭の信託、外国為替、その他資産が含まれます。

（単位：億円）
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自己資本の充実の状況

みずほコーポレート銀行連結の自己資本の充実の状況

平成18年度

貸出金・コミットメント・店頭 有価証券 店頭 その他 合計
デリバティブ以外のオフバランス デリバティブ

製造業 110,041 24,585 1,891 1,408 137,926 
建設業 9,696 1,493 106 28 11,325 
不動産業 31,178 1,549 184 56 32,969
各種サービス業 39,499 1,348 481 280 41,609 
卸売・小売業 37,581 3,359 526 3,950 45,418
金融・保険業 84,660 27,045 33,346 16,044 161,096 
個人 88 ― 0 0 88
その他の業種 86,778 59,360 1,963 7,223 155,325
日本国・日本銀行 45,951 46,300 24 6,753 99,029

適用除外分 ／ ／ ／ 53,895 53,895

合計 445,476 165,041 38,524 89,641 738,684
注) 1. 適用除外分は、信用リスク・アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額です。
2. その他には預け金、コールローン、買入金銭債権、金銭の信託、外国為替、その他資産が含まれます。

（B）業種別内訳 （単位：億円）

平成19年度

貸出金・コミットメント・店頭 有価証券 店頭 その他 合計
デリバティブ以外のオフバランス デリバティブ

製造業 103,607 17,545 1,689 1,795 124,638 
建設業 9,368 940 90 23 10,422 
不動産業 32,652 1,652 332 68 34,706
各種サービス業 40,018 2,309 730 263 43,322  
卸売・小売業 39,312 2,361 992 3,599 46,266
金融・保険業 79,095 16,413 42,100 11,276 148,885
個人 69 ― 0 0 69 
その他の業種 91,089 52,536 4,025 11,843 159,496 
日本国・日本銀行 36,194 54,063 23 1,310 91,592

適用除外分 ／ ／ ／ 78,711 78,711

合計 431,409 147,823 49,985 108,892 738,111 
注) 1. 適用除外分は、信用リスク・アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額です。
2. その他には預け金、コールローン、買入金銭債権、金銭の信託、外国為替、その他資産が含まれます。

（単位：億円）

平成18年度

貸出金・コミットメント・店頭 有価証券 店頭 その他 合計
デリバティブ以外のオフバランス デリバティブ

1年未満 166,951 22,395 2,309 14,203 205,859 
1年以上3年未満 83,962 29,682 27,502 142 141,289
3年以上5年未満 94,313 15,754 6,463 267 116,798
5年以上 54,987 52,177 2,249 11 109,425
期間の定めのないもの等 45,263 45,031 ― 21,120  111,415

適用除外分 ／ ／ ／ 53,895 53,895

合計 445,476 165,041 38,524 89,641  738,684
注) 1. 適用除外分は、信用リスク・アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額です。
2. その他には預け金、コールローン、買入金銭債権、金銭の信託、外国為替、その他資産が含まれます。

（C）残存期間別内訳 （単位：億円）

平成19年度

貸出金・コミットメント・店頭 有価証券 店頭 その他 合計
デリバティブ以外のオフバランス デリバティブ

1年未満 161,622 31,573 3,880 11,480 208,557
1年以上3年未満 82,265 30,233 23,966 347 136,812
3年以上5年未満 92,195 17,889 17,857 202 128,145
5年以上 55,913 33,290 4,281 85 93,570 
期間の定めのないもの等 39,412 34,836 ― 18,065 92,314 

適用除外分 ／ ／ ／ 78,711 78,711 

合計 431,409 147,823 49,985 108,892 738,111
注) 1. 適用除外分は、信用リスク・アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額です。
2. その他には預け金、コールローン、買入金銭債権、金銭の信託、外国為替、その他資産が含まれます。

（単位：億円）
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○3ヶ月以上延滞エクスポージャー又はデフォルトしたエクスポージャーの状況

平成18年度

貸出金・コミットメント・店頭 有価証券 店頭 その他 合計
デリバティブ以外のオフバランス デリバティブ

国内 8,067 417 38 44 8,569

海外 1,097 2 ― 68 1,168
アジア 219 2 ― 58 279
中南米 8 0 ― 0 8
北米 492 ― ― 0 492
東欧 5 ― ― ― 5
西欧 318 ― ― 9 327
その他の地域 54 ― ― ― 54

適用除外分 ／ ／ ／ 0 0

合計 9,165 419 38 113 9,738
注) 1. 適用除外分は、信用リスク・アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額です。
2. 非居住者分は海外に含みます。
3. その他には預け金、コールローン、買入金銭債権、金銭の信託、外国為替、その他資産が含まれます。

（D）地域別内訳 （単位：億円）

平成19年度

貸出金・コミットメント・店頭 有価証券 店頭 その他 合計
デリバティブ以外のオフバランス デリバティブ

国内 6,743 1,447 113 38 8,343

海外 1,078 0 3 46 1,127 
アジア 253 0 0 38 291 
中南米 1 0 ― 0 1
北米 194 ― ― 0 194 
東欧 5 ― ― ― 5
西欧 571 ― 3 7 582
その他の地域 53 ― ― ― 53

適用除外分 ／ ／ ／ 0 0

合計 7,822 1,447 116 85 9,471
注) 1. 適用除外分は、信用リスク・アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額です。
2. 非居住者分は海外に含みます。
3. その他には預け金、コールローン、買入金銭債権、金銭の信託、外国為替、その他資産が含まれます。

（単位：億円）
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自己資本の充実の状況

みずほコーポレート銀行連結の自己資本の充実の状況

○貸倒引当金等の状況

一般貸倒引当金 期首残高 3,194 1,789
当期増加額 1,789 1,979
当期減少額 3,194 1,789
期末残高 1,789 1,979

個別貸倒引当金 期首残高 488 1,758
当期増加額 1,758 290
当期減少額 488 1,758
期末残高 1,758 290

特定海外債権引当勘定 期首残高 30 29
当期増加額 29 0
当期減少額 30 29
期末残高 29 0

合計 期首残高 3,713 3,577
当期増加額 3,577 2,271
当期減少額 3,713 3,577
期末残高 3,577 2,271

（F）貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額（部分直接償却実施後） （単位：億円）

平成18年度 平成19年度

平成18年度

貸出金・コミットメント・店頭 有価証券 店頭 その他 合計
デリバティブ以外のオフバランス デリバティブ

製造業 567 8 0 82 658
建設業 269 106 3 2 381
不動産業 1,922 0 ― 0 1,922
各種サービス業 585 3 0 9 598
卸売・小売業 998 194 9 0 1,202
金融・保険業 2,803 51 18 8 2,881
個人 1 ― ― ― 1
その他の業種 2,017 56 6 10  2,091

適用除外分 ／ ／ ／ 0 0

合計 9,165 419 38 113  9,738
注) 1. 適用除外分は、信用リスク・アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額です。
2. その他には預け金、コールローン、買入金銭債権、金銭の信託、外国為替、その他資産が含まれます。

（E）業種別内訳 （単位：億円）

平成19年度

貸出金・コミットメント・店頭 有価証券 店頭 その他 合計
デリバティブ以外のオフバランス デリバティブ

製造業 738 0 0 59 798 
建設業 255 100 2 1 359
不動産業 1,843 0 ― 0 1,843
各種サービス業 814 0 0 2 817
卸売・小売業 1,144 0 5 0 1,150
金融・保険業 1,600 1,055 24 8 2,689
個人 1 ― ― ― 1
その他の業種 1,424 290 82 12 1,810

適用除外分 ／ ／ ／ 0 0

合計 7,822 1,447 116 85 9,471
注) 1. 適用除外分は、信用リスク・アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額です。
2. その他には預け金、コールローン、買入金銭債権、金銭の信託、外国為替、その他資産が含まれます。

（単位：億円）
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平成18年度 平成19年度

製造業 ― ―
建設業 ― 4
不動産業 ― ―
各種サービス業 ― 1
卸売・小売業 ― ―
金融・保険業 ― ―
個人 ― ―
その他 75 257

適用除外分 ― ―

合計 75 263
注) 1. 連結損益計算書の貸出金償却の計数に基づき、その内訳を表示しています。
2. 適用除外分は、信用リスク・アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額です。
3. その他には海外分及び非居住者分を含みます。

（H）貸出金償却額の業種別の内訳 （単位：億円）

平成18年度 平成19年度 増減

国内 1,588 31 △1,556
製造業 17 0 △17
建設業 ― ― ―
不動産業 27 5 △21
各種サービス業 3 0 △3
卸売・小売業 27 26 △1
金融・保険業 1,512 ― △1,512
個人 ― ― ―
その他 0 0 0

海外 158 245 87

適用除外分 11 13 1

合計 1,758 290 △1,468
注) 適用除外分は、信用リスク・アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額です。

（G）個別貸倒引当金の地域別及び業種別の内訳 （単位：億円）
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自己資本の充実の状況

みずほコーポレート銀行連結の自己資本の充実の状況

○標準的手法が適用されるエクスポージャーの状況

平成18年度 平成19年度

資本控除の額 154 293

（J）資本控除の額 （単位：億円）

平成18年度 平成19年度

50% 665 467
70% 2,293 3,590
90% 2,063 1,436 
95% 0 595
115% 678 2,393
120% ― 50
140% ― ―
250% 2,425 2,469

デフォルト ― 82

合計 8,126 11,085 

（K）リスク・ウェイト区分別スロッティング・クライテリアに割り当てられた特定貸付債権残高 （単位：億円）

リスク・ウェイト

リスク・ウェイト

平成18年度 平成19年度

300% 756 2,060
400% 50 116

合計 807 2,177
注）簡易手法が適用される株式等エクスポージャーのうち、上場株式については300%、非上場株式については400%のリスク・ウェイトを適用しています。

（L）リスク・ウェイト区分別マーケット・ベース方式の簡易手法が適用される株式等エクスポージャー残高 （単位：億円）

○内部格付手法が適用されるエクスポージャーの状況

平成18年度

オンバランス オフバランス 合計 うち外部格付あり

0% 1,800 17,279 19,080 1,356
10% 0 0 0 ―
20% 4,074 11,332 15,407 0
35% 0 ― 0 ―
50% 667 5 673 5
100% 13,280 5,452 18,733 153
150% 0 ― 0 ―
350% ― ― ― ―

合計 19,824 34,070 53,895 1,514
注）オフバランスのエクスポージャーは与信相当額を記載しています。

（I）リスク・ウェイト区分別信用リスク削減効果適用後の残高 （単位：億円）

リスク・ウェイト

平成19年度

オンバランス オフバランス 合計 うち外部格付あり

0% 1,013 28,381 29,395 683
10% 0 ― 0 ―
20% 5,261 21,223 26,484 5
35% 0 ― 0 ―
50% 806 9 816 59
100% 15,377 6,635 22,013 285
150% 0 ― 0 ―
350% ― ― ― ―
625% ― ― ― ―

937.5% ― ― ― ―
1,250% ― 0 0 ―

合計 22,460 56,251 78,711 1,034
注）オフバランスのエクスポージャーは与信相当額を記載しています。

（単位：億円）

リスク・ウェイト
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（N）資産区分・格付区分別ポートフォリオ（リテール向け）
平成18年度、平成19年度とも、該当ありません。

平成18年度

EAD加重平均 EAD加重平均 EAD加重平均 EAD オンバランス オフバランス
PD（％） LGD（％） リスク・ウェイト（％） （億円）

事業法人向け　 3.06 45.16 44.33 353,485 242,583 110,902
投資適格ゾーン 0.12 45.15 33.41 256,454 163,948 92,506
非投資適格ゾーン 1.44 44.73 80.89 87,783 70,032 17,751
デフォルト 100.00 49.55 ― 9,246 8,603 643

ソブリン向け　 0.03 45.00 3.56 194,206 154,727 39,479
投資適格ゾーン 0.01 45.00 3.37 193,745 154,376 39,369
非投資適格ゾーン 1.39 45.00 90.58 429 318 110
デフォルト 100.00 45.00 ― 32 32 ―

金融機関等向け　 0.20 44.93 29.62 80,141 33,510 46,630
投資適格ゾーン 0.13 45.02 28.71 77,952 31,717 46,234
非投資適格ゾーン 0.96 41.76 63.23 2,150 1,754 396
デフォルト 100.00 45.00 ― 38 38 ―

PD/LGD方式を適用する株式等エクスポージャー 4.21 90.00 115.16 4,866 4,866 ―
投資適格ゾーン 0.11 90.00 114.24 4,551 4,551 ―
非投資適格ゾーン 5.08 90.00 332.39 121 121 ―
デフォルト 100.00 90.00 ― 193 193 ―

合計　 1.77 45.43 30.50 632,700 435,687 197,012
投資適格ゾーン 0.08 45.46 22.49 532,703 354,592 178,110
非投資適格ゾーン 1.43 44.73 80.86 90,486 72,227 18,258
デフォルト 100.00 50.34 ― 9,510 8,867 643

注）1. 投資適格ゾーンには債務者格付A1～B2が含まれ、非投資適格ゾーンにはC1～E2（E2Rを除く）が、デフォルトにはE2R～H1がそれぞれ含まれます（債務者格付詳細については65ページに記載
しています）。

2. 事業法人向けにはスロッティング・クライテリアに割り当てられた特定貸付債権が含まれません。

（M）資産区分・格付区分別ポートフォリオ（事業法人等向け） （単位：億円）

平成19年度

EAD加重平均 EAD加重平均 EAD加重平均 EAD オンバランス オフバランス
PD（％） LGD（％） リスク・ウェイト（％） （億円）

事業法人向け　 2.81 44.22 43.77 351,501 233,166 118,335 
投資適格ゾーン 0.10 43.76 27.35 256,110 156,943 99,167 
非投資適格ゾーン 1.93 45.02 95.83 87,455 68,969 18,486
デフォルト 100.00 50.28 ― 7,935 7,254 681

ソブリン向け　 0.00 45.00 3.05 169,341 136,040 33,301
投資適格ゾーン 0.00 45.00 2.82 168,895 135,648 33,246
非投資適格ゾーン 1.05 45.00 90.71 445 390 54 
デフォルト 100.00 45.00 ― 1 1 ―

金融機関等向け　 0.09 43.30 19.54 83,961 29,373 54,587
投資適格ゾーン 0.06 43.36 18.35 81,953 28,270 53,683
非投資適格ゾーン 1.06 40.98 68.12 2,004 1,099 904
デフォルト 100.00 45.00 ― 3 3 ―

PD/LGD方式を適用する株式等エクスポージャー 17.70 90.00 129.48 7,051 7,051 ―
投資適格ゾーン 0.06 90.00 147.22 5,411 5,411 ―
非投資適格ゾーン 2.98 90.00 285.83 407 407 ―
デフォルト 100.00 90.00 ― 1,233 1,233 ―

合計　 1.83 44.83 30.16 611,856 405,632 206,224
投資適格ゾーン 0.06 44.59 19.09 512,370 326,273 186,097 
非投資適格ゾーン 1.91 45.13 96.05 90,312 70,866 19,445 
デフォルト 100.00 55.61 ― 9,174 8,492 681 

注）1. 投資適格ゾーンには債務者格付A1～B2が含まれ、非投資適格ゾーンにはC1～E2（E2Rを除く）が、デフォルトにはE2R～H1がそれぞれ含まれます（債務者格付詳細については65ページに記載
しています）。

2. 事業法人向けにはスロッティング・クライテリアに割り当てられた特定貸付債権が含まれません。

（単位：億円）
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自己資本の充実の状況

みずほコーポレート銀行連結の自己資本の充実の状況

平成18年度 平成19年度

実績値 実績値

事業法人向け 6,358 5,077
ソブリン向け 6 0
金融機関等向け 38 4
居住用不動産向け ― ―
適格リボルビング型リテール向け ― ―
その他リテール向け ― ―

合計 6,403 5,082
注）1. 実績値は、当該期間の無税直接償却、不良債権売却損、不良債権放棄損、債権株式交換損、および当該期末の部分直接償却、個別貸倒引当金、一般貸倒引当金（うち要管理先以下）の合計額です。
2. 資産区分別の実績値については、平成18年度（平成18年4月～平成19年3月）より蓄積を開始しています。
3. PD/LGD方式を適用する株式等エクスポージャーについては、損失が与信関係費用として計上されない（信用リスクに伴うものかの判別が困難である）ことから、損失の実績値に含めていません。

（O）エクスポージャー別損失の実績値 （単位：億円）

平成18年度 平成19年度

推計値 実績値 推計値 実績値

事業法人向け ／ 6,358 5,514 5,077
ソブリン向け ／ 6 27 0
金融機関等向け ／ 38 64 4
居住用不動産向け ／ ― ― ―
適格リボルビング型リテール向け ／ ― ― ―
その他リテール向け ／ ― ― ―

合計 ／ 6,403 5,607 5,082
注）1. 推計値は平成19年3月末の期待損失額です。
2. 資産区分別の期待損失額は、平成19年3月末基準より推計を開始しています。
3. 実績値は、当該期間の無税直接償却、不良債権売却損、不良債権放棄損、債権株式交換損、および当該期末の部分直接償却、個別貸倒引当金、一般貸倒引当金（うち要管理先以下）の合計額です。
4. 資産区分別の実績値については、平成18年度（平成18年4月～平成19年3月）より蓄積を開始しています。
5. PD/LGD方式を適用する株式等エクスポージャーについては、損失が与信関係費用として計上されない（信用リスクに伴うものかの判別が困難である）ことから、損失の推計値・実績値に含めていま
せん。

（P）エクスポージャー別損失の推計値と実績値の対比 （単位：億円）

［要因分析］

取引先企業の債務者格付改善等に係る引当金の取崩し等を主因

として、損失の実績値は前年度比△1,320億円の5,082億円とな

りました。
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■信用リスク削減手法

平成18年度

適格金融資産担保 適格資産担保 保証 クレジット・デリバティブ 合計

内部格付手法 12,864 4,724 15,550 4,930 38,070
事業法人向け 9,800 4,683 13,185 4,930 32,600 
ソブリン向け ― ― 1,753 ― 1,753 
金融機関等向け 3,063 40 612 ― 3,716
リテール向け ― ― ― ― ―
居住用不動産向け ― ― ― ― ―
適格リボルビング型リテール向け ― ― ― ― ―
その他リテール向け ― ― ― ― ―

その他 ― ― ― ― ―

標準的手法 14,683 ／ 651 83 15,418
ソブリン向け 14,512 ／ ― ― 14,512
金融機関等向け 31 ／ 11 59 102
法人等向け 139 ／ 640 4 784 
抵当権付住宅ローン ― ／ ― ― ―
証券化 ― ／ ― 19 19
その他 0 ／ ― ― 0 

合計 27,548 4,724 16,202 5,014 53,489 

（単位：億円）

（6）ポートフォリオ区分別信用リスク削減手法
担保及び保証による信用リスク削減手法の効果を勘案したエクス

ポージャーの額は以下のとおりです。

平成19年度

適格金融資産担保 適格資産担保 保証 クレジット・デリバティブ 合計

内部格付手法 13,066 6,172 15,933 6,935 42,108 
事業法人向け 9,748 6,096 12,767 6,735 35,347 
ソブリン向け ― ― 2,827 ― 2,827 
金融機関等向け 3,318 76 338 200 3,934
リテール向け ― ― ― ― ―
居住用不動産向け ― ― ― ― ―
適格リボルビング型リテール向け ― ― ― ― ―
その他リテール向け ― ― ― ― ―

その他 ― ― ― ― ―

標準的手法 24,461 ／ 792 342 25,597 
ソブリン向け 24,288 ／ ― ― 24,288 
金融機関等向け 52 ／ 8 ― 61
法人等向け 112 ／ 784 342 1,239 
抵当権付住宅ローン ― ／ ― ― ―
証券化 7 ／ ― ― 7
その他 0 ／ ― ― 0 

合計 37,528 6,172 16,726 7,278 67,705  

（単位：億円）
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自己資本の充実の状況

みずほコーポレート銀行連結の自己資本の充実の状況

■派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスク

（7）派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクの状況

平成18年度 平成19年度

想定元本額 想定元本額

クレジットデリバティブの種類

クレジット･デフォルト･スワップ プロテクションの購入 63,095 132,906
プロテクションの提供 51,446 123,175

トータル･リターン･スワップ プロテクションの購入 ― ―
プロテクションの提供 ― ―

合計 プロテクションの購入 63,095 132,906
プロテクションの提供 51,446 123,175

注）なお、信用リスク削減手法として用いたクレジット・デリバティブは以下のとおりです。

（C）与信相当額算出の対象となるクレジット・デリバティブの想定元本 （単位：億円）

平成18年度 平成19年度

信用リスク削減手法として用いたクレジット・デリバティブ 6,608 9,395

（単位：億円）

平成18年度 平成19年度

適格金融資産担保 31 21
適格資産担保 46 75
保証・その他 103 21

合計 181 118

（B）信用リスク削減手法適用額（種類別） （単位：億円）

平成18年度 平成19年度

グロスの再構築コスト グロスのアドオン 与信相当額 グロスの再構築コスト グロスのアドオン 与信相当額

外国為替関連取引 26,616 28,105 54,721 34,112 24,290 58,402
金利関連取引 46,490 43,329 89,820 94,068 50,413 144,482
金関連取引 1 0 2 1 0 2
株式関連取引 1,015 686 1,701 1,214 908 2,123
貴金属（金を除く）関連取引 ― ― ― 5 2 7
その他のコモディティ関連取引 1,600 1,253 2,854 2,129 1,151 3,280
クレジット・デリバティブ取引 172 4,641 4,813 3,136 20,557 23,694

小計 ① 75,897 78,016 153,913 134,668 97,324 231,993

一括清算ネッティング契約による
与信相当額削減効果(△) ② ／ ／ 107,079 ／ ／ 154,599

小計 ③＝①＋② ／ ／ 46,833 ／ ／ 77,394

担保付デリバティブ取引における
信用リスク削減手法効果勘案（△） ④ ／ ／ 1,913 ／ ／ 9,231

合計 ③＋④ ／ ／ 44,920 ／ ／ 68,162
注）与信相当額の算出方法はカレントエクスポージャー方式を用いています。

〈派生商品取引〉 （単位：億円）

（A）派生商品取引及び長期決済期間取引の状況

平成19年度

グロスの再構築コスト グロスのアドオン 与信相当額

長期決済期間取引 27 101 128
注）1. 与信相当額の算出方法はカレントエクスポージャー方式を用いています。
2. 長期決済期間取引について、「一括清算ネッティング契約による与信相当額削減効果」及び「担保付取引における信用リスク削減手法効果」の適用はありません。

〈長期決済期間取引〉 （単位：億円）
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■証券化エクスポージャー

（8）証券化エクスポージャーの定量的開示項目

○オリジネーターとしての証券化エクスポージャー

平成18年度

クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 証券化商品 合計

資産譲渡型証券化取引
原資産の額 ― ― ― ― ― ― ― ―
うちデフォルトしたエクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―

当期の損失額 ― ― ― ― ― ― ― ―

当期に証券化を行ったエクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―

当期中に認識した売却損益の額 ― ― ― ― ― ― ― ―

早期償還条項付証券化エクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―

合成型証券化取引に係るエクスポージャー
原資産の額 ― ― ― ― 5,490 ― 3,140 8,631
うちデフォルトしたエクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―

当期の損失額 ― ― ― ― ― ― ― ―

当期に証券化を行ったエクスポージャーの額 ― ― ― ― 5,862 ― 3,140 9,002
注）1.「当期」に関する情報については、平成18年度における累計額を記載しています。
2. 合成型証券化取引の「うちデフォルトしたエクスポージャーの額」、「当期の損失額」は、当該取引におけるデフォルト定義等をベースに記載しています。
3.「原資産種類の区分」については、個別取引毎の原資産のうち主要なものをベースに記載しています。
4. クレジットカード与信には、ショッピングクレジット、カードローン等が含まれています。
5. 合成型証券化取引によるリスク移転（ヘッジ）の自己資本比率算出上のリスク削減効果については、「（B）保有する証券化エクスポージャーに関する情報」の「所要自己資本額」において反映しています。

（A）原資産の種類別の情報 （単位：億円）

平成19年度

クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 証券化商品 合計

資産譲渡型証券化取引
原資産の額 ― ― ― ― ― ― ― ―
うちデフォルトしたエクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―

当期の損失額 ― ― ― ― ― ― ― ―

当期に証券化を行ったエクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―

当期中に認識した売却損益の額 ― ― ― ― ― ― ― ―

早期償還条項付証券化エクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―

合成型証券化取引に係るエクスポージャー
原資産の額 ― ― ― ― 7,763 ― 2,695 10,458
うちデフォルトしたエクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―

当期の損失額 ― ― ― ― ― ― ― ―

当期に証券化を行ったエクスポージャーの額 ― ― ― ― 3,291 ― 229 3,520
注）1.「当期」に関する情報については、平成19年度における累計額を記載しています。
2. 合成型証券化取引の「うちデフォルトしたエクスポージャーの額」、「当期の損失額」は、当該取引におけるデフォルト定義等をベースに記載しています。
3.「原資産種類の区分」については、個別取引毎の原資産のうち主要なものをベースに記載しています。
4. クレジットカード与信には、ショッピングクレジット、カードローン等が含まれています。
5. 合成型証券化取引によるリスク移転（ヘッジ）の自己資本比率算出上のリスク削減効果については、「（B）保有する証券化エクスポージャーに関する情報」の「所要自己資本額」において反映しています。
6. 原資産が「証券化商品」に区分される合成型証券化取引2,695億円において、リスク移転（ヘッジ）の対象となる証券化商品の主な裏付資産は「住宅ローン」で、その他「不動産」「事業法人」等を含ん
でいます。

（単位：億円）

平成18年度の開示計数については、「原資産種類の区分」等、平

成19年度の定義に合わせて見直しを行っております。
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みずほコーポレート銀行連結の自己資本の充実の状況

（B）保有する証券化エクスポージャーに関する情報

平成19年度 平成19年度

クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 証券化商品 合計 所要自己資本額

～20％ ― ― ― ― 7,332 ― 2,569 9,902 63
～50％ ― ― ― ― ― ― ― ― ―
～100％ ― ― ― ― ― ― ― ― ―
～250％ ― ― ― ― 56 ― ― 56 5
～650％ ― ― ― ― 37 ― 119 156 3
650％超 ― ― ― ― 199 ― ― 199 45

自己資本控除 ― ― ― ― 138 ― 7 145 117

合計 ― ― ― ― 7,763 ― 2,695 10,458 236

（単位：億円）

リスク・
ウェイト

平成18年度 平成18年度

クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 証券化商品 合計 所要自己資本額

～20％ ― ― ― ― 4,370 ― 2,953 7,323 44
～50％ ― ― ― ― ― ― ― ― ―
～100％ ― ― ― ― ― ― ― ― ―
～250％ ― ― ― ― 1,025 ― ― 1,025 46
～650％ ― ― ― ― ― ― 180 180 3
650％超 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

自己資本控除 ― ― ― ― 95 ― 6 101 83

合計 ― ― ― ― 5,490 ― 3,140 8,631 178

〈リスク・ウェイト区分別・原資産種類別の残高及び所要自己資本の額〉 （単位：億円）

リスク・
ウェイト

自己資本比率告示附則第15条により算出される信用リスク・アセットの額 ― ―

〈自己資本比率告示附則第15条により算出される信用リスク・アセットの額〉 （単位：億円）

平成18年度

クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 証券化商品 合計

証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 ― ― ― ― ― ― ― ―

〈証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額〉 （単位：億円）

平成19年度

クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 証券化商品 合計

証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 ― ― ― ― ― ― ― ―

（単位：億円）

平成18年度 平成19年度
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○流動化プログラム（ABCP/ABL）のスポンサーとしての証券化エクスポージャー

平成18年度 平成19年度

自己資本比率告示附則第15条により算出される信用リスク・アセットの額 ― ―

〈自己資本比率告示附則第15条により算出される信用リスク・アセットの額〉 （単位：億円）

平成18年度

クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 売掛債権・手形債権 不動産 その他 合計

原資産の額 2,381 ― 526 2,583 5,261 ― 177 10,930
うちデフォルトしたエクスポージャーの額 ― ― ― 38 133 ― ― 171

原資産に関する当期の想定損失額 169 ― 0 31 86 ― 7 295

当期に証券化を行ったエクスポージャーの額 1,767 ― 2,288 16,587 28,412 ― 177 49,233
注）1.「当期」に関する情報については、平成18年度における累計額を記載しています。
2. デフォルトしたエクスポージャーの額は、原資産のうち、自己資本比率の算出においてデフォルトとして認識した額を記載しています。
3. 原資産に関する当期の想定損失額については、基準日時点の原資産残高及び自己資本比率の算出に使用される下記パラメータ等を用いた原資産に関する損失額の推計値を記載しています。

●指定関数方式を適用する場合に原資産の所要自己資本額算出に使用したパラメータ（PD等）
●原資産が証券化エクスポージャーの場合に、外部格付準拠方式のリスク･ウェイトを保守的に適用

4.「原資産種類の区分」については、個別取引毎の原資産のうち主要なものをベースに記載しています。なお、区分が困難な取引については、「その他」に記載しています。
5. クレジットカード与信には、ショッピングクレジット、カードローン等が含まれています。

（C）原資産の種類別の情報 （単位：億円）

平成19年度

クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 売掛債権・手形債権 不動産 その他 合計

原資産の額 1,772 ― 889 2,836 5,757 ― 523 11,780
うちデフォルトしたエクスポージャーの額 ― ― ― 85 32 ― ― 118

原資産に関する当期の想定損失額 86 ― 0 50 180 ― 62 379

当期に証券化を行ったエクスポージャーの額 5,046 1,315 6,387 23,481 23,742 ― 3,623 63,595
注）1.「当期」に関する情報については、平成19年度における累計額を記載しています。
2. デフォルトしたエクスポージャーの額は、原資産のうち、自己資本比率の算出においてデフォルトとして認識した額を記載しています。
3. 原資産に関する当期の想定損失額については、基準日時点の原資産残高及び自己資本比率の算出に使用される下記パラメータ等を用いた原資産に関する損失額の推計値を記載しています。

●指定関数方式を適用する場合に原資産の所要自己資本額算出に使用したパラメータ（PD等）
●原資産が証券化エクスポージャーの場合に、外部格付準拠方式のリスク･ウェイトを保守的に適用

4.「原資産種類の区分」については、個別取引毎の原資産のうち主要なものをベースに記載しています。なお、区分が困難な取引については、「その他」に記載しています。
5. クレジットカード与信には、ショッピングクレジット、カードローン等が含まれています。
6.「当期に証券化を行ったエクスポージャーの額」のうち、「住宅ローン」に区分する1,315億円（証券化商品）については、みずほコーポレート銀行が当該ABCPプログラム向けに供与した貸出金の代
物弁済として取得しています。なお、当該取得した証券化商品に係る特別目的会社を当期末に連結していることから、当該特別目的会社が保有する証券化エクスポージャーを「投資家としての証券化
エクスポージャー」に記載しています。

（単位：億円）

（D）保有する証券化エクスポージャーに関する情報

平成18年度 平成18年度

クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 売掛債権・手形債権 不動産 その他 合計 所要自己資本額

～20％ 23 ― 82 1,654 3,074 ― ― 4,834 34
～50％ 903 ― ― 806 162 ― 186 2,057 74
～100％ ― ― 402 108 1,213 ― ― 1,725 111
～250％ 1,842 ― ― 59 219 ― ― 2,121 230
～650％ ― ― ― ― ― ― ― ― ―
650％超 8 ― ― ― ― ― ― 8 5

自己資本控除 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

合計 2,777 ― 485 2,628 4,669 ― 186 10,746 457
（うち原資産が海外資産である取引） 2,445 ― ― 511 247 ― 186 3,390 ／
注) 1. 保有する証券化エクスポージャーの額については、所要自己資本賦課の対象となる流動化プログラムの未使用残高が含まれています。
2.「原資産種類が海外資産である取引」については、個別取引毎の原資産のうち主要なものをベースに記載しています。

〈リスク・ウェイト区分別・原資産種類別の残高及び所要自己資本の額〉 （単位：億円）

リスク・
ウェイト

平成19年度 平成19年度

クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 売掛債権・手形債権 不動産 その他 合計 所要自己資本額

～20％ 270 ― 136 1,652 3,106 ― 390 5,555 43
～50％ ― ― 111 659 198 ― 157 1,126 33
～100％ 117 ― 647 278 1,702 ― 12 2,758 152
～250％ 1,567 ― ― ― 300 ― ― 1,868 245
～650％ ― ― 7 ― 45 ― ― 53 25
650％超 313 ― ― ― ― ― ― 313 221

自己資本控除 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

合計 2,267 ― 903 2,590 5,352 ― 560 11,674 722
（うち原資産が海外資産である取引） 1,654 ― ― 574 797 ― 460 3,487 ／
注) 1. 保有する証券化エクスポージャーの額については、所要自己資本賦課の対象となる流動化プログラムの未使用残高が含まれています。
2.「原資産種類が海外資産である取引」については、個別取引毎の原資産のうち主要なものをベースに記載しています。

（単位：億円）

リスク・
ウェイト
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みずほコーポレート銀行連結の自己資本の充実の状況

（E）保有する証券化エクスポージャーに関する情報

平成18年度 平成19年度

自己資本比率告示附則第15条により算出される信用リスク・アセットの額 ― ―

〈自己資本比率告示附則第15条により算出される信用リスク・アセットの額〉 （単位：億円）

○投資家としての証券化エクスポージャー

平成18年度 平成18年度

クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 その他 合計 所要自己資本額

～20％ 606 5,402 941 331 2,918 630 637 11,467 112
～50％ 23 80 ― ― 49 130 7 291 8
～100％ 1,982 162 1 6 119 ― ― 2,272 146
～250％ ― ― ― 29 ― ― ― 29 2
～650％ ― ― ― ― 236 ― ― 236 87
650％超 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

自己資本控除 43 ― ― ― 86 131 0 261 258

合計 2,655 5,645 943 367 3,410 892 644 14,558 616
（うち原資産が海外資産である取引） 2,612 2,036 943 199 3,410 416 166 9,785 ／
（うち再証券化商品） ― 153 ― ― 97 ― 47 298 ／
注）1. マネージド型CLO等に対する劣後出資等については、当該CLO等の資産に当行がオリジネートしたエクスポージャーが含まれている場合にも投資家として開示しています。

なお、当該マネージド型CLO等に対する当行の劣後出資額は63億円（自己資本比率の算出上自己資本控除の取扱い）、また当期の当行から当該マネージド型CLO等への資産売却額は1,059億円
となっています。

2.「原資産種類の区分」については、個別取引毎の原資産のうち主要なものをベースに記載しています。なお、区分が困難な取引については、「その他」に記載しています。
3. クレジットカード与信には、ショッピングクレジット、カードローン等が含まれています。
4.「原資産種類が海外資産である取引」については、個別取引毎の原資産のうち主要なものをベースに記載しています。
5. 保有する証券化エクスポージャーについて、自己資本比率算出上証券化エクスポージャーの取り扱いによるリスク移転（ヘッジ）効果を反映している場合には、オリジネーターとしての証券化エクス
ポージャーに記載しています。

6. ABS等の証券化商品を裏付資産とする証券化商品（（例）ABS CDO）を、再証券化商品として記載しています。

〈リスク・ウェイト区分別・原資産種類別の残高及び所要自己資本の額〉 （単位：億円）

リスク・
ウェイト

平成19年度 平成19年度

クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 その他 合計 所要自己資本額

～20％ 446 4,863 809 311 1,504 873 518 9,327 92
～50％ 19 164 ― 169 52 197 0 604 17
～100％ 561 184 3 17 18 ― 22 807 52
～250％ ― ― ― 25 ― ― ― 25 2
～650％ ― 13 ― ― ― ― ― 13 3
650％超 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

自己資本控除 ― 133 ― ― 168 206 47 555 358

合計 1,028 5,359 813 523 1,743 1,277 588 11,334 526
（うち原資産が海外資産である取引） 985 1,983 813 427 1,743 447 184 6,585 ／
（うち再証券化商品） ― 139 ― ― 83 0 6 229 ／
注）1. マネージド型CLO等に対する劣後出資等については、当該CLO等の資産に当行がオリジネートしたエクスポージャーが含まれている場合にも投資家として開示しています。

なお、当該マネージド型CLO等に対する当行の劣後出資額は80億円（自己資本比率の算出上自己資本控除の取扱い）、また当期の当行から当該マネージド型CLO等への資産売却額は144億円と
なっています。

2.「原資産種類の区分」については、個別取引毎の原資産のうち主要なものをベースに記載しています。なお、区分が困難な取引については、「その他」に記載しています。
3. クレジットカード与信には、ショッピングクレジット、カードローン等が含まれています。
4.「原資産種類が海外資産である取引」については、個別取引毎の原資産のうち主要なものをベースに記載しています。
5. 保有する証券化エクスポージャーについて、自己資本比率算出上証券化エクスポージャーの取り扱いによるリスク移転（ヘッジ）効果を反映している場合には、オリジネーターとしての証券化エクス
ポージャーに記載しています。

6. ABS等の証券化商品を裏付資産とする証券化商品（（例）ABS CDO）を、再証券化商品として記載しています。

（単位：億円）

リスク・
ウェイト
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（9）銀行勘定における株式等エクスポージャーの状況

■銀行勘定における株式等エクスポージャー

平成18年度 平成19年度

連結貸借対照表計上額 時価 連結貸借対照表計上額 時価

上場株式等エクスポージャー 42,637 42,637 28,938 28,938
上記以外の株式等エクスポージャー 2,079 2,079 4,021 4,021

合計 44,716 44,716 32,960 32,960
注）株式等エクスポージャーのうち、日本株式及び外国株式のみを表示しています。

（A）連結貸借対照表計上額 （単位：億円）

平成18年度 平成19年度

売却損益 売却益 売却損 売却損益 売却益 売却損

株式等エクスポージャーの売却 1,801 1,834 33 2,275 2,319 44 
注）連結損益計算書の株式等売却損益の計数を表示しています。

（B）株式等エクスポージャーに係る売却損益 （単位：億円）

平成18年度 平成19年度

償却損益 償却損益

株式等エクスポージャーの償却 △1,469 △446
注）連結損益計算書の株式等償却の計数を表示しています。

（C）株式等エクスポージャーに係る償却損益 （単位：億円）

平成18年度 平成19年度

評価差額 評価益 評価損 評価差額 評価益 評価損

株式等エクスポージャー 19,836 20,099 262 7,391 8,505 1,113
注）株式等エクスポージャーのうち、日本株式及び外国株式のみを表示しています。

（D）連結貸借対照表で認識され、かつ、連結損益計算書で認識されない評価損益 （単位：億円）

マーケット・リスクに関わる市場リスク管理態勢等については、68

～72ページをご覧ください。

平成18年度 平成19年度

期末日 34 51
最大値 49 61
最小値 22 29
平均値 36 44
バックテスト超過回数 0回 2回
注）バックテスト超過回数によりマーケット・リスク相当額（内部モデル方式）算出に使用する乗数が
決定されます。

トレーディング業務における市場リスク量（VAR）の推移（単位：億円）

■マーケット・リスク

VARの手法

線形リスク ：分散・共分散法

非線形リスク ：モンテカルロシミュレーション法

ＶＡＲ ：線形リスクと非線形リスクの単純合算

定量基準 ：①信頼区間　片側99％

②保有期間　1日

③観測期間　1年

損失額 広義自己資本 自己資本に対する割合

平成19年3月末基準 3,709 53,295 6.9%
平成20年3月末基準 4,720 42,788 11.0%
うち円金利の影響 2,741 ― ―％
ドル金利の影響 1,587 ― ―％
ユーロ金利の影響 257 ― ―％

注）マーケット・リスクに関する各種定義は、72ページに記載しています。

「アウトライヤー基準」の結果 （単位：億円）

○トレーディング業務 ○アウトライヤー基準
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自己資本の充実の状況

みずほコーポレート銀行連結の自己資本の充実の状況

（E）連結貸借対照表及び連結損益計算書で認識されない評価損益
平成18年度、平成19年度とも、該当ありません。

平成18年度 平成19年度

PD／LGD方式 4,866 7,051 
マーケット・ベース方式（簡易手法適用分） 807 2,177
マーケット・ベース方式（内部モデル手法適用分） ― ―
経過措置適用分 39,856 26,884

合計 45,531 36,113

（F）ポートフォリオ区分別株式等エクスポージャー （単位：億円）



み
ず
ほ
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
銀
行
　
●

単
体
の
自
己
資
本
の
充
実
の
状
況

421

平成18年度 平成19年度

資本金 10,709 10,709

うち非累積的永久優先株 ― ―

新株式申込証拠金 ― ―
資本準備金 3,303 3,303
その他資本剰余金 ― ―
利益準備金 707 1,107
その他利益剰余金 9,195 5,912
その他 7,324 6,279
自己株式（△） ― ―
自己株式申込証拠金 ― ―
社外流出予定額（△） 2,000 2,000
その他有価証券の評価差損（△） ― ―
新株予約権 ― ―
営業権相当額（△） ― ―
のれん相当額（△） ― ―
企業結合により計上される無形固定資産相当額（△） ― ―
証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額（△） 11 20
内部格付手法採用行において、期待損失額が適格引当金を上回る額の50％相当額（△） ― 231
繰延税金資産の控除前の基本的項目計（上記各項目の合計額） 29,228 25,059
繰延税金資産の控除金額（△） ― ―

計 （A） 29,228 25,059

うちステップ・アップ金利条項付の優先出資証券 （B） 3,044 4,525
TierⅠに対する割合＝（Ｂ）／（Ａ）×100 10.41％ 18.05％
海外SPCの発行する優先出資証券 7,307 6,264

その他有価証券の貸借対照表計上額から帳簿価額を控除した額の45％相当額 8,014 2,317
土地の再評価額と再評価の直前の帳簿価額の差額の45％相当額 295 291
一般貸倒引当金 15 25
内部格付手法採用行において、適格引当金が期待損失額を上回る額 577 ―

負債性資本調達手段等 16,741 18,189

うち永久劣後債務 6,529 7,672
期限付劣後債務及び期限付優先株 10,211 10,516

計 25,644 20,823

うち自己資本への算入額 （C） 25,644 20,823

準補完的項目 短期劣後債務 ― ―

（TierⅢ） うち自己資本への算入額 （D） ― ―

控除項目 控除項目 （E） 611 1,771

自己資本額 （A）＋（C）＋（D）－（E） （F） 54,262 44,111

資産（オン・バランス）項目 230,199 228,773
オフ・バランス取引等項目 78,013 71,130
信用リスク・アセットの額 （G） 308,213 299,904
マーケット・リスク相当額に係る額（（ I ）／8％） （H） 1,820 3,108
（参考）マーケット・リスク相当額 （ I ） 145 248
オペレーショナル・リスク相当額に係る額（（K）／8％） （J） 11,678 12,133
（参考）オペレーショナル・リスク相当額 （K） 934 970
フロア調整額 （L） 34,600 ―

計（（G）＋（H）＋（J）＋（L）） （M） 356,312 315,146

単体自己資本比率（国際統一基準）＝（F）／（M）×100 15.22％ 13.99％

TierⅠ比率＝（A）／（M）×100 8.20％ 7.95％
注）1. 上記は「銀行法第14条の2の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準」（平成18年金融庁告示第19号。以下、「告示」

という。）に基づいて算出したものであり、国際統一基準を採用した単体ベースの計数となっています。
2. 当行の資本金は株式種類毎に区分できないため、資本金のうち非累積的永久優先株の金額は記載していません。
3. 当行の単体自己資本比率の算定に関して、「自己資本比率の算定に関する合意された手続による調査業務を実施する場合の取扱い」（日本公認会計士協会業種別委員会報告第30号）に基づき、監査
法人による合意された手続による調査業務を受けています。なお、これは、当行の財務諸表に対する会計監査の一部ではありません。

4. 平成18年度において当行は繰延税金資産を計上していないことから、「繰延税金資産の控除金額」の該当はありません。
平成19年度の「繰延税金資産に相当する額」は1,402億円です。
なお、「繰延税金資産の算入上限額」は平成18年度8,768億円、平成19年度5,011億円です。

5.「フロア調整額」は、旧所要自己資本の額に告示に定める率を乗じて得た額が新所要自己資本の額を上回る額に12.5を乗じて得た額です。当行は、平成18年度は、旧所要自己資本の額に告示に定
める率を乗じて得た額が新所要自己資本の額を上回っているため、当該上回った額をリスク・アセット等に加えています。

（1）単体自己資本比率総括表（国際統一基準） （単位：億円）

リスク・アセット等

補完的項目
（TierⅡ）

基本的項目
（TierⅠ）

■単体自己資本比率

自己資本の充実の状況

みずほコーポレート銀行単体の自己資本の充実の状況
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自己資本の充実の状況

みずほコーポレート銀行単体の自己資本の充実の状況

■自己資本

平成18年度 平成19年度

EAD 所要自己資本額 EAD 所要自己資本額

信用リスク 743,402 30,871 718,927 30,470 

内部格付手法 740,685 30,660 715,146 30,168
事業法人向け（特定貸付債権を除く） 323,157 16,664 317,664 15,761 
事業法人向け（特定貸付債権） 18,178 1,742 21,481 2,208
ソブリン向け 193,871 575 168,471 408 
金融機関等向け 84,784 2,219 96,006 1,813
リテール向け ― ― ― ―
居住用不動産向け ― ― ― ―
適格リボルビング型リテール向け ― ― ― ―
その他リテール向け ― ― ― ―
株式等 52,843 4,821 44,010 5,360
PD／LGD方式 4,956 650 9,428 2,078
マーケット・ベース方式（簡易手法適用分） 700 169 2,044 522
マーケット・ベース方式（内部モデル手法適用分） ― ― ― ―
経過措置適用分 47,186 4,001 32,536 2,759
信用リスク・アセットのみなし計算 8,050 2,116 10,931 2,156
購入債権 23,437 748 18,625 749
証券化 32,909 1,077 32,614 1,288
その他 3,451 693 5,342 421

標準的手法 2,717 210 3,781 302
ソブリン向け ― ― ― ―
金融機関等向け 4 0 3 0 
法人等向け ― ― ― ―
抵当権付住宅ローン ― ― ― ―
証券化 ― ― ― ―
その他 2,713 210 3,777 302

マーケット・リスク ／ 145 ／ 248

標準的方式 ／ 41 ／ 58
金利リスク ／ 30 ／ 50
株式リスク ／ ― ／ ―
外国為替リスク ／ 8 ／ 5
コモディティリスク ／ 2 ／ 2
オプション取引 ／ ― ／ ―

内部モデル方式 ／ 104 ／ 189

オペレーショナル・リスク（粗利益配分手法） ／ 934 ／ 970

単体総所要自己資本額 ／ 28,505 ／ 25,211
注）1. EAD：デフォルト時エクスポージャー
2. PD：デフォルト率
3. LGD：デフォルト時損失率
4. 所要自己資本額：信用リスクにおいては信用リスク・アセット額に8％を乗じた額と期待損失額と資本控除額の和、マーケット・リスクにおいてはマーケット・リスク相当額、オペレーショナル・リスクにお
いてはオペレーショナル・リスク相当額

5. 単体総所要自己資本額：自己資本比率算出上の分母に8％を乗じた額

（2）ポートフォリオ区分別所要自己資本額 （単位：億円）
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■信用リスク

信用リスク・アセットのみなし計算が適用されるエクスポージャー

及び証券化エクスポージャーを除いています。

期末残高についてはEADベースで記載しています。

平成18年度、平成19年度とも、信用リスクに関するエクスポー

ジャーの期末残高と期中の平均的なリスクポジションに大幅な乖離

は見られません。

（3）信用リスクの期末残高等

○信用リスクに関するエクスポージャーの状況

平成18年度

貸出金・コミットメント・店頭 有価証券 店頭 その他 合計
デリバティブ以外のオフバランス デリバティブ

国内 294,667 100,227 10,343 22,051 427,290

海外 164,283 72,349 18,912 16,889 272,434
アジア 30,538 4,980 709 3,839 40,067
中南米 12,718 61 645 88 13,513
北米 57,222 42,160 8,221 2,916 110,522 
東欧 1,406 ― 0 14 1,420
西欧 50,062 24,872 8,990 8,657 92,582
その他の地域 12,335 273 345 1,372 14,326

適用除外分 ／ ／ ／ 2,717 2,717

合計 458,950 172,577 29,255 41,658 702,442
注) 1. 適用除外分は、信用リスク・アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額です。
2. 非居住者分は海外に含みます。
3. その他には預け金、コールローン、買入金銭債権、金銭の信託、外国為替、その他資産が含まれます。

（A）地域別内訳 （単位：億円）

平成19年度

貸出金・コミットメント・店頭 有価証券 店頭 その他 合計
デリバティブ以外のオフバランス デリバティブ

国内 273,496 94,570 14,225 16,280 398,572

海外 169,102 61,438 25,795 16,692 273,028
アジア 26,877 5,119 1,054 5,163 38,214
中南米 12,511 1,058 1,178 73 14,820
北米 54,651 36,969 10,249 3,318 105,188 
東欧 2,001 69 3 27 2,101
西欧 57,232 16,269 12,549 6,654 92,704
その他の地域 15,829 1,952 761 1,455 19,999

適用除外分 ／ ／ ／ 3,781 3,781

合計 442,598 156,008 40,021 36,753 675,382
注) 1. 適用除外分は、信用リスク・アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額です。
2. 非居住者分は海外に含みます。
3. その他には預け金、コールローン、買入金銭債権、金銭の信託、外国為替、その他資産が含まれます。

（単位：億円）
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みずほコーポレート銀行単体の自己資本の充実の状況

平成18年度

貸出金・コミットメント・店頭 有価証券 店頭 その他 合計
デリバティブ以外のオフバランス デリバティブ

製造業 110,265 24,581 1,891 1,408 138,146 
建設業 9,625 1,493 106 28 11,253
不動産業 30,482 1,542 184 56 32,265 
各種サービス業 39,525 1,357 485 280 41,648 
卸売・小売業 37,497 3,359 523 3,950 45,331
金融・保険業 98,166 35,336 24,204 19,096 176,804 
個人 37 ― 0 0 38
その他の業種 87,398 58,606 1,837 7,365 155,207
日本国・日本銀行 45,951 46,300 24 6,753 99,029 

適用除外分 ／ ／ ／ 2,717 2,717

合計 458,950 172,577 29,255 41,658 702,442
注) 1. 適用除外分は、信用リスク・アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額です。
2. その他には預け金、コールローン、買入金銭債権、金銭の信託、外国為替、その他資産が含まれます。

（B）業種別内訳 （単位：億円）

平成19年度

貸出金・コミットメント・店頭 有価証券 店頭 その他 合計
デリバティブ以外のオフバランス デリバティブ

製造業 99,939 17,545 1,674 1,706 120,866
建設業 9,432 940 90 23 10,486
不動産業 31,982 1,647 332 68 34,031
各種サービス業 39,889 2,318 743 263 43,215 
卸売・小売業 38,910 2,361 991 3,564 45,828
金融・保険業 94,289 24,893 32,331 17,117 168,632
個人 31 ― 0 0 31
その他の業種 91,928 52,238 3,831 8,918 156,917 
日本国・日本銀行 36,194 54,063 23 1,310 91,592 

適用除外分 ／ ／ ／ 3,781 3,781

合計 442,598 156,008 40,021 36,753 675,382
注) 1. 適用除外分は、信用リスク・アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額です。
2. その他には預け金、コールローン、買入金銭債権、金銭の信託、外国為替、その他資産が含まれます。

（単位：億円）

平成18年度

貸出金・コミットメント・店頭 有価証券 店頭 その他 合計
デリバティブ以外のオフバランス デリバティブ

1年未満 171,002 22,262 2,295 17,230 212,790 
1年以上3年未満 84,741 30,077 19,351 181 134,351
3年以上5年未満 95,225 15,721 5,400 267 116,616
5年以上 59,257 56,377 2,208 11 117,854
期間の定めのないもの等 48,722 48,138 ― 21,250  118,111

適用除外分 ／ ／ ／ 2,717 2,717

合計 458,950 172,577 29,255 41,658  702,442
注) 1. 適用除外分は、信用リスク・アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額です。
2. その他には預け金、コールローン、買入金銭債権、金銭の信託、外国為替、その他資産が含まれます。

（C）残存期間別内訳 （単位：億円）

平成19年度

貸出金・コミットメント・店頭 有価証券 店頭 その他 合計
デリバティブ以外のオフバランス デリバティブ

1年未満 161,626 31,973 3,848 16,392 213,840 
1年以上3年未満 83,190 30,183 12,022 457 125,854 
3年以上5年未満 92,712 17,866 19,807 423 130,811 
5年以上 61,682 33,290 4,342 312 99,627
期間の定めのないもの等 43,386 42,694 ― 15,386 101,466

適用除外分 ／ ／ ／ 3,781 3,781

合計 442,598 156,008 40,021 36,753 675,382
注) 1. 適用除外分は、信用リスク・アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額です。
2. その他には預け金、コールローン、買入金銭債権、金銭の信託、外国為替、その他資産が含まれます。

（単位：億円）
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○3ヶ月以上延滞エクスポージャー又はデフォルトしたエクスポージャーの状況

平成18年度

貸出金・コミットメント・店頭 有価証券 店頭 その他 合計
デリバティブ以外のオフバランス デリバティブ

国内 8,061 417 38 44 8,562

海外 1,147 2 ― 68 1,218
アジア 276 2 ― 58 337 
中南米 8 0 ― 0 8
北米 484 ― ― 0 484
東欧 5 ― ― ― 5
西欧 318 ― ― 9 327
その他の地域 54 ― ― ― 54

適用除外分 ／ ／ ／ ― ―

合計 9,209 420 38 112 9,781
注) 1. 適用除外分は、信用リスク・アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額です。
2. 非居住者分は海外に含みます。
3. その他には預け金、コールローン、買入金銭債権、金銭の信託、外国為替、その他資産が含まれます。

（D）地域別内訳 （単位：億円）

平成19年度

貸出金・コミットメント・店頭 有価証券 店頭 その他 合計
デリバティブ以外のオフバランス デリバティブ

国内 6,715 1,447 113 38 8,314

海外 991 0 2 46 1,041
アジア 172 0 0 38 211
中南米 1 0 ― 0 1
北米 187 ― ― 0 187 
東欧 5 ― ― ― 5
西欧 572 ― 2 7 582
その他の地域 53 ― ― ― 53

適用除外分 ／ ／ ／ ― ―

合計 7,706 1,448 115 84 9,355
注) 1. 適用除外分は、信用リスク・アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額です。
2. 非居住者分は海外に含みます。
3. その他には預け金、コールローン、買入金銭債権、金銭の信託、外国為替、その他資産が含まれます。

（単位：億円）
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自己資本の充実の状況

みずほコーポレート銀行単体の自己資本の充実の状況

○貸倒引当金等の状況

一般貸倒引当金 期首残高 3,149 1,757
当期増加額 1,757 1,899
当期減少額 3,149 1,757
期末残高 1,757 1,899

個別貸倒引当金 期首残高 482 1,747
当期増加額 1,747 267
当期減少額 482 1,747
期末残高 1,747 267

特定海外債権引当勘定 期首残高 30 29
当期増加額 29 0
当期減少額 30 29
期末残高 29 0

合計 期首残高 3,662 3,533
当期増加額 3,533 2,168
当期減少額 3,662 3,533
期末残高 3,533 2,168

（F）貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額（部分直接償却実施後） （単位：億円）

平成18年度 平成19年度

平成18年度

貸出金・コミットメント・店頭 有価証券 店頭 その他 合計
デリバティブ以外のオフバランス デリバティブ

製造業 625 8 0 82 716
建設業 269 106 3 2 381
不動産業 1,922 0 ― 0 1,922 
各種サービス業 585 3 0 9 598 
卸売・小売業 998 194 9 0 1,202
金融・保険業 2,803 52 18 8 2,882
個人 ― ― ― ― ―
その他の業種 2,004 56 6 10  2,078 

適用除外分 ／ ／ ／ ― ―

合計 9,209 420 38 112  9,781
注) 1. 適用除外分は、信用リスク・アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額です。
2. その他には預け金、コールローン、買入金銭債権、金銭の信託、外国為替、その他資産が含まれます。

（E）業種別内訳 （単位：億円）

平成19年度

貸出金・コミットメント・店頭 有価証券 店頭 その他 合計
デリバティブ以外のオフバランス デリバティブ

製造業 677 0 0 59 737 
建設業 255 100 2 1 359 
不動産業 1,843 0 ― 0 1,843 
各種サービス業 813 0 0 2 815
卸売・小売業 1,129 0 5 0 1,136
金融・保険業 1,600 1,056 24 8 2,690
個人 ― ― ― ― ―
その他の業種 1,387 290 82 12 1,773 

適用除外分 ／ ／ ／ ― ―

合計 7,706 1,448 115 84 9,355 
注) 1. 適用除外分は、信用リスク・アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額です。
2. その他には預け金、コールローン、買入金銭債権、金銭の信託、外国為替、その他資産が含まれます。

（単位：億円）
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平成18年度 平成19年度

製造業 ― ―
建設業 ― 4
不動産業 ― ―
各種サービス業 ― 1
卸売・小売業 ― ―
金融・保険業 ― ―
個人 ― ―
その他 75 257

適用除外分 ― ―

合計 75 263
注) 1. 損益計算書の貸出金償却の計数に基づき、その内訳を表示しています。
2. 適用除外分は、信用リスク・アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額です。
3. その他には海外分及び非居住者分を含みます。

（H）貸出金償却額の業種別の内訳 （単位：億円）

平成18年度 平成19年度 増減

国内 1,588 31 △1,556
製造業 17 0 △17
建設業 ― ― ―
不動産業 27 5 △21
各種サービス業 3 0 △3
卸売・小売業 27 26 △1
金融・保険業 1,512 ― △1,512
個人 ― ― ―
その他 0 0 0

海外 158 235 77

適用除外分 ― ― ―

合計 1,747 267 △1,479
注) 適用除外分は、信用リスク・アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額です。

（G）個別貸倒引当金の地域別及び業種別の内訳 （単位：億円）
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自己資本の充実の状況

みずほコーポレート銀行単体の自己資本の充実の状況

平成18年度 平成19年度

50% 665 467
70% 2,275 3,590
90% 2,063 1,436
95% 0 595
115% 678 2,393
120% ― 50
140% ― ―
250% 2,425 2,469

デフォルト ― 82

合計 8,108 11,085

（K）リスク・ウェイト区分別スロッティング・クライテリアに割り当てられた特定貸付債権残高 （単位：億円）

リスク・ウェイト

リスク・ウェイト

平成18年度 平成19年度

300% 679 2,016
400% 20 28

合計 700 2,044
注）簡易手法が適用される株式等エクスポージャーのうち、上場株式については300%、非上場株式については400%のリスク・ウェイトを適用しています。

（L）リスク・ウェイト区分別マーケット・ベース方式の簡易手法が適用される株式等エクスポージャー残高 （単位：億円）

○内部格付手法が適用されるエクスポージャーの状況

平成18年度 平成19年度

資本控除の額 ― ―

（J）資本控除の額 （単位：億円）

○標準的手法が適用されるエクスポージャーの状況

平成18年度

オンバランス オフバランス 合計 うち外部格付あり

0% 85 ― 85 ―
10% ― ― ― ―
20% 4 ― 4 ―
35% ― ― ― ―
50% ― ― ― ―
100% 2,627 ― 2,627 ―
150% ― ― ― ―
350% ― ― ― ―

合計 2,717 ― 2,717 ―
注）オフバランスのエクスポージャーは与信相当額を記載しています。

（I）リスク・ウェイト区分別信用リスク削減効果適用後の残高 （単位：億円）

リスク・ウェイト

平成19年度

オンバランス オフバランス 合計 うち外部格付あり

0% ― ― ― ―
10% ― ― ― ―
20% 3 ― 3 ―
35% ― ― ― ―
50% ― ― ― ―
100% 3,777 ― 3,777 ―
150% ― ― ― ―
350% ― ― ― ―
625% ― ― ― ―

937.5% ― ― ― ―
1,250% ― ― ― ―

合計 3,781 ― 3,781 ―
注）オフバランスのエクスポージャーは与信相当額を記載しています。

（単位：億円）

リスク・ウェイト
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平成18年度

EAD加重平均 EAD加重平均 EAD加重平均 EAD オンバランス オフバランス
PD（％） LGD（％） リスク・ウェイト（％） （億円）

事業法人向け　 3.08 45.16 44.66 352,629 241,013 111,616
投資適格ゾーン 0.12 45.15 33.34 253,557 162,310 91,247
非投資適格ゾーン 1.41 44.75 81.24 89,782 70,114 19,667 
デフォルト 100.00 49.52 ― 9,290 8,588 701

ソブリン向け　 0.03 45.00 3.56 194,129 154,652 39,476
投資適格ゾーン 0.01 45.00 3.37 193,671 154,305 39,366
非投資適格ゾーン 1.40 45.00 91.05 425 315 110
デフォルト 100.00 45.00 ― 32 32 ―

金融機関等向け　 0.21 45.53 31.80 88,562 42,315 46,247
投資適格ゾーン 0.12 45.63 30.67 85,996 40,356 45,640
非投資適格ゾーン 1.43 42.24 70.67 2,527 1,919 607 
デフォルト 100.00 45.00 ― 38 38 ―

PD/LGD方式を適用する株式等エクスポージャー 4.16 90.00 117.28 4,956 4,956 ―
投資適格ゾーン 0.11 90.00 114.15 4,574 4,574 ―
非投資適格ゾーン 3.84 90.00 314.00 188 188 ―
デフォルト 100.00 90.00 ― 193 193 ―

合計　 1.76 45.51 30.98 640,278 442,938 197,340
投資適格ゾーン 0.08 45.55 22.81 537,800 361,547 176,253 
非投資適格ゾーン 1.41 44.78 81.47 92,923 72,538 20,385 
デフォルト 100.00 50.31 ― 9,554 8,852 701 

注）1. 投資適格ゾーンには債務者格付A1～B2が含まれ、非投資適格ゾーンにはC1～E2（E2Rを除く）が、デフォルトにはE2R～H1がそれぞれ含まれます（債務者格付詳細については65ページに記載
しています）。

2. 事業法人向けにはスロッティング・クライテリアに割り当てられた特定貸付債権が含まれません。

（M）資産区分・格付区分別ポートフォリオ（事業法人等向け） （単位：億円）

平成19年度

EAD加重平均 EAD加重平均 EAD加重平均 EAD オンバランス オフバランス
PD（％） LGD（％） リスク・ウェイト（％） （億円）

事業法人向け　 2.81 44.23 44.25 345,413 227,271 118,141
投資適格ゾーン 0.10 43.73 27.33 250,791 154,121 96,670 
非投資適格ゾーン 1.88 45.12 97.15 86,801 66,069 20,731 
デフォルト 100.00 50.37 ― 7,819 7,080 738

ソブリン向け　 0.00 45.00 2.99 168,606 135,287 33,318
投資適格ゾーン 0.00 45.00 2.79 168,226 134,923 33,302 
非投資適格ゾーン 1.07 45.00 89.74 378 363 15
デフォルト 100.00 45.00 ― 1 1 ―

金融機関等向け　 0.09 44.42 23.20 97,144 42,329 54,814
投資適格ゾーン 0.07 44.49 22.09 94,804 40,904 53,900
非投資適格ゾーン 1.02 41.65 68.46 2,335 1,421 913 
デフォルト 100.00 45.00 ― 3 3 ―

PD/LGD方式を適用する株式等エクスポージャー 13.26 90.00 126.35 9,428 9,428 ―
投資適格ゾーン 0.07 90.00 136.81 7,651 7,651 ―
非投資適格ゾーン 2.17 90.00 265.57 544 544 ―
デフォルト 100.00 90.00 ― 1,233 1,233 ―

合計　 1.78 45.16 30.99 620,592 414,318 206,273 
投資適格ゾーン 0.06 44.95 20.07 521,474 337,600 183,873 
非投資適格ゾーン 1.85 45.30 97.39 90,059 68,398 21,661 
デフォルト 100.00 55.76 ― 9,058 8,319 738  

注）1. 投資適格ゾーンには債務者格付A1～B2が含まれ、非投資適格ゾーンにはC1～E2（E2Rを除く）が、デフォルトにはE2R～H1がそれぞれ含まれます（債務者格付詳細については65ページに記載
しています）。

2. 事業法人向けにはスロッティング・クライテリアに割り当てられた特定貸付債権が含まれません。

（単位：億円）

（N）資産区分・格付区分別ポートフォリオ（リテール向け）
平成18年度、平成19年度とも、該当ありません。
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自己資本の充実の状況

みずほコーポレート銀行単体の自己資本の充実の状況

平成18年度 平成19年度

実績値 実績値

事業法人向け 6,346 5,059
ソブリン向け 6 0
金融機関等向け 38 4
居住用不動産向け ― ―
適格リボルビング型リテール向け ― ―
その他リテール向け ― ―

合計 6,391 5,064
注）1. 実績値は、当該期間の無税直接償却、不良債権売却損、不良債権放棄損、債権株式交換損、および当該期末の部分直接償却、個別貸倒引当金、一般貸倒引当金（うち要管理先以下）の合計額です。
2. 資産区分別の実績値については、平成18年度（平成18年4月～平成19年3月）より蓄積を開始しています。
3. PD/LGD方式を適用する株式等エクスポージャーについては、損失が与信関係費用として計上されない（信用リスクに伴うものかの判別が困難である）ことから、損失の実績値に含めていません。

（O）エクスポージャー別損失の実績値 （単位：億円）

平成18年度 平成19年度

推計値 実績値 推計値 実績値

事業法人向け ／ 6,346 5,536 5,059
ソブリン向け ／ 6 27 0
金融機関等向け ／ 38 77 4
居住用不動産向け ／ ― ― ―
適格リボルビング型リテール向け ／ ― ― ―
その他リテール向け ／ ― ― ―

合計 ／ 6,391 5,641 5,064
注）1. 推計値は平成19年3月末の期待損失額です。
2. 資産区分別の期待損失額は、平成19年3月末基準より推計を開始しています。
3. 実績値は、当該期間の無税直接償却、不良債権売却損、不良債権放棄損、債権株式交換損、および当該期末の部分直接償却、個別貸倒引当金、一般貸倒引当金（うち要管理先以下）の合計額です。
4. 資産区分別の実績値については、平成18年度（平成18年4月～平成19年3月）より蓄積を開始しています。
5. PD/LGD方式を適用する株式等エクスポージャーについては、損失が与信関係費用として計上されない（信用リスクに伴うものかの判別が困難である）ことから、損失の推計値・実績値に含めていま
せん。

（P）エクスポージャー別損失の推計値と実績値の対比 （単位：億円）

［要因分析］

取引先企業の債務者格付改善等に係る引当金の取崩し等を主因

として、損失の実績値は前年度比△1,326億円の5,064億円とな

りました。
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■信用リスク削減手法

平成18年度

適格金融資産担保 適格資産担保 保証 クレジット・デリバティブ 合計

内部格付手法 12,872 4,724 15,537 5,111 38,245
事業法人向け 9,808 4,683 13,172 5,111 32,775
ソブリン向け ― ― 1,753 ― 1,753
金融機関等向け 3,063 40 612 ― 3,716
リテール向け ― ― ― ― ―
居住用不動産向け ― ― ― ― ―
適格リボルビング型リテール向け ― ― ― ― ―
その他リテール向け ― ― ― ― ―

その他 ― ― ― ― ―

標準的手法 ― ／ ― ― ―
ソブリン向け ― ／ ― ― ―
金融機関等向け ― ／ ― ― ―
法人等向け ― ／ ― ― ―
抵当権付住宅ローン ― ／ ― ― ―
証券化 ― ／ ― ― ―
その他 ― ／ ― ― ―

合計 12,872 4,724 15,537 5,111 38,245

（単位：億円）

（4）ポートフォリオ区分別信用リスク削減手法
担保及び保証による信用リスク削減手法の効果を勘案したエクス

ポージャーの額は以下のとおりです。

平成19年度

適格金融資産担保 適格資産担保 保証 クレジット・デリバティブ 合計

内部格付手法 13,019 6,037 15,173 7,161 41,391
事業法人向け 9,701 6,026 12,007 6,961 34,696
ソブリン向け ― ― 2,827 ― 2,827
金融機関等向け 3,318 11 338 200 3,868
リテール向け ― ― ― ― ―
居住用不動産向け ― ― ― ― ―
適格リボルビング型リテール向け ― ― ― ― ―
その他リテール向け ― ― ― ― ―

その他 ― ― ― ― ―

標準的手法 ― ／ ― ― ―
ソブリン向け ― ／ ― ― ―
金融機関等向け ― ／ ― ― ―
法人等向け ― ／ ― ― ―
抵当権付住宅ローン ― ／ ― ― ―
証券化 ― ／ ― ― ―
その他 ― ／ ― ― ―

合計 13,019 6,037 15,173 7,161 41,391 

（単位：億円）
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自己資本の充実の状況

みずほコーポレート銀行単体の自己資本の充実の状況

平成18年度 平成19年度

想定元本額 想定元本額

クレジットデリバティブの種類

クレジット･デフォルト･スワップ プロテクションの購入 12,306 17,939
プロテクションの提供 110 1,169

トータル･リターン･スワップ プロテクションの購入 ― ―
プロテクションの提供 ― ―

合計 プロテクションの購入 12,306 17,939
プロテクションの提供 110 1,169

注）なお、信用リスク削減手法として用いたクレジット・デリバティブは以下のとおりです。

（C）与信相当額算出の対象となるクレジット・デリバティブの想定元本 （単位：億円）

平成18年度 平成19年度

信用リスク削減手法として用いたクレジット・デリバティブ 6,525 9,052

（単位：億円）

■派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスク

（5）派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクの状況

平成18年度 平成19年度

適格金融資産担保 31 21
適格資産担保 46 75
保証・その他 103 21

合計 181 118

（B）信用リスク削減手法適用額（種類別） （単位：億円）

平成18年度 平成19年度

グロスの再構築コスト グロスのアドオン 与信相当額 グロスの再構築コスト グロスのアドオン 与信相当額

外国為替関連取引 26,935 29,058 55,994 33,533 26,242 59,775
金利関連取引 20,461 20,455 40,916 65,191 24,988 90,179
金関連取引 1 0 2 1 0 2
株式関連取引 7 33 40 122 191 314
貴金属（金を除く）関連取引 ― ― ― 5 2 7
その他のコモディティ関連取引 1,600 1,253 2,854 2,129 1,151 3,280
クレジット・デリバティブ取引 2 744 746 508 1,058 1,567

小計 ① 49,008 51,546 100,555 101,491 53,635 155,127

一括清算ネッティング契約による
与信相当額削減効果(△) ② ／ ／ 70,756 ／ ／ 107,707

小計 ③＝①＋② ／ ／ 29,798 ／ ／ 47,419

担保付デリバティブ取引における
信用リスク削減手法効果勘案（△） ④ ／ ／ 1,437 ／ ／ 7,624

合計 ③＋④ ／ ／ 28,361 ／ ／ 39,795
注）与信相当額の算出方法はカレントエクスポージャー方式を用いています。

〈派生商品取引〉 （単位：億円）

（A）派生商品取引及び長期決済期間取引の状況

平成19年度

グロスの再構築コスト グロスのアドオン 与信相当額

長期決済期間取引 10 100 110
注）1. 与信相当額の算出方法はカレントエクスポージャー方式を用いています。
2. 長期決済期間取引について、「一括清算ネッティング契約による与信相当額削減効果」及び「担保付取引における信用リスク削減手法効果」の適用はありません。

〈長期決済期間取引〉 （単位：億円）



み
ず
ほ
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
銀
行
　
●

単
体
の
自
己
資
本
の
充
実
の
状
況

433

■証券化エクスポージャー

（6）証券化エクスポージャーの定量的開示項目

○オリジネーターとしての証券化エクスポージャー

平成18年度

クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 証券化商品 合計

資産譲渡型証券化取引
原資産の額 ― ― ― ― ― ― ― ―
うちデフォルトしたエクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―

当期の損失額 ― ― ― ― ― ― ― ―

当期に証券化を行ったエクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―

当期中に認識した売却損益の額 ― ― ― ― ― ― ― ―

早期償還条項付証券化エクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―

合成型証券化取引に係るエクスポージャー
原資産の額 ― ― ― ― 5,065 ― 3,140 8,206
うちデフォルトしたエクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―

当期の損失額 ― ― ― ― ― ― ― ―

当期に証券化を行ったエクスポージャーの額 ― ― ― ― 5,862 ― 3,140 9,002
注）1.「当期」に関する情報については、平成18年度における累計額を記載しています。
2. 合成型証券化取引の「うちデフォルトしたエクスポージャーの額」、「当期の損失額」は、当該取引におけるデフォルト定義等をベースに記載しています。
3.「原資産種類の区分」については、個別取引毎の原資産のうち主要なものをベースに記載しています。
4. クレジットカード与信には、ショッピングクレジット、カードローン等が含まれています。
5. 合成型証券化取引によるリスク移転（ヘッジ）の自己資本比率算出上のリスク削減効果については、「（B）保有する証券化エクスポージャーに関する情報」の「所要自己資本額」において反映しています。

（A）原資産の種類別の情報 （単位：億円）

平成19年度

クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 証券化商品 合計

資産譲渡型証券化取引
原資産の額 ― ― ― ― ― ― ― ―
うちデフォルトしたエクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―

当期の損失額 ― ― ― ― ― ― ― ―

当期に証券化を行ったエクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―

当期中に認識した売却損益の額 ― ― ― ― ― ― ― ―

早期償還条項付証券化エクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―

合成型証券化取引に係るエクスポージャー
原資産の額 ― ― ― ― 7,516 ― 2,695 10,212
うちデフォルトしたエクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―

当期の損失額 ― ― ― ― ― ― ― ―

当期に証券化を行ったエクスポージャーの額 ― ― ― ― 3,291 ― 229 3,520
注）1.「当期」に関する情報については、平成19年度における累計額を記載しています。
2. 合成型証券化取引の「うちデフォルトしたエクスポージャーの額」、「当期の損失額」は、当該取引におけるデフォルト定義等をベースに記載しています。
3.「原資産種類の区分」については、個別取引毎の原資産のうち主要なものをベースに記載しています。
4. クレジットカード与信には、ショッピングクレジット、カードローン等が含まれています。
5. 合成型証券化取引によるリスク移転（ヘッジ）の自己資本比率算出上のリスク削減効果については、「（B）保有する証券化エクスポージャーに関する情報」の「所要自己資本額」において反映しています。
6. 原資産が「証券化商品」に区分される合成型証券化取引2,695億円において、リスク移転（ヘッジ）の対象となる証券化商品の主な裏付資産は「住宅ローン」で、その他「不動産」「事業法人」等を含ん
でいます。

（単位：億円）

平成18年度の開示計数については、「原資産種類の区分」等、平

成19年度の定義に合わせて見直しを行っております。
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自己資本の充実の状況

みずほコーポレート銀行単体の自己資本の充実の状況

（B）保有する証券化エクスポージャーに関する情報

平成18年度 平成18年度

クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 証券化商品 合計 所要自己資本額

～20％ ― ― ― ― 3,945 ― 2,953 6,899 42
～50％ ― ― ― ― ― ― ― ― ―
～100％ ― ― ― ― ― ― ― ― ―
～250％ ― ― ― ― 1,025 ― ― 1,025 36
～650％ ― ― ― ― ― ― 180 180 3
650％超 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

自己資本控除 ― ― ― ― 95 ― 6 101 83

合計 ― ― ― ― 5,065 ― 3,140 8,206 165

〈リスク・ウェイト区分別・原資産種類別の残高及び所要自己資本の額〉 （単位：億円）

リスク・
ウェイト

平成19年度 平成19年度

クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 証券化商品 合計 所要自己資本額

～20％ ― ― ― ― 7,086 ― 2,569 9,655 61
～50％ ― ― ― ― ― ― ― ― ―
～100％ ― ― ― ― ― ― ― ― ―
～250％ ― ― ― ― 56 ― ― 56 5
～650％ ― ― ― ― 133 ― 119 252 36
650％超 ― ― ― ― 103 ― ― 103 1

自己資本控除 ― ― ― ― 138 ― 7 145 118

合計 ― ― ― ― 7,516 ― 2,695 10,212 223

（単位：億円）

リスク・
ウェイト

平成18年度

クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 証券化商品 合計

証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 ― ― ― ― ― ― ― ―

〈証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額〉 （単位：億円）

自己資本比率告示附則第15条により算出される信用リスク・アセットの額 ― ―

〈自己資本比率告示附則第15条により算出される信用リスク・アセットの額〉 （単位：億円）

平成19年度

クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 証券化商品 合計

証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 ― ― ― ― ― ― ― ―

（単位：億円）

平成18年度 平成19年度
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○流動化プログラム（ABCP/ABL）のスポンサーとしての証券化エクスポージャー

平成18年度

クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 売掛債権・手形債権 不動産 その他 合計

原資産の額 2,381 ― 526 2,583 5,261 ― 177 10,930
うちデフォルトしたエクスポージャーの額 ― ― ― 38 133 ― ― 171

原資産に関する当期の想定損失額 169 ― 0 31 86 ― 7 295

当期に証券化を行ったエクスポージャーの額 1,767 ― 2,288 16,587 28,412 ― 177 49,233
注）1.「当期」に関する情報については、平成18年度における累計額を記載しています。
2. デフォルトしたエクスポージャーの額は、原資産のうち、自己資本比率の算出においてデフォルトとして認識した額を記載しています。
3. 原資産に関する当期の想定損失額については、基準日時点の原資産残高及び自己資本比率の算出に使用される下記パラメータ等を用いた原資産に関する損失額の推計値を記載しています。

●指定関数方式を適用する場合に原資産の所要自己資本額算出に使用したパラメータ（PD等）
●原資産が証券化エクスポージャーの場合に、外部格付準拠方式のリスク･ウェイトを保守的に適用

4.「原資産種類の区分」については、個別取引毎の原資産のうち主要なものをベースに記載しています。なお、区分が困難な取引については、「その他」に記載しています。
5. クレジットカード与信には、ショッピングクレジット、カードローン等が含まれています。

（C）原資産の種類別の情報 （単位：億円）

平成19年度

クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 売掛債権・手形債権 不動産 その他 合計

原資産の額 1,772 ― 889 2,836 5,757 ― 523 11,780
うちデフォルトしたエクスポージャーの額 ― ― ― 85 32 ― ― 118

原資産に関する当期の想定損失額 86 ― 0 50 180 ― 62 379

当期に証券化を行ったエクスポージャーの額 5,046 1,315 6,387 23,481 23,742 ― 3,623 63,595
注）1.「当期」に関する情報については、平成19年度における累計額を記載しています。
2. デフォルトしたエクスポージャーの額は、原資産のうち、自己資本比率の算出においてデフォルトとして認識した額を記載しています。
2. 原資産に関する当期の想定損失額については、基準日時点の原資産残高及び自己資本比率の算出に使用される下記パラメータ等を用いた原資産に関する損失額の推計値を記載しています。

●指定関数方式を適用する場合に原資産の所要自己資本額算出に使用したパラメータ（PD等）
●原資産が証券化エクスポージャーの場合に、外部格付準拠方式のリスク･ウェイトを保守的に適用

3.「原資産種類の区分」については、個別取引毎の原資産のうち主要なものをベースに記載しています。なお、区分が困難な取引については、「その他」に記載しています。
4. クレジットカード与信には、ショッピングクレジット、カードローン等が含まれています。
5.「当期に証券化を行ったエクスポージャーの額」のうち、「住宅ローン」に区分する1,315億円（証券化商品）については、みずほコーポレート銀行が当該ABCPプログラム向けに供与した貸出金の代
物弁済として取得しています。

（単位：億円）

（D）保有する証券化エクスポージャーに関する情報

平成18年度 平成18年度

クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 売掛債権・手形債権 不動産 その他 合計 所要自己資本額

～20％ 23 ― 82 1,654 3,074 ― ― 4,834 34
～50％ 903 ― ― 806 162 ― 186 2,057 74
～100％ ― ― 402 108 1,213 ― ― 1,725 111
～250％ 1,842 ― ― 59 219 ― ― 2,121 230
～650％ ― ― ― ― ― ― ― ― ―
650％超 8 ― ― ― ― ― ― 8 5

自己資本控除 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

合計 2,777 ― 485 2,628 4,669 ― 186 10,746 457
（うち原資産が海外資産である取引） 2,445 ― ― 511 247 ― 186 3,390 ／
注) 1. 保有する証券化エクスポージャーの額については、所要自己資本賦課の対象となる流動化プログラムの未使用残高が含まれています。
2.「原資産種類が海外資産である取引」については、個別取引毎の原資産のうち主要なものをベースに記載しています。

〈リスク・ウェイト区分別・原資産種類別の残高及び所要自己資本の額〉 （単位：億円）

リスク・
ウェイト

平成19年度 平成19年度

クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 売掛債権・手形債権 不動産 その他 合計 所要自己資本額

～20％ 270 ― 136 1,652 3,106 ― 390 5,555 43
～50％ ― ― 111 659 198 ― 157 1,126 33
～100％ 117 ― 647 278 1,702 ― 12 2,758 152
～250％ 1,567 ― ― ― 300 ― ― 1,868 245
～650％ ― ― 7 ― 45 ― ― 53 25
650％超 313 ― ― ― ― ― ― 313 221

自己資本控除 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

合計 2,267 ― 903 2,590 5,352 ― 560 11,674 722
（うち原資産が海外資産である取引） 1,654 ― ― 574 797 ― 460 3,487 ／
注) 1. 保有する証券化エクスポージャーの額については、所要自己資本賦課の対象となる流動化プログラムの未使用残高が含まれています。
2.「原資産種類が海外資産である取引」については、個別取引毎の原資産のうち主要なものをベースに記載しています。

（単位：億円）

リスク・
ウェイト

平成18年度 平成19年度

自己資本比率告示附則第15条により算出される信用リスク・アセットの額 ― ―

〈自己資本比率告示附則第15条により算出される信用リスク・アセットの額〉 （単位：億円）
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自己資本の充実の状況

みずほコーポレート銀行単体の自己資本の充実の状況

（E）保有する証券化エクスポージャーに関する情報

○投資家としての証券化エクスポージャー

平成18年度 平成18年度

クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 その他 合計 所要自己資本額

～20％ 186 5,402 941 331 2,918 630 637 11,048 105
～50％ 23 80 ― ― 29 130 7 271 8
～100％ 1,982 162 1 6 123 ― ― 2,276 147
～250％ ― ― ― 29 ― ― ― 29 2
～650％ ― ― ― ― 236 ― ― 236 87
650％超 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

自己資本控除 43 ― ― ― 63 ― ― 106 103

合計 2,236 5,645 943 367 3,371 760 644 13,968 454
（うち原資産が海外資産である取引） 2,193 2,036 943 199 3,371 416 166 9,326 ／
（うち再証券化商品） ― 153 ― ― 97 ― 47 298 ／
注）1. マネージド型CLO等に対する劣後出資等については、当該CLO等の資産に当行がオリジネートしたエクスポージャーが含まれている場合にも投資家として開示しています。

なお、当該マネージド型CLO等に対する当行の劣後出資額は63億円（自己資本比率の算出上自己資本控除の取扱い）、また当期の当行から当該マネージド型CLO等への資産売却額は1,059億円
となっています。

2.「原資産種類の区分」については、個別取引毎の原資産のうち主要なものをベースに記載しています。なお、区分が困難な取引については、「その他」に記載しています。
3. クレジットカード与信には、ショッピングクレジット、カードローン等が含まれています。
4.「原資産種類が海外資産である取引」については、個別取引毎の原資産のうち主要なものをベースに記載しています。
5. 保有する証券化エクスポージャーについて、自己資本比率算出上証券化エクスポージャーの取り扱いによるリスク移転（ヘッジ）効果を反映している場合には、オリジネーターとしての証券化エクス
ポージャーに記載しています。

6. ABS等の証券化商品を裏付資産とする証券化商品（（例）ABS CDO）を、再証券化商品として記載しています。

〈リスク・ウェイト区分別・原資産種類別の残高及び所要自己資本の額〉 （単位：億円）

リスク・
ウェイト

平成19年度 平成19年度

クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 その他 合計 所要自己資本額

～20％ 146 4,541 809 311 1,504 873 511 8,698 82
～50％ 19 148 ― 169 42 197 0 577 16
～100％ 561 174 3 17 18 ― 22 798 51
～250％ ― ― ― 25 ― ― ― 25 2
～650％ ― 365 ― ― ― ― ― 365 125
650％超 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

自己資本控除 ― 100 ― ― 140 ― 20 261 64

合計 727 5,331 813 523 1,705 1,070 553 10,726 342
（うち原資産が海外資産である取引） 684 1,954 813 427 1,705 424 150 6,162 ／
（うち再証券化商品） ― 466 ― ― 83 ― 6 556 ／
注）1. マネージド型CLO等に対する劣後出資等については、当該CLO等の資産に当行がオリジネートしたエクスポージャーが含まれている場合にも投資家として開示しています。

なお、当該マネージド型CLO等に対する当行の劣後出資額は80億円（自己資本比率の算出上自己資本控除の取扱い）、また当期の当行から当該マネージド型CLO等への資産売却額は144億円と
なっています。

2.「原資産種類の区分」については、個別取引毎の原資産のうち主要なものをベースに記載しています。なお、区分が困難な取引については、「その他」に記載しています。
3. クレジットカード与信には、ショッピングクレジット、カードローン等が含まれています。
4.「原資産種類が海外資産である取引」については、個別取引毎の原資産のうち主要なものをベースに記載しています。
5. 保有する証券化エクスポージャーについて、自己資本比率算出上証券化エクスポージャーの取り扱いによるリスク移転（ヘッジ）効果を反映している場合には、オリジネーターとしての証券化エクス
ポージャーに記載しています。

6. ABS等の証券化商品を裏付資産とする証券化商品（（例）ABS CDO）を、再証券化商品として記載しています。

（単位：億円）

リスク・
ウェイト

平成18年度 平成19年度

自己資本比率告示附則第15条により算出される信用リスク・アセットの額 ― ―

〈自己資本比率告示附則第15条により算出される信用リスク・アセットの額〉 （単位：億円）
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マーケット・リスクに関わる市場リスク管理態勢等については、68

～72ページをご覧ください。

平成18年度 平成19年度

期末日 9 13
最大値 18 29
最小値 7 8
平均値 11 15
バックテスト超過回数 0回 2回
注）バックテスト超過回数によりマーケット・リスク相当額（内部モデル方式）算出に使用する乗数が
決定されます。

トレーディング業務における市場リスク量（VAR）の推移（単位：億円）

■マーケット・リスク

VARの手法

線形リスク ：分散・共分散法

非線形リスク ：モンテカルロシミュレーション法

ＶＡＲ ：線形リスクと非線形リスクの単純合算

定量基準 ：①信頼区間　片側99％

②保有期間　1日

③観測期間　1年

損失額 広義自己資本 自己資本に対する割合

平成19年3月末基準 3,692 54,262 6.8%
平成20年3月末基準 4,700 44,111 10.6%
うち円金利の影響 2,741 ― ―％
ドル金利の影響 1,583 ― ―％
ユーロ金利の影響 257 ― ―％

注）マーケット・リスクに関する各種定義は、72ページに記載しています。

「アウトライヤー基準」の結果 （単位：億円）

○トレーディング業務 ○アウトライヤー基準
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自己資本の充実の状況

みずほコーポレート銀行単体の自己資本の充実の状況

■銀行勘定における株式等エクスポージャー

（7）銀行勘定における株式等エクスポージャーの状況

平成18年度 平成19年度

貸借対照表計上額 時価 貸借対照表計上額 時価

上場株式等エクスポージャー 42,257 42,657 29,147 29,238
上記以外の株式等エクスポージャー 10,317 10,317 11,634 11,634

合計 52,575 52,975 40,782 40,873
注）株式等エクスポージャーのうち、日本株式及び外国株式のみを表示しています。

（A）貸借対照表計上額 （単位：億円）

平成18年度 平成19年度

償却損益 償却損益

株式等エクスポージャーの償却 △1,458 △388
注）損益計算書の株式等償却の計数を表示しています。

（C）株式等エクスポージャーに係る償却損益 （単位：億円）

平成18年度 平成19年度

売却損益 売却益 売却損 売却損益 売却益 売却損

株式等エクスポージャーの売却 1,762 1,770 7 2,086 2,112 25 
注）損益計算書の株式等売却損益の計数を表示しています。

（B）株式等エクスポージャーに係る売却損益 （単位：億円）

平成18年度 平成19年度

評価差額 評価益 評価損 評価差額 評価益 評価損

株式等エクスポージャー 19,561 19,813 251 7,378 8,488 1,109
注）株式等エクスポージャーのうち、日本株式及び外国株式のみを表示しています。

（D）貸借対照表で認識され、かつ、損益計算書で認識されない評価損益 （単位：億円）
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平成18年度 平成19年度

PD／LGD方式 4,956 9,428
マーケット・ベース方式（簡易手法適用分） 700 2,044 
マーケット・ベース方式（内部モデル手法適用分） ― ―
経過措置適用分 47,186 32,536

合計 52,843 44,010

（F）ポートフォリオ区分別株式等エクスポージャー （単位：億円）

平成18年度 平成19年度

差額 評価益 評価損 差額 評価益 評価損

株式等エクスポージャー 399 399 ― 90 90 ―
注）株式等エクスポージャーのうち、日本株式及び外国株式のみを表示しています。

（E）貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益 （単位：億円）
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株式会社みずほフィナンシャルグループ…………………………441
・銀行法第52条の28に基づいて、決算公告をみずほフィナン
シャルグループのホームページ（http://www.mizuho-
fg.co.jp/）に掲載しています。なお、銀行法第52条の29の規
定により、本決算公告を掲載しています。

・銀行法第52条の28の規定により作成した連結貸借対照表等
は、会社法第396条第1項の規定により、新日本監査法人の監
査を受けています。

株式会社みずほ銀行 ………………………………………………451
・銀行法第20条に基づいて、決算公告をみずほ銀行のホーム
ページ（http://www.mizuhobank.co.jp/）に掲載していま
す。なお、銀行法第21条の規定により、本決算公告を掲載して
います。

・銀行法第20条の規定により作成した連結貸借対照表等及び貸
借対照表等は、会社法第396条第1項の規定により、新日本監
査法人の監査を受けています。

株式会社みずほコーポレート銀行…………………………………468
・銀行法第20条に基づいて、決算公告をみずほコーポレート銀行
のホームページ（http://www.mizuhocbk.co.jp/）に掲載し
ています。なお、銀行法第21条の規定により、本決算公告を掲
載しています。

・銀行法第20条の規定により作成した連結貸借対照表等及び貸
借対照表等は、会社法第396条第1項の規定により、新日本監
査法人の監査を受けています。

なお、新日本監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成20年7月1日をもって新日本有限
責任監査法人となりました。

440
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東京都千代田区大手町一丁目5番5号 
 

取締役社長　前田　晃伸 

連結貸借対照表（平成20年3月31日現在） 

（ 　 資 　 産 　 の 　 部 　 ）  

現 金 預 け 金   

コ ー ル ロ ー ン 及 び 買 入 手 形   

買 現 先 勘 定   

債 券 貸 借 取 引 支 払 保 証 金   

買 入 金 銭 債 権   

特 定 取 引 資 産   

金 銭 の 信 託   

有 価 証 券   

貸 出 金   

外 国 為 替   

そ の 他 資 産   

有 形 固 定 資 産   

建　　　　　　　　　　 物 

土　　　　　　　　　　 地 

建 設 仮 勘 定  

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産  

無 形 固 定 資 産   

ソ フ ト ウ ェ ア  

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産  

繰 延 税 金 資 産   

支 払 承 諾 見 返   

貸 倒 引 当 金   

投 資 損 失 引 当 金   

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 

 

 

 

資 産 の 部 合 計  

科　目 金　額 

 

3,483,802 

 248,728 

7,233,199 

9,069,138 

3,388,461 

13,856,237 

32,827 

33,958,537 

65,608,705 

803,141 

10,984,529 

 802,692 

274,751 

395,873 

7,044 

125,023 

284,825 

228,412 

56,413 

607,920 

4,733,852 

△ 684,465 

△ 30 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

154,412,105

（ 　 負 　 債 　 の 　 部 　 ）  

預 金

譲 渡 性 預 金  

債 券

コ ー ル マ ネ ー 及 び 売 渡 手 形  

売 現 先 勘 定  

債 券 貸 借 取 引 受 入 担 保 金  

コ マ ー シ ャ ル ・ ペ ー パ ー  

特 定 取 引 負 債  

借 用 金  

外 国 為 替  

短 期 社 債  

社 債

信 託 勘 定 借  

そ の 他 負 債  

賞 与 引 当 金  

退 職 給 付 引 当 金  

役 員 退 職 慰 労 引 当 金  

貸 出 金 売 却 損 失 引 当 金  

偶 発 損 失 引 当 金  

ポ イ ン ト 引 当 金  

預 金 払 戻 損 失 引 当 金  

特 別 法 上 の 引 当 金  

繰 延 税 金 負 債  

再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 負 債  

支 払 承 諾  

負 債 の 部 合 計  

（ 　 純 　 資 　 産 　 の 　 部 　 ）  

資 本 金  

資 本 剰 余 金  

利 益 剰 余 金  

自 己 株 式  

株 主 資 本 合 計  

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金  

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益  

土 地 再 評 価 差 額 金  

為 替 換 算 調 整 勘 定  

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計  

少 数 株 主 持 分  

純 資 産 の 部 合 計  

負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計  

科　目 金　額 

 

76,175,319 

10,088,721 

3,159,443 

6,693,712 

11,511,019 

6,927,740 

30,000 

8,313,072 

4,818,895 

222,652 

787,784 

4,052,189 

1,119,946 

9,795,054 

43,375 

36,019 

7,057 

50,895 

14,095 

8,349 

9,614 

2,680 

11,354 

105,096 

4,733,852 

148,717,945 

 

1,540,965 

411,093 

1,476,129 

△ 2,507 

3,425,680 

401,375 

5,985 

147,467 

△ 78,394 

476,434 

1,792,045 

5,694,159 

154,412,105

（単位：百万円） 

平成20年6月27日 

第 6 期 決 算 公 告  

決算公告（写）

みずほフィナンシャルグループ
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決算公告（写）

みずほフィナンシャルグループ

連結損益計算書（　　　　　 　　　　） 
科　目 金　額 

 

2,864,796 

1,507,449 

671,783 

12,847 

460,390 

46,492 

73,783 

92,049 

64,355 

596,759 

249,076 

294,356 

454,165 

 

1,801,156 

581,601 

127,984 

23,746 

58,020 

606,806 

70,596 

78 

70,255 

7,970 

90,253 

163,841 

102,233 

192,927 

312,094 

1,124,527 

593,450 

 

 

9,915 

39,832 

75,779 

43 

 

8,215 

2,698 

0 

25,715

 4,523,510 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 4,126,390 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

397,120 

125,571 

 

 

 

 

36,629 

 

 

 

 

486,062 

32,212 

118,546 

24,079 

311,224

（単位：百万円） 

平成19年4月 1 日から  
平成20年3月31日まで 

経 常 収 益     

資 金 運 用 収 益    

貸 出 金 利 息   

有 価 証 券 利 息 配 当 金   

コ ー ル ロ ー ン 利 息 及 び 買 入 手 形 利 息   

買 現 先 利 息   

債 券 貸 借 取 引 受 入 利 息   

預 け 金 利 息   

そ の 他 の 受 入 利 息   

信 託 報 酬    

役 務 取 引 等 収 益    

特 定 取 引 収 益    

そ の 他 業 務 収 益    

そ の 他 経 常 収 益        

経 常 費 用     

資 　 　 金 　 　 調 　 　 達 　 　 費 　 　 用    

預 金 利 息   

譲 渡 性 預 金 利 息   

債 券 利 息   

コ ー ル マ ネ ー 利 息 及 び 売 渡 手 形 利 息   

売 現 先 利 息   

債 券 貸 借 取 引 支 払 利 息   

コ マ ー シ ャ ル ・ ペ ー パ ー 利 息   

借 用 金 利 息   

短 期 社 債 利 息   

社 債 利 息   

そ の 他 の 支 払 利 息   

役　 務　 取　 引　 等　 費　 用   

特 定 取 引 費 用    

そ　 の　 他　 業　 務　 費　 用   

営 　 　 　 　 業 　 　 　 　 経 　 　 　 　 費    

そ　 の 　他　 経　 常　 費　 用   

経 常 利 益     

特 別 利 益  

固 　 定 　 資 　 産 　 処 　 分 　 益    

償　 却 　債　 権 　取 　立 　益   

貸 倒 引 当 金 取 崩 額  

そ の 他 の 特 別 利 益    

特 別 損 失  

固 　 定 　 資 　 産 　 処 　 分 　 損    

減 損 損 失    

金 融 商 品 取 引 責 任 準 備 金 繰 入 額    

証 券 子 会 社 の れ ん 償 却      

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益     

法 人 税 ､ 住 民 税 及 び 事 業 税     

法 人 税 等 調 整 額     

少 数 株 主 利 益     

当 期 純 利 益    
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〈連結財務諸表の作成方針〉
（1）連結の範囲に関する事項

①連結される子会社及び子法人等 146社
主要な会社名
株式会社みずほ銀行
株式会社みずほコーポレート銀行
みずほ信託銀行株式会社
みずほ証券株式会社

なお、瑞穂実業銀行（中国）有限公司（みずほコーポレート銀行（中国）有限公司）他22社は、設立等により当連結会計年度
から連結しております。
また、ユーシーカード株式会社他9社は、株式の一部売却等により連結の範囲から除外しております。
②非連結の子会社及び子法人等
該当ありません。

（2）持分法の適用に関する事項
①持分法適用の非連結の子会社及び子法人等
該当ありません。
②持分法適用の関連法人等 21社
主要な会社名
株式会社千葉興業銀行
新光証券株式会社

なお、ユーシーカード株式会社他4社は、当連結会計年度から持分法の対象に含めております。
また、日本抵当証券株式会社他2社は、株式の売却等により持分法の対象から除いております。
③持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等
該当ありません。
④持分法非適用の関連法人等　
主要な会社名
Asian-American Merchant Bank Limited

持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等、関連法人等は、当期純損益（持分に見合う額）、利益剰余金（持分に見合う額）
及び繰延ヘッジ損益（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結財務諸表に重要な影響を与えないため、
持分法の対象から除いております。

（3）連結される子会社及び子法人等の事業年度等に関する事項
①連結される子会社及び子法人等の決算日は次のとおりであります。
10月末日 １社
12月末日 58社
3月末日 63社
6月最終営業日の前日 24社
②10月末日及び6月最終営業日の前日を決算日とする連結される子会社及び子法人等については、12月末日現在で実施した仮
決算に基づく財務諸表により、またその他の連結される子会社及び子法人等については、それぞれの決算日の財務諸表により
連結しております。
連結決算日と上記の決算日等との間に生じた重要な取引については、必要な調整を行っております。

（4）連結される子会社及び子法人等の資産及び負債の評価に関する事項
連結される子会社及び子法人等の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。

（5）のれん及び負ののれんの償却に関する事項
みずほ証券株式会社に係るのれんについては、同社株式減損処理に伴い、当連結会計年度において一括して償却しております。
その他ののれん及び負ののれんについては、金額的に重要性が乏しいため、発生した連結会計年度に一括して償却しております。

記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

1． 会計処理基準に関する事項

（1）特定取引資産・負債の評価基準及び収益・費用の計上基準
金利、通貨の価格、有価証券市場における相場その他の指標に係る短期的な変動、市場間の格差等を利用して利益を得る等の目
的（以下「特定取引目的」という）の取引については、取引の約定時点を基準とし、連結貸借対照表上「特定取引資産」及び
「特定取引負債」に計上するとともに、当該取引からの損益を連結損益計算書上「特定取引収益」及び「特定取引費用」に計上し
ております。
特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭債権等については連結決算日の時価により、スワップ・先物・オプ
ション取引等の派生商品については連結決算日において決済したものとみなした額により行っております。
また、特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、当連結会計年度中の受払利息等に、有価証券、金銭債権等については前連
結会計年度末と当連結会計年度末における評価損益の増減額を、派生商品については前連結会計年度末と当連結会計年度末にお
けるみなし決済からの損益相当額の増減額を加えております。

（2）有価証券の評価基準及び評価方法
（イ）有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、持分法非適用の非連結子会

社・子法人等株式及び持分法非適用の関連法人等株式については移動平均法による原価法、その他有価証券のうち時価のあ
る国内株式については連結決算期末月1ヵ月平均に基づいた市場価格等、それ以外については連結決算日の市場価格等に基
づく時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、時価のないものについては移動平均法による原価法又は償却原
価法により行っております。
なお、その他有価証券の評価差額については、時価ヘッジの適用により損益に反映させた額を除き、全部純資産直入法によ
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り処理しております。
（追加情報）
従来、「時価のない有価証券」として取得原価で計上していたその他有価証券について、昨今の著しい市場環境の変化によ
り生じるその他有価証券評価差額の重要性及び市場価格に準ずるものとして合理的に算定された価額（ブローカー又は情報
ベンダーから入手する価格等）の入手可能性が増したことから、会計基準の国際的な収斂に向けた動向等にも鑑み、市場価
格に準ずるものとして合理的に算定された価額が得られたものは当該価額を以って評価しております。これにより、買入金
銭債権が152百万円増加し有価証券が49,948百万円減少するとともに、繰延税金資産が13,549百万円増加しその他有価
証券評価差額金が36,246百万円減少しております。なお、時価評価を行わない有価証券のうち、有価証券の私募（金融商
品取引法第2条第3項）による社債等については貸倒引当金を計上しております。

（ロ）金銭の信託において信託財産を構成している有価証券の評価は、上記（イ）と同じ方法によっております。
（3）デリバティブ取引の評価基準及び評価方法

デリバティブ取引（特定取引目的の取引を除く）の評価は、時価法により行っております。
（4）減価償却の方法

①有形固定資産
有形固定資産の減価償却は、建物については主として定額法、動産については主として定率法を採用しております。また、主
な耐用年数は次のとおりであります。
建　物　　3年～50年
動　産　　2年～20年

（会計方針の変更）
平成19年度税制改正に伴い、平成19年4月1日以後に取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく償却方
法により減価償却費を計上しております。この変更により、経常利益及び税金等調整前当期純利益は、従来の方法によった場
合に比べ2,211百万円減少しております。
（追加情報）
当連結会計年度より、平成19年3月31日以前に取得した有形固定資産については、償却可能限度額に達した連結会計年度の
翌連結会計年度以後、残存簿価を5年間で均等償却しております。この変更により、経常利益及び税金等調整前当期純利益は、
従来の方法によった場合に比べ1,687百万円減少しております。
②無形固定資産
無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、各社で定める利用
可能期間（主として5年）に基づいて償却しております。

（5）繰延資産の処理方法
①社債発行費
社債発行費は、発生時に全額費用として処理しております。
②債券発行費用
債券発行費用は、発生時に全額費用として処理しております。なお、平成18年3月31日に終了する連結会計年度の連結貸借
対照表に計上した債券発行費用は、「繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い」（企業会計基準委員会実務対応報告第19号平
成18年8月11日）の経過措置に基づき従前の会計処理を適用し、旧商法施行規則の適用する最長期間内の一定期間で均等償
却を行っております。
③社債発行差金
社債は償却原価法（定額法）に基づいて算定された価額をもって連結貸借対照表価額としております。なお、平成18年3月
31日に終了する連結会計年度の連結貸借対照表に計上した社債発行差金は、「繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い」（企
業会計基準委員会実務対応報告第19号平成18年8月11日）の経過措置に基づき従前の会計処理を適用し、社債の償還期間に
わたり均等償却を行うとともに、未償却残高を社債から直接控除しております。

（6）貸倒引当金の計上基準
主要な国内の連結される子会社及び子法人等の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しており
ます。
破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」という）に係る債権及びそれと同等の状況にあ
る債務者（以下「実質破綻先」という）に係る債権については、以下に記載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分
可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今
後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（以下「破綻懸念先」という）に係る債権については、債権額から、担保
の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める
額を計上しております。
なお、破綻懸念先及び貸出条件緩和債権等を有する債務者で与信額が一定額以上の大口債務者のうち、債権の元本の回収及び利
息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積もることができる債権については、当該キャッシュ・フローを貸出条件緩
和実施前の約定利子率等で割引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金とする方法（キャッシュ・フロー見積法）によ
り引き当てております。また、当該大口債務者のうち、将来キャッシュ・フローを合理的に見積もることが困難な債務者に対す
る債権については、個別的に予想損失額を算定し、引き当てております。
上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績等から算出した予想損失率に基づき計上しております。なお、特
定海外債権については、対象国の政治経済情勢等に起因して生ずる損失見込額を特定海外債権引当勘定として計上しております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監査部署が査定
結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。
なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証による回収が可能と認
められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金額は515,809百万円であります。
上記債権には、有価証券の私募（金融商品取引法第2条第3項）による社債等が含まれております。
その他の連結される子会社及び子法人等の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等を勘案して必要と認めた額を、
貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額をそれぞれ引き当てております。

（7）投資損失引当金の計上基準
投資損失引当金は、投資に対する損失に備えるため、有価証券発行会社の財政状態等を勘案して必要と認められる額を計上して
おります。
また、一部の国内銀行連結子会社における貸出代替目的のクレジット投資のうち主に欧州拠点における投資からの撤退に伴い、



445

み
ず
ほ
フ
ィ
ナ
ン
シ
ャ
ル
グ
ル
ー
プ
　
●

決
算
公
告（
写
）

関連する証券化商品の評価損に対し、当該証券化商品を参照する流動化スキームの対象となっているものを除き、投資損失引当
金を計上しております。なお、時価をもって貸借対照表価額とするため、有価証券と投資損失引当金45,939百万円を相殺表示
しております。

（8）賞与引当金の計上基準
賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当連結会計年度に帰属する額
を計上しております。

（9）退職給付引当金の計上基準
退職給付引当金（含む前払年金費用）は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資
産の見込額に基づき、当連結会計年度末において発生していると認められる額を計上しております。また、数理計算上の差異は、
各発生連結会計年度における従業員の平均残存勤務期間内の一定年数による定額法に基づき按分した額をそれぞれ発生の翌連結
会計年度から損益処理しております。

（10）役員退職慰労引当金の計上基準
役員退職慰労引当金は、役員及び執行役員の退職により支給する退職慰労金に備えるため、内規に基づく支給見込額のうち、当
連結会計年度末までに発生していると認められる額を計上しております。

（11）貸出金売却損失引当金の計上基準
（追加情報）
貸出金売却損失引当金は、昨今の著しい市場環境の変化に鑑み、売却予定貸出金に対する損失について将来発生する可能性のあ
る損失を見積もり、必要と認められる額を計上しております。

（12）偶発損失引当金の計上基準
偶発損失引当金は、オフバランス取引や信託取引のうち他の引当金で引当対象とした事象以外の偶発事象に対し、将来発生する
可能性のある損失を個別に見積もり、必要と認められる額を計上しております。

（13）ポイント引当金の計上基準
ポイント引当金は、主として「みずほマイレージクラブ」におけるマイレージポイントの将来の利用による負担に備えるため、
将来利用される見込額を合理的に見積もり、必要と認める額を計上しております。
（表示方法の変更）
従来、金額重要性を勘案し「その他負債」に含めて計上しておりましたが、みずほマイレージクラブの会員増加に伴い金額的重
要性が増したため、当連結会計年度から区分掲記しております。なお、前連結会計年度末の「その他負債」に含まれるポイント
引当金は3,773百万円であります。

（14）預金払戻損失引当金の計上基準
預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積もり、必要と認める額
を計上しております。
（会計方針の変更）
「租税特別措置法上の準備金及び特別法上の引当金又は準備金並びに役員退職慰労引当金等に関する監査上の取扱い」（日本公認
会計士協会監査・保証実務委員会報告第42号平成19年4月13日）が平成19年4月1日以後開始する連結会計年度から適用され
ることに伴い、当連結会計年度から同報告を適用しております。この変更により、従来の方法によった場合に比べ、経常利益及
び税金等調整前当期純利益は9,614百万円減少しております。

（15）特別法上の引当金の計上基準
特別法上の引当金は、金融商品取引責任準備金2,680百万円であり、有価証券の売買その他の取引又はデリバティブ取引等に関
して生じた事故による損失の補填に充てるため、金融商品取引法第46条の5第1項及び第48条の3第1項の規定に基づき計上し
ております。
なお、従来、金融先物取引法第81条及び証券取引法第51条の規定に基づき、金融先物取引責任準備金及び証券取引責任準備金
を計上しておりましたが、平成19年9月30日に金融商品取引法が施行されたことに伴い、当連結会計年度から金融商品取引責
任準備金として計上しております。
（表示方法の変更）
「銀行法施行規則」（昭和57年大蔵省令第10号）別紙様式が「銀行法施行規則等の一部を改正する内閣府令」（内閣府令第60
号平成19年8月8日）により改正され、平成19年9月30日から施行されることになったことに伴い、「特別利益」に計上してお
りました「金融先物取引責任準備金取崩額」及び「特別損失」に計上しておりました「証券取引責任準備金繰入額」は、当連結
会計年度から「金融商品取引責任準備金繰入額」として「特別損失」に計上しております。

（16）外貨建資産・負債の換算基準
国内銀行連結子会社及び国内信託銀行連結子会社の外貨建資産・負債及び海外支店勘定は、取得時の為替相場による円換算額を
付す持分法非適用の非連結子会社・子法人等株式及び持分法非適用の関連法人等株式を除き、主として連結決算日の為替相場に
よる円換算額を付しております。
上記以外の連結される子会社及び子法人等の外貨建資産・負債については、それぞれの決算日等の為替相場により換算しており
ます。

（17）リース取引の処理方法
当社並びに国内の連結される子会社及び子法人等のリース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。

（18）重要なヘッジ会計の方法
（イ）金利リスク・ヘッジ

金融資産・負債から生じる金利リスクのヘッジ取引に対するヘッジ会計の方法として、繰延ヘッジ又は時価ヘッジ或いは金
利スワップの特例処理を適用しております。
国内銀行連結子会社及び国内信託銀行連結子会社において、小口多数の金銭債権債務に対する包括ヘッジについて、「銀行
業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号。
以下「業種別監査委員会報告第24号」という）を適用しております。
ヘッジ有効性の評価は、小口多数の金銭債権債務に対する包括ヘッジについて以下のとおり行っております。
（ i）相場変動を相殺するヘッジについては、ヘッジ対象となる預金・貸出金等とヘッジ手段である金利スワップ取引等を一

定の期間毎にグルーピングのうえ特定し有効性を評価しております。
（ii）キャッシュ・フローを固定するヘッジについては、ヘッジ対象とヘッジ手段の金利変動要素の相関関係を検証し有効性

を評価しております。
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個別ヘッジについてもヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動またはキャッシュ・フロー変動を比較し、両者の変動額等を基礎
にして、ヘッジの有効性を評価しております。
また、当連結会計年度末の連結貸借対照表に計上している繰延ヘッジ損益のうち、「銀行業における金融商品会計基準適用
に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第15号）を適用して実施しており
ました多数の貸出金・預金等から生じる金利リスクをデリバティブ取引を用いて総体で管理する従来の「マクロヘッジ」に
基づく繰延ヘッジ損益は、「マクロヘッジ」で指定したそれぞれのヘッジ手段等の残存期間・平均残存期間にわたって、資
金調達費用又は資金運用収益等として期間配分しております。なお、当連結会計年度末における「マクロヘッジ」に基づく
繰延ヘッジ損失は154,316百万円（税効果額控除前）、繰延ヘッジ利益は143,643百万円（同前）であります。

（ロ）為替変動リスク・ヘッジ
国内銀行連結子会社及び一部の国内信託銀行連結子会社における外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対する
ヘッジ会計の方法は、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会
業種別監査委員会報告第25号。以下「業種別監査委員会報告第25号」という）に規定する繰延ヘッジによっております。
ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び
為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当
額が存在することを確認することによりヘッジの有効性を評価しております。
また、外貨建子会社・子法人等株式及び関連法人等株式並びに外貨建その他有価証券（債券以外）の為替変動リスクをヘッ
ジするため、事前にヘッジ対象となる外貨建有価証券の銘柄を特定し、当該外貨建有価証券について外貨ベースで取得原価
以上の直先負債が存在していること等を条件に包括ヘッジとして繰延ヘッジ及び時価ヘッジを適用しております。

（ハ）連結会社間取引等
デリバティブ取引のうち連結会社間及び特定取引勘定とそれ以外の勘定との間（又は内部部門間）の内部取引については、
ヘッジ手段として指定している金利スワップ取引及び通貨スワップ取引等に対して、業種別監査委員会報告第24号及び同
第25号に基づき、恣意性を排除し厳格なヘッジ運営が可能と認められる対外カバー取引の基準に準拠した運営を行ってい
るため、当該金利スワップ取引及び通貨スワップ取引等から生じる収益及び費用は消去せずに損益認識又は繰延処理を行っ
ております。

（19）消費税等の会計処理
当社並びに国内の連結される子会社・子法人等の消費税及び地方消費税の会計処理は、主として税抜方式によっております。

2． 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

（1）連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い
「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第18号平成18年5月17日）が平成
20年3月31日以前に開始する連結会計年度から早期適用できることになったことに伴い、当連結会計年度から同実務対応報告
を適用しております。これによる損益に与える影響は軽微であります。

（2）金融商品に関する会計基準
「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号）及び「金融商品会計に関する実務指針」（日本公認会計士協会会計制度
委員会報告第14号）等における有価証券の範囲に関する規定が一部改正され（平成19年6月15日付及び同7月4日付）、金融商
品取引法の施行日以後に終了する事業年度から適用されることになったことに伴い、当連結会計年度から改正会計基準及び実務
指針を適用しております。

（3）連結財務諸表における税効果会計に関する実務指針
企業集団内の会社に投資（子会社株式等）を売却した場合の税効果会計について、「連結財務諸表における税効果会計に関する実
務指針」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第6号平成19年3月29日）の第30-2項を当連結会計年度から適用しており
ます。なお、これによる連結貸借対照表等に与える影響は軽微であります。

注記事項

（連結貸借対照表関係）
1. 有価証券には、非連結子会社・子法人等及び関連法人等の株式95,493百万円及び出資金421百万円を含んでおります。
2. 無担保の消費貸借契約（債券貸借取引）により貸付けている有価証券は、「特定取引資産」中の商品有価証券に合計4,794百万

円含まれております。
無担保の消費貸借契約（債券貸借取引）により借り入れている有価証券及び現先取引並びに現金担保付債券貸借取引等により受
け入れている有価証券のうち、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有する有価証券で、（再）担保に差し入
れている有価証券は7,435,947百万円、再貸付に供している有価証券は24百万円、当連結会計年度末に当該処分をせずに所有
しているものは6,535,867百万円であります。

3. 貸出金のうち、破綻先債権額は27,769百万円、延滞債権額は434,330百万円であります。
なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は
弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」
という）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第1項第3号のイからホまでに掲げる事由又は同項第4号に
規定する事由が生じている貸出金であります。
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息
の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。

4. 貸出金のうち、3カ月以上延滞債権額は8,492百万円であります。
なお、3カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から3月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び
延滞債権に該当しないものであります。

5. 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は695,144百万円であります。
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済
猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び3カ月以上延滞債権に該当しな
いものであります。
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6. 破綻先債権額、延滞債権額、3カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は1,165,736百万円であります。
なお、上記3.から6.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

7. 手形割引は、業種別監査委員会報告第24号に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた銀行引受手形、
商業手形、荷付為替手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、そ
の額面金額は826,360百万円であります。

8. 担保に供している資産は次のとおりであります。
担保に供している資産
特定取引資産 5,395,565百万円
有価証券 12,510,007百万円
貸出金 5,347,130百万円
その他資産 13,565百万円
有形固定資産 133百万円

担保資産に対応する債務
預金 921,280百万円
コールマネー及び売渡手形 2,230,560百万円
売現先勘定 5,877,444百万円
債券貸借取引受入担保金 6,174,017百万円
借用金 2,975,997百万円

上記のほか、為替決済、デリバティブ等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、「現金預け金」9,185百万円、
「特定取引資産」421,623百万円、「有価証券」2,529,793百万円、「貸出金」604,444百万円を差し入れております。
非連結子会社・子法人等及び関連法人等の借入金等のための担保提供はありません。
また、「その他資産」のうち保証金は122,807百万円、デリバティブ取引差入担保金は1,172,978百万円、先物取引差入証拠
金は20,782百万円、その他の証拠金等は13,448百万円であります。

9. 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された
条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行
残高は、55,431,471百万円であります。このうち原契約期間が1年以内のもの（又は任意の時期に無条件で取消可能なもの）
が46,637,717百万円あります。
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも将来のキャッシ
ュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由
があるときは、実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。ま
た、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保の提供を受けるほか、契約後も定期的に予め定めている内部手続に
基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。

10. 土地の再評価に関する法律（平成10年3月31日公布法律第34号）に基づき、国内銀行連結子会社の事業用の土地の再評価を行
い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控
除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。

再評価を行った年月日 平成10年3月31日
同法律第3条第3項に定める再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年3月31日公布政令第119号）

第2条第4号に定める路線価に基づいて、奥行価格補正等合理的な調整を行
って算出したほか、第5号に定める鑑定評価に基づいて算出。

同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当連結会計年度末における時価の合計額と当該事業用土地の再評価後
の帳簿価額の合計額との差額 114,251百万円

11. 有形固定資産の減価償却累計額 704,635百万円
12. 有形固定資産の圧縮記帳額 40,229百万円
13. 借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金791,061百万円が含まれており

ます。
14. 社債には、劣後特約付社債2,135,234百万円が含まれております。
15. 国内信託銀行連結子会社の受託する元本補てん契約のある信託の元本金額は、金銭信託908,537百万円、貸付信託86,775百

万円であります。
16.「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第2条第3項）による社債に対する保証債務の額は1,438,495

百万円であります。
17. 1株当たりの純資産額 254,722円01銭
18. 連結貸借対照表に計上した固定資産のほか、電子計算機の一部については、所有権移転外ファイナンス・リース契約により使用

しております。
19. 当連結会計年度末の退職給付債務等は以下のとおりであります。

退職給付債務 △1,171,273百万円
年金資産（時価） 1,295,219
未積立退職給付債務 123,946
未認識数理計算上の差異 405,558
連結貸借対照表計上額の純額 529,505
前払年金費用 565,524
退職給付引当金 △36,019

20. 当社は、平成20年4月18日に、当社グループの海外特別目的子会社が発行した優先出資証券の償還に関する取締役会決議を行
いました。償還される優先出資証券の概要は、以下のとおりであります。
（1）発行体

①Mizuho Preferred Capital (Cayman) 5 Limited
②Mizuho Preferred Capital (Cayman) 6 Limited
③Mizuho Preferred Capital (Cayman) 7 Limited
④Mizuho Preferred Capital Company L. L. C.
⑤Mizuho JGB Investment L. L. C.
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（2）発行証券の種類
配当非累積型永久優先出資証券

（3）償還総額
①　 45,500百万円
②（ア）Series A 19,500百万円
（イ）Series B 2,500百万円
③　 51,000百万円
④　 1,000百万米ドル
⑤　 1,600百万米ドル

（4）償還予定日
平成20年6月30日

（5）償還理由
任意償還期日到来による

21. 当社連結子会社であるみずほ証券株式会社と持分法適用関連会社である新光証券株式会社は、平成19年3月29日に締結した合
併契約に係る合併効力発生日を平成20年1月1日から平成20年5月7日へと延期し、さらに平成21年の可能な限り早い時期を
目処として再度延期しておりました。
しかしながら、平成20年4月28日開催の両社取締役会において、合併を行うことについての基本方針および基本事項を確認し、
当該合併契約を一旦解除するとともに、新たに合併効力発生日を平成21年5月7日予定とする「合併基本合意書」を締結するこ
とを決議いたしました。

22. 当社は、平成20年5月15日の取締役会において、以下のとおり1,500億円を上限とする自己の株式（普通株式）の取得枠を設
定いたしました。本件は、当社第十一回第十一種優先株式の取得請求期間が平成20年7月1日に開始となることに伴い、当社の
発行済普通株式数が増加する可能性を勘案し、その潜在的な希薄化の影響を抑制する等の観点から、前連結会計年度に引き続き
実施するものであります。
取得の内容
①取得する株式の種類 当社普通株式
②取得する株式の総数 600,000株（上限）
③株式の取得価額の総額 1,500億円（上限）
④取得する期間 平成20年6月10日から平成20年11月30日まで
⑤取得方法 市場取引等

23. 平成21年1月に「株式等の取引に係る決済の合理化を図るための社債等の振替に関する法律等の一部を改正する法律」（平成16
年法律第88号。以下「決済合理化法」という。）の施行が予定されております。これにより、株券電子化後の新しい「振替制度」
のもとでは端株を取り扱うことができなくなるため、「会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律」（平成17年法律第
87号。以下「整備法」という。）第88条の規定に基づき、すべての株主及び端株主に対して端数等無償割当てを行うことを平
成20年6月26日の定時株主総会において決議いたしました。その内容は以下のとおりであります。
①割り当てる株式及び端数の数の算出方法
普通株式、各種優先株式及び端株の数に応じて、新たな払込みなしに1株につき999株及び1株に満たない株式の端数0.01
につき9.99株の割合で、それぞれ同一の種類の株式及び端数を割り当てるものとします。

②端数等無償割当てが効力を生ずる日
決済合理化法の施行日の前日

また、本件と同時に単元株式制度を導入し、整備法第88条第5項に基づき単元株式数を1,000株といたします。さらに、これ
に合わせて投資単位を現在の10分の１に引き下げるため、平成20年5月15日開催の取締役会において、会社法第195条に基
づき、決済合理化法の施行日の前日を効力発生日として、単元株式数を1,000株から100株に減少させる旨の定款変更を決議
いたしました。
当該端数等無償割当てが前期首に行われたと仮定した場合の前連結会計年度における１株当たり情報及び当期首に行われたと仮
定した場合の当連結会計年度における１株当たり情報は、それぞれ以下のとおりとなります。

前連結会計年度 当連結会計年度
1株当たり純資産額 336円93銭 1株当たり純資産額 254円72銭
1株当たり当期純利益 51円47銭 1株当たり当期純利益 25円37銭
潜在株式調整後1株当たり当期純利益 48円80銭 潜在株式調整後1株当たり当期純利益 24円64銭

24. 銀行法施行規則第34条の10第1項第4号に規定する連結自己資本比率（第一基準） 11.70%

（連結損益計算書関係）
1. 「その他経常収益」には、株式等売却益343,965百万円を含んでおります。
2. 「その他経常費用」には、貸出金償却128,089百万円、株式等償却102,621百万円、海外ABCPプログラム向けに一部の国

内銀行連結子会社が供与していた貸出金について証券化商品による代物弁済を受けたことに伴う損失95,289百万円、貸出金売
却損失引当金繰入額50,895百万円、一部の国内銀行連結子会社における貸出金代替目的のクレジット投資のうち主に欧州拠点
における投資からの撤退に伴う投資損失引当金繰入額45,939百万円を含んでおります。

3. 特別損失中の「証券子会社のれん償却」は、みずほ証券株式会社に係るのれんについて、同社株式減損処理に伴い一括して償却
したものであります。

4. 1株当たり当期純利益金額 25,370円25銭
5. 潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額 24,640円00銭

（有価証券関係）
連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「特定取引資産」中の商品有価証券、譲渡性預け金及びコマーシャル・ペーパー等、「現金預
け金」中の譲渡性預け金、「買入金銭債権」の一部、並びに「その他資産」の一部を含めて記載しております。
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1. 売買目的有価証券（平成20年3月31日現在）

連結貸借対照表計上額
当連結会計年度の損益に

（百万円）
含まれた評価差額
（百万円）

売買目的有価証券 10,004,618 △10,143
2. 満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成20年3月31日現在）

連結貸借
時価 差額 うち益 うち損

対照表計上額
（百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

（百万円）
国債 489,921 490,078 156 204 47
地方債 48,547 48,549 2 15 12
その他 240,344 245,143 4,799 4,799 －
合計 778,813 783,771 4,958 5,018 60

（注）1. 時価は、当連結会計年度末日における市場価格等に基づいております。
2.「うち益」「うち損」はそれぞれ「差額」の内訳であります。

3. その他有価証券で時価のあるもの（平成20年3月31日現在）

取得原価
連結貸借

評価差額 うち益 うち損
（百万円）

対照表計上額
（百万円） （百万円） （百万円）

（百万円）
株式 3,149,964 4,126,691 976,727 1,188,056 211,328
債券 17,557,001 17,458,889 △98,111 21,603 119,715
国債 16,321,913 16,222,574 △99,339 15,813 115,152
地方債 67,439 68,198 759 966 206
短期社債 5,997 5,997 △0 － 0
社債 1,161,650 1,162,118 468 4,823 4,355
その他 11,192,025 10,991,290 △200,735 76,926 277,661
外国債券 7,524,572 7,459,314 △ 65,258 48,747 114,006
買入金銭債権 2,427,346 2,427,498 152 8,910 8,757
その他 1,240,107 1,104,476 △135,630 19,268 154,898
合計 31,898,991 32,576,871 677,880 1,286,586 608,706

（注）1. 評価差額のうち、時価ヘッジの適用により損益に反映させた額は、37,202百万円（利益）であります。
2. 連結貸借対照表計上額は、国内株式については当連結会計年度末前1ヵ月の市場価格の平均等に基づいて算出された
額により、また、それ以外については、当連結会計年度末日における市場価格等に基づく時価により、それぞれ計上
したものであります。

3.「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。
4. その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価（原則として当連結会計年度末日の市場価格。以下同
じ）が取得原価（償却原価を含む。以下同じ）に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みが
あると認められないものについては、当該時価をもって連結貸借対照表価額とするとともに、評価差額を当連結会計
年度の損失として処理（以下「減損処理」という）しております。
当連結会計年度における減損処理額は、79,482百万円であります。
また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準を定めており、その概要は原則として以下のとおりでありま
す。
・時価が取得原価の50％以下の銘柄
・時価が取得原価の50％超70％以下かつ市場価格が一定水準以下で推移している銘柄

4. 当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券（自　平成19年4月1日　至　平成20年3月31日）
該当ありません。

5. 当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成19年4月1日　至　平成20年3月31日）
売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

（百万円） （百万円） （百万円）
その他有価証券 67,364,166 584,138 140,224

6. 時価評価されていない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額（平成20年3月31日現在）
金額

（百万円）
その他有価証券
非公募債券 1,912,519
非上場株式 427,849
非上場外国証券 554,581
その他 262,756

7. その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の償還予定額（平成20年3月31日現在）
1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超
（百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

債券 8,962,093 7,134,763 1,905,074 1,907,946
国債 8,485,205 5,518,927 1,234,163 1,474,199
地方債 47,049 37,362 27,849 7,801
短期社債 5,997 － － －
社債 423,841 1,578,473 643,060 425,944
その他 1,213,128 4,733,116 1,877,175 2,849,376
合計 10,175,222 11,867,879 3,782,249 4,757,322



450

み
ず
ほ
フ
ィ
ナ
ン
シ
ャ
ル
グ
ル
ー
プ
　
●

決
算
公
告（
写
）

決算公告（写）

みずほフィナンシャルグループ

（金銭の信託関係）
1. 運用目的の金銭の信託（平成20年3月31日現在）

連結貸借対照表計上額
当連結会計年度の損益に

（百万円）
含まれた評価差額
（百万円）

運用目的の金銭の信託 31,326 －
2. 満期保有目的の金銭の信託（平成20年3月31日現在）

該当ありません。
3. その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（平成20年3月31日現在）

取得原価
連結貸借

評価差額 うち益 うち損
（百万円）

対照表計上額
（百万円） （百万円） （百万円）

（百万円）
その他の
金銭の信託

1,507 1,500 △6 － 6

（注）1. 連結貸借対照表計上額は、当連結会計年度末日における市場価格等に基づく時価により計上したものであります。
2.「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。
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東京都千代田区内幸町一丁目1番5号 
 

取締役頭取　杉山　清次 

連結貸借対照表（平成20年3月31日現在） 

（ 　 資 　 産 　 の 　 部 　 ）  

現 金 預 け 金   

コ ー ル ロ ー ン 及 び 買 入 手 形   

買 現 先 勘 定   

債 券 貸 借 取 引 支 払 保 証 金   

買 入 金 銭 債 権   

特 定 取 引 資 産   

金 銭 の 信 託   

有 価 証 券   

貸 出 金   

外 国 為 替   

そ の 他 資 産   

有 形 固 定 資 産   

建 物  

土 地  

建 設 仮 勘 定  

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産  

無 形 固 定 資 産   

ソ フ ト ウ ェ ア  

の れ ん  

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産  

繰 延 税 金 資 産   

支 払 承 諾 見 返   

貸 倒 引 当 金   

投 資 損 失 引 当 金   

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

資 産 の 部 合 計  

科　目 金　額 

 

    3,296,030  

 4,668,200  

     4,793  

 3,501,325  

 2,872,879  

 1,707,155  

    14,500  

14,940,687  

33,697,901  

   120,477  

 2,697,581  

   615,704  

   220,214  

   324,051  

     3,464  

    67,974  

   154,546  

   113,024  

     9,230  

    32,291  

   375,325  

 1,465,889  

 △ 434,141  

 △ 28  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

69,698,828 

（ 　 負 　 債 　 の 　 部 　 ）  

預 金

譲 渡 性 預 金  

債 券

コ ー ル マ ネ ー 及 び 売 渡 手 形  

売 現 先 勘 定  

債 券 貸 借 取 引 受 入 担 保 金  

特 定 取 引 負 債  

借 用 金  

外 国 為 替  

短 期 社 債  

社 債

そ の 他 負 債  

賞 与 引 当 金  

退 職 給 付 引 当 金  

役 員 退 職 慰 労 引 当 金  

ポ イ ン ト 引 当 金  

預 金 払 戻 損 失 引 当 金  

特 別 法 上 の 引 当 金  

繰 延 税 金 負 債  

再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 負 債  

支 払 承 諾  

負 債 の 部 合 計  

（ 　 純 　 資 　 産 　 の 　 部 　 ）  

資 本 金  

資 本 剰 余 金  

利 益 剰 余 金  

株 主 資 本 合 計  

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金  

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益  

土 地 再 評 価 差 額 金  

為 替 換 算 調 整 勘 定  

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計  

少 数 株 主 持 分  

純 資 産 の 部 合 計  

負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計  

科　目 金　額 

 

54,435,944  

 1,327,380  

   971,953  

 1,433,100  

   522,487  

 1,806,697  

   649,599  

   480,738  

    13,706  

    19,884  

   870,700  

 3,209,337  

    11,599  

     7,601  

     2,498  

     8,349  

     8,739  

       652  

     3,762  

    77,956  

 1,465,889  

67,328,578  

 

   650,000  

   762,345  

   418,916  

 1,831,262  

 △ 52,815  

 △ 21,535  

   109,738  

 392  

    35,780  

   503,207  

 2,370,250  

69,698,828 

（単位：百万円） 

平成20年6月27日 

第 6 期 決 算 公 告  

決算公告（写）

みずほ銀行
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みずほ銀行

経 常 収 益     

資 金 運 用 収 益    

貸 出 金 利 息   

有 価 証 券 利 息 配 当 金   

コ ー ル ロ ー ン 利 息 及 び 買 入 手 形 利 息   

買 現 先 利 息   

債 券 貸 借 取 引 受 入 利 息   

預 け 金 利 息   

そ の 他 の 受 入 利 息    

役　 務　 取　 引　 等　 収　 益   

特　  定  　取　  引　  収　 　益   

そ　 の　 他　 業　 務　 収　 益   

そ　 の　 他　 経　 常　 収　 益    

経 常 費 用     

資 　 　 金 　 　 調 　 　 達 　 　 費 　 　 用    

預 金 利 息   

譲 渡 性 預 金 利 息   

債 券 利 息   

コ ー ル マ ネ ー 利 息 及 び 売 渡 手 形 利 息   

売 現 先 利 息   

債 券 貸 借 取 引 支 払 利 息   

借 用 金 利 息   

短 期 社 債 利 息   

社 債 利 息   

そ の 他 の 支 払 利 息    

役　 務　 取　 引　 等　 費　 用   

そ　 の　 他　 業　 務　 費　 用   

営 　 　 　 　 業 　 　 　 　 経 　 　 　 　 費    

そ　 の 　他　 経　 常　 費　 用    

貸 倒 引 当 金 繰 入 額   

そ の 他 の 経 常 費 用   

経 常 利 益     

特 別 利 益     

固 　 定 　 資 　 産 　 処 　 分 　 益  

償　 却 　債　 権 　取 　立 　益     

特 別 損 失     

固 　 定 　 資 　 産 　 処 　 分 　 損    

減 損 損 失    

金 融 商 品 取 引 責 任 準 備 金 繰 入 額    

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益     

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税     

法 人 税 等 調 整 額     

少 数 株 主 利 益     

当 期 純 利 益    

科　目 金　額 

 

   926,980  

   650,014  

   164,724  

    29,146  

69  

    13,855  

    29,208  

    39,962  

   270,064  

   155,439  

    80,395  

   132,039  

 

   272,535  

   156,562  

     8,234  

     3,068  

     8,576  

       567  

    36,018  

    16,609  

339  

    17,278  

    25,280  

    53,484  

    67,098  

   602,584  

   280,861  

    15,949  

   264,912  

 

 

     8,824  

    17,810  

 

     4,999  

     2,211  

0 

 1,564,920  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 1,276,564  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   288,355  

    26,634  

 

 

     7,211  

 

 

 

   307,779  

    11,678  

    45,855  

    20,120  

   230,125 

（単位：百万円） 
連結損益計算書（　　　　　 　　　　） 平成19年4月 1 日から  

平成20年3月31日まで 
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〈連結財務諸表の作成方針〉
（1）連結の範囲に関する事項

①連結される子会社及び子法人等 37社
主要な会社名
みずほインベスターズ証券株式会社
みずほ信用保証株式会社
みずほファクター株式会社
みずほキャピタル株式会社

なお、MHBK Capital Investment (JPY) 2 Limited他2社は設立により当連結会計年度から連結しております。また、ユ
ーシーカード株式会社他1社は株式の一部売却等により連結の範囲から除外しております。
②非連結の子会社及び子法人等
該当ありません。

（2）持分法の適用に関する事項
①持分法適用の非連結の子会社及び子法人等
該当ありません。
②持分法適用の関連法人等 10社
主要な会社名
ユーシーカード株式会社
確定拠出年金サービス株式会社

なお、ユーシーカード株式会社他2社は当連結会計年度から持分法を適用しております。また、日本抵当証券株式会社他1社は
売却等により持分法適用の対象から除外しております。
③持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等
該当ありません。
④持分法非適用の関連法人等　
該当ありません。

（3）連結される子会社及び子法人等の事業年度等に関する事項
①連結される子会社及び子法人等の決算日は次のとおりであります。
12月末日 11社
3月末日 21社
6月最終営業日の前日 5社

②6月最終営業日の前日を決算日とする連結される子会社及び子法人等については、12月末日現在で実施した仮決算に基づく財
務諸表により、またその他の連結される子会社及び子法人等については、それぞれの決算日の財務諸表により連結しておりま
す。
連結決算日と上記の決算日等との間に生じた重要な取引については、必要な調整を行っております。

（4）連結される子会社及び子法人等の資産及び負債の評価に関する事項
連結される子会社及び子法人等の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。

（5）のれん及び負ののれんの償却に関する事項
みずほインベスターズ証券株式会社に係るのれんは20年間で均等償却しております。その他ののれん及び負ののれんについて
は、金額的に重要性が乏しいため、発生した連結会計年度に一括して償却しております。

記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

1． 会計処理基準に関する事項

（1）特定取引資産・負債の評価基準及び収益・費用の計上基準
金利、通貨の価格、有価証券市場における相場その他の指標に係る短期的な変動、市場間の格差等を利用して利益を得る等の目
的（以下「特定取引目的」という。）の取引については、取引の約定時点を基準とし、連結貸借対照表上「特定取引資産」及び
「特定取引負債」に計上するとともに、当該取引からの損益を連結損益計算書上「特定取引収益」及び「特定取引費用」に計上し
ております。
特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭債権等については連結決算日の時価により、スワップ・先物・オプ
ション取引等の派生商品については連結決算日において決済したものとみなした額により行っております。
また、特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、当連結会計年度中の受払利息等に、有価証券、金銭債権等については前連
結会計年度末と当連結会計年度末における評価損益の増減額を、派生商品については前連結会計年度末と当連結会計年度末にお
けるみなし決済からの損益相当額の増減額を加えております。

（2）有価証券の評価基準及び評価方法
（イ）有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、その他有価証券のうち時価の

ある国内株式については連結決算期末月1ヵ月平均に基づいた市場価格等、それ以外については連結決算日における市場価
格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、時価のないものについては移動平均法による原価法又
は償却原価法により行っております。なお、その他有価証券の評価差額については、時価ヘッジの適用により損益に反映さ
せた額を除き、全部純資産直入法により処理しております。
（追加情報）
従来、｢時価のない有価証券｣として取得原価で計上していたその他有価証券について、昨今の著しい市場環境の変化により
生じるその他有価証券評価差額の重要性及び市場価格に準ずるものとして合理的に算定された価額（ブローカー又は情報ベ
ンダーから入手する価格等）の入手可能性が増したことから、会計基準の国際的な収斂に向けた動向等にも鑑み、市場価格
に準ずるものとして合理的に算定された価額が得られたものは当該価額を以って評価しております。これにより、「買入金
銭債権」中の信託受益権が189百万円増加、｢有価証券｣が16,650百万円、｢その他有価証券評価差額金｣が16,461百万円
減少しております。なお、時価評価を行わない有価証券のうち、下記（6）に記載の有価証券の私募（金融商品取引法第2
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条第3項）による社債等については貸倒引当金を計上しております。
（ロ）金銭の信託において信託財産を構成している有価証券の評価は、上記（イ）と同じ方法によっております。

（3）デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
デリバティブ取引（特定取引目的の取引を除く）の評価は、時価法により行っております。

（4）減価償却の方法
①有形固定資産
当行の有形固定資産の減価償却は、建物については定額法を、動産については定率法を採用しております。また、主な耐用年
数は次のとおりであります。
建　物　　3年～50年
動　産　　2年～20年

連結される子会社及び子法人等の有形固定資産については、資産の見積耐用年数に基づき、主として定率法により償却してお
ります。
（会計方針の変更）
平成19年度税制改正に伴い、平成19年4月1日以後に取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく償却方
法により減価償却費を計上しております。この変更により、経常利益及び税金等調整前当期純利益は、従来の方法によった場
合に比べ1,284百万円減少しております。
（追加情報）
当連結会計年度より、平成19年3月31日以前に取得した有形固定資産については、償却可能限度額に達した連結会計年度の
翌連結会計年度以後、残存簿価を5年間で均等償却しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、経常利
益及び税金等調整前当期純利益は1,275百万円減少しております。
②無形固定資産
無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、当行並びに連結さ
れる子会社及び子法人等で定める利用可能期間（主として5年）に基づいて償却しております。

（5）繰延資産の処理方法
①社債発行費
社債発行費は、発生時に全額費用として処理しております。
②債券発行費用
債券発行費用は、発生時に全額費用として処理しております。なお、平成18年3月31日に終了する連結会計年度の連結貸借
対照表に計上した債券発行費用は、｢繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い｣（企業会計基準委員会実務対応報告第19号平
成18年8月11日）の経過措置に基づき従前の会計処理を適用し旧商法施行規則の規定する最長期間内の一定期間で償却を行
っております。
③債券発行差金
平成18年3月31日に終了する連結会計年度の連結貸借対照表に計上した債券発行差金は、「繰延資産の会計処理に関する当面
の取扱い」（企業会計基準委員会実務対応報告第19号平成18年8月11日）の経過措置に基づき従前の会計処理を適用し、債
券の償還期間にわたり均等償却を行っております。

（6）貸倒引当金の計上基準
貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。
破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、「破綻先」という。）に係る債権及びそれと同等の状況に
ある債務者（以下、「実質破綻先」という。）に係る債権については、以下のなお書きに記載されている直接減額後の帳簿価額か
ら、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。また、現在は経営破綻の状
況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（以下、「破綻懸念先」という。）に係る債権については、
債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判
断し必要と認める額を計上しております。
破綻懸念先及び注記事項（連結貸借対照表関係）5.の貸出条件緩和債権等を有する債務者で与信額が一定額以上の大口債務者の
うち、債権の元本の回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積もることができる債権については、当該キ
ャッシュ・フローを貸出条件緩和実施前の約定利子率等で割引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金とする方法（キ
ャッシュ・フロー見積法）により引き当てております。また、当該大口債務者のうち、将来キャッシュ・フローを合理的に見積
もることが困難な債務者に対する債権については、個別的に予想損失額を算定し、引き当てております。
上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績等から算出した予想損失率に基づき計上しております。特定海外
債権については、対象国の政治経済情勢等に起因して生ずる損失見込額を特定海外債権引当勘定として計上しております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監査部署が査定
結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。
なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証による回収が可能と認
められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金額は230,601百万円であります。
上記債権には、有価証券の私募（金融商品取引法第2条第3項）による社債等が含まれております。

（7）投資損失引当金の計上基準
投資損失引当金は、投資に対する損失に備えるため、有価証券発行会社の財政状態等を勘案して必要と認める額を計上しており
ます。

（8）賞与引当金の計上基準
賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当連結会計年度に帰属する額
を計上しております。

（9）退職給付引当金の計上基準
退職給付引当金（含む前払年金費用）は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資
産の見込額に基づき、当連結会計年度末において発生していると認める額を計上しております。また、数理計算上の差異は、各
発生連結会計年度における従業員の平均残存勤務期間内の一定年数（10～12年）による定額法に基づき按分した額をそれぞれ
発生の翌連結会計年度から損益処理しております。

（10）役員退職慰労引当金の計上基準
役員退職慰労引当金は、役員及び執行役員の退職により支給する退職慰労金に備えるため、内規に基づく支給見込額のうち、当
連結会計年度末までに発生していると認められる額を計上しております。
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（11）ポイント引当金の計上基準
ポイント引当金は、主として「みずほマイレージクラブ」におけるマイレージポイントの将来の利用による負担に備えるため、
将来利用される見込額を合理的に見積もり、必要と認める額を計上しております。

（12）預金払戻損失引当金の計上基準
預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積り必要と認める額を計
上しております。
（会計方針の変更）
｢租税特別措置法上の準備金及び特別法上の引当金又は準備金並びに役員退職慰労引当金等に関する監査上の取扱い｣（日本公認
会計士協会監査・保証実務委員会報告第42号平成19年4月13日）が平成19年4月1日以後開始する連結会計年度から適用され
ることに伴い、当連結会計年度から同報告を適用しております。この変更により、従来の方法によった場合に比べ、経常利益及
び税金等調整前当期純利益は8,739百万円減少しております。

（13）特別法上の引当金の計上基準
特別法上の引当金は、金融商品取引責任準備金652百万円であり、有価証券の売買その他の取引又はデリバティブ取引等に関し
て生じた事故による損失の補填に充てるため、金融商品取引法第46条の5第1項及び第48条の3第1項の規定に基づき計上して
おります。
なお、従来、金融先物取引法第81条及び証券取引法第51条の規定に基づき、金融先物取引責任準備金及び証券取引責任準備金
を計上しておりましたが、平成19年9月30日に金融商品取引法が施行されたことに伴い、当連結会計年度から金融商品取引責
任準備金として計上しております。
（表示方法の変更）
「銀行法施行規則」（昭和57年大蔵省令第10号）別紙様式が「銀行法施行規則等の一部を改正する内閣府令」（内閣府令第60
号平成19年8月8日）により改正され、平成19年9月30日から施行されることになったことに伴い、「特別利益」に計上してお
りました「金融先物取引責任準備金取崩額」及び「特別損失」に計上しておりました「証券取引責任準備金繰入額」は、当連結
会計年度から「金融商品取引責任準備金繰入額」として「特別損失」に計上しております。

（14）外貨建資産・負債の換算基準
当行の外貨建資産・負債は、連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。
連結される子会社及び子法人等の外貨建資産・負債については、それぞれの決算日等の為替相場により換算しております。

（15）リース取引の処理方法
当行並びに国内の連結される子会社及び子法人等のリ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナン
ス・リ－ス取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。

（16）重要なヘッジ会計の方法
（イ）金利リスク・ヘッジ

当行の金融資産・負債から生じる金利リスクのヘッジ取引に対するヘッジ会計の方法として、繰延ヘッジ又は時価ヘッジを
適用しております。
小口多数の金銭債権債務に対する包括ヘッジについて、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上
の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号。以下「業種別監査委員会報告第24号」という。）を適用し
ております。
ヘッジ有効性の評価は、小口多数の金銭債権債務に対する包括ヘッジについて以下のとおり行っております。
（ i）相場変動を相殺するヘッジについては、ヘッジ対象となる預金・貸出金等とヘッジ手段である金利スワップ取引等を一

定の期間毎にグルーピングのうえ特定し有効性を評価しております。
（ii）キャッシュ・フローを固定するヘッジについては、ヘッジ対象とヘッジ手段の金利変動要素の相関関係を検証し有効性

を評価しております。
個別ヘッジについてもヘッジ対象の相場変動とヘッジ手段の相場変動を比較し、両者の変動額等を基礎にして、ヘッジの有
効性を評価しております。
また、当連結会計年度末の連結貸借対照表に計上している繰延ヘッジ損益のうち、「銀行業における金融商品会計基準適用
に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第15号）を適用して実施しており
ました多数の貸出金・預金等から生じる金利リスクをデリバティブ取引を用いて総体で管理する従来の「マクロヘッジ」に
基づく繰延ヘッジ損益は、「マクロヘッジ」で指定したそれぞれのヘッジ手段等の残存期間・平均残存期間にわたって、資
金調達費用又は資金運用収益等として期間配分しております。なお、当連結会計年度末における「マクロヘッジ」に基づく
繰延ヘッジ損失は31,082百万円（税効果額控除前）、繰延ヘッジ利益は34,442百万円（同前）であります。

（ロ）為替変動リスク・ヘッジ
外貨建その他有価証券（債券以外）の為替変動リスクをヘッジするため、事前にヘッジ対象となる外貨建有価証券の銘柄を
特定し、当該外貨建有価証券について外貨ベースで取得原価以上の直先負債が存在していること等を条件に包括ヘッジとし
て繰延ヘッジ及び時価ヘッジを適用しております。

（ハ）連結会社間取引等
デリバティブ取引のうち連結会社間及び特定取引勘定とそれ以外の勘定との間の内部取引については、ヘッジ手段として指
定している金利スワップ取引等に対して、業種別監査委員会報告第24号に基づき、恣意性を排除し厳格なヘッジ運営が可
能と認められる対外カバー取引の基準に準拠した運営を行っているため、当該金利スワップ取引等から生じる収益及び費用
は消去せずに損益認識又は繰延処理を行っております。なお、一部の資産・負債については、個別ヘッジに基づく繰延ヘッ
ジを行っております。

（17）消費税の会計処理
当行並びに国内の連結される子会社及び子法人等の消費税及び地方消費税の会計処理は、主として税抜方式によっております。

2． 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

（連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い）
「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第18号平成18年5月17日）が平成20年3
月31日以前に開始する連結会計年度から早期適用できることになったことに伴い、当連結会計年度から同実務対応報告を適用してお
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ります。これによる損益に与える影響はありません。

（金融商品に関する会計基準）
「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号）及び「金融商品会計に関する実務指針」（日本公認会計士協会会計制度委員会
報告第14号）等における有価証券の範囲に関する規定が一部改正され（平成19年6月15日付及び同7月4日付）、金融商品取引法の
施行日以後に終了する事業年度から適用されることになったことに伴い、当連結会計年度から改正会計基準及び実務指針を適用して
おります。

（連結財務諸表における税効果会計に関する実務指針）
企業集団内の会社に投資（子会社株式等）を売却した場合の税効果会計について、「連結財務諸表における税効果会計に関する実務指
針」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第6号平成19年3月29日）の第30-2項を当連結会計年度から適用しております。な
お、これによる連結貸借対照表等に与える影響はありません。

注記事項

（連結貸借対照表関係）
1. 関係会社の株式総額（連結される子会社及び子法人等の株式を除く） 4,545百万円
2. 無担保の消費貸借契約により貸し付けている有価証券が、「有価証券」中の外国証券及び「特定取引資産」中の商品有価証券に合

計245,139百万円含まれております。
現先取引、現金担保付債券貸借取引及び株式の信用取引等により受け入れている有価証券のうち、売却又は再担保という方法で
自由に処分できる権利を有する有価証券で、再担保に差し入れている有価証券は130,398百万円、再貸付けに供している有価
証券は24百万円、当連結会計年度末に当該処分をせずに所有しているものは3,140,403百万円であります。

3. 貸出金のうち、破綻先債権額は23,851百万円、延滞債権額は377,801百万円であります。
なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は
弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」
という。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第1項第3号のイからホまでに掲げる事由又は同項第4号に
規定する事由が生じている貸出金であります。
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息
の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。

4. 貸出金のうち、3ヵ月以上延滞債権額は8,072百万円であります。
なお、3ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延
滞債権に該当しないものであります。

5. 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は231,377百万円であります。
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済
猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び3ヵ月以上延滞債権に該当しな
いものであります。

6. 破綻先債権額、延滞債権額、3ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は641,103百万円であります。なお、上
記3.から6.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

7. 手形割引は、業種別監査委員会報告第24号に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた商業手形及び買
入外国為替は、売却又は再担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は322,104百万円であ
ります。

8. 担保に供している資産は、次のとおりであります。
担保に供している資産
特定取引資産 339,084百万円
有価証券 3,278,777百万円
貸出金 4,298,849百万円
その他資産 1,067百万円

担保資産に対応する債務
預金 520,132百万円
コールマネー及び売渡手形 888,500百万円
売現先勘定 515,727百万円
債券貸借取引受入担保金 1,691,111百万円
借用金 337百万円

上記のほか、為替決済、デリバティブ等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、「特定取引資産」1,139百万円
及び「有価証券」952,378百万円を差し入れております。
関連法人等の借入金等のための担保提供はありません。
また、「その他資産」のうち保証金は79,485百万円、先物取引差入証拠金は1,565百万円、その他の証拠金等は10,928百万
円であります。

9. 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された
条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行
残高は、20,237,164百万円であります。このうち原契約期間が1年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なものが
19,586,385百万円あります。
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも将来のキャッシ
ュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由
があるときは、実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。ま
た、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保の提供を受けるほか、契約後も定期的に予め定めている手続に基づ
き顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。
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10. 土地の再評価に関する法律（平成10年3月31日公布法律第34号）に基づき、当行の事業用の土地の再評価を行い、評価差額に
ついては、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を
「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。

再評価を行った年月日 平成10年3月31日
同法律第3条第3項に定める再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年3月31日公布政令第119号）

第2条第4号に定める地価税法第16条に規定する地価税の課税価格の計算の
基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が定めて公表した方法に
より算定した価額に、時点修正による補正等合理的な調整を行って算出して
おります。

同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当連結会計年度末における時価の合計額と当該事業用土地の再評価後
の帳簿価額の合計額との差額 118,596百万円

11. 有形固定資産の減価償却累計額 549,000百万円
12. 有形固定資産の圧縮記帳額 36,741百万円
13. 借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金452,150百万円が含まれており

ます。
14. 社債は、全額劣後特約付社債であります。
15.「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第2条第3項）による社債に対する保証債務の額は1,389,627

百万円であります。
16. 1株当たりの純資産額 263,525円25銭
17. 連結貸借対照表に計上した固定資産のほか、電子計算機の一部については、所有権移転外ファイナンス・リース契約により使用

しております。
18. 当連結会計年度末の退職給付債務等は以下のとおりであります。

退職給付債務 △654,956百万円
年金資産（時価） 731,734
未積立退職給付債務 76,778
未認識数理計算上の差異 263,913
連結貸借対照表計上額の純額 340,692
前払年金費用 348,293
退職給付引当金 △7,601

19. 当行は、平成20年4月15日に、当行保有の海外特別目的子会社が発行した優先出資証券の償還に関する取締役会決議を行いま
した。償還される優先出資証券の概要は以下のとおりであります。
（1）発行体

Mizuho Preferred Capital (Cayman) E Limited
（2）発行証券の種類

配当非累積型永久優先出資証券
（3）償還総額

①Series A 67,620百万円
②Series B 55,040百万円

（4）償還予定日
平成20年6月30日

（5）償還理由
任意償還期日到来による

20. 銀行法施行規則第17条の5第1項第3号ロに規定する連結自己資本比率（国内基準） 11.97％

（連結損益計算書関係）
1. 「その他経常収益」には、株式等売却益114,556百万円を含んでおります。
2. 「その他の経常費用」には、貸出金償却97,641百万円、債権売却損67,885百万円、株式等償却56,298百万円、株式等売却

損4,574百万円を含んでおります。
3. 1株当たり当期純利益金額 49,246円00銭
4. 潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額 44,064円92銭
5. 当連結会計年度において、以下の資産について減損損失を計上しております。

地域 主な用途 種類
減損損失
（百万円）

首都圏
遊休資産 18物件 土地建物等 1,496
処分予定資産 動産等 21

その他 遊休資産 24物件 土地建物等 693

営業用資産には、減損損失の認識が必要となるものはなく、当行並びに一部の国内の連結される子会社及び子法人等において、
遊休資産及び処分予定資産について、当連結会計年度末時点における回収可能価額と帳簿価額との差額を減損損失として計上し
ております。
減損損失を認識した遊休資産及び処分予定資産のグルーピングは、各資産を各々独立した単位としております。
また、回収可能価額の算定は正味売却価額によっており、正味売却価額は、「地価税法第16条に規定する地価税の課税価格の計
算の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が定めて公表した方法により算定した価額」等から処分費用見込額を控
除して算定しております。

（有価証券関係）
連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「特定取引資産」中の商品有価証券及び短期社債、「現金預け金」中の譲渡性預け金、並びに
「買入金銭債権」中の信託受益権が含まれております。
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1. 売買目的有価証券（平成20年3月31日現在）

連結貸借対照表計上額
当連結会計年度の損益に

（百万円）
含まれた評価差額
（百万円）

売買目的有価証券 1,359,112 2,430
2. 満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成20年3月31日現在）

連結貸借
時価 差額 うち益 うち損

対照表計上額
（百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

（百万円）
国債 489,921 490,078 156 204 47
地方債 48,547 48,549 2 15 12
その他 240,344 245,143 4,799 4,799 －
合計 778,813 783,771 4,958 5,018 60

（注）1. 時価は、当連結会計年度末日における市場価格等に基づいております。
2.「うち益」「うち損」はそれぞれ「差額」の内訳であります。

3. その他有価証券で時価のあるもの（平成20年3月31日現在）

取得原価
連結貸借

評価差額 うち益 うち損
（百万円）

対照表計上額
（百万円） （百万円） （百万円）

（百万円）
株式 900,222 980,870 80,647 195,667 115,019
債券 10,434,714 10,388,058 △46,656 10,301 56,957
国債 9,752,628 9,706,809 △45,819 8,115 53,934
地方債 38,989 39,336 347 479 132
社債 643,097 641,912 △1,184 1,706 2,891
その他 3,348,680 3,332,855 △15,825 17,178 33,003
信託受益権 2,150,555 2,150,744 189 7,819 7,630
外国債券 1,087,722 1,072,968 △14,754 5,830 20,585
その他 110,401 109,141 △1,259 3,528 4,787
合計 14,683,617 14,701,783 18,166 223,146 204,980

（注）1. 評価差額のうち、時価ヘッジの適用により損益に反映させた額は、29,061百万円（利益）であります。
2. 連結貸借対照表計上額は、国内株式については当連結会計年度末前１ヵ月の市場価格の平均等に基づいて算定された
額により、また、それ以外については、当連結会計年度末日における市場価格等に基づく時価により、それぞれ計上
したものであります。

3.「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。
4. その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価（原則として当連結会計年度末日の市場価格。以下同
じ）が取得原価（償却原価を含む。以下同じ）に比べて著しく下落したものについては、回復可能性があると判断さ
れる銘柄を除き、当該時価をもって連結貸借対照表価額とするとともに、評価差額を当連結会計年度の損失として処
理（以下、「減損処理」という。）しております。当連結会計年度におけるこの減損処理額は、40,363百万円であり
ます。
また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準を定めており、その概要は、原則として以下のとおりであり
ます。
時価が取得原価の50％以下の銘柄
時価が取得原価の50％超70％以下かつ市場価格が一定水準以下で推移している銘柄

4. 当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券（自　平成19年4月1日　至　20年3月31日）
該当ありません。

5. 当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成19年4月1日　至　20年3月31日）
売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

（百万円） （百万円） （百万円）
その他有価証券 29,140,954 155,726 27,625

6. 時価評価されていない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額（平成20年3月31日現在）
金額

（百万円）
その他有価証券
非公募債券 1,506,108
その他 139,858

7. 保有目的を変更した有価証券
該当ありません。

8. その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の償還予定額（平成20年3月31日現在）
1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超
（百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

債券 6,261,732 4,781,599 472,731 916,573
国債 5,897,845 3,418,331 108,995 771,557
地方債 43,859 26,451 20,889 －
社債 320,026 1,336,816 342,845 145,016
その他 220,008 961,181 724,528 1,574,915
合計 6,481,740 5,742,780 1,197,259 2,491,488
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（金銭の信託関係）
1. 運用目的の金銭の信託（平成20年3月31日現在）

連結貸借対照表計上額
当連結会計年度の損益に

（百万円）
含まれた評価差額
（百万円）

運用目的の金銭の信託 13,000 －
2. 満期保有目的の金銭の信託（平成20年3月31日現在）

該当ありません。
3. その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（平成20年3月31日現在）

取得原価
連結貸借

評価差額 うち益 うち損
（百万円）

対照表計上額
（百万円） （百万円） （百万円）

（百万円）
その他の
金銭の信託

1,507 1,500 △6 － 6

（注）1. 連結貸借対照表計上額は、当連結会計年度末日における市場価格等に基づく時価等により計上したものであります。
2.「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。



460

み
ず
ほ
銀
行
　
●

決
算
公
告（
写
）

決算公告（写）

みずほ銀行

 

 

東京都千代田区内幸町一丁目1番5号 
 

取締役頭取　杉山　清次 

貸借対照表（平成20年3月31日現在） 

（ 　 資 　 産 　 の 　 部 　 ）  
現 金 預 け 金   
現 金  
預 け 金  

コ ー ル ロ ー ン   
債 券 貸 借 取 引 支 払 保 証 金   
買 入 金 銭 債 権   
特 定 取 引 資 産   
商 品 有 価 証 券  
特 定 取 引 有 価 証 券 派 生 商 品  
特 定 金 融 派 生 商 品  
そ の 他 の 特 定 取 引 資 産  

金 銭 の 信 託   
有 価 証 券   
国 債  
地 方 債  
社 債  
株 式  
そ の 他 の 証 券  

貸 出 金   
割 引 手 形  
手 形 貸 付  
証 書 貸 付  
当 座 貸 越  

外 国 為 替   
外 国 他 店 預 け  
買 入 外 国 為 替  
取 立 外 国 為 替  

そ の 他 資 産   
未 決 済 為 替 貸  
前 払 費 用  
未 収 収 益  
先 物 取 引 差 入 証 拠 金  
先 物 取 引 差 金 勘 定  
金 融 派 生 商 品  
宝 く じ 関 係 立 替 払 金  
前 払 年 金 費 用  
有 価 証 券 未 収 金  
そ の 他 の 資 産  

有 形 固 定 資 産   
建 物  
土 地  
建 設 仮 勘 定  
そ の 他 の 有 形 固 定 資 産  

無 形 固 定 資 産   
ソ フ ト ウ ェ ア  
そ の 他 の 無 形 固 定 資 産  

繰 延 税 金 資 産  
支 払 承 諾 見 返  
貸 倒 引 当 金  
投 資 損 失 引 当 金    
  
  
 
 
  
  
  
  
資 産 の 部 合 計   

科　目 金　額 

 
3,272,160 
864,666 

2,407,494 
4,668,200 
3,131,603 
2,333,582 
1,179,748 
21,511 

25 
348,009 
810,202 
1,500 

15,151,302 
10,191,729 

91,200 
2,144,672 
1,307,592 
1,416,106 
33,745,801 
254,441 

1,116,137 
26,214,879 
6,160,343 
120,477 
14,868 
74,545 
31,062 

2,701,901 
5,081 
6,998 
98,376 
1,079 
193 

1,739,135 
139,525 
380,393 
40,499 
290,616 
604,504 
217,780 
321,415 
3,464 
61,844 
130,249 
104,920 
25,329 
372,563 

1,157,505 
△ 347,614 
△ 84,022 

 
 
 
 
 
 
 
 

68,139,465

（ 　 負 　 債 　 の 　 部 　 ）  
預 金
当 座 預 金  
普 通 預 金  
貯 蓄 預 金  
通 知 預 金  
定 期 預 金  
定 期 積 金  
そ の 他 の 預 金  

譲 渡 性 預 金  
債 券
コ ー ル マ ネ ー  
売 現 先 勘 定  
債 券 貸 借 取 引 受 入 担 保 金  
特 定 取 引 負 債  
売 付 商 品 債 券  
特 定 取 引 有 価 証 券 派 生 商 品  
特 定 金 融 派 生 商 品  

借 用 金  
借 入 金  

外 国 為 替  
外 国 他 店 借  
売 渡 外 国 為 替  
未 払 外 国 為 替  

社 債
そ の 他 負 債  
未 決 済 為 替 借  
未 払 法 人 税 等  
未 払 費 用  
前 受 収 益  
給 付 補 て ん 備 金  
売 付 債 券  
金 融 派 生 商 品  
宝 く じ 売 上 金 等 未 精 算 金  
未 払 特 殊 証 券  
特 殊 証 券 等 剰 余 金  
未 払 復 興 貯 蓄 債 券 元 利 金  
有 価 証 券 未 払 金  
そ の 他 の 負 債  

賞 与 引 当 金  
役 員 退 職 慰 労 引 当 金  
ポ イ ン ト 引 当 金  
預 金 払 戻 損 失 引 当 金  
再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 負 債  
支 払 承 諾  
負 債 の 部 合 計         
（ 　 純 　 資 　 産 　 の 　 部 　 ）     
資 本 金  
資 本 剰 余 金  
資 本 準 備 金  

利 益 剰 余 金  
そ の 他 利 益 剰 余 金  
繰 越 利 益 剰 余 金  

株 主 資 本 合 計  
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金  
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益  
土 地 再 評 価 差 額 金  
評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計  
純 資 産 の 部 合 計  
負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計  

科　目 金　額 

 
54,479,674 
3,681,446 
26,242,509 
1,183,977 
297,679 

21,011,983 
6 

2,062,070 
1,613,280 
971,953 

1,433,100 
495,835 

1,375,995 
280,431 

27 
88 

280,316 
1,115,189 
1,115,189 
13,706 
1,318 
6,599 
5,788 

662,500 
2,617,813 

8,845 
3,209 
90,004 
47,051 

0 
17,656 

1,613,156 
139,525 

413 
89 
2 

201,284 
496,573 
9,187 
1,974 
8,314 
8,739 
77,956 

1,157,505 
66,323,157 

 
650,000 
762,345 
762,345 
362,006 
362,006 
362,006 

1,774,352 
△ 46,300 
△ 21,482 
109,738 
41,955 

1,816,308 
68,139,465

（単位：百万円） 

平成20年6月27日 

第 6 期 決 算 公 告  
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経 常 収 益    
資 金 運 用 収 益   
貸 出 金 利 息  
有 価 証 券 利 息 配 当 金  
コ － ル ロ － ン 利 息  
買 現 先 利 息  
債 券 貸 借 取 引 受 入 利 息  
買 入 手 形 利 息  
預 け 金 利 息  
そ の 他 の 受 入 利 息  

役 務 取 引 等 収 益   
受 入 為 替 手 数 料  
そ の 他 の 役 務 収 益  

特 定 取 引 収 益   
商 品 有 価 証 券 収 益  
特 定 取 引 有 価 証 券 収 益  
特 定 金 融 派 生 商 品 収 益  
そ の 他 の 特 定 取 引 収 益  

そ の 他 業 務 収 益   
外 国 為 替 売 買 益  
国 債 等 債 券 売 却 益  
特 殊 証 券 等 関 係 費 補 て ん 金  
そ の 他 の 業 務 収 益  

そ の 他 経 常 収 益   
株 式 等 売 却 益  
金 銭 の 信 託 運 用 益  
そ の 他 の 経 常 収 益  

経 常 費 用    
資 金 調 達 費 用   
預 金 利 息  
譲 渡 性 預 金 利 息  
債 券 利 息  
コ － ル マ ネ － 利 息  
売 現 先 利 息  
債 券 貸 借 取 引 支 払 利 息  
借 用 金 利 息  
短 期 社 債 利 息  
社 債 利 息  
金 利 ス ワ ッ プ 支 払 利 息  
そ の 他 の 支 払 利 息  

役 務 取 引 等 費 用   
支 払 為 替 手 数 料  
そ の 他 の 役 務 費 用  

そ の 他 業 務 費 用   
国 債 等 債 券 売 却 損  
債 券 発 行 費 用 償 却  
金 融 派 生 商 品 費 用  
そ の 他 の 業 務 費 用  

営 業 経 費   
そ の 他 経 常 費 用   
貸 倒 引 当 金 繰 入 額  
貸 出 金 償 却  
株 式 等 売 却 損  
株 式 等 償 却  
投 資 損 失 引 当 金 繰 入 額  
金 銭 の 信 託 運 用 損  
そ の 他 の 経 常 費 用  

経 常 利 益    
特 別 利 益    
固 定 資 産 処 分 益   
償 却 債 権 取 立 益   

特 別 損 失    
固 定 資 産 処 分 損   
減 損 損 失   

税 引 前 当 期 純 利 益    
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税    
法 人 税 等 調 整 額    
当 期 純 利 益   

 
892,327 
621,046 
165,500 
29,118 

40 
11,952 

28 
29,148 
35,492 
238,378 
88,877 
149,500 
122,597 
2,366 
454 

114,702 
5,074 
67,258 
24,762 
41,169 

5 
1,319 

120,821 
105,813 

155 
14,852 

 
285,427 
156,643 
8,981 
3,068 
8,558 
483 

33,529 
37,803 

44 
11,032 
25,012 
269 

49,343 
28,073 
21,270 
42,956 
34,044 

80 
3,410 
5,420 

558,913 
282,835 
26,619 
96,279 
3,208 
52,583 
633 
0 

103,512 
 
 

8,389 
15,642 

 
4,721 
2,189

1,441,383 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1,219,477 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

221,905 
24,032 

 
 

6,911 
 
 

239,027 
502 

42,997 
195,527

（単位：百万円） 

科　目 金　額 

損益計算書（　　　　　 　　　　） 平成19年4月 1 日から  
平成20年3月31日まで 
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みずほ銀行

記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

重要な会計方針

1. 特定取引資産・負債の評価基準及び収益・費用の計上基準
金利、通貨の価格、有価証券市場における相場その他の指標に係る短期的な変動、市場間の格差等を利用して利益を得る等の目
的（以下「特定取引目的」という。）の取引については、取引の約定時点を基準とし、貸借対照表上「特定取引資産」及び「特定
取引負債」に計上するとともに、当該取引からの損益を損益計算書上「特定取引収益」及び「特定取引費用」に計上しておりま
す。
特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭債権等については決算日の時価により、スワップ・先物・オプショ
ン取引等の派生商品については決算日において決済したものとみなした額により行っております。
また、特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、当事業年度中の受払利息等に、有価証券、金銭債権等については前事業年
度末と当事業年度末における評価損益の増減額を、派生商品については前事業年度末と当事業年度末におけるみなし決済からの
損益相当額の増減額を加えております。

2. 有価証券の評価基準及び評価方法
（1）有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会社・子法人等株式及び関

連法人等株式については移動平均法による原価法、その他有価証券のうち時価のある国内株式については期末月1ヵ月平均
に基づいた市場価格等、それ以外については決算日における市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法に
より算定）、時価のないものについては移動平均法による原価法又は償却原価法により行っております。なお、その他有価
証券の評価差額については、時価ヘッジの適用により損益に反映させた額を除き、全部純資産直入法により処理しておりま
す。
（追加情報）
従来、｢時価のない有価証券」として取得原価で計上していたその他有価証券について、昨今の著しい市場環境の変化によ
り生じるその他有価証券評価差額の重要性及び市場価格に準ずるものとして合理的に算定された価額（ブローカー又は情報
ベンダーから入手する価格等）の入手可能性が増したことから、会計基準の国際的な収斂に向けた動向等にも鑑み、市場価
格に準ずるものとして合理的に算定された価額が得られたものは当該価額を以って評価しております。これにより、「買入
金銭債権」中の信託受益権が189百万円増加、｢有価証券」が16,650百万円、｢その他有価証券評価差額金」が16,461百
万円減少しております。なお、時価評価を行わない有価証券のうち、下記7.に記載の有価証券の私募（金融商品取引法第2
条第3項）による社債等については貸倒引当金を計上しております。

（2）金銭の信託において信託財産を構成している有価証券の評価は、上記2.（1）と同じ方法によっております。
3. デリバティブ取引の評価基準及び評価方法

デリバティブ取引（特定取引目的の取引を除く）の評価は、時価法により行っております。
4. 固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産

有形固定資産の減価償却は、建物については定額法を、動産については定率法を採用しております。また、主な耐用年数は
次のとおりであります。
建　物　　3年～50年
動　産　　2年～20年

（会計方針の変更）
平成19年度税制改正に伴い、平成19年4月1日以後に取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく償却
方法により減価償却費を計上しております。この変更により、経常利益及び税引前当期純利益は、従来の方法によった場合
に比べ1,170百万円減少しております。
（追加情報）
当期より、平成19年3月31日以前に取得した有形固定資産については、償却可能限度額に達した事業年度の翌事業年度以
後、残存簿価を5年間で均等償却しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、経常利益及び税引前当
期純利益は1,245百万円減少しております。

（2）無形固定資産
無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、行内における利
用可能期間（5年）に基づいて償却しております。

5. 繰延資産の処理方法
（1）社債発行費

社債発行費は、発生時に全額費用として処理しております。
（2）債券発行費用

債券発行費用は、発生時に全額費用として処理しております。なお、平成18年3月31日に終了する事業年度の貸借対照表
に計上した債券発行費用は、「繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い」（企業会計基準委員会実務対応報告第19号平成
18年8月11日）の経過措置に基づき従前の会計処理を適用し旧商法施行規則の規定する最長期間内の一定期間で償却を行
っております。

（3）債券発行差金
平成18年3月31日に終了する事業年度の貸借対照表に計上した債券発行差金は、「繰延資産の会計処理に関する当面の取扱
い」（企業会計基準委員会実務対応報告第19号平成18年8月11日）の経過措置に基づき従前の会計処理を適用し、債券の
償還期間にわたり均等償却を行っております。

6. 外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建資産・負債は、取得時の為替相場による円換算額を付す子会社・子法人等株式を除き、決算日の為替相場による円換算額
を付しております。

7. 引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。
破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、「破綻先」という。）に係る債権及びそれと同等の状
況にある債務者（以下、「実質破綻先」という。）に係る債権については、以下のなお書きに記載されている直接減額後の帳
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簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。また、現在は
経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（以下、「破綻懸念先」という。）に係る
債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の
支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。
破綻懸念先及び注記事項（貸借対照表関係）5.の貸出条件緩和債権等を有する債務者で与信額が一定額以上の大口債務者の
うち、債権の元本の回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積もることができる債権については、当
該キャッシュ・フローを貸出条件緩和実施前の約定利子率等で割引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金とする
方法（キャッシュ・フロー見積法）により引き当てております。また、当該大口債務者のうち、将来キャッシュ・フローを
合理的に見積もることが困難な債務者に対する債権については、個別的に予想損失額を算定し、引き当てております。
上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績等から算出した予想損失率に基づき計上しております。特定
海外債権については、対象国の政治経済情勢等に起因して生ずる損失見込額を特定海外債権引当勘定として計上しておりま
す。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監査部署が
査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。
なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証による回収が可能
と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金額は204,529百万円であり
ます。
上記債権には、有価証券の私募（金融商品取引法第2条第3項）による社債等が含まれております。

（2）投資損失引当金
投資損失引当金は、投資に対する損失に備えるため、有価証券発行会社の財政状態等を勘案して必要と認める額を計上して
おります。

（3）賞与引当金
賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当期に帰属する額を計上
しております。

（4）退職給付引当金
退職給付引当金（含む前払年金費用）は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見
込額に基づき、当期末において発生していると認める額を計上しております。また、数理計算上の差異は、各発生年度にお
ける従業員の平均残存勤務期間内の一定年数（10～12年）による定額法に基づき按分した額をそれぞれ発生の翌期から損
益処理しております。

（5）役員退職慰労引当金
役員退職慰労引当金は、役員及び執行役員の退職により支給する退職慰労金に備えるため、内規に基づく支給見込額のうち、
当期末までに発生していると認められる額を計上しております。

（6）ポイント引当金
ポイント引当金は、「みずほマイレージクラブ」におけるマイレージポイントの将来の利用による負担に備えるため、将来
利用される見込額を合理的に見積もり、必要と認める額を計上しております。

（7）預金払戻損失引当金
預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積り必要と認める額
を計上しております。
（会計方針の変更）
｢租税特別措置法上の準備金及び特別法上の引当金又は準備金並びに役員退職慰労引当金等に関する監査上の取扱い｣（日本
公認会計士協会監査・保証実務委員会報告第42号平成19年4月13日）が平成19年4月1日以後開始する事業年度から適用
されることに伴い、当期から同報告を適用しております。この変更により、従来の方法によった場合に比べ、経常利益及び
税引前当期純利益は8,739百万円減少しております。

8. リース取引の処理方法
リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ－ス取引については、通常の賃貸借取引に準じ
た会計処理によっております。

9. ヘッジ会計の方法
（1）金利リスク・ヘッジ

金融資産・負債から生じる金利リスクのヘッジ取引に対するヘッジ会計の方法として、繰延ヘッジ又は時価ヘッジを適用し
ております。
小口多数の金銭債権債務に対する包括ヘッジについて、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上
の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号。以下「業種別監査委員会報告第24号」という。）を適用し
ております。
ヘッジ有効性の評価は、小口多数の金銭債権債務に対する包括ヘッジについて以下のとおり行っております。
①相場変動を相殺するヘッジについては、ヘッジ対象となる預金・貸出金等とヘッジ手段である金利スワップ取引等を一定
の期間毎にグルーピングのうえ特定し有効性を評価しております。

②キャッシュ・フローを固定するヘッジについては、ヘッジ対象とヘッジ手段の金利変動要素の相関関係を検証し有効性を
評価しております。

個別ヘッジについてもヘッジ対象の相場変動とヘッジ手段の相場変動を比較し、両者の変動額等を基礎にして、ヘッジの有
効性を評価しております。
また、当期末の貸借対照表に計上している繰延ヘッジ損益のうち、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する当面の
会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第15号）を適用して実施しておりました多数の貸
出金・預金等から生じる金利リスクをデリバティブ取引を用いて総体で管理する従来の「マクロヘッジ」に基づく繰延ヘッ
ジ損益は、「マクロヘッジ」で指定したそれぞれのヘッジ手段等の残存期間・平均残存期間にわたって、資金調達費用又は
資金運用収益等として期間配分しております。なお、当期末における「マクロヘッジ」に基づく繰延ヘッジ損失は31,082
百万円（税効果額控除前）、繰延ヘッジ利益は34,442百万円（同前）であります。

（2）為替変動リスク・ヘッジ
外貨建子会社・子法人等株式及び外貨建その他有価証券（債券以外）の為替変動リスクをヘッジするため、事前にヘッジ対
象となる外貨建有価証券の銘柄を特定し、当該外貨建有価証券について外貨ベースで取得原価以上の直先負債が存在してい
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ること等を条件に包括ヘッジとして繰延ヘッジ及び時価ヘッジを適用しております。
（3）内部取引等

デリバティブ取引のうち特定取引勘定とそれ以外の勘定との間の内部取引については、ヘッジ手段として指定している金利
スワップ取引等に対して、業種別監査委員会報告第24号に基づき、恣意性を排除し厳格なヘッジ運営が可能と認められる
対外カバー取引の基準に準拠した運営を行っているため、当該金利スワップ取引等から生じる収益及び費用は消去せずに損
益認識又は繰延処理を行っております。なお、一部の資産・負債については、個別ヘッジに基づく繰延ヘッジを行っており
ます。

10. 消費税の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

会計方針の変更

（金融商品に関する会計基準）
「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号）及び「金融商品会計に関する実務指針」（日本公認会計士協会会計制度委員会
報告第14号）等における有価証券の範囲に関する規定が一部改正され（平成19年6月15日付及び同7月4日付）、金融商品取引法の
施行日以後に終了する事業年度から適用されることになったことに伴い、当期から改正会計基準及び実務指針を適用しております。

注記事項

（貸借対照表関係）
1. 関係会社の株式総額 282,570百万円
2. 無担保の消費貸借契約により貸し付けている有価証券は、「その他の証券」中の外国証券240,344百万円であります。

現金担保付債券貸借取引等により受け入れている有価証券のうち、売却又は再担保という方法で自由に処分できる権利を有する
有価証券で、当期末に当該処分をせずに所有しているものは3,125,932百万円であります。

3. 貸出金のうち、破綻先債権額は22,271百万円、延滞債権額は364,815百万円であります。
なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は
弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」
という。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第1項第3号のイからホまでに掲げる事由又は同項第4号に
規定する事由が生じている貸出金であります。
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息
の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。

4. 貸出金のうち、3ヵ月以上延滞債権額は8,072百万円であります。
なお、3ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延
滞債権に該当しないものであります。

5. 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は231,377百万円であります。
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済
猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び3ヵ月以上延滞債権に該当しな
いものであります。

6. 破綻先債権額、延滞債権額、3ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は626,537百万円であります。なお、上
記3.から6.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

7. 手形割引は、業種別監査委員会報告第24号に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた商業手形及び買
入外国為替は、売却又は再担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は322,104百万円であ
ります。

8. 担保に供している資産は、次のとおりであります。
担保に供している資産
特定取引資産 2,997百万円
有価証券 3,280,080百万円
貸出金 4,298,849百万円
その他資産 1,067百万円

担保資産に対応する債務
預金 520,132百万円
コールマネー 888,500百万円
売現先勘定 495,835百万円
債券貸借取引受入担保金 1,375,995百万円
借用金 337百万円

上記のほか、為替決済、デリバティブ等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、有価証券942,983百万円を差
し入れております。
また、その他の資産のうち保証金は73,056百万円及びその他の証拠金等は198百万円であります。

9. 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に契約上規定された条
件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残
高は、20,430,300百万円であります。このうち原契約期間が1年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なものが
19,770,535百万円あります。
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当行の将来のキ
ャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当
の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられて
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おります。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保の提供を受けるほか、契約後も定期的に予め定めてい
る行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。

10. 土地の再評価に関する法律（平成10年3月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、評価差額について
は、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再
評価差額金」として純資産の部に計上しております。

再評価を行った年月日 平成10年3月31日
同法律第3条第3項に定める再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年3月31日公布政令第119号）

第2条第4号に定める地価税法第16条に規定する地価税の課税価格の計算の
基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が定めて公表した方法に
より算定した価額に、時点修正による補正等合理的な調整を行って算出して
おります。

同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当期末における時価の合計額と当該事業用土地の再評価後の帳簿価額
の合計額との差額 118,596百万円

11. 有形固定資産の減価償却累計額 537,064百万円
12. 有形固定資産の圧縮記帳額 36,741百万円
13. 借入金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金1,101,237百万円が含まれてお

ります。
14. 社債は、全額劣後特約付社債であります。
15.「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第2条第3項）による社債に対する当行の保証債務の額は

1,389,627百万円であります。
16. 1株当たりの純資産額 252,113円45銭
17. 貸借対照表に計上した固定資産のほか、電子計算機の一部については、所有権移転外ファイナンス・リース契約により使用して

おります。
18. 関係会社に対する金銭債権総額 677,852百万円
19. 関係会社に対する金銭債務総額 1,000,152百万円
20. 銀行法施行規則第19条の2第1項第3号ロ（10）に規定する単体自己資本比率（国内基準） 11.70％

（損益計算書関係）
1. 関係会社との取引による収益

資金運用取引に係る収益総額 10,440百万円
役務取引等に係る収益総額 8,650
その他業務・その他経常取引に係る収益総額 1,478
関係会社との取引による費用
資金調達取引に係る費用総額 23,540百万円
役務取引等に係る費用総額 1,525
その他業務・その他経常取引に係る費用総額 54
その他の取引に係る費用総額 84,335

2. 「その他の経常費用」には、債権売却損67,885百万円を含んでおります。
3. 当期において、以下の資産について減損損失を計上しております。

地域 主な用途 種類
減損損失
（百万円）

首都圏 遊休資産 18物件 土地建物等 1,496
その他 遊休資産 24物件 土地建物等 693

当行の営業用資産には、減損損失の認識が必要となるものはなく、遊休資産について、当期末時点における回収可能価額と帳簿
価額との差額を減損損失として計上しております。
減損損失を認識した遊休資産のグルーピングは、各資産を各々独立した単位としております。
また、回収可能価額の算定は正味売却価額によっており、正味売却価額は、「地価税法第16条に規定する地価税の課税価格の計
算の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が定めて公表した方法により算定した価額」等から処分費用見込額を控
除して算定しております。

4. 1株当たり当期純利益金額 40,493円41銭
5. 潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額 36,233円17銭
6. 関連当事者との取引については貸出金、預金等他の顧客と同様の条件で取引を実施しておりますので記載を省略しております。

（有価証券関係）
貸借対照表の「国債」「地方債」「社債」「株式」「その他の証券」のほか、「商品有価証券」、「その他の特定取引資産」中の短期社債、
「預け金」中の譲渡性預け金、並びに「買入金銭債権」中の信託受益権が含まれております。
1. 売買目的有価証券（平成20年3月31日現在）

貸借対照表計上額 当期の損益に含まれた評価差額
（百万円） （百万円）

売買目的有価証券 831,714 658
2. 満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成20年3月31日現在）

貸借対照表計上額 時価 差額 うち益 うち損
（百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

国債 489,921 490,078 156 204 47
地方債 48,547 48,549 2 15 12
その他 240,344 245,143 4,799 4,799 －
合計 778,813 783,771 4,958 5,018 60

（注）1. 時価は、当期末における市場価格等に基づいております。
2.「うち益」「うち損」はそれぞれ「差額」の内訳であります。
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3. 子会社・子法人等株式及び関連法人等株式で時価のあるもの（平成20年3月31日現在）
貸借対照表計上額 時価 差額
（百万円） （百万円） （百万円）

子会社・子法人等株式 88,274 81,736 △6,537
（注）1. 関連法人等株式は該当ありません。

4. その他有価証券で時価のあるもの（平成20年3月31日現在）
取得原価 貸借対照表計上額 評価差額 うち益 うち損
（百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

株式 883,669 947,013 63,343 177,514 114,170
債券 10,429,712 10,383,057 △46,655 10,301 56,956
国債 9,747,626 9,701,808 △45,818 8,115 53,933
地方債 38,989 39,336 347 479 132
社債 643,097 641,912 △1,184 1,706 2,891
その他 3,355,785 3,339,147 △16,638 16,358 32,997
信託受益権 2,150,555 2,150,744 189 7,819 7,630
外国債券 1,087,722 1,072,968 △14,754 5,830 20,585
その他 117,506 115,433 △2,072 2,708 4,781
合計 14,669,167 14,669,217 50 204,174 204,124

（注）1. 評価差額のうち、時価ヘッジの適用により損益に反映させた額は、29,061百万円（利益）であります。
2. 貸借対照表計上額は、国内株式については期末月1ヵ月の市場価格の平均等に基づいて算定された額により、また、
それ以外については、当期末における市場価格等に基づく時価により、それぞれ計上したものであります。

3.「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。
4. その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価（原則として決算日の市場価格。以下同じ）が取得原
価（償却原価を含む。以下同じ）に比べて著しく下落したものについては、回復可能性があると判断される銘柄を除
き、当該時価をもって貸借対照表価額とするとともに、評価差額を当期の損失として処理（以下、「減損処理」とい
う。）しております。当期におけるこの減損処理額は、39,836百万円であります。
また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準を定めており、その概要は、原則として以下のとおりであり
ます。
時価が取得原価の50％以下の銘柄
時価が取得原価の50％超70％以下かつ市場価格が一定水準以下で推移している銘柄

5. 当期中に売却した満期保有目的の債券（自　平成19年4月1日　至　20年3月31日）
該当ありません。

6. 当期中に売却したその他有価証券（自　平成19年4月1日　至　20年3月31日）
売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

（百万円） （百万円） （百万円）
その他有価証券 29,124,157 145,243 26,992

7. 時価評価されていない有価証券の主な内容及び貸借対照表計上額（平成20年3月31日現在）
金額

（百万円）
子会社・子法人等株式及び関連法人等株式
子会社・子法人等株式 191,733
関連法人等株式 2,562
その他有価証券
非公募債券 1,506,076
その他 105,047

8. 保有目的を変更した有価証券
該当ありません。

9. その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の償還予定額（平成20年3月31日現在）
1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超
（百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

債券 6,256,699 4,781,599 472,731 916,573
国債 5,892,844 3,418,331 108,995 771,557
地方債 43,859 26,451 20,889 －
社債 319,994 1,336,816 342,845 145,016
その他 219,863 970,410 723,331 1,574,689
合計 6,476,562 5,752,010 1,196,062 2,491,262

（金銭の信託関係）
1. 運用目的の金銭の信託（平成20年3月31日現在）

該当ありません。
2. 満期保有目的の金銭の信託（平成20年3月31日現在）

該当ありません。
3. その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（平成20年3月31日現在）

取得原価 貸借対照表計上額 評価差額 うち益 うち損
（百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

その他の
金銭の信託

1,507 1,500 △6 － 6

（注）1. 貸借対照表計上額は、当期末における市場価格等に基づく時価等により計上したものであります。
2.「うち益」「うち損」はそれぞれ「差額」の内訳であります。
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（税効果会計関係）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりであります。
繰延税金資産
貸倒引当金損金算入限度超過額 160,778百万円
繰越欠損金 333,021
有価証券償却損金算入限度超過額 215,099
その他 275,326

繰延税金資産小計 984,226
評価性引当額 △375,778
繰延税金資産合計 608,448
繰延税金負債
前払年金費用 154,439
その他 81,445

繰延税金負債合計 235,885
繰延税金資産の純額 372,563百万円
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東京都千代田区丸の内一丁目3番3号 
 

取締役頭取　齋藤　宏 

連結貸借対照表（平成20年3月31日現在） 

（ 　 資 　 産 　 の 　 部 　 ）  

現 金 預 け 金   

コ ー ル ロ ー ン 及 び 買 入 手 形   

買 現 先 勘 定   

債 券 貸 借 取 引 支 払 保 証 金   

買 入 金 銭 債 権   

特 定 取 引 資 産   

金 銭 の 信 託   

有 価 証 券   

貸 出 金   

外 国 為 替   

金 融 派 生 商 品   

そ の 他 資 産   

有 形 固 定 資 産   

建 物  

土 地  

建 設 仮 勘 定  

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産  

無 形 固 定 資 産   

ソ フ ト ウ ェ ア  

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産  

繰 延 税 金 資 産   

支 払 承 諾 見 返   

貸 倒 引 当 金   

投 資 損 失 引 当 金   

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

資 産 の 部 合 計   

科　目 金　額 

 

 1,117,830  

 214,825  

 7,228,406  

 5,976,453  

 176,024  

 12,527,997  

 18,226  

 17,012,842  

 29,393,073  

 686,201  

 6,306,977  

 3,679,756  

 140,359  

 34,033  

 56,342  

 2,907  

 47,075  

 97,273  

 82,238  

 15,035  

 187,103  

 3,561,917  

△ 227,125  

△ 2  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 88,098,142 

（ 　 負 　 債 　 の 　 部 　 ）  

預 金

譲 渡 性 預 金  

債 券

コ ー ル マ ネ ー 及 び 売 渡 手 形  

売 現 先 勘 定  

債 券 貸 借 取 引 受 入 担 保 金  

コ マ ー シ ャ ル ・ ペ ー パ ー  

特 定 取 引 負 債  

借 用 金  

外 国 為 替  

短 期 社 債  

社 債

金 融 派 生 商 品  

そ の 他 負 債  

賞 与 引 当 金  

退 職 給 付 引 当 金  

役 員 退 職 慰 労 引 当 金  

貸 出 金 売 却 損 失 引 当 金  

偶 発 損 失 引 当 金  

特 別 法 上 の 引 当 金  

繰 延 税 金 負 債  

再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 負 債  

支 払 承 諾  

負 債 の 部 合 計  

（ 　 純 　 資 　 産 　 の 　 部 　 ）  

資 本 金  

資 本 剰 余 金  

利 益 剰 余 金  

株 主 資 本 合 計  

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金  

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益  

土 地 再 評 価 差 額 金  

為 替 換 算 調 整 勘 定  

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計  

少 数 株 主 持 分  

純 資 産 の 部 合 計  

負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計  

科　目 金　額 

 

 20,280,984  

 8,036,781  

 2,199,100  

 9,240,538  

 10,988,532  

 5,138,997  

 30,000  

 7,930,664  

 4,740,796  

 220,887  

 747,900  

 2,603,057  

 5,881,559  

 2,722,490  

 26,229  

 7,863  

 2,978  

 50,895  

 1,505  

 2,027  

 6,908  

 27,140  

 3,561,917  

 84,449,758  

 

 1,070,965  

 330,334  

 742,229  

 2,143,528  

 348,295  

 24,448  

 37,729  

△ 84,534  

 325,939  

 1,178,915  

 3,648,383  

 88,098,142 

（単位：百万円） 

平成20年6月27日 

第 6 期 決 算 公 告  
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経 常 収 益     

資 金 運 用 収 益    

貸 出 金 利 息   

有 価 証 券 利 息 配 当 金   

コ ー ル ロ ー ン 利 息 及 び 買 入 手 形 利 息   

買 現 先 利 息   

債 券 貸 借 取 引 受 入 利 息   

預 け 金 利 息   

そ の 他 の 受 入 利 息   

信 託 報 酬    

役　 務　 取　 引　 等　 収　 益   

特　  定　  取　  引　  収　  益   

そ　 の　 他　 業　 務　 収　 益   

そ　 の　 他　 経　 常　 収　 益   

経 常 費 用     

資 　 　 金 　 　 調 　 　 達 　 　 費 　 　 用    

預 金 利 息   

譲 渡 性 預 金 利 息   

債 券 利 息   

コ ー ル マ ネ ー 利 息 及 び 売 渡 手 形 利 息   

売 現 先 利 息   

債 券 貸 借 取 引 支 払 利 息   

コ マ ー シ ャ ル ・ ペ ー パ ー 利 息   

借 用 金 利 息   

短 期 社 債 利 息   

社 債 利 息   

そ の 他 の 支 払 利 息   

役　 務　 取　 引　 等　 費　 用   

特 定 取 引 費 用    

そ　 の　 他　 業　 務　 費　 用   

営 　 　 　 　 業 　 　 　 　 経 　 　 　 　 費    

そ　 の 　他　 経　 常　 費　 用   

経 常 損 失     

特 別 利 益     

固 定 資 産 処 分 益    

貸 倒 引 当 金 戻 入 益    

償 却 債 権 取 立 益    

そ の 他 の 特 別 利 益    

特 別 損 失     

固 定 資 産 処 分 損    

減 損 損 失    

証 券 子 会 社 の れ ん 償 却    

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益     

法 人 税 ､ 住 民 税 及 び 事 業 税     

法 人 税 等 調 整 額     

少 数 株 主 損 失     

当 期 純 損 失    

科　目 金　額 

 

 1,905,384  

 807,895  

 476,260  

 11,572  

 460,321  

 33,303  

 67,945  

 48,085  

0  

 213,966  

 127,657  

 204,595  

 318,089  

 

 1,536,548  

 432,618  

 115,942  

 20,913  

 74,354  

 606,239  

 24,349  

    78  

 80,987  

 6,198  

 42,989  

 131,875  

 48,170  

 226,244  

 256,438  

 397,298  

 316,399  

 

 

 1,031  

 70,625  

 20,097  

    46  

 

 2,322  

    50  

 70,007  

 

 

 

 

 

 2,769,693  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 2,781,099  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 11,405  

 91,801  

 

 

 

 

 72,380  

 

 

 

 8,014  

 13,620  

 58,801  

 8,735  

 55,671 

（単位：百万円） 
連結損益計算書（　　　　　　　　　） 平成19年4月 1 日から  

平成20年3月31日まで 
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〈連結財務諸表の作成方針〉
（1）連結の範囲に関する事項

①連結される子会社及び子法人等 67社
主要な会社名
みずほ証券株式会社
Mizuho Corporate Bank Nederland N.V.
Mizuho Corporate Bank (USA)
MHCB America Holdings, Inc.

なお、瑞穂実業銀行（中国）有限公司他18社は、設立等により当連結会計年度から連結しております。
②非連結の子会社及び子法人等
非連結の子会社及び子法人等はありません。

（2）持分法の適用に関する事項
①持分法適用の非連結の子会社及び子法人等
持分法適用の非連結の子会社及び子法人等はありません。
②持分法適用の関連法人等　 19社
主要な会社名
新光証券株式会社

③持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等
持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等はありません。
④持分法非適用の関連法人等　
主要な会社名
Asian-American Merchant Bank Limited

持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等、関連法人等は、当期純損益（持分に見合う額）、利益剰余金（持分に見合う額）
及び繰延ヘッジ損益（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結財務諸表に重要な影響を与えないため、
持分法の対象から除いております。

（3）連結される子会社及び子法人等の事業年度等に関する事項
①連結される子会社及び子法人等の決算日は次のとおりであります。
10月末日 １社
12月末日 35社
3月末日 24社
6月最終営業日の前日 7社

②10月末日及び6月最終営業日の前日を決算日とする連結される子会社及び子法人等については、12月末日現在で実施した仮
決算に基づく財務諸表により、またその他の連結される子会社及び子法人等については、それぞれの決算日の財務諸表により
連結しております。
連結決算日と上記の決算日等との間に生じた重要な取引については、必要な調整を行っております。

（4）連結される子会社及び子法人等の資産及び負債の評価に関する事項
連結される子会社及び子法人等の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。

（5）のれん及び負ののれんの償却に関する事項
みずほ証券株式会社に係るのれんについては、従来10年間の均等償却を行っておりましたが、同社株式減損処理に伴い、当連
結会計年度において一括して償却しております。その他ののれん及び負ののれんについては、金額的に重要性が乏しいため、発
生した連結会計年度に一括して償却しております。

記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

1． 会計処理基準に関する事項

（1）特定取引資産・負債の評価基準及び収益・費用の計上基準
金利、通貨の価格、有価証券市場における相場その他の指標に係る短期的な変動、市場間の格差等を利用して利益を得る等の目
的（以下「特定取引目的」という）の取引については、取引の約定時点を基準とし、連結貸借対照表上「特定取引資産」及び
「特定取引負債」に計上するとともに、当該取引からの損益を連結損益計算書上「特定取引収益」及び「特定取引費用」に計上し
ております。
特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭債権等については連結決算日の時価により、スワップ・先物・オプ
ション取引等の派生商品については連結決算日において決済したものとみなした額により行っております。
また、特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、当連結会計年度中の受払利息等に、有価証券、金銭債権等については前連
結会計年度末と当連結会計年度末における評価損益の増減額を、派生商品については前連結会計年度末と当連結会計年度末にお
けるみなし決済からの損益相当額の増減額を加えております。

（2）有価証券の評価基準及び評価方法
（イ）有価証券の評価は、持分法非適用の非連結子会社・子法人等株式及び持分法非適用の関連法人等株式については移動平均法

による原価法、その他有価証券のうち時価のある国内株式については連結決算期末月1ヶ月平均に基づいた市場価格等、そ
れ以外については連結決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、時価のないもの
については移動平均法による原価法又は償却原価法により行っております。
なお、その他有価証券の評価差額については、時価ヘッジの適用により損益に反映させた額を除き、全部純資産直入法によ
り処理しております。
（追加情報）
従来、「時価のない有価証券」として取得原価で計上していたその他有価証券について、昨今の著しい市場環境の変化によ
り生じるその他有価証券評価差額の重要性及び市場価格に準ずるものとして合理的に算定された価額（ブローカー又は情報
ベンダーから入手する評価等）の入手可能性が増したことから、会計基準の国際的な収斂に向けた動向等にも鑑み、市場価
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格に準ずるものとして合理的に算定された価額が得られたものは当該価額を以って評価しております。これにより、有価証
券が31,349百万円、買入金銭債権が463百万円、その他有価証券評価差額金が18,880百万円減少するとともに、繰延税
金資産が12,931百万円増加しております。なお、時価評価を行わない有価証券のうち、有価証券の私募（金融商品取引法
第2条第3項）による社債等については貸倒引当金を計上しております。

（ロ）有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されている有価証券の評価は、時価法によ
り行っております。

（3）デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
デリバティブ取引（特定取引目的の取引を除く）の評価は、時価法により行っております。

（4）減価償却の方法
①有形固定資産
当行の有形固定資産の減価償却は、動産については定率法を採用し、建物については定額法を採用しております。また、主な
耐用年数は次のとおりであります。
建　物　　3年～50年
動　産　　2年～20年

連結される子会社・子法人等の有形固定資産については、資産の見積耐用年数に基づき、主として定率法により償却しており
ます。
（会計方針の変更）
平成19年度税制改正に伴い、平成19年4月1日以後に取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく償却方
法により減価償却費を計上しております。この変更により、従来の方法によった場合に比べ、経常損失が772百万円増加し、
税金等調整前当期純利益が同額減少しております。
（追加情報）
当連結会計年度より、平成19年3月31日以前に取得した有形固定資産については、償却可能限度額に達した連結会計年度の
翌連結会計年度以後、残存簿価を5年間で均等償却しております。この変更により、従来の方法によった場合に比べ、経常損
失が321百万円増加し、税金等調整前当期純利益が同額減少しております。
②無形固定資産
無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、当行及び連結され
る子会社・子法人等で定める利用可能期間（主として5年）に基づいて償却しております。

（5）繰延資産の処理方法
①社債発行費
当行の社債発行費は発生時に全額費用として処理しております。
②債券発行費用
平成18年3月31日に終了する連結会計年度の連結貸借対照表に計上した債券発行費用は、「繰延資産の会計処理に関する当面
の取扱い」（企業会計基準委員会実務対応報告第19号平成18年8月11日）の経過措置に基づき従前の会計処理を適用し一定
期間で償却を行っております。
③社債発行差金
社債は償却原価法（定額法）に基づいて算定された価額をもって連結貸借対照表価額としております。なお、平成18年3月
31日に終了する連結会計年度の連結貸借対照表に計上した社債発行差金は、「繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い」（企
業会計基準委員会実務対応報告第19号平成18年8月11日）の経過措置に基づき従前の会計処理を適用し、社債の償還期間に
わたり均等償却を行うとともに、未償却残高を社債から直接控除しております。

（6）貸倒引当金の計上基準
当行及び主要な国内の連結される子会社・子法人等の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上し
ております。
破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」という）に係る債権及びそれと同等の状況にあ
る債務者（以下「実質破綻先」という）に係る債権については、以下のなお書きに記載されている直接減額後の帳簿価額から、
担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。また、現在は経営破綻の状況に
ないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（以下「破綻懸念先」という）に係る債権については、債権額
から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必
要と認める額を計上しております。
破綻懸念先及び貸出条件緩和債権等を有する債務者で与信額が一定額以上の大口債務者のうち、債権の元本の回収及び利息の受
取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積もることができる債権については、当該キャッシュ・フローを貸出条件緩和実施
前の約定利子率等で割引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金とする方法（キャッシュ・フロー見積法）により引き
当てております。また、当該大口債務者のうち、将来キャッシュ・フローを合理的に見積もることが困難な債務者に対する債権
については、個別的に予想損失額を算定し、引き当てております。
上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績等から算出した予想損失率に基づき計上しております。特定海外
債権については、対象国の政治経済情勢等に起因して生ずる損失見込額を特定海外債権引当勘定として計上しております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監査部署が査定
結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。
なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証による回収が可能と認
められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金額は275,474百万円であります。
上記債権には、有価証券の私募（金融商品取引法第2条第3項）による社債等が含まれております。
その他の連結される子会社・子法人等の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等を勘案して必要と認めた額を、
貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額をそれぞれ引き当てております。

（7）投資損失引当金の計上基準
投資損失引当金は、投資に対する損失に備えるため、有価証券発行会社の財政状態等を勘案して必要と認められる額を計上して
おります。
また、当行の貸出代替目的のクレジット投資のうち主に欧州拠点における投資からの撤退に伴い、関連する証券化商品の評価損
に対し、当該証券化商品を参照する流動化スキームの対象となっているものを除き、投資損失引当金を計上しております。
なお、時価をもって貸借対照表価額とするため、有価証券と投資損失引当金45,939百万円を相殺表示しております。

（8）賞与引当金の計上基準
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賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当連結会計年度に帰属する額
を計上しております。

（9）退職給付引当金の計上基準
退職給付引当金（含む前払年金費用）は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資
産の見込額に基づき、当連結会計年度末において発生していると認められる額を計上しております。また、数理計算上の差異は、
各発生連結会計年度における従業員の平均残存勤務期間内の一定年数による定額法に基づき按分した額をそれぞれ発生の翌連結
会計年度から損益処理しております。

（10）役員退職慰労引当金の計上基準
役員退職慰労引当金は、役員及び執行役員の退職により支給する退職慰労金に備えるため、内規に基づく支給見込額のうち、当
連結会計年度末までに発生していると認められる額を計上しております。

（11）貸出金売却損失引当金の計上基準
（追加情報）
貸出金売却損失引当金は、昨今の著しい市場環境の変化に鑑み、売却予定貸出金について将来発生する可能性のある損失を見積
もり、必要と認められる額を計上しております。

（12）偶発損失引当金の計上基準
偶発損失引当金は、他の引当金で引当対象とした事象以外の偶発事象に対し、将来発生する可能性のある損失を見積もり、必要
と認められる額を計上しております。

（13）特別法上の引当金の計上基準
特別法上の引当金は、金融商品取引責任準備金2,027百万円であり、有価証券の売買その他の取引又はデリバティブ取引等に関
して生じた事故による損失の補填に充てるため、金融商品取引法第46条の5第1項及び第48条の3第1項の規定に基づき計上し
ております。
なお、従来、金融先物取引法第81条及び証券取引法第65条の2第7項において準用する証券取引法第51条の規定に基づき、金
融先物取引責任準備金及び証券取引責任準備金を計上しておりましたが、平成19年9月30日に金融商品取引法が施行されたこ
とに伴い、当連結会計年度から金融商品取引責任準備金として計上しております。

（14）外貨建資産・負債の換算基準
当行の外貨建資産・負債及び海外支店勘定は、取得時の為替相場による円換算額を付す持分法非適用の非連結子会社・子法人等
株式及び持分法非適用の関連法人等株式を除き、主として連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。
連結される子会社・子法人等の外貨建資産・負債については、それぞれの決算日等の為替相場により換算しております。

（15）リース取引の処理方法
当行及び国内の連結される子会社・子法人等のリース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ
ース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。

（16）重要なヘッジ会計の方法
（イ）金利リスク・ヘッジ

当行の金融資産・負債から生じる金利リスクのヘッジ取引に対するヘッジ会計の方法として、繰延ヘッジ又は時価ヘッジを
適用しております。
小口多数の金銭債権債務に対する包括ヘッジについて、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上
の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号。以下「業種別監査委員会報告第24号」という）を適用し
ております。
ヘッジ有効性の評価は、小口多数の金銭債権債務に対する包括ヘッジについて以下のとおり行っております。
（ i）相場変動を相殺するヘッジについては、ヘッジ対象となる預金・貸出金等とヘッジ手段である金利スワップ取引等を一

定の期間毎にグルーピングのうえ特定し有効性を評価しております。
（ii）キャッシュ・フローを固定するヘッジについては、ヘッジ対象とヘッジ手段の金利変動要素の相関関係を検証し有効性

を評価しております。
個別ヘッジについてもヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動またはキャッシュ・フロー変動を比較し、両者の変動額等を基礎
にして、ヘッジの有効性を評価しております。
また、当連結会計年度末の連結貸借対照表に計上している繰延ヘッジ損益のうち、「銀行業における金融商品会計基準適用
に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第15号）を適用して実施しており
ました多数の貸出金・預金等から生じる金利リスクをデリバティブ取引を用いて総体で管理する従来の「マクロヘッジ」に
基づく繰延ヘッジ損益は、「マクロヘッジ」で指定したそれぞれのヘッジ手段等の残存期間・平均残存期間にわたって、資
金調達費用又は資金運用収益等として期間配分しております。なお、当連結会計年度末における「マクロヘッジ」に基づく
繰延ヘッジ損失は105,692百万円（税効果額控除前）、繰延ヘッジ利益は91,937百万円（同前）であります。

（ロ）為替変動リスク・ヘッジ
当行の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における外貨建取引等の会
計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第25号。以下「業種別監査委員会
報告第25号」という）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債
務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象であ
る外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認することによりヘッジの有効性
を評価しております。
また、外貨建子会社・子法人等株式及び関連法人等株式並びに外貨建その他有価証券（債券以外）の為替変動リスクをヘッ
ジするため、事前にヘッジ対象となる外貨建有価証券の銘柄を特定し、当該外貨建有価証券について外貨ベースで取得原価
以上の直先負債が存在していること等を条件に包括ヘッジとして繰延ヘッジ及び時価ヘッジを適用しております。

（ハ）連結会社間取引等
デリバティブ取引のうち連結会社間及び特定取引勘定とそれ以外の勘定との間（又は内部部門間）の内部取引については、
ヘッジ手段として指定している金利スワップ取引及び通貨スワップ取引等に対して、業種別監査委員会報告第24号及び同
第25号に基づき、恣意性を排除し厳格なヘッジ運営が可能と認められる対外カバー取引の基準に準拠した運営を行ってい
るため、当該金利スワップ取引及び通貨スワップ取引等から生じる収益及び費用は消去せずに損益認識又は繰延処理を行っ
ております。なお、当行の一部の資産・負債及び連結される子会社・子法人等の資産・負債については、繰延ヘッジ、時価
ヘッジ、あるいは金利スワップの特例処理を行っております。

（17）消費税等の会計処理
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当行及び国内の連結される子会社・子法人等の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

2． 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

（連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い）
「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第18号平成18年5月17日）が平成20年3
月31日以前に開始する連結会計年度から早期適用できることになったことに伴い、当連結会計年度から同実務対応報告を適用してお
ります。これによる損益に与える影響は軽微であります。

（金融商品に関する会計基準）
「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号）及び「金融商品会計に関する実務指針」（日本公認会計士協会会計制度委員会
報告第14号）等における有価証券の範囲に関する規定が一部改正され（平成19年6月15日付及び同7月4日付）、金融商品取引法の
施行日以後に終了する連結会計年度から適用されることになったことに伴い、当連結会計年度から改正会計基準及び実務指針を適用
しております。

（連結財務諸表における税効果会計に関する実務指針）
企業集団内の会社に投資（子会社株式等）を売却した場合の税効果会計について、「連結財務諸表における税効果会計に関する実務指
針」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第6号平成19年3月29日）の第30-2項を当連結会計年度から適用しております。な
お、これによる連結貸借対照表等に与える影響は軽微であります。

注記事項

（連結貸借対照表関係）
1. 関係会社の株式及び出資総額（連結される子会社・子法人等の株式及び出資を除く） 50,659百万円
2. 無担保の消費貸借契約（債券貸借取引）により貸し付けている有価証券は該当ありません。

無担保の消費貸借契約（債券貸借取引）により借り入れている有価証券及び現先取引並びに現金担保付債券貸借取引等により受
け入れている有価証券のうち、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有する有価証券で、（再）担保に差し入
れている有価証券は7,425,521百万円、当連結会計年度末に当該処分をせずに所有しているものは3,847,869百万円であり
ます。

3. 貸出金のうち、破綻先債権額は3,639百万円、延滞債権額は47,245百万円であります。
なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は
弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」
という）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第1項第3号のイからホまでに掲げる事由又は同項第4号に
規定する事由が生じている貸出金であります。
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息
の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。

4. 貸出金のうち、3ヵ月以上延滞債権額はありません。
なお、3ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延
滞債権に該当しないものであります。

5. 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は423,826百万円であります。
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済
猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び3ヵ月以上延滞債権に該当しな
いものであります。

6. 破綻先債権額、延滞債権額、3ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は474,711百万円であります。
なお、上記3.から6.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

7. 手形割引は、業種別監査委員会報告第24号に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた商業手形及び買
入外国為替は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は501,181百万円
であります。

8. ローン・パーティシペーションで、平成7年6月1日付日本公認会計士協会会計制度委員会報告第3号に基づいて、参加者に売却
したものとして会計処理した貸出金の元本の連結会計年度末残高の総額は、983,648百万円であります。

9. 担保に供している資産は次のとおりであります。
担保に供している資産
特定取引資産 5,506,604百万円
有価証券 8,227,819百万円
貸出金 1,023,906百万円
その他資産 12,497百万円
有形固定資産 133百万円

担保資産に対応する債務
預金 398,898百万円
コールマネー及び売渡手形 1,170,000百万円
売現先勘定 5,361,716百万円
債券貸借取引受入担保金 4,498,503百万円
借用金 2,975,660百万円

上記のほか、為替決済、デリバティブ等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、「現金預け金」9,185百万円、
「特定取引資産」420,484百万円、「有価証券」1,205,833百万円及び「貸出金」604,444百万円を差し入れております。
非連結の子会社・子法人等及び関連法人等の借入金等のための担保提供はありません。
また、「その他資産」のうちデリバティブ取引差入担保金は1,172,978百万円、先物取引差入証拠金は17,100百万円、保証金
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は26,152百万円、その他の証拠金等は2,519百万円であります。
10. 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された

条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行
残高は、33,056,302百万円であります。このうち原契約期間が1年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なものが
25,066,551百万円あります。
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当行及び連結さ
れる子会社・子法人等の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の
変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行及び連結される子会社・子法人等が実行申し込みを受けた融資の拒
絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価
証券等の担保の提供を受けるほか、契約後も定期的に予め定めている行内（社内）手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に
応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。

11. 土地の再評価に関する法律（平成10年3月31日公布法律第34号）に基づき、当行の事業用の土地の再評価を行い、評価差額に
ついては、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を
「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。

再評価を行った年月日 平成10年3月31日
同法律第3条第3項に定める再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年3月31日公布政令第119号）

第2条第4号に定める路線価に基づいて、奥行価格補正等の合理的な調整を
行って算出したほか、第5号に定める鑑定評価に基づいて算出。

12. 有形固定資産の減価償却累計額 112,246百万円
13. 有形固定資産の圧縮記帳額 2,208百万円
14. 借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金741,846百万円が含まれており

ます。
15. 社債には、劣後特約付社債683,102百万円が含まれております。
16.「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第2条第3項）による社債に対する保証債務の額は48,868百

万円であります。
17. 1株当たりの純資産額 189,592円9銭
18. 連結貸借対照表に計上した固定資産のほか、電子計算機の一部については、所有権移転外ファイナンス・リース契約により使用

しております。
19. 当連結会計年度末の退職給付債務等は以下のとおりであります。

退職給付債務 △352,715百万円
年金資産（時価） 411,510
未積立退職給付債務 58,795
未認識数理計算上の差異 91,282
連結貸借対照表計上額の純額 150,077
前払年金費用 157,941
退職給付引当金 △7,863

20. 当行は、平成20年4月16日に、当行保有の海外特別目的子会社が発行した優先出資証券の償還に関する取締役会決議を行いま
した。償還される優先出資証券の概要は、以下のとおりであります。
（1）発行体

①Mizuho Preferred Capital Company L.L.C
②Mizuho JGB Investment L.L.C

（2）発行証券の種類
配当非累積型永久優先出資証券

（3）償還総額
①1,000百万米ドル
②1,600百万米ドル

（4）償還予定日
平成20年6月30日

（5）償還理由
任意償還期日到来による

21. 当行連結子会社であるみずほ証券株式会社と持分法適用関連会社である新光証券株式会社は、平成19年3月29日に締結した合
併契約に係る合併効力発生日を平成20年1月1日から平成20年5月7日へと延期し、さらに平成21年の可能な限り早い時期を
目処として再度延期しておりました。
しかしながら、平成20年4月28日開催の両社取締役会において、合併を行うことについての基本方針及び基本事項を確認し、
当該合併契約を一旦解除するとともに、新たに合併効力発生日を平成21年5月7日予定とする「合併基本合意書」を締結するこ
とを決議いたしました。

22. 銀行法施行規則第17条の5第1項第3号ロに規定する連結自己資本比率（国際統一基準） 12.17%

（連結損益計算書関係）
1. 「その他経常収益」には、株式等売却益231,955百万円、信用リスク減殺取引に係る利益44,952百万円、株式等派生商品収

益21,989百万円を含んでおります。
2. 「その他経常費用」には、海外ABCPプログラム向けに当行が供与していた貸出金について証券化商品による代物弁済を受けた

ことに伴う損失95,289百万円、貸出金売却損失引当金繰入額50,895百万円、当行の貸出金代替目的のクレジット投資のうち
主に欧州拠点における投資からの撤退に伴う投資損失引当金繰入額45,939百万円、株式等償却44,632百万円、貸出金償却
26,382百万円を含んでおります。

3. 特別損失中の「証券子会社のれん償却」は、みずほ証券株式会社に係るのれんについて、同社株式減損処理に伴い一括して償却
したものであります。

4. 1株当たり当期純損失金額 17,194円77銭
5. 潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額については、1株当たり当期純損失が計上されているため記載しておりません。
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（有価証券関係）
連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「特定取引資産」中の商品有価証券、特定取引有価証券、譲渡性預け金及びコマーシャル・ペ
ーパー、「現金預け金」中の譲渡性預け金、並びに「買入金銭債権」の一部を含めて記載しております。
1. 売買目的有価証券（平成20年3月31日現在）

連結貸借対照表計上額
当連結会計年度の損益に

（百万円）
含まれた評価差額
（百万円）

売買目的有価証券 8,764,946 △12,447
2. その他有価証券で時価のあるもの（平成20年3月31日現在）

取得原価
連結貸借

評価差額 うち益 うち損
（百万円）

対照表計上額
（百万円） （百万円） （百万円）

（百万円）
株式 2,121,001 2,852,413 731,411 840,278 108,867
債券 5,897,656 5,868,493 △29,162 7,113 36,276
国債 5,437,159 5,406,378 △30,781 4,093 34,874
地方債 19,115 19,445 329 386 57
社債 441,381 442,670 1,288 2,633 1,344
その他 7,292,714 7,114,402 △178,312 60,610 238,922
外国債券 6,094,415 6,041,562 △52,853 38,323 91,176
買入金銭債権 147,253 146,789 △463 379 843
その他 1,051,045 926,050 △124,994 21,907 146,902
合計 15,311,372 15,835,309 523,936 908,002 384,065

（注）1. 評価差額のうち、時価ヘッジの適用により損益に反映させた額は、7,546百万円（利益）であります。また、時価
ヘッジ適用の結果、純資産直入処理の対象となる516,390百万円から繰延税金負債170,564百万円を差し引いた
額345,825百万円のうち少数株主持分相当額1,014百万円を控除した額に、持分法適用会社が所有するその他有価
証券に係る評価差額金のうち親会社持分相当額3,504百万円を加算した額348,315百万円が、「その他有価証券評
価差額金」に含まれております。

2. 連結貸借対照表計上額は、国内株式については当連結会計年度末前1ヵ月の市場価格の平均等に基づいて算出された
額により、また、それ以外については、当連結会計年度末日における市場価格等に基づく時価により、それぞれ計上
したものであります。

3.「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。
4. その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価（原則として当連結会計年度末日の市場価格。以下同
じ）が取得原価（償却原価を含む。以下同じ）に比べて著しく下落したものについては、回復可能性があると判断さ
れる銘柄を除き、当該時価をもって連結貸借対照表価額とするとともに、評価差額を当連結会計年度の損失として処
理（以下「減損処理」という）しております。
当連結会計年度における減損処理額は37,556百万円 (うち株式30,788百万円、外国債券6,700百万円、その他
67百万円）であります。
また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準を定めており、その概要は、原則として以下のとおりであり
ます。
・時価が取得原価の50％以下の銘柄
・時価が取得原価の50％超70％以下かつ市場価格が一定水準以下で推移している銘柄

3. 当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成19年4月1日　至　平成20年3月31日）
売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

（百万円） （百万円） （百万円）
その他有価証券 36,331,616 414,450 109,217

4. 時価評価されていない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額（平成20年3月31日現在）
金額

（百万円）
その他有価証券
非上場株式 281,407
非公募債券 381,865
非上場外国証券 553,553
その他 115,730

5. その他有価証券のうち満期があるものの期間ごとの償還予定額（平成20年3月31日現在）
1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超
（百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

債券 2,390,148 2,077,255 1,031,158 751,796
国債 2,310,925 1,871,161 742,462 481,828
地方債 774 7,585 3,283 7,801
社債 78,447 198,509 285,412 262,166
その他 949,163 3,315,831 1,104,176 1,227,571
合計 3,339,312 5,393,087 2,135,335 1,979,368

（金銭の信託関係）
1. 運用目的の金銭の信託（平成20年3月31日現在）

連結貸借対照表計上額
当連結会計年度の損益に

（百万円）
含まれた評価差額
（百万円）

運用目的の金銭の信託 18,226 ―
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東京都千代田区丸の内一丁目3番3号 
 

取締役頭取　齋藤　宏 

貸借対照表（平成20年3月31日現在） 

（ 　 資 　 産 　 の 　 部 　 ）  
現 金 預 け 金   
現 金  
預 け 金  

コ ー ル ロ ー ン   
買 現 先 勘 定   
債 券 貸 借 取 引 支 払 保 証 金   
買 入 金 銭 債 権   
特 定 取 引 資 産   
商 品 有 価 証 券  
商 品 有 価 証 券 派 生 商 品  
特 定 取 引 有 価 証 券  
特 定 取 引 有 価 証 券 派 生 商 品  
特 定 金 融 派 生 商 品  
そ の 他 の 特 定 取 引 資 産  

金 銭 の 信 託   
有 価 証 券   
国 債  
地 方 債  
社 債  
株 式  
そ の 他 の 証 券  

貸 出 金   
割 引 手 形  
手 形 貸 付  
証 書 貸 付  
当 座 貸 越  

外 国 為 替   
外 国 他 店 預 け  
外 国 他 店 貸  
買 入 外 国 為 替  
取 立 外 国 為 替  

そ の 他 資 産   
前 払 費 用  
未 収 収 益  
先 物 取 引 差 入 証 拠 金  
先 物 取 引 差 金 勘 定  
金 融 派 生 商 品  
未 収 金  
デリバティブ取引差入担保金  
そ の 他 の 資 産  

有 形 固 定 資 産   
建 物  
土 地  
建 設 仮 勘 定  
そ の 他 の 有 形 固 定 資 産  

無 形 固 定 資 産   
ソ フ ト ウ ェ ア  
そ の 他 の 無 形 固 定 資 産  

繰 延 税 金 資 産   
支 払 承 諾 見 返   
貸 倒 引 当 金   
投 資 損 失 引 当 金   
  
  
  
資 産 の 部 合 計   

科　目 金　額 

 
1,393,670  

7,174  
1,386,496  
272,402  

1,856,338  
2,832,786  
176,024  

3,895,842  
36,846  
12,472  
27,331  
342  

3,024,132  
794,716  
2,026  

17,494,803  
5,406,378  
19,445  
864,017  

3,436,394  
7,768,567  
28,439,602  
112,769  

1,339,487  
21,519,519  
5,467,826  
586,120  
47,206  
17,755  
352,036  
169,122  

9,955,263  
6,053  

198,288  
42,665  
2,436  

7,356,191  
968,728  
778,363  
602,537  
122,293  
27,190  
56,342  
1,998  
36,762  
82,005  
67,518  
14,487  
140,262  

4,532,620  
△ 216,809  
△ 1,491  

 
 
 

71,563,763 

（ 　 負 　 債 　 の 　 部 　 ）     
預 金  
当 座 預 金   
普 通 預 金   
通 知 預 金   
定 期 預 金   
そ の 他 の 預 金   

譲 渡 性 預 金    
債 券  
コ ー ル マ ネ ー    
売 現 先 勘 定    
債 券 貸 借 取 引 受 入 担 保 金    
特 定 取 引 負 債    
売 付 商 品 債 券   
商 品 有 価 証 券 派 生 商 品   
特 定 取 引 売 付 債 券   
特 定 取 引 有 価 証 券 派 生 商 品   
特 定 金 融 派 生 商 品   

借 用 金    
借 入 金   

外 国 為 替    
外 国 他 店 預 り   
外 国 他 店 借   
売 渡 外 国 為 替   
未 払 外 国 為 替   

短 期 社 債    
社 債  
そ の 他 負 債    
未 払 法 人 税 等   
未 払 費 用   
前 受 収 益   
先 物 取 引 差 金 勘 定   
売 付 債 券   
金 融 派 生 商 品   
そ の 他 の 負 債   

賞 与 引 当 金    
役 員 退 職 慰 労 引 当 金    
貸 出 金 売 却 損 失 引 当 金    
偶 発 損 失 引 当 金    
再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 負 債    
支 払 承 諾    
負 債 の 部 合 計    
（ 　 純 　 資 　 産 　 の 　 部 　 ）     
資 本 金    
資 本 剰 余 金    
資 本 準 備 金   

利 益 剰 余 金    
利 益 準 備 金   
そ の 他 利 益 剰 余 金   
繰 越 利 益 剰 余 金  

株 主 資 本 合 計    
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金    
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益    
土 地 再 評 価 差 額 金    
評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計    
純 資 産 の 部 合 計    
負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計   

科　目 金　額 

 
19,598,671  
1,471,399  
4,791,186  
267,358  

10,081,739  
2,986,986  
8,036,781  
2,199,100  
8,968,569  
5,598,199  
2,604,496  
3,170,152  
37,462  
12,621  
88,000  

45  
3,032,022  
3,747,304  
3,747,304  
241,119  
221,642  
6,215  
2,116  
11,145  
490,000  

1,426,971  
8,327,179  

7,853  
138,420  
15,253  
7,700  

122,782  
6,929,113  
1,106,055  

3,570  
2,459  
50,895  
1,505  
27,140  

4,532,620  
69,026,738  

 
1,070,965  
330,334  
330,334  
701,930  
70,700  
631,229  
631,229  

2,103,229  
346,058  
50,006  
37,729  
433,794  

2,537,024  
71,563,763 

（単位：百万円） 

平成20年6月27日 

第 6 期 決 算 公 告  
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経 常 収 益     
資 金 運 用 収 益    
貸 出 金 利 息   
有 価 証 券 利 息 配 当 金   
コ ー ル ロ ー ン 利 息   
買 現 先 利 息   
債 券 貸 借 取 引 受 入 利 息   
買 入 手 形 利 息   
預 け 金 利 息   
そ の 他 の 受 入 利 息    

役 務 取 引 等 収 益    
受 入 為 替 手 数 料   
そ の 他 の 役 務 収 益    

特 定 取 引 収 益    
特 定 金 融 派 生 商 品 収 益   
そ の 他 の 特 定 取 引 収 益   

そ の 他 業 務 収 益    
国 債 等 債 券 売 却 益   
金 融 派 生 商 品 収 益   
そ の 他 の 業 務 収 益   

そ の 他 経 常 収 益    
株 式 等 売 却 益   
金 銭 の 信 託 運 用 益   
そ の 他 の 経 常 収 益   

経 常 費 用     
資 金 調 達 費 用    
預 金 利 息   
譲 渡 性 預 金 利 息   
債 券 利 息   
コ ー ル マ ネ ー 利 息   
売 現 先 利 息   
債 券 貸 借 取 引 支 払 利 息   
借 用 金 利 息   
短 期 社 債 利 息   
社 債 利 息   
金 利 ス ワ ッ プ 支 払 利 息   
そ の 他 の 支 払 利 息    

役 務 取 引 等 費 用    
支 払 為 替 手 数 料   
そ の 他 の 役 務 費 用    

特 定 取 引 費 用    
商 品 有 価 証 券 費 用   
特 定 取 引 有 価 証 券 費 用   

そ の 他 業 務 費 用    
外 国 為 替 売 買 損   
国 債 等 債 券 売 却 損    
国 債 等 債 券 償 却      
債 券 発 行 費 用 償 却   
社 債 発 行 費 償 却   
そ の 他 の 業 務 費 用   

営 業 経 費    
そ の 他 経 常 費 用    
貸 出 金 償 却   
株 式 等 売 却 損   
株 式 等 償 却   
金 銭 の 信 託 運 用 損   
そ の 他 の 経 常 費 用   

経 常 利 益     
特 別 利 益     
固 定 資 産 処 分 益    
貸 倒 引 当 金 戻 入 益    
償 却 債 権 取 立 益    

特 別 損 失     
固 定 資 産 処 分 損    
減 損 損 失    
子 会 社 株 式 評 価 損    

税 引 前 当 期 純 損 失     
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税     
法 人 税 等 調 整 額     
当 期 純 損 失    

 
1,423,492  
742,022  
467,918  
12,175  
63,825  
11,003  

7  
78,629  
47,908  
157,307  
27,226  
130,081  
248,743  
242,475  
6,267  

204,379  
184,379  
17,847  
2,152  

294,454  
211,242  

33  
83,177  

 
1,129,888  
402,500  
115,947  
20,914  
72,754  
239,783  
9,721  

130,216  
3,646  
17,601  
7,981  

108,820  
37,490  
7,810  
29,680  
3,467  
2,749  
718  

256,718  
137,355  
107,150  
3,746  

0  
2,368  
6,097  

239,138  
289,954  
26,382  
2,566  
38,829  

12  
222,162  

 
 

1,026  
71,616  
20,029  

 
1,335  
46  

473,156  
 
 
 
 

2,328,378  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1,956,658  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

371,719  
92,672  

 
 
 

474,537  
 
 
 

10,145  
38  

78,581  
88,764 

（単位：百万円） 

科　目 金　額 

損益計算書（　　　　　　　　　） 平成19年4月 1 日から  
平成20年3月31日まで 
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決算公告（写）

みずほコーポレート銀行

記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

重要な会計方針

（1）特定取引資産・負債の評価基準及び収益・費用の計上基準
金利、通貨の価格、有価証券市場における相場その他の指標に係る短期的な変動、市場間の格差等を利用して利益を得る等の目
的（以下「特定取引目的」という）の取引については、取引の約定時点を基準とし、貸借対照表上「特定取引資産」及び「特定
取引負債」に計上するとともに、当該取引からの損益を損益計算書上「特定取引収益」及び「特定取引費用」に計上しておりま
す。
特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭債権等については決算日の時価により、スワップ・先物・オプショ
ン取引等の派生商品については決算日において決済したものとみなした額により行っております。
また、特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、当事業年度中の受払利息等に、有価証券、金銭債権等については前事業年
度末と当事業年度末における評価損益の増減額を、派生商品については前事業年度末と当事業年度末におけるみなし決済からの
損益相当額の増減額を加えております。

（2）有価証券の評価基準及び評価方法
（イ）有価証券の評価は、子会社・子法人等株式及び関連法人等株式については移動平均法による原価法、その他有価証券のうち

時価のある国内株式については決算期末月1ヵ月平均に基づいた市場価格、それ以外については決算日の市場価格等に基づ
く時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、時価のないものについては移動平均法による原価法又は償却原価
法により行っております。
なお、その他有価証券の評価差額については、時価ヘッジの適用により損益に反映させた額を除き、全部純資産直入法によ
り処理しております。
（追加情報）
従来、「時価のない有価証券」として取得原価で計上していたその他有価証券について、昨今の著しい市場環境の変化によ
り生じるその他有価証券評価差額の重要性及び市場価格に準ずるものとして合理的に算定された価額（ブローカー又は情報
ベンダーから入手する評価等）の入手可能性が増したことから、会計基準の国際的な収斂に向けた動向等にも鑑み、市場価
格に準ずるものとして合理的に算定された価額が得られたものは当該価額を以って評価しております。これにより、有価証
券が31,349百万円、買入金銭債権が463百万円、その他有価証券評価差額金が18,880百万円減少するとともに、繰延税
金資産が12,931百万円増加いたします。なお、時価評価を行わない有価証券のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第
2条第3項）による社債等については貸倒引当金を計上しております。

（ロ）有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されている有価証券の評価は、時価法によ
り行っております。

（3）デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
デリバティブ取引（特定取引目的の取引を除く）の評価は、時価法により行っております。

（4）減価償却の方法
①有形固定資産
有形固定資産の減価償却は、動産については定率法を採用し、建物については定額法を採用しております。また、主な耐用年
数は次のとおりであります。
建　物　　3年～50年
動　産　　2年～20年

（会計方針の変更）
平成19年度税制改正に伴い、平成19年4月1日以後に取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく償却方
法により減価償却費を計上しております。この変更により、従来の方法によった場合に比べ、経常利益が510百万円減少し、
税引前当期純損失が同額増加しております。
（追加情報）
当期より、平成19年3月31日以前に取得した有形固定資産については、償却可能限度額に達した事業年度の翌事業年度以後、
残存簿価を5年間で均等償却しております。この変更により、従来の方法によった場合に比べ、経常利益が318百万円減少し、
税引前当期純損失が同額増加しております。
②無形固定資産
無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、行内における利用
可能期間（5年）に基づいて償却しております。

（5）繰延資産の処理方法
①社債発行費
発生時に全額費用として処理しております。
②債券発行費用
平成18年3月31日に終了する事業年度の貸借対照表に計上した債券発行費用は、「繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い」
（企業会計基準委員会実務対応報告第19号平成18年8月11日）の経過措置に基づき従前の会計処理を適用し一定期間で償却
を行っております。
③社債発行差金
社債は償却原価法（定額法）に基づいて算定された価額をもって貸借対照表価額としております。
なお、平成18年3月31日に終了する事業年度の貸借対照表に計上した社債発行差金は、「繰延資産の会計処理に関する当面の
取扱い」（企業会計基準委員会実務対応報告第19号平成18年8月11日）の経過措置に基づき従前の会計処理を適用し、社債
の償還期間にわたり均等償却を行うとともに未償却残高を社債から直接控除しております。

（6）外貨建資産・負債の換算基準
外貨建資産・負債及び海外支店勘定は、取得時の為替相場による円換算額を付す子会社・子法人等株式及び関連法人等株式を除
き、主として決算日の為替相場による円換算額を付しております。

（7）貸倒引当金の計上基準
貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。
破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」という）に係る債権及びそれと同等の状況にあ
る債務者（以下「実質破綻先」という）に係る債権については、以下のなお書きに記載されている直接減額後の帳簿価額から、
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担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。また、現在は経営破綻の状況に
ないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（以下「破綻懸念先」という）に係る債権については、債権額
から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必
要と認める額を計上しております。
破綻懸念先及び貸出条件緩和債権等を有する債務者で与信額が一定額以上の大口債務者のうち、債権の元本の回収及び利息の受
取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積もることができる債権については、当該キャッシュ・フローを貸出条件緩和実施
前の約定利子率等で割引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金とする方法（キャッシュ・フロー見積法）により引き
当てております。また、当該大口債務者のうち、将来キャッシュ・フローを合理的に見積もることが困難な債務者に対する債権
については、個別的に予想損失額を算定し、引き当てております。
上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績等から算出した予想損失率に基づき計上しております。特定海外
債権については、対象国の政治経済情勢等に起因して生ずる損失見込額を特定海外債権引当勘定として計上しております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監査部署が査定
結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。
なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証による回収が可能と認
められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金額は275,474百万円であります。
上記債権には、有価証券の私募（金融商品取引法第2条第3項）による社債等が含まれております。

（8）投資損失引当金の計上基準
投資損失引当金は、投資に対する損失に備えるため、有価証券の発行会社の財政状態等を勘案して必要と認められる額を計上し
ております。
また、当行の貸出代替目的のクレジット投資のうち主に欧州拠点における投資からの撤退に伴い、関連する証券化商品の評価損
に対し、当該証券化商品を参照する流動化スキームの対象となっているものを除き、投資損失引当金を計上しております。
なお、時価をもって貸借対照表価額とするため、有価証券と投資損失引当金45,939百万円を相殺表示しております。

（9）賞与引当金の計上基準
賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当期に帰属する額を計上して
おります。

（10）退職給付引当金の計上基準
退職給付引当金（含む前払年金費用）は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額
に基づき、当期末において発生していると認められる額を計上しております。また、数理計算上の差異は、各発生年度における
従業員の平均残存勤務期間内の一定年数（10年～12年）による定額法に基づき按分した額をそれぞれ発生年度の翌期から損益
処理しております。

（11）役員退職慰労引当金の計上基準
役員退職慰労金は、役員及び執行役員の退職により支給する退職慰労金に備えるため、内規に基づく支給見込額のうち、当期末
までに発生していると認められる額を計上しております。

（12）貸出金売却損失引当金の計上基準
（追加情報）
貸出金売却損失引当金は、昨今の著しい市場環境の変化に鑑み、売却予定貸出金について将来発生する可能性のある損失を見積
もり、必要と認められる額を計上しております。

（13）偶発損失引当金の計上基準
偶発損失引当金は、他の引当金で引当対象とした事象以外の偶発事象に対し、将来発生する可能性のある損失を見積もり、必要
と認められる額を計上しております。

（14）リース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に準じ
た会計処理によっております。

（15）ヘッジ会計の方法
（イ）金利リスク・ヘッジ

金融資産・負債から生じる金利リスクのヘッジ取引に対するヘッジ会計の方法として、繰延ヘッジ又は時価ヘッジを適用し
ております。小口多数の金銭債権債務に対する包括ヘッジについて、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計
上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号。以下「業種別監査委員会報告第24号」とい
う）を適用しております。ヘッジ有効性の評価は、小口多数の金銭債権債務に対する包括ヘッジについて以下のとおり行っ
ております。
（ i）相場変動を相殺するヘッジについては、ヘッジ対象となる預金・貸出金等とヘッジ手段である金利スワップ取引等を一

定の期間毎にグルーピングのうえ特定し有効性を評価しております。
（ii）キャッシュ・フローを固定するヘッジについては、ヘッジ対象とヘッジ手段の金利変動要素の相関関係を検証し有効性

を評価しております。
個別ヘッジについてもヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動またはキャッシュ・フロー変動を比較し、両者の変動額等を基礎
にして、ヘッジの有効性を評価しております。
また、当期末の貸借対照表に計上している繰延ヘッジ損益のうち、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する当面の
会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第15号）を適用して実施しておりました多数の貸
出金・預金等から生じる金利リスクをデリバティブ取引を用いて総体で管理する従来の「マクロヘッジ」に基づく繰延ヘッ
ジ損益は、「マクロヘッジ」で指定したそれぞれのヘッジ手段等の残存期間・平均残存期間にわたって、資金調達費用又は
資金運用収益等として期間配分しております。
なお、当期末における「マクロヘッジ」に基づく繰延ヘッジ損失は105,692百万円（税効果額控除前）、繰延ヘッジ利益は
91,937百万円（同前）であります。

（ロ）為替変動リスク・ヘッジ
外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における外貨建取引等の会計処理
に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第25号。以下「業種別監査委員会報告第
25号」という）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の
為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨
建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認することによりヘッジの有効性を評価
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しております。
また、外貨建子会社・子法人等株式及び関連法人等株式並びに外貨建その他有価証券（債券以外）の為替変動リスクをヘッ
ジするため、事前にヘッジ対象となる外貨建有価証券の銘柄を特定し、当該外貨建有価証券について外貨ベースで取得原価
以上の直先負債が存在していること等を条件に包括ヘッジとして繰延ヘッジ及び時価ヘッジを適用しております。

（ハ）内部取引等
デリバティブ取引のうち特定取引勘定とそれ以外の勘定との間の内部取引については、ヘッジ手段として指定している金利
スワップ取引及び通貨スワップ取引等に対して、業種別監査委員会報告第24号及び同第25号に基づき、恣意性を排除し厳
格なヘッジ運営が可能と認められる対外カバー取引の基準に準拠した運営を行っているため、当該金利スワップ取引及び通
貨スワップ取引等から生じる収益及び費用は消去せずに損益認識又は繰延処理を行っております。
なお、一部の資産・負債については、繰延ヘッジ、時価ヘッジ、あるいは金利スワップの特例処理を行っております。

（16）消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

会計方針の変更

（金融商品に関する会計基準）
「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号）及び「金融商品会計に関する実務指針」（日本公認会計士協会会計制度委員会
報告第14号）等における有価証券の範囲に関する規定が一部改正され（平成19年6月15日付及び同7月4日付）、金融商品取引法の
施行日以後に終了する事業年度から適用されることになったことに伴い、当期から改正会計基準及び実務指針を適用しております。

注記事項

（貸借対照表関係）
1. 関係会社の株式及び出資総額 879,183百万円
2. 無担保の消費貸借契約（債券貸借取引）により貸し付けている有価証券が、「その他の証券」及び「商品有価証券」に合計

32,582百万円含まれております。
無担保の消費貸借契約（債券貸借取引）により借り入れている有価証券及び現先取引並びに現金担保付債券貸借取引により受け
入れている有価証券のうち、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有する有価証券で、（再）担保に差し入れ
ている有価証券は1,866,109百万円、当期末に当該処分をせずに所有しているものは3,408,506百万円であります。

3. 貸出金のうち、破綻先債権額は2,606百万円、延滞債権額は46,421百万円であります。
なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は
弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」
という）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第1項第3号のイからホまでに掲げる事由又は同項第4号に
規定する事由が生じている貸出金であります。
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息
の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。

4. 貸出金のうち、3ヵ月以上延滞債権額はありません。
なお、3ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延
滞債権に該当しないものであります。

5. 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は410,521百万円であります。
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済
猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び3ヵ月以上延滞債権に該当しな
いものであります。

6. 破綻先債権額、延滞債権額、3ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は459,548百万円であります。なお、上
記3.から6.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

7. 手形割引は、業種別監査委員会報告第24号に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた商業手形及び買
入外国為替は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は464,806百万円
であります。

8. ローン・パーティシペーションで、平成7年6月1日付日本公認会計士協会会計制度委員会報告第3号に基づいて、参加者に売却
したものとして会計処理した貸出金の元本の期末残高の総額は、986,416百万円であります。

9. 担保に供している資産は次のとおりであります。
担保に供している資産
特定取引資産 494,809百万円
有価証券 8,068,568百万円
貸出金 1,023,906百万円

担保資産に対応する債務
預金 254,413百万円
コールマネー 1,170,000百万円
売現先勘定 4,589,653百万円
債券貸借取引受入担保金 1,950,705百万円
借用金 691,100百万円

上記のほか、為替決済、デリバティブ等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、「現金預け金」9,185百万円、
「有価証券」1,199,778百万円及び「貸出金」604,444百万円を差し入れております。
子会社、子法人等及び関連法人等の借入金等のための担保提供はありません。
また、「その他の資産」のうち保証金は19,001百万円であります。
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10. 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された
条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行
残高は33,363,115百万円であります。このうち原契約期間が1年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なものが
25,734,862百万円あります。
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当行の将来のキ
ャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当
の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられて
おります。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保の提供を受けるほか、契約後も定期的に予め定めてい
る行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。

11. 土地の再評価に関する法律（平成10年3月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、評価差額について
は、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再
評価差額金」として純資産の部に計上しております。

再評価を行った年月日 平成10年3月31日
同法律第3条第3項に定める再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年3月31日公布政令第119号）

第2条第4号に定める路線価に基づいて、奥行価格補正等の合理的な調整を
行って算出したほか、第5号に定める鑑定評価に基づいて算出。

12. 有形固定資産の減価償却累計額 88,472百万円
13. 有形固定資産の圧縮記帳額 2,187百万円
14. 借入金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金2,411,285百万円が含まれてお

ります。
15. 社債には、劣後特約付社債169,968百万円が含まれております。
16. 当行の子会社であるみずほ証券株式会社及びみずほインターナショナル・ピーエルシーの共同ユーロ・ミディアム・ターム・ノ

ート・プログラムに関し、当行はキープウエル契約を両社と締結しております。決算日における本プログラムに係る社債発行残
高は659,317百万円であります。

17.「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第2条第3項）による社債に対する当行の保証債務の額は
48,868百万円であります。

18. 1株当たりの純資産額 198,853円26銭
19. 貸借対照表に計上した固定資産のほか、電子計算機等の一部については、所有権移転外ファイナンス・リース契約により使用し

ております。
20. 関係会社に対する金銭債権総額 4,272,936百万円
21. 関係会社に対する金銭債務総額 5,901,655百万円
22. 銀行法第18条の定めにより剰余金の配当に制限を受けております。

剰余金の配当をする場合には、会社法第445条第4項（資本金の額及び準備金の額）の規定にかかわらず、当該剰余金の配当に
より減少する剰余金の額に5分の1を乗じて得た額を利益準備金として計上しております。
当期における当該剰余金の配当に係る利益準備金の計上額は、40,000百万円であります。

23. 銀行法施行規則第19条の2第1項第3号ロ（10）に規定する単体自己資本比率（国際統一基準） 13.99％

（損益計算書関係）
1. 関係会社との取引による収益

資金運用取引に係る収益総額 152,723百万円
役務取引等に係る収益総額 13,466百万円
特定取引に係る収益総額 1百万円
その他業務・その他経常取引に係る収益総額 299百万円
関係会社との取引による費用
資金調達取引に係る費用総額 242,837百万円
役務取引等に係る費用総額 7,711百万円
特定取引に係る費用総額 12百万円
その他業務・その他経常取引に係る費用総額 2,600百万円
その他の取引に係る費用総額 15,228百万円

2. 1株当たり当期純損失金額 21,928円70銭
3. 潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額については、1株当たり当期純損失が計上されているため記載しておりません。
4. 特定取引目的の取引については、取引の約定時点を基準とし、当該取引からの損益を損益計算書上「特定取引収益」及び「特定

取引費用」に計上しております。
特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、当期中の受払利息等に、有価証券、金銭債権等については前期末と当期末におけ
る評価損益の増減額を、派生商品については前期末と当期末におけるみなし決済からの損益相当額の増減額を加えております。

5. 「その他の経常収益」には、信用リスク減殺取引に係る利益44,952百万円、株式等派生商品収益21,989百万円、カナダ現地
法人の支店化に伴う為替差益等8,118百万円を含んでおります。

6. 「その他の経常費用」には、海外ABCPプログラム向けに当行が供与していた貸出金について証券化商品による代物弁済を受け
たことに伴う損失95,289百万円、貸出金売却損失引当金繰入額50,895百万円、当行の貸出代替目的のクレジット投資のうち
主に欧州拠点における投資からの撤退に伴う投資損失引当金繰入額45,939百万円を含んでおります。

7. 関連当事者との取引については貸出金、預金等他の顧客と同様の条件で取引を実施しておりますので記載を省略しております。

（有価証券関係）
貸借対照表の「国債」「地方債」「社債」「株式」「その他の証券」のほか、「商品有価証券」、「特定取引有価証券」、「その他の特定取引
資産」中のコマーシャルペーパー、「預け金」中の譲渡性預け金、「買入金銭債権」の一部が含まれております。
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1. 売買目的有価証券（平成20年3月31日現在）
貸借対照表計上額 当期の損益に含まれた評価差額
（百万円） （百万円）

売買目的有価証券 858,894 838
2. 関連法人等株式で時価のあるもの（平成20年3月31日現在）

貸借対照表計上額 時価 差額
（百万円） （百万円） （百万円）

関連法人等株式 29,992 39,083 9,090
3. その他有価証券で時価のあるもの（平成20年3月31日現在）

取得原価 貸借対照表計上額 評価差額 うち益 うち損
（百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

株式 2,116,678 2,846,877 730,199 839,055 108,855
債券 5,897,137 5,867,975 △29,162 7,113 36,276
国債 5,437,159 5,406,378 △30,781 4,093 34,874
地方債 19,115 19,445 329 386 57
社債 440,862 442,151 1,288 2,633 1,344
その他 7,043,603 6,865,423 △178,180 57,077 235,258
合計 15,057,420 15,580,276 522,856 903,246 380,390

（注）1. 評価差額のうち、時価ヘッジの適用により損益に反映させた額は、7,546百万円（利益）であります。また時価ヘ
ッジ適用の結果、純資産直入処理の対象となる515,309百万円から繰延税金負債169,255百万円を差し引いた額
346,054百万円を「その他有価証券評価差額金」に計上しております。

2. 貸借対照表計上額は、国内株式については当事業年度末前1ヵ月の市場価格の平均等に基づいて算出された額により、
また、それ以外については、当事業年度末日における市場価格等に基づく時価により、それぞれ計上したものであり
ます。

3.「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。
4. その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価（原則として決算日の市場価格。以下同じ）が取得原
価（償却原価を含む。以下同じ）に比べて著しく下落したものについては、回復可能性があると判断される銘柄を除
き、当該時価をもって貸借対照表価額とするとともに、評価差額を当期の損失として処理（以下「減損処理」という）
しております。なお、当期におけるこの減損処理額は29,959百万円であります。
また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準を定めており、その概要は、原則として以下のとおりであり
ます。
・時価が取得原価の50％以下の銘柄
・時価が取得原価の50％超70％以下かつ市場価格が一定水準以下で推移している銘柄

4. 当期中に売却したその他有価証券（自　平成19年4月1日　至　平成20年3月31日）
売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

（百万円） （百万円） （百万円）
その他有価証券 36,283,835 395,622 107,994

5. 時価評価されていない有価証券の主な内容及び貸借対照表計上額（平成20年3月31日現在）
金額

（百万円）
子会社・子法人等株式及び関連法人等株式
子会社・子法人等株式 845,425
関連法人等株式 3,765
その他有価証券
非上場株式 275,725
非公募債券 421,865
非上場外国証券 465,833
その他 77,527

6. その他有価証券のうち満期があるものの期間ごとの償還予定額（平成20年3月31日現在）
1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超
（百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

債券 2,430,148 2,076,737 1,031,158 751,796
国債 2,310,925 1,871,161 742,462 481,828
地方債 774 7,585 3,283 7,801
社債 118,447 197,990 285,412 262,166
その他 851,311 3,154,187 1,069,753 1,220,309
合計 3,281,460 5,230,924 2,100,912 1,972,105

（金銭の信託関係）
1. 運用目的の金銭の信託（平成20年3月31日現在）

貸借対照表計上額 当期の損益に含まれた評価差額
（百万円） （百万円）

運用目的の金銭の信託 2,026 ―
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（税効果会計関係）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりであります。
繰延税金資産
繰越欠損金 689,886百万円
有価証券償却損金算入限度超過額 522,230
貸倒引当金損金算入限度超過額 98,144
有価証券等（退職給付信託拠出分） 70,167
その他 75,306

繰延税金資産小計 1,455,734
評価性引当額 △1,005,163
繰延税金資産合計 450,571
繰延税金負債 △310,308
繰延税金資産（負債）の純額 140,262百万円
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み ず ほ フ ィ ナ ン シ ャ ル グ ル ー プ

設　立　日 平成15年1月8日
資　本　金 1兆5,409億円
発行済株式総数 12,376,684.66株

普通株式 11,396,254.66株
優先株式 980,430株

所　在　地 （平成20年8月より）
〒100-8333
東京都千代田区丸の内2-5-1
丸の内二丁目ビル
TEL 03（5224）1111（代表）

代　表　者 取締役社長　前田 晃伸
従 業 員 数 265人

主要な経営指標（連結）（単位：億円）

総資産
貸出金残高
預金残高（含む譲渡性預金）
債券残高
連結粗利益
連結経常利益
連結当期純利益
連結自己資本比率（第一基準）

注）連結自己資本比率は、平成18年度より、バーゼルⅡに基づき算出しています。

平成19年度

1,544,121
656,087
862,640
31,594
16,609
3,971
3,112
11.70%

平成17年度

1,496,127
654,086
823,671
66,063
20,024
9,210
6,499
11.59%

平成18年度

1,498,800
659,643
836,083
47,238
21,173
7,481
6,209
12.48%

み ず ほ 銀 行

発　足　日 平成14年4月1日
資　本　金 6,500億円
所　在　地 〒100-0011

東京都千代田区内幸町1-1-5 
TEL 03（3596）1111（代表）

代　表　者 取締役頭取　杉山 清次
従 業 員 数 17,271人
国内ネットワーク 491

本支店 403、出張所 39、代理店 49

主要な経営指標（単位：億円）

総資産
貸出金残高
預金残高（含む譲渡性預金）
債券残高
実質業務純益
経常利益
当期純利益
連結自己資本比率（国内基準）
〈参考〉連結自己資本比率（国際統一基準）

注）1. ※はみずほ銀行＋みずほプロジェクトです（平成17年4月1日～平成17年9月30日）。
2. 連結自己資本比率は、みずほ銀行の比率です。また、平成18年度より、バーゼルⅡに基づき算出しています。

平成19年度

681,394
337,458
560,929
9,719
4,056
2,219
1,955
11.97%
11.87%

平成17年度

700,037
341,885
545,568
20,166
※ 3,657
※ 2,066
※ 1,325
10.28%
10.90%

平成18年度

668,747
340,650
543,474
15,643
4,515
1,790
2,062
11.74%
11.92%

み ず ほ コ ー ポ レ ー ト 銀 行

発　足　日 平成14年4月1日
資　本　金 1兆709億円
所　在　地 〒100-8210

東京都千代田区丸の内1-3-3
TEL 03（3214）1111（代表）

代　表　者 取締役頭取 齋藤 宏
従 業 員 数 7,619人
国内ネットワーク 本支店（営業部）18、振込専用支店 17
海外ネットワーク 38

支店 21、出張所 9、駐在員事務所 8

主要な経営指標（単位：億円）

総資産
貸出金残高
預金残高（含む譲渡性預金）
債券残高
実質業務純益
経常利益
当期純利益
連結自己資本比率（国際統一基準）

注）1.※はみずほコーポレート銀行＋みずほコーポレート＋みずほグローバルです（平成17年4月1日～平成17
年9月30日）。

2.連結自己資本比率は、みずほコーポレート銀行の比率です。また、平成18年度より、バーゼルⅡに基づき算
出しています。

平成19年度

715,637
284,396
276,354
21,991
3,702
3,717
△887
12,17%

平成17年度

622,086
282,635
266,206
46,575
※ 4,351
※ 5,131
※ 5,591
12.81%

平成18年度

661,114
287,348
266,272
32,030
3,069
3,136
3,231
14.01%

●本支店には、振込専用支店16、「共同利用ＡＴＭ」管理専門支店１、インターネット専用支店１、確定拠出年金支店１を含みます。
●代理店には、「ビジネス金融センター」代理店49を含みます。
●出張所には、「渋谷支店渋谷マイホームプラザ」出張所1を含みます。
●みずほ銀行にはこのほかに以下の拠点があります。
外貨両替業務を中心とした出張所を成田空港に3カ所、関西国際空港に2カ所、店舗外外貨自動両替機を成田空港に4カ所設置しています。また、新宿支店を含む6カ店に
「外貨両替業務を専門に手掛けるブース」（愛称「外貨両替ショップ」）を設置しています。
●また、店舗外現金自動設備が28,176カ所あります。このうち共同利用ＡＴＭ（イーネット）が8,359カ所、共同利用ＡＴＭ（ローソン）が5,636カ所、共同利用ＡＴＭ（セブン
銀行）が13,032カ所あります。

※資本金、従業員数、ネットワークは平成20年3月31日現在です。
※代表者には代表権があります。
※主要な経営指標は、単位未満を切り捨てています。

※みずほフィナンシャルグループは、平成20年8月4日より、東京都千代田区大手町1-5-5から上記所在地に移転します。なお、代表電話番号に変更はありません。

主なグループ会社の概要
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新 光 証 券

設　立　日 大正6年7月16日
資　本　金 1,251億円
本店所在地　東京都中央区八重洲2-4-1
代　表　者 取締役社長　草間 高志

従 業 員 数 4,067人
国内ネットワーク 99

主要な経営指標（単位：億円）

営業収益
経常利益
当期純利益

平成19年度

1,366
127
81

平成17年度

1,445
392
314

平成18年度

1,375
258
195

み ず ほ 証 券

設　立　日 平成5年7月2日
（合併日） （平成12年10月1日）
資　本　金 3,951億円
所　在　地 〒100-0004

東京都千代田区大手町1-5-1
大手町ファーストスクエア
TEL 03（5208）3210（代表）

代　表　者 取締役社長　横尾 敬介
従 業 員 数 1,736人
国内ネットワーク 2

本店 1、支社 1

海外ネットワーク 現地法人 7、駐在員事務所 2

主要な経営指標（単位：億円）

営業収益
経常利益
当期純利益

平成19年度

939
△256
△4,378

平成17年度

1,388
627
136

平成18年度

1,359
452
278

み ず ほ 信 託 銀 行

設　立　日 大正14年5月9日
（合併日） （平成15年3月12日）
資　本　金 2,472億円
所　在　地 〒103-8670

東京都中央区八重洲1-2-1
TEL 03（3278）8111（代表）

代　表　者 取締役社長　野中 史
従 業 員 数 2,964人
国内ネットワーク 37

本支店 35、出張所 2
海外ネットワーク 駐在員事務所 1、現地法人 2

主要な経営指標（単位：億円）

総資産
貸出金残高
預金残高（含む譲渡性預金）
信託財産残高
実質業務純益
経常利益
当期純利益
連結自己資本比率（国際統一基準）

注）1. ※はみずほ信託銀行＋みずほアセットです（平成17年4月1日～平成17年9月30日）。
2. 連結自己資本比率は、みずほ信託銀行の比率です。また、平成18年度より、バーゼルⅡに基づき算出して
います。

平成17年度

62,417
35,326
30,754
515,092
※ 883
※ 696
※ 412
14.42%

平成18年度

65,864
40,262
34,337
563,336

861
797
688

15.69%

平成19年度

62,097
34,813
34,314
592,855

858
787
867

15.87%

み ず ほ イ ン ベ ス タ ー ズ 証 券

設　立　日 大正11年12月14日
資　本　金 802億円
本店所在地 〒103-8658

東京都中央区日本橋茅場町1-13-16
TEL 03（5640）5111（代表）

代　表　者 取締役社長 青木 建
従 業 員 数 2,254人
国内ネットワーク 180

本支店 57、営業所（プラネットブース）123

主要な経営指標（単位：億円）

営業収益
経常利益
当期純利益

平成19年度

640
75
51

平成17年度

844
326
249

平成18年度

738
184
120

●みずほインベスターズ証券のプラネットブースは、上記123カ店（営業所）のほか、みずほ銀行と共同店舗化している支店に併設されたもの11カ所を含め、全国に
134カ店開設しています。
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資産管理サービス信託銀行

設　立　日 平成13年1月22日
資　本　金 500億円
本店所在地　東京都中央区晴海1-8-12

晴海トリトンスクエア タワーZ
代　表　者 取締役社長　前田 仁

従 業 員 数 462人

主要な経営指標（単位：百万円）

経常収益
実質業務純益
経常利益
当期純利益

平成19年度

25,347
3,401
3,261
1,894

平成17年度

20,949
1,163
1,130
647

平成18年度

21,026
1,012
959
600

みずほ投信投資顧問

設　立　日 昭和39年5月26日
（合併日） （平成19年7月1日）
資　本　金 20億円
本店所在地　東京都港区三田3-5-27
代　表　者 取締役社長　田中 愼一郎

従 業 員 数 282人

主要な経営指標（単位：百万円）

営業収益
経常利益
当期純利益

※第一勧業アセットマネジメント（DKA）と富士投信投資顧問（FIMCO）は、平成19年7月1日に合併し、みずほ投
信投資顧問になりました。

平成19年度

21,874
3,804
1,720

平成17年度

DKA FIMCO

8,331 5,542
1,228 823
708 476

平成18年度

DKA FIMCO

11,206 6,389
2,050 923
1,015 487

DIAMアセットマネジメント

設　立　日 昭和60年7月1日
（合併日） （平成11年10月1日）
資　本　金 20億円
本店所在地　東京都千代田区丸の内3-3-1

新東京ビルヂング5階
代　表　者 取締役社長　長浜 力雄

従 業 員 数 380人
海外ネットワーク 現地法人3

主要な経営指標（単位：百万円）

営業収益
経常利益
当期純利益

平成19年度

40,502 
10,137
5,975

平成17年度

21,332 
5,382
3,203

平成18年度

32,125 
8,123
4,746

ユーシーカード

設　立　日 平成17年10月1日
資　本　金 5億円
本店所在地　東京都港区台場2-3-2

台場フロンティアビル
代　表　者 取締役社長　井上 誠一郎

従 業 員 数 152人

主要な経営指標（単位：百万円）

営業収益
経常利益
加盟店数（千店）

注）加盟店数はUCカードグループの合算です。

平成17年度

18,701
844
3,488

平成18年度

35,673
1,166
3,671

平成19年度

34,682
297
3,659

みずほ総合研究所

設　立　日 昭和42年12月2日
（統 合 日）（平成14年10月1日）
資　本　金 9億円
本店所在地　東京都千代田区内幸町1-2-1
代　表　者 取締役社長　伊藤 薫

従 業 員 数 244人

主要な経営指標（単位：百万円）

営業収益
経常利益
法人会員数（社）

平成19年度

8,307
750

29,089

平成17年度

6,422
423

22,537

平成18年度

7,163
701

25,895
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みずほキャピタル

設　立　日 昭和58年7月27日
（分割合併日）（平成14年4月1日）
資　本　金 9億円
本店所在地　東京都千代田区内幸町1-2-1
代　表　者 取締役社長　清原 晃

従 業 員 数 71人

みずほプライベートウェルスマネジメント

設　立　日 平成17年10月3日
資　本　金 5億円
本店所在地　東京都千代田区内幸町1-1-5
代　表　者 取締役社長　佐子 希人

従 業 員 数 20人

主要な経営指標（単位：百万円）

売上高
当期純利益
投資残高（億円）
新規公開社数

平成19年度

12,807
3,246
458
748

平成17年度

13,066 
4,006
496
681

平成18年度

17,582
5,093
471
722

みずほ情報総研

設　立　日 昭和45年5月11日
（統 合 日）（平成16年10月1日）
資　本　金 16億円
本店所在地　東京都千代田区神田錦町2-3
代　表　者 取締役社長　小原 之夫

従 業 員 数 3,863人

主要な経営指標（単位：百万円）

売上高
経常利益
当期純利益

平成17年度

139,901 
12,194 
8,304 

平成18年度

151,350
4,106
2,447

平成19年度

164,973
4,035
2,048

み ず ほ フ ィ ナ ン シ ャ ル ス ト ラ テ ジ ー

設　立　日 平成12年9月29日
資　本　金 1,000万円
所　在　地 東京都千代田区大手町1-5-5
代　表　者 取締役社長　塚本 隆史
従 業 員 数 45人

※みずほホールディングスは、平成17年10月1日にみずほフィナンシャルストラテジーに商号変更しました。
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● 決　　　算　　　日 3月31日

● 定　時　株　主　総　会 6月下旬

● 配当金受領株主確定日 3月31日および中間配当金の支払いを行うときは9月30日。

● 基　　　準　　　日 定時株主総会については、3月31日とします。

その他必要があるときは、あらかじめ公告します。

● 公　　告　　方　　法 電子公告（当社ウェブサイトに掲載します）。

ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をすることができない場合は、

日本経済新聞に掲載します。

● 上 場 証 券 取 引 所 東京（第1部）、大阪（第1部）、ニューヨーク＊

＊米国預託証券（ADR）をニューヨーク証券取引所に上場しています。

● 国内証券取引所の
8411

証　 券　コ ー ド

● 株式事務取扱場所

株 主 名 簿 管 理 人 東京都中央区八重洲一丁目2番1号

みずほ信託銀行株式会社

同 事 務 取 扱 場 所 東京都中央区八重洲一丁目2番1号

みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部

〒135-8722

東京都江東区佐賀一丁目17番7号

みずほ信託銀行株式会社 証券代行部

フリーダイヤル　0120－288－324（ご利用時間：土日休日を除く9：00～17：00）

同　　取　　次　　所 みずほ信託銀行株式会社 全国各支店（「トラストオフィス」を除く）

みずほインベスターズ証券株式会社 全国本支店

（ ）郵 便 物 送 付 先
お 問 合 せ 先

●株券電子化に伴う端株制度の廃止について

平成21年1月5日に実施が予定されている株券電子化後の新しい「振替制度」のもとでは、端株を取り扱

うことができず、当社は、それまでに端株を整理する必要があります。

そのため、当社は、平成21年1月4日（予定）を効力発生日として、「会社法の施行に伴う関係法律の整備

等に関する法律」第88条の規定に基づく「端数等無償割当て」を行い、株式数を実質的に1,000倍にします。

同時に単元株式制度を導入し、端株制度を廃止します。あわせて、単元株式を1単元100株とし、投資単位を

現在の10分の1に引き下げます。

これにより、例えば、ご所有の端株0.25株は250株となり、その内訳は単元株式200株と単元未満株式

50株となります。現在の端株は株式として、発行会社が自動的に開設する特別口座に記録され、一般の振替

口座とは別管理となります。また、単元未満株式は、市場での売却はできません。
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ディスクロージャー方針

当グループは、当グループの情報開示に関する基本的な考え方や情報開示統制の枠組み等についてまとめた「ディス

クロージャー方針」を制定し、みずほフィナンシャルグループのホームページ等で公表しています。

ディスクロージャー方針

1．基本的な考え方

当社グループは、株主、市場から高く評価され、わが国を代表する総合金融グループとして、広く社会から信頼されることを目指し、

国内外における多数のお客さま・株主・投資家のみなさまが当社グループの実態を正確に認識・判断できるよう、継続して、公平かつ適

時・適切な情報開示につとめることを経営上の最重要課題の一つに位置付けております。そのために、情報開示に関する国内外の関

係法令および証券取引所規則等を遵守するとともに、適切な情報開示統制の構築・運用に取り組んでおります。

2．情報開示統制

（1）情報開示統制の構築・運用等

当社グループにおける「情報開示統制」は、国内外の関係法令および証券取引所規則等を遵守するとともに当社グループの企業

情報等の公平かつ適時・適切な情報開示を実施するために構築され、当社グループの役職員によって遂行されるプロセスを指し、

財務諸表等に係る信頼性を確保するための「財務報告の内部統制」を含みます。当社グループでは、情報開示統制の基本的考え

方やグループ各社を含めた管理の枠組を規定する情報開示統制関連規程を制定し、情報開示統制の構築、運用および継続的な改

善につとめております。また、当社では情報開示統制に関する審議・調整を行う経営政策委員会としてディスクロージャー委員会を

設置しております。

（2）情報開示統制の有効性評価

当社グループにおいては、情報開示統制における手続を文書化し、その内容と実施状況を検証すること等によって情報開示統制

全般の有効性を定期的に評価しております。また、情報開示統制の有効性および適切性の確認は、内部監査等を通じて実施してお

ります。

（3）その他

当社グループの財務関連役職員が遵守すべき規範を示す「財務関連役職員に係る倫理規範」を制定しております。また、「会計、

財務報告に係る内部統制、監査に係るホットライン」を設置し、社内外からの通報制度を整備しております。

3．情報開示の方法等

（1）情報開示の方法

国内外の関係法令および証券取引所規則等で開示が定められている項目については、事業報告・有価証券報告書・ディスクロー

ジャー誌への掲載や、国内外の証券取引所の情報伝達システム・プレスリリースでの発表等、所定の開示手順を踏んでまいります。

それ以外の情報についても、公平かつ適時・適切な情報開示につとめます。なお、開示する情報は、原則当社グループのウェブサ

イトにも掲載するほか、より公平かつ広範な情報開示を行えるよう、最新の情報開示手法・ツール等の利用につとめます。

（2）ＩＲ活動　

ＩＲ活動にあたっては、上記１の「基本的な考え方」に則り、双方向性にも留意の上、誠意を持った対応を旨とし、当社グループの

経営戦略や財務状況等に関する内容を的確に理解していただけるようつとめることで、市場の信頼と正当な評価を得ることを目

指します。

また、国内外の関係法令および証券取引所規則等で開示が定められている項目はもとより、どのような情報が求められているか

を的確に捉え、有効かつ適切な情報を自主的・積極的に開示すべく努力します。特に重要と思われる情報の開示にあたっては、既

にプレスリリース等が行われている場合でも、臨時の説明会等を実施するなど、必要に応じて臨機応変な対応を行います。

なお、当社グループへの問い合わせや当社グループが主催または参加する非公開のミーティング・カンファレンス等においては、

公平開示等の諸原則を尊重し、既に公開された情報や周知となった事実に関する説明に限定するよう留意いたします。

（3）市場との認識ギャップの是正

風説の流布等により、市場との間において重大な認識ギャップが存在していることが判明した場合には、可及的速やかにその原

因の追求、およびギャップ是正のため努力いたします。
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お客さまの個人情報保護に関するプライバシーポリシー

当グループは、個人情報保護に関する取組方針および個人情報の取り扱いに関する考え方として、「お客さまの個人情報

保護に関するプライバシーポリシー」を制定し、各社のホームページ等で公表しています。

みずほフィナンシャルグループの「お客さまの個人情報保護に関するプライバシーポリシー」

株式会社みずほフィナンシャルグループ（以下、「当社」といい

ます）は、当社ならびに当社の有価証券報告書等に記載する連結

子会社および持分法適用関連会社（以下、「当社グループ」といい

ます）の個人情報保護に関する取組方針および個人情報の取扱

いに関する考え方として、下記の「お客さまの個人情報保護に関

するプライバシーポリシー」（以下、「本ポリシー」といいます）を

制定し、公表いたします。

（取組方針）

当社グループは、個人情報の適切な保護と利用を重要な社会

的責任と認識し、当社グループが各種業務を行うにあたっては、「個

人情報の保護に関する法律」をはじめとする関係法令等に加えて、

本ポリシーをはじめとする当社グループの諸規程を遵守し、お客

さまの個人情報の適切な保護と利用に努めてまいります。

（適正取得）

当社グループは、お客さまの個人情報を業務上必要な範囲にお

いて、適正かつ適法な手段により取得いたします。

（利用目的）

当社グループは、お客さまの個人情報について、その利用目的

を特定するとともに、利用目的の達成に必要な範囲において取扱

うこととし、その範囲を超えて取扱いはいたしません。なお、特定

の個人情報の利用目的が法令等に基づき別途限定されている場

合には、当該利用目的以外での取扱いはいたしません。

当社グループにおけるお客さまの個人情報の利用目的は、当社

グループ各社のホームページ等に掲示しております。

（第三者提供の制限）

当社グループは、お客さまの同意をいただいている場合や法令

等に基づく場合等を除き、原則としてお客さまの個人情報を第三

者に対して提供いたしません。ただし、利用目的の達成に必要な

範囲内において個人情報の取扱いを委託する場合、合併等の場

合および別途定める特定の者との間で共同利用する場合には、お

客さまの同意をいただくことなく、お客さまの個人情報を提供す

ることがあります。

（機微（センシティブ）情報の取扱い）

当社グループは、お客さまの機微情報（政治的見解、信教、労働

組合への加盟、人種・民族、門地・本籍地、保健医療等に関する情報）

については、法令等に基づく場合や業務遂行上必要な範囲におい

てお客さまの同意をいただいた場合等を除き、取得・利用・第三者

提供はいたしません。

（安全管理措置）

当社グループは、お客さまの個人情報を正確かつ最新の状態で

保管・管理するよう努めるとともに、漏えい等を防止するため、合

理的な安全管理措置を実施いたします。また、お客さまの個人情

報を取扱う従業者や委託先について、適切に監督してまいります。

（継続的改善）

当社グループは、情報技術の発展や社会的要請の変化等を踏

まえて本ポリシーを適宜見直し、お客さまの個人情報の取扱いに

ついて、継続的に改善に努めてまいります。

（開示等のご請求手続）

当社グループは、お客さまに関する保有個人データの利用目的

の通知、内容の開示のご請求、保有個人データの内容が事実に反

する場合等における訂正・追加・削除、利用の停止・消去・第三者提

供の停止のご請求等につきましては、適切かつ迅速な対応を行う

よう努めてまいります。

（ご意見・ご要望のお申し出）

当社グループの個人情報の取扱いに関するご意見・ご要望につ

きましては、誠実かつ迅速な対応を行うよう努めてまいります。

●情報セキュリティの強化について

持株会社であるみずほフィナンシャルグループは、情報セキュリティ管理の

国際規格「ISO/IEC27001」および国内規格「JISQ27001」に基づく

第三者適合性評価制度における認証を全部門にて取得しています。
ＩＳ97580/ISO IEC27001
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プロフィール

格付状況 

資　本　金 6,500億円 
所　在　地 〒100-0011 
　 東京都千代田区内幸町1-1-5  
　  TEL 03(3596)1111（代表） 
代　表　者  取締役頭取　杉山 清次 
従　業　員　数 17,271人 
国内ネットワーク 491 
 本支店　403、出張所　39、代理店　49

みずほ銀行 

資　本　金 1兆709億円 
所　在　地 〒100-8210 
 東京都千代田区丸の内1-3-3 
　 TEL 03(3214)1111（代表） 
代　表　者  取締役頭取　齋藤 宏 
従　業　員　数 7,619人 
国内ネットワーク　本支店（営業部）　18 
 振込専用支店　17 
海外ネットワーク　38 
 支店　21、出張所　9、駐在員事務所　8

みずほコーポレート銀行 

資　本　金 1兆5,409億円 
発行済株式総数　12,376,684.66株 
 普通株式　11,396,254.66株 
 優先株式　980,430株 
所　在　地 （平成20年8月4日より） 
 〒100-8333 
 東京都千代田区丸の内2-5-1 
 丸の内二丁目ビル 
 TEL 03（5224）1111（代表） 
代　表　者 取締役社長　前田 晃伸 
従　業　員　数 265人 

みずほフィナンシャルグループ 

※資本金、従業員数、ネットワークは、平成20年3月31日現在。 
※従業員数は、社外への出向者を除き、社外から受け入れた出向者を含ん
でいます。また、海外の現地採用者を含み、執行役員、嘱託および臨時
従業員を含んでいません。 

※みずほフィナンシャルグループは、平成20年8月4日より、東京都千代田区大
手町1-5-5から上記所在地に移転します。なお、代表電話番号に変更はあり
ません。 

●本支店には、振込専用支店16、「共同利用ＡＴＭ」管理専門支店１、インター
ネット専用支店１、確定拠出年金支店１を含みます。 
●代理店には、「みずほビジネス金融センター」代理店49を含みます。 
●出張所には、「渋谷支店渋谷マイホームプラザ」出張所1を含みます。 
●みずほ銀行にはこのほかに以下の拠点があります。 
　外貨両替業務を中心とした出張所を成田空港に3カ所、関西国際空港に2カ
所、店舗外外貨自動両替機を成田空港に4カ所設置しています。また、新宿
支店を含む6カ店に「外貨両替業務を専門に手掛けるブース」（愛称「外貨
両替ショップ」）を設置しています。 
●また、店舗外現金自動設備が28,176カ所あります。このうち共同利用ＡＴＭ
（イーネット）が8,359カ所、共同利用ＡＴＭ（ローソン）が5,636カ所、共同
利用ＡＴＭ（セブン銀行）が13,032カ所あります。 

みずほフィナンシャルグループ
みずほ銀行 
みずほコーポレート銀行 
みずほ信託銀行 
みずほ証券 
みずほインベスターズ証券 

長期 
－ 
Aa2 
Aa2 
Aa2 
 Aa2* 
－ 

短期 
P－1 
P－1 
P－1 
P－1 
 P－1* 
－ 

Moody's
長期 
－ 
AA－ 
AA－ 
AA－ 

AA－ 
AA－ 

短期 
－ 
－ 
－ 
－ 

  J－1+ 
  J－1+

JCR

短期 
F1 
F1 
F1 
F1 
－ 
－ 

長期 
A+ 
A+ 
A+ 
A+ 

－ 
－ 

Fitch

短期 
a－1 
a－1 
a－1 
a－1 
a－1 
－ 

長期 
A 
A+ 
A+ 
A+ 
A+ 

A+

R&I

短期 
－ 
A－1 
A－1 
A－1 
－ 
－ 

長期 
A 
A+ 

A+ 
A+ 

－ 
－ 

Standard & Poor's

資　本　金 3,951億円 
所　在　地  〒100-0004 
 東京都千代田区大手町1-5-1 
 大手町ファーストスクエア   
　  TEL 03(5208)3210（代表） 
代　表　者  取締役社長　横尾 敬介 
従　業　員　数 1,736人 
国内ネットワーク　2 
 本店　1、支社　1 
海外ネットワーク　現地法人　7、駐在員事務所　2

資　本　金 802億円 
所　在　地  〒103-8658 
 東京都中央区日本橋茅場町1-13-16 
 TEL 03(5640)5111（代表） 
代　表　者  取締役社長　青木 建 
従　業　員　数 2,254人 
国内ネットワーク　180 
 本支店　57、営業所（プラネットブース）　123

みずほ証券 

資　本　金 2,472億円 
所　在　地 〒103-8670 
 東京都中央区八重洲1-2-1 
 TEL 03(3278)8111（代表） 
代　表　者  取締役社長　野中 隆史 
従　業　員　数 2,964人  
国内ネットワーク　37 
 本支店　35、出張所　2 
海外ネットワーク　駐在員事務所　1、現地法人　2   

みずほ信託銀行 

●みずほインベスターズ証券のプラネットブースは、上記123カ店（営業所）の
ほか、みずほ銀行と共同店舗化している支店に併設されたもの11カ所を含め、
全国に134カ店開設しています。 

（平成15年1月8日設立） 

（平成12年10月1日発足） 

みずほインベスターズ証券 （大正11年12月14日設立） 

（平成15年3月12日発足） 

（平成14年4月1日発足） 

（平成14年4月1日発足） 

（平成20年6月30日現在） 
*ユーロミディアムタームノートプログラムに対する格付（当プログラムはみずほインターナショナルとの共同プログラムであり、みずほコーポレート銀行とキープウエル契約を締結しています）。 

プ
ロ
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ウェブサイトのご案内 

平成20年7月 
発行　みずほフィナンシャルグループ　コーポレート・コミュニケーション部 
　　　みずほ銀行　経営企画部 
　　　みずほコーポレート銀行　管理部 

○主なグループ会社ウェブサイト 

URL：http://www.mizuho-fg.co.jp/

　当グループの会社概要、財務情報、IR関連情報、株式関連情報、ニュースリリースや経営戦略、ブランド戦略、CSR（企業

の社会的責任）への取り組み等の各種情報を和文と英文で掲載しています。

　ご登録いただいた方にウェブサイトへのニュースリリース掲載を電子メールでお知らせするサービスも提供しています。

＜みずほ＞について 

＜みずほ＞のCSR

採用情報 

株主・投資家のみなさまへ 

みずほ銀行 URL：http://www.mizuhobank.co.jp/  
みずほコーポレート銀行 URL：http://www.mizuhocbk.co.jp/  
みずほ証券 URL：http://www.mizuho-sc.com/  
みずほ信託銀行 URL：http://www.mizuho-tb.co.jp/ 
みずほインベスターズ証券 URL：http://www.mizuho-isec.co.jp/ 
新光証券 URL：http://www.shinko-sec.co.jp/ 
資産管理サービス信託銀行 URL：http://www.tcsb.co.jp/

　トップメッセージ 

　会社概要 

　ブランドコンセプト 

　経営戦略 

　経営体制

　内部管理態勢

　グループ会社

　企業活動

財務情報 

　決算短信/四半期情報 

　有価証券報告書 

　ディスクロージャー誌等 

IR関連情報 

　IRカレンダー 

　IR説明会 

　格付・債券情報 

株式関連情報 

　株主総会 

　配当情報 

　株主の皆さま向け冊子

　CSRレポート 

　金融教育の支援 

　環境への取り組み 

　社会貢献活動

　人権尊重への取り組み

　CSRコミュニケーション

みずほ投信投資顧問 URL：http://www.mizuho-am.co.jp/ 
DIAMアセットマネジメント株式会社 URL：http://www.diam.co.jp/ 
ユーシーカード URL：http://www.uccard.co.jp/ 
みずほ総合研究所 URL：http://www.mizuho-ri.co.jp/ 
みずほ情報総研 URL：http://www.mizuho-ir.co.jp/ 
みずほキャピタル URL：http://www.mizuho-vc.co.jp/
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